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１９６６年




第83回那覇市議会会議録




＝定例会＝









１９６６年６月６日　開会

１９６６年６月２８日　閉会
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那覇市議会





会議録目次

○　上程案件処理結果

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月６日（招集日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開会・開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　会期決定

○　施政方針の説明

○　提案理由の説明

（第３６号議案　那覇市事務分掌条例制定について）

（第３７号議案　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

（第３８号議案　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

（第３９号議案　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について）

（第４１号議案　那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について）

（第４２号議案　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について）

（第４３号議案　那覇市役所設置条例の一部を改正する条例制定について）

（第４４号議案　那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について）

（第４５号議案　那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について）

（第４６号議案　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について）

（第４７号議案　那覇市道路占用料徴収条例制定について）

（第４８号議案　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について）

（第４９号議案　議決内容の一部変更について）

（第５０号議案　議決内容の一部変更について）

（第５１号議案　専決処分の承認を求めることについて）

（第５２号議案　不当利得返還請求事件の和解について）

（第５３号議案　市有地を随意契約で売却処分することについて）

（第５４号議案　市有地を随意契約で売却処分することについて）

（第５５号議案　市有地を随意契約で売却処分することについて）

（第５６号議案　市有地（泊・安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて）

（第５７号議案　市有財産の処分について）

（第５８号議案　１９６７年度一時借入金について）

（第５９号議案　市有地の売却処分について）

（第６０号議案　公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて）

（第６４号議案　第３次泊・安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて）

（第６５号議案　第１種公営住宅建設債を起こすことについて）

（第６６号議案　第２種公営住宅建設債を起こすことについて）

（第６７号議案　ごみ処理場用地購入債を起こすことについて）

（第６８号議案　牧志公設市場用地購入債を起こすことについて）

（第６９号議案　一時借入れ金について）

（第７４号議案　那覇市下水道事業特別会計を設置することについて）

（第７５号議案　第２次下水道事業債を起こすことについて）

（第７７号議案　那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について）

（第６１号議案　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の制定について）

（第６２号議案　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の制定について）

（第７８号議案　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について）

（第７９号議案　那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定について）

（第８０号議案　那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について）

（第８１号議案　那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について）

（第４０号議案　１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算）

（第６３号議案　１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算）

（第７１号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算）

（第７０号議案　１９６７年度那覇市歳入歳出予算）

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月１０日（第２日目　金曜日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名人の指名

○　施政方針に対する質疑

○　真栄田嘉園議員

市長

建設部長

○　儀間真祥議員

市長

建設部長

○　喜舎場盛一議員

経済民生部長

建設部長

○　椿秀義議員

企画部長

経済民生部長

○　又吉久正議員

第二助役

企画部長

消防長

○　宮良永昌議員

企画部長

○　久高友敏議員

市長

企画部長

○　金城庄瑞議員

市長

企画部長

○　瀬長フミ議員

経済民生部長

○　黒潮隆議員

建設部長

企画部長

市長

○　金城重正議員

建設部長

○　赤嶺慎英議員

建設部長

経済民生部長

○　金城吾郎議員

建設部長

企画部長

水道部長

経済民生部長

建設部長

○　大浜長弘議員

建設部長

企画部長

経済民生部長

○　仲本安一議員

市長

建設部長

企画部長

市長

○　友利栄吉議員

建設部長

第二助役

建設部長

第二助役

市長

○　平良真次郎議員

建設部長

教育委員会事務局総務

建設部長

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月１１日（３日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　一般質問

○　大浜長弘議員

経済民生部長

○　儀間真祥議員

建設部長

教育長

第二助役

○　椿秀義議員

建設部長

○　平良真次郎議員

建設部長

○　瀬長フミ議員

市長

○　比嘉佑直議員

経済民生部長

消防長

○　仲宗根昌弘議員

水道部長

建設部長

○　久高友敏議員

建設部長

経済民生部長

市長

○　金城吾郎議員

建設部長

市長

第二助役

総務部長

○　喜舎場盛一議員

建設部長

教育長

○　金城庄端議員

建設部長

○　金城重正議員

建設部長

教育長

○　黒潮隆議員

第二助役

建設部長

総務部長

○　宮良永昌議員

第二助役

○　又吉久正議員

企画部長

建設部長

○　仲本安一議員

第二助役

企画部長

建設部長

○　久高友敏議員

企画部長

○　黒潮隆議員

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月１３日（４日目　月曜日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　会議録署名議員の指名

○　議案上程（第３６号議案　那覇市事務分掌条例制定について）

○　質疑

金城吾郎議員

企画部長

赤嶺慎英議員

企画部長

黒潮隆議員

企画部長

儀間真祥議員

企画部長

大山盛幸議員

企画部長

○　委員会付託

○　議案上程（第３７号議案　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

黒潮隆議員

総務部長

仲本安一議員

総務部長

○　委員会付託

○　議案上程（第３８号議案　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

黒潮隆議員

総務部長

又吉久正議員（要望）

儀間真祥議員

○　委員会付託

○　議案上程（第３９号議案　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

儀間真祥議員

総務部長

○　委員会付託

○　議案上程（第４１号議案　那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について）

○　質疑

大山盛幸議員

企画部長

第一助役

○　委員会付託

○　議案上程（第４２号議案　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第４３号議案　那覇市役所設置条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

又吉久正議員

企画部長

儀間真祥議員

企画部長

大山盛幸議員

企画部長

久高友敏議員

企画部長

黒潮隆議員

企画部長

真栄城嘉園議員

企画部長

○　委員会付託

○　議案上程（第４４号議案　那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

瀬長フミ議員

経済民生部長

○　委員会付託

○　議案上程（第４５号議案　那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第４６号議案　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

大山盛幸議員

経済民生部長

○　委員会付託

○　議案上程（第４７号議案　那覇市道路占用料徴収条例制定について）

○　質疑

又吉久正議員

建設部長

第二助役

黒潮隆議員

建設部長

○　委員会付託

○議案上程（第４８号議案　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第４９号議案　議決内容の一部変更について）

○　質疑

又吉久正議員

経済民生部長

企画部長

市長

企画部長

赤嶺慎英議員

企画部長

黒潮隆議員

企画部長

椿秀義議員

経済民生部長

○　委員会付託

○　議案上程（第５０号議案　議決内容の一部変更について）

○　委員付託

○　議案上程（第５１号議案　専決処分の承認を求めることについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第５２号議案　不当利得返還請求事件の和解について）

○　委員会付託

○　議案上程（第５３号議案　市有地を随意契約で売却処分することについて）

○　質疑

儀間真祥議員

総務部長

○　委員会付託

○　議案上程（第５４号議案　市有地を随意契約で売却処分することについて）

○　質疑

黒潮隆議員

総務部長

○　委員会付託

○　議案上程（第５５号議案　市有地を随意契約で売却処分することについて）

○　質疑

金城庄瑞議員

総務部長

儀間真祥議員

総務部長

○　委員会付託

○　議案上程（第５６号議案　市有地（泊・安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第５７号議案　市有財産の処分について）

○　質疑

久高友敏議員

総務部長

○　委員会付託

○　議案上程（第５８号議案　１９６７年度一時借入金について）

○　委員会付託

○　議案上程（第５９号議案　市有地の売却処分について）

○　質疑

黒潮隆議員

水道部長

○　委員会付託

○　議案上程（第６０号議案　公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて）

○　質疑

金城吾郎議員

建設部長

儀間真祥議員

建設部長

久高友敏議員

建設部長

黒潮隆議員

建設部長

○　委員会付託

○　議案上程（第６４号議案　泊、安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて）

○　質疑

又吉久正議員

企画部長

儀間真祥議員

企画部長

○　委員会付託

○　議案上程（第６５号議案　第１種公営住宅建設債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第６６号議案　第２種公営住宅建設債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第６７号議案　ごみ処理場用地購入債を起こすことについて）

○　質疑

久高友敏議員

企画部長

○　委員会付託

○　議案上程（第６８号議案　牧志公設市場用地購入債を起こすことについて）

○　質疑

平良真次郎議員

建設部長

第二助役

金城吾郎議員

企画部長

○　委員会付託

○　議案上程（第６９号議案　一時借入金について）

○　委員会付託

○　議案上程（第７４号議案　下水道事業特別会計を設置することについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第７５号議案　第２次下水道事業債を起こすことについて）

○　委員会付託

○　議案上程（第６１号議案　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制について）

○　質疑

黒潮隆議員

教育委員会事務局総務

企画部長

○　委員会付託

○　議案上程（第６２号議案　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第７８号議案　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第７９号議案　那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定について）

○　質疑

黒潮隆議員

教育次長

○　委員会付託

○　議案上程（第８０号議案　那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第８１号議案　那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について）

○　委員会付託

○　議案上程（第４０号議案　１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第６３号議案　１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第７１号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第７２号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第７３号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第７６号議案　１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程（第７０号議案　１９６７年度那覇市歳入歳出予算）

○　委員会付託

○　議案上程・提案理由の説明

（第８２号議案　那覇市議会会議規則の一部を改正する規則の制定について）

○　委員会付託

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月２１日（５日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　提案理由の説明

（第５９号議案の撤回について）

○　撒回

○　提案理由の説明

（第８３号議案　工事請負契約を結ぶことについて）

（第８４号議案　工事請負契約を結ぶことについて）

（第８５号議案　工事請負契約を結ぶことについて）

（第８６号議案　工事請負契約を結ぶことについて）

（第８７号議案　工事請負契約を結ぶことについて）

○　委員会付託

○　提案理由の説明

（第８８号議案　予算外義務負担について）

○　委員会付託

○　提案理由の説明

（第８９号議案　１９６６年度予算の繰越しについて）

○　委員会付託

○　提案理由の説明

（第９０号議案　１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて）

○　委員会付託

○　提案理由の説明

（第９１号議案　１９６６年度水道事業特別会計予算の繰越しについて）

○　委員会付託

○　提案理由の説明

（第９２号議案　１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算）

○　委員会付託

○　提案理由の説明

（第９３号議案　収入役の選任同意を求むることについて）

○　表決

○　提案理由の説明

（決議案第６号　選挙訴訟裁判及びサンマ課税裁判の民政府裁判所への移送命令に抗議しその撒回を要求する決議）

○　表決

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月２７日（６日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　委員会審査報告

総務委員長（第３６号議案　那覇市事務分掌条例制定について）

○　質疑

儀間真祥議員

総務委員長

○　討論

仲本安一議員（反対）

喜舎場盛一議員（賛成）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第３７号議案　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

金城吾郎議員

総務委員長

○　討論

黒潮隆議員（反対）

喜舎場盛一議員（賛成）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第３８号議案　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

儀間真祥議員

総務委員長

黒潮隆議員

総務委員長

総務部長

金城吾郎議員

総務委員長

○　討論

仲本安一議員（反対）

喜舎場盛一議員（賛成）

黒潮隆議員（反対）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第３９号議案　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

儀間真祥議員

総務委員長

○　討論

瀬長フミ議員（反対）

山川正平議員（賛成）

黒潮隆議員（反対）

又吉久正議員

久高友敏議員（反対）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第４１号議案　那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について）

（第４２号議案　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

大山盛幸議員

総務委員長

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第４３号議案　那覇市役所支所設置条例の一部を改正する条例制定について）

○　討論

久高友敏議員（反対）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（第４４号議案　那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

久高友敏議員

経済民生委員長

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（第４５号議案　那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について）

○　質疑

久高友敏議員

経済民生委員長

経済民生部長

金城吾郎議員

経済民生委員長

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（第４６号議案　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第４７号議案　那覇市道路占用料徴収条例制定について）

○　質疑

仲本安一議員

建設副委員長

黒潮隆議員

建設副委員長

建設部長

大山盛幸議員

建設副委員長

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第４８号議案　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（第６１号議案　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（第６２号議案　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（第７８号議案　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について）

○　質疑

金城吾郎議員

経済民生委員長

教育委事務局総務

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（第７９号議案　那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費に関する規則制定について）

○　質疑

久高友敏議員

経済民生委員長

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（第８０号議案　那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（第８１号議案　那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第４９号議案　議決内容の一部変更について）

（第５０号議案　議決内容の一部変更について）

○　討論

黒潮隆議員（反対）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５１号議案　専決処分の承認を求めることについて）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第５２号議案　不当利得返還請求事件の和解について）

○　討論

儀間真祥議員（反対）

金城庄瑞議員（賛成）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第５３号議案　市有地を随意契約で売却処分することについて）

（第５４号議案　市有地を随意契約で売却処分することについて）

（第５５号議案　市有地を随意契約で売却処分することについて）

（第５６号議案　市有地（泊・安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて）

（第５７号議案　市有財産の処分について）

○　討論

黒潮隆議員（反対）

辺野喜英興議員（賛成）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第５８号議案　１９６７年度一時借入金について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第６０号議案　公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて）

○　質疑

久高友敏議員

建設副委員長

総務部長

○　討論

儀間真祥議員（反対）

比嘉朝四郎議員（賛成）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第６４号議案　第３次泊・安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて）

○　討論

儀間真祥議員（反対）

山川正平議員（賛成）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第６５号議案　第１種公営住宅建設債を起こすことについて）

（第６６号議案　第２種公営住宅建設債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第６７号議案　ごみ処理場用地購入債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第６９号議案　一時借入金について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第７４号議案　那覇市下水道事業特別会計を設置することについて）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員会（第７５号議案　第２次下水道事業債を起こすことについて）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第７６号議案　１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第７７号議案　那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について）

○　質疑

仲本安一議員

建設副委員長

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第８３号議案、第８４号議案、第８５号議案、第８６号議案、第８７号議案、　工事請負契約を結ぶことについて、同件名）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第８８号議案　予算外義務負担について）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第８９号議案　１９６６年度予算の繰越しについて）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第９０号議案　１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第９１号議案　１９６６年度水道事業特別会計予算の繰越しについて）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第６８号議案　牧志公設市場用地購入債を起こすことについて）

○　質疑

平良真次郎議員

総務委員長

大浜長弘議員（継続審査動議）

○　討論

仲本安一議員（反対）

金城重正議員（賛成）

平良真次郎議員（反対）

又吉久正議員（賛成）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第６３号議案　１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第７１号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第７２号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（第７３号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第７０号議案　１９６７年度那覇市歳入歳出予算）

比嘉佑直議員（修正動議）

○　表決（可決）

金城吾郎議員（修正動議）

○　表決（否決）

○　表決

○　委員会審査報告

事務局長（修正の説明）

総務委員長（第９２号議案　１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（第４０号議案　１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算）

○　質疑

金城吾郎議員

経済民生委員長

教育委員会事務局総務

○　討論

瀬長フミ議員（反対）

大山盛幸議員（賛成）

○　表決

○　委員会審査報告

総務委員長（第８２号議案　那覇市議会会議規則の一部を改正する規則制定について）

○　表決

○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

６月２８日（７日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　委員会審査報告

建設副委員長（識名小又原地内道路及び排水溝の改修についての請願）

○　質疑

喜舎場盛一議員

建設副委員長

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（鳥堀町及び汀良市場間の側溝設置方について）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（水道配水管布設工事方についての陳情）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（道路新設についての陳情）

○　表決

○　委員会審査報告

建設副委員長（牧志二丁目の側溝改修方について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（ブーゲンビル島地域遺骨収集派遣団員並びに慰霊塔建立の助成方について）

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（那覇市の私立保育所に対する補助金交付について陳情）

○　討論

瀬長フミ議員

○　表決

○　委員会審査報告

経済民生委員長（待遇改善に関する陳情）

○　表決

○　日程第１０～４６までは継続審査

○　議案上程・提案理由の説明

平良真次郎議員（第９３号議案　那覇市議会委員会条例の一部を改正する条例制定について）

○　表決

○　建設正副委員長あいさつ

○　閉会
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第８３回那覇市議会（定例会）処理結果




開催年月日　１９６６年６月６日

会期　　　　２３日間

	１９６６年６月６日
	（午前１０時　２分　開会）

	（午後　０時４０分　散会）




１．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	66

	6

	6

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	29番議員

30番議員




	〃

	〃

	〃

	


	会期を定めることについて

	〃

	２３日間




	〃

	〃

	〃

	


	施政方針

	市長

	説明聴取




	〃

	〃

	〃

	


	議案第３６号ないし議案第８１号

	〃

	〃























	１９６６年６月１０日
	（午前１０時　０分　開議）

	（午後　４時３６分　散会）




２．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	66

	6

	10

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	12番議員

13番議員




	〃

	〃

	〃

	


	施設方針に対する質疑

	


	質疑








	１９６６年６月１１日
	（午前１０時０３分　開議）

	（午後　５時１７分　散会）




３．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	66

	6

	11

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	14番議員

18番議員




	〃

	〃

	〃

	


	一般質問

	


	質問














	１９６６年６月１３日
	（午前１０時３分　開議）

	（午后２時３７分　散会）




４．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	66

	6

	13

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	15番議員

16番議員




	〃

	〃

	〃

	36

	那覇市事務分掌条例制定について

	市長

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	37

	那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	38

	那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	39

	那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	40

	１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算

	〃

	経済民生教育委員会付託




	〃

	〃

	〃

	41

	那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について

	〃

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	42

	那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	43

	那覇市役所支所設置条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃










	66

	6

	13

	44

	那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について

	市長

	経済民生教育委員会付託




	〃

	〃

	〃

	45

	那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	46

	那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	47

	那覇市道路占用料徴収条例制定について

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	48

	那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	49

	議決内容の一部変更について

	〃

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	50

	〃

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	51

	専決処分の承認を求めることについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	52

	不当利得返還請求事件の和解について

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	53

	市有地を随意契約で売却処分することについて

	〃

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	54

	〃

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	55

	〃

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	56

	市有地（泊安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	57

	市有財産の処分について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	58

	１９６７年度一時借入金について

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	59

	市有地の売却処分について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	60

	公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	61

	那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定について

	〃

	経済民生教育委員会付託




	〃

	〃

	〃

	62

	那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	63

	１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	建設委員会付託










	66

	6

	13

	64

	第３次泊、安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて

	市長

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	65

	第１種公営住宅建設債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	66

	第２種公営住宅建設債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	67

	ごみ処理場用地購入債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	68

	牧志公設市場用地購入債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	69

	一時借入金について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	70

	１９６７年度那覇市歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	71

	１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	72

	１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	73

	１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	74

	那覇市下水道事業特別会計を設置することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	75

	第２次下水道事業債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	76

	１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	77

	那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	78

	那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について

	〃

	経済民生教育委員会付託




	〃

	〃

	〃

	79

	那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	80

	那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	81

	那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	82

	那覇市議会会議規則の一部を改正する規則の制定について

	10番議員ほか10

名提出

	総務委員会付託








	１９６６年６月２１日
	（午前１０時　４分　開議）

	（午后　１時　０分　散会）




５．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	66

	6

	21

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	17番議員

19番議員




	〃

	〃

	〃

	


	議案の撤回について（議案第５９号）

	市長

	承認




	〃

	〃

	〃

	83

	工事請負契約を結ぶことについて

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	84

	〃

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	85

	〃

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	86

	〃

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	87

	〃

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	88

	予算外義務負担について

	〃

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	89

	１９６６年度予算の繰越しについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	90

	１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	91

	１９６６年度水道事業特別会計予算の繰越しについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	92

	１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算

	〃

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	93

	収入役の選任の同意について

	〃

	同意




	〃

	〃

	〃

	決6

	選挙訴訟裁判及びサンマ課税裁判の民政府裁判所への移送命令に抗議しその撤回を要求する決議

	１番議員外２６名

	原案可決








	１９６６年６月２７日
	（午前１０時　０分　開議）

	（午後　６時５８分　散会）




６．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	66

	6

	27

	


	署名議員の指名について

	議長

	１番議員

２番議員




	〃

	〃

	〃

	36

	那覇市事務分掌条例制定について

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	37

	那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	38

	那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	39

	那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	41

	那覇市監査員事務局職員定数条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	42

	那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	43

	那覇市役所支所設置条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	44

	那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	45

	那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	46

	那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	47

	那覇市道路占用料徴収条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	48

	那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	61

	那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定について

	〃

	修正可決




	〃

	〃

	〃

	62

	那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	78

	那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について

	〃

	〃










	66

	6

	27

	79

	那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定について

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	80

	那覇教育　区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	81

	那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	49

	議決内容の一部変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	50

	議決内容の一部変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	51

	専決処分の承認を求めることについて

	〃

	承認




	〃

	〃

	〃

	52

	不当利得返還請求事件の和解について

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	53

	市有地を随意契約で売却処分することについて

	〃

	同意




	〃

	〃

	〃

	54

	市有地を随意契約で売却処分することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	55

	市有地を随意契約で売却処分することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	56

	市有地（泊、安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	57

	市有財産の処分について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	58

	１９６７年度一時借入金について

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	60

	公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて

	〃

	同意




	〃

	〃

	〃

	64

	第３次泊、安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	65

	第１種公営住宅建設債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	66

	第２種公営住宅建設債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	67

	ごみ処理場用地購入債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	69

	一時借入金について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	74

	那覇市下水道事業特別会計を設置することについて

	〃

	〃










	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	66

	6

	27

	75

	第２次下水道事業債を起こすことについて

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	76

	１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	77

	那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	83

	工事請負契約を結ぶことについて

	〃

	同意




	〃

	〃

	〃

	84

	工事請負契約を結ぶことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	85

	工事請負契約を結ぶことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	86

	工事請負契約を結ぶことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	87

	工事請負契約を結ぶことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	88

	予算外義務負担について

	〃

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	89

	１９６６年度予算の繰越しについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	90

	１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	91

	１９６６年度水道事業特別会計予算の繰越しについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	68

	牧志公設市場用地購入債を起こすことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	63

	１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	71

	１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	72

	１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	73

	１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	70

	１９６７年度那覇市歳入歳出予算

	〃

	修正可決




	〃

	〃

	〃

	92

	１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算

	〃

	原案可決




	66

	6

	27

	40

	1967年度那覇教育区歳入歳出予算

	市長

	原案可決




	〃

	〃

	〃

	82

	那覇市議会会議規則の一部を改正する規則制定について

	〃

	〃











	１９６６年６月２８日
	（午前１０時　５分　開会）

	（午前１１時４０分　閉会）




７．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	66

	6

	28

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	３番議員

４番議員




	〃

	〃

	〃

	陳情

	


識名小又原地内道路及び排水溝の改善について（請願）

	


	採択




	〃

	〃

	〃

	〃

	鳥堀町及び汀良市場間の側溝設置方について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	水道配水管布設工事方について陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	道路新設についての陳情

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	牧志町２丁目の側溝改修方について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	ブーゲンビル島地域遺骨収集派遣団員並びに慰霊塔建立の助成方について

	


	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇市の私立保育所に対する補助金交付について陳情

	


	不採択




	〃

	〃

	〃

	〃

	待遇改善に関する陳情

	


	採択




	〃

	〃

	〃

	〃

	国場川治水対策について

	


	継続審査










	66

	6

	28

	陳情

	樋川通り太平楽（食堂）横下水溝改修並びに道路工事方について

	議長

	継続審査




	〃

	〃

	〃

	〃

	大中町排水溝設置方について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	神原橋、四条橋間ガーブ川沿いの道路新設計画の廃止方について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	神原橋、四条橋間ガーブ川沿いの道路新設計画の廃止方について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	神原橋、四条橋間ガーブ川沿いの道路新設計画の廃止方について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	校地割当について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	牧志公設市場改築についてのお願い

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	赤平町内道路復旧方について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	寄宮地区土地区画整理に関する陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	道路潰地補償に関する陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	字樋川内排水溝開設方についての陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	水害防止対策銘苅橋改築について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	河川氾濫による水害防止及び下水道設置方について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	安里川氾濫による水害防止及び下水道設置方について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	旭ケ丘公園造園促進についての陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	区画整理地区指定の取消陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	山下町内下水溝の新設について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	非細分地料の一部を区画整理の費用に充当することについての陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇市の新幹線道路開南より神里原に通じる第１期工事区における下記２項目に対する反対陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	水害防止対策銘苅橋の改築について陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	牧志公設市場改築についての陳情

	〃

	〃










	〃

	〃

	〃

	〃

	沖繩精神衛生協会に対する賛助会費（１９６７年度）の予算計上方について陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	教育予算の大巾増額要請

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	講和前補償に対する課税阻止について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	講和前損失補償金に対する免税措置の要求について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	不当不法免職の撤回について（請願）

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇市職員労働組合執行委員長岸本忠三郎以下同組合員１２名の不当な免職の撤回について（請願）

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇市職員労働組合員の首切り撤回要求について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	泊港における荷さばき上屋倉庫に関する陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	泊港構内における当社専用荷さばき倉庫新設に関する陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	泊港滞貨処理に関する陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	市有地譲受賃借願いについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	埋立地譲渡（有償）申請について陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	クラブ敷地貸与方についての陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	那覇市有建物の一部を払い下げ方について陳情

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	〃

	新聞事業に対する事業税の免税措置方について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	94

	那覇市議会委員会条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	原案可決
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１９６６年第８３回那覇市議会（定例会）議事日程第１号

１９６６年６月６日（月）午前１０時開議




第１　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　会期を定めることについて




第３　　　施政方針




第４　　　那覇市事務分掌条例制定について

（市長提出議案第３６号）




第５　　　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第３７号）




第６　　　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第３８号）




第７　　　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第３９号）




第８　　　那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について

（市長提出議案第４１号）




第９　　　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４２号）




第１０　　那覇市役所支所設置条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４３号）




第１１　　那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４４号）




第１２　　那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４５号）




第１３　　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４６号）




第１４　　那覇市道路占用料徴収条例制定について

（市長提出議案第４７号）




第１５　　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４８号）




第１６　　議決内容の一部変更について

（市長提出議案第４９号）




第１７　　議決内容の一部変更について

（市長提出議案第５０号）




第１８　　専決処分の承認を求めることについて

（市長提出議案第５１号）




第１９　　不当利得返還請求事件の和解について

（市長提出議案第５２号）




第２０　　市有地を随意契約で売却処分することについて

（市長提出議案第５３号）




第２１　　市有地を随意契約で売却処分することについて

（市長提出議案第５４号）




第２２　　市有地を随意契約で売却処分することについて

（市長提出議案第５５号）




第２３　　市有地（泊、安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて

（市長提出議案第５６号）




第２４　　市有財産の処分について

（市長提出議案第５７号）




第２５　　１９６７年度一時借入金について

（市長提出議案第５８号）




第２６　　市有地の買却処分について

（市長提出議案第５９号）




第２７　　公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて

（市長提出議案第６０号）




第２８　　第３次泊、安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて

（市長提出議案第６４号）




第２９　　第１種公営住宅建設債を起こすことについて

（市長提出議案第６５号）




第３０　　第２種公営住宅建設債を起こすことについて

（市長提出議案第６６号）




第３１　　ごみ処理場用地購入債を起こすことについて

（市長提出議案第６７号）




第３２　　牧志公設市場用地購入債を起こすことについて

（市長提出議案第６８号）




第３３　　一時借入金について

（市長提出議案第６９号）




第３４　　那覇市下水道事業特別会計を設置することについて

（市長提出議案第７４号）




第３５　　第２次下水道事業債を起こすことにいて

（市長提出議案第７５号）




第３６　　那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について

（市長提出議案第７７号）




第３７　　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定について

（市長提出議案第６１号）




第３８　　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について

（市長提出議案第６２号）




第３９　　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について

（市長提出議案第７８号）




第４０　　那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定について

（市長提出議案第７９号）




第４１　　那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について

（市長提出議案第８０号）




第４２　　那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について

（市長提出議案第８１号）




第４３　　１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算

（市長提出議案第４０号）




第４４　　１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第６３号）




第４５　　１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７１号）




第４６　　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７２号）




第４７　　１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７３号）




第４８　　１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７６号）




第４９　　１９６７年度那覇市歳入歳出予算

（市長提出議案第７０号）









○会議に付した事件







第１　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　会期を定めることについて




第３　　　施政方針




第４　　　那覇市事務分掌条例制定について

（市長提出議案第３６号）




第５　　　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第３７号）




第６　　　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第３８号）




第７　　　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第３９号）




第８　　　那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について

（市長提出議案第４１号）




第９　　　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４２号）




第１０　　那覇市役所支所設置条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４３号）




第１１　　那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４４号）




第１２　　那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４５号）




第１３　　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４６号）




第１４　　那覇市道路占用料徴収条例制定について

（市長提出議案第４７号）




第１５　　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４８号）




第１６　　議決内容の一部変更について

（市長提出議案第４９号）




第１７　　議決内容の一部変更について

（市長提出議案第５０号）




第１８　　専決処分の承認を求めることについて

（市長提出議案第５１号）




第１９　　不当利得返還請求事件の和解について

（市長提出議案第５２号）




第２０　　市有地を随意契約で売却処分することについて

（市長提出議案第５３号）

第２１　　市有地を随意契約で売却処分することについて

（市長提出議案第５４号）




第２２　　市有地を随意契約で売却処分することについて

（市長提出議案第５５号）




第２３　　市有地（泊、安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて

（市長提出議案第５６号）




第２４　　市有財産の処分について

（市長提出議案第５７号）




第２５　　１９６７年度一時借入金について

（市長提出議案第５８号）




第２６　　市有地の買却処分について

（市長提出議案第５９号）




第２７　　公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて

（市長提出議案第６０号）




第２８　　第３次泊、安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて

（市長提出議案第６４号）




第２９　　第１種公営住宅建設債を起こすことについて

（市長提出議案第６５号）




第３０　　第２種公営住宅建設債を起こすことについて

（市長提出議案第６６号）




第３１　　ごみ処理場用地購入債を起こすことについて

（市長提出議案第６７号）




第３２　　牧志公設市場用地購入債を起こすことについて

（市長提出議案第６８号）




第３３　　一時借入金について

（市長提出議案第６９号）




第３４　　那覇市下水道事業特別会計を設置することについて

（市長提出議案第７４号）




第３５　　第２次下水道事業債を起こすことについて

（市長提出議案第７５号）




第３６　那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について

（市長提出議案第７７号）




第３７　　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定について

（市長提出議案第６１号）




第３８　　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について

（市長提出議案第６２号）




第３９　　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について

（市長提出議案第７８号）




第４０　　那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定について

（市長提出議案第７９号）




第４１　　那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について

（市長提出議案第８０号）




第４２　　那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について

（市長提出議案第８１号）




第４３　　１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算

（市長提出議案第４０号）




第４４　　１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第６３号）




第４５　　１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７１号）




第４６　　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７２号）




第４７　　１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７３号）




第４８　　１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７６号）




第４９　　１９６７年度那覇市歳入歳出予算

（市長提出議案第７０号）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○議長（高良　一君）

　これより本日をもつて招集された１９６６年６月第８３回那覇市議会定例会を開会いたします。

　これより本日の会議を開きます。本日の日程はお手元に配付してある議事日程第１号のとおりであります。

諸般の報告をいたします。６月３日付、那企庶第３２０２号「議案の送付について」及び那企庶第３２３６号「議案の説明者について」市長から文書が送付されておりました。議案はお手元に配付してあります。議案の説明者は市長ほか４５名となつております。

６月６日付、那企主第３２５３号「議案の訂正について」市長から文書が提出されておりますので写しをお手元に配付してあります。

６月６日付、那教委第３２６号「定例会出席者について」那覇教育区教育委員員会教育長阿波根直成から文書が送付されております。出席者は教育長ほか１１名となつております。

６月４日付、那選第２３号「議会出席者について」選挙管理委員長から文書が送付されておりました。出席者は委員長ほか１名となつております。

５月１６日付、那覇市監査委員代表者、中山興忠から市町村自治法第１７２条第３項の規定による１９６６年２月分、３月分、４月分の「出納検査について」報告書が提出されておりましたので写しをお手元に配付してあります。

都城市議会議長からの「第７回九州市議会議員野球大会について」の文書、及びブーゲンビル島戦没者遺族会長からの「ブーゲンビル島地域遺骨収集派遣費ならびに慰霊塔建立費援助方について」の文書はお手元で御回覧願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。

本日の会議録署名議員は会議規則第１１６条の規定により議長において、辺野喜英興君、渡口麗秀君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第２、会期を定めることについてを議題としお諮りいたします。

休憩いたします。

	（午前１０時０７分　休憩）

	（午前１０時１１分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。今期の会期につきましてはお手元に配布してあります会期日程計画どおり議運委でまとまつた案でございますがこれを６月６日から６月２８日までの２３日間とすることに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて会期を６月６日から６月２８日までの２３日間とすることに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第３、施政方針を聴取いたします。






○市長（西銘　順治君）

　第８３回那覇市議会をここに招集し１９６７年度予算の御審議をお願いするに当り施政に対する所信を申し述べる機会を得ましたことは、私のもつとも光栄とするところであります。

　昨年１２月に行われました那覇市長選挙において、不肖私が再度その重職に選任されたのでありますが、私はここに市民ならびに議員各位に深く謝意を表するとともに、立候補の際の公約実現に誠意と勇気をもつてあたり、市民の付託にこたえる決意をあらたにするものであります。

御承知のように本市は、市民各位のえい智と不断の努力により年々都市としての機能も充実し、発展をとげつつありますが快適な市民生活を営むだけの都市施設は不充分であり、都市建設事業をはじめ、幾多の問題が今後の課題として山積しているのであります。

従つて、私は再任に当りましても前期に引続き都市計画事業を中心とする施策に重点を指向したい所存であります。

このような考えにもとずき１９６７年度におきましては、次の施策を重点として事業を推進していく考えであります。

都市計画事業の推進について、本市は人口の都市集中化に伴い住宅需要の増大、地価の高騰、車両交通の激増、公害問題等都市の機能を麻ひさせる傾向がいちじるしく、その打開策が強く要請されているのであります。特に近年は交通機関が発達し、市民の生活行動圏が拡大され近隣市町村との経済活動が一体化するに至つております。

これはすなわち本市はすでに、近隣市町村の住民の生活行動圏内にあることを意味し、今後の都市計画事業は、本市のみを対象にしたものではなく、近隣市町村を含めた広域都市構想のもとに計画を樹立しなければならないと考える次第であります。

このような観点から、１９５６年に策定されました本市の都市計画マスタープランを修正するため、目下都市計画委員会に諮問中でありまして、これが答申され次第議会に提出し御意見をあおぐ所存であります。

本市の道路率は、本土の都市に比べていちじるしく低く市民生活および交通対策の上からも道路の整備事業は重点的に施行していく考えであります。

新年度には新設工事として現年度に引続き開南交番から平和橋間道路をはじめむつみ橋から美栄橋間道路、神原橋から四条橋間道路工事を実施する予定であります。

改修工事の主なものとしては繁多川公民館前道路、松川から首里金城町前道路、安謝埋立地内道路、古波蔵地内道路を予定し、舗装工事は田原市営住宅前道路、ＣＭ６号線道路と実施するとともに市庁舎前道路等タール舗装工事を継続実施する予定であります。

また、道路整備事業とあわせて車両交通の円滑化をはかり、横断歩行者の安全を期するため、一号線に横断歩道橋を架設する予定であります。

なお新年度において、琉球政府事業として旧鉄道線の拡張整備事業が実施されることになつており、これにより那覇市の交通対策は大きく緩和されるものと期待致しております。

本市の中心部は丘陵地帯に囲まれている上に勾配がゆるやかで、やや平坦状をなしているため地理的に排水の状態が悪く都市衛生、都市美の観点から排水施設の整備事業には今後も力を注ぐ所存であります。

新年度における排水事業としましては、ガーブ川周辺、古波蔵地内、松川小学校前、工業高校前等１２本の排水事業を実施し、下水道事業との関連において、雨水排水の施設整備を図る考えであります。

不良住宅街改造事業につきましては、現年度において道路排水施設等を整備するとともに第３種市営住宅を建設したのでありますが、新年度におきましても、道路の新設工事を施工し、年次的に解決を図る計画であります。

埋立事業は将来の商港建設事業とも密接な関係がありますので新年度も引続き１０５，５３５平方メートルを埋立てる計画であります。

人口の都市集中化により本市の住宅街は毎年郊外の農耕地へ無計画に膨張する傾向にありますので、これに対処すべく土地区画整理事業を継続して実施する考えであります。

新年度は寄宮地区並びに山下地区の事業を実施するとともに今後施行予定の真嘉比、古島地区及び壺川地区の基礎調査を進め事業実施の準備を整える所存であります。

なお、新しい計画としましては、字小禄袋廻原一帯の地域を指定し、その基礎調査を実施する予定であります。

都市生活を営む上に重要な役割を果す本市の公園はその整備が十分でなく、快適な都市環境の中で市民生活が楽しめる状況にないことは、まことに遺憾に絶えないところであり、公園緑地の造成事業は今後強力に推進しなければならないと考える次第であります。

かかる観点から新年度には、現年度に引続き与儀公園工事を継続実施するとともに、希望が丘公園、竜潭公園の拡充整備、辻町ならびに小禄の児童公園の整備を図る計画であります。

　市民生活および社会福祉対策について、水道事業につきましては自己水源の確保および配水系統の整備をはかり、人口の増加、生活水準の向上による需要の増加に対処する所存であります。

自己水源の開発につきましては、青小掘水源系統拡張工事の一部が完成しましたが、導水管路の個人有地について目下接捗中であり、解決次第起債事業として早急に執行したい考えであります。

配水管の整備につきましては、琉球水道公社の全島統合水道計画の一環として工事執行中の上間配水槽からの分水に伴い、市内配水系統を泊浄水場系統と上間配水槽系統に区分し、高率的な配水計画をたてると同時に市内配管網の整備拡張を行ない未配管地域あるいは給水不良地域の配管網の整備改良をも合わせて行う計画であり、また小禄地域は近年住宅地域として急激に発展し、現施設ではその需要を満し得ない現状にありますので、新たに送水管を敷設すると同時にポンプ場の拡張工事を行い小禄高台の給水不良地域の早期解決を図る所存であります。

長年の懸案でありました水道料金の値下げにつきましては経営の合理化と有収水量の引上げを図るため、使用水量の適正把握及び漏水防止対策の強化に努めた結果新年度から実施することが出来ますことは御同慶の至りであります。

往宅対策といたしましては、１９６１年に公営住宅法が制定施行されて以来日米琉政府の積極的な財政援助により着々その効果をあげておりますが、

１９６７年度におきましては前年度着工いたしました２９６戸の建築を継続執行するほか、新年度の援助により、首里久場川町および小禄宇栄原に２９６戸を建築する計画であり、さらに市独自の事業として１９６６年度に未執行になつた市場併存住宅１棟４８戸を建設するほか、宇栄原団地内入居者の便を図るため同団地内に市場１棟を起債事業として建設する計画であります。牧志公設市場の建設につきましては用地買収費と設計委託料を予算に計上してありますが、設計が完了次第本年中に着工する予定であります。

社会福祉対策といたしましては、児童福祉の増進と市民生活の向上をはかる目的で日本政府の援助により年次計画に基き保育所を建設しておりますが、１９６７年度においては従来の５０名収容を大型保育所にあらため、旧与儀試験場跡に建設し、地域需要の緩和を図るほか、更に５地区に散在しておりました愛生寮を統合し８０世帯の収容能力をもつ宿所提供施設を建設する計画であります。

また、老人福祉対策といたしましては老人福祉法が立法院へ勧告される運びとなつており、これが施行により老人福祉対策も大きく前進するものと期待致しておりますが、市といたしましても従来の見舞金を増加すべく予算に計上いたしてあります。

その他青少年健全育成事業の強化を図るとともに、失業対策事業従事者の待遇改善を行い、社会福祉の増進につとめる所存であります。

市の最少行政単位である町、字の区画、丁目地番の混乱は市民に多くの不便をもたらしており早急に整理する必要がありますので、今回の機構改革を機に都市計画課に行政区画整理係を新設し計画的に事業を進める計画であります。

　環境衛生対策について、環境衛生対策といたしましては、ごみ、し尿の衛生的処理に重点をおき収集のスピード化による市民サービスに努める所存であります。

長年の懸案でありました、ごみの終末処理につきましては本土政府の援助により１日５０トンの処理能力をもつ、コンポスト工場を建設する計画であります。

また、焼却炉の建設につきましても年次的に建設するよう援助実現に努力いたす所存であります。

し尿の終末処理につきましては、下水道事業と関連して下水道終末処理場の完成により、完全処理が期待されますので、これの早期完成を促進する考えであります。

保健衛生事業につきましては、前年に引続き政府施策の協力事業として予防接種を実施するほか、密集地域の結核集団検診を実施するとともに保健思想の育成と市民の保健管理につとめる所存であります。

都市における不可欠な要素をもつ下水道につきましては、市において慎重な計画をたて民政府と数度にわたる調整のうえ、１９６５年を初年度とし、９年計画をたて、１９６７年度においては準幹線４本、及び９工区の枝線を実施する計画であります。

　産業経済対策について、本市は沖縄の産業経済の拠点として年々めざましい発展を遂げつつありますが、生業的色彩の濃い零細企業であり、経営面、資金面について是正策を講じ、商工業の経営合理化を図ることが大きな課題となつており、新年度は、現年度に引続き、特産品工業の体質改善、信用保証制度の強化促進、中小企業団体の育成、商工相談、産業展示会等商工振興策を継続的に実施する考えであります。

また、観光事業につきましては、観光宣伝に努めるとともに．九州観光都市連盟との緊密化を図り観光客の誘致策を講ずる考えであります。

農業水産業につきましては、他産業との所得格差の是正をはかるため農業基本施設の整備、優良農機具の普及等による農業生産性の向上促進、種豚の導入による優良品種の普及、漁船の科学装備、漁港の整備並びに緑化推進のための樹苗生産事業を実施していく考えであります。

　市の財政と内部体制の強化について、市の財政規模は年々増大し充実されつつあるとは申しますものの、都市建設を始めとする各般の財政需要を充足するにはほど遠いものがあります。

したがいまして、今後とも自主財源の確保について検討し、これが充足に努めるとともに、日米琉政府の援助の拡大と内容の改善、市町村交付税の増額中央税の一部移譲について、なお強力に折衝を続ける所存であります。

　次に、内部体制の強化でありますが、市の施策を強力かつ円滑に推進し、実効をたかめるため行政能率の向上をはかることは重要な要件であると思料されますので、機構を改革するとともに職員資質の向上、事務の改善を進め市民サービスに一段の努力を払い効率的な市政運営を行う所存であります。なお、今度教育委員会法の改正により、教育費負担金を那覇区教育委員会との調整を得て、予算計上いたしましたが、今後教育につきましても十分考慮したいと考えております。

　以上、１９６７年度における重点施策の概要について申し述べましたが、議員各位のきたんのない御意見を拝聴し虚心に市政を運営していく所存であります。

議員各位におかれましては、各会計予算をはじめ諸議案について慎重なる御審議をお願い申し上げる次第であります。




○議長（高良　一君）

　日程第４から日程第４９までの議案を一括上程しまして、当局の議案説明を求めます。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第３６号の提案理由を御説明申し上げます。本案は機構を改革するに当り、現行の那覇市部課設置条例を廃止し、それにかわる那覇市事務分掌条例を制定することについてであります。

今回機構を改革する必要性については、まず人口の都市集中化により本市では毎年急激な人口増加をきたし、これに併行して事務量が膨大化しているのであります。

これに加えて近年は日米琉政府の援助額も増大し、事業量は一段と膨張するに至つております。本市は御承知のように都市としての十分な施設に欠け、幾多の難問題をかかえている現状から事業量はますます増大することは必定であります。

このような状況から事務事業の処理体制を整理統合し、あるいは専門分化して合理的、能率的見地から機構を再編成することにしたのであります。

新機構の特徴を二、三申し上げますと、財政部を設け、これまでバラバラに配置されていた財務関係業務を一元化し、山積している都市諸施設の整備事業に対処するよう強化を図る考えであります。

次に建設関係業務を二部に専門分化し、強化を図つたこと、それから市長公室を設け市長官房部門を強化したことが、今回の機構改革の主な特徴であります。　よろしく御審議下さいますようお願いします。












○総務部長（城田　清才君）

　議案第３７号「那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について」の提案理由を御説明申し上げます。

一般事務部局の職員については今回の機構改革、起債、民政府、琉球政府補助金等による土木、下水道事業等の大巾な増加とともに人口の自然増に対する諸事務に対処するため吏員にあつては現在の６１５人に対し３４人増員し、６４９人となり、またその他の職員においては３５１人に対し４１人を増員し３９２人となり結局一般事務部局の職員は７５人の増員となり現在の９６６人が１，０４１人となつたのであります。

次に水道事業職員は変らず消防職員についてでありますが消防吏員を現行の１０４人に対し５人の増員となつております。これを合計いたしますと８０人の増員となり１，３０４人から１，３８４人となつたのであります。

この増員をするにあたつては極力少数人員にとめるべくいろいろ努力したのでありますが、その結果によるやむを得ない人員であり増員となつております。　よろしく御審議下さいますようお願いいたします。

　議案第３８号「那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について」提案理由を御説明申し上げます。

近年の諸物価高にともなう生計費の上昇、民間および琉球政府の給与等を考慮し職員の号給表の改正についてであります。

給与引き上げの内訳について申し上げますと市長を現行の３００ドルから５００ドルに、助役２５０ドルを３５０ドルに、収入役２００ドルを３００ドルに引き上げるとともに一般職員の給料についても平均７％を引き上げとなつております。

　この改定によりますと市長、助役、収入役を除き１９６６年３月１日現在、１，３１０人の職員数でございますが平均給が８２ドル３５セントで７％では５ドル７６セントのアツプとなるのであります。

これを加えますと今改正後は８８ドル１１セントになるのであります。この７％の額については労働組合と妥結した額となつておりますので、よろしく御審議下さいますようお願いいたします。

　議案第３９号「那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例の制定について」御説明申し上げます。

まず第１点として議員の報酬を現行の１００ドルから１５０ドルに増額することについてでございます。

第２点として選挙長「投票分会長または投票管理者」「開票分会長または開票管理者」の報酬を４ドルから５ドルにそれぞれ増額することについてであります。

第３点として選挙管理補充員、選挙立会人、投票立会人、開票立会人、選挙事務従事者の報酬を３ドルから４ドルにそれぞれ増額することについてであります。

以上３点について条例の改正をいたしましたので、よろしく御審議下さいますようお願いいたします。

　議案第４１号「那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について」の提案理由を御説明申し上げます。

今回の機構改革の一部として監査委員事務局が設置されますが、ここに配置する職員３人の定数化であります。

市町村自治法第１３５条第２項に書記その他の常勤の定数は条例でこれを定める。ただし臨時の職員についてはこの限りでないとあり本文の規定によつてこの案を提出した次第であります。

　よろしく御審議下さいますようお願いいたします。








○企画部長（新里　博一君）

　議案第４２号、那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について提案理由の説明を申し上げます。

本案は今回の機構改革を機会に監査委員の補助機関を整備することにしましたので、その事務局設置についての根拠規定を設けることが改正の内容となつております。

監査委員は地方公共団体における事務事業の執行、管理並びに出納について監査する機関でありまして、事務、事業が年々向上しております本市におきましては、どうしても監査委員を補助する職員が必要でありますので、監査事務局を設け補助職員を置くように措置をしたのでこの案を提案した次第であります。よろしく御審議下さいますようお願いします。

　議案第４３号の提案理由を御説明申し上げます。本案は、那覇市役所支所設置条例の一部を改正するもので、今回の改正は次の二点からなつております。

先ず第一番目の理由と致しましては目下建設中の首里支所が８月に完成する予定になつておりますので首里支所の位置を変更することであります。

今回の機構改革に関連して現在支所で分掌している事務の一部を本庁に整理統合することにいたしましたので同条例に規定されている分掌事務について改正する必要がありました。

二番目に本庁と真和志支所の管轄区域は、一部を除いて合併後そのまますえ置かれたままとなつておりますが、上之屋、安謝、銘苅、天久の４ケ字並びに字古波蔵の一部を本庁管轄にすることが地域住民にはいろいろと便利でありますので、そのように変更するようにいたしました。

そのほか小禄支所区域に鏡原町を加えたのでございます。

以上の理由で那覇市役所支所設置条例を改正するよう提案致した次第であります。　よろしく御審議下さいますようお願いします。










○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　議案第４４号、那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について御説明申し上げます。

那覇市ではこれまで４８頭の繁殖用黒毛和牛を保有し、これを農家に貸し付けて繁殖牛の繁殖普及をはかつてきましたが、近年になつて住宅地の進出によつて次第に耕地面積が縮少し、農家のキビ作面積も減じてきたために繁殖用和牛を飼育する農家が次第に減つてきた。その上に飼育能力のある規模のある農家でも普及度が進んできておりまして、さらに繁殖牛から引肉牛にかえる傾向が多くなる現状であります。

それで今後は農家の経営内容と規模からいたしまして繁殖牛の借受農家が次第に少なくなるものと思われますので条例を改正し貸し付け期間中でも払い下げを行う現状にそくした制度にしたいと考え本案を提出いたしました。

よろしく御審議下さいますようお願いいたします。

　議案第４５号、那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について御説明申し上げます。

那覇市ではこれまで１３６頭の種豚を保有し、チエスターホワイト種の増殖普及をはかつてきました現在ではほとんどの農家に普及されているために農家としては次第にランドレース種の普及を希望するものが多くなつてきました。また市当局といたしましても優良品種の普及増殖という立場から条例を改正して貸し付け種豚の品種を従来のチエスターホワイトからランドレースに逐次切りかえて普及する必要を感じておりますので、本案を提出いたしました。よろしく御審議下さいますようお願い申し上げます。

　議案第４６号、那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について御説明申し上げます。

那覇市の敬老年金制度は１９６４年に制定されまして、８５歳以上年間５ドルという内容で立場はいささか物足りなさを感じておつたのでありますが、新しい制度を策定するということに意義をおきまして内容におきましては、逐次改善する考え方で今日続けて参りましたが、１９６７年度からは実施の３年目に入る。なお、老人福祉法のうちでも間近かにせまつておりますので財政面等の慎重な検討をいたしました結果、従来の年５ドルの支給、年金額を１０ドルに改正したいと考えまして本案を提出いたしました。

よろしく御審議のほどお願い申し上げます。






○建設部長（花城　直政君）

　提案理由を御説明いたす前に訂正をお願いいたしたいと思います。

４７号議案の第５条、条例案の３枚目でございます。第５条の第２項、前項による占用料の還付額はとありますけれども、ここに前項の次に「第１号」を挿入願いたいと思います。

「前項第１号による占用料の還付額は」となりますので御訂正願います。

議案第４７号の「那覇市道路占用料徴収条例制定について」の提案理由を説明申し上げます。

根拠法である道路法が、去る１９６５年の７月に全面改正され、今年の１月１９日から施行されましたので、これに関連するところの市条例も改正の必要があり、また現行条例は１９５９年６月に制定されたもので、占用料の額においても改めることが望ましいので同条例を全面的に改正することになりこの案を提出した次第でございます。

道路は一般交通の用に供される公共施設で、自由に通行できることは言うまでもありませんけれども、しかし、道路本来の機能以外の用法については、道路管理者の許可が必要であります。これを特許使用と言つています。

また、路面上はもちろん地上または地下に一定の施設を設けまして、これを継続的に使用する関係を、道路法では道路の占用と呼んでおり、この道路の占用の許可は、特定の者に道路を排他的独占的に、かつ継続的に使用する権利を設定したものであります。

占用を許可する場合は条件をつけて許可するのですが、許可の負担といたしまして、道路の占用者に占用料を納付する義務を課することができます。

占用料の額でありますけれども、これは近傍類似地の土地評価額や道路構造の制限などその他諸条件を勘案いたして決められたものであります。

以上、簡単に説明致しましたが、よろしく御審議の程お願い申し上げます。






○水道部長（玉城　定仁君）

　議案第４８号、那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定についてご説明申し上げます。

那覇市の水道料金は、日本各都市にくらべ割高であるということで、かねがね議会や需要者からも値下げの要望があつたのであります。当局としましても常にいかにして料金を低廉にするか腐心してきたのでありますが、近年水道事業も順調な発展を逐げ水道財政も健全な歩みを続けて居りますので１９６７年度より値下げを実施することにしたわけであります。申し上げるまでもなく水道事業は独立採算を建前として、又特に企業性と経済性を強く要求されております。

従いまして料金改正にあたりましては、水道経営面或は水道財政面を総合的に検討し、特に有効水量の引上げ、すなわちロスを少くしていくと共に不要不急の経費を省き経営の合理化を促進するという前提で極力需要者に還元するため本案を提出した次第であります。

すなわち現行の一般用基本料金１ドル１０セントを１ドルに超過料金１立方メートルにつき１６セントを１５セントに営業用基本料金１ドル６０セントを１ドル５０セントに超過料金１立方メートルにつき１７セントを１６セントに夫々値下げするもので独立採算制を堅持し公正妥当な額と思考されます。以上簡単ではありますが、何卒よろしく御審議のほどお願いいたします。








○企画部長（新里　博一君）

　議案第４９号、議決内容の一部変更について、御説明申し上げます。

若松公設市場および市営住宅建設事業の起債につきましては１９６５年６月２１日づけ市議会の議決を得たのでありますが、本事業は当初の計画では鉄筋コンクリートの４階建て、１階を市場１，４０４平方メートル、２階から４階までを住宅としまして６９世帯を収容する。下駄ばき住宅を総工事費２５４，１２３ドルで建設する計画でございましたが、建設用地の一部建物の移転補償額について所有者とのおりあいがつかずやむをえず建物面積を縮少いたしまして５階建てにし、１階の市場を９８２平方メートル、２階から５階に、４８世帯を収容する住宅を建設するよう計画を変更し、また利率につきましては当初年利４パーセントとして計画したのでありますが借入れ先の琉球開発金融公社と協議の結果年利６パーセントとすることになりましたので起債金額および借入れ利率と事業着手が遅れたことによつて借入れ時期を変更したいので本案を提出したしだいであります。

なお完成後の管理について説明いたしますと使用料について当初の計画では市場が月額１平方メートル当たり１ドル２０セント、住宅は月額１７ドルの計画でありましたが変更による計画では市場が月額１平方メートル当たり１ドル３０セント、住宅は月額１８ドルとする計画で、これの年間収入２１，６４７ドルに対しまして公債償還金および修繕費管理費等の支出が２１，０２７ドルで差引き６２０ドルの剰余となる計画でございます。

よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。

　議案第５０号、議決内容の一部変更について、御説明申し上げます。

本案は１９６５年６月２１日市議会の議決を得ました宇栄原公設市場建設事業の起債条件の一部変更についてでございますが、この宇栄原市場建設事業については、当初市場のみの平家とする計画でございましたが、将来は団地内の集会所等の公共施設を増築できるよう基礎工事を強化するよう設計を変更いたしまして、それに要する経費は自己資金を充当する計画でありますが、本件も若松市場および住宅建設事業と同様利率について借入れ先の琉球開発金融公社と協議の結果、年利６パーセントとすることになり借入れ利率と事業着手が遅れたことによつて借入れ時期を変更したいので本案を提出したしだいでございます。

宇栄原市場の完成後の管理について説明しますと、使用料について当初の計画では月額１平方メートル当たり１ドルと算定したのでありますが、当初予定の専用面積より設計による専用面積がふえたことによりまして月額平方メートル当たり９０セントとする計画で、これの年間収入３，３７４ドルに対しまして公債償還金、管理費および修繕費等の支出が３，１１０ドルで差引き、２６４ドルの剰余となる計画でございます。よろしく御審議下さいますよう御願い申し上げます。






○総務部長（城田　清才君）

　議案第５１号の専決処分の承認を求めることについて、提案理由を御説明致します。

本案の事件は、１９６５年９月市庁舎落成記念式典並びに諸行事を挙行した際同月１９日午后７時頃、申立人仲村泔が友人数人と市庁舎６階屋上で遊び６階のダストシユートから足を踏み入れて１階まで転落して負傷した事件にかかるものでございます。

その治療費、慰しや料等７，８６８．７４を支払うよう調停を求めております。本件については、事件の翌２０日、那覇署に於ては「受理責任者の受理不十分による過失の疑がある」ものとして現場検証をしたが、「庁舎を見学に来た子供達が受理者の注意を無視して夜間屋上で遊び事故を起したことから受理者に過失があつたとは見られない。」という法論に達しており申立人の主張する調停に異議を申立てる。なお調停期日につきましては、１９６６年５月２３日午前１０時と指定されたのでありますが、調停に応ずる十分な資料、事情調査に期日を要し６月２日に延期されたのであるが其の間議会を招集する暇がなかつたので、自治法第１１４条第１項の規定により、専決処分をしたものでございます。よろしく御審議のほどお願いいたします。






○建設部長（花城　直成君）

　議案の説明をする前に脱字がございますので御訂正をお願いいたします。合意書でございますが、和解合意書の真中ほどの弁護人の名前でございます。中村兆とありますのを「晄」の字がぬけておりますので「晄」の字を挿入していただきますよう御願いいたします。

議案第５２号、不当利得返還請求事件の和解について御説明申し上げます。この案は１９５９年１０月辻第五工区埋立整地工事に伴い同地先公有水面の埋立費用の請求事件として嘉手納村字嘉手納４７８番地崎浜秀善から提訴され以来裁判を係属してきたのであるがこれについては皆様御手元にあります和解合意のとおり和解すべく提案したわけでございます。よろしく御審議下さいますようお願いいたします。














○総務部長（城田　清才君）

　議案第５３号「市有地を随意契約で売却処分することについて」ほか、議案第５７号までの５件の議案について一括して御説明申あげます。

議案第５３号「市有地を随意契約で売却処分することについて」、本案は、泊、安謝間公有水面第２次埋立地の一部であります字安謝義理地原６７９番６８０番の２ブロツクで、２，０１１坪４合５勺の市有地を売却処分する議案であります。売却の方法といたしましては、随意契約で契約の相手方は那覇市松山町２丁目１２０番地にありますスピリア、ボート株式会社であります。同社は沖縄で唯一のボートメーカーで創立以来過去７ケ年で大小のボートやヨツトを約１，５００隻あまり建造し、遠くはアメリカ本国を始めハワイ、グアム、日本本土に輸出しており、特に日本政府からは南西諸島物質第１５０号として登録され輸入税の免除特恵措置を受け同社の事業も年を数える毎に充実してきておる現状でドル獲得面で琉球経済にうるおいを与えており、此の種の事業は今後とも有望かつ将来性があるものと考察されますので敷地難に困窮している同社に売却処分したいと考えておる次第であります。

次に議案第５４号については、１９６５年６月２１日付で原案可決を得まして琉球海運株式会社に売却処分された泊港ターミナルビル向側の土地那覇市前島町２丁目１３２番ほか１筆３４１坪の市有地を売却処分するものであります。

この土地につきましては、さきに申し上げましたとおり琉海に売られた土地の隣接地でありまして同社では新社屋建設計画上是非この土地を必要としており、海運事業の公共性を考慮して隣接地主である同社に売却処分したいと考えております。

議案第５５号について、この土地は１９６５年６月定例議会において原案可決していただいて美栄橋自動車練習所に売却処分した土地の隣接地のチリ捨場に面した側と護岸に添つた三角地と事務所の裏側の３ケ所で７０２坪７合９勺の土地であります。

さきに同所に売却処分された土地の形態は変形であり都市計画の街廓面を考えて隣接地主に売却処分したいと考えております。

議案第５６号「市有地（泊、安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却処分することについて」御説明申し上げます。

この案は、那覇市字安謝義理地原６８５番の内２３４坪の土地を一般競争入札でもつて売却処分に付したいと考えるものであります。

最後に議案第５７号「市有財産の処分について」御説明申し上げます。

この建物は１９６１年３月３０日付で廃止された旧小禄と場の建物で一応収益財産として１９６１年６月１日付で製茶工場として賃貸借契約したのでありますが、浸水等により損害を受けたため同年１１月８日契約解除の申し出がありこれを解約し、その後養豚場として賃貸借を締結したのでありますが豚価の値下げ等で経営不振に陥り現在は空家となつております。この建物は１９５１年６月建築されたもので終戦直後の粗製乱造時代の資材と思料されすでに老朽化しております。

またこの建物は都市計画の漫湖周遊道路に全部入つておる関係上この建物を個人へ売却した場合、将来補償問題が起きるので、この際撤去の上原形に復して地主に返還したいと考えておる次第であります。

以上申し上げました財産の売却代金は都市計画事業、市営および公営住宅の建設、埋立事業等の建設事業費その他政府補助事業の対応費に充当するためこの案を提案した次第であります。よろしく御審議下さるようお願いします。








○水道部長（玉城　定仁君）

　議案第５８号「１９６７年度一時借入れ金について」ご説明申し上げます。年度当初の予算執行につきましては職員の給与をはじめ夏季手当等の人件費および水道公社からの受水費、その他動力費等の経常経費が支出されるのでありますが、収入の主体である水道使用料等は検針調定、集金事務にある程度の期間を要するため、年度当初においては、支出経費に見合う収入は期待することができないのであります。よつて収支の均衡を保ち予算の健全な執行を期すため、一時借入れを行うので、この案を提出したのであります。

なお、借入れ方法については予算執行と手持ち資金を勘案して、極度貸付けによる手形借入れをしたいと思います。よろしく御審議のほどお願い申し上げます。

議案第５９号「市有地の売却処分について」御説明申し上げます。

この土地は１９５７年１１月自己原水量の確保を計かるため地下水源用地として取得したもので、当時は水質、水量共に適した湧水でありましたがしだいに水道用水として好ましくない結果が生じたため取水を一時中止し遊休水源として存続してきたのであります。

その後の水質検査により将来水源地として使用できないものと断定されましたので用地を売却したいと思います。

なおこの土地の周辺はすべて琉球電力公社の発電所用地でありますので同社に随意契約で売却処分いたしたいと思います。よろしく御審議のほどお願いいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　議案第６０号について提案理由の説明いたします。

久場川公営住宅は１９６３年度において用地７，８００坪を取得し、１９６４年度継続事業として政府施行により６棟（１０８戸）が完成したのでありますが、残つた用地内には戦時中の壕が多くその後調査を実施し１９６６年度において、この調査も終りましたので、本年度において日、米両政府の援助による第１種公営住宅を別紙配置図のとおり建設計画したのであります。

しかしこの計画用地の一部が私有地であるため数回にわたり買収交渉をしましたが、地主は交換を固持しておりますので別紙図面のとおり第２次泊、安謝の埋立地の市有地と交換いたしまして公営住宅を建設してゆくことにしておるわけでございます。　何卒よろしく御審議下さいますようお願いいたします。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第６４号、第３次泊、安謝間公有水面埋立て事業債を起こすことについて、御説明申し上げます。

泊、安謝間の埋立事業につきましては、商工業および住宅用地と港湾を含めまして、総面積１，２４５，０００平方メートルの埋立てを計画しておりますがこれまで年次的に事業を進めてきまして、第１次および第２次埋立で２９０，１４９平方メートルの埋立てを完了しております。

１９６７年度においては第３次埋立てとして１０５，５３５平方メートルの埋立て事業を実施する計画であります。

これに要する事業費は埋立て工事費が９４４，０００ドル、造船所の移転補償３８，８００ドル、船揚場および昇降路工事２９，８３９ドル、職員手当３，８９６ドル、合計１，０１６，５３５ドルでありますが、このうち埋立工事費の９４４，０００ドルについては市債で充当し、これの償還については埋立て事業によつて造成する土地を売却して償還する計画で本案を提出した次第であります。よろしく御審議くださるよう御願い申し上げます。








○企画部長（新里　博一君）

　議案第６５号、第１種公営住宅建設債を起こすことについてと議案第６６号、第２種公営住宅建設債を起こすことについて、一括して説明申し上げます。

那覇市の住宅難を緩和するためこれまで首里の久場川、識名および小禄宇栄原に７５８戸の公営住宅を建設しまして、さらに１９６６年度分の公営住宅２９６戸を小禄宇栄原に建設中であります。

１９６７年度におきましては、第１種を首里久場川団地に１５２戸、第２種を小禄宇栄原団地に１４４戸、合計２９６戸の公営住宅を建設する計画であります。

これに要する経費は建設工事と宅地造成工事その他工事検査料等の付帯経費を含めまして、第１種公営住宅が６０４，７２０ドル、第２種公営住宅が３６９，４４８ドル、合計９７４，１６８ドルとなつておりまして、これに対し、１種と２種をあわせまして４６５，５２０ドルの政府補助金がありまして残りの、５０８，６４８ドルを市が負担して建設する計画であります。

完成後の管理について説明しますと、公営住宅法施行規則による乗率で使用料および管理費を算出しまして、使用料が月額１戸当たり第１種公営住宅、１４ドル、第２種公営住宅が９ドル７セントとなつておりまして、財政計画では年間の収支の差が第１種で５，１４１ドルの不足で第２種は１，１４８ドルの残となつておりまして第１種と第２種をあわせまして３，９９３ドルの不足となりますが、この分は一般財源を充当して管理運営を行なう計画であります。

１９６７年度公営住宅建設費の市負担分５０８，６４８ドル全額を市財政からねん出することは困難でありますのでこのうち建設工事と宅地造成工事について第１種公営住宅の分３３１，５２０ドル、第２種公営住宅の分１２５，１７５ドルにつきましては市債で充当するため各々の議案を提出いたしました。

以上簡単に説明を終ります。よろしく御審議下さるよう御願い申し上げます。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第６７号、ごみ処理場用地購入債を起こすことについて御説明申し上げます。

本市において１日約１４０トンのごみが排出されておりますが、終末処理場がないため、安謝と豊見城村与根の２カ所において、埋立てによる処理を行なつておりますが市民の保健衛生上悪影響をおよぼしており早急にごみ処理場を建設しなければならない現状であります。

１９６７年度においては政府補助を得て衛生的なごみ処理場とあわせて農業経営の合理化をはかるうえからもつとも適当なじんかい高速堆肥化処理施設で１日５０トンの処理能力を有するコンポストプラントを設置しごみの高級処理を行なう計画であります。

ごみ処理場建設事業は、ごみ処理場施設と付帯工事および用地購入等総額で５５８，１６６ドルでこのうち政府補助が３５６，９４０ドル残りの２０１，２２６ドルを市が負担して事業を実施する計画でありますが、全額市財政からねん出することは困難でありますので市負担分のうち用地購入費については市債で充当するため本案を提出した次第であります。よろしく御審議のほどを御願い申し上げます。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第６８号、牧志公設市場用地購入債を起こすことについて御説明申し上げます。

牧志公設市場建設につきましては、現在の西側市場の食料品関係市場を改築する計画で進めてきたのでありますが、市場完成後の収容小間について市場使用者との話あいがつかずこれまで建設事業に着手することができなかつたものでありますが、１９６７年度においては市場建設計画を再検討して現在仮設市場として使用している用地を購入して、そこに近代的な市場を建設するためボーリング調査および設計費を計上しまして、調査および設計が完了しだい市場建設事業に着手する考えであります。

市場建設事業の概略を説明しますと、鉄筋コンクリートの地下１階、地上４階の延べ５，１９５平方メートルの建物で、地下と１階にはエスカレーターと冷房設備その他衛生設備を完備した近代的な市場を建設する考えであります。これに要する事業費は建設工事７５０，０００ドル用地購入費３７９，０９０ドル、合計１，１２９，０９０ドルでありますがその財源は市債を起こして充当する考えでありまして借入れの条件としましては用地購入の分を年利７．３パーセントの５カ年で、建設工事の分は借入れ期間を２０カ年利率は当初の３カ年を年利６パーセント４年以降は年利４パーセントとする考えであります。完成後は独立採算で管理運営する考えでありますが財政計画の当初３カ年は用地購入と建設工事の償還がかさなるため収支のバランスがとれないので、この間は一般財源を充当する考えであります。

以上市場建設についての概略を述べてきましたが、今回は市場用地購入についての起債を提案した次第であります。よろしく御審議下さるよう御願い申し上げます。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第６９号、一時借入れ金について、説明申し上げます。

予算の執行につきましては、会計年度当初から職員の給与をはじめ夏季手当等の人件費および経常的な事務または事業等の経常経費が支出されるのでありますが収入の方は主体をなす市税収入が課税体の調査および賦課等の事務である程度の時間を要するため、年度当初においては多額の収入を期待することが出来ず、歳入と歳出の調和を欠き予算の健全な執行を阻害するおそれがありますので予算内の支出にあてるため、一時借入れをし、予算執行を円滑にするため本案を提出したのであります。

なお借入れ方法については、予算執行と手持ち資金を勘案して極度貸付による手形借入れをしたいと思います。　よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。






○建設部長（花城　直政君）

　議案第７４号、那覇市下水道事業特別会計を設置することについて、御説明申し上げます。

本市下水道事業は、１９６５年度末に、民政府マスタープランによる中部沖縄下水道事業計画の一環として、辻町、若狭町の第１期工事をこの度完成し１９７３年度までに市内一円に下水道を建設する計画であります。

この案は、本市なが年の懸案でありました。下水道の建設にあたり、事業の健全な運営と会計経理を明確に行うため、市町村自治法第１７１条の規定にもとづき設置するものであります。　よろしくお願いいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　議案第７５号、第２次下水道事業債を起こすことについて、御説明申しあげます。

この案は、さきに策定いたしました那覇市下水道事業基本計画にもとづき、第１期工事として辻町、若狭町の枝線配管工事をこの度完成し、第２期工事として７９０，０００ドルで久茂地川以西の旧市街地を工事施工することになつております。

第３期工事といたしまして、政府補助金８００，０００ドルが内定しており、対応費として、補助金の１０パーセントにあたる８０，０００ドルを本起債で充当するため提案するものであります。　よろしく御審議のほどをお願いいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　議案第７７号、那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について御説明申し上げます。

この案は１９６６年度に一般会計からの繰入れにより区画整理事業の基礎調査を行つてまいりました山下地区の事業計画に伴い事業の業務を円滑に行なうため特別会計を設置すべく提案致した訳であります。

よろしく御審議下さるようお願い致します。






○企画部長（新里　博一君）

　教育委員会関係の議案説明を申し上げます前に字句の訂正がございます。議長あてに文書を送付いたしておりますのでその文をお手元に配布してありますのでそのとおり御訂正願います。

議案第６１号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の制定について御説明申し上げます。

本案は教育委員会法改正にともなつて、同法第６５条の４の規定、すなわち区委員会は規則その他の規程の制定または改正が市町村の負担をともなうことになるものであるとき、あらかじめ市町村の議会の承認をえなければならないと規定されておりますので、これによつて本案を提案したのであります。改正の主な点を申し上げますと現行の規則は教育委員のみの報酬及び費用弁償について規定されていたのでありますが、教育委員会法第４３条によりますとその他非常勤職員についても規定化しなければならないとされておりますので現に該当する監査委員、公民館長、公民館運営審議委員、体育指導委員について規則化したことと、１９６７年度から社会教育法第１９条により新らしく発足する社会教育委員についても規定化したのであります。

以上簡単に説明を終ります。　よろしく御審議の上御承認くださいますよう御願いします。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第６２号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の制定について御説明申し上げます。

まず改正の内容の主な点を申し上げますと、現行規則におきましては、旅費給与及び諸手当を一本に規定していたのを本案では旅費規則を別個に制定したことと、現行規則は事務局職員のみに限定されていたのを適用職員の範囲をひろげ学校書記、書記補、監視員、世話人、調理員（学校給食）図書館事務職員、給食共同調理場職員、幼稚園書記、教育研究所職員、補習学級専任教員も含めて規定化したのであります。

なおベースアツプに伴う改正と、特殊勤務手当として休日勤務手当、出納手当、夜間勤務手当をそれぞれ新設したのであります。

以上かんたんに説明を終ります。　よろしく御審議の上御承認下さいますよう御願いします。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第７８号、那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について御説明申し上げます。

本案は教育委員会法第３５条第５項により規則化しなければならない事項でありますが現行規則がないので新らしく規則化したのであります。

現員と定数規則を比較してみますと、まづ事務局職員が２人の増でこれは電気技術者と世話人のおのおの１人であります。それに学校給食のための調理員および学校図書館職員の身分を保証することによつて学校給食と図書館の充実をはかるため９２人の定数化と、幼稚園教員、補習学級教員が学級数の増により５人の増となつております。

なお、天妃小学校新設にともなう書記１人の増と首里、小禄の学校給食共同調理場の新設に伴つて３９人の増となつております。

以上簡単に説明を終ります。　よろしく御審議のほどをお願いいたします。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第７９号、那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定について御説明申し上げます。

本案についての改正点の主なものを申し上げますと現行では給与、旅費及び諸手当に関する規則を一本化して規定されていたものを、旅費規則を独立させるとともに適用範囲を教育委員、事務局職員、学校教職員およびその他の教育区教育委員会所管に属する職員も含めて規定化したのであります。

なお現行におきましては手続規定がなかつたのでその分も含めて改正してありまして、また旅費額については琉球政府公務員の旅費に関する規定に準じたのであります。

以上簡単に説明を終ります。　よろしく御審議のほどをお願いします。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第８０号、那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について御説明申し上げます。

まづ、改正の内容について申し上げますと、現行では幼稚園書記も含めた規定であるのを、適用範囲を教員のみとし、書記については那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則に含めて規定化したのであります。

なお、幼稚園教育給与規程を独立させたのは、免許資格所持により、給与額査定基準が定められていることと、初任給査定のさい、本規程第５条にもあるように教員経験年数、社会経験年数等による一定基準があること、また給与について職階制をとつております、従いまして一般職員の号給表をかみあわせるのは困難でありますので本案を提案した次第であります。

以上簡単に説明を終ります。　よろしく御審議のほどをお願いします。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第８１号、那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について御説明申し上げます。

本案につきましては那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規定第４条にもとづき制定するものであります。

なお従来は内規によつてそのつど初任給を定めていたのでありますが、これを規定化し、給与を職種によつて公平にするとともに情実をなくすため明文化したのであります。

また初任給の基準は政府公務員法一般職のものに準じたのであります。

以上、簡単に説明を終ります。　よろしく御審議のほどをお願いします。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第４０号、１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算について御説明申し上げます。

教育委員会法の一部改正によりまして、これまで独自の財政運営を行なつてきました。教育委員会の財政が市町村に一本化されまして教育区に要する経費については市町村が負担するよう新らしい制度が設けられまして１９６７年度から実施されることになりました。

教育区の予算要求につきましては市の財政規模また１９６７年度予算編成とも関連して多額の負担は困難でありますので、教育委員会と調整いたしまして従来の教育税である過年度分と滞納繰越分を除き新らたに市が負担する教育費１，０２２，３４０ドルとし政府支出金を含めて教育予算総額を４，９６５，４４５ドルと調製しまして予算を編成したのであります。

１９６７年度教育区歳入歳出予算の概略について説明しますと、本予算の編成にあたりましては学校の基本施設と備品設備を重点にしたのでありますが教職員と事務局職員の待遇改善をはかるため政府公務員に準じて給与改定を行ない、さらに学校図書館と学校給食の管理運営の改善をはかるための増員等で人件費関係経費も多額になりまして歳入歳出予算総額が４，９６５，４４５ドルとなつておりまして前年度に較べ９０４，５７４ドルの増となつております。

これを財源別と経費別に分類してみますと、自己財源２６８，２３９ドルで構成比は５．４％、依存財源は３，５４５，１４４ドル構成比は７１．４％、市負担が１，１５２，０６２ドル構成比は２３．２％となつておりまして、前年度に較べまして、自己財源２３，４５９ドル、依存財源は５８９，０５３ドル、市負担が、２９２，０６２ドルとそれぞれ増となつております。

歳出の方は、消費的経費が４，２０８．９１７ドルで構成比は８４．８％、建設的経費が７０２，６７４ドル構成比は１４．２％、公債償還金５３，８５４ドル構成費１％となつておりまして、これを前年度と較べますと、消費的経費７８２，７０８ドル、建設的経費が１１５，１８７ドル、公債償還金は６，６７９ドルとそれぞれ増となつております。

消費的経費には教職員と事務局職員の人件費が３，５３２，８７０ドル、教科書の無償配布１３０，０００ドル、各小中校の管理費および学校給食費３９３，７３１ドル等が含まれておりまして予算総額に対する構成比率は高くなつております。では款を追つて説明します。

まず歳入の第１款市負担金について、本款は先ほども述べましたように教育委員会法の改正によりまして市が負担すべき教育費として１，１５２，０６２ドルを計上してありまして、前年度より２９２，０６２ドルの増となつております。

このうちには従前の教育税の過年度と滞納繰越分として１２９，７２２ドルが含まれておりますので新らたに市が負担する額は１，０２２，３４０ドルであります。

市負担金は事務局職員の給与等の人件費各学校の管理運営費その他一般事務に要する経費等の消費的経費、公債費償還金、建設的経費に対する政府補助の対応費等に充当されております。

第２款の分担金および負担金について、学校安全の普及充実をはかり学校管理下における児童生徒等の負傷、疾病、廃疾または死亡に関して必要な給付を行ない、学校教育の円滑な実施に資するための沖縄学校安全会法にもとずくところの共済樹金として児童生徒が負担する学校安全会負担金１，６２９ドルと学校給食法にもとづいて児童生徒が負担する学校給食費負担金１２２，５４４ドル、合計１２４，１７３ドルを計上しまして、前年度より６，９９３ドルと若干の増であります。

第３款の政府支出金につきましては、教職員の給与、手当等の人件費、小中校の教科書無償配布に要する経費および校舎建築費等の政府負担金として３，３８９，９１３ドル、幼稚園教諭の人件費、学校備品購入費その他教育および社会教育活動に対する政府補助金として１５５，２２９ドル、合計３，５４５，１４２ドルを計上してありまして前年度に較べて教職員の人件費校舎建築費等が増になりまして７６９，０５２ドルと大巾な増となつております。

第４款の使用料及び手数料について、本款は委員会の自己財源に分類される収入でありますが那覇教育区教育委員会の規則にもとづくところの幼稚園授業料と入園料および義務教育修了者の補習学級の授業料等の使用料収入として１２１，８００ドル、諸証明および転入、転出等の手数料２５０ドルあわせて１２２，０５０ドルを計上しまして前年度より６，１２５ドルと若干の増であります。

第５款、諸収入につきまして、本款は従来の教育税滞納分に対する延滞金についてこれまでの実績等を十分勘案しまして１６，９１５ドルを計上しましてその他預金利子収入等をあわせて１７，０１７ドルを計上してあります。

本款は前年度に較べて１２，３４１ドルの増となつております。

第６款、繰越金として１９６６年度決算見込みによる剰余金として５，０００ドルを計上しました。

次の第７款、教育区債は費目存置であります。前年度予算額の１８０，０００ドルは、那覇連合教育区庁舎建設費の那覇教育区負担分を教育区債によつて充当したものであります。　以上で歳入を終り歳出に移ります。

歳出の第１款教育総務費について

本款は教育委員会の委員報酬および費用弁償と委員会活動に要する経費として８，５４６ドル、教育委員会事務局職員の給与手当等の人件費および一般的事務に要する経費として６２，３９５ドル、学力向上対策と教育測定のための調査費４，６９８ドル、教育委員会の奨学規則にもとづく育英事業費２，５３３ドル、実情に即して教育問題を研究し、教育の進展向上に寄与するため設立された那覇教育区立教育研究所の活動に要する経費として研究所費の人件費その他調査活動費として１１，３５３ドル、１９６７年３月に実施される教育委員の選挙に要する経費８，９７３ドル、義務教育修了者の補習教育のための教諭の給与、手当等の人件費および事務経費等で４４，０４６ドル。

以上の経費が計上されておりまして本款の教育総務費としては１４２，５４４ドルの予算を計上しまして前年度より３９，５９３ドルの増となつております。これは給与改定と事務局職員２人の増員等の人件費関係経費の増によるものであります。

　第２款の学校教育費につきまして

本款には各小中校の教職員と学校給食の職員等の人件費と学校の管理運営費、備品設備および学校建設費、学校教科書の無償配布に要する経費その他幼稚園の教職員人件費と管理運営費等の学校教育に要する経費として４，７０４，０４３ドルと歳出予算総額の９４，７％にあたる予算を計上してありまして前年度より１，０５６，９３２ドルの増となつております。

これは学校建設と学校給食の共同調理場建設等の建設的経費と教職員の給与改定と学校図書館および学校給食の管理運営の改善をはかるための増員等によるものであります。

学校教育費の内容につきましては、小学校費が２，７５３，９５１ドルとなつておりまして、教職員関係の人件費１，９３５，４９６ドル、学校給食関係の人件費１０３，５５３ドル、計２，０３９，０４９ドルの人件費と学校校舎および施設の維持補修ならびに改修費８２，７８７ドル、教科書の無償配布に要する経費６８，４６４ドル、備品購入と学校および共同調理場の建設費３１２，１２０ドル、学校給食に要する経費９４，８２６ドル、学校用地の借地料その他管理運営に要する経費１５６，７０５ドルとなつております。

中学校費は１，７００，７３９ドルとなつておりまして、教職員関係の人件費１，１６７，６３４ドル、学校給食関係の人件費２７，３０４ドル、計１，１９４，９３８ドルの人件費と学校校舎および施設の維持補修ならびに改修費３１，６７９ドル、教科書の無償配布に要する経費６１，５３６ドル、備品購入と学校および共同調理場建設費２６５，３８８ドル、学校給食に要する経費６１，５３７ドル、学校用地の借地料その他管理運営に要する経費８５，６６１ドルとなつております。

幼稚園費につきましては２４９，３５３ドルとなつておりまして、教職員の人件費１９６，６１５ドル、園舎建設および備品購入費２２，５００ドル、その他管理運営に要する経費が３０，２３８ドルとなつております。

　次は第３款の社会教育費に移ります。

本款は社会教育法にもとづいて青少年および成人に対する教育活動と実生活に即する文化的教養を高めるために要する経費として社会教育総務費５，４０３ドルと同じく社会教育法にもとづいて生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与するための公民館活動に要する経費として公民館費に４，８４５ドル、スポーツ振興法にもとづいて住民の心身の健全な発達と明るく豊かな住民生活の形成に寄与するための活動に要する経費として社会体育費に１，４４８ドルを計上してありまして款全体としては１１，６９６ドルとなつておりますが、前年度より４５２ドルの減となつておりまして、これは前年度まで那覇教育区予算に計上されておりました社会教育主事の人件費が那覇連合教育区へ任用替になつたための減であります。

　第４款の諸支出金について

本款には那覇連合教育区に対する負担金４４，０６０ドルと、豊見城教育区教育委員会との契約によりまして、新設高校であります豊見城高校の用地買収について豊見城教育区教育委員会が区債を起こしてこれを負担しておりまして、区債償還について利息の一部を那覇教育区が負担するとの契約がとりかわされておりまして、これにもとづく負担金として４，２４８ドルおよび那覇教育区の区債元利償還金として５３，８５４ドルの合計１０２，１６２ドルを計上してあります。

前年度に較べて１９２，５１２ドルの減でありますがこれは前年度に計上した那覇連合教育区の庁舎建設負担金１８０，０００ドルの減によるものであります。

　第５款の予備費には

改正になりました教育委員会法第４９条による予備費として前年度より１，０１３ドル増の５，０００ドルを計上してあります。

　以上で１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算についての説明を終ります。

よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。



○水道部長（玉城　定仁君）

　議案第６３号、１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算についてご説明申し上げます。

人口の都市集中化と市民生活水準の向上により水道施設の利用度、使用水量は毎年増加の傾向をたどつております。これら需要を十分に充たし、公営企業としての本旨を十分発揮し、市民へのサービスをモツトーとして予算の編成を行つたのであります。

特に水道事業の重点項目を申し上げますと、１）水道料金の一部改正について、２）人口の増加と生活水準の向上による需要量増に対する対策について３）上間配水そうからの分水に伴う新配水系統の確立と市内配水管網の整備拡張について、４）小禄地域の施設拡張と不良給水地域の解消等であります５）経営の合理化、使用水量の適正は握および漏水防止の強化についてであります。

これらを重点項目として取り上げ、企業経営の基本原則である最少の経費で最大の効果をあげるべく１９６７年度の予算の編成を行つたのであります。１９６７年度の予算規模は歳入歳出ともに１，４１２，１９３ドルとなつておりまして、これを財源別および経費別に分類いたしますと、歳入関係では、　１、水道使用料等の自己財源による収入１，３０４，８９８ドル。２、一般会計からの消火栓設置、補修等の繰入７，２９４ドル。　３、琉球政府から水道施設に対する補助金１００，０００ドル。　４、企業債１ドル。　歳入合計１，４１２，１９３ドルとなつております。

歳出関係を経費別に分類いたしますと、人件費３７２，７３２ドル。受水費３７１，５４４ドル。企業債元利金１２２，４３９ドル。配管工事費２３４，６２７ドル。営業設備等の設備投資７５，３４１ドル。その他維持経費２３５，５１０ドル。歳出合計１，４１２，１９３ドル以上となつております。

次に歳入より款を追つてご説明いたしますと、まず第１款水道事業収益でありますが、第１項営業収益は、水道使用料等主として営業活動から生ずる収益でありまして１，３０２，８１１ドルを計上いたしました。

第１項営業収益は水道使用料、船舶給水料、量水器使用料等の主な収入でありまして、特に水道使用料につきましては議案第４８号でご説明申し上げましたとおり、料金の一部改正を行うことになつたのであります。

今回の料金一部改正により９４，３１１ドル１４セントの調定減額となるのであります。従いまして水道使用料の見込みにつきましては、新規加入数および生活水準の向上による使用水量の増等ならびに過去の実績を十分に検討の上計上したのであります。

営業収益は１，２８万８，１０２ドルで前年度に比べて１，５万７，３４８ドルの増となつております。

第２項、営業外収益は、主たる営業外から生じる収益でありまして、主に過年度収入、不用品売却収益、土地物件収益と消火栓の維持補修に伴う一般会計からの繰入金でありまして１万４，７０９ドル計上してあります。

前年度に比べて３８１ドルの増額となつております。したがいまして、第１款水道事業収益は１，３０万２，８１１ドルで前年度に比べ１５万８，４８５ドルの増額となつております。

第２款、資本収入でありますが、第１項、企業債は費目存置でありますので琉球政府からの水道施設に対する１０万ドルの補助金を始め、消火栓設置に伴う一般会計からの繰入金６，７７９ドル、その他財産の売却収入２，６００ドル等であります。

したがつて、第２款資本収入は１０万９，３８２ドル、前年度に比べ１５万３，３４５ドルの減額となつております。

減額の理由は１９６６年度で起債工事として完了する上間配水そうよりの配管工事債、首里配水そう建設に伴う工事債、青小掘導水管第一次拡張工事債等の企業債収入の減によるものであります。

よつて歳入合計は、１，４１万２，１９３ドルとなり、前年度に比べ５，１４０ドルの増額となつております。

次に歳出を款別に御説明申し上げますと第１項、営業費用であります。主たる営業活動に要する経費でありまして９６万３，９４２ドル計上いたしました。まづ人件費関係については、機構を充実するため一部改革を行うのでありますが、原則として、現在人員でもつて重点的に適在適所に配置し、職員の待遇改善も一般会計と同様に給与改定を行い３７万２，７３２ドル計上したのであります。

したがつて、前年度に比べ、３万１，４２９ドルの増額となつております。

水道公社からの受水費につきましては、長田川、比謝川からの原水送水能力は１日平均７，８８４トンでありましたが、現施設の改良により大巾に増えるところから、公社に対し強力に接衝した結果１９６７年度より１日平均１１，０００トンの原水受水が可能となつており、給水需要の増加等を十分考慮して３７万１，５４４ドルを計上いたしたのであります。

１９６７年度の配水量は１日平均３万４，２００トンを予想しており、これら配水量の確保に万全を期したいと考えております。

したがいまして、前年度に比べ６万５，８７３ドルの増額となつております。動力費関係につきましては、浄水場を始めとし各ポンプ場の送配水に要する電力料金でありまして６万０，７１４ドル計上いたしました。前年度と比べ１，８１１ドルの増額となつております。

浄水場の薬品関係については、水質保全上必要額２万６，０６０ドル計上いたしました。前年度に比べ２，６８０ドルの減額となつておりますが、在庫量を十分考慮して計上いたしてあります。

材料費は、給配水、漏水防止等の維持補修材料でありまして２万０，８０３ドル計上いたしました。

前年度に比べ９，３４９ドルの減額となつておりますが、受託工事につきまして、新設工事は給水指定工事店に１９６６年度途中から全面的に工事の移管を行いましたので、その分が実質的に不用となり減額となつております。

補修関係は主に不感量水器の修理請負と代用管工事さらに給配水等の各施設の補修費でありまして４万１，７３３ドル計上いたしました。

前年度に比べ１万９，４１６ドルの増額となつておりますが、これは代用管工事の組替えによる経費の増額が主なる理由であります。

水源調査費としては、５，６５５ドル計上いたしましたが、現在、天久米人住宅地域内にある銘苅川上流一帯の水源調査を行うものとして委託費を計上してあります。

これら調査については関係当局との調整もついておりますので、自己水源の開発と云つた面から調査検討いたしたいと考えております。

前年度に比べ２，７７７ドルの増額となつております。支払利息関係につきましては、既応債に対する利息と約手利息、一時借入金利息として６万４，９２８ドル計上いたしました。

前年度に比べ９２９ドルの増額となつております。

諸経費は水道事業の維持運営に要する経費でありまして７万７，５４２ドル計上いたしてあります。

消費的経費等につきましては、極力圧縮して計上いたしましたが、１９６７年度から施行されます。公務員退職年金保険料、さらに医療保険料等で約２１，２６０ドル、停年退職者の退職給与金等９，８８９ドルの新規計上があり前年度に比べ１万５，４００ドルの増額となつております。

以上が第１款水道事業費の概要でありまして１，０２万８，９７１ドル計上いたしてあり、前年度に比べ１２万５，１４１ドルの増額となつております。

次に第２款建設改良費の１９６７年度は第１項の水道改良費の自己財源のみでありますが、固定資産の取得または、水道施設の改良等による経費を計上したのであります。事業費の主なるものについて申し上げますと、先ほどもふれましたが琉球政府からの大巾な補助によりまして小禄地域への専用送水管を始め、配水系統の区分による市内配水管網の整備改良、不良給水地域の解消のため、延長１万８，２４４メートル１９工事個所を重点的に施行する計画として２３万４，６２７ドル計上いたしてあります。

施設費関係におきましては、泊、儀保浄水場のフエンス工事として４，９３６ドル新たに計上いたしてあります。

営業設備費では、小禄ポンプ場用地購入として１万４，６９７ドル、儀保浄水場建物新築工事８００ドル、その他機械器具の購入として、１，８３０ドル、新規給水申込による量水器購入費２万０，２６０ドル、車両１台、オートバイの売替えに要する経費２，９７０ドル、小禄ポンプ場拡張工事２万８，３９０ドル等計６万８，９４７ドル計上いたしました。

なお、５月１日より水道公社から市に移管されました泊浄水場下、気象台横松山町の米人住宅地域の公道部分にかかる施設を買収するものとして１，４５８ドル計上いたしました。

以上が第２款、建設改良費でありまして３２万２，７１０ドル計上いたしました。前年度に比べ、１１万１，５８３ドルの減額となつておりますが、これは歳入でも御説明申し上げましたとおり前年度の起債工事の完了による２３万６，８３１ドルの減額であり、起債財源を除いては実質的には１２万５，８３６ドルの増額となるのであります。

第３款、繰出金は他会計への繰出金として費目存置となつております。

第４款、企業債償還金は既応債に対する元金償還金でありまして前年度において第３次起債が全額償還済となりましたので前年度に比べ８，４１８ドルの減額となつております。

第５款、予備費は前年度どおり３，０００ドル計上いたしました。

以上が１９６７年度水道特別会計予算の概略でありまして予算総額１，４１万２，１９３ドルとなつておりまして前年度１，４０万７，０５３ドルに比べ５，１４０ドルの増額となつております。

以上簡単に御説明いたしましたが、なにとぞよろしく御審議の程お願い申し上げます。

○建設部長（花城　直政君）

　区画整理の予算を御説明申し上げる前に区画整理事業の現況について概略御説明申し上げたいと思います。

区画整理を実施するにあたつてはこれに従事する区画整理課の職員は従来全員各地区特別会計に予算を計上いたしまして事業費をまかなつておつたのでありますが、今年度においては事業をスムーズに促進しかつ各地区の経理を明確にするとともに有効適切な人員の配置をねらいとしてこれを改めることにいたしました。

まず、区画整理の業務を計画調査の部門と各地区の業務を遂行する執行部門に大別いたしまして計画調査部門の職員２０名を一般会計の役所費に予算計上いたしまして、執行部門の職員１６名を各地区の特別会計にそれぞれ予算計上いたしたのでございます。

従つて計画調査の部門では今後指定された全地域の調査計画をたてるとともに市街地を早急に整備完成するための組合による区画整理施行を指導育成いたしまして執行部門は特別会計を設置された各地区の整理事業を円滑かつ適切に執行する計画でございます。

次に現在執行中の各地区の区画整理について御説明申し上げますと美栄橋地区並びに第一地区の区画整理は一部残工事を除きまして、工事は全部完了いたしまして換地処分の段階にきておりまして現在まで仮清算金の徴収、交付を実施いたしましたが本年度におきましては事業の最終業務であるところの換地処分の認可申請を実現するため特に国県有地の換地承認を促進し事業を完結する方針であります。

２番目に寄宮地区の区画整理につきましては、１９６４年度に一部排水溝工事を実施いたしましてその後換地設計の基礎であるところの評価事務を進めまして、６６年度においてはこれに基づきまして換地設計を完了いたし仮換地の指定をするとともに工事を実施することにしましたが、減歩率の問題で地主との間に反対がありまして都市計画工事を実施することができなかつたのでこのことにつきましては再三にわたりまして地主との調整を重ね、事業設計を変更いたしましたので、その認可を政府から得まして引き続き工事を実施する計画であります。

したがつて本年度におきましては６６年度の未執行予算額を全部繰り越しいたしまして本年度分補助金とあわせて工事を実施する計画であります。

２番目に山下地区の事業は本年度から６９年度までの３カ年計画で事業を完結する計画でやつておるわけでございます。

執行方法につきましては、寄宮地区同様評価式の換地方針をとりまして、資金計画も政府、市、地主の三者負担によりまして事業を進める計画で政府とも折衝いたしました結果、初年度分といたしまして、補助金が査定計上されたので本年度には特別会計を設置いたしまして事業を推進する計画でございます。

４番目に真嘉比、古島地区は前年度に伴ないまして基礎調査を進めておりますがなお河川あるいは私道、物件の調査を必要とするところがございますので、本年度にはこれらの調査を実施するとともに、事業設計の設計書の作成これを完了次第本格的な事業を推進する方針でございます。

５番目に壺川地区につきましては、１９６５年度から事業を実施する計画で進めておりまして特別会計を設置するのでございますけれども地域、地区の地主としては新しい土地区画整理法が制定されたあとに事業を実施してくれるようにとの強い折衝がありましたので折衝を重ねてきましたけれどもなかなか話し合いができなかつたのでございます。

幸いにいたしまして、現在政府といたしましては新法の立法要請をいたしておりますのでこれが制定されましたら、この壺川の区画整理事業も、これに関連いたしまして進めていきたいと考えておる次第でございます。

なお本年度におきましては新に小禄地区の基礎調査を実施すべく計画をしておりまして、本年度中に調査が完了次第本格的に事業を実施する計画でございます。各地区の事業方針でございましたが、特別会計の予算の説明に入りたいと思います。



次に議案第７１号、１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算について御説明申し上げます。

この案は寄宮地区の４年次予算として計上してございますがこの寄宮地区はさきほども申し上げたとおり前年度において、地主との調整がつかず工事が不執行となつたため、その不執行額１０万４，５３３ドルを繰越し本年度に工事を実施する計画で予算計上したわけでありますが、まず歳入について御説明申し上げますと第１款替費地処分収入として１万５，５８０ドルとなつています。

これは事業費のうちの地主負担分を前年度から繰越し計上したわけであります。

第２款、政府補助金として７万５，７００ドルを計上しましたがそのうち１万３，７００ドルは本年度の政府補助金で前年度未執行分の６万２，０００ドルを合せて計上したわけでございます。

第３款の繰入金に４万４，１７６ドルを計上いたしましたがこれも第２款同様前年度未執行分２万６，９５３ドルと本年度分１万７，２２３ドルを合せて計上することにいたしまして歳入合計１３万５，４５６ドルとなつております。

次に歳出では第１款区画整理費に１３万５，３５６ドルを計上しておりますがこれの内訳として第１項職員費に１万７，１２２ドル第２項事業費に１１万８，２３３ドル、第３項土地評価委員会費を費用存置として１ドルとなつていますがその内第２項事業費についてはさきほども述べましたとおり前年度分未執行工事費１０万４，５３３ドルを本年度分に合せて計上してございます。

第２款予備費として１００ドルを計上いたしまして歳出合計１３万５，４５６ドルとなつております。よろしく御審議下さいますようお願いいたします。次に議案第７２号、１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算について款別に御説明申し上げます。

まず歳入のほうから御説明申し上げますと第１款の替費地処分収入に４万４，１１３ドル計上しましたがこれは那覇教育委員会と売買契約を締結しました替費地（学校用地）の本年度分納入額と未処分替費地２０２坪４合の処分計画による収入となつておりますが前年度に比較して１万６，２５５ドルの増となつております。

これは増換地を替費地に変更したため前年度より処分地積がふえたためであります。

第２款の使用料及び手数料の７５ドルは公簿その他の閲覧料及び諸証明料であります。

第３款清算金では１０万１，４９９ドルとなつていますがこれは前年度同様、仮清算による徴収金及び利子並びに売却済替費地の坪数確定による徴収金となつておりますが前年度に比較しまして３万８，２１１ドルの増となつております。これの理由といたしましては前年度では１００ドル未満及び２地区の仮清算金徴収に対し本年度においては全工区の分割徴収を計画したためであります。

第４款繰越金に４万３，１０４ドルとなつていますがこれは前年度からの繰越金であります。

第５款雑入に６５１ドルとなつておりますがこれは預金利子等を計上いたしてございます。

次に政府補助金及び繰入金の廃款については、さきほど申し上げましたとおり次期区画整理の調査職員費並びに諸経費を一般会計役所費に計上したため補助あるいは繰入の必要がないので廃款することにしました。以上で歳入合計１８万９，４４２ドルとなつております。

次に歳出では第１款区画整理費として１８万７，４４２ドルを計上いたしてございますが、これの内訳といたしましては第１項職員費に８，４９４ドル、第２項事業費に８万４，４８７ドル、第３項清算金に８万１，１２２ドル、第４項訴訟費に１万３，３３９ドルとなつておりまして前年度に比較して８万３，９５８ドルの増となつておりますがその重な理由といたしましては、第２項の事業費において、道路の一部改修並びに補償費の増によるものでまた第３項清算金の交付清算金の増と第４項の訴訟費に和解のための費用を計上したためであります。

土地評価委員会費についてはすでに換地評価が決定したので廃項することにしました。

予備費については前年度同様２，０００ドルを計上しました。なお調査測量費に要する諸経費については歳入のほうで述べましたとおり役所費に計上することにいたしまして廃款することにいたしました。

以上で歳出合計１８万９，４４２ドルとなつております。よろしく御審議下さいますようお願いいたします。

次に議案第７３号、１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算について御説明申し上げます。

この案は議案第７７号の那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計設置に関連するもので山下地区特別会計の初年次予算として計上したわけでございます。

事業費負担についてはさきにも申し上げましたとおり政府、市、地主の三者負担として計画をたてた訳ですが初年次にあたる６７年度においてはその歳入財源を一応政府補助金、市からの繰入金をもつて充ることにいたしたわけでございます。

従いまして歳入では第１款政府補助金３万１，０００ドル、第２款繰入金に１万７，８６４ドルを計上いたしまして歳入合計４万８，８６４ドルとなつております。

次に歳出では第１款区画整理費として４万８，７６４ドルとなつておりますがその内訳として第１項職員費に９，９２１ドル第２項事業費に３万８，７５０ドル第３項土地評価委員会費に９３ドルとなつております。

第２款予備費に１００ドル計上いたしまして歳出合計４万８，８６４ドルとなつております。よろしく御審議下さるようお願いいたします。

議案第７６号「１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算について」御説明申し上げます。

この案は、議案第７４号、那覇市下水道事業特別会計を設置することについての議案にもとづき、１９６７年度より下水道事業の会計を明確に行うため特別会計予算を計上したのであります。

まず歳入予算について御説明申しあげます。

第１款政府支出金として、１５万ドルを計上してありますが、これは１９６６年度補助金７万ドルと１９６７年度補助金８万ドル分で合計１５０万ドルとなつております。

第２款一般会計繰入金については、事業を行うために必要な人件費、需要費調査費、市債借入金利子その他事務経費にあてるための費用で、８万９，４３７ドルを一般会計より繰入れ計上したものであります。

次に第３款市債については、政府補助金に対する事業対応費として、市負担分を市債で充当するためのもので、１９６５年度補助金２０万ドルと１９６６年度補助金７０万ドルを合せた９万ドルの１０パーセント額９万ドルを第１次事業債１９６７年度補助金８０万の１０パーセント額８万ドルを第２次事業債として合計１７万ドルを計上したのであります。以上歳入合計１，７５万９，４３７ドルとなつております。

歳出について御説明申しあげます。第１款下水道事業費は４万８，０３７ドルで事業を行うに必要な諸経費を計上してあります。

人件費といたしまして給料および諸手当として３万８，３８８ドル、その他旅費、交際費及び測量器具、備消耗品等事務経費として７，０９４ドル、公務員退職年金、医療保険、厚生会負担金として２，５５３ドルの計上であります。

第２款下水道建設費は１，７０万９，１９９ドルとなつておりますが、その内訳は、第２期工事費として工事請負費７０万９，０５９ドル原材料費８万０，９４１ドル、検査手数料１，５８０ドル職員手当２，８３７ドル計７９万４，４１７ドルで久茂地川以西の旧市街地の工事を行うことになつております。

第３期工事費については、工事請負費７４万８，０００ドル原材料費１３万２，０００ドル、検査手数料１，７６０ドル、ボーリング調査費３万０，０３０ドル職員手当２，９９２ドル、計９１万４，７８２ドルとなつており枝線ならびに準幹線３３，１４６メートルの工事を施工することになつております。これに要する財源については、政府補助金１，５０万ドル、市債１７万ドル、一般会計繰入金３万９，１９９ドルで計１，７０万９，１９９ドルとなつております。

第３款公債費については、市債借入金１７万ドルの１パーセントにあたる手形借入利子で１，７００ドルを計上し、元金償還１ドルは費目存置で計１，７０１ドルであります。

第４款予備費は５００ドルを計上してあります。以上歳出合計１，７５万９，４３７ドルとなつております。よろしく御審議のほどを御願いいたします。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第７０号、１９６７年度那覇市歳入歳出予算について御説明申し上げます。

１９６７年度の一般会計における予算額は歳入歳出とも９，３０万９，５７１ドルとなつておりまして、前年度に比べて２，８６万２，０８７ドルと大幅な増額となつております。

１９６７年度予算の内容について、款を追つて説明してまいります。

　まず歳入の第１款市税につきまして、本款は市財政の中心であります税収を計上してありますが、前年度に比較して１，６１万４，２７０ドルの増となつておりまして、本年度分２，９８万７，４７５ドル、過年度分８万１，０３０ドル滞納繰越分１２万２，７７９ドル、合計３，１９万１，２８４ドルの予算計上でありますが、これは市町村財政と教育財政の一体化をはかるため１９６５年８月に教育委員会法が一部改正され、これにともなつて市町村税法も改正になりまして、従来の教育税が廃止になり、市町村税に一本化して賦課徴収することになりましたので、この分も含めまして予算計上してあります。

　第２款の市町村交付税につきましては、これまでの実績を勘案しまして、さらに市税と同様教育委員会法の改正にともない市町村交付税法も一部改正になりましたので、この分も検討いたしまして、３７万８，９１７ドルを計上してありまして、前年度に較べて５万７，４１２ドルの増となつております。

　第３款の公営企業及び財産収入について、本款は基本財産収入として市が保有しております株式の配当金と、奨学資金に充当するための特別基本財産収入、また軍用地料収入及び市有地の賃貸料、さらに財産処分としての土地売払代金等で８６万５，２８４ドルを計上してありまして、前年度に較べて７０万２，８１９ドルの減となつておりますが、これは第１次及び第２次泊、安謝間埋立事業の公債償還の完了にともなつて、償還財源である埋立地処分収入が減つたためであります。

１９６７年度の土地売払代金は、第１次と第２次泊、安謝間埋立地の起債償還を完了した残余地の分５８万１，５３０ドルと前島町市有地の分１７万０，５００ドル、計７５万２，０３０ドルを計上してありますが、この収入は都市計画事業をはじめ政府補助事業の対応費と牧志公設市場等の建設事業費に充当されております。

　第４款分担金及び負担金と、第５款夫役及び現員は、ともに費目存置でありますので、次の第６款使用料及び手数料に移ります。

那覇市の各種営造物の使用料として、４６万７，３０５ドルと法令および条例規則等にもとずく手数料として６万０，４１７ドルの合計５２万７，７２２ドルの予算を計上して前年度より８万２，４６０ドルの増となつております。

この使用料及び手数料につきましては、これまでの実績を十分勘案して計上してありますが、公営住宅をはじめ市営住宅、保育所等、年次的に計画し建設されたことによりまして、これ等施設の使用料の増と港湾使用料の実績増、また道路占用料徴収条例の改正による増を見込みまして前年度より相当額の増となつております。

　第７款政府支出金では、重要幹線の道路および排水と公園建設等の都市計画事業補助金３４万０，１００ドル、継続事業である１９６６年度分の公営住宅建設と、１９６７年度分２９６戸の公営住宅建設補助金７２万７，１００ドル、その他土木事業補助金３万４，０００ドルの建設関係補助金と、都市の清掃事業強化をはかるため、新らしくごみ処理場建設とごみ処理車購入に対する補助金として、３６万１，１４０ドルの保健衛生関係補助金を計上してあります。

また民生関係では、保育所建設２万８，１６６ドルと愛生寮建設補助金６万ドル等の福祉関係補助金を計上し、その他産業関係、消防施設および事務委託金等をあわせて、前年度より４７万５，６４８ドルの大巾な増額で、１，６２万１，９３５ドルを予算計上してあります。

　第８款の寄附金は費目存置であります。

　第９款、繰入金は、市庁舎建設費に充当するため発行いたしました那覇市債証券の償還のための減債基金からの繰入金として前年度と同額の４万ドルを計上してあります。

　第１０款の繰越金につきましては、１２万ドルを計上しまして、前年度より２万２，０００ドルの増となつておりますが、牧志公設市場の設計委託料、寄宮地区土地区画整理事業特別会計への繰出金の事業費が１９６６年度において未執行となり、１９６７年度に事業を繰越して計上しましたので、これに充当する分約４万ドルと、一般会計決算による剰余金見込みの８万ドルを計上してあります。

　第１１款雑収入について、本款は、軍用地料の無地番賃貸料１３万３，９６３ドル、市税その他市の収入金に対する延滞金３万６，９００ドル、物品売払代金および預金利子、奥武山競技場のへいおよび売店使用料その他で２万６，７２１ドル合計１９万７，５８４ドルで、この款では前年度に比べて、１万６，４１６ドルの減となつております。

　第１２款市債について、本款には政府補助事業の対応費を市債で充当するための公営住宅建設債と、ごみ処理場用地購入債の５７万１，８２２ドル、牧志公設市場用地購入債と第３次泊、安謝間埋立債の１，３２万３，０９０ドル、計１，８９万４，９１２ドルの新規起債と、前年度からの継続事業である１９６６年度分小禄公営住宅建設事業債２４万９，７２８ドル、さらに前年度から事業を繰り越した若松市場住宅と宇栄原市場の起債２２万２，２００ドル、合計２，３６万６，８４０ドルの市債収入を計上してありますが、第３次泊、安謝間埋立債、牧志公設市場およびごみ処理場用地購入債の新規起債の計上によりまして、前年度より１，３２万９，５３２ドルの増となつております。

以上で、歳入を終わりまして歳出に移ります。

　第１款、議会費について、本款は市議会議員の報酬及び事務局職員の給料諸手当等の人件費と議会活動に要する経費として１２万２，６３０ドルを計上してありますが、議員報酬の増額と議会議員の調査及び視察の特別旅費、職員待遇改善のための給与改定等の経費を計上いたしまして、前年度より２万８，２６２ドルの増となつております。

　第２款、役所費に移ります。市職員の給与等の人件費及び一般事務経費等で１，７９万９，３７９ドル、広報活動費２万８，４８６ドル、自治組織助成費２万３，９０８ドル、住民登録と調査統計及び行政区画整理等の調査費が９，０４９ドル、各種委員会の活動に要する経費２，９８３ドル、合計１，８６万３，８０５ドルを予算計上してあります。

本款では職員の待遇改善のための給与改定、公務員退職年金法および医療保険法の施行による負担金、機構改革にともなう増員分の予算計上によつて、前年度に比べて１６万３，８２６ドルの増となつております。

　第３款の消防費は、消防職員の給料と消防活動に要する経費として２３万２，８２０ドルを計上してありまして、１９６７年度におきましては、消防活動の強化をはかるため、消防職員の増員に要する経費と消防車の購入等を予算化してありまして、前年度より４万４，５１０ドルの増となつております。

　第４款、土木費に移ります。本款には土木関係事務費及び市管理の道路、橋梁、排水河川等の維持並びに新設改修と、埋立事業都市計画事業に要する経費として２，０３万４，５３１ドルを計上してありまして前年度より１，３６万９，１８０ドルと大巾な増となつております。

前年度まで本款に予算計上して事業を実施していました下水道建設事業は、１９６７年度から新らしく特別会計を設けて事業を進めていくことになりました。

土木費の内容につきましては、道路橋梁費に道路舗装及び新設改修１２本、排水工事１０本、市直営の道路維持及びタール舗装等で４５万３，０６０ドル河川費には河川改修工事として３本で１万０，５７０ドルの予算を計上してあります。

埋立事業費には第３次泊、安謝間埋立事業として１０万５，５３５平方メートルの埋立を計画しまして、１，０１６，５３５ドルを予算計上してあります。

都市計画事業費は計画立案に必要な調査費と新らしく土地区画整理事業の基礎調査に要する経費を計上してありまして、建設事業費としては、幹線道路の開南交番から大洋劇場間道路工事ほか６本の道路および排水工事等で５５万１，２６３ドルの予算を計上してあります。

　第５款の港湾費では、泊港の管理運営と、港湾施設の新設と改修に要する経費として、９万６，２１７ドルを計上してありまして、港湾施設関係では、ふ頭用地を整備し、貨物の保全と野積場使用の効率化をはかるための排水工事および舗装工事、港内の浚渫工事、ターミナル便所の改修工事と、その他施設改修の予算を計上してあり、前年度より５万７，５０２ドルの増となつております。

第６款の社会及び労働施設費について、本款は、社会福祉関係事業、児童福祉関係事業、社会教育関係事業、公園および住宅の管理費と建設費、労働関係事業、奥武山競技場管理費と災害救助費その他各種団体への負担金及び補助金等で総額１，９９万４，４６１ドル計上してあります。

これの主なものとしましては、首里鳥堀町に８０世帯を収容する鉄筋コンクリート３階建の愛生寮建設費が８万７，１０５ドル、保育所の建設費５万５，５６３ドル、与儀公園ほか４カ所の公園建設費８万５，８６１ドル、前年度から事業繰越となりました若松市営住宅建設費１３万０，７７２ドル、また前年度からの継続事業である１９６６年度分の公営住宅建設費、５２万９，９２２ドルと１９６７年度分２９６戸の建設費９７万４，１６８ドル、それに職業訓練事業と失業対策事業の労働関係事業４万７，９２４ドルでありますが、本款では社会福祉関係では若干の増となつておりますが、前年度の樋川市営住宅建設事業の完了によりまして、款全体としては４万７，８３６ドルの減となつております。

第７款、保健衛生費は、本款は伝染病予防事業９，７３６ドル、汚物掃除費、６４万８，５６２ドル、行旅死亡人取扱費及びと場、納骨堂の管理費２，２９２ドルで合計６６万０，５９０ドルを計上し前年度に較べて５７万６，４９７ドルと大巾な増となつております。

那覇市の多年の懸案でありましたごみ終末処理について政府補助を得て、じんかい高速堆肥化装置による高級処理を実施するためのごみ処理場建設費５５万８，１６６ドルとまた市内各戸から排出されるごみの収集と汚物の処理につきましても、市直営の清掃車とごみ処理の委託をふやしまして、またし尿貯溜槽の清掃管理を強化するため、重点的に予算を配分してあります。

第８款の産業経済費について、本款は商工観光事業と農林水産事業の振興に要する経費８万９，４７８ドル、各市場の管理費と、市場建設費として５１万５，２６５ドルで合計６０万４，７４３ドルが計上されておりまして、前年度より３５万０，３００ドルの増となつております。

商工および観光事業につきましては、従来の事業を引きつづき実施するほか特産品関係企業の体質改善事業としてこれまで陶器、しつ器をとりあげましたが、１９６７年度におきましては、紅型の育成をはかる計画であります。

農林水産事業につきましては、農業基本施設の農道排水路の整備と家畜の品種改良増殖をはかるため優良品種の種豚購入と、水産関係事業は、漁船の科学装備と泊港の漁船けい留所附近のしゆんせつ工事等を重点にして予算を計上してあります。

市場費につきましては、各市場の管理費として１万１，７９４ドル、前年度から事業繰越しとなりました若松市場と小禄宇栄原団地内の市場建設事業として、１０万６，３７１ドル、また牧志市場の調査および設計費１万８，０１０ドルと用地購入費の３７万９，０９０ドルを計上してあります。この牧志市場建設につきましては設計が完了しだい事業に着手する計画であります。

第９款の財産費について、本款には市有財産の管理に要する経費と庁舎建設資金に充当するため発行した市債証券の償還に充当するための減債基金積立金等の４万３，１５６ドルを計上してあります。

第１０款の選挙費に移ります。この款には選挙管理委員会の委員報酬、事務局職員の人件費と事務費および立法院議員選挙名簿調整費として、３万３，６３７ドルの予算を計上してあります。

本款も職員待遇改善のため人件費が増額となつておりますが、前年度に行なわれました立法院議員、市議会議員、市長の各選挙費が減となりましたので本款としては２万５，１０５ドルの減となつております。

第１１款、公債費について、本款は一般会計市債の元利償還金と新規起債の手形利子および那覇市債証券償還のための事務費として３７万８，６０７ドルの予算を計上してありますが、第１次および第２次の泊、安謝間埋立事業債の償還完了によりまして、前年度より、７５万８，２３７ドルの減となつております。

第１２款の諸支出金について、文化財保護費、建物強制収容損害賠償請求事件ほか３件の訴訟費用、市税の賦課徴収に要する経費と過誤納還付金、各特別会計への繰出金、それに各団体への負担金及び補助金として、２１万２，０３４ドルを計上してありまして、前年度より８万０，０１０ドルの増となつております。特別会計への繰出金のうち、下水道建設事業を本格的に進めるため、１９６７年度から新らたに特別会計を設け、また山下地区の土地区画整理事業に着手するため、一般会計からの繰出金を計上してございます。

また寄宮地区特別会計につきましては、前年度において未執行となつた工事について新年度に繰り越して事業を実施するためにこの分の一般会計負担分も予算化してございます。

第１３款の教育費負担金につきましては、教育委員会法の改正によりまして市が負担すべき教育費負担金として、１，０２万２，３４０ドルを新らたに款を設けて計上してありまして、この市負担額は１９６７年度那覇教育区予算総額４，９６万５，４４５ドルに対して約２０．６パーセントとなつております。

第１４款の予備費については、前年度と同額の１万ドルを予算計上してあります。

以上で、議案第７０号那覇市歳入歳出予算についての説明を終わります。

よろしく御審議のほどをお願い申し上げます。




○議長（高良　一君）

　以上をもちまして本日の日程は全部終了いたしました、よつて９日まで休会いたしまして１０日の午前１０時会議を開くことにいたします。

　休憩いたします。

（午後零時３６分　休憩）

（午後零時３７分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。以上をもちまして本日の会議を終了いたします。



（午後零時３８分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

上会議録を調整し署名します。

１９６６年６月６日







議長　　　　　高良一　　　　㊞

署名議員　　　辺野喜英興　　㊞

署名議員　　　渡口麗秀　　　㊞












第83回那覇市議会会議録




定例会







６月１０日（第２日・金曜日）





１９６６年第８３回那覇市議会会議録（定例会）




○６月１０日（２日目）

	（午前１０時　０分　開議）

	（午後　４時３６分　散会）









○出席議員（２７名）





	　１番
	安見福寿君
	１６番
	仲本安一君


	　２番
	椿秀義君
	１７番
	金城吾郎君


	　３番
	大浜長弘君
	１８番
	大山盛幸君


	　４番
	喜舎場盛一君
	１９番
	又吉久正君


	　５番
	山川正平君
	２０番
	赤嶺慎英君


	　６番
	儀間真祥君
	２１番
	金城重正君


	　７番
	瀬長フミ君
	２３番
	喜久山朝重君


	　８番
	黒潮隆君
	２４番
	平良真次郎君


	　９番
	友利栄吉君
	２５番
	高良一君


	１１番
	真栄城嘉園君
	２６番
	比嘉佑直君


	１２番
	金城庄瑞君
	２７番
	比嘉朝四郎君


	１３番
	仲宗根昌弘君
	２８番
	平良亀助君


	１４番
	宮良永昌君
	３０番
	渡口麗秀君


	１５番
	久高友敏君







○欠席議員（３名）





	１０番
	吉浜朝一君
	２９番
	辺野喜英興君


	２２番
	赤嶺保三郎君








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　説明員


	市長
	西銘順治君


	第一助役
	古堅宗徳君


	第二助役
	新垣義徳君


	収入役
	渡口政行君


	総務部長
	城田清才君


	企画部長
	新里博一君


	経済民生部長
	慶佐次盛宏君


	建設部長
	花城直政君


	水道部長
	玉城定仁君


	総務部総務課長
	武村盛秀君


	人事課長
	渡久地敬正君


	課税課長
	普久嶺則明君


	徴税課長
	仲里徳男君


	土地課長
	高嶺朝恭君


	市民課長
	真栄里思温君


	泊港務所長
	糸数昌秀君


	車両管理所長
	比嘉政謙君


	企画部庶務課長
	外間政彰君


	企画調査課長
	上原繁栄君


	主計課長
	平山登君


	経済民生部庶務課長
	佐久本政裕君


	商工観光課長
	小橋川秀義君


	農林水産課長
	上原義宏君


	民生課長
	玉城正次君


	保健衛生課長
	中村幸永君


	労政課長
	宮平勝哉君


	建設部庶務課長
	宜野座朝恭君


	都市計画課長
	嘉手納是敏君


	土木課長
	具志堅友信君





	建築課長
	浦崎安昭君


	区画整理課長
	当間林徳君


	下水道課長
	安里一郎君


	住宅建設課長
	国吉長成君


	水道部総務課長
	大浜用陽君


	経理課長
	比嘉良男君


	給水課長
	阿波連宗政君


	料金課長
	又吉盛弘君


	工務課長
	高良安哲君


	出納室長
	平田つる子君


	真和志支所長
	中村幸永君


	小禄支所長
	上原次郎君


	消防長
	宮平栄治君


	消防次長
	具志清一君


	消防本部総務課長
	上原太郎君


	警防課長
	高良清善君


	首里支所長職務代理者
	崎浜清君


	選挙管理委員長
	赤嶺正一君


	局長
	内間安秀君


	教育長
	阿波根直成君


	教育次長
	喜久山添釆君


	総務
	伊良波長正君


	庶務課長
	上原典雄君


	会計課長
	石嶺真栄君


	施設課長
	浦崎直信君


	書記
	国場幸忠君


	　 〃 
	源河民教君


	連合区総務課長
	糸洲朝宣君


	指導課長
	国吉順質君


	社教課長
	与那原春佳君





	教育研究所
	上江洲安雄君









○　事務局出席者





	事務局長
	義永栄善君


	議事課長
	新垣襄二君


	庶務課長
	玉城三郎君


	議事係長
	屋嘉比柴達君


	調査係長
	新垣繁君


	記録係長
	山城正信君


	記録係
	長嶺善勇君


	　 〃 
	徳村政保君


	調査係
	亀島美一君


	議事係
	永山盛宏君


	　 〃 
	新垣隆君





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９６６年第８３回那覇市議会（定例会）議事日程第２号




１９６６年６月１０日（金）午前１０時開議




第１　　会議録署名議員の指名について

第２　　施政方針に対する質疑

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○会議に付した事件




第１　　会議録署名議員の指名について

第２　　施政方針に対する質疑




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～





○議長（高良　一君）

　これより本日の会議を開きます。

本日の議事日程はお手元に配付してある議事日程第２号のとおりであります。諸般の報告をいたします。

４月８日付、沖縄精神衛生協会長屋良朝苗からの「沖縄精神衛生協会に対する賛助会費の予算計上方について」の陳情は会議規則第８７条の規定により経済民生委員会に審査を付託します。

４月２２日付、市内大道３５４番地高江洲義永からの「道路つぶれ地補償に関する陳情」

５月９日付、市内与儀５８６古城源徳ほか１３名からの「道路新設についての陳情」

５月１７日付、市内樋川１９番地宮城三郎からの「字樋川内排水溝開設方についての陳情」

５月３１日付、市内牧志町２丁目２０８番地新村長好ほか２０名からの「牧志町２丁目の側溝改修方について」

６月４日付、市内牧志町２丁目１１番地仲本宏章ほか１３４名からの「河川氾濫による水害防止及び下水道設置方について」

６月６日付、市内若狭町１丁目自治会長城間誠栄ほか５名からの「旭ケ丘公園造園促進についての陳情」

以上６件は会議規則第８７条の規定により建設委員会に審査を付託します。

４月２６日付、沖縄港運株式会社社長福里芳夫からの「市有地譲受、賃借願いについて」

４月２７日付、琉琉倉庫協会ほか４社からの「泊港滞貨処理に関する陳情」

５月２日付、有村産業株式会社代表取締役有村喬からの「泊港構内における当社専用荷捌倉庫新設に関する陳情」

５月４日付、沖縄水産高等学校長山口寛三からの「埋立地譲渡（有償）申請についての陳情」

６月６日付、市内若狭町１丁目自治会長城間誠栄ほか２名からの「クラブ敷地貸与方についての陳情」

以上５件は会議規則第８７条の規定により総務委員会に審査を付託します。

６月１０日付、ブーゲンビル島戦没者遺族会長那覇市松山町１の１宮里盛長ほか１名からの「ブーゲンビル島地域遺骨収集派遣団員並びに慰霊塔建立の助成方についてお願い」は会議規則第８７条の規定により経済民生委員会に審査を付託します。

なお、その写しは後刻配付いたします。

全国市議会議長会総会の出席について報告いたします。

全国市議会議長会は第４２回定期総会の開催に先き立ち、５月２３日第７６回常任理事会、２４日に第３０回理事会を経て、２５日午前１０時九段会館大会議場で総理大臣、自治大臣、衆参両院議長及び衆議院地方行政委員長代理、門司亮氏参議院地方行政委員長列席のもとに開会され、会長並びに、来賓祝辞についで表彰状贈呈式が行なわれ、那覇市からは今回、高良一君他６君が表彰されたのであります。

引続き各部会提出議案２７件、会長提出議案６件を、全国を２ブロツクに分けて委員会を設け、２日間にわたつて委員会で慎重に審議の上全議案共原案どおり可決すべきものと決定し、総会においても委員会の決定どおり、承認の上それぞれ関係各自に強力に折衝することを確認し、２６日午後１時閉会したのであります。

以上総会のもようを簡単に御報告申し上げます。ただいまから表彰状の贈呈を行います。

休憩いたします。

（午前１０時０９分　休憩）

（午前１０時１５分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。

なお、５月２５日沖縄市町村議会議長会定期総会において表彰された１２年以上議員の職にある者、渡口麗秀君、喜久山朝重君、又吉久正君、特別表彰として義永栄善君、さらに全国町村議会議長会関係で７年以上議長の職にある者、高良一君、１５年以上議員の職にある者大山盛幸君、久高友敏君がそれぞれ自治功労者として表彰されました。






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。

本日の会議録署名議員は会議規則第１１６条の規定により議長において、金城庄瑞君、仲宗根昌弘君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第２、施政方針に対する質疑を行ないます。






○真栄城　嘉園君

　施政方針について４点お尋ねいたします。まず都市計画事業についてでございます。施政方針の中で「人口の都市集中化に伴ない住宅需要の増大、地価の高騰、車両交通の激増、公害問題等都市の機能を麻庳させる傾向がいちじるしくその打開策が強く要請されております」というふうにうたわれておりますけれども、そのうちで車両交通の激増と住宅需要の増大については施政方針の中でもその意欲のほどを知ることができますけれども、地価の高騰と公害の問題についての打開策をお聞きしたいのであります。

次に、１９５６年に策定されました本市の都市計画マスタープランを修正し、近隣市町村を含めた広域都市構想のもとに計画を樹立するとうたわれておりますが、広域都市構想の近隣市町村はどこどこであるのか。そしてその市町村との話し合いはどのようになつているのか、お伺いいたします。

那覇市の都市計画事業は１億３，０００万ドルの資金が必要であるが現在までに１０％の事業執行率になつているというふうに市は説明されておりますけれどもわずかに１０％しか執行していない、現在の都計事業が近隣市町村を含めた場合さらに執行率が低下するのじやないかと思いますけれども、そのへんのところを御説明願いたいと思います。

次に、施政方針の中で「道路の整備事業は重点的に施行してゆく考えであります」と述べておりますが都市計画事業費の中でも予算は都市計画事業費は大巾に増額されておりますけれども道路維持修繕費は現年度よりもたつた２万ドルしか増額されていないが少くなすぎはしないか。昨今の道路の欠壊破損はいちじるしいものがありますがそれに対してどのように対処するのか。

さらに「排水施設の整備事業でありますがそれについては今後力をそそぐ所存であります」と述べられていますがその場合に１号線の配水計画についてはひとことも触れてないが１号線は雨の降るたびに水びたしになつてその汚水は容赦なく住宅地域内に流れ込んでおりますが１号線の排水計画はどのようになされようとしているのかお伺いいたします。

第２に環境衛生対策についてでありますが、長年の懸案であるコンポストの建設が陽の目をみることができたことは大へん喜ばしいことであります。

市長は公約の中でも週２回は確実にごみ処理をやつてゆくと、そして施政方針の中でも収集のスピード化によつて市民サービスにつとめるというふうにいつておりますが週２回のごみ収集のスピード化には衛生車の増車が必要だと思いますが衛生車の増車はどういうふうになつているのか。どのようにしてごみ処理をしてゆくのかお伺いいたします。

第３に産業経済対策についてでありますが中小企業、零細企業の経営面、資金面について是正策を講ずるといわれておりますが予算面をみた場合に、産業経済費は軒なみに縮少されているということであります。

そうした場合に実際、経営面、資金面の是正策を講ずるということはどのようにして講じようというのかお伺いいたします。

最後に財政の問題でありますが、日米琉政府の援助の拡大と内容の改善、市町村交付税の増額、中央税の一部移譲については、なお強力に折衝を続ける所存である。というふうにうたわれておりますが中央税、市町村交付税そういつたものについての折衝についてはどのような折衝を行つたのか。また見とおしはどうなつているのかお伺いいたします。

さらに日米琉政府の援助の拡大とその内容の改善だがこれをどのように改善させようというのかそれについてお伺いいたします。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。施政方針の中で本市は人口の都市集中化に伴い住宅需要の増大、地価の高騰、車両交通の激増、公害問題等、都市の機能をまひさせる傾向がいちじるしくということを申し上げておるのでございますが、御質問の要点はそのうちで地価の高騰、と公害問題について市長の具体策が何ら示されていないがこれについての対策いかんということであろうと思うのであります。

御承知のとおり地価の問題につきましてはこれは需要供給の関係においてきまる事柄でございまして市長自身あるいは政府自身が直接地価の高騰についてこれを是正する政策は現在の段階においては私はないと考えております。ただ今度、政府においても住宅公団等ができますので所得の少ない人たちのために政府が土地を造成し宅地を造成してこれを安く提供するという方法、また市におきましては市の現在もつているところの市有地を適正な価格で賃借させる、あるいは払らい下げる、こういつた方法以外に地価の高騰を防ぐ道はないとかように考えております。

また公害問題につきましてもこれはいろいろございまして現在壺川内における工場地帯あれから相当の煤煙が出ておりますけれどもこういつた問題について現在直接市がこれに対して具体的な対策をもつていないのは非常に残念に思つておりますがこれはその都度市財政のゆるす範囲内において問題解決に努力してゆきたいとかように考えております。

さらに今後の都市計画事業はあくまでも那覇市だけの都市計画では調和のとれた都市計画、根本的な都市計画というものはできないのでございまして、いわゆる広域都市計画、那覇市を中心とする近隣市町村を含めた広域都市計画でなければならないというのが現在の傾向になつているわけでございますけれども、もちろんこの問題については那覇市自身が音頭をとるのではなく、那覇市自体の行政機構の中でもまだまだ改革されない問題が山積みされておりまするし、現在の市の財政状況を勘案いたしましてその問題を解決するにすら相当の時日を要するわけでございます。

那覇市自身が音頭をとつて近隣市町村を合併してゆこうという考え方はもつておりますが、ただ政府が音頭をとつて合併問題について財政的な裏打ちを政府自体がやり、あるいは政府のもつている政府税を地方税に譲与しようという確約のない限り近隣市町村との合併は考えてないわけでございまして、ただ都市計画を策定する場合に琉球政府の都市計画とも緊密な連けいをとりまして合併はしないけれども、いわゆる近隣市町村を含めた都市計画の構想は私はできるものと考えております。

道路維持対策につきましては御承知のとおり今度機構改革によりまして道路維持関係の課ができますのでこの課を中心といたしまして道路の維持管理については十二分に考慮したいと考えておりまするし、もちろん昨年の議会でお話し申し上げましたとおり今後５カ年間で市道の５０％を本舗装あるいはタール舗装をしてこれを全部舗装するという線にそつて年次的な計画でこの道路の整備をはかりたいと考えております。排水計画につきましては関係部課長から答弁させることにいたします。

次にごみ処理の問題でございますが御承知のとおり今回日本政府の援助によりまして５０トンのコンポスト工場が実現できるようになりまして御同慶にたえないところでございまするけれども、ただそれだけでは毎日１４０トンものじん芥が排出されますので十分とは言えないわけでございます。

したがいまして次年度におきましてはコンポスト工場と併置いたしまして直接消却の処理場をつくらなければいけないと考えておりまするし、その点日本政府に対しましてさらに一段と努力を傾注したいと考えております。

もちろんごみの拾集にあたりましては定数定期の拾集が非常に理想だとは言われておりまするけれども市の財政の不如意によりましてこれが現在実現されていないのを非常に残念に思つておりまするが、政府からのごみ車に対する助成も見通しが明るくなつておりますので、逐次増車いたしまして、定数定期の拾集に向かつて努力したい、かように考えております。

７番目の零細企業対策でございまするが、この解決策は何と申し上げましても資金の面それから指導の面それから財政の面この三つの点から考えなければならないと思うのでございますが、市自身として零細企業振興対策として多額の金をこれにつぎ込む余祐はないのでございまして、わずかに零細企業の施設に対する助成、並びに金融保証協会に対する出資、非常に金は少ないのでございますが、こういつた点でしか零細企業に対する振興は現在の財政の状況では考えられないということは非常に残念に思つております。

また指導の面におきましては、日本からそれぞれ専門家を招聘いたしまして企業診断等あるいは工業診断等をやることによつて零細企業の体質改善をはかる、こういつた面も同時に行なつていきたいと考えております。

次に財政問題でございますが、これは毎年繰り返えして申し上げておることでございまするし、また現在政府税として徴収されておりまするところのたばこ消費税、遊興飲食税、娯楽税これらの三税目は割り合い安定したしかも伸びのある税目でございまするので地方税にぜひ移譲してもらいたいということをこの２、３年琉球政府に対しましてたびたび折衝しておりまするし政府におきましても地方財政の強化という面で税制審議会の地方税制分科会におきましてこの問題がさらに審議されておりまするし、まだ結論が出ていないようでありますけれどもその結論が出次第政府税の地方税への移行についてはさらに一段の努力をしたい、かように考えております。

それから日米両政府の財政援助の増額はこれはけつこうなことであるが、一体内容の改善としては何をなすのかということでありますけれども、できますことならば日本と同じように地方税方式によつて援助してもらいたいということが将来の目標であり、これに向かつての改善がすなわち援助の内容の質的改善になりはしないかと考えております。






○建設部長（花城　直政君）

　１号線の排水計画の御説明を申し上げます。

１号線は御存知のように軍管理でございまして、軍のほうがこれは考えなくちやならない問題でございます。

しかし、この１号線によつて市民に迷惑を及ぼすというようなことがありますのでこの件はわれわれが排水計画において十分検討していかなければならない問題だと考えております。

１号線は排水状態が悪いところがありますし、またもう一つは路面が非常に悪いところがありますので軍のほうでかさあげするということになつております。これに関連しましてかさあげしますとまた周囲が浸水するということになりかねませんのでそういつた点は今軍のほうと話し合いをしております。一番重要なところはタイムス前、それから泉崎橋のところ、こういつたところがいつも浸水を起こしておりますけれども１号線の排水をするためにヒユーム管を同じ道路に並行して埋設して久茂地川に流しておりますのでこの久茂地川が泥がたまつているということで今までは排水がりつぱにいかなくて浸水しております。

これを徹底的に調査をいたしまして、軍のほうに申し入れたわけです。

それで軍のほうではこれを最近さらいまして、それで久茂地川は御存知のように米琉親善委員会のおかげによりましてきれいにさらいましてそれで今後は浸水はないものと考えておりましたけれども、やはりこのあいだの大雨のときは浸水しております。

これについてはヒユーム管が小さいのではないかと考えておりますのでこういつたことも軍のほうと話し合いして住民に迷惑をかけないように十分考えていきたいと考えております。






○儀間　真祥君

　私は教育関係についてお尋ねします。

この度教育委員会法が改められて市町村自治体における従来までの教育税これが廃止になりまして、市町村税に引つくるめられております。そして今度の教育税は一応教育委員会としての調整を一応終つております。その予算も議会が審議するということになつております。

この点につきまして西銘市長は施政方針の中で今後のその教育委員会の法改正によつて教育負担金を那覇区教育委員会と調整して予算に計上したが今後教育については十分に考慮していきたいというふうに説明してたつた４行で終つております。

今那覇市の教育状態みますと那覇市を含めて沖縄における小中学校、その教育財政については、教育の費用は当然国庫が負担すべきであるにかかわらず自治体や父兄の負担が大きいのであります。

去つた全体協議会の中で学校の実情をある程度みせていただきました。

そのうちに私たちが見た小中校に便所が不足しておる、こういう実情をみた場合にびつくりしたわけであります。

これをあとで調べてみますというと学校の建築については便所が含まれていない、つまり校舎建築は全額政府が負担するようになつておりますけれども、政府の負担金の校舎建築の建築計画と校舎建築割り当て方式によりますと便所は予算の範囲で建築するというふうにうまくにげております。

政府のこのような態度は無責任もはなはだしいことだと言わなければならないと考えます。要するに便所がなくて学校教育ができるはずがない。予算がなければ便所も建築しない、予算がなければ校舎も建築しない、あるいは予算がなければ義務教育そのものも放棄するという考えは文教局の考えと相通じております。

今那覇市の学校には１，０００名から２，０００名の、あるいはそれ以上の児童生徒がおります。

そういう生徒は一体どこで用便をたせばいいのか。予算がないから小便もするなというふうに文教局は教育の問題としてもつのかどうか。これは無責任はこの上もないことだと考えております。

これだけではありません。教育財政が貧困であるために学校の備品や教材でも本土の３分の１しか備わつていない。その結果は子供たちの学力低下となつて現われております。その現状をみました場合に、このような難問題をかかえた教育財政について今年度から教育負担金を各市町村自治体が背負うわけであります。

今まで説明してきたような状態の中で西銘市長は教育委員会と教育負担金を調整するにあたつてどのような態度で臨んだか、その点についてはまだわかつておりません。

この点について御説明願いたい。それから市長は施政方針の中で都市計画の問題を第一に取り上げております。

その中で現在人口の都市集中化と住宅政策が進むにつれて人口の地域集中が目だつてきております。こういう中で学校の設置計画、これはどうなつているのか、また用途地域一応都市計画を進めるにつれて用途地域が指定されております。

その用途地域の指定がどうなつておるか、文教地区であります。この文教地区の指定が今までなされていないところ、これがいくつあるか、この問題は教育関係と風俗営業これとは密接に関係しておりますのでこの用途地域の指定が現在那覇市内にいくらなされているのか、その点御説明願いたい。これに続きましてまたあとでやります。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。

質問の第１点は教育財政の貧困と関連いたしまして市長は今度教育委員会といかなる態度でもつて調整に当つたかということが質問の第１点でございますが、当初教育委員会からの要求額は１２０数万ドルであつたかと記憶をいたしております。

私といたしましては教育税の伸びの分さらに市の財政の許す範囲内においてこれを調整するようにということで関係部課長と教育委員会、事務当局の間に話し合いをもちまして提出いたしました１０２万の額に押えたわけであります。

次に用途地域文教局の用途地域の問題については部長から答弁させることにいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。人口の都市集中化に伴ない学校の問題が非常に困まつておると、しかも風俗営業との関連がどうなつているかということでございますが、都市計画のほうでは現在決定されている学校が１１校であります。那覇市の行政区域内には、もちろん小学校であります。

小学校が２２校でございましてそのうちの１１校だけ都市計画の計画として決定をされております。そのほかにはまだ決定されておりませんので現在検討中でございます。

そのほかに風俗営業との関連がございますので文教地区として２４校の周囲に文教地区を決定してございます。

これは学校の周囲１００メーター風俗営業では１００メーターと規定されておりますけれども、都市計画では１００メーターと考えずに一応都市計画の区域、いろいろの観点からそういつたものにはとらわれずに風致地区というふうに考えております。

こういうわけで学校の文教上の悪い幣害を取り除くために都市計画では決定しております。

もちろん学校の配置につきましては都市計画もできますけれども学校のほうは教育委員会のほうで計画はたてるというふうなことになつておりますのでこの決定をするときには教育委員会のほうとも十分話し合いをして今までやつております。

今後も学校がふえていきますのでこういつたことも文教当局と教育委員会と十分緊密な連絡をとつて指定していきたいとこのように考えます。




○儀間　真祥君

　今の市長の御説明聞きますと現在の市財政それの許す範囲で１００万ドル程度１０２万２，０００ドルを教育負担金としてやつたということであります。その場合にこれをより一層高率的にするために一応現在の教育委員会合併になりましたが、地方自治体とこの財政の問題です。

これが政府は自分のつくつた法律これ自体も違反して地方自治体に負担をかけてきております。

何かといいますと、ここに市町村財政法、これがあります。この第２条に２項を見ますというと、政府は市町村の自主的なかつ健全な運営を助長することにつとめ、いやしくもその自主性を失いまたは市町村に負担を転化するような施策を行なつてはならないということがのつております。

これがあるにかかわらず、現在ではこういう予算の中に自治体が負担してはならないようにのつております。

当然政府が負担すべきであるにかかわらず負担しております。

そういつた点について今の教育財政この内容では到底子供たちの学力低下も打開することはできないし、あるいは子供たちの発育も十分にさすことはできない、こういうような観点にたちまして現在の教育財政これを打開するためにどういうふうに考えておられるのか、その点を御説明願います。




○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。

御承知のとおり琉球政府の予算総額に占める教育費の比率は極めて高いわけでございまして、約３０％になろうかと記憶しております。もちろん現在の琉球における教育財政は非常に貧困な状態にあるわけでございます。貧困な財政をもつてりつぱな教育ができないことは当然のことであります。

これは教材の不備あるいは施設の不備いろいろございますけれどもこれも琉球政府自身、財政的には火の車でありまして御案内のとおり日本政府からの教育費に対する多額の援助がありまして教科書の無償配布、教員の給与に対する助成といろいろやつて、どうやら見通しが明るくなつたという段階でございます。

したがつて教育財政の問題を根本的に琉球政府自体で解決するわけにはいかないこれはあくまでも日米両政府の援助さらにそれを改善していくこういつた方法で逐次改善していく以外に方法はないと考えております。

なるほど地方財政の趣旨からいたしまして市の財政に負担をかけるような今回の措置、教育予算に関する措置については今後も検討する必要がなかろうかと考えております。

たとえて申し上げますならば教育委員会制度にいたしましても、もうそろそろ日本復帰したほうがいいんじやないか、すなわち予算だけ那覇市に、市議会で審議させる、予算がどういうふうに使われていくか、市当局では何ら関知しないということでは円満な教育財政の運営ということは私はできないと考えます。

そういう面におきましては教育関係諸法規の改正これも現在の地方財政にマツチした方向に改正していかなければならない、かように考えております。




○儀間　真祥君

　今市長がおつしやるのは政府も３０％程度、この程度負担して非常に教育財政に対しては負担を多くやつているという御説明であります。

その点について一応今後教育財政はそういうふうにやつてもまだ足りないので教育関係の立法をしてもらいたいということであります。

この問題につきましてはこの教育財政は一応貧困である、それにあるにかかわらず今申し上げたように自分でつくつた法律さえも違反してこれじや自治体に負担をかけているといいますのは浦添高校にしろあるいは豊見城高校にしても政府立の学校であるにかかわらず地方自治体に負担をかけている、こういうふうなことはあつては財政の問題も政府が負担が多くなれば自治体にしわよせが多くなつてくるということによつて決して打開されるものではない、今です。市長は日米琉政府の援助を拡大していくということをおつしやつておりましたけれども、日本政府のやつはわかります。

琉球政府はまだ琉球政府じやない、米国政府はまだ教育に対して１セントも出していない、私はそういうふうに理解しております。

そういう問題に対しましてもまた今まで申し上げておる自治法違反２条の２項にも違反しておるし、あるいはまた１２条の４項にも違反しております。これをどういうふうにして打開していくか、その点について御説明願います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。この問題につきましては即効的にこれを解決する方法はないのでございまして、もちろん地方財政法の趣旨からいたしましてあくまでも政府のやる事業で市町村に大きな負担をかけてはならないという趣旨はわかるのであります。

現在の状況からいたしましていろいろ不備な点が出てきているのは十分承知しております。

先ほどから申し上げておりますとおり、根本的な解決の問題はあくまでも琉球政府の現在の予算の状況ではどうにもならないということでありまして日本政府はもちろんのことアメリカ政府からも相当の援助額を引き出してきてやる方法以外にないのであります。

そうすればこれだけふえた分、政府の負担する分がそれだけ日米両国にかた変わりすれば市町村の負担する分もそれだけ軽るくなるということでございまして、那覇市自治体としてこの問題を解決する根本的な方法はございません。

先ほどから申し上げておりますとおり政府税源の移譲、政府税の移譲というようなことがらによつて那覇市の自己財源を強化していく以外に方法はないと私は考えております。




○儀間　真祥君

　もう１点お尋ねいたします。

今さつき都市計画の問題につきまして文教地域の指定ですね、これが現在２４地区でできておるとあと１２地区文教地区に指定なつていないわけでございます。

その問題につきまして説明で申し上げたように人口はどんどん都市に集中してくる、そうなりますとあながち風俗営業も芽ばえてくる。そういう観点にたちました場合に一日も早くこういう文教地区に指定してこれをやることによつて市長の施政方針にかかげておりますように今後の教育問題についての関心があろうということになりますが、この１２地区の文教地区の指定これはどうしてなされていないか、あるいは今後どういうふうにする予定であるか、その点について御説明願いたい。




○建設部長（花城　直政君）

　ただいまの６番議員の質問はわかりかねますが、今小学校の数は２２校であります。もちろん中学校は入れておりませんけれども文教地区としては、２４校指定しております。

少ないわけではなくして多いわけです。問題は学校の周囲全部文教地区に指定しなければならないということではないわけです。

たとえば住居地域の中にいい環境にあるところ、またそこには風俗営業ができそうもないところは私は指定する必要はないと思いますけれども、しかし建築基準法上やはりつくれるけれども風俗営業ではつくれないということがありますので都市の中心地域ではやはり文教地区というふうに指定したほうがいいように考えますので今後は足りないところは十分検討していつて文教地区の指定をしていきたいというふうに考えております。




○儀間　真祥君

　今の建設部長の説明ではわからないといいながら説明しております。私たちが調べて、要するにこの財産表、これによりますと小中校は３６ある、そのほかにもあるわけです。

そういう地域も当然文教地域に指定すべきだと思います。こういうふうに指定することによつてある程度風俗営業の問題は規制できる、そういうことになります。

今の説明からすると全部やつているという説明でありますけれども、これはまだ十分にやられていない。

この財産表からみますとさつき申し上げたように３６校の小中校がある、そのうち２４校しかやつていないということであればあと１２校の地域しか指定されていない。

その問題について何ゆえやらぬのかこの地域では当然市町村自治体で指定するのがあたりまえである。それがなされていない、この点について御説明願いたい。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。それだけまだ校区はまだ指定されていない、文教地区の指定これは今後十分検討していきたいと考えております。

琉球都市計画の修正の案を都市計画委員会に諮問してございますのでその中で十分検討していきたいと考えております。




○儀間　真祥君

　検討していきたいというのは指定するためにやるんですか。




○建設部長（花城　直政君）

　結局文教地区として指定しなければ非常にぐあい悪い、校区については早く指定していつたほうがいいというようなことで検討していきたいと考えております。

なぜ今までやらなかつたかということでございますけれども、５６年に決定されたマスタープランの中では１１校しか都市計画の学校としては指定されておりません。それでこの学校の区域を決定したあとでなければこの文教地区というものの指定もできないわけです。

学校がまだきまつていない現実には学校はあるけれども都市計画としての学校がきまらない限りできないわけで学校の配置と関連してこういつたものも指定していきたいとこういうふうに考えております。




○儀間　真祥君

　今の建設部長の御説明は文教地区の指定は学校として決定したあとでなければ文教地区の指定もできないということですが、それでは文教地区に指定しなくてもいいというところがあるはずですそういうところはどういうところか。

それからもう１点住宅政策が進んでいく、たとえば小禄の団地、ああいうところも相当の人口がふえております。

こういうところも学校設置の問題、これとも関連してくると思いますけれどもこの問題についてはどういうふうに検討しておるか、その問題について御説明願いたい。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。文教地区として指定しないでもいいようなところはどこかというような御質問でございますがこれは調べてみないとはつきりわかりませんけれども安謝の安岡中学あそこは軍用地に隣接しておりましてこちら側は全部住宅街、そういつたところは風俗営業が入り込めないようなところであります。

もし入り込もうとした場合には都市計画として風俗営業の取り締まりがでてきますので何も文教地区として指定しないでもいいように考えられます。

しかしこれは私の考え方でありまして都市計画として十分考えていかなければならないと考えます。

だから現実にある学校は風俗営業として取り締まりができます。

都市計画の文教地区というものの指定はそこに都市計画、学校として指定されたあとでなければ文教地区としてはかこめないということでありますのでそういつたことがありますので十分都市計画の修正の案の中で検討していきたいと考えております。




○儀間　真祥君

　もう１点答弁が残つております。




○建設部長（花城　直政君）

　小禄の団地が完成しかかつておりますので、あすこはずいぶん人口がふえてきております。

それからその北側の琉生団地とも関連いたしまして、あの辺は住宅街になる様相がずい分ありますので、その周辺とかみ合わせまして学校計画をしなくちやならぬじやないかということで、今都市計画のほうではいろいろな調査をしております。

これは結局どこにもつていくべきかということはこれは教育委員会のほうとも関連があることでございますし、ただわれわれのほうでぽんと指定したところで結局、用地取得ができないということになると、また問題が起りますので、これは十分教育委員会のほうとも打ち合わせをして決定していきたいというふうに考えております。




○儀間　真祥君

　先ほどの答弁によりますと、琉球政府は財政が貧困だからして、自治法あるいは財政法自体に違反してもいいんだと、それは仕ようがないじやないかというふうなことを説明しております。こういうふうなです後向きの姿勢これではけつして財政の打開はできない、当然義務教育は国庫負担でやるべきであります。

この国庫負担を日本政府に負担させるべく要請すべきだというふうに考えます。

これに対しては答弁しなくてもいい。今後です、こういうふうな弱腰、こういうことを改めて政府が財政法に違反していくというふうなことに対しても、あるいは教育財政については当然義務教育の費用は国庫負担である、これについて当然の要求として那覇市民を組織してやつてもらいたい。終わります。




○議長（高良　一君）

　４番議員






○喜舎場　盛一君

　本員は２点について質疑をいたします。

第１点といたしましては社会福祉対策の中で青少年健全育成事業の強化をはかりたいと市長は銘打つてございますけれども、その中でもつとも青少年団体の重点的な比重を占める青年団活動の育成問題において具体的に取り上げてないのでございますが、どういう方法で現在ありますところの那覇市青協に参加しております小禄青協、真和志青協あるいは那覇青協、首里と、さらに末端にありますところの各部落の青年会の育成をいかなる方法で育成強化していくか具体的に御説明を願いたいのでございます。

さらにはこの青少年育成問題において市当局は新年度予算に活動の裏付けとなる予算をどの程度計上してあるかお伺いしたいわけであります。

第２点において、都市計画事業でございますが、１１番議員からも質疑がございましたけれども、本市の５６年に作定されましたマスタープランを目下修正を加えるために、都市計画委員会のほうに諮問中であると、大変けつこうなことだと本員は思います。この答申がいつごろになされるのか、御答弁を願いたいわけであります。以上。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。青少年健全育成の強化問題について、青年団の育成をどうしておるかということの御質問でございますが、青年団の育成という問題に先だちまして那覇市の青少協として、青少年を健全に育成するために、まあ前にこれを条例化しまして育成協議会をつくりまして、特にその中で取り上げましたことは地域の組織をつくることがまず第一であるということに眼目をおきまして、地域の組織化に努力してきたわけでありますがその結果小禄の青少協、それから古蔵中校区の青少協、近くは首里中校区の青少協、今月予定されております。

安岡中校区の青少協各中校区を組織団体とする青少年健全育成協議会を組織しまして、その組織において自主的に、積極的にその育成策をはかつていくという面で青少年の育成の強化をはかつていきたいとこういうふうに考えております。

青少年団の育成でありますが、これにつきましては現在２００ドルの予算を計上して団体育成にあたつておるわけでありますが、もとよりこの金額は非常に少ないわけでありますが、問題は金額の多い少ないの条件になろうかと思いますが、それよりも一番大切なことは、その地域における青年団のいわゆる青少年の協力体制、社会奉仕の精神がもつとも大きいんじやないかと、こういうふうに考えております。

その面につきましては、われわれは各行事をとおしましてできるだけ青少年、青年団との協力体制をとつて連絡をとつて、その組織の力における活動をしてもらいたいということを願つておるわけでありまして、問題は財政の不如意でわずか２００ドルの予算を出しておるのは非常に残念でありますが、その団体会員の気持のもち方、社会奉仕の考え方というところを大きく考えていかなければならないというふうに考えておるわけであります。

まあ今後ともそういつた面は十分連絡をとりまして、各行事をとおしてできるだけ協力させていく、また財政面においてもできる限り援助していきたいと、こういうふうに考えております。






○建設部長（花城　直政君）

　都市計画の修正案がいつごろ答申がなされていつごろ決定されるかという御質問でございますが、都市計画の修正案は広域計画と那覇地区の計画、それから近隣周辺の計画というふうに三つになつて、それからしかも事業計画というような計画に分かれてくるというふうに考えておりますが、今の段階では那覇地区の計画の用途地域を、それから公園計画、街路計画ということで今概略に入つておるわけでありまして、あと残されておるのが埋め立て計画とか、河川排水の計画と、それから都市周辺の計画、事業計画というふうになつております。

広域計画のほうと那覇地区の計画は半分まで済んでおります。これは非常に重要な問題でございますのでただつくればいいというような問題じやございませんので、十分時間をかけて検討していきたいと考えております。

目標としてはこの那覇地区計画は年内にだいたい済ましたいというふうな方針で進めております。

しかしその次は周辺の近隣市町村の計画まで入つていかなければ本当の１１番議員の御質問にもありましたように近隣市町村のところまでいかなくちやならないということになりますのでやはり時間をかけてミツチリ考えていきたいと思います。




○喜舎場　盛一君

　質問を終わります。




○議長（高良　一君）

　次ぎ２番議員。






○椿　秀義君

　質問します。市長の施政方針の一切の御構想です。実現するかしないか、これには一番重要な問題として、まず市の財政強化、これが急務中の急務でございます。

市長の方針の中に自主財源の確保についてうたわれておりますが、貧困な那覇市の財源についてどのようにして強化していつたらいいか、このことについて３月の議会におきまして、琉球政府に特別とん譲与税法が立法化されてないために毎年毎年１０数万ドルの財源を、当然那覇市の財源として強化していくべきであるのに今日それが取られておりません。

そのことについて一般質問を申し上げました。企画部長の答弁の中にこれはいい案であると、このことを今後検討し琉球政府に強く立法化するようにという要請をするという答弁がございましたが、現在立法院においては開会中でございますけれども残念ながらその特別とん譲与税法の立法化については何ら勧告されていない、このことについて市長のお考えはどのようなお考えをもつておられるのか。

今後特別とん譲与税法について強力に政府に訴えて立法化していただいて、そして那覇市の財源として今後毎年毎年１０数万ドルを財政面に強化していくお考えがあるかどうか、このことについてお伺いいたします。

第２点について、コンポスト工場についてですがいつごろ施工されるかについて質問を申し上げます。以上。






○企画部長（新里　博一君）

　特別とん譲与税について、前の議会で椿議員からお話がありまして大変けつこうな御意見だと思つております。

ただ時間的に今年度の税制審議委員会の地方税制分科会に提案することができなかつたのは残念に思つておりますけれども、新年度においては税制審議委員会に要請いたしまして、それが獲得することの実現ができるように努力をしていきたいと思つております。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。コンポストにつきましては、すでに日政援助、琉政援助で約３５万ドル余の政府援助がおおむね確定しておりますので新年度内にこの認可の指令がおり次第着手いたしまして、日本政府の会計年度内間に完成したいと考えております。




○椿　秀義君

　質問を終わります。




○議長（高良　一君）

　１９番議員。






○又吉　久正君

　本員は３点にわたつて質問をいたしたいと思います。

第１点は多年の懸案でありました西公設市場が設置変更になつた問題。

２点は道路網の完全整備、３番目は消防問題についてを質問いたします。

まず第１点の市長の施政方針の中に「牧志公設市場の建設につきましては用地買収費と設計委託料を予算に計上してありますが、設計が完了次第、今年中に着工する予定であります。」とあり西市場問題は５、６年前より建設すべく提案を進めさらに多額の設計委託料も計上して進めつつあつたわけでありますが、ここに又吉世沢氏の土地に変更になつておりまするが、その理由を具体的に御説明をお願いいたしたいのでございます。

次に道路網の完全整備でございますが、那覇市の道路は御承知のとおり、雨が続くともうぬかるみになつて、舗装道路以外の支線なんかは車も１０マイルも走れないような現況である、これを先ほどの真栄城議員に対する御答弁にもありました５年計画でやりたいというふうにおつしやつておられましたが、主要道路は政府の補助金とも関係しますので一挙にするということはちよつとむずかしいと思いますが、支線におきましては、どうしてもタール舗装なり市の起債によつて思い切つた手術をしなければいかないんじやないかと本員はこう考えておるわけであります。

毎年毎年道路維持修繕費が計上されておりますが、この経費も道路維持修繕費、人件費を加えると莫大なものになるのであります。

したがいまして市道だけでも思い切つて起債を起こしタール舗装で完全タール舗装にすれば維持修繕費のほうから大きな金が浮くというふうに本員は思うのでございます。

そうすると道路網もあるいは来年、再来年に力を入れてやるならば、その支線でも完成するというとそう予想以上の大金はかからないんじやないか、タール舗装にするとこう考えられるが、当局の御計画をさらに御検討していただきたいと思います。それについて御答弁をお願いいたします。

次に消防問題でございまするが、那覇市の２７万人の生命、財産をあずかり日夜火と水と戦つている消防署員がそう大きな大遇なくここまでやつているのは、これは消防署員の敏速の活動のたまものだと敬意を表するとともにわれわれ議会人としても常に関心をもつておるわけであります。

そこでこういうふうな消防問題が市長の施政方針の中に折り込んでないということはまことに残念のいたりであると存じますが、いかようにして消防問題を取り上げてないのか、その理由を御説明を願います。






○第２助役（新垣　義徳君）

　ただいまの又吉議員の御質問に対しましてお答えいたします。

まず第１点の牧志公設市場の移転のいきさつについて詳わしく説明しろということでございますので御説明申し上げます。

その件につきましてはすでに４カ年近くもなるわけでございますが、未だに解決ができていないのを非常に残念に思つています。３日の本会議でも一応の説明は申し上げましたが繰り返えし詳わしく御説明をいたします。

問題の起こりは土地問題もあるわけでありますが、業者との調整問題もあつたわけであります。

なかなか業者との調整の問題が進まないので１９６５年３月の７０回定例議会にこの公設市場についての議案を出したわけでありまするが、そのときも問題が起りまして現在にいたつております。

それで変更した理由でありまするが、１９６６年２月２２日付で地主の上岡作太郎さんのほうから内容証明で今那覇市が使つておる公設市場の敷地を買い取るか買い取らなければ返えしてもらいたいという意思表示の文書が市長あてにきたわけであります。

それについて検討しておつたさなかに１９６６年３月７日、これは午前１０時ごろでありまするが、同じく現在の仮市場の地主の又吉さんのほうからまた同じような、今の仮市場は水上店舗ができる間貸すという条件であつたのでもう返えしてもらいたいということがありまして、いわゆる返さなければ買えということで先ほどの上岡さんと同じような申し入れがあつたわけであります。

それで２月２２日付で、先ほど申し上げました上岡さんのほうの文書によりまして、その前に上岡さんとはその文書の内容につきまして話し合いをしたいというので６６年の３月８日の午後２時に日光ホテルで話し合いをしようということになりましてそのとき話し合いいたしましたら先ほどのいわゆる内容証明の文書について話し合つたわけであります。

それでその日は具体的な値段の点まで話し合つておりません。それから次に話し合いする日日をそこできめました、それが３月１１日の午後２時日光ホテルで話し合いしようということになつたわけであります。

そこでいろいろな話をいたしまして、そこに行つたのは私と経民部長でありまするが、そこではじめて値段の点に触れたわけでありますが、直接公設市場の値段には触れずに新生通り、これは千歳橋間の通りでございますが、去年新生通りで坪１，０００ドルで買い取り売り買いしようという話をしたことがあるということをお聞きいたしまして、ではこの文書の内容について那覇市に幾らでお売りになりますかと聞きましたら、その点につきましてはよく検討していないという話もありまして、その後にちようど奥さんも息子のケンジさんも御一緒でありましたので、まあ、ああいう文書は出したけれども買い取れという文書は取り下げてこれは先祖からの土地であるので、売るわけにはいかないということでさつきの文書を取り消すような文書を出しておいたんだが届いておつたかどうかということでありましたが、それは私たちが行つたときは役所にはまだ届いておりませんでしたので届いておりませんという御返事を申し上げましたがその後文書は役所に届いておりました。

それではつきりした西市場についての値段が出ませんでした。しかも取り消すと、ということは売らないということでありました。

それで又吉さんとの関連でありまするが又吉さんとはその後３月１５日に、これは午前１０時ごろ第二助役室で大体先ほども申し上げましたが買いなさい、さもなければ返してもらいたいということが出まして、値段はある程度土地評価委員会にまかせることにいたしまして、売るという線がきまつたのが３月１５日でございます。

それで先ほど申し上げました３月１１日に上岡さんにお会いいたしまして、その次の日にちをきめまして３月１５日の午後４時ごろお会いいたしました。そのときも先ほど申し上げましたようにこれは先祖からの土地であるから売ることはできないという話があつて、経民部長と２人帰つてきたわけであります。

それで公設市場の地主は上岡さんとほかに２人、つまり上原さん、照屋さんと３人の地主がいらつしやいますが勉強堂は売らないということになつて、その前に両方の話を調整いたしまして、市といたしましては又吉さんの土地に公設市場をつくるというふうに線を出しましたので、それを地主の了解を売るために連絡をとりまして３月１９日に上原さん、照屋さんとロイヤルホテルで午前９時３０分ごろでありますがお会いしまして、実はお宅の土地に市場を建てたかつたんだが情勢の変化によつて又吉さんの土地に建てるようになつたから、もちろんお二人の土地はお返しいたしますから了承してもらいたいということでそのいきさつを申し上げましたら、それでいいということになりまして、また引き続きその足で上岡さんのところにまいりまして、いきさつによつて又吉さんの土地に公設市場をつくるということになりましたので御了承願いたい。それで土地はお返しするということで了承をされたわけでございます。

そこで私たちからお願いを申し上げまして、新しい土地に市場をつくるにいたしましてもどうしても１年以上かかりますので新しい市場ができる間は従来どおりの条件で業者にひとつ商売させてもらいたいという申し出をいたしましたらそれも承諾いたしたわけでございます。

このことにつきましては口頭で話し合いはしてあるんだが後日文書でもつて取りかわすという話しまでしたわけであります。

そこで、こういうふうないきさつで又吉さんの土地に公設市場をつくるということになつたわけでございまするが、その件につきましては６月２日の建設委員会におきまして、業者の中には市案に賛成する業者と反対する業者がおりますが当日は市案に賛成している業者をお呼びしたわけであります。

それで委員の方々からの質問が相当あつたわけでありますが市のつくる市場だから使用料の面にしてもほかの民間の業者よりはおそらく安いであろう、あるいは立地条件にしてもさして悪くはないというふうに業者代表からの説明があつたわけであります。

引き続きまして６月２日には建設委員会で精肉第一組合、鮮魚組合、新鮮食糧品組合の３組合を建設委員会にお呼びいたしまして、新しい市場ができた場合に皆さんはそこへ行く考えがあるかということに対しまして、私たちは行く考えはないというふうにいつておられます。

これは一応おのおの２０名ずつの業者代表をお呼びしたわけであります。

また、業者代表としての意見の調整もあつたわけでありまするが、業者代表といたしまして我那覇副会長は次のように証言しております。

上岡さんと話し合いをした結果、上岡さんは自分で市場をつくつて従来どおり市がとつていた使用料で借すといつていたと証言しております。それと、新しく市場ができると現在の西市場はゆくゆくは解消しなければならないわけでありまするが、そういうことについても同氏は西市場が公設市場でなくなつてもいいという証言をされております。

総括的にいえば連合会でございますがこの連合会は新しい市場には行かないとはつきりいい切つておるわけであります。それから委員会といたしましては業者のいい分だけを聞いてるわけにはいかないし地主の意見も聞かなければいけないというわけで６月５日に上岡、上原、照屋の３地主を委員会にお呼びいたしまして地主の意見も聞いております。

それで上岡さんの証言といたしましては、公設市場を個人有地にもつということは好ましくないので市のほうで買い上げてもらいたい、これは買い取つてもらいたいという文書を出したかどうかについての答弁であります。

そういう文書は確かに出したということを証言されております。先ほど申し上げました我那覇さんが証言されておりましたこと、つまり上岡さんは自分で市場をつくつて従来どおり市がとつていた使用料で借す、ということでしたがそういうことがあつたかどうかということにつきましては、上岡さんは２、３年前はそういう話しもあつたが現在はそういうことは考えておりませんと、はつきりいい切つております。

それから上原、照屋のお２人の地主は、当初から自分の土地は自分で使うというふうに証言されております。

そういうことで従来から問題になつておりました西市場における公設市場が又吉さんの仮市場に変更されたいきさつでございます。

道路の整備問題につきましては建設部長をして答弁いたさせます。




○又吉　久正君

　いまの助役の具体的説明によりまして変更の理由は明確にわかりましたがいろいろ市場問題で業者がもみあつてる。つまり賛成者もおれば反対者もおりますが市の計画としては全部そこに移すという考え方に立つて今後設計を進めてゆくお考えであるのか。

また全部今の業者がそこに移つてくると思うかどうか。その一点についてお伺いいたします。




○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。全業者を収容する方針であるかどうかということでありますがもちろん当局といたしましては全業者が入れるように今進めております。以上でございます。




○又吉　久正君

　今度の予算で排水費、設計費も入つておりますので大体そこに移すような感がいたしますが、問題はそこに市場が設置されると問題は道路のことになつてくるんじやないかと本員は考えるわけでございます。それで３月議会においても今の道路ではどうしても市場としての性格上狭いのでもつと広くして便宜をはかるようにしないと市場としての価値がないと思うがどうかということに対して、スラム街解消の一環として道路の巾員を広げてゆきたいという御答弁がありました。

しかし、この道路も一挙に巾員を広くしない限り市場をつくつてあとからその巾員を広めようとすればその辺の土地は相当高くなる。

あるいは市場ができれば一坪でも一合でも譲りたくなくなるのが人情でありますから、この市場建設と並行して一挙に道路問題を解決しない限り市場としての価値はないと思うがその点についてはどう考えておられますか。




○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。先ほどの御質問で全員収容とそれから全部入るかどうかということでありましたがあとのほうの全部入るかどうかという件につきましてはこれは希望するものは入れるという基本方針をもつております。

それから道路関係でございますけれどもおつしやるとおりもちろん道路によつて市場の発展があるかないかは十分に左右されると思います。それとその道路問題につきましても今検討を進めております。

それで実際のところによりますというと市場の建設と並行いたしまして道路を開設したほうがよろしいということでございます。おつしやるとおりでございます。

市場ができあがつたら、あとは土地も相当上るであろうということは予想されますので土地問題については早く土地を確保しておきませんというと市場建設はできないということになるわけでございまするので、さし当り早目に用地を確保いたしましてそれと並行いたしまして多少おくれるかもわかりませんが今の御趣旨によつて道路を開設してゆきたいとかように考えております。






○企画部長（新里　博一君）

　タール舗装を起債事業でやつたらどうかという御意見についてお答えいたします。

那覇市の現在の起債率からいたしますというと経常一般財源に比べまして健全性を阻害するような起債率にはなつておりません。しかし、どうしても仕事をやる場合には、那覇市の財政をたて直す場合には施政方針にもございますとおり市町村交付税の増額、あるいは日米琉政府の援助の拡大、それから中央税の一部移譲によつて自主財源を確保してこれを源主として仕事をするのがもとにならなければならないと考えているわけでございます。

ただ現在非常に那覇市の道路舗装率が悪いのでございまして、又吉さんの御意見もたいへん参考になると思いますが、一応起債の規模をどれぐらいにすればいいのか、その場合の利子はどうなるのか、起債を起した場合に執行能力がどれぐらいあればいいのか、今後の問題を財政計画の問題として検討してみたいと思います。

次に、消防関係でございますが、なぜ施政方針の中に消防関係を入れなかつたのかという御質問でございますが、消防関係では今度新しく課を二つつくりまして、機械課と予防課をつくりまして機構の整備にあたることになつております。

この分につきましては内部体制の強化ということを一応うたわれておりますがそのほかの消防の事業といたしましては例年と同じように琉球政府からの援助によつて消防車の購入と防火水槽の建設、こういつた事業になつておりましてとりたてて重点施策としてこれを施政方針に入れなかつただけでありまして決して消防行政をおろそかにしているというわけではないのであります。その意味で御了解を願いたいと思います。




○又吉　久正君

　ただいまの御答弁に対してですが主要道路は政府としても補助の関係もありますので一挙にはどうかと思いますが支線においてはタール舗装ですとそう大した莫大な資金はかからないと本員は考えます。

そこで今の維持修繕費、人件費それと起債の金利の関係をひとつ計画をたててやつてもらいたい。そうすることによつて一挙にやれば金利、維持経費を差し引いても大分ここに利益が生じて道路整備が一挙にできるという利点があると本員は考えるのであります。

それでぜひこの問題をとり上げまして起債とのつり合いについて計画をまず立てていただきたいということを要望いたします。

次に、消防に対してはおろそかにしているわけではないということですが、那覇市は文化生活を営んでるために油脂ガス類が大分多くなつております。そこで議会においても化学消防の必要性が説かれております。

一たんこういう油脂火災が発生したらその処置はどうとるのかと大いに心配をしているのであります。

議会でも前々からとり上げているがその都度考慮するという御答弁であるがそれについての御計画はあるのかないのか御答弁をお願いいたします。






○消防長（宮平　栄治君）

　ただいまの御質問にお答えいたします。市内油脂販売所、その他集積所が大分散在しておりましていわゆる油脂火災ということが想像されますが、それに対する消防の体制はどうかという御質問だと思いますけれども、現在那覇市の消防の戦力は速消車が１５台、はしご車が１台、人員が１０４名になつております。

これはわれわれが消防の使命を達成するためにはいろいろ計画があるのでありますがこの化学消防車の購入につきましては今のところ考えておりませんその理由を申し上げますと先ほど申し上げました１５台の速消車の中には７台のいわゆる１６年をかぞえておるところの老朽車がございます。従いましてこの老朽車を早急に新車に切り換えることが戦術上においてももつとも急務じやないかとかように考えております。

油脂火災の防ぎよあるいは消防戦術でございますがこれは必ずしも化学消防車を持たなければ消せないということは現在の消防の考え方からあり得ないのであります。いわゆる水によつても消せるという考え方が大分進んできてるようでございます。

また、水だけで消すという考え方のみを固持するというわけではなくて、泡沫消火新車３台にはおのおの３０ガロンが備えてあり化学消防車なみの働きをする装置がしてあります。

それでガソリンスタンドとか硫石の隣りの燃料集積所とかに火災があつた場合には、われわれの持つ戦力ではもちろんどうかと思いますが軍と応援協定を結んでおります関係上、那覇航空隊あるいは嘉手納航空隊からそういう油脂火災の大火が起つた場合には応援出動してもらえるようになつておりますので今のところは化学消防車を買うよりも速消車を充実させるということに考えをおいてるわけでございます。






○宮良　永昌君

　時計は１２時になんなんとしております。もつぱら市長にお尋ねすることになるわけでございますが、市長にははなはだ恐縮でございますがスイツチを入れ、電圧を高めてダイヤルをまわしまして受け入れ態勢を十分に整えていただきまして暫時御静聴をわずらわしたいと思います。

１９６７年度の市長の施政方針を拝聴し、さらに繰り返えしその内容に触れて見ましたが全体をとおしてその中味は余りにも抽象的で迫力がなく通り一ぺんの従来の慣習や惰性の型から一歩も前進してない、新鮮味のない儀礼的な綴り方という観念がいたします。

（「いいぞ」というものあり）

施政方針の具体性と申せばそれはいずれも議案をとおし予算面に現われてくるといえばそれまででありますが、施政方針の持つその生命は市民への市長としての最高の愛情と最高の叡智のシンボルでなければならないと思います。市民はパサパサした抽象論議よりも水もしたたるようなうるおいを求めているのであります。

もつとも具体的に事実を入れての内容、生き生きとした生命の躍動、そうしたみ力つまりチヤーミングを期待しているのであります。その内容がリズムにはじまりリズムに終つてるだけでは、リズムをいくら集めても音楽にはなりません。やはりメロデイという起伏性です。偉大なる西銘市長という情感と個性を発見しようと思つても発見できないのが残念でたまりません。開会劈頭の市長の施政方針演説の第１印象が議会全体におよぼす心理的影響の重大性を思うときなおさら遺憾にたえないのであります。

一例を申し上げますと日米琉の援助拡大という字句がありますがそれではその早期実現のためにどういう行動をなし、どういう方法をとつてきたのか。琉球政府のみにその折衝を一任し安閑としているのか。それともみずから東奔西走、南船北馬は東京では佐藤会談と現われ、ワシントンはホワイトハウスでの直談として進行し、という事実があるか。また、そういう用意が意図があるか。またグレイト那覇市の建設は決して自力ではできない現状だけに今後は、内部は助役以下部課長にゆだね市長は市長としてもつぱら外交の第一線のみに立ち、全力を集中するフアイトがあるのかどうか。

うちにじつとしておることなく目をそとに向けたとき琉銀や開発公社のみが融資の対象ではなく日本においては低開発国への融資機関として輸出入銀行があり、アメリカにおいてはバンクオブでアメリカン等がある。国際的那覇市の使命として大きな視野に立つて縦横むじんに政治的に経済的に大いなるフアイトを情熱を燃やしてフルに折衝する用意があるかどうか、溜いんのさがるような具体的な御説明を願いたいと思います。






○企画部長（新里　博一君）

　施政方針に新鮮味がないということでありますが那覇市の抱かえております問題は都市計画をはじめ環境衛生、産業経済の問題などほとんどが同じような問題を毎年抱えておりましてことさら一年一年新しい問題が惹起するわけではありませんので勢い施政方針というのは前年に引き続いた事業としてまだ未完成の事業に振り向けられるということになりますのでこういつた内容になつたんじやないかと思います。

また市長はどのような行動をして日米琉政府の援助を獲得しようとしているかということでございますが、まず第１番目に那覇市の現状をつぶさに分析いたしましたパンフレツトをつくりましてこれを日米琉政府の要路に配つておりまして、これによつて那覇市の現状を日米琉政府の方が了承していただくというような資料をつくつております。それと琉球政府が長期計画をつくる場合に那覇市もこれに積極的に参加いたしまして長期計画の中に那覇市の事業を織り込んでもらうように進めております。

さらに毎年度の琉球政府の予算編成期になりますと市長をはじめ助役各部長が各主管局に行きまして那覇市の実情をつぶさに報告して予算獲得につとめております。

もつとも大事なことは市長が本土政府に行かれるときは絶えずその筋の方々に折衝を続けておりましてコンポストの工場ができましたしさ来年度におきましてはじん芥消却炉の問題が芽を出してきましたし、さらにおつしやいましたとおりの日本政府の市中銀行そういつた融資制度から直接琉球政府にパイプをとおしてこれの援助のルートにしていただきたいということをたえず折衝を市長は続けているわけでございます。

それと本土政府から係官が来島するときはたえず市長は面会されましてそれに対して那覇市の事情をつぶさに報告し、援助拡大につとめておるわけであります。

けつして防守傍観しておるわけではないのでありまして、市長はたえず折衝を続けているということを報告しておきます。




○議長（高良　一君）

　休憩しまして午後１時会議を開きます。

	（午後零時２分　休憩）

	（午後１時３分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○久高　友敏君

　私は市長の施政方針１９６７年度の新年度にあたつての施政方針に対して２、３質問を申し上げます。

市長は特にこの施政方針の中で都市計画事業を中心として強力に推進するというのが中心になつておりますがこの中でこの都市計画事業をおし進めるにはいろいろの隘路がある、つまり、「快的な市民生活を営むだけの都市施設は不充分である」とも指摘されております、並びに「人口の集中化に伴ない住宅需要の増大、地価の高騰、車輛交通の激増、公害問題など都市の機能を麻庳させる傾向がいちじるしい」というふうにみて取つております。

さらに「本市の道路率は本土の都市にくらべていちじるしく低い」ということも指摘されております。

都市生活を営む上に重要な役割をはたす本市の公園はその整備が十分でなく快的な市民環境の中で市民生活が楽しめる状況にないということまで指摘されております。

これを解決するにはまず自主財源の確保を検討しなければならないということを強調されておりますが、しからばこの自主財源の確保を検討するという段階であるのか、今まで検討してなかつたのかどうか、これについてお尋ねいたします。

次にこれに加えて日米琉政府の援助の拡大さらに中央税の一部を地方税に移譲するということが市長の多年の政策でありますが未だこれが実現をみていないのはどこに欠陥があるのか、市長はこれを強力におし進める、今後もおし進めると極力これを打開するということを強調されておりますが、今日まで５カ年もなんなんとしておりますが、市長は当初からこれを打ち出しておりますが、未だこれの実現をみていないのはどこに欠陥があるのか、御説明を願いたいと思います。

次に住宅政策についても市長は住宅政策について１９６１年に公営住宅法が制定されて以来、日米琉政府の積極的な財政援助により着々その効果をあげているということを称賛されておりますが、しからば、その公営住宅の施行以来那覇市が実施してまいりましたこの那覇市の公営住宅建設費にあたつて日米琉政府、つまりアメリカ民政府あるいは日本政府または琉球政府からおのおのどれだけの援助がなされたか、これを具体的に数学的にこれを御説明していただきたいと思います。

以上３点を質問申し上げましておつてこれに対する質問を申し上げたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　ただいま御質問に対しましてお答えいたします。質問の第１点は都市計面事業の推進と関連いたしまして自己財源の状況について従来検討してきたのかということでございますが申し上げるまでもなく自己財源の強化の問題につきましてはこれは過去におきましても十二分に検討もしつくされておるのでございまして、今後ただこの状況の具体的な方法について問題が残されているだけであります。

この問題は那覇市財政にとつては常に古いと同時に新しい課題であると私は信じております。

政府税の移譲につきましてもこの数年来政府に対しましてたびたび折衝をしてまいつたのであります。

今日これが実現されていないのを非常に遺憾に思つております。

以上が今日まで実現しない理由につきましていろいろありましようけれどもまずその第１点は政府財政の政府の財政自体が非常に貧困であつて要するに年々増大する政府の財政需要について政府自体自己財源の強化について相当今日まで努力を払つてきたのであつて、これを地方税に移譲するゆとりがなかつたということが一つの原因ではなかろうかと思つております。

第２点目は先ほどの議会にも申し上げましたとおり娯楽税、遊興飲食税あるいはたばこ消費税こういつた税目を地方税に移すのはけつこうであるんだが市町村のいわゆる徴税機構、徴税力等の問題については政府自身が未だに懸念をもつておるわけでございまして、娯楽税等についても政府の財政努力によりまして多額のりつぱな成績をあげているわけでありますが、これをはたして市町村税に移譲することによつて従来どおりの実績をあげることができるかどうか、那覇市を除いてほかの町村における、いわゆる徴税機構の問題徴税力の問題、徴税技術の問題そういつた点について政府がまだこれを移譲するだけの自信をもつていない、こういうことも今日まで実現をみない理由の一つではないかと考えます。

住宅政策について公営住宅に対する日本政府、アメリカ政府、琉球政府の具体的な援助額につきましては関係部長から答弁させることにいたします。






○企画部長（新里　博一君）

　公営住宅の建設につきましては日本政府、琉球政府、アメリカ政府からの援助額につきましては、今資料をもつておりませんのできよう中につくりましてあしたの一般質問の前までにはお配りしたいと思つております。




○久高　友敏君

　では住宅政策についての市長の施政方針の中で日米琉政府の積極的な援助があつたということを話しておりましたのでその具体的な数字については今資料を持ちあわせておりませんのであしたの一般質問までに出すということでありますので、それじや市長が私の質問に対して、市長が政府に対し中央税の一部を地方税に移譲するということは市長が就任以来の重点政策だと考えております。

しかし今市長の説明では政府の財源が乏しいので未だに実現をみないことは残念であるということを申されております。

これを今後も強力に推進していくということを答弁されておりますが市長がこの政策を那覇市の都市計画事業を推進するにはどうあつてもこの道を打開する以外には方法はないと、したがいまして那覇市の自己財源というのは底をついておる、だから日米琉政府の援助を仰がなければならないということが言えるわけであります。

したがいまして琉球政府に対して先ほど市長が説明されておりましたとおりたばこ消費税、遊興飲食税等の地方税に移管されるべき性質のものが強力に今まで折衝されてきたんだが琉球政府の財政が困難でありまあしかし着々向こうも成績を上げているので何とか、明るいんじやないかという希望的な観測をもつておられるようでありますが市長はこの発言についてはほんとに中央税の一部を地方税に移譲する自信はおもちであるのか。

ただ相手があることだから希望的な観測をもつて打ち出されておるのか、自信があるのか、今までの話し合いによつて大体の政府のあり方もお分りだと思いますが、まちづくり、那覇市の政策を実行する上において市長はあらかじめ市民と公約した問題を実行するには誠意　と　勇気をもつてあたるということを言つておる、この件について私は特に誠意と勇気という言葉を強調されておりますが、従来の施政方針にはそういうことをうたわれておりませんが、ことしの施政方針には特に誠意と勇気をもつてこれの実現に努力するということを述べられておりますが、この見とおしはどうか、ほんとに市長が誠意と勇気をもつて打開する勇気があるかどうか、この点をもう１点お尋ねいたします。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。

政府税の移譲の件でございますが先ほどお話申し上げましたとおり琉球政府の財政需要等も関連いたしておりまするし、さらに市町村の徴税機構の問題この問題とも関連いたしておりますので次年度必ずこれが実現されるということは私としては現在ここではつきり申し上げるわけにはいかないのであります。

ただどうしてもこの問題は公約したことでもございまするし、すなわち誠意と勇気をもつて琉球政府に対して極力折衝するということでございまして、これが次年度すぐ実現するということではございません。

御承知のとおりこの問題につきましては税制審議会におきましても現在取り上げられておりまするし、税制審議会の意向といたしましても、まだまだ現在の市町村税を引き上げていけば地方財政の強化という目的を達成することもできるんじやないかという意見も一部にはあるようでございまして、税制審議委員会の答申自体が前面的に私が申し上げました三税目を地方税に移行したほうがいいという意見に到達するかどうか、まあ非常に疑問の点がなきにしもあらずでございましてその点ははつきり自信をもつていうことではなくあくまでも誠意をもつて実現方に努力をするということであります。




○久高　友敏君

　繰り返えし申し上げるようでありますが市長の施政方針はいやしくも市長はこの考えによつてあくまでも実現するんだというような意思に基づいて出さなければならない、しかし市長は今の答弁の中から政府の財源の貧困こういつたものがあるので今年度中に実現するのは自信をもてないが、いずれにしても誠意をもつて努力するという誠意はあるようだが、しからば市長はこの６７年度においては実現不可能かも知れないが、市長の任期中においてはこの中央税の一部を地方税に移管するだけの自信をおもちであるか、これに対してもう１点お尋ねいたします。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。自信のあるないの問題ではないのでありまして、その実現方について極力努力を続ける折衝を続けるということでございまして自信のあるとかないとかの問題ではなかろうかと私は考えております。




○久高　友敏君

　ただいまの市長の御答弁からいたしますと、自信のあるとかないとかは問題ではない、とにかく努力をするということだけに終わつておるようでありますが、しかしながらわれわれはこの議案を審議しあるいは市長の一般施政方針を一応基準といたしまして市長の提出議案に対して審議をするわけでありますが、将来どの程度の見通しがあるかどうか、あるいは自己財源の確保についてでも先ほど申し上げましたとおり自己財源の確保については検討する段階であつてまだどのようにするという見通しもなくばく然として施政方針がただ希望的な考え方に立つて述べられたということになると非常に大きい問題だと思います。

したがつて市長がこの信念をもつてこの施政方針あるいは選挙にあたつての公約これを実現するためには先ほども申し上げましたとおりあくまでも正しいのは正しいとして自分の政策を推進するには政府にも当然要求すべきものは要求してこれは事に処すべきじやないかと考えておるわけです。

市長の今の御答弁からすると政府の財政の乏しい関係からして実現はあるいはできないかも知れないがただ努力をするということで書いただけであつたということにしかならないんじやないか。

ただ文句を並べただけであつて相手があることだからできないかもしれないあるいはまた向こうがやるならばできるかもしれぬというようなあいまいな御答弁でありますが、これも先にも申し上げましたとおり当初において市長は誠意と勇気をもつてあたると言いながら自分の政策を実現するにはどうしても勇気をもつて事にあたるというのが市長の態度でなければならぬと思うが、これについては市長はいささかそこに勇気がないような感じがしますこれに対してどう思うか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。

御指摘になりましたとおり、相手のあることであります。言うならば相手と相撲をとることであります、勝つか負けるかは時の未知数であります。勝つと思つて負ける場合もあるし、負けると思つて勝つ場合もあるわけでありまして、ただそういうことは予測のできないことがらについて自信があるかないかということは私は無用だと考えます。

問題は努力を傾注する、誠意をもつて傾注する、相手のあることでありましてそういつたことについて公約、実現に邁進するということだけであります。






○金城　庄瑞君

　市の財政問題についてでございまするが都市計画はまず資金からと思いますがすでに１１番、２番、１５番議員からも質問がありましたので基本的問題をごく簡単に３点だけお尋ねいたします。

市の財政規模は毎年増大して都市計画を初めとする各般の財政需要を満たすのにほど遠いものがあると施政方針の中で述べられておられますが、また今後ともに自主財源の確保について検討してこれが充足に努める考えのようでありまするが毎年増大する予算の確保についてもつと財減をますためには住民の増税によるものか、または新しい財源の見通しがあるかどうかあるいは税外収入を見込んでおられるのか、具体的な将来の御計画があつたら御答弁をお願いいたします。

それから今後も依存財源の確保のために日米琉政府の援助の拡大に強力に折衝を続けると内容の改善というような考えのようでありますが、自己財源の確保と依存財源の確保と今後どちらを重点におかれて努力していかれる考えであるか、またかりに現在のままの財政状態で続けていくならば当局が考えておる都市計画を十分に充足するには何年位の年月を要するか、その３点について御答弁をお願いいたします。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対してお答えいたします。

自主財源の確保の問題につきましてその具体的な財政計画の内容につきましては部課長から説明させることにいたしましてただ依存財源すなわち日米琉政府からの援助獲得と自主財源の確保といずれに重点をおくかということでございまして、これは私から申し上げますと、甲乙をつける段階に今日きていないと思うわけでございます。

もちろん自主財源の確保の問題につきましては先ほどの御質問にもお答えいたしましたとおりいろいろ政府としてもこれを移譲することについて問題点をかかえているようでございまして、急速にこの実現を見るということはこれは不可能なことでございまして、したがいましてそういたしますとするならばどうしてもこれにかわるべき自己財源の確保ということでそれにかわるべき自己財源の確保については努力し、自己財源の確保のできない足りない分、これを依存財源で補うということが当面の那覇市の財政事情からいたしまして、どうしても必要なことだと考えております。

具体的な財政計画の内容につきましては部長から答弁させることにいたします。






○企画部長（新里　博一君）

　都市計画事業を充足するのに何年かかるかというようなことでございますが、われわれが大体考えております都市計画の総事業量が１億３，７００万ドル位でございますが６６年度の予算を全部執行するものといたしますと、その１４．９％位が大体達成率になるわけです。

さらに６７年度で４．５％位ふえるというかつこうになつておりますが、この率で都市計画事業が伸びるのかどうか、あるいは今後日米琉政府の援助によつて相当の援助の増額があればその率がふえていきますので何年までにできるというような確答はいたしかねるわけでございます。

私たちとしては１９７０年を最終目標として一応の目途をもつております。でこれがその通りいくかどうかこちらではお約速できませんが現在の達成率は１４．９％位で６７年度の分として４．５％位ふえていく、これは日米琉政府の援助拡大によつてこの率を順次上げていく以外にないということしか申し上げられないのであります。




○議長（高良　一君）

　次は７番。






○瀬長　フミ君

　私は２点についてお伺いしたいと思います。施政方針の８ページにあります環境衛生対策についてでございますが、先にも真栄城議員からも御質問がございましたがそのほうは施設についてでございましたが私は処理と収集についてでございます。

市長の施政方針の中に「ごみ、し尿の衛生的処理に重点をおき収集のスピード化による市民サービスにつとめる所存であります」と述べられておりますこのスピードによる市民サービスということでございますが、最近いろいろとし尿処理についてもまだまだ改善されておりません。前にも市民から大部苦情がありましたがこのスピードあるいは収集の問題について非常に苦情がありまして、当局のほうにもその苦情はいつていると思いますが最近これの改善がされておりませんでむしろうしろのほうにスピードが逆行しておるような感じを受けております。

ですからこの処理とスピード化をどのように計画されておりますか。

具体的なことをお答えお願いします。

一つは９ページの保健衛生事業につきましては、前年に引き続き政府施策の協力事業として予防接種を実施するほか、密集地域の結核集団検診を実施するとともに保健思想の育成と市民の保健管理に努める所存であると市長は述べられております。

保健衛生事業は結核ばかりでなくいろいろな病気がございます。単に政府の事業だから政府の事業に協力する程度、結核だけの仕事をなさるのかあるいはそのほかにいろいろな保健衛生事業があると思いますのでそのような具体的な事業がございましたらまたお願いいたします。

以上２点についてお答えを願いましてそれから次に質問いたします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。ごみ、し　の収集スピード化によるサービスの向上という問題を、それから保健衛生事業に対する２つの質問のようでございますが、じん芥収集につきましては、現在市の直営車１７台、それから業者のものが４０台、馬車約３０台と、これだけで一週間に１回というまあ計画で配車をいたしておりますが、直営車の中であるいは民間の保有する車の中で車両検査、あるいは車両の故障、あるいは運転手の休み、こういつたことがありまして、完全に一週間に１回という点もいかないこともあると思いますがこの点は非常に申しわけないことと考えております。

これは人口の増加に伴ないまして、基本的には絶対数ふやすことが問題であります。

そういつた観点にたちまして、すでに３カ年来政府のごみ車に対する補助という新しい補助金を獲得しまして、すでに当時の保有台数の約倍になつておりますが、さらに今年度６７年度におきましても３台の政府補助がおおむね確定されておりまして、現在立法院で予算審議の段階にはいつております。それとさらに委託地域をふやしまして、直営車の搬入区域を縮少することによつて運搬回数を多くすると、そういつたことによつて新年度におきましては、従来の一週間を５日に１回というふうに縮少していきたいというふうに考えております。

し尿につきましては、これは衛生法に基づき市長の許可する業者により収集されております。

現在那覇公衆衛生社、それから那覇衛生組合という２つの団体によつてやらしておりますが、台数におきましてはおおむね足りているわけでありますが問題はその道路の巾員、形態という関係上なかなか奥までゆきとどかない点がありまして、密集地域の道路の狭い奥の世帯に非常に御迷惑をかけている点も多いかと思いますが、われわれとしましては、これに対しては吸いんホースの延長をさせて、従来は２４．５メーターから３０メーターの長さをもつておりましたが、さらにこれを４０メーターの長さにのばさせるということによつてできるだけこれを緩和させていきたいと、こういうふうに考えております。

なお業者については十分指導、監督をいたしておるわけでありますが、彼らといたしましても、もつぱら社会奉仕的な仕事じやなくして一面自分の企業としての段階も考えておりますので、あるいは市民に対して御迷惑な点があるかと思いますが、そういつたときには遠慮なく衛生課のほうに御連絡いただければ十分なサービスを差し上げたいと思つております。

保健衛生につきまして答弁いたします。これは施政方針について特に集団検診をうたつてありますがこれは結核の診断の集団検診について６７年度から新らたに取り上げようという考え方で、これを特にうたつてあるわけでありますが、そのほかに小児麻庳、チブスその他いろいろな法定伝染病等の定期的な検診、予防注射を従来どおり行うということであります。

特にこの集団検診につきましても、結核の検診は政府の政策によりまして、定期的に行われておるけれども、ややもすると密集地域の検診がおくれがちな点がありますので、特にその面を新年度においては市としては力を入れて政府保健所の協力を得まして、密集地域の集団検診をやつていきたいと、こういつた点で市民の保健の増進面に力をそそいでいきたいとこういうふうに考えております。




○瀬長　フミ君

　ただいまの話では結核、小児麻庳、そういつた予防接種の点を申されておりましたけれども、このほかに庁舎の中には公衆衛生看護婦室がございましてその中で市町村に割り当てられた公衆衛生看護婦がいらつしやるが、その方々が那覇市民の健康予防治療の両方指導をなされておるようでありますがその人たちを技術援助して、そして事務的な面を那覇市が協力してもらいたいというふうに公衆衛生の看護婦のほうでは希望しておりますが、こういつた技術職員、事務職員をその公看の中におくような考えはございませんか。それはもちろん政府の事業でございますのでこの事務職員も政府からなされるのが本当でございますが、政府から補助金をいただいて、そしてそれによつてこの公衆衛生看護婦も増員するか、あるいは普通の職員を置くというふうな、当局としても強力に政府に折衝していただきたいことを希望するのでございますがそういう点につきましても当局としてはどういうふうに計画をなされておりますか。

最近母子保健衛生についても非常に重要視されておりまして、これもむしろおそいような感じでございましてもつと前からなされなければならないと考えております。

その母子保健衛生についても那覇市民のそういつた婦人の立場を婦人の健康を守る立場からも市としてはそういう面に力を入れてもらいたいのでございますが、たとえば那覇市のほうには母子手帳を配ばるところがございましてこの母子手帳が配られておりますが、これもあまり利用されておらないような感じがございますので、母子手張はうんと母子世帯が利用して、そして幼児の健康管理、あるいはすこやかに育つて発育するような指導面にもう少し当局がその面にも力を入れていかなければならないと考えております。

そういつた点について当局としてはどういうふうなお考えをもつておりますかお伺いいたします。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。公看はこれは保健所法によりまして政府の職員として各市町村別に駐在されておりまして、それを市町村役所においておるところもあるし、あるいは別のつめ所に置いてあるところもありますが、那覇市は幸いりつぱな庁舎ができましたのでその一室を与えまして公看のつめ所にしておりまして、公看独自の固有業務というものがございまして、これはちやんと保健所との連絡におきまして、それから市の協力を得て保健業務をやつていく、先ほど申し上げました検診にしても、予防接種にいたしましても、すでにこれは公看をとおして保健所から伝達によつて市が協力をしてタイアツプしていくという体制をとつております。

事務職員の件でございますが、これは２週間ほど前に、われわれは新年度の６７年度の保健事業の計画樹立のために保健所、さらに現在招へい医師として日本の厚生省からおい出いただいております講師の方もおまねきしましていろいろ保健事業のことについて打ち合わせをいたしたわけでありますが、その席上でもその事務職員の補助方について要請があつたわけでありますが十分これは内容を検討してみなければわからないわけであります。

当日の説明を聞いて感ずることは問題はまずその前に行政府そのものの事務簡素化、行政事務の簡素化ということがまず先決じやないかということを感ずるわけであります。

そういつた点等もございますので十分なる行政府の事務の簡素化という上にたつて、さらにそれでも不自由だということであれば検討しなければいけないと考えておるわけであります。

それからもう１点は母子手帳の点につきましても、これはただいまの７番議員のおつしやるとおり市によつてこれは交付しておりまして、妊産婦そのものが母子手帳がないことには非常に本人自体が不自由するわけであります。

そういうことでありまして利用するかしないかは本人にかかつておるわけでありましてわれわれがいくら利用しなさいというても本人が動かぬことには引つぱつて歩くわけにはいきませんし自分でその手帳をいかにして活用するという点について重点がおかれるんじやないか。

母子の保健につきましても、最近新聞でも御覧のとおり非常に母子健康法の立法要請も民間団体からもさけばれておりますし、われわれとしてもその重要性を十分感じておりまして、ともに立法化の要請に動きたいとこういうふうに考えております。




○議長（高良　一君）

　８番議員。






○黒潮　隆君

　施政方針の中でこの西銘市長は最初当選以来都市計画事業を重点的に進めたいというふうに述べてきておりますが、このたびの施政方針についてもやはり同じようなことを強調しております。

したがつて私はこの都市計画事業の特に修正していかなければならないという点についてただしていきたいと思います。

西銘市長がはじめて５年前ですかはじめて当選したときの最初の施政方針の中でも、このような指摘がはじまり、毎年施政方針の中で同じことが繰り返えし強調され、またこのたびの施政方針でも忘れることなく述べております。

「１９５６年に策定いたしました本市の都市計画マスタープランを修正するため目下都市計画審議委員会に諮問中でありまして、これが答申され次第議会に提出し御意見をあおぐ所存であります」という都市計画の修正についてでございますが、この最初の６２年度５２回の定例議会の施政方針でもこのように述べております。

「本市における地方自治行政が戦災復興都市計画中心の行政から市民福祉の水準を高める行政に移向しておる現状にもかかわらず那覇市の場合は基本的な都市計画事業を中心とする行政が要求される現状であり、そのためにはこの事業を広く国家的事業として日米琉政府の共同の責任において促進する体制を確立することを基本的な行政の目標において、さらに１９６４年度を起算年度とした長期計画を立案したい」ということで最初の施政方針の中で打ち出しております。

そしてその施政方針、市長の考え方を実施に移すためにその年度で大巾な機構改革をし職員を大巾にふやしております。そしてその翌年当選して２年目の年５７回議会の施政方針でも次のように述べております。

「都市の発展が基本的計画に先行し、市街地の様相が急速に変化している現在、本市の都市機能を増進をはかるため現行の都市計画を若干修正しなければならない段階にきておるのであります。

このことにつきましては１９６３年度の施政方針でも指摘したとおりであります。すなわち１９６４年度を起算年度としまして那覇市の発展状況に促した都市計画案を策定し議会の御批判を得る予定でありましたが、諸般の事情によりこれが調製をみていないことをまことに残念であります。もちろんこの新しい都市計画案は引き続き調査を進め、各分野から総合的に都市問題を分析し、調製するため慎重を期しておりまして、今年中には策定を見る考えであります」と、こういうふうに２年目の施政方針で強調しておりますが、さらにあくる年の６４年６４回議会の施政方針の中でもつぎのとおり強調しております。「都市計画の修正については近く成案ができることになつております。

事業年次計画については施行年度の検討を終えて目下財政計画を検討中であり、近く御批判をあおぎたいと考えております」と主張しながらまた６５年つまり去年であります。７３回定例議会の施政方針でこう言つております。

「都市の急激な膨張に伴ない１９５６年に策定された計画の修正を余儀なくされているため、現在都市計画審議委員会に修正案の諮問をしてありその答申のあり次第決定いたす所存であります」と繰り返えし、さらに今回つまり８３回の議会、このたびの議会の施政方針の中でもこう言つております。

先ほど私が読み上げたとおりでありますが、これは５カ年前と同じことを繰り返えしております。

まるでオームみたいなものと考えますが、同じことを繰り返えしむしろ５年もたつておりますが、聞く人のほうに耳にタコができる時分だとこういうふうに考えております。

したがつて私がお尋ねしたいのはこの当初の施政方針では１９６４年度を起算年度とした長期計画を立案し、議会の批判を仰ぎたいとして２回目には施政方針は諸般の事情により策定を見ていない残念であるとか、今年中にはできると策定すると言つております。

ところが３回目の施政方針では都市計画の修正については近く成案ができ、事業の年次計画についても、施行年度の検討はすでに終わつている、そして目下財政計画の検討中であり近く議会の御批判を仰ぎたいと、さらに４回目の施政方針は修正案を都市計画審議委員会に諮問してありその答申のあり次第議会の御意見を仰ぎたいと、そして今度も去年と同じように都市計画審議委員会に諮問してあります答申のあり次第議会の御意見を仰ぎたいとこういうふうに繰り返えしてから５年たつております。

そこで本員がお尋ねしたいのは５カ年も過ぎた今日、修正案がまだ議会に提出できないおくれた理由はどこにあるかというのがまず第１点でございます。

２番目にいつごろの修正案が議会の御批判を仰ぐことができるか。

３番目に３年前に市長は施政方針の中で事業計画についての施行年度の検討まですでに終わつていると、目下のところ財政計画の検討中だというふうに述べておりますが、６４年度のこの起算年度はすでに過ぎてしまつたわけです。ところが西銘市長が修正しようとしておる計画に基づいて、すでに６４年度起算年度として事業がはじまつておるのかどうか。

それとも修正案ができてないためにまだはじまつていないとすれば起算年度は過ぎてしまつております。

この起算年度はいつからはじめられるか。この３点についてお尋ねし、それによつてさらに質問を続けたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。西銘市長が施政を携わつてから毎年のように都市計画修正案のことを施政方針の中にうたつておるけれども、どうして今まで議会に提出することができないのかと、いつ出すのかとおくれた理由は何かというような御質問でございますが都市計画の修正をしなくちやあならないということは６３年度の議会のときに申し上げておりますのでよくおわかりのことだと思います。

理由については申し上げませんけれども、この都市計画を修正するためにはやはり相当の時日と調査をするのに相当の時日を計画するのに相当の時間をかけなければいかないということであります。

５６年に決定された都市計画のマスタープランが７、８年も要しておりますこういつたいつたん決定された計画を修正するためには、それ相当の理論がここになければ修正はできないと思います。

それでじつくりこれは根をおろして検討していかなければならないと、いつたん変更してまた２、３年あとにまた変更しなければならないというようなことになりますと迷惑を受けるのは市民でございますので、こういつたことがないように十分検討をするためにこういうふうにおくれておるわけであります。

現在都市計画委員会のほうに諮問いたしておりますので、先の４番議員の質問にお答えしましたとおり、広域計画と那覇地区中心街の計画であります。この点については半分ほどは検討は済んでおりますのでできるだけ年内にはこの那覇地区の計画を済まして、そして残りの周辺の近隣市町村の、もちろん広域計画の中のものまで検討を加えていかなければならないというふうな考え方がありますし、また事業計画もそれに入れないというとただペーパープランに終わちあいかないということもありますのでそういつたこともじつくり隣接市町村とも話し合いをしなければ、また財政計画ともにらみ合わしていかなければなりませんので、相当の時間をかけてじつくり検討をしたいと考えておりますので、なるだけ早めに議会に対して諮問をはかりたいというふうに考えております。

これは今委員会にはかつておるだけでありまして、いろいろ非常にむずかしい部面もあるのでございますので、私個人の考え方としましては、やはり都市計画は１００年の大計というふうに言われますので日本本土の専門の方の意見も聞いてきめたほうがいいんじやないかというような気もいたしておりますので、十分その点は検討いたしまして、議会にはかる時期は今何とも申し上げられないということを申し上げます。






○企画部長（新里　博一君）

　御質問は都市計画マスタープランは施設計画を両方ごつちやにされて質問されておるようでございますが、施設計画につきましては、当初６４年度起算年度として施設計画をつくろうということで各部面にわたつて資料収集したわけであります。

で資料収集にあたつて職員のふなれでこういつた計画は勝手でございませんので、そのふなれな点もございましたけれども、同時に琉球政府におきまして民生５カ年計画が財政総合３カ年計画というものに切り換えられていつた。

さらに、財政総合３カ年計画が未発表のままに財政総合長期計画に変わつていつたということで、この琉球政府がどういう方向で事業を進めているかと考え方がなかなかわれわれに察知できなかつたということで、資料収集している間に、今度は安謝港の埋め立て計画、日本政府から講師がまいりまして、いろいろ検討されてこの港をどのようにつくるかというのがまた問題になりまして、こういつた紆余曲折を経まして残念ながら今まで成案を見ておりませんが、しかし今度は６７年度を起算年度としまして７０年度までの資金計画をつくつてございます。この資金のワクにおいて現在各部にその範囲の事業計画の提出を　求めておりましてこれができ次第、おそらく本年度中には印刷ができるものと考えております。




○黒潮　隆君

　ただいまの両部長が説明しておりますが、この建設部長の説明からしますと相当の時間がかかると、この計画を練つて議会に提出するまでには相当の時間がかかるということが言われております。

ところが施政方針を見るとずつと前に議会の御批判を仰ぐというのが繰り返えされたために、やはりおくれている理由をただしたのでありますが、ここで問題になつてくるのは、先ほどの部長の説明の中にもありましたとおり、３、４年前からですね、この都市計画を修正しなければならないという根本的な理由を市当局が、おおよそ次の２つにわけて指摘しているもんだと本員は理解しております。

一つには都市計画に先行して那覇市の発展と人口の都市集中化によつてまちが膨張し、現在の市街地の様相では現行の都市計画ではその状態にそぐわないというのが一つ。

さらにあと一つの理由は、都市計画が遅々として進まない原因は政府と市町村自治体へ財政負担の区分が明確でなくその上援助額も少ないことをこれまで市当局の説明の中で明らかにされております。

したがつてここで本員がお尋ねしたいのはただいまの部長の説明では十分時間がかかるがなるべく早くしたい、しかしながら十分検討しなければならないと簡単にはできない、また計画を変更するのは迷惑を市民にかけることになるということからしますと、今の那覇市の力、あるいは今の政府からの援助、あるいは日本政府からの援助、そして財政区分もまだ法的に明らかにされておらないような状態の中で、現在の都市計画にそぐわないように那覇市のまちがなつている、したがつてこれを修正しなければならないというような段階で修正案を提出するのに時間がかかる、その修正案ができ上るまでにはますますこの都市計画にそぐわないように計画よりも変更をどんどん変更してゆくそれに財政援助、あるいは那覇市の財政計画ではおつつかないということを市長も認めておるとおりであります。だからそこで時間をかけて成案になつたときは手をつけられないようになり、さらに修正というふうに追い込まれていきはしないか、たとえば最初の石川構想ですか、これは１０年以前にたてられたのかずい分こわされていつておりますね、そういうふうな中でどんどんときがたてばたつほどますますやりにくくなるんじやないかというふうに疑問をもつのでありますがそういつた修正案をつくる場合にその時間的な開きですね、これに支障は出てこないかという点をお尋ねいたします。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。５６年に決定された都市計画マスタープランが財政の貧困化によつて、都市の機能が都市の膨張に対してそぐわないということで修正の意見が出ておるわけでございますが、これはおつしやるとおりに修正というものが時がたてばたつほど都市は変なほうに発展してゆくということでして、そこには都市変更がたくさん出てくるということで、いたちごつこになるんじやないかということでありますけれども、これは御指摘のとおりでございます。

はやくこれを決定いたしまして決定された都市計画にそうして事業計画を立てて、そして財政計画も立てて進めていかなければならないと思います。

大体都市計画は２０年を目途として計画を立てるわけでございます。２０年先の財政をいかにしてたてていくかということを十分に考え合わせるためにはやはりそれ相当の考え方が必要だと思うわけでございます。

それをうかつに計画を修正いたしましてまた途中で変更しなければならないということになると困るわけでございますので、十分時間をかけなければならないということでありますけれども、現在の決定されたマスタープランが全然ものにならないということじやなくて、それを推し進めながらそこにいろいろ摘出すべきものがあれば摘出してゆくということで進めていかなければ都市というものはりつぱにならないと考えますので、これは現在決定されておる都市計画を推しすすめながら早く修正案をつくつてゆきたいというふうに考えております。

大きなねらいは都市周辺が那覇市と緊密な連絡ができるような都市構想にもつていかなければならないので、こういつたものまでこのたびの修正案に上げていこうということで、隣接市町村との問題が非常に重要な問題があるのでそこに時間がかかるというふうに考えております。




○黒潮　隆君

　都市計画の修正についておよそ検討はつきます。ところが都市計画を修正してゆくのにはどうしても今の状態からはやむを得ないというふうに考えておりますが、しかしながらそれにも増してもつとも重要であるのはこの計画に対する財政的な裏付けがなければなんにもならないというふうに本員は考えます。

また、その裏付けがなくして都市計画事業を進めるなどと大上段に構えることが本員はナンセンスだと思います。

また施政方針も単なる綴り方に終わつてしまうと考えるものであります。

そこで那覇市の財政状況を見た場合にずつと以前からの市長と各議員との質疑応答の中にも明らかにされておりますとおり、琉球政府も那覇市も非常に貧困であるので都市計画事業を進める場合には援助金が出た場合でもやはり那覇市もそれなりに苦しいわけでございます。というのは対応費捻出のため埋立地あるいは市有地を切り売りしてこれに充当する。そしてようやく間に合わせてゆくという形がとられる。

また、この経常的収入もやはり経常的な支出にはおつつかないという事実であります。

従つて事業費に振り向けるようなことがないなかで市長が前から述べておられるように中央税の一部を市町村税に移譲させる。つまり日本本土で地方税市町村税になつてるのを市町村に返すというような努力もしておられますがそして先ほどからの議員の質問の中にも日米琉政府の援助あるいは自己財源を確保してゆくということだがどこに重点をおくかという質問に対して、どこに重点をおくかということであるが両方重要であるということを述べております。本員もそのとおりだと理解します。

そこでこの日米琉政府の援助の場合にも、市長は援助の内容をかえてゆくような努力、つまり交付税法、日本本土でとられてるような国県支出金、法の裏付けがあるような支出の仕方に援助もそういうふうな形でとるように努力するというように繰り返えし述べて施政方針でもそのとおり述べております。そこで本員がお尋ねしたいのはこれについてであります。財源がない場合には先ほどから申しておるように計画を修正しようが、起算年度を遅らせようが遅々として進まない都市計画はますます日本本土に比較して遅れてしまうということははつきりしている。

この中ではつきりした援助は得られない。と申しますのは沖縄が今日本から切り離されてアメリカの軍事的、植民地支配の中におかれております。そして、琉球政府の財政も貧困である。

アメリカに従属している日本政府は対米姿勢では非常に腰が弱いという中で今ベトナム侵略戦争あるいはアメリカの戦争政策といいますか、このアメリカの予算の７割から８割は、軍事費の占める率が毎年非常に多くなつております。

それで税金もどんどん上がつてゆく、そしてインフレになつてきてドル危機とまでいわれております。

そういうふうな情勢の中で何年度はいくらとれるということは、先ほど市長が述べておりますとおり法の裏打ちがあるところまでもつていかないと難しいのであります。

しかし、大まかな見通しとして発表できるかという点ですね、もし、大まかな見通しがあるとすればそれをここで発表していただきたい。と申し上げますのは６３年の３年前に真栄田議員の質問に対して市長はこういうふうな答弁をしております。

私がお聞きしているように都市計画を修正することについてであります。市長はこう答えております。先ほどからいろいろ御指摘いただいておるのでありますが首都建設法といい都市計画法といいまつたく政府の財政的な責任が明確に規定されておりません。

いわゆる予算の範囲内でこれを援助するというようなことになつておりまして、思いどおりの首都建設計画や都市計画、あるいは財政計画が立てられないのが実情であります。

また、日米琉３政府の責任において、政治的責任において都市計画を推し進めていかなければならないということは十分考えておりますが、さて資金計画になりますと実際上計画がたたない。

毎年度毎年度における政府の財政計画に調和していかなければならないし、那覇市独自の財政計画、長期資金計画はできないというのが実情であります。

というふうにして、さらにこれがございます。

プライス法の改正によりまして米国からの大巾な財政援助があろうかと思つたのでありますが、全く期待はずれでありまして、その点民生５カ年計画も当然修正しなければなりませんし、それに伴う那覇市の都市計画も変更の余儀なきに至つておるのであります。

というふうに答弁しておるところから見てちようど３年前プライス法のわくが広げられるというふうに決めて施政方針の中でも大巾援助があるというふうに述べておられましたがいろいろと選挙とかちあつていたんだと思いますが流れてしまつております。

今度の場合も中間選挙とかちあつてあるいはできないというふうなニユースを聞いております。こういうふうな中でやはり法の裏打ちがないためにはつきりした年度年度的なことはいえないと思います。

そこで大まかな発表ができたら発表していただきたいと思います。




○企画部長（新里　博一君）

　事業計画をつくる場合にお説のとおりこれははつきりした目途はたたないわけでございます。

従いまして私たちが普通厳密にいつております計画、つまり国民所得をいくらに伸ばすか、産業構造はどうするのかということを考えての計画はちよつとこれは那覇市の場合は無理であります。ただ目標より指標ということになりますが単年度の予算を編成するだけではなくしてわれわれが必要とする施策の方向をこの事業計画で明らかにしてゆく、そうしてこれによつて日米琉政府の援助の資料にする。

従つて、われわれとしては７０年度まではこれだけの仕事ができると。これだけの援助があれば琉球政府のこれだけの援助に対しては対応費はこういうふうにかかるというような一つの指標をつくる。

これは必要じやないかということでありましてこういつた考え方でこの事業計画はなされるわけでございます。

こういつた指標ができますので結局、経済、産業、建設、衛生、水道こういつたものが有機的につながりまして一つの組み合わされた施策が生まれてくるというのがこの計画のねらいになつております。

従つて、内容としましてはわれわれは毎年毎年修正して執行されるところのレフテイング、プログラム方式で計画してゆくということであります。

それで、いくら確実にもらえるということではなくしてわれわれの４年の指標はいくら必要だということが一応計画の主旨になつております。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。財政援助の見通しでございますが、今度アメリカでプライス法案の審議がなされております。

上院を通過すればそれだけ琉球に対する財政援助が多くなります。さらに、それと相呼応して日本政府の沖縄に対する援助額も増えるのではないかという期待がもたれるわけでございまして、そういつた枠の増大によつて那覇市に対する援助計画もいくらか増えるんじやないかというこれぐらいの見通しでありまして、昨年も申し上げましたが立法関係法規の中でそれぞれの費用の分担区分、政府の負担、アメリカ、日本政府の負担、こういつた負担区分について明確に規定できないところに事業を遂行する上でむつかしさが出てきますのでそういつた点で交付税方式で日本から援助を受ければこれに越したことはないというふうに考えております。




○黒潮　隆君

　ただいまの市長の答弁はプライス法が通過した場合には増えるのではないかという程度のことしか述べてませんが。




○議長（高良　一君）

　黒潮議員これでしめて下さいよ。




○黒潮　隆君

　まだ時間はありますよ。先ほどの企画部長の説明でも６７年度から７０年度までにこういう事業をするとこれだけの金がいるんだというふうに調べて提出し、その計画に基いて折衝をするというふうな答弁でございましたが、これは先ほど１５番あるいは１１番議員の質問にもあつたと思いますが、政府からの支出金、琉球政府からもらう補助金の場合でも日本政府からもらうそれもそうだと思いますが、公営住宅の場合には第１種が３分の２、第２種が半分ですか、それとも逆ですか、これがあるわけでございます。ほかの場合にはそういつた裏打ちがないのが残念でございます。

そういつたものを作り出すのが重要だと考えますが、相手があつて相撲をとるのですから勝つか負けるかはわかりませんが、しかしどうしても相撲をとらなければならないということは理解できるわけでございます。

そこでお尋ねしたいのは琉球政府も民主党の松岡さんが主席になつているし那覇市政を担当しているのも民主党の幹部だと思います。

西銘さんが市長になつている。そういうところからみてもこの民主党の祖国復帰に対する政策、ずつと前から述べてきている積み重ね方式、これからすると当然琉球政府が貧困であるために財政法に違反しあるいは事業負担の区分ができないというようなことになつておりますけれども、まず政府自体がその県民に公約したとおり、やはり各県に国庫から出しているように、沖縄県にも出せという戦いを発展させるためにも市町村に対する区分をまずみずから法を日本並にもつてゆくのが非常に正しいのではないか、そういつた点で働きかけてゆくのが早道ではないかというふうに考えるのですが同じ民主党の党員でもある西銘さんとしてもむしろやり易いのではないかと思います。

一例を申し上げますと６５年の予算と比較しますと沖縄と同じような島根県が国から出る支出金がですね予算総額の２２．２％、ところが琉球政府は日本政府からあるいはアメリカから出るもの、これを含めても２４．７％というふうに６５年度の予算ではなつてるわけでございます。

それからみても話しにならないわけでございます。本土の場合は８０％も国から出るそして県民の負担は２０％である。

ところが沖縄の場合には国から出るのが２４．７％というふうにしかなつてないので国から出させるようにしないと琉球政府の貧乏財政は充実しないと思いますし、また勢い那覇市にもそのしわよせがくると思います。

それで県民に公約したような積み重ね方式まずすぐに施政権がおよばないにしてもそういつた法律からなおす、そうして市町村に金が多く出るために琉球政府はお手あげになる。

そして国家経費は日本政府でもつということでそういう戦いが熾烈化すると思いますが、そういう点から今貧乏で困つていてもすぐ法を直してゆくというふうな方向に進めることができるかどうかということをお尋ねしたいと思います。




○議長（高良　一君）

　そのとおりでありますといえばいいじやないか。




○企画部長（新里　博一君）

　御指摘になりました点は先年議会でもいわれております。われわれも琉球政府にはその点については話しを進めております。

何にしろ相手も非常に資金難でございましてなかなかこれが実現できないのが現状であります。

ただ、規則でつくるというふうになつておりますが一応はもちろん法で公営住宅法にもあります。

さらに補助金交付要綱によつて補助率が決まつております。それも予算の範囲内であるいは何パーセント以内ということになつてるのは残念でありまして、今後もこれについては折衝してゆきたいと思つております。

（「進行」というものあり）






○金城　重正君

　時間がありませんので２点ばかり施政方針に対してお尋ねいたしたいと思います。

現在、那覇市は交通地獄でございまして車両が年々増加しまして市内の交通事情はまつたく麻庳状態でございます。

これの打開策といたしまして道路の整備、政府事業としての旧鉄道線路の拡張によつて交通対策が大いに緩和されると施政方針の中に述べておりましてさらに陸橋を施設して車両交通の円滑化をはかり歩行者の安全を期するとのことであります。

そこにおきまして陸橋を架設する場所の横断歩道は当局といたしましては従来どおり使用するか。

また、市内の道路整備の進行率と車両の増加との比率はどうなつてるか。

またその解決策はないかどうかこれが一点でございます。

２点目に、施政方針の中に本市の住宅街は郊外に無計画に膨張する傾向にあり、これに対処すべく土地区画整理事業を継続して実施するとのことでありますが寄宮地区の整理事業はいつ実施するのか、これが実施できないとすれば他の区画整理事業にも影響し都市計画事業が崩れることになりますけれどもこれに対する当局の基本的態度をお伺いいたしたいと思います。この２点を質問いたしまして御答弁をお願いいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　２１番議員の御質問にお答えいたします。

交通麻庳の対策といたしまして一号線に人道橋をつくるというような計画があるが人道橋を架設したところは横断歩道をなくすのかという御質問でございますがこれは都市計画審議会の中でもいろいろな意見が出ましたが、これは交通行政で警察関係の問題になつてきます。

審議会での話しでは陸橋ができたときは横断歩道を廃止してもいいということをいつておりましたが、また実際にそうしなければ陸橋を作つても意味がないということになるわけでございます。

これは人道橋を架設したあと、実際に人がとおれるようになつたときに警察局とも十分話し合つてゆきたいというふうに考えております。

それから２番目の寄宮地区の区画整理事業でございますがこれは非常に重要な問題でありますけれども、これはいつごろからやるのか基本的な態度を打ち出せということでございますが、これは前の議会で寄宮地区の変更の議決をいただきましたので現在琉球政府に申請してあります。

琉球政府では都市計画審議会にはかりまして都市計画審議会でもこれは市の提案どおり変更すべきだということが決定されまして今答申されております。

行政主席から近いうちに認可の申請がくるようになつております。

認可がきてみないというと、設計変更がこないというと、いつから着工するかということは具体的に申し上げられませんけれども認可の指令がきてから実施はいつするかということを決めてゆきたいというふうに考えております。

お説のとおり中心街のスラム街を解消してゆくにも周辺の区画整理をしていかなければなりませんし、区画整理事業がいかに重要であるか法的に考えましても収容法以上の非常に強い法律であるということは住民がおわかりになつていただかなければ非常に困る問題でありますので今後はそういつたことで住民、地主とも十分話し合いをしてこれは非常に強硬な法律であるということを区域の指定をするときも、事業認可をもらうときもはつきり話し合いたいと思います。それでなるだけそういう点の趣旨を十分呑みこんでいただくよう努力していただきたいというふうに考えております。






○赤嶺　慎英君

　施政方針の３頁開南交番前から平和橋間の道路を初めむつみ橋から美栄橋間道路、神原橋から四条橋間道路工事を施工するということと、さらに７頁にありますところの公設市場の建設問題につきましてお尋ねしたいと思います。

施政方針によりますとガーブ川の水上店舗の上流延線とその下流の延線とさらに水上店舗を横切るところの、突走るところの開南交番からの大きい道路さらに下流におきまして牧志公設市場さらにそれに付随するところの道路網の開設、ものすごい那覇市の財政投資と技術の投資、人物の投資がガーブ川を狭んで行なわれようとしております。

市長はその冒頭に公域都市計画を強く打ち出されておりますので小禄、真和志、首里とせめて限界のある那覇市にだけでも大きくその財政投資と人物の投資をやるかと本員は期待しておりましたが本年度はガーブ川の水上店舗を中心にして那覇市の全能力が注がれんとしております。

その施政方針を打ち出された原因が本員どうしても解しかねますのでそれをお尋ねしたいと思います。

さらに先ほど宮良永昌君の質問にもございましたけれども作文じやない、これを考えてみた場合に、一例を申し上げましたとき、開南交番前から平和橋間の予算は一体いつできたかということを考えて見ました場合に６５年度予算にいわゆるその審議したのは６４年の６月予算です。

そのときに用地買収として５万８，３２０物件補償の４万６，０００測量委託の２１５ドル、そして６４年の６月からこの予算施行にかかつておりますけれども、紆余曲折みたいに開南交番から平和橋にかける道路が開通しないということはどんなにあの施行がむずかしいかということがうかがわれる。さらにむつみ橋、神原橋から四条橋間の道路の開設問題、これも陳情にもありますとおりに神原小学校の教育行政との関連において大きく議会としても今後取り上げなければならぬ問題に到着するということは確実である。さらに市場問題にしましても建設する場合のそれに付随するところの道路の問題、実に那覇市の負担が精神的な負担、財政的な負担がのしかかつてくる、この事業をガーブ川の水上店舗の上流延線と下流延線に計画しましたがただ書いただけでなくこれの施工の見とおしがあるかという２点であります。

さらにその次は那覇市の財政は政府並びに銀行の条件によつて仕事ができると考えられます。

本員が感ずるのに政府の条件と銀行の条件が悪いときは那覇市当局があるいは議会がどんなに努力してもその施政方針の施行ということはむずかしい問題である。そういうことからいたしまして今日まで考えておりますのに大きい予算を有する、一例を申し上げました場合には公営住宅、あれを建設するのは６月の予算議会に通るんだけれども、施工というのは６７年度の予算議会前に臨時議会をやつてようやく入札させる段階までくる。これは一例でありますが、そういう一例は一体どこに原因があるかどうか、政府にあるのか銀行にあるのか、市にあるのか、銀行関係であるならば市の計画がおそくて議会の承認がおそくてできないのか、いろいろなことが考えられるわけでありますのでその点具体的に御答弁をのぞみます。

さらに産業方面で申し上げますならば観光事業でありますが、御承知のとおり砂糖パインにつぐのが沖縄の財政収入の大半を占めるということは新聞紙上でお互いよく承知しております。

ところが施政方針の中には観光宣伝につとめ九州観光都市連盟との連絡をとり観光客の誘致につとめる３点の抽象的なことばかりでありますので那覇市の観光事業に対する抱負を承りたい。以上４点を答弁をのぞみます。






○建設部長（花城　直政君）

　２０番議員の質問にお答えいたします。

ガーブ川周辺に莫大な資金と時日としかも人間の頭脳を投資しておるけれどもなぜ周辺の小禄、真和志、首里地区のことを考えないのかということのようにうかがいましたけれども、都市計画事業はやはり優先的に事業を進めていかなければならないと思います。

何も中心だから中心街だけをするということではなく、やはり各地区にその適当な施設を配置していつてその適当な施設をつくつていかなければいけませんけれども、現在の那覇市におきましては中心街の問題が非常に大きいウエートをもつているんじやないかと考えるわけであります。

経済の中心である那覇の市場周辺の問題が毎年大雨のときは浸水を起こしまして住民に大きな損害を与えているということ、また交通問題にしても非常に危険な状態にあり交通麻庳の状態にありまして、保安上からいたしましても一端火事が起きました場合は、消防活動がうまくいかないということで大へんな損害を起こすんじやないかというようなことで、また那覇市の国際都市としての対面上からも中心街の改造は早急にやらなければいけないんじやないかということから、いろいろな観点からこのガーブ川周辺に大きな投資がなされておると考えるわけでございます。

市場の問題にしても数年前からの大きな問題でありまして、これもやはり市民がのぞんでおる施設でありますのでこれだけの大きな金をかけてでもやらなくちやならぬと思うわけでございます。

そうだからといつて首里、小禄の施設をしないということではなく、首里は首里として、スラム街の解消の一端にもなります公営住宅の建設、または公園の施設というようなことをやつております。

小禄についても同じように公営住宅の建設をやつているわけでございましてやはりそのほかにまた都心部だけをいじくり回わしておつたんじや何にもならないということで重点的に工事を進めておるわけでございます。

２番目の開南交番前の道路が３カ年もかかつてまだ完成してないけれども一体これは開通する見込みがあるかというような御質問でありますけれども。

（「ちよつと」という者あり）




○赤嶺　慎英君

　一例を申し上げましてあれも難工事である、それから四条橋に至るところもＰＴＡとの問題、学校行政との問題で相当な困難な工事である、市場建設も相当困難な工事である、この施政方針はりつぱではあるんだが単に書いただけではなくして施行の段階までも考えての施政方針であるかということが本員の尋ねたいことです。




○建設部長（花城　直政君）

　施政方針に盛られたことにつきましてはやはり自信と勇気をもつてやつていかなくちやならないというふうに考えております。

当然中心街に投ぜられた資金も有効に生かすためにはあくまでもやつていかなければならないし、また予算に盛られた事業そのものもりつぱに建設面の関係としては市長の命を受けて建設部長がりつぱにやつていきたいと考えております。

それから住宅建設のおくれた原因でありますが、これはいろいろあると思います。

大体公営住宅は日政援助、アメリカ政府の援助、琉球政府の援助というふうに三つの援助があります。

さらに那覇市の対応分もありましてこれは銀行との関連が出てくるわけでございます。

日政援助の場合は会計年度が４月から翌年の３月までということで琉球政府アメリカ政府の会計年度と違つております。

そういうわけで非常にぐあい悪い点がありますし、またわれわれの市の対応費である金は開金から借らなくちやなりません。

開金から借りるにしましても、やはり琉球民政府の許可がないといけない、相当の時間がかかるわけでございます。

そういうことでこの資金がおりてこなければ整地もできないということで、おくれてくるわけでございますけれどもこういつた問題が今後はないように銀行のほうとも琉球政府のほうとも民政府のほうとも十分に連絡をとつてやつていきたいと考えております。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　観光事業の振興策についてお答えいたします。

那覇市の産業経済の振興策というのはすでに御存知のように全琉の規模組織の中において主体をなしながらその一環として発展していくんだというように考えております。

特に観光事業におきましてはその関連性は非常に強いようであります。

一人那覇市のみがじたばたしたところができません。これは全琉の規模構成の中において那覇市のもつ役割りをはたしていく、たとえて申しますならばほかの都市町村はいわゆる風致地区としてあるいは干拓地区としての役割りをはたすならば那覇市はベツテイング、いわゆる宿泊所、シヨツピング、購売施設という役割りが大きいんじやないかと考えております。

そういつた観点におきまして那覇市の観光振興策というのはおのずから進められると思いますが、あくまでもこれは全琉における観光誘致という考え方でいくべきだと考えております。

そういつた観点に立ちます場合にいわゆる観光事業の振興策として対外的にはまず外客をいかにして誘致するかということが非常に大きな問題でありますが、その面におきましてＰＲをする、あるいは勧誘をするということが重要になつてきますがその点でわれわれとしては特に九州１９都市の組織におきますところの九州都市観光連盟に加入しております。

毎年１回これが理事会がありますのでその理事会に参加いたしまして、その理事会のときに各都市の巡視宣伝をいたしましてその折にいろいろな情報の交換、諸問題の検討と同時に沖縄を紹介する映写の紹介、こういつたことをとつておるわけでございます。

さらに組織が大きくなりまして日本都市観光連盟というのがありますがそういつた理事会におきましても極力参加をいたしまして各都市に沖縄のＰＲをしていく、さらに大きな規模といたしまして琉球政府が現在データいわゆるその大平洋観光協会でありますがこれに参加いたしましてその面での外客誘致をするということにつとめておるわけでございます。

そういつた外的な様相をいたしながらさらに内的には入域手続をできるだけ簡素化していくと、これは那覇市ができることではなくして政府のやる業務でありますので、われわれとしてはその促進方を努力しておつたのでありますが幸いにいたしまして２年前からトランジツト、ビザ制が沖縄を通過する旅客に対して１２時間が７２時間になりまして、たしかきのうの琉球新報だつたかと思いますが、それにも現在すでに６，０００近く伸びているということでその大きな原因はそのトランジツトの７２時のビザ制が大きく関係しているということでありまして、そういつた入域の問題も、緩和しそれからさらにこの資源として風致地区を整備していく、あるいは風致地区を整備していくといつた問題それから観光施設としまして宿所それから遊興施設あるいはマネーチエンジヤーの整備、それから観光施設の従業者のサービス向上、こういつた問題が考えられるわけであります。

おのずからその実施内容におきましては政府がやるべき問題、市町村がやるべき問題、あるいは個人企業がやるべき問題、いろいろありまして、われわれとしてはこれらの施設の中の市町村のとるべき道としてただいまの外客の誘致の問題、日本都市観連あるいは大平洋観光連の団体への参加ということと、特産品、お土産品の振興、これを安い、いい品物をつくることによつて外客にいい感じを与える、それから、できるだけ市でなし得る範囲内での施設、たとえば司令壕の発掘あるいはペルリー碑の建立あるいは空航における歓迎アーチの整備あるいは空航あるいは那覇港における外客の出迎い、こういつた問題を極力観光協会あるいは商工会議所あたりとタイアツプしてやつていきたい、さらに那覇市全体としての町の整備、いわゆる市街地の開発整備ということは観光資源としての大きな問題であります。

これにつきましては先ほど建設部長の説明がありましたとおり都市計画の推進によりまして美しいきれいな町をつくりあげていく、同時に沖縄としての沖縄独得の熱帯性を生かして緑化によるところの亜熱帯植物の増進普及によるところの那覇らしい風致をつくつていく、こういつたことが考えられるわけでございます。

さらに市民の感情の浄化、ある専門家が沖縄に参りまして沖縄の観光資源は守礼の邦これが唯一の観光資源だということを看板としたほど市民感情というのは非常に観光客に対する影響が大きいのであります。

その意味におきまして、われわれが主唱します市民憲章も言うならば一つの観光誘致策としての市民感情の浄化策だというふうに考えるわけであります。

同時に市民の観光に対する関心の向上をはかるためにいろいろな展示会、講習会等を催し、それからコンクールなどによつてサービス上の向上をはかつていく、これらの事業について財政の許す範囲において予算を組んで実施いたしておりますが特に６７年度におきましては観光協会を奨励しまして、いわゆる観光シーズン期あるいは雨期シーズン期においての行事の年間行事、たとえばハーリーとかエイサーとかジユリ馬、こういつたものが季節季節に行なわれるんですが、そういつた行事を観光シーズンあるいは雨期シーズンにまとめてやると、それによつて観光誘致しようということ等も考えております。

ただしこれはあくまでも不如意の財政の中にでのことでありまして、言い余つて力足らずということもありますが、われわれとしてはできるだけのことはやつていきたいと考えておりますが、十分なことがなせずに終つていることは残念に思つております。

いずれにしても町を美化し観光を誘致し、先ほどの赤嶺慎英議員がおつしやつたように琉球の砂糖、パインにつぐ産業として育成していきたいという意欲をもつておるわけでございます。




○赤嶺　慎英君

　誠意と勇気であたつてかりにこの施政方針の工事が予算を追加して着工されるという、まあ仮定の話ですみませんが、その場合にはあの一帯の経済が麻庳するということは考えられないか、と申し上げますのは先日の新聞に道路計画も排水計画もよく計画してやれと、住民が大へん困るという記事を読んだ記憶がございます。そういつた観点からしてガーブ川の上流、下流あるいは市場工事となるとあの中心の経済が麻庳するということは考えられませんか。御答弁をのぞみます。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。市場の工事それから開南交番の前から平和橋までの工事それから予算に盛られている神原中校の道路の工事こういつた三つの工事排水工事、ガーブ川下流の工事こういつたものについてその周辺が交通麻庳で起こして結局商品も出入りができないということになつて困つた状態にならないかという御質問だと思いますが、もちろんこれは年度内に施行しなければならぬ工事でございます。

１カ年かかる工事もあります。２、３カ月でできる工事もあります。１０カ月でできる工事もありますけれどもやはり１年間を考えなくちやならぬ工事でありますので、それは御心配のように交通麻庳でも起こしてほんとに車も通らぬで経済混乱になるということも予想されますけれどもこれは工事の着工の時期こういつたのを十分かみ合わせましてやつていきたいと考えております。

開南交番の前の通りはまだ補償事務ということでございますので、これはかえつて補償事務を完遂して建物を除却すればかえつて交通緩和にもなると思いますし、問題は市場周辺が問題かと思いますけれどもこういつたところはやはり時間的にも考えまして昼間あるいは夕方は非常に交通が混乱いたしますのでそういつた時期施工の時間というものを十分考えていきますならばその周辺の人に迷惑のかからぬように事業ができていくということを考えております。

その点十分に気をつけていきたいと考えております。




○赤嶺　慎英君

　質問終ります。




○議長（高良　一君）

次は１７番議員の質疑を許可します。

（１７番議員　登壇）






○金城　吾郎君

　西銘市長再任後の最初の施政方針が明らかにされまして、質疑に入るわけでありますが、私はこの施政方針に対する評価をやらなければならないこのように考えておつたのでありますが先ほど宮良議員からほぼ完結に近い評価がなされました。

今単なる綴方ではないんだという赤嶺議員のお話もありました、こういうことでありますので、その評価を大体了といたしまして簡単に質問をしたいこう思います。

８番議員から指摘がありました都市計画マスタープランの政治問題につきましては昨年、一昨年も本員は指摘をいたしました。そして建設部長は昨年の１２月一ぱいにはできるんだという答弁もなさつておられます。ところがきようの答弁では非常にむずかしい問題であるので時間がかかるとだんだん動かされておるのであります。

したがつてこの問題についてはこれ以上触れずに８番議員に対する答弁の中で一応理解することにいたします。

ところで都市計画事業を中心とする施策に重点をおいた施政方針である。

そしてその中でも最も重要な問題として道路の整備をあげておられます。

そして先ほどの開南交番からは道路の問題たくさんの道路の問題があげられております。これは大へんけつこうなことだと思います。ただ私は今年度の施政方針の中に当然現われてこなければならないものが一つあつたのではないか、これが抜けております。それは昨年５月に２カ年以内に工事の施工をするというところの歩道指定を行なつた又吉道路の件でございます。

この又吉道路の歩道の件については那覇市議会でも幾度か問題が起きております。

したがつて政府並びに民政府に対する働きかけも相当の回数にわたつて行なわれております。

これが現われておらない、もちろん軍管理の政府道である、とするならば琉球政府が行うのか、こういう疑問も起きてくるわけであります。

もし琉球政府が行う事業であるといたしましても、あのバイパス旧鉄道線路の用地買収あるいは物件補償費が琉球政府の予算に今年度計上されておりますけれどもこういつたこともこの施政方針の中に現われております。予算が編成されておらない、琉球政府の予算の中に編成されておらないから出てこなかつたのか、これについて市としてどう考えておるのか少なくとも６７会計年度中には着工しなければならない２カ年以内にやるということであるならば今年度の予算に当然顔を出さなければならない、こういうふうに考えておりますが、施政方針の中に現われておらないのであります。

この点についてまず御説明を願いたいと思います。

次に先ほど２０番議員から区画整理事業の問題が出されておりますが、都市計画のマスタープランの文と同じような文がこの区画整理に関する施政方針の中にも現われております。

今後施工予定の真嘉比、古島地区及び壺川地区の基礎調査を進め事業実施の準備を整える所存であります。昨年も同様であります。

ところで壺川の区画整理事業は寄宮地区と同じく同じ時期において指定をされております。

一方は非常に慎重に調査をする、これがスムースに進むように行う、こういうふうに私は２カ年越しの同じ施政方針の中から理解するわけです。

ところが寄宮地区だけは強行しなければならない建設委員会の審議の中で現れたことは６万２，０００ドルという補助金がなくなる、１２月１５日までに着工しないとなくなるということであります。

なくなるはずがない、今年度の予算にも現われてさらに１万６，７００ドルという額がふえておる。

寄宮地区のみ強行しなければならないという理由がわからないのであります。

もつと真嘉比、古島、壺川が慎重にやるべきであるとするならば当然寄宮も慎重にやつてしかるべきであると思います。

真嘉比、古島地区及び壺川地区の基礎調査がもう１年もかかるとするならば今どういう段階にきているのか、次は自己水源の開発に対する議会での質疑はたびたびなされております。

最近は雨が降り続いておるために水道部長まくらを高くしておると思うのであります。

ところでこの施政方針の中に出ておる「導水管路の個人有地について目下交渉中であり」とありますがこれは問題でありますけれども最近の新聞によると那覇市に対して宜野湾市から損害補償の請求がなされております、年間２万３，０００ドル支払えと出ておるということを聞いております。

先に行なわれました宜野湾市との土地使用の問題これは最終的な問題ではないかと思つております。

これも一体含まれておるか、そして２万３，０００ドルという損害補償並びに土地使用に対して市はどのように考えておるか。

少なくとも５２年９月から今日までの分を支払うということになると３０数万ドルになるわけです。これに対する対策は打ち出されておらないがどうなつておるか。

次にこれまた過去何回か問題になりました行政区画の整備の問題であります。琉球政府郵政庁の話によると１日にかえつてくる郵便物が２、３０通位いつたりきたりしておるということが言われております。

これは住居、地番がはつきりなされておらないというところに原因があるんだということが指摘されております。

そこでお伺いしたいわけですけれどもどのような構想でなされるのか、機構改革に伴なつて行政区画整理係を新設する、具体的に事業を進めていくということがうたわれております。

その計画、方向というものが整備されなければならない、これについて説明していただきたいと思うのであります。

真和志地域あるいは若狭、重民町あたりのあの附近に一つの地番に何百名という人が住んでおる地域があります。

これを道路で仕切るのか、あるいはどういうふうにするのかといつた点が明らかにされておりましたら説明をしていただきたい。

それから先ほど出ておりましたけれども一番むずかしい問題で零細企業の保護育成、あるいは中小企業者の育成こういつたものは政府に対してその育成策について立法化促進、こういつたことは当然市としてやらなければならないけれども、これは経営面、資金面について是正策を構じて、非常にむずかしい問題がございます。

先ほど簡単な市長の答弁がありましたけれども、あれでは理解できないのであります。もつと詳わしくどのようになさるのか、経営面、資金面といつても市が直接補助するわけにはいかないはずであります。どうするのか。

さらに中小企業団体の育成、どういう団体をどのように育成なさるのか、これについて御説明をしていただきたいと思います。

最後に公設市場の問題につきましては先ほども質問がございました又吉議員からの質問に答えて助役は実に詳わしく説明なさつておつたのであります。

その説明の中にちよつと腑に落ちない点もありますけれども、時間の関係で省略いたします。

市場用地を購入するための起債議案の際に質問をいたすことにいたしまして以上終わります。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。交通緩和の問題から又吉道路の歩道を２年以内にやるという告示をしながらなぜ今までできないのかというような質問でございますが、これは政府道でありまして市の管理する道路じやございません。

都市計画的にはどうしてもこれは歩道をつけないというと交通対策上非常にぐあいが悪い、歩道がないために車道まで人間がはみ出しておるということで交通障害になつております。

事故もおこりかねないということでありますので非常に重要なことだと考えております。

２年以内にやらなくちやならないように決定されたからなぜやらなかつたかというおしかりでありますが、もつともでございますけれども、そのほかにもまだまだ２年以内にやらなくちやならないという決定をしながらまだできないのもあるわけでありまして、これ以上に早くやらなければならない問題もあるわけであります。

そういうわけでのびのびになつていることを申しわけないと考えておりますけれども、向うの問題以上にバイパスの問題が那覇の交通問題の一番大きな重要点かと考えるわけでありまして、これが芽を出したということを非常に那覇の交通問題を解消するのに非常にいいじやないかというふうに考えております。

早くこの歩道の問題の解決に努力していきたいと考えております。

それから区画整理の問題ですけれども、寄宮地区だけを強行するという理由はたたないんじやないか、壺川地区も今度は予算から削られておるし、どうしたか、また古島地区はどうなつているかということでございますけれども壺川地区が話し合いでやつていくと強行しないというようなことはどこにあるかと申し上げますというと、寄宮地区はすでに事業認可をもらつております。しかも初年度においては１万３，０００ドルの補助をもらいまして１期工事は済んでおります。

これは今さら手を引けないというかつこうになつておるわけであります。

認可を受けた工事を地主が今こういうふうに反対しておるから取り下げろということはあつちあならないというふうに考えております。

壺川の問題はまだ認可は受けておりません。特別会計を設置いたしまして、去年度で認可を受けようというような段取りをしておりましたけれどもなかなか調整がつかずにまつたわけであります。

壺川の問題と寄宮地区の問題は全然性質が違うわけであります。

真嘉比、古島の調査はどうなつているかというようなことでございますがこれは調査測量は完了いたしまして、現在は安謝側、この安謝側が区画整理区域内に関連いたしておりますので、これの具体的な計画を立てなければ区画整理の事業もスムーズにいかないというわけでそこの測量調査を施工すると同時に、そこの具体的な道路計画、真嘉比、古島地区の道路計画を今済ませましていろいろな権利調査もやつておりまして、まだ施行規定まではつくつておりませんけれどもこれも真嘉比、古島地区の地主の方々が新しい法律ができない限り反対だというようなことを言つておられますので、何も今早急にまとまらないものを強行する必要もないということで、調査を進めるとともに新立法のできるのをまつておるわけであります。

次の水道問題でありますが、４番目の行政区画整理これは企画部長が答弁するそうでございます。






○企画部長（新里　博一君）

　行政区画整理事業についてお答えいたします。行政区画の整理事業は沿革の作成からはじまりまして、法務局にそなえつけてあります土地台帳登記簿家屋登記簿の訂正、これまでのだいたい４８項目にわたり作業をしなければ完成しないと、非常に大きな仕事でございます。

で行政区画整理の基準につきましては一応整理区域と町割りの方式、町の境界、町の組織と配列、町の起点と進路、丁目の大きさ、それから丁目の数とその配列、丁目の起点を進路、町名の選択、この九つに分けて一応基準はつくつてございましても、この基準は委員会にはかつてでなければ決定できません。

さらにこの基準はずつと前につくりました基準でございまして、現在の都市の動きにそなえてこの基準が妥当であるか、また再検討しなければならないと考えております。

したがつて本年度におきましては、都市計画課の中に行政区画整理係を置きまして、そこで一応事業を進めたいというふうに考えております。

１９６７年度の事業計画といたしましては、まず第１番目に町字別の人口、世帯、個数、こういつたものを調査すると、それと、原況図を作成する、この原況図は３，０００分の１、２，５００分の１この２つを原況図を作成する、公私道の調査をする、公げ道路、わたくし道路、それから道路図の修正を行うと、それと街区割り等の地図を作成する。そしてそういつたもののあとに一応基本計画案をつくつてみると、でだいたい１カ月の期限で予算を入れておりますが、それ後に講師を招へいしまして、この講師招へいの結果により前につくりました街区割り図案の修正を行うそれと基本計画案を一応講師の意見を入れて修正する、この案を委員会に提出するというのがだいたい６７年度の事業計画になつております。

ただこの事業は非常にむずかしい事業でございます、この計画どおり今年度事業が進められるかどうか疑問でございますが、できるだけこの事業計画にそつて仕事を進めていきたいと考えております。






○水道部長（玉城　定仁君）

　１７番議員の宜野湾市におけるところの送水場の補償問題についての御質問に対してお答えいたします。

市といたしましては６２年から青小掘系統の水源開発の計画を進めてきたのであります。

当初の計画は戦前の市有導水、いわゆる用地に布設すべく計画を進めたのでございますが、その中途におきまして宜野湾市のほうから青小堀の海岸一帯にわたつての区画整理、いわゆる都市計画があるので、一応那覇市の送水の計画を同市の計画にしたがつて管路線を敷設してくれぬかという協力依頼がございました。

それで那覇市といたしましては、できるだけ宜野湾市のそういうふうなりつぱな都市計画があるのだから一応那覇市としても協力しようじやないかということで双方話し合いがまとまりまして、宜野湾市の区画整理道路に沿つて布設すべく計画を変更したのであります。

そのときに前市長の中村市長がその用地に関しましては宜野湾市のほうで地主との問題、その他いろいろの、那覇市が協力してくれるという意味から宜野湾市自体が那覇市の布設する、いわゆる区画整理道路に対するところの地主の問題は宜野湾市自体で解決してやるからというようなことであつたわけであります。

その後中村市長が事情によつてかわり現市長の島袋市長においても同様那覇市に対する水源開発の問題に対しては非常に好意をもち協力的でした。それで去年牧港ポンプ場から約８８８メートルのコンクリート、シリンダーパイプを敷設工事が終わつたわけでございますが、その先にいたりまして、それから一つ川の間でございますが、個人有地がございまして、その後個人有地の配管敷に対しましては一時中止してくれぬかということの申入れがございました。

その理由を聞きますと一つに取水増、前面取水により水田から畑に地目変更した、耕作不能及びその減収額の補償、那覇市の取水による一般的な減収額の補償３つに即設パイプの私有地使用料、この３つの問題を解決しない間は布設させることはできないということがきたのでございます。

那覇市といたしましては、三番目のいわゆる現在布設しておるところのいわゆる１９５２年米軍が布設したところのその用地に対しては当然補償すべきであるけれども、一つ、２に対しては補償する必要もないということを申し述べたのであります。

しかし相手はなかなか聞かなくて、そこでそれでは一応どういうところをどの程度の額で補償しなければいかぬか、その理由を早急に出してくれぬかという要求をしましたところ先月の２５日にただいま７番議員のおつしやるところの２万３，９３４ドルの年間補償額がきたのであります。

それを見ますと、取水による減収額１万２，６３０ドル２１セント、それから耕作不能による損害額３，３９６ドル３１セント、地目変更に要した費用１，６０３ドル２５セント、地目変更畑利用による減収９，９９ドル８６セントその損害総額１万８，６２９ドル４５セント、これは１カ年分で、さらに土地使用料１７１件、２，２１０坪３合５勺の３０４ドル４５セント、これは１カ年、その計が２万３，９３４ドル１７セント、毎年１９５２年以降今日までの年間分を全額払わなければいかぬというような書類が５月２５日にまいつたのであります。

それでその資料を現在那覇市のほうで検討しておりますけれども、戦前昭和５年でございます。昭和５年から官有地に対しましては昭和５年に那覇市にいわゆる水利権を与えるという県知事から指令がございます。それには昭和５年から１０年間、昭和１５年までとうたわれております。

ただし更新するということがある。この指令の中にはないのであります。

しかし戦後

（「こういうのは委員会でいいから市としてのどういう態度で臨むかということについて考えて下さい」という者あり）

宜野湾市の当局としては慎重に検討いたしまして早急に問題の解決に努力したいとこう思つております。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　簡明に御説明を申し上げます。中小企業振興策につきましては、先ほど市長から経営、資金面の振興策ということで簡単に説明がございましたが、すでに御存知のように中小企業零細企業は全琉、那覇市ともにこれは多数を占めるものでございましてこれの振興策は重要な問題でわれわれとしてはその振興策を人の面、資金の面、経営の面、組織の面４つの分類の対策をやつております。

資金につきましては信用保障協会に対する保障基金の一部の出損金によりまして保障能力を高めていく、そうすることによつて中小企業の融資策をはかりたいということを考えておるわけであります。

経営面につきましては経営講師によるところの企業診断それから特産品工業におきましてはその体質の改善、例を申し上げますならば６５年に壺屋陶器の土練り機械、従来個人個人の足で練つていたものを共同作業で機械化するそれから６６年度におきましては漆器工業におけるパーテイクルポートの製造器具を利用したところの圧さく機械、これによるところの大量生産を高める。

それから新年度に計画しておりますベニ型の湯のしゆ出し機、それからのりづけ機械の、この共同作業の機械化と、こういつた面の経営の体質改善をはかりたいということです。

それと毎週行ないます商工相談によりましていろいろな経営面の相談、あるいは技術的な相談に応ずる人間の育成面におきましては特産品工業におきましては工業伝習生の養成をはかりたい、それから商業面におきましてはサービスコンクールあるいは講習会等によるところの経営講師、あるいは経営者の訓練こういうことをはかつています。

組織面におきましては特産品協会、木工業協会、商工会議所、近くは中小企業連合会、これに対する助成育成策をはかりまして、それぞれの企業自体の組織化あるいは輸出の振興、体質の改善ということを考えておるわけであります。

それからさらに零細企業体そのものが結束というものが一番問題でございますので通り会の連合会を組織をつくりまして零細企業体の結束の力を発揮させて、すべての経営面の合理化をはかつていきたいとこういうふうに考えております。




○金城　吾郎君

　先ほど建設部長の答弁に非常に重要な発言がありました寄宮地区は事業が認可されておると、すでに工事も一部やつた、今さら手を引けないんだ地主が反対しても手を引けないんだと、壺川とはこれは性質が違うんだという説明であります。

私は同じだと見ている、壺川地区も寄宮地区も同じ時期に事業も違わない、そして同時に話し合いを進めるどころか、壺川の場合は非常に地主との話し合いが難行しておる、だから今日まで調査を続けてきたんだと、こういうふうにわれわれは理解している、ところが寄宮は当局としては地主が理解したものと思つたと、実際には詳わしい点については話し合いしていないと、こういうことでもつれがきていると、われわれは見ている、この点については見解が違うけれども、時間がありませんのでこれは委員会でもつと私は建設部長にただしていきたいと思います。

ここで壺川の区画整理事業というのは一体どの程度まできているか、話し合いがどの程度なされているのかこの点についてさつき説明がありませんでしたけれども、真嘉比、古島は新しい法でやつてくれ、だから地主がまとまるまでは強行するほどのこともないというふうな話である。壺川はどの程度までいつているのかこの点を一つ。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。壺川地区はまだ認可を得ておりませんけれども、今までに３回ほど正式に琉銀のホールで話し合いしました、それから２、３回幹部の方々との話し合いをしましたけれどもやはり壺川地区の地方の方々も新しい法律でやるべきだと耕地整理法で市の区画整理をやるのはがつてんがいかないという話もございます。

それですでに今期の立法議会に新しい区画整理法が要請されておりますのでこれが年度内に交付されるというようなことを聞いておりますのでこれができてから向うの地主とも話し合いを進めていきたいと考えております。

事業計画はすでにととのつております。

　以上でございます。




○金城　吾郎君

　ちよつと念を押したいと思います。今建設部長は壺川も新しい区画整理法ができてから工事を施工してもらいたいという地主の意向であるという、こういうふうに真嘉比、古島同様なことでありますが、この立法が今回とおるものであるかどうかまだわからぬ、これがいつごろ施行されるかわからない見通はつかない、その間は地主との話合いを進めないという、こういうふうに受け取ることにします。

寄宮問題については委員会でただしていきたいと思います。

ただ水道部長に私はちよつと申し上げておきたいことがあります、この宜野湾市との問題は相当もつれたというふうにわれわれ考えております。

そこでその件について水道部長に委員会の決算審議でございましたか、その中でただしたところいやスムーズにはこんでおり補償問題もあるができると言つていた。

ところがこれでも相当もつれそうである、相当期間かかる、もつとも大きな水源池である宜野湾市にある青小掘系統一帯の水源問題がこじれると大変である。

したがつて委員会においてもつと詳わしくこの問題について検討を進めていきたいとこう思います。

以上質問を終わります。




○議長（高良　一君）

　３番。






○大浜　長弘君

　市長の施政方針に対して４点だけお伺いいたします。

まず第１点は都市計画事業についての排水事業、２点が公園問題、３点が市の内部強化について、４点環境衛生、この４点をお伺いいたしたいと思います。

施政方針にもございますように那覇市は盆地のような状態でございましてひとたび雨が降れば都市中心地域はいつでも浸水の難にあつております。

それは今日はじまつたのではなくして那覇市をおさめるものは水の問題を離れておさめることはできないと申し上げましても過言ではないと思います。

今年度の施政方針を見てみますとガーブ川を含めての２本の排水事業を計画しておりますが安里川の対策が打ち出されていないように感じます。

５月の３０日、６月２日の大雨のときもひめゆり橋の付近のほうから蔡薀橋の下のほうは非常な浸水がございまして付近の住民は毎年度のことながら非常に悩んでるようでございます。

きようも安里川付近の住民１３４名の連署をもつて陳情がきておりその写しが手元に配布されております。

このような状態でありながらなぜ安里川だけを今度の排水事業の中に含めなかつたのか。それとも安里川は天災としてどうにも技術的に排水をする方法がないのかその点をお伺いいたします。

第２点目に公園の実現について。与儀公園、希望が丘、竜潭の３公園を今度整備拡張するようになつているが与儀公園はどのようにするのか整地はできてるか。

まだ付近に住宅がございますがその住宅をどうするのか。いつ使用できるのか。この点をお伺いいたします。

第３点の機構の問題につきましてでございますけれども内部体制の強化でありますが、市の施策を協力かつ円滑に推進し実効を高めるため行政能率の向上をはかることは重要な要件であると思料されますので職員の資質の向上、事務の改善を進め、市民サービスに一段の努力を払い効率的な市政運営を行う所存でありますと、このように申されておりますけれども現在の機構ではどの点がこの市政、施策を推進する上においてまずかつたのか。また解雇しなければならなかつた根本理由は何か。

もう一点はいくら機構を整備されたところでその機構組織自体が市政を運営するというわけではなくその機構を作つてゆくのも所詮は人間でありますのでその人間をどのようにして指導訓練してゆかれるのか、すなわちその根本理念はどういうふうになされるのかその点をお伺いいたします。

第３番目にし尿環境衛生の問題でございますがその中にし尿終末処理につきましては下水道事業と関連して下水道終末処理場の完成により完全処理が期待されておりますのでこれの早期完成を促進する考えであります。と述べてありますが下水道ができましたならばもちろんし尿処理の問題はやや片付いたかに見えるけれども、しかしいつできるともわからないしまたこれは施政方針を見てもただ市民に希望を与えただけに過ぎないと思います。

まずし尿処理場を作りましてもそれまでの間どのようにして現在のし尿処理をなさるのかこの４点をお伺いいたしたいと思います。以上。






○建設部長（花城　直政君）

　３番議員の御質問にお答えいたします。

都市計画事業の排水事業で重要な安里川の改修工事の予算が計上されていないということでございますが、大体那覇市の排水問題は低地帯が多いということで非常に困つてるわけでございます。

安謝川、安里川、ガーブ川系統それから国場川と四つの大きな河川によつて排水がなされておりますけれどもこの四つの河川ともまず十分改修されておりません。

そういうわけであちこちで浸水をおこしておるわけでございますけれどもそのほかに低地帯が多く満潮面よりも低いゼロ地帯があるということが浸水をおこしている原因になつておりますので年々予算を投じて改修していかなければなりませんけれども、安里川の問題は現在琉球政府とも話し合いしておりましてどうしても日本政府やアメリカ政府の援助をあおがなければこれは那覇市だけのちからではどうにもならないということで再三交渉中でありまして、これはどうしても６８年度からでも日本政府の援助をいただかなければ徹底的な改修はできないというふうに考えております。

泊港からずつと蔡薀橋までは一応改修されておりましてその上流は大道橋まではただ素堀りで水が流れやすいように改修しただけでありまして本格的なものではございません。

それでその改修を先に急ぐとともに今の日琉館付近の御指摘のあつた浚渫をするとともにかさ上げをしなければならないというふうに考えております。向こうの下が非常に低いのでございましてそれのかさ上げをして川からの氾濫を防ぎましてあれの下が低いのでその地域一帯に降つた水をヒユーム管でずつと下流に導いていつてポンプアツプして流すということを考えなければ完全なことはできないのであります。

これは予算を伴ないますので日本政府の援助でやつてゆきたいというふうに考えております。

次に公園事業でございますが与儀公園はどうなつているかということでございますが今年度におきまして日本政府の援助で河川の改修と清掃事業はすませましたので来年度におきましては中の道路工事と一部の柵工事を続けて約６３，０００ドルの資金を投じてやつてゆきたいと考えております。

将来はあと１５万ドルぐらいかかる予定にしておりますけれども、中のいろいろ設備がありますしそれから住宅も移転しなければならないというふうに考えております。

それでこの住宅は公園の一部の中に入つてるというふうに考えておりますのでこの移転とともにりつぱな市民公園として建築してゆきたいというふうに考えております。

またいつごろかという御質問でございますが住宅のことにつきましてはまだ都市計画の決定はなされておりませんので都市計画の決定がなされた以後移転計画をしなければならないというふうに考えております。

その移転がすんでからでないとりつぱな公園はできないわけでございますけれども６８年度からは公園としての機能はやや満足じやございませんけれども使えるんじやないかと思います。






○企画部長（新里　博一君）

　機構改革の根本理念と申しますか、このたび機構改革することになつたわけでございますがこれの一番大きなねらいは毎年々々人口が増加いたしておりましてそれに伴つて那覇市の事務量も増えてきたのであります。従つて、事務量が増えてまいりますというとその仕事々々が複雑になつてまいりまして一応仕事が専門化され分業化されてゆく、そうした場合の一応管理能力の範囲というのがどの程度になるかということが問題になるわけでございます。もう一つは予算規模も年々増大いたしてまいりましてこうした日米琉政府の援助あるいは予算規模の増に伴つてそれに対処するだけの機構を作つておかなければ困るというような基本的な考え方に立つて機構を改革するわけでございます。

現在の機構ではまずいのかということでございますが、まずいとかいいとかというよりも、さらに機構を手直ししたほうが市民サービスのためによくなるんだという考えで提案したとおりの機構改革をするわけでございます。

次に、機構改革よりも人間の指導、訓練をやつたほうがいいんじやないかということでございますが、お説のとおり確かにそこにつとめる職員の資質の問題が大きく那覇市の行政を左右するわけでございます。

機構改革に伴ないまして新しく行政監察課というのも設けまして、そこで現在の各部課の職員は適正であるのか、あるいは仕事の内容はその人に適した内容で仕事をやつてるかどうかそういつたものをさらに検討させるとともに管理者の研修、中堅幹部の研修、初任者の研修、そういつたものも強化いたしまして市役所の職員としてふさわしいような訓練に力をそそいでゆきたいというふうに考えております。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　し尿終末処理の問題についてお答えいたします。この件につきましては前に下水道の長期計画をたてましたときに終末処理場を１９７０年に作るということがいわれておりまして那覇市としましてはその間の処理が問題でありますので終末処理自体として単独に琉球政府をとおして日本政府に折衝いたしておりましたがこれが相当の資金を必要とし、約１００万ドルの資金がかかるし、また日本政府としましてはユースカーでたてられてる下水道計画との調整がありましてなかなかその実現がみられなかつたのでありまして、われわれといたしましては下水道計画における終末処理場の完成期を早めてくれというふうに市長、助役をとおしましてユースカー、琉球政府に折衝しております。

われわれといたしましては１９６８年度からは使えるような方向でぜひ実施してもらいたいというふうな強力な折衝を続けております。

（「進行」というものあり）






○仲本　安一君

　本員は４点についてお尋ねしたいと思います。

まず第１点でありますが便宜上この施政方針に従つて質問してみたいと思います。

先ほどから出ておりますいわゆる誠意と勇気ということでありますがこの言葉についていわゆる言葉尻りをとらえるということではなくてその言葉の真意についてお尋ねしたいわけでございます。

すなわち誠意というあるいは勇気という言葉が出てきたのはいわゆる形容詞としてただそれをつけてあるのか。それとも従来は出てないがあえて誠意、勇気と打ち出したからにはその裏には対象がなければならないが問題がなくして平静な場合にはあえて勇気を振う必要がないわけでございます。

何かの対象となる事業があるいはその他の問題がある。これに対してどう具体的に勇気をもつて立ち向かつてゆくということがあろうかと思います。

たとえば一例を申し上げますならば従来市長としては民主党である関係もありましようけれども対米姿勢の面で弱かつた。いいたいこともユースカーにいえないけれども今度は２期目だからうんといいたいことをいつてやろう、けつをまくつてやろうということであるのか。

その辺の勇気と誠意ということについてお示し願いたい。

次に３頁に移りますがいわゆる横断歩道の架設の問題であります。これは当初の原案には泊、高橋となつておりますがあえてこれを修正して１号線に直しております。

われわれの知る範囲におきましては、以前はタイムス前に架設するんだというような新聞報道がございましたが、それからまた泊高橋となりこれもまたはつきりしないとみえまして１号線というふうに抽象的にしておりますがそこらへんは何か理由があるのかどうか。

これとあわせましてもう一つは何ゆえに１号線を優先するのか。すなわちこれを架設する場合にいわゆる車、人の交通量も調べた上でなされたと思いますが具体的に申し上げますと本員はむしろ「大越」の前あたりに架設したほうが車からみても人からみても便利じやないかと思いますがこれについて明確な御答弁を願いたいと思います。

次３番目であります、１０頁でございます。その下側、いわゆる「日米琉政府の援助の拡大と内容の改善」とありますがこの内容の改善とは具体的にどのようなものであるのか。

従来はどういうことがあつたけれども今後はどういうふうに改善してゆくというような具体性を明確にしてもらいたいと思います。

４番目は１１頁の先ほど３番議員もいつておられましたが、いわゆる内部体制の強化の問題であります。

特にここでお尋ねしたいのはその中に職員の資質の向上とありますが具体的にどういうふうに資質の向上をはかつてゆくのか、この点について明確にお答えいただきたいと思います。答えのいかんによつては再質問をいたします。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。

先ほどから誠意と勇気の問題について御質問がございましたけれども別に他意はございません。そのとおりでございましていろいろ問題が山積されております。

寄宮の問題にいたしましてもいろいろ事業を執行する上において万やむを得ず蛮勇といわれるかもしれませんけれども場合によつてはそれが勇気という言葉になることがあるかもしれません。

そういう事態に対処してもどうしてもやらなければいけない仕事がある場合には誠意と勇気をもつてこたえるということであります。

何も民主党だから対米姿勢が弱いということではございません、これは何べんも申し上げておるとおり市長の立場は何も対米姿勢が弱いとか強いとかという問題ではないと思います。どうすれば日米両国政府に那覇市に対する援助体制を強化するかこの１点につきると思います。

そういうことで市長の対米姿勢がうんぬんされてるわけでございますが今度誠意と勇気をもつてという言葉をあえて使つたからアメリカにもいいたいことをどんどんいう、また今までもいつております。

これとは無関係でございましてさらに対米姿勢が一段と強くなるということではございません。

従来と変わりはございません。

横断陸橋、援助の内容の改善、職員の資質の向上につきましては関係部長から答弁させることにいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　横断歩道の件についてお答えいたします。

施政方針の中に泊、高橋というのを消してまた１号線というふうに書てるのはどういうことかということでございますがタイムス前に作るというような計画は６６年度の予算でありまして、すでに契約をいたしまして近いうちに着工するようになつております。

なぜあれをこうしたかといいますとタイムス前に現年度に作る陸橋をもう少こし考えてみたところ、これは泊高橋のほうがいいんじやないかというような気持から検討しておつたときにこれを一応直そうときたわけであります。それでこういう施政方針のあれが変つてるわけでございますけれども、やはり６６年度の予算は今のタイムス前に作りまして６７年度には泊高橋に作るということは今まで決定されたとおりでありましてそういう事情があつてそこはちよつとおかしなふうになつております。以上でございます。






○企画部長（新里　博一君）

　次に、内容の改善とはどういうことかということでございますがこれは前に市長も御説明されたと思いますが現在の拾いあげ　方式からいわゆる総括的な財政規模の是正のための援助方式に切り換えると、交付税方式に切り換えてもらいたいということでありまして、これにつきまして市町村長会、議長会もともどもにこの方式を押しておりまして琉球政府としてもこのことを要請しておりましてわれわれとしてもこの線にそつて要請してゆくということでございます。

次に、職員の資質の向上これは具体的にどうするかということでございますがまず今まで同様、本土に対してわれわれは研修職員を送つておりますがこれも今後持続するということと、本庁内におきましては幹部職員あるいは中堅職員、初任級の職員とこの三つの階層にわけるところの研修業務をやり、さらに行政監察課が新しくできますのでその監察の結果によつては職員が自分の才能に適した仕事に、そして能力の向くところに仕事ができるということになりますし、もう一つは機構改革によりまして現在の監査委員に事務局を新しく設置することになつております。

この監査業務の強化によつて市の財政に対する職員の理解が相当深まるということも考えられます。

こういつたことによつて職員の資質の向上をはかつてゆきたいと思つております。




○仲本　安一君

　ただいま市長は勇気の問題について本員が期待しておりました対米姿勢の問題については従来と変らないということであります。

それと相反しまして逆に事業執行については一度計画した以上はたとえ蛮勇といわれようともこれをやつてゆくんだと、それが勇気だということをいつておられます。

それからいたしますとむしろ本当の勇気というのは何も本員が申し上げるまでもなくやはり強きをくじき弱きを助けるというのが勇気だと思います。

ところが市長は対米姿勢については従来と変らないと。ということは本員からみれば従来も対米姿勢は決して強いとはいえない。むしろ弱い対米追従だと思います。

ですからこれをむしろ直してもらいたい、またこれを直すという答弁を期待しておりました。

ところがこれとは逆に事業執行、たとえば何名かの議員からも御質問がありましたが寄宮の区画整理事業においてしかり、あるいは公設市場の建設問題こういつたものは一度きめたら誰が何といおうが権力を振つても執行するんだというようなやり方が本当の誠意と勇気であるのかここに本員は疑問をもつのであります。

むしろそういつたようなやり方は先ほどからいうように蛮勇でありこれはボーチラーである。いわゆるドンキホーテ型の勇気としかいえないのであります。

ですからここで市長にのぞみたいのは、希望したいのはむしろそのような問題については、事業については、本当に市長に勇気があれば敵陣の中にとび込んでいつて自分の気持ちを打ちあけ相手の気持を聞くというようなむしろ寛容さがあつてしかるべきである。むしろ寛容というものをプラスしてもらいたい。

この点については一体市長はこの事業については強権発動してもやるというふうに解釈していいんですか。

いわゆる公設市場の問題にしても区画整理の問題にしても一旦決めた以上は警察官を導入してでもどのように反対しようがとにかくやつてみせるというように今さきの答弁はうけとつてよろしゆうございますか。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。誠意と勇気の言葉尻りをとらえたような格好になつておりますが、市長の対米姿勢うんぬんがありましたけれども先ほどから申し上げましたとおり市長の仕事というのは日米両国政府の那覇市に対する援助体制これをどう確立するかにつきると思います。

従いまして議会で御承認いただいたいろんな議案、予算案これを誠実に執行するのが市長の仕事であります。もちろん寛容の精神をもつてこれまで数年間も話し合いももたれております。

強きをくじき弱きを助けるこの寛容の精神は非常に結構でありましてケースバイケースによつてこの寛容の精神によつて部課の職員がいろいろな仕事にむかつて努力しているのをよくしつております。

しかしながら反対せんがための反対もあるでありましよう。強きをくじくのではなくしてむしろ大衆に阿諛迎合する寛容もあります。

寛容にもいちいちこれだといつてきめつけるものは私はないと考えております。いろんな寛容がある。

従いまして問題は勇気と誠意という言葉をどう解釈するかということでございまして私はできるだけ秩序を立てて話しを進めしかも寛容の精神をもつてあくまでも話し合いの上でものごとを解決してゆくということであります。なかにはそういう人がおる。

反対せんがための反対、場合によつては党利党略これがないともいえない、こういうときにはいろいろ話しをし万策つきた場合には万やむを得ず強権を発動しても仕事をやらなければならないという事態が私はくると思います。そういう場合には勇気を振るつてやるということであります。




○仲本　安一君

　次に、企画部長が先ほど述べておりました日米援助の内容の改善、これについては従来のひもつき制度を廃して大いに使えるというようなことでありますがけつこうでありますのでそういう質問をやめまして最後に先ほど内部体制の強化、機構改革であります。これは聞くところによるとこの機構改革に伴つて市長は論功行賞の人事を行うということを広言しておるようでありますがこれをそのとおり噂のとおりつたえ聞くように受け取つていいかどうかこれが１点であります。

もう一つはたとえば先ほど３番議員がいつておりましたように機構を改革するのもいいけれども仏を作つて魂を入れずという話しもあります。

現在残念ながら１千余の那覇市の職員は二つに分れて組合がございます。

組合の問題についてはこれはあくまでも組合の問題であり市長と直接の関係はないでありましよう。

本員がいいたいのはたとえ機構をどんなに改革しようとどう作ろうと職場の空気は非常に暗い。

第一組合、一方は第二組合ということで精神的にいがみあつてる。いうなれば同床異夢であります。

こういうような状態で本当に事務能率が上がるかどうか。あるいは市民にサービスができるかどうか。ここに疑問をもちます。

ですから真に、本当に能率的な事務をはかるということであれば単なる形式的な形の機構の改革じやなしに質的にも精神的にもむしろ市長としては部下職員を別視せずにいわゆる従来の反対したものあるいは従来の支持者もその能力に応じて適材適所といいますかそういつた面でいわゆる愛情のある部下の扱いをしてゆく、これが本当にいわゆる身を打ち込んで市民の引いては市政のために奉仕できる体制ではないかと思います。これについてどのように考えてるか御答弁を願います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。今度機構改革をいたしますのでその改革に伴ないまして相当の員数が移動するものと予想しております。

この間の人事昇任の問題につきましてもあくまで法令、条例のゆるす範囲内におきまして適材適所の方針で人事をやりたいとかように考えております。ただ問題になりますのは市長は選挙の論功行賞ということでございますが、これは組合の幹部には言つております。

もちろん能力、人柄、これを重点としてプラスアルフアーこれは情実人事といわれるかも知れませんけれどもある程度の信賞必罰はプラスアルフアーとして加えるということははつきり言つております。

同じ適材適所であればこれはできれば私といたしましてはそういう意味においては信賞必罰の人事もあえてやむを得ないとかように考えておるわけであります。






○友利　栄吉君

　３点だけお伺いいたします。

道路行政は直接一般市民に目に見える政治でございます。

施政方針にもその道路の整備事業は重点的に施行していくとうたわれておりますが一方細部街路については非常に悪いのでございます。

今さら私が云々するまでもございません、西銘市長の選挙前には非常に道が整備されたわけでありますが当選したら悪くなつたとちまたの評判になつております。

一体道路率が本土に比べていちじるしく低いといわれておりますがどの位低いのか。数字をもつて御教示願いたい。

次に道路パトロールは常時勤務しておるかどうか、そして上司は道路パトロールの報告をどのように受けておるか、そして対応費の措置は適当になされておるか。

その進捗の度合いはどうか、その改善はどういう点であるのか、これをお伺いしたいのであります。

第２点に不良住宅街の改造事業は西銘市長の２期にわたるスローガンでありますが今年度も道路の新設工事を行ない、年次的に解決をはかる計画であると述べられておりますがどのような基礎調査に基づきどのような年次計画がたつているかどうか、これを伺いたいのであります。

第３点目に公設市場の問題であります。これも多年懸案の難問題でありまして、われわれ公明会は民主的な公設市場の改築を推進することを公約して参りました。

今過半数を占める多数の業者の反対を押し切つてこれが改築されようとしていることはまことに遺憾であります。

先の寄宮地区の区画整理事業においてもしかり、また今の市場改築の問題においてしかり、地主あるいは業者の過半数を占める多数の反対のままにこれがなされようとしていることを非常に残念に思い、私はその責任を行政指導の任にあたるべき市に責任があると思うわけであります。

それを明らかにしていただきたいと思います。

更につくる理由として上岡氏の現土地はいかなる事態が起きても永遠にそこにつくつていくという態度が今までは堅持されておつたのであります。

これに業者の協力がなかつたとか、議会の協力がなかつたということでこれが暗礁にのりあげたということは御承知のとおりでありますが、その間において又吉さんから土地を買つてほしいという折衝があるやいなや簡単に上岡氏の土地を目離してそこに建設の変更をきめた、そういうところにも一貫性がないことがうかがわれるわけであります。

さらに反対する業者はああいう現一等地からあの裏通りに市場を移して繁盛性があるかないか非常に心配し、死活問題だとうつたえておるんでありますが、それに対して市は適切に指導し、また相談にのり、また業者の意見を聞く態度が過去にはなかつたということを私は聞いております。

そういう当局の一方的な態度がかえつて業者を硬化させこの事業を進捗しにくいものにしたんじやないかと思うわけであります。

これについて態度を明らかにしていただきたい。

以上のお答えを求めます。






○建設部長（花城　直政君）

　９番議員の御質問にお答えいたします。

現在那覇市の道路が非常に悪い、それでこれを改善するためには非常に金がかかるんだけれども、道路率も非常に悪いけれども日本の道路率とどの程度差があるかというような御質問でございますが、那覇市の道路率は９％になつております。

総面積の９％が道路面積というように出ております。完全なりつぱな土地利用というようになるためには道路率は２５％以上が好ましいとされております。

日本の平均の道路率が２０％ですがそれから比較しますと那覇の道路率は非常に悪いということになるわけでございます。

２番目の不良住宅街の問題でございますが、（「道路パトロールの件です」という者あり）　道路パトロールの件は用員を一人おいてパトロールしております。

いや二人おいておりますけれども年々道路がふえていきますのでこれのパトロールをすると同時にまた今度の機構改革で道路管理課というのができますのでそこで十分な道路行政ができるようにやつていきたいと考えております。それから不良住宅街の計画は本年度で３年目に入るわけであります。

６７年度もやはり建物を移転いたしまして道路改造していくということでありまして、最終的には区画整理の方式でもつて土地の交換分合をして道路用地を道路なりにしていくという方向にもつていかなければならないと考えております。

その上に道路と道路に囲まれた道路が非常に貧弱であります。

貧弱といいますと語弊がありますけれども、これが密集しております日本では都市構想造でもつて低価な利息で資金を貸してスーパーマーケツト式にやつておりますけれどもそこまでもつていかなければりつぱな市街地改造はできないわけでございますけれども、こういつたものについては特別な立法をしていかなければならないと考えておりますので、こういつた立法もあわせて要請をしてりつぱなスラム街の解消をしていきたいと考えております。






○第二助役（新垣　義徳君）

　公設市場の件についてお答えいたします。先ほど又吉議員のほうから御質問受けましてくわしいいきさつについて御説明申し上げたわけでありまするが、重ねてお答えいたします。

公設市場の件につきましては業者の意見も何も聞いてないという御意見でございまするが、当局といたしましては役所内におきましても、あるいは業者の望むところに出かけていきまして何回となく業体別にいわゆる話し合いをして参りました。

そういうことで業者の意見も何も聞いてないということではございません、できるだけのことはやつてきたつもりでございます。

ただ問題は先ほど申し上げましたとおりに土地の問題であります。又吉さんの土地はガーブ川の店舗ができるまでということになつておりましたが、公設市場を改築しなければならない、そのためにはどうしても移転用地がなければならない、そういうわけでそれを延長いたしましてお願いいたしまして現在に至つたわけでございまするが、その又吉さんといたしましても事情があつて、どうしても従来どおりの形で市に貸すわけにはいかないという話もあり、また上岡さんといたしましては先ほどの話と重なりますが買いなさいさもなければかえせということでございまして新しい条件が生まれてきましたので公設市場の変更ということになつたわけでございます。

それにつきましてはただやるべきことをなさないで漫然と移したということではございません。私たちは先ほども申し上げましたとおりに会合は何回ももつております。

業者の要望によつてあつちこつちにもいつております。意見も聞いております、そういうことから先ほど申し上げました結論に至りまして用地の変更ということになつておりまするので当局といたしましてはできるだけのことはやつたつもりでおります。




○友利　栄吉君

　第１点の道路の問題でありますが説明があまり簡単で要領を得てない、パトロールをしているが、そのパトロールからの報告を上司はどのように受けているかということを聞いたわけですが、そのお答えがございません。

その報告によつて応急に措置されておるか、その進捗はどうか、それをもう１回。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。パトロールは毎日道路の状態をパトロールするわけでありまして、１人のパトロールは道路の管理上の問題、不法に道路を使つているものがあるかというようなことをするわけであります。

もう１人は路面の状態、災害がなかつたかどうかというようなこと、維持面のことをパトロールするわけであります。

２人の調査したものを係長に報告し、係長が課長に報告してそしてその対策を講ずるわけであります。部長のところにくるのは災害があるというようなこと、または不法に占拠したもの非常に道路管理がまずいというような重要な問題については部長のところにきますけれどもそうでないものは課長のほうで維持をしたりまたは不法なものは取り締まつてやつておるわけでございます。以上であります。




○友利　栄吉君

　私が心配しているのは非常に道が悪いんだが御存知かということです。

それには予算も足りないから、どういうふうに苦面してそして早く市民の要望に応える努力をやらぬかということを聞いておるわけです。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。現在は非常に道路の状態は悪いのでございます。

これは雨が降つたことにも起因しますけれども、雨が晴れたら早急にこれをりつぱな道路に整備していきたいと考えております。

この道路の悪いことはわからないわけではございませんけれども年度末でもございますし新年度にはりつぱな道路をつくつていきたいと考えております。区画整理区域が非常に悪いのはタールで押えておけばいいわけですけれどもなぜタールで押えなかつたかということでございますが、区画整理事業が全区域にわたつて行なわれますのでタール舗装してまた掘りかえしても困るということでタール舗装は待つておるわけでございます。

それで下水溝工事の済んだところからタール舗装をして維持をしていきたいと考えております。




○友利　栄吉君

　このことについては強く要望したいと思います。第２点のスラム街の年次計画の面についてもくわしい御説明が得られませんので時間がないからそれはあとにしたいと思います。

第２点目の市場の問題でありますが上岡さんは売らないかということはあとではつきりしておるわけでありますそのことについては助役は一言も触れておらない、つまり当局が又吉氏と契約したあとであつたから向こうに見切りをつけたのかどうか今まで又吉が文書を撤回して又吉じやない、上岡氏がですね、売らないから借りてくれとは言わなかつたのかどうか、その意思ははつきりしなかつたのかどうか、市がもう少し強腰であれば借りることができたんじやないかとこういうことでございます。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。先ほども御説明申し上げましたとおりに上岡さんのほうから内容証明できたのが２月２２日（「それはわかります」という者あり）繰り返えします。それでそれを検討しているさ中に又吉さんも同じことできたわけでございます。

で、いわゆる両方の土地がなくなるという結論になるわけでございます。

そのままにしておきますと、結局は公設市場はつくれないということになります。

どつちか一方は選ばなければならないということはこれははつきりしております。それであとからいわゆる上岡さんのほうからは前買い上げてくれ、あるいは返えしてくれということは言つたんだがまたあとで従来通り使つてもいいという文書はきましたが、そのときは前の上岡さんの文書によつて又吉さんの関係はできておつたということであります。以上であります。




○友利　栄吉君

　結局両方に市場ができ、同じような地域に大きな公設市場と私有市場ができあがる、そういう結果になつたときに市の今までの都市計画であるところの市場の分散計画がさらにそこに集中する。

こういう結果を招きますし、また両方の市場が建てば両方やつていつて結局現在よりも業者は苦しい目に会いはしないかとこういうように思うわけですがどういうふうに考えますか。






○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。市場の位置の変更につきましては助役からお話があつたとおりであります。

問題はあの公設市場が食品衛生保健衛生の面からいたしましてもどうしても改築をしなければならない市場であるということも忘れてはならないと思います。もちろん現在施行しております分散計画これは計画として将来の問題として逐次整備していかなければならない問題だと考えます。

そういうことで従来の公設市場を改造しなければならないということで場所をかえただけで繁盛するかどうかは別といたしまして、エスカレーター、冷房装置そういつた装備をふやすことによつて市民にサービスを提供することによつて現在の市場に負けないところの市場にはもつていけるんじやないかという考え方でございまして、しいて入りたくない人まで入れる必要はないと私はこのように考えておりまするし、希望者はどうしても入れなければならないけれどもそういうことでどうしても市場を改造しなければならないということだけは一つ御承知願いたいと思うわけであります。




○友利　栄吉君

　質疑終ります。






○平良　真次郎君

　しんがりになつております。だぶらぬように一つ質問いたしたいと思います。２点だけ広域都市について校区の再編成について、残余の分は明日の一般質問でやりたいと思います。

施政方針にまあ広域都市の構想が打ち出されておるわけですけれども先ほどから御質問もあつたわけですが要するに交通網の発達によつて経済関係の、いわゆるかみ合わせが非常に大きくなつてきたと、それで付近の町村を一緒にした計画を進めていきたいと最もな意見でありますが問題はどういうふうな意図で市長は就任４年半なるわけですが都市構想を打ち出されたか、そういう点についてお伺いいたしたいわけであります。

まあ意図といいましようか、理念といいましようか、それをお聞きしたいわけであります。

と申しますのは今政府でも市町村の合併ということが打ち出されておりますし、ある話によりましては名護ブロツク、石川ブロツク、コザブロツク、普天間ブロツク、那覇、糸満、宮古、八重山とこういつた地域にわけると、経済的な地域的なブロツクによつて、いわゆる政治その他の文化面のいわゆるつくろうというような考え方もあるようでありますが市長が今の広域都市計画はどういうような理念で、どういうような意図でこういうようなことを計画されておるか。

というのは１１番議員の質問では合併を意味するものではないということを言つておられます。

ただ経済的な交通網のつながりというような意味であるのか、広域都市ということになると少なくとも都市諸設備つまり学校だとか、住宅だとか、あるいは霊園あるいは文化施設こういつたものがその地域に包含され、あるいは観光都市としての性格も十分にもつて初めてそこに経済活動というものが活発になるとこう思うわけであります。

しかもこの広域都市の計画の基礎になるのは単なる西銘市長の個人の意見であるのか、これが政府と連係をとつた一つの構想であるのか、あるいは現在予定されておる一町五村の各町村ともそういつたような連係をとつた、いわゆる交通網まあ経済のそういつたような形態、そういつたものの連係をとるためにこういつた広域都市計画というものを考えたのか、そのへんが都市構想の底辺でなければならないとこう思料いたすわけであります。しかも５６年に設定されたマスタープランは現在１４％しかできないこの計算からいたしますと、５０年以上の日時を要することになるし、しかもこれにあわせて単なるプランだけのものであるのか、あるいは経済交流を活発にするためにはそれ相当の政府としても、那覇市としてもそれだけの、いわゆる対策というものが生まれてこなければいかぬと、ところが合併を意味するものではないと、現在の段階では話だと思うわけですが、そういつた意味での構想のいわゆる打ち出し方、意図理念というものを一つお伺いしたいわけであります。もう１点は校区の再編成であります、教育委員会法が改正されましてまあ予算が現在われわれの手元に回わつてきております。しかも施設回わりをしていろいろ見ました場合、ある学校においては教室があまつておると、ある学校においては１８教室も間仕切りをしております。

これは神原中学校であります。そういうようなさ中で、結局そこにはいわゆる校区の再編成というものが現われなければいけない、これは当然都市計画においてもなされていかなければならないと思うが、従来は教育委員会と那覇市の二つの法人によつてこの校地問題、校区問題が進捗していかなかつたのでありますが、今後はどういうような考え方であるいはこの問題をどういうように処理していくか、これが課された問題だと思います。

市内においては土地が狭まい、しかも校地を求めることが非常に困難であるそういうような意味からは先ほどの広域都市の問題とも関連する問題だと思います。

それで校区の再編成についていかがな考え方をもつておるか、お尋ねしたいわけであります。

しかもこの校区の再編成の問題につきましては先ほどどなたかの質問がありましたが、市長の施政方針の中にもあるいは予算の中にもいわゆる四条橋、神原間の道路を新設するという問題があるわけであります。

こういつたこともやはり校区の再編成というものが根底になければいけない１８学級も間仕切りをするということ、こういつたしわよせが各学校父兄をなやましていると思うわけでございます。

校区の再編成という問題は教育委員会においても特に今度予算が那覇市に割り振りされてきたという点からも十分考慮さるべきだと思いますがこの点について、当局の御答弁をお願いします。






○建設部長（花城　直政君）

　２４番議員の御質問にお答えいたします。第１点は広域都市計画の理念、考え方ということでございますが単的に申し上げますならば那覇市がどこまで拡げたがいいかということがあると思います。

東京都が東京都の首都建設計画を建てました、ところが東京都だけの区域ではどうにもならないという問題が派生いたしまして東京都の周辺の府県まで入れた首都圏というようなところまで発展してきているわけであります。

それと同じように小さいけれども那覇市でもそういう問題が起つておるんだと考えておるわけであります。

やはり那覇市はこの行政区域である那覇市だけではどうしてもりつぱな計画はできない、経済圏と申しますか、生活圏と申しますか、そういつたことから考えますと隣接市町村まで入れた計画をたてなければりつぱな那覇市の計画はできないものと考えましてこれを広域都市計画とうたつておるわけでございますけれども、ほんとは那覇市は全琉に営業圏をもつておるわけであります。

ただ実際の施設計画としてはやはり隣接市町村を含めた区域で足りるんじやないかという考え方で計画を進めておるわけであります。

その中ではおつしやるとおりに住宅問題、学校の問題、いろいろな問題が出てくるわけでございます。

公園の問題、結局観光施設の問題、これは関連してくるわけですが、狭い那覇市の区域だけでは観光施設、生産施設というものは不充分でございますので、どうしてもそこまで手を伸ばさなければならないというのが広域都市計画の考え方でございます。

第２点の学校の教育問題に関連した学校の再編成の問題でございますけれども、これは都市計画の学校の設置問題と関連してくるわけでございます。

現在のマスタープランで決定された学校は１１校でございましてこれはほとんど旧那覇市に配置された学校でございます。

その後学校がたくさんできております。合併によつて学校がふえております。この学校区の学校の配置は都市計画にも配置できるわけであるけれども教育法によりまして、教育委員会の仕事ということになつております。

それで都市計画事業とも関連いたしまして、那覇市の教育委員会とは十分関連してやつていかなければならないんじやないかというふうに考えております。学校区の問題は教育委員会の方々も見えておりますのでそこの方から説明していただきたいと思います。






○事務局総務（伊良波　長正君）

　２４番議員のおつしやるとおりでございまして、今都心部においてどの学校を見ても２，０００名を越しております。

それでこの校区の配置は小学校及び中学校の新設によつて解決しようと考えております。

さいわいに財政が一本化になりましたので、市当局とも御相談して学校の新設に努力をしようと思つています。以上。




○平良　真次郎君

　校区の編成の問題についてはいずれ時間をかけてお尋ねしたいと思います。さつきの広域都市計画の問題ですが一応関係町村並びに政府との関連が出てくると、将来もそれが策定され認定された場合にはどのような義務を政府あるいは関係筋がもつかどうか。

現在のマスタープランをみたいように９年に１４．５％とかできないような状態の、いわゆる広域都市計画であるのかですね、こういつた面から関係市町村があるいはいやだと、あるいはどうというような問題も必然的に起こる問題だと思いますが、その点については何か関係市町村、あるいは政府との調整はどのようにやつて審議を進めているか。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。

広域都市計画の考え方は、もちろん那覇市独自の考え方からはじまつたわけでございます。

ところがこれは那覇市だけではどうにもできないというわけで、政府とも隣接市町村とも十分話し合いをしなければならないということはお説のとおりでありまして、都市計画の委員会の中にもやはりそういつた考え方から政府の参事官も入つてもらつていろいろ検討を加えておるわけでありまして、これが委員となつておられますので、政府のいろいろの施策の面にも一応那覇市の考え方がわかつてもらえるというふうな考え方で検討を進めておるわけであります。

もちろん隣接市町村の問題もこれは今後の問題になりますけれども、今やつておりますのは那覇地区の中心計画のことに入つておりますので、これが済みましたら、どうしても隣接市町村の計画に入つていかなければなりませんので、これは那覇市だけではどうにもならないので、やはり隣接市町村の議会とも話し合いをしなければ、当局とも話し合いをしなければならない。

これは政府の何といいますか、指導によつて隣接市町村との話し合いをもつていつて計画を進めていきたいというふうに考えております。




○平良　真次郎君

　終わります。




○議長（高良　一君）

　以上もちまして本日は散会いたし明日午前１０時に再開いたしまして明日は一般質問であります。

　これで散会します。









（午後４時３６分　散会）




　上会議録を調整し署名する。
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○議長（高良　一君）

　これより本日の会議を開きます。

本日の日程はお手許に配付してある議事日程第３号のとおりであります。

諸般の報告をいたします。

　６月１０日付、市内岡野区自治会代表者、安謝６２６崎山喜文ほか１２４名からの「銘苅橋改築について」の陳情は会議規則第８７条の規定により建設委員会に審査を付託します。

なお、その写しは、後刻配付いたします。

これより議事に入ります。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１．「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。

本日の会議録署名議員は会議規則第１１６条の規定により議長において宮良永昌君、大山盛幸君を指名いたします。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２．一般質問を行います。






○大浜　長弘君

　きようの一般質問に関しまして観光問題と環境衛生の２点を当局に質問いたします。きのうの市の観光に対するところの基本方針は了承したのでありますけれども、さらにきようは一歩つつこんでお伺いいたしたいと思います。観光の予算が去年は１３，０００ドル余、今年は１万ドルになつて約３，０００ドルの削減がなされておりますが、その理由をお伺いいたします。きのうの答弁で観光資源の整備あるいは観光資源の開発たとえば亜熱帯植物あるいは海岸線を開発してゆくとこのような答弁があつたと記憶しておりますけれども具体的にどのように市が観光資源の開発をしようとするのかそれをお伺いいたしたいと思います。三つ目に今回の予算にもありますように宣伝事業費が４，０００ドル余計上されておりますけれども、私たちの考えるところでは印刷による宣伝よりはまず人より人への宣伝、沖繩に来て沖繩の実態をみてそれをよかつた悪かつたということを帰つてからその人から人への宣伝これが大きな比重を占めるんじやないかと思いますけれども市当局のお考えはいかがでございますか。四つ目に財政のゆるす範囲でやつてゆきたいということですが仰せのとおり財政のゆるす範囲でやるべきではありますがその財政の比重を観光事業にどのように重くおくかということが大事じやないかと思います。一例を申し上げますれば近年非常に観光事業は発展して参りまして６４年度においては観光収入が１，３６０万ドル６５年度においては１，５３６万３，０００ドルと毎年１３％の増になつております。現在、砂糖が国際収支の上では６５年度においては５，０００万ドル、パインが８００万ドルとなつてパインをしのいで観光事業がこのように国際収支の上で大きな比重を占めておる現実をみたときに去年よりも予算が削減されるということはどうも納得ゆかないし、かえつて１３％増をして観光の誘致に力を入れるべきだと思います。また１，３６０万ドルの観光収入でございますけれども、このほとんどが那覇市に落ちているのが実情であのます。きのう部長は関連市町村と提携してうんぬんとありますけれども、たとえば南部に観光客が参りましても花木を買うのに５０セント、１ドルぐらい使うのが関の山であります。北部にまいりましても名護で昼食に７０セントか１ドルぐらい１人あたり使う。あるいは今帰仁、伊豆味にゆきましてパインを２５セントか５０セント、と使う。その観光収入のほとんどが９０％は那覇市に宿泊料、バス代、シヨツピングとして落ちてる現状であります。そういう点において那覇市はもつと打ち込んで観光事業ということを考えてゆくべきじやないかと思います。その点どのようにお考えですか。それから環境衛生についてお伺いいたします。この環境衛生は観光行政とも平行して行うべきでないかと思います。すなわち私たちが他府県に行きまして感ずることはきれいな街、あるいは整頓された街で非常に強く印象に残るのであります。しかしながら那覇市の現状をみました場合にきのうも申し上げましたとおり少し雨が降れば浸水してもう周囲の環境がいちじるしく悪くなつてしまう。だからただきれいにするというだけではなくて市民に及ぼす影響これの保健ということも大きな問題になると思います。きのうの朝刊にもありますとおり、那覇保健所管内に赤痢が３５名も発生しており、その理由は保健所がいつているのに「降り続いた雨で下水道、ドブ川がはんらんして環境衛生がいちじるしく悪化したためだ。」というふうにみております。このように環境衛生を悪化させることが市民の生命をもおびやかしてゆくことになりかねないのであります。こういうような観点からお伺いしたんですけれども、きのうの部長の答弁は私たちの排せつするし尿は大事な問題であり、これを下水道と平行して下水道の１９７０年度の処理完成を早めて６８年度までにどうしてももつてゆきたいということでありますけれども、では６８年度までに下水道が一部完成したとしても緩和はされるけれども６８年度までに現在の施設でまにあうかどうかということをお伺いしたいと思います。

　それから、ごみ処理でございますけれども雨が降つてはんらんすれば自然的に周辺の浸水地域はぬれた畳あるいはいろんな使用できないものを山積みしておりますけれども、２日たつても３日たつても市のほうから処理車がこない、そのためにいきおい川にほうりこんでしまう。これが次のはんらんの原因を作つてゆく。このような悪循環をくりかえしてゆくんじやないかと、このように本員は考えておりますけれども、きのうの答弁にもありましたように、３台増車して現在の７日１回の処理を５日までにもつてゆきたいということですが、いつごろどういうふうにするのか、その具体的な計画はあるのかこれをお伺いしたいと思います。また市民憲章の第１項にもありますように私たちはまちを美しくしましよう、とうたつておりますけれども、まちをきれいにしましようじやなくて、いつせいにまちをきれいにできるような体制を市当局で考えるべきだと思います。たとえば、ごみ処理するにしても捨てどころがないから道に捨てる。これを１００メートルおきにごみ箱があれば、そこに捨てるようにすれば習慣づけられるのであります。特に感ずるのは安里三叉路、与儀付近ですけれども公衆便所がないために近くの民家においてしか用足しができない。また民家の土塀とかそういうようなところで放尿している。結局まちを美しくしましようといううたい文句ではどうにもならないという現状ではないかと思います。この点について公衆便所を牧志、安里三叉路、与儀付近に設置するお考えはないかどうかお伺いいたしたいと思います。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。観光事業における予算の減額につきましてはおおせのとおり観光費におきまして６６年度よりも６７年度におきましては約２，９８９ドルの減額になつております。これは何も観光事業をおろそかにしたための減額ではなくて事業の内容の変更による減額ということになつております。申しますれば従来、政府の補助金を得て作業いたしておりました首里司令壕の発掘事業は約５，０００ドルの経費を投じてやつておつたわけでありますが、これは６７年度からは政府のほうで現在計画されております。観光事業の法人組織が準備されておりましてこれの設立を急ぎましてこれの事業として肩代わりしてゆくということで、その５，０００ドルはそのほうに向けられておるのであります。政府の話によりますと、その法人事業のために１０万ドルの枠を準備しており、そのうち約３万ドルは司令壕の発掘準備にあててゆくということでありまして、その点で５，０００ドル減つたと。それから約２，０００ドルは増になつておりますが、これは那覇エヤーポートにおける観迎アーチこれを気持のいいりつぱなきれいなものに作りかえようということで２，０００ドル新たに増額しておりますが、その差し引きで３，０００ドルの減ということになつております。観光資源の開発を具体的にいかように考えるかという御質問でありますが、きのう申し上げましたとおりその観光振興対策の内容をみまして、おのずから政府の段階、市町村の段階、企業化の段階、個人の段階というものがわかれてくると思います。その中で市町村那覇市なりにできる資源開発をやつていこうと、これはきのう申し上げましたとおり、たとえば先ほどの司令ごうの発掘、それからペルリ碑の建立、あるいはエヤーポートにおけるあるいは泊港における歓迎施設アーチの整備といいそれから街全体をみました場合に街そのものを那覇らしい姿にもつてゆくと、いわゆる亜熱帯色を帯びしめるべきだと思いますが、その亜熱帯色というのは結局そこにある風物、静物、感覚、人情このすべてから出てくるムードだと思います。そういつた場合におきましてできるだけ街を緑化する折にもその樹種を選定してゆき、街そのものをいわゆる太陽と光と熱にあうような整備された街にしてゆくべきだと。人情としてもいわゆる亜熱帯人としての純情さ、情熱さ、それから特に沖縄としての守礼さ、という市民感情の育成涵養をはかつていくと、これらのことが総合的にいう市としてなし得る資源の開発だと思つております。人から人への宣伝ということでございますが、仰せのとおりごもつともでございまして、特に大浜議員はその事業に携つております関係上非常に感に打たれると思います。われわれもその点十分留意しましてその来客誘致の場合もきのう申し上げましたとおり九観連あるいは全日観連、あるいは太平洋観連という団体とできるだけその面に加入しあるいはメンバーとしての接触を多くして、その面からの連絡コネをつけてゆくと。特に九観連、日観連の場合はこれは主として都市のメンバーによるものでありますが、その宣伝にゆく場合にはできるだけ市町村あるいは他県の交通関係事業者をまじえまして懇談、連絡、宣伝を行つておるわけであります。そういつた面とできるだけ人より人への宣伝をしてゆくという面と、それからここに来られ宿泊の場合の施設の従業者、ホステスそういつた面の情操教育あるいは教養教育、やはり沖繩に行つてよかつた、非常に親切だという感じをもたせるという面での講習会あるいは研修ということも考えておるわけであります。もつと予算をそそいでやれという御意見で主管部長としては非常にうれしい御意見だと思いますが、いずれにしましてもぼう大な事業をもつ那覇市でありますので、おのずからそこに財政のバランス、執行における均衡性というものも出てますのでもちろんできるだけの努力を払つてゆきたいと　こう考えるわけであります。それから衛生問題についてでありますが、浸水につきましては仰せのとおりこの雨によつて相当の箇所の浸水がありまして、すでにこれにつきましては浸水箇所を全部調査しまして保健所あるいはうちの衛生課全部に連絡いたしましてその緊急度によりまして２回あるいは３回の消毒を実施しております。ただ悪疫流行につきましては、これは本当に残念でありますが、われわれとしてはこれ以上これの防止に対しては保健所に対して依頼し、できるだけわれわれはそれに協力してゆきたいと考えております。それから終末処理につきましては６８年度で間にあわすように折衝してゆきたいということであるが間に合うのかということでございますが、これは２４万を対象とするいわゆる日量２４０キロリツトルのし尿排水に対する浄化装置でありまして、とりあえず本来ならば幹線あるいは支線の配管によつてその中から流入していつて浄化するのがたてまえでありますが、その配管を待つていると８カ年待たなければいけないということで、われわれは終末処理場から先にしてゆくということで市長、助役も強力な折衝をしております。

６８年度に間に合わしてもらいたい、その折りは配管まででもその施設の前のほうに臨時投入施設を作りまして一応バキユームカーで搬出してきたものをその施設に投入いたしましてこれをろ過して浄化器にかけてゆくと、そして浄化して配水するということになつておるということであります。雨上がりのあとの塵かい処理でありますが、これは仰せのとおり非常に混乱する状況でありまして、できるだけわれわれとしては配車を考えておるわけでありますが、天候の都合あるいは道路の都合、車両の都合でゆきわたらないことはこれは申しわけないと考えております。５日収拾の計画はいつからかということでありますが新年度から目標を立てて着々とその面に配車の計画、配置あるいは車両の整備、運転手、清掃婦の配置ということをやつてゆきたいとこういうふうに考えております。公衆便所の配置につきましては常にわれわれが気を悩ます問題でありますが、特に必要な箇所を御指摘の安里三叉路与儀、牧志におきましては十分その必要性を感じておりますがなかなかその場所が見あたりません。さしあたり安里三叉路におきましては交番がありますしそれから栄町の市場の中に公衆便所があります。それから大道会館近くのバスの停留所のすぐそばに公衆便所があります。そういつたところで間に合わせていただくということを考えております。与儀におきましては、ここは一番厄介な場所でありまして、まつたく敷地がなくて困つているわけでありますが、これにつきましてはいくいくは公園の設置計画等と相マツチいたしまして、そういつた面を検討していくと。牧志は現在牧志通りにウガン相撲場一箇所となつて、あとはデパートあるいは水上店舗、そういつた店舗のもので間に合わせていただいておりますが、こういつた点につきましては前から必要性を感じて場所を探しておりますけれども、なかなか適切な場所がなくて困つております。もしそういつた面で名案がありましたら御指示をいただいて検討してゆきたいと考えております。




○大浜　長弘君

　観光行政についてでありますが、事業内容が首里の洞くつが５，０００ドル削減されたと、それがそれは政府の補助によるところの財源だと思いますけれども、これは了承しましたが資源開発について私の考えるところではアーチは余り観光資源ということはできないと、このように思います。特に観光資源開発については沖繩は豊富な無量な熱と水があります。その熱と水をどのようにいかすか、これは将来沖繩観光開発の大きなポイントになるんじやないかと、このように本員は考えるのであります。一つその点を市当局も熟慮されて、たとえば亜熱帯植物園を作るとか。なるほど市に亜熱帯植物を植えることも大事でありましようけれども、一箇所に集めて他種の植物が見られるものがあつたらということは本土からみえる観光客が口にされるところであります。この点を市当局も首里あるいは市の近くにそういうふうな植物園を作つていただきたい、またそういうふうな構想をもつてもらいたい。当然市当局の予算ではできないので、その面を政府のほうにも強力に押し進めていただきたいと本員は考えます。

部長も仰せのように宣伝は人から人へが大事であるといつております。そうであるならば本年９月に沖繩観光協会主催によるところの沖繩観光まつりが催されるということでありますので市当局も２，０００ドルの補助をしてもらいたいということでしたが、これは１セントも補助がなされてないということであります。印刷刊行物より人より人への宣伝が大事であれば９月というのは例年観光客が少ないわけでございますので、その９月に観光団を誘致してそれを例年行事にもつてゆく、それによつて毎年観光客が増えるというような線にも通ずると思いますが、その２，０００ドルの削減をもう少し考慮してもらう余地がなかつたのかどうかお伺いしたいと思います。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。熱と水、光を利用した資源の開発をはかる、これは非常にりつぱな御意見でありまして、われわれもつとにその点を着眼いたしまして政府のなす事業として強力な要請をいたしまして、それがみのりまして現在、末吉に亜熱帯植物園の造成を政府の予算で行いつつあります。これは去年度から着工されておりまして、すでにこれは末吉部落からシーシ社壇にあがるあの谷間に通ずる亜熱帯林をそのまま利用してこれを整備しそこに遊歩道ができておりまして本年度は管理施設整備あるいは樹種の整備ということをなすように政府のほうで予算を組んで検討しております。それから観光協会の９月の観光まつりに対する補助金の件でありますが、これもわれわれとしてはその重要性を認めておりますので、その事業内容によつていわゆるこれは全琉にまたがる行事でありますので、そのうちで那覇市で取りあげる分についての予算の補助は計上してあります。




○大浜　長弘君

　先にも申し上げましたように観光収支というのはその９０％が全部那覇市に落ちるわけです。

　他市町村との関連ということも大事でありましようけれども、その９０％は那覇市が負担をしてもいい、それだけ那覇市の収入になるからということを考えて観光行事に力を入れてもらいたいということを要望申し上げまして以上をもちまして質問終ります。






○儀間　真祥君

　本員は日程にあがつております３点、この問題についてお尋ねしたいと思います。

　まず初めに不良住宅の問題について。

西銘市長は立候補に際しまして、いわゆる不良住宅街の解消ということを大きな公約として掲げ、２回目の当選をしております。その中で、最初の公約に基づいて不良住宅街解消モデル計画なるものを考え出して事業を進めておるわけでございます。その手初めとして、樋川にあります地区、あれを指定して、その地域に住んでいる人々を他の地域に追い出していつて、そこに市営住宅の中でも一番家賃の高い市営住宅を建設しております。

　そのとき人民党所属の議員は地方自治体の微力の財政をもつてしては、特に本土から切り離されている現在、財政が貧困であるために非常にむずかしい、不良住宅街解消ということはやさしいかも知れぬが、実際に行うのは簡単ではない。だからして不良住宅街改造法、こういうものが立法化されて、その資金の裏付けによつてやつていけば市民に犠牲をしいることをしなくても事業の遂行はできるんじやないか、今のような調子でいつたならばおそらく竜頭蛇尾に終るだろうと申し上げております。

　このときに建設部長はこう説明しております。

　那覇市全体の不良住宅街というのは相当広い地域でございまして、ほとんどがスラム街じやないか、区画整理された以外はほとんど不良住宅街といつてもいいような地域でございまして非常に状態が悪いわけでございます。

　その中でわれわれが調査したのは約８万坪、この中でも今取り上げているのが面積にして９，３００坪、その９，３００坪の中をどういうふうにしてやつていくかというのが今度の問題でございますが、すでにアパートも建つておりますので、今周辺の道路を整備して最終的にその９，３００坪の中の道路、公共用地を完備していくことでございます。

　そのスラム街のねらいは３段階になつており、これを３カ年か４カ年で済ましていくということを説明しております。

　最初の、その９，３００坪、これが市の計画どおりにいけば今までにはその終りに近づいていなければいけない、しかし今現状を見て見ますというと、住宅街が一棟建つている、そして今度予算にあがつております。

　道路をつけていく、それだけが今手をつけているわけであります。

　この９，３００坪の地域の中には地主が５２名もいる、そして物件が１６０近くもある。この人々との話し合いが現在どの程度まで進んでいるか、その点について御説明願いたい。

　それから、一号線の問題についてお尋ねします。一号線の問題が４月の終りごろから拡張問題が出ております。那覇市に、一号線沿に植えられております　街路樹を撤去するように民政府からか、軍からか通知があつたように新聞では報じております。

　市では事実を確かめるために部長と都計課長がその筋に行つております。そのときに軍の説明によりますと、路面の低いところもあるのでこれを上げるだけだと説明したので市のほうからも一応幅員も拡張してもらいたいということを本員が調査に行つたときに部長の部屋で都計課長は説明しております。この話は私に説明しておつたが、この話は事実であるかどうか。

　この課長の説明の中で５６年の制定された都計法で一号線は３６メーターにするように決定されておると、その根拠に基づいて折衝したのだと説明しております。

　こういうことが事実であるかどうか、その点を部長が御説明願いたい。

　あと１点教育問題であります。今度から教育委員会法が改正になりまして自治体で教育負担金を出し、この自治体で教育予算が審議するようになりました。

　市長と教育委員会の調整の中で提出されている案ににつまつてきて出されておりますが、これが最上の予算であると思つておるかどうか。その点を関係の教育長の方が御説明願いたいと思います。

　以上３点についてお答えを願います。そのお答えによつて質問を続けたいと思つております。






○建設部長（花城　直政君）

　ただいまの６番議員の御質問にお答えいたします。

　不良住宅街の計画が始められてすでに４年目に入りますけれども未だに完成してないと、それで今の地主と建物の主との話し合いはどうなつているかというような御質問でございます。

　これは今年度の６６年度の事業は道路工事と建物の移転というようになつておりまして、関係者が全部で３６、その前に地主のほうはさつき御説明がありました。９万３，０００坪の中の地主のほうは区画整理方式でもつて道路用地を提供するということは８０％の地主が承諾をして捺印をしております。それで区画整理方式でもつて道路を生み出して、その道路用地の中にかかつている建物を移転するということは那覇市の事業として予算を組んで移転をするということで毎年移転補償費を組んで移転された場所から道路から工事を続けていくということで今までやつておるわけでありまして、地主のほうは区画整理については賛成でございます。

　それから建物主でありますが建物主が２８軒、借家人が８名おりまして、３６軒関係者がおります。その中で執行済が５軒、これは借家人もあわせてでございますが、それから契約済が１３軒、残つたのは１８軒でございます。

　これは今年度中に泊の埋め立て地に移るように話し合いが今進められておりまして、残りのこの契約見込みの１８軒も年度内に承諾が得られるものと考えております。

　それから２番目の一号線の問題でございますが、これは軍が一号線を拡張するんだというようなことではござざいません、今の那覇市の交通問題から考えまして、どうしても一号線も拡幅しなくちやならない、それからバイパスの整備、旧鉄道線路の整備もしなければならない、それからそれを結ぶ縦線、これも早く整備しなくちやならないということは都市計画の交通政策で、すでに出ておるわけでございます。これは早急にやらなくちやなりませんけれども、現在の一号線がああいう混乱状態になつておりますのでどうしても拡幅すべきだという結論にわれわれはたつておるわけでございます。

　これは一号線は車道が１８メーター、歩道を含めますと３８メーターになつております。歩道の分の１８メーター、これは市の区画整理事業でもつて拡幅してありますので、この分については、われわれが車道、歩道を縮めて車道を拡幅することはできるわけです。

　ただし、１８メーターというのは軍道路でありますので、軍に協力願いはしなければならないというわけで、われわれは軍と話し合いをもつておるわけでございます。軍がこれだけしなければならないということではないわけです。

　それで課長が言つたことはその日は私もおりましたけれども、私は忙がしくて課長と儀間議員が話をされておりましたけれども、その説明をしたことはほんとのことであります。うそじやありません。それでわれわれが拡張をしてもらいたいということで、軍との話し合いをしたわけで、その話の中から路面が非常に悪いので、また排水も悪いところがあるのでこれを改善するために今測量をして調査をしておるんだということで、これは１年前からの話であります。今年度になりまして、６月中にこのかさ上げの工事をやるということははつきり言われておるわけであります。そのための交通規制の問題、いろいろの問題もわれわれは交渉をいたしております。そのとき、この際、それでは拡げていただけんかということを申し上げたわけであります。けれどもポストエンジニヤは道路の維持管理の部門にあるので、新設とか、改良、拡幅ということはわれわれの予算ではできない、だからそれはほかの方法でやつてくれということでそのままになつておるわけであります。

　それから５６年に決定されたマスタープランでは一号線は３６メーターというふうに決定されておりますけれども、これも真実かということですけれども、これも真実でございます。

　以上でございます。






○那覇教育区教育委員会教育長（阿波根　直成君）

　ただいまの教育問題についてお答えいたします。ただいまの御質問は教育予算の市の負担金についてだと解釈しておりますが、市と折衝いたしましてみなさんのお手元に差し上げたような予算案になつておりますが、もちろん委員会といたしましては、これを最上の予算とは思つておりません。満足はいたしておりませんが、市の今日の予算規模などからいろいろ勘案して委員会としてもこれを了承しているわけでございます。

　したがいまして、これがきまりましたあかつきは、できるだけこの予算を効率的に運営いたしまして教育効果を一層あげたいと努力する所存でございます。




○儀間　真祥君

　ただいまの御説明に対しまして一応質問を続けたいと思います。

スラム街の解消、要するに不良住宅街の問題でありますが、今先の御説明を聞きますと、不良住宅街は今年度で道路計画、これを区画整理方式で進めていくと。その線については関係地主も承諾しているということを説明されております。

　これは不良住宅街の解消の問題が出たときに不良住宅街のモデル地区の補償方式、この問題についてこれでもつて進めていきたいというふうに説明されております。

　今度また道路の問題については一応区画整理方式でやつていきたいということはこの不良住宅街解消の問題については両方ミツクスしてやつていくという意味であるのか、その点が１点、それから今まで道路の問題については地主との話し合いは進んでおるということをおつしやつておりましたが、この土地を区画整理方式によつて一応地主の負担する道路計画の面はですね、そして次にはです、この道路に該当する地域に入つている人々、この人々を間引きして出していくわけだけが、この場合に資金の計画はどうなつているか。この人たちはおそらくおとなしくいくんじない、この人たちが入つていく土地の指定それから補償金はどうなつているか。そういう面もあると思います。その計画についてどうなつているか、それを御説明願いたいと思います。それから、もう１点、これは終つてからやりますか。




○議長（高良　一君）

　ついでにやつてください。




○儀間　真祥君

　今の一号線拡張の問題、これでありますが、これは今の御説明で一号線の拡張は前に建設部長の部会で私が調査にいつたときに説明したのは真実であるというふうに説明なさつております。

　この場合に軍では都市計画法によつて３６メーターにきまつておるので、それまでに拡張してもらいたいということを言つております。この場合に都計法の３６メーターは軍にも適用されるのかどうか、もし適用されるもんだとすれば、どういうふうな法的な根拠があつてやるのか、その点を御説明願います。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。スラム街解消の方式は二つをミツクスしてやるのかということでございますが、私が今さつき申し上げたとおりまた３年前にスラム街解消の事業を６４年に始めたときにも、スラム街解消の基本的な問題を申し上げたはずでありますが、そのとおりやつていきたいと考えております。と申し上げますのは、これは現在の琉球政府ではまだ市街地改造法、それから都市改造法、そういつた住宅改良法というような関係法規がまだ立法化されておりませんので、それの立法要請をしていつてそれができたときにはスラム街を解消していきたいけれども、それがまだできておりませんので、こういう方法でやつていくんだと。

　土地の関係は区画整理の方式でやつていくと、そして建物を移転させて、それから道路をつくつていつて、そこの環境整備をしていくと、最終的には道路と道路に囲まれたブロツクの中の建物、密集している状態までこれを改善していかなければほんとのスラム街解消にならないので、これは地主と借地人と十分話し合いをして共同建築するなり、そこの稠密な状態を適当な空地をもたしていくような方法で、そういう方法で現在も進めていく方針でございます。

　事業計画といたしましては、やはり予算の都合がございますので、６４年６５年、６６年はすでに予算も計上されて執行されてきましたけれども、あと７０年までに、これを全部完了していきたいというように考えておるわけでございます。

　これはなぜそうなるかと申し上げますと、資金が今まで１２万４，０６４ドル使用されておりますけれども、今後５７万８，０００ドルというような費用をつぎ込まなければこのスラム街の解消は完了しないということでございますので相当の費用が出てきますので、後４カ年計画ということで計画をたてておるわけでございます。これはもちろん政府補助もお願いしております。都市計画委員会のときも、都市計画審議会のときにも、それから首都建設委員会の際にもこれは要望を申し上げておりまして、こういつた補助がいただければこの施工年度も４年間というものがなお縮まつて早くできるんじやないかというような期待をもつておるわけでございますが、これは今後交渉を十分していきまして、できるだけ早くやつていきたいというふうに考えております。もちろんこれは建物を移転するためには、どこかに土地を求めなければいけません、向こうはああいう密集地帯でありますので、そこの住民をそこに住まわすわけにはいかないということでございますので、おつしやるように間引ではございません。間引という言葉になりますと、非常に聞えは悪いわけですけれどもそうではございません、結局、悪い状態からいい状態のところに移つていただくということで、わたわれは家主の方々とは話を進めておるわけでありまして移転用地を市内の適当な場所に確保しまして、そこにりつぱな道路計画をしてスラム街にならないような計画をいたしましてそこに移転していただく、そして移転補償ももちろん計上しておりますので、補償をして立ち退いていただくというようなことで毎年移転費も計上してやつておりますので、もちろん自分の住んでいるところから移るということは感情としては非常に困まつたことになるかと思いますけれども、しかしこういつた悪い場所に住んでおられるよりも環境の悪いところに住んでおられるよりも、いい場所に住まわれたほうがいいということで、われわれとしては話し合いを続けていきたいと考えております。




○儀間　真祥君

　問題は構想として説明しておられるわけですね、本員が聞いておりますのは、構想の問題ではなくして１年次はどういうふうにやつていくんだ、そして３年では指定された人々をどの地域にどういう方法で移していくんだというふうな年次計画、これがなければいけないんじやないかと思うわけです。

　その面について部長の説明ではただ構想だけ説明されております。それじや年次的にどういうふうになつておるか、これを御説明願います。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。

結局年次計画と申し上げましたのも、さつき私が申し上げました４カ年で５７万８，０００ドル余の金をかけて移すと、それには莫大な予算がかかるので政府補助をお願して、市の負担があまりかからないようにしていくということでありまして、６７年度では大体７万２，０００ドルの予算を計上してありますし、６８年度では約１３万５，０００ドルの計画をたてております。６９年度では１３万６，０００ドル、７０年には２３万４，０００というふうな計画をたてて、総計５７万８，０００ドルの計画をされておるわけです。その前に６４年から事業にかかつておりますので６４年、６５年、６６年度の支出額を合計しますと１２万４，０００ドルだから、さつき申し上げました５７万８，０００と合計しますと７０万２，０００、約３，０００、７０万３，０００ドルの費用がかかるのでこれを予算化していきたい。それでいつどういう方法で移すかということはその年度でなければ、どこに適当な用地が求められるか、その年度にならないとわからない。一ぺんにそれだけの建物を移す場所を一ぺんに購入するということは財政上非常にむずかしいということで毎年毎年計上しておるわけでございます。

　これは、いつどこにどういう方法でということは申し上げられません。

　年次計画によつてその年度に予算化計上されたときに具体的なことを申し上げたいと思つております。




○儀間　真祥君

　今の問題は資金計画ですね。これは何年度に政府補助で行う、というふうに説明になつておつたわけです。これはどこまでも補助でありますので琉球政府の財政の都合でもつてはたして市が要求する額がもらえるかどうか、はつきりしないんじやないですか、はつきりしておりますか。

（「これは計画であります」という者あり）

　資金計画を実現するためには一応はつきりした裏付けこれがはつきりしなければいけないと思つております。

　それについてのめどはどんなものですか。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。

計画につきましては、先ほど部長から説明がありましたが、いわゆる政府補助額については何年度に幾らという確約はできませんが、しかし、先ほど説明のあつたその線に沿つて、さらに努力するということを申し上げまして答弁にかえたいと思います。




○儀間　真祥君

　続けて一号線の問題をお尋ねします。

今さつきの御説明聞きまして、要するに一号線の拡張の問題については御説明のとおり事実に相違ないということをおつしやつておりました、その場合に私質問しましたが、これに対するお答えはまだないわけですが。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。一号線の問題は、これは３６メーターというのは１９５６年のマスタープランの決定された道路の幅員でございます。

　軍道路というわけではございません。

都市計画の道路としてはこれだけ必要であるということで決定しておるわけであります。その中にたまたま１８メーターの軍の管理する道路があつたということでございまして、これは車道だけを軍道路といつておるわけです。ただガツターのあるところ、車道のところにこういうコンクリートでへんせんがあります。ガツターができているところは軍が１８メーター管理する。ないところはその補装の端から６メーターまでは道路の管理上いろいろな問題があるわけであります。そこに構作物をつくるとか、何とかいうときは、軍の許可を得なければならないということがあるわけです。

それでその６メーターというものが、われわれの歩道が、９メーターありますので、その範囲でございますが、何も民有地に対して一号線の管理上問題があるということは全然ないわけでございまして、御心配はないわけでございます。




○儀間　真祥君

　今の部長の御説明を聞くと、前の説明とは食い違うような説明があるわけです。

　私この前、部長の部屋で説明を聞きました場合に、今の説明とは食い違うような説明があつたわけです。

（「どういうことですか」という者あり）




○議長（高良　一君）

　ちよつと休憩します。




	（午前１１時　１分　休憩）

	（午前１１時　３分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○儀間　真祥君

　今の建設部長は、この一号線を３６メーターに拡張することによつて、別に新しい接収はない、そして那覇市内の交通緩和はできると、現在の交通繁雑はある程度緩和できるという御説明でございました。しかし、私が建設部長の部屋で聞いた場合に都計課長はこういつております。３６メーター広げることによつて別に那覇市内の交通が、現在の交通繁雑が緩和されるという意味じやないけれども、都計法で３６メーターにするように一号線はなつておるので、その線で折衝すると言つておりますが、その点の食い違いはどうですか。




○議長（高良　一君）

　質問が繰り返えされております。儀間議員。　休憩します

	（午前１１時４分　休憩）

	（午前１１時５分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○儀間　真祥君

　教育問題について、現在の教育問題についてはこういうふうにして予算計上されております。この案が最上のものだというふうな説明を承つております。満足でないにしても一応これを執行していきたいと、議決になつたら執行していきたいという説明があります。それで私たちは７日の日に学校の２．３を見せてもらつたが、一応便所の少ないところ、あるいは間じ切り教室もあり、そしてまた壁のないところとか、あるいは教材の不足しているとか、こういうところを訴えられました。この問題をです、現在の予算のように組れていつた場合にあと何年間で要求を満足させることができるのか。その点を　御説明を願います。




○教育長（阿波根　直成君）

　現在の校舎の不足、これについては文教局のほうで５カ年計画をもつて教室不足の解消するというふうに計画されております。さらにその他の施設、まあ便所が今出ましたが、そういう問題につきましても、委員会としてはできるだけその方面に力を入れまして、年々便所の保有数のほうも増加しておりまして、このほうも校舎建築と並行いたしまして、５カ年には完備するような計画でございます。




○儀間　真祥君

　今の説明はこう聞いていいですか。あと５カ年したら本土並みの水準にさせていくということと。




○教育長（阿波根　直成君）

　そういう意味じやございません。現在の不足教室を解消するという意味であります。




○儀間　真祥君

　もう１点、今ですね、教育の問題であと５カ年で本土の水準にまで達しなくても何とかできると、間じ切り教室だつて解消できるというふうな説明に聞いております。その場合にこの教育予算を教育委員会から提案された場合にこの教育予算には相当違法の措置もあります。財政法に違反した措置もとられておる。その場合には委員会の中では万場一致でこれが承認になつたのかどうか、その点を御説明を願います。




○教育長（阿波根　直成君）

　委員は７名で構成されておりますが、もちろん万場一致での可決ではございません。

（「進行」という者あり）




○議長（高良　一君）

　２番






○椿　秀義君

　２点について質問します。埋め立てによる浸水対策について、これは雨が降るたびに那覇市全体において浸水騒ぎが起きておりますが、最近古波蔵のつり堀りが地主の埋め立てによつて、今までは低地帯である関係上、排水は高いところからそのつり堀りに向つて水が流れておつたわけです。

　それで付近の住民に対しては何ら浸水の影響はなかつた。しかし埋め立てられたことによつて水の逃げ場がなくなつてそれによつて雨が降るたびごとに浸水騒ぎを起こしております。このことにつきまして、どのように当局においては対策を立てられるか。

　２点、道路の補修について、道路の補修につきましては雨が降るたびごとに那覇市全体におきまして、でこぼこや、また穴があいたりして、ほんとうに市民におきましては、車を持つ人はガタガタしますし、また道を通る人は車に水をひつかけられて、このようにして大変悩んでおります。もちろん市民の願いといたしましては、巾員も広く、そしてコンクリートで、またアスフアルトでりつぱな道をつくつていただきたいのはやまやまでございますけれども、那覇市当局の貧困財政でもつてしましては、とてもわれわれ市民の要望に応えるだけの道路行政は不可能に見えます。この道路の補修については舗装されてない道路につきましてはグレーダーを予算の許す限りにおいてたくさん購入して、そして、また人員もふやして雨が降るたびごとに、またきのうの質問にもございましたパトロールの報告によりまして、早急に道路の補修にあたつていただきまして、また、補修された道路につきましては雨が降るたびにものすごい穴があきます。ひどいものになりますと３０センチ５０センチの穴があいております。そういうものについては再三当局にもお願いいたしましたところ、これは雨が晴れてから補修をやりますという返答でございますけれども、そういうところにつきましてはコンクリートを流すとか、また砂利を入れるとかまたアスフアルトをもつていつて埋めるとか、そのようにして雨の中においても私は修理は可能だと思うんです。その点について今後市民のサービスのためにおきまして、当局においてどのように今後やつていかれるか、その２点について質問を申し上げます。　以上。






○建設部長（花城　直政君）

　２番議員の御質問にお答えいたします。埋め立てによる浸水対策というようなことでございますが、那覇市が埋め立て事業をやる場合には、そこの配水全部工事をやつておりまして、上流から流れてくる水の対策まで考えて埋め立て事業をやつておりますし、またそういうことが計画にないというと、政府のほうでも認可はしないわけであります。それで那覇市の埋め立てたものについてはだいたいうまくいつていると思いますけれども、御指摘のところは古波蔵のつり堀りのところだというようなことでございますが、そこは那覇市が古波蔵の公有水面を埋め立てまして、そのときに古波蔵中校の前あたりに、４４号線、与那原街道、それにヒユーム管が９００ミリメートルぐらいの９０センチですね、約３尺のヒユーム管を入れてございます。

　それで、上からきた水は全部漫湖に流れていくような計画になつておりますけれども、またそのほかに検疫所横の９００ミリメートルのものは政府が施行したものがございます。この２本がございます。それによつて十分排水は可能でございます。ところがそこのつり堀りを地主が埋めたために、そういうところをわからずに全部埋めてしまつたんじやないかと思います。これは早急に調査をしまして、上から流れてくる水がこのヒユーム管に流れていくように指導していきたいと考えております。

それから２番目の道路のデコボコが非常に多いので何とか応急対策はできんかというようなおしかりでございますが、お説のとおり道路の状態が今悪くて申しわけないと、市民に迷惑をかけておることをおわび申し上げますけれども、これは２月以降の雨天続きによるものでございまして、雨が晴れたらすぐ補修をいたしておりますものの、やはり雨天が多いというわけで、その穴を埋めましても２、３日雨が降るとすぐ穴の中に水がたまり、そこがごちやごちやになつて、自動車が通つてはねてしまつて穴がまたもとどおりになるということで非常に困つておるわけであります。

　一番いい方法は、やはり早くタール舗装、アスフアルト舗装を施工するのが一番いいのでございますけれども、予算の都合上、そういうことができませんのでどうしてもおつしやるようにグレーダーでもつて当分措置をしなければならないというふうに考えております。

　グレーダーが２台ございますけれども１台が３カ月前に故障いたしまして動かないわけであります。しかし、今度はなおつてきておりますので、雨が晴れたらすぐこの応急措置にとりかかろうと思つております。今土木課のほうでもこの件についてどういうぐあいにしたほうが、早くできるか、この対策を考えておりまして、２台でうまくできなければ民間のグレーダーでも借り上げてでも早くやらなければならないと考えております。そこに　雨降りでもいいんじやないかというお説でございますけれども、雨降りにやりますというと、山の現場からもつてきた石粉が雨にあつておりますので、水分を含んでいて粘着力がありませんので自動車が通つたらすぐはねとばされて何にもなりません。ですからこれはどうしてもおつしやるようにコンクリートを流す、やはりコンクリートを流すにしてもかたまりませんし、これは困つたもんだと思つております。それで、やはり当分の間はグレーダーを雨降りにかけても同じ結果になりますので、これは市民の方々には迷惑をかけますけれども、全部の道路が舗装されるまでは我慢をしていただくと、できるだけ雨が晴れたらすぐ応急対策をするということで御勘弁願いたいと考えております。




○椿　秀義君

　質問を終わります。




○議長（高良　一君）

　２４番






○平良　真次郎君

　１９番議員とかわりまして、私一般質問をやりたいと思います。

　３つほど書いてございますけれども、特に公設市場の問題は議案が提案されておりますので、月曜日にいたすことにいたしまして、道路新設、区画整理についてお尋ねしたいと思つております。

　議会のたびごとに区画整理の問題、道路新設の問題、あるいは水道の問題が出てきます。昔尚巴志王朝時代に、尚巴志は水と、いわゆるカーと自分のびようぶと取り換えた、そして自分の部落民を農業その他においてよく指導してきた、それでのちの尚巴志王統を築いたという話がございます。

　今も昔とかわりなく、やはり水を治めなければいかないと、いわゆる現在ここにいいますならば、上下水道ということになるわけであります。まあ、もつとせんじつめますというと、那覇市においては排水ということになるんじやないかと思います。それと道路の問題、交通機関の非常に発達しておる現在においては、道路と、要するに施政は排水と道路を市理事者がいかにこれを処理していくかということが施政の評価であると私はこう思うのであります。

　そういう意味におきまして、水道については、上水道についてはまあなんとかやつていけるんじやないかというようなところになつていますが、排水道路、そういつた面については現段階においてはこれは及第点はあげられないと、これはきのうもその評価がございましたけれども、私は具体的に申し上げますならば、そういうようなことでございます。それだけに西銘市長はこの排水を道路に取組む、いわゆるチヤンスであるということが言えるんじやないかと思います。そういう意味におきまして私は次の質問をいたしたいと思つております。

　都市計画が変更になつて、むつみ橋から四条橋間のいわゆる河川が水上店舗によつて都市計画が変更されてきた、そういうふうなことで、ここの道路も都市計画道路というものが著しく弊害をきたすべき状態にきているわけであります。

　それでマスタープランに策定されました都市計画道路を一体どこからどこまで、どの位の巾員があるか、これをまず最初にお尋ねしたいと思います。

　さらに平和通り、このかいわいを見ますと、いわゆる那覇市の都心部でございます。平和通りの東市場の例をとりますと、現在の５メーター、東市場が改築すると７メーター２０の都計道路ができて、それから水上店舗と西市場との間に７メーター２０と、こういうように都市計画道路がああいうふうな地域に、しかもああいうふうな状態で計画したというのがよいかどうか、道は多いほうにこしたことはないと言えばそれまででありますが、もう少し、そういつた都市計画の整備が必要じやないか、要するに道路の整備が必要じやないか。したがつてああいつた計画に地下道、パーキング場、そういうことが必然的に起こる問題じやないかと思います。といいますのは、もし市のほうで、むつみ橋から四条橋間の道路を開通するならば、一体どの位の金が要り、どれだけの時日を要するのか、そういつたものを具体的にどういうふうにされたか、策定されておるかという問題についてはたびたびの質問に対して当局ははつきりしていない。つくるんだ、つくるんだと、これじや全く私は都心部の道路網については今後いろいろな難点をかもし出してくると思うんです。例を申し上げますと、市長は施政方針の中でも予算の中でも神原橋、四条橋間の道路を開通しようというような計画を発表してあると、ところが私は、いわゆる政府、日政援助による河川改修工事において、平和橋から四条橋間の道路開通にあたつて、開口にするというようなことが議案として出てきたときに、これはぜひカルバート工事にして道路にすべきだと、こういうようなことを委員会においても、あるいは本会議においても述べたわけでありますが、ようやく平和橋から３、４０メートル程度が政府と折衝の結果、カリバート工事になつたと、ところがその上流は開こうになつているそのときに私は委員会において質問をいたしております。

　那覇市の道路においてはぜひ都心部を流れるものはフタをして、つまり道路にすべきじやないかとこういうような質疑に対して、都計部長は、神里原との、いわゆる幹線道路があるし、また与儀のところに都計道路があくのでその中間から道路をつくる必要はないと、カルバートの道路をつくる必要はないとはつきり言われております。私はいくら日政援助であろうが、そこを圧縮してでもフタにしてもらいたいと、少なくとも神原橋まではその予算を圧縮してでもやつてもらいたいというような質問に対してそういうふうな道路をつくらないと、こういうようなことを言われて、私も納得したわけでありますが、今度の開こうの神原、四条橋間の河川ができたのに、早く当局はこれを道路にすべきだというようなことを出しております。

　もちろんこの土地については教育委員会がこの土地を買受ける場合の条件の一つになつておりますが、きのうも質問いたしました、いわゆる人口増による校区の再編成をしない限り、あの地区ではどうにもできない学校問題が校地問題、校舎問題がどうにもできないという暗礁に乗り上つており、これというのもやはり当局が都市計画道路、特に都心部におけるむつみ四条橋間の都計道路に対してはつきりした計画がないということを如実に、当局は私の質問に対して答弁している。そういうようなことから、やはりもつと計画面をはつきりすべきだということでございます。そうならば、むつみ橋から四条橋間の一体都市計画道路は、どういうふうに計画し、どういうふうに認定を受けてあるのか、あるいはいつまでに、どれだけの資金をどうするのか、どういうような区間において工事をするのか、その点を明らかにしてもらいたいと思います。

　それから開南、平和橋間の問題でございますが、これは当初１１万ドル程度で工事ができると、１万ドル程度が工事費、１０万ドル約１０万ドルが補償費というようなことになつておりますが、もう２カ年も過ぎた今日においては１７万ドルもかかると、６万ドルも値上げをしなければいかないような状態に追い込まれております。

　まあ、そういうふうな意味からも住民あるいはそこに居住される方々のいろいろな折衝の問題もあるわけでありますが、そういうような点も十分私は計画的に折衝して、早急にこれを完成すべきだと思うわけでありますが、当局は非常に安易な考え方で、ただ道路をあけるんだと、金はいくら要るんだ、その居住者ははつきり協力体制ができていない、そういうようなことでいろいろの難問題をきたして、こういうような時間の空費と金銭の値上りをきたしていると、そういうような意味からも、やはり排水と道路というのは施政の評価をするバロメーターであるという意味から市長もこの際そういつたようなお考えでぜひ推進していただきたいと思うのであります。

　次の質問は区画整理でございますが、今度区画整理は市長としてもつとも力を入れて、いわゆる市長の公約にあります不良住宅街の解消と、せんじつめれば区画整理ということになるわけでありますが、そういう意味において区画整理に力を入れたいというようなことを承つて私も非常に喜んでおるわけでありますが、ところが執行するにあたりまして、寄宮において何でああいうふうに問題をかもしたかということでございます。一体地主は何を考えているか、何を協力してもらいたいのか、そういうふうな根本的な問題を私は忘れているんじやないかと思います。というのは区画整理する場合に、地主として自分の土地がどれだけ減るのか、自分の土地はどこにいくのか、これがまず第１点の問題である、これが知らさなくて、ただ計画はああいうこうだから評価は幾らにするんだと、こういうようなことばかりに論議をついやして、結局本人に通知した場合には反対だと、あるいはこれは修正だと、いろいろ問題が出てきております。

　やはり住民のそういうふうな心といいましようか、そういうような心を住民の心をくみとるような、そういうような気持があつてほしい、これは市長の施政方針に〝誠意と勇気をもつて〟というならば、もつと私は市民の気持をくみとる政治ということをそこに一項だけつけたしたいとこういう感じがいたします。

　そういうような意味におきまして区画整理という問題を今度機構面においても、あるいは予算の措置においてもかえるということを聞いております。

　私もたびたび本会議、委員会においても、区画整理予算は、やはり事務予算をして一般経費から支出すべきである。地区においてはさらにこれを細分して地主、あるいは政府、市負担にすべきだということをとなえてきたわけでありますが、こういうようなことも今回措置したいというようなことを聞いておりますし、どのように今度の区画整理の体系をもつているか、これを詳わしくお聞きしたいと思つております。

　さらに都計道路いわゆる区画整理内に、あるいはそのかいわいにできる都計道路、一体どこがこれを住民において負担するかという問題であります。これは区画整理の地主が出すのであるのか、やはりその負担の区分であるわけであります。政府あるいは市、あるいは地主、これが画然としない、だから地主はますますこれに対して疑問をもつ。私は区画整理は区画整理、都計道路は都計道路として区分すべきである。ただ、工事面においては同時に施行してもいいが、これをはつきりしないままに工事をやるので地主たちは自分たちの負担において都計道路をつくつているんだというふうな感じを深くしておりますし、さらに、いわゆる換地方式におきましても那覇市は那覇市なりにやはり区画整理の精密な計画を持たなければいけない。その一例といたしては都心部における区画整理の方法と農村地帯あるいは住宅地帯におけるそれと、また減歩の問題はおのずから違はなければいけない。そのほうの修正をいかようにするかについても、たびたび私は委員会で申しあげたわけでありますが何らその具体的な方法が出てこない、こういつたような問題がやはり区画整理を暗礁にのぼせている大きな原因だと思います。決して地主は反対のための反対をしているのではないと思います。一部に反対はありますけれどもそういつた納得しない状態で、あるいは区画整理は収容法以上の権力をもつているんだというような考え方で、この区画整理を遂行するなら、これはむつかしい問題であります。美栄橋地区、第一地区においては戦後解放され、しかも旧那覇市民がその地域に全然いけなかつた、あるいはそこへ行つたつて生計の道がないというような立場において美栄橋地区、第一地区はスムーズにいつたのであります。しかし現在の区画整理地域は困難な問題に遭遇しているわけでございます。一体、区画整理事業はどのような方法でどのような計画でやつてゆくか具体的にこれについてお尋ねしたいと思います。と申しますのは、私は建設委員会に属しておりますのでそこで聞けばいいんじやないかということではすまされないのであります。たびたび委員会のほうで区画整理の問題は論議されています。ところがその基本的な方針がはつきりしない以上いくら委員会と議会で話し合つたつて問題にならないじやないかと思います。だからその区画整理の方法について今後の区画整理はどういうような方法でやるかという点について一つお伺いいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　２４番議員にお答えいたします。都心部の道路計画について非常に批判をされてるようでございます。５６年に決定された都市計画のマスタープランによる道路は、水上店舗ができているむつみ橋のところから四条橋までの間の道路計画はどうなつているかという御質問でございますが、これは２４番議員もよくおわかりのことと思います。５年ほど前に都市計画のこの道路、むつみ橋から四条橋じやありませんこの１２系１類２号の道路でございますが、この道路の変更をするんだということで議会の諮問も経て都市計画委員会にはかられたことはよくおわかりのことと思います。２４番議員も確かそのとき都市計画審議委員であられたと思います。そのときに、これは那覇市としましてはやはり水上店舗を改築するためには、どうしても道路の変更をしなければならないということで道路から除外をして現在の水上店舗を作らすんだというような計画は出たということであります。その当時、私は政府の都市計画審議会の委員長代理をつとめておりまして審議を進めたわけであります。この中で反対の方もおりましたが、市選出の委員、議会選出の委員も全部賛成でありました。あるいはこれは重要な問題であるというので、一時保留になつたこともございます。しかし市のたつての要望で、しかも現在スラム街を解消する段階としてこの水上店舗を何とか早く整理しない限り那覇市の中心街は大へんであるということで水上店舗を立ち退かす手段として都市計画審議会をとおつて、ああいうふうに変更になつたわけでございます。それで２１メートルの道路の巾員の中からこの水上店舗が立つている区域だけは除く、そのほかはそのまま道路にするんだという決定はあのときすでになされたわけであります。それで市としましてはこの水上店舗は都市計画の施設じやないから将来はあくまでもこれは立ちのかすべきだという考え方に立つたわけでございます。あのガーブ川改修工事のときは、ところがああいう都市計画の決定がなされたためにああいう建物ができましたけれども、これは公共建物ができた以上はあれを取りこわすということはぼう大な補償費と非常にいろいろ複雑な問題がありますので、これは恐らく不可能じやないかということで、水上店舗の上から道路をとおすかどうかということは検討しなければならないし、いろいろな問題が出てきたわけであります。それで水上店舗を除いたほかの両側の巾員はそのままどうしても道路として残しておかなければいけないということで、そのままになつてるわけでありまして、あれを潰すということは非常に重要な問題でありまして、ただここでどうするということは申し上げられないと思います。この道路は１号線からずつときまして御指摘になりました今の平和橋のところにカルバートが延びておりますけれども、そこのところでカーブしまして農連市場をつつ切つて与儀へ行く、これが都市計画の幹線道路になつております。平和橋から四条橋までの間は都市計画の道路じやありません。これは排水路となつております。なる程２４番議員から議会のたびにあるいは委員会のときにも、これはカルバートにして道路にすべきだという御意見がありましたが予算はすでに日本政府の予算がきめられてそしてアメリカ政府の予算がきまつて、また琉球政府の予算もきまつて、これ以上追加することはしないということで、あれで切られているわけであります。もちろん金があればふたをすることができるわけでありますが、その当時そういう予算がなかつたのでこのままになつておりますが、これはあくまでも排水路でありまして道路でないということであります。ただこの排水路の神原中校側に道路の予定地として６メートルを確保してございます。これは教育委員会のほうから学校敷地として与儀中学校の拡張新設予定地として確保してくれということで財産管理課からこちらに同意の文書がきたわけでございます。そのときにここは６メートルの道路をとらないと具合が悪いということで、しかも学校の設置基準としましては周囲全部道路にしなければ学校基準にそわないということでやはり道路をとるべきだということで６メートルの道路用地は確保されて教育委員会に学校敷地として割り当てられております。それを今からこの道路はなくしてカルバートをすればいいんだというようなことのようにいつておられますけれども、予算がゆるせばここはカルバートにしてもよろしうございますけれども、予算がない以上これはあくまでもこの川の管理上からもそれから学校基準から申し上げましても道路をとおしておかなければいけないというふうに考えております。これはまだ都市計画の道路というように決定はされておりませんけれども、県有地がすでに道路として確保されてますので、道路というように考えてもいいと思います。これの変更については非常に重要な問題でありますので、これは今後の問題になると考えております。それから開南の道路のことも御指摘になりましたけれども、やはり補償費を出すにしましても行く場所が関係者の意にそわないとかということでこういつた問題は困窮するわけでございますけれどもやはり決定された事業ばどうしてもやらなければいけませんし、また那覇市の交通対策上からもどうしてもこれを幹線道路をあけていかなければならないので、これはあくまでも関係者と話し合いをして早く進めたいと思います。問題は市内で商売するにしてもいろいろいい立地条件のあるところに住んでおられますので、そこから立ち退くということは感情的にも問題があると思います。しかし那覇の大きな都市建設という問題から考えまして御理解があをげるんじやないかと考えまして年度内には３４件を除いてほとんどできあがるような見通しはついております。３４件については６７年度に引き続き交渉をいたしましてこの工事を早く進めてゆきたいというふうに考えております。あくまでも交通の問題は１号線、バイパスそういつたような主要幹線道路、バイパスと１号線を結ぶ縦の道路も早くあけなければどうにもならないのでありまして、小さな道をやつても那覇市の交通問題は解消しない、どうしても早く幹線道路をあけなければいけないと考えております。できれば東京のオリンピツク道路をあけたときのああいう特別な措置がのぞましいと考えます。そうしないとまた４、５年後にはマスタープランの修正ということがおきかねないのでありまして、こういつた事業は関係者には非常にお気の毒ではありますけれども、徹底的にこれを強行しなければならないと私は考えております。そうしないというと那覇市の問題はいつまでかかつても完成しないというふうに考えます。それから３番目の区画整理の問題でございますけれども、これにつきましては２４番議員も寄宮地区の評価委員でもあられまして事情もよくおわかりのことと思います。区画整理の方式はあくまでも現在われわれがとつている方法でやらない限りしようがないと思います。と申し上げますのは現在の立法は耕地整理法を準用するという法律になつておりますので、耕地整理法から考えますと関係者は地主だけとなつておりますがただし地主の承諾があれば借地人も関係者になり得るということでありまして、やはりわれわれは地主と話を進めなければいけないということですが、そういうところに問題はあるかと思いますけれども、そういうような法律できめられておりましても、われわれといたしましては新立法の趣旨にのつとりましてなるべく借地人とも話し合いをして進めていきたいというふうに考えております。換地の方式も今までと変わらないと考えます。ただ第１地区の換地方式が地積主義でありまして一率に３０パーセントをとつて７０パーセントの土地を割り当てるということでありました。これは非常に不合理である、不公平であるということで第１地区以外の区画整理区域は全部換地方式を評価式の換地方式にしておりまして、このことは寄宮地区の地主、それから壺川地区の地主もこの方法についてはみんな納得しております。納得しておられるけれどもなぜ反対するかというと結局、地主が自分の負担をなるべく少なくしたいということが私は大きな原因だと思つております。すでにこの寄宮地区の区画整理事業が３年前に着工されて、しかも起工式までやつております。そして地主もみなこの区画整理事業については承諾をして着工したわけであります。しかし、評価をして換地計画をするときの段階になつて、もめてきたわけであります。区画整理の方式はあくまでも評価式であるというようにきまりましたから従前の評価、整理後の評価をして、その土地が整理後も同じ価格以上の土地になるような換地をするわけでございます。理論から申し上げますと評価式を賛成し土地の従前の評価、整理後の評価を納得したら自分の土地が４０％になろうが、５０％になろうがこれは理論としてＯＫしなければならないはずであります。ところがそこに３７％とか４０％という減歩率が出されたために反対をしているわけであります。そこに非常に矛盾したところがあります。

ということは区画整理に対してまだ理解が足りないということじやないかと思います。そういうことでわれわれは今後地主の方々との話し合いであくまでも区画整理というものはこういうものである。こういうふうにしなければあなたがたの土地もりつぱな宅地にならない、このほうがもつとも最適な方法であると話をし了解を求めて区画整理の仕事をしてゆきたのと考えております。都市計画幹線道路の負担のことをおつしやつておりますけれども、立法院で今審議中の新立法によりますと、道路管理者負担というのが出てきます。この道路は管理するものが負担しなければならないということで、地主には負担はかけられないということであります。現在の法律ではありません。耕地整理法ではこれはありませんので現在われわれがやつている方式によるほかは仕方がないのであります。ただそこに幹線道路まで地主の全部に負担をかけるのは非常にしのびないので用地だけは負担して工事は市も負担し、政府も負担してもらつてやろうじやないかということでもつていかない限り法律にないことを政府が補助を負担するわけにはいきませんので、これはやはり補助の中に対象の中に含めて仕事をするほかに仕方がないと思います。ハーバービユーの区画整理の組合のことといたしましては、まん中に都市計画の１８メートル道路が入つております。これは中の歩道だけは通過交通に供する都市計画幹線道路であるので、これは地主の全部が負担するのはおかしい、ということで区域の中に入つておつても、そこは換地しないということで、そういう施行規定で認可を得て仕事をしておりまして両側の７間をとつた３間の歩道は地主にも関係のある、地主の土地を利用する上においても重要な道路であるということで、これは負担すべきであるということで組合においてもこれは負担しております。そういうわけでこの地域に利益のあるものであれば地主に負担をかけていいわけでありまして、これは利益者負担金という趣旨から考えても負担をさせなければいけないと考えております。ただ新立法ができますと管理者負担というわけでこの道路の管理者が負担をするということで地主の負担は軽減されるということになりますので、この法律ができたら地主のためには有利になると考えます。しかし現段階ではそういう補助という考え方で進めていかなければどうにもならないと考えております。それから、換地の方法において、減歩率の方法で委員会でも盛んに主張しておられましたが都心部と周辺部はおのずから減歩率も変わるべきだというような主張をしておられますけれども私はこれについては非常に疑問をもつております。やはりその地区の受益の限度において負担させるべきでありまして、この減歩率を統一するということはいけませんし、そうしますと都市地区の区画整理と同じように頭から３０％ということになりますというと非常に不合理だということになりますので、やはり地区ごとに減歩率は変わるべきだというふうに私は考えております。また都市改造法というのができますと。………




○議長（高良　一君）

　ちよつと待つて下さい。あなたの質問に市長に何か質問するのがありますか。




○建設部長（花城　直政君）

　申し上げないとわかりませんから。




○平良　真次郎君

　市長はいいでしよう。




○建設部長（花城　直政君）

　都市改造法ができましてスラム街の解消ということになりますと、ここでは減歩率の考え方が変わつてきます。われわれがスラム街解消をやつている樋川地区、ここでは本当に事業負担はさせない、ただ公共用地をとるだけの公共減歩だけしか負担させない、というふうに変わつております。都市改造法ができますと、それによつて負担区分が変わつてくるということでありましてこの減歩率を統一するということは私は疑問があるというふうに考えるわけでございます。それから区画整理の予算の組み方、人間の配置の問題についても触れておりましたけれども私たちもこれは３年前から主張しておりまして２４番議員のおつしやるとおりに本年度からは区画整理の３６名の職員のうち２０名を役所費でまかなう。あとの１６名を各地区の特別会計の予算から出してゆく。しかしこれについても市から繰り入れをしてゆくということで区画整理事業の予算の組み方をすつきりさせるということで仕事は今年度からやつてゆきたいというふうに考えております。区画整理事業は非常に重要な問題でありまして、おつしやるとおりに地主との磨擦が非常に多い事業でございますので十分気をつけてやつてゆくということと、地主を十分説得いたしまして、また区画整理事業というものがどういうものであるということを十分説明いたしまして、できるだけ納得させてやつてゆきたいというふうに考えております。




○平良　真次郎君

　いわゆる、むつみ橋から四条橋間の都計道路、そういつた道路の計画については、市長は広域都市計画の中に織り込んであるかどうか、ああいうふうな状態でただ都市計画道路をあけるんだということでいいのかどうか。あれを整理してもう少こしすつきりするような道路網を作らなければいけないと思うんです。そういうようなことであるいは場合によつては地下道をもつてゆくとかそういうような抜本的な対策をとらない限り、あの地域は徒らに補償費に喰われてこれの解決策というものは非常に困難な問題だと思います。それでマスタープランを今度修正しようというわけでございますが、この問題についてどのように当局は考えてるか。のれんの腕おしみたいに何年でやりたい、どれたけの金がいるんだといつてもこれはうたい切れない。どういうふうにしてこの道路網を計画してゆくというようないわゆる都市計画というものをはつきりしなければいけないと思います。そのへんがはつきりしないから結局民間とのモヤモヤがいつまでも絶えないと思います。これは都市計画の面においてはつきり委員会のほうでよく打ち合せて答弁を願うことにいたします。それから、時間があまりございませんが、区画整理についてでございますが、私が申し上げるのは部長が答えたのと違うわけでございますが、那覇市としてどのような方式で区画整理をやつてゆくかということなんです。私はむしろ文書にして那覇の区画整理方式はこうしてやるんだということを現わしてみたい。こういうような計画もあるんだ、ああいうふうな考え方もあるんだということで事例をあげないで方式をはつきりして、その手続きの順序もはつきりすべきだと思います。そのうちで一番大切なことは、地主の知りたいということをあとで知らせるということ。それが現在問題を起こしている。やはり地主は自分の土地がどれだけ減少されて、どこに持つてゆくか、どういうふうな街路計画になつているということを最後になつてしらされているということであります。いわゆる区画整理地域として設定された、建物を作られるようにしておいてから、あとであなたの土地はこれだけになるんだということじや、どうも協力体制が得られない。それでそのへんをどうするかという問題、評価の面について私先ほど申し上げたんですがやはり地区別に若干は移動があるにしても、那覇市として大体平均何パーセントというような減歩というものはある程度策定していいと思います。と申しますのは要するに都市計画道路とかいろんな地域の道路があるところは減歩率は減る。たとえば壺川を例に上げますと壺川は戦前、戦後の道路網が発達しているので、そういうところに区画整理をやる場合には地主の負担は少なくなる。ところが市長がスラム街解消を施政方針の中にうたつているならば、そういう地域に街路計画いわゆる都市計画道路というものを十分検討して当然負担させるべきである。そういう意味から負担という面はある程度調整ができる。私は一律に２０％にしなさいということではない。要するに個人の差はあつてもやはり那覇市としてのブロツクとしての方針ははつきりするということであります。そういうような点から現在難行している区画整理は私が調査した結果出てきているわけでございます。たとえば、予算の問題はただいま部長が説明されましたが、けつこうなことだと思います。ただ実際着工の段階にいたるまでの手順そういつたものが知らされてない。計画が非常にすつきりしていないところに難点があると思います。そういうような意味からぜひ区画整理については万全の策をとらない限り今後非常に難行をきたすと思います。壺川にしてもまた古島にしても、いくらやるんだやるんだといつても協力は得られない。そういうようなことで那覇市は那覇市自体の区画整理を考えてやるべきであると思います。ということは、部長も大島の区画整理をごらんになつたことと思います。那覇市の考え方とは非常に違うはずでございます。そういうような点を十分勘案いたしましてやはり住民の気持を卒直にうけとつて、どういうふうに理論的に組むかということでございます。たとえば、２０万ドルの金がある。その２０万ドルの金を同じ使うにしても喜んで使えるような方式にもつてゆきたい。今の区画整理方式ならば、たとえば都計の幹線道路、これは政府の補助も市の支出金も一緒にして出しているんだ、これを区分してします。そうすると地主もその点について十分納得してゆけると思うんです。結局、地主は自分たちの土地の売上金でこの道路を作るんだという印象が強いわけでございます。そういうふうな点からいたしまして、ぜひ区画整理の方式というものを委員会において具体的にどうするんだということを抽象的な答弁じやなくて具体的に一つ提出していただきたいと思います。時間がありませんので以上で質問を終ります。




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（休憩　午後１２時０分）

	（再開　午後　１時２分）







○議長（高良　一君）

　午前に引き続き会議を開きます。

７番議員の発言を許します。






○瀬長　フミ君

　社会福祉問題につきましては委員会でお尋ねすることにいたしまして、きようは抜きにいたします。

　一つ、物価の問題につきまして市長にお尋ねしたいのでありますが、ここ２．３年物価が次々上がつて参りました。

　市民はことに台所を預かる主婦は困まつております。６月議会におきましても行政主席、立法院議長あて議会で議決された決議文を出されましたが、その後何の反応もないようであります。最近また航路運賃の値上げ、住民の反対を押し切つて強行されようとしております。その他の公共料金の値上げもどういう理由で起こるのでしようか。那覇市も表面上デラツクスな建物もだいぶできてきました。都市計画、道路整備といつた事業も進められてきております。市長はこういつた事業を行うとともに市民生活を守る上から台所をよくしていくためにも物価の値上げを是正していくべきであると考えるのであります。それで、何がゆえにこういつた苦情が起こるのか、物価が値上がりしていくのかということにつきまして、市長の御見解をお聞かせ願いたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。物価の問題は原則的には需要供給の関係においてきまるものでございまして、直接政府が物価について規制することはできないと考えております。ただ、バス料金とか、認可料金については、ある程度規制もできるわけでございますけれども、物価構造をよく分析してみますというと、物価構造の中に占める人件費の比率は大体日本の消費物資を例にとつてみても５０％から５２％位占めているわけでございます。

　したがつて日本における物価の値上げの問題、航路料金の問題、物価が上がるのは当然でございまして、市がこれに対しまして、直接統制する、あるいは政府が統制するというわけには参らないのであります。

　先ほど申し上げたとおり、ただできますことは公共料金、認可料金について規制できるということと、幾らかでも統制するということ位しかできないわけでございます。




○瀬長　フミ君

　最近の物価の問題に対してはいろいろ経済機構の問題をおつしやつておりますけれども、私たちが考えますのはアメリカは今ベトナムで戦争やつております、こういつた事情が私たちにしわよせがきております。

　たとえばアメリカにおきましては、いろいろ国家予算の８０％を軍事費に使われているというような状態、その中でアメリカ国内におきましても、現在沖繩におきましても２５セント硬貨がいろいろニツケルやスズがまじつて値が低下しております。こういつたドル危機が非常に国内をインフレ化してそして、そのしわよせは私たちの沖繩県民にも大きくしわよせがきております。そしてベトナム国内におきましても、アメリカのこういつた戦争政策に抵抗してそれに身を焼いて抵抗している状態でございます。

　そういつた中で、私たち沖繩県民を圧迫するようなそういつたアメリカの経済政策が行なわれております。

　航路運賃値上げにいたしましてもそういつたような状態が航路運賃値上げといつたことで、現われておりますし、消費者米価の値上げも、そういつた状態でございます。それからそういつたいろいろなバス料金の値上げも予定されておりまして、いろいろアメリカの戦争政策が私たちの生活を非常に圧迫しているということが事実となつて現われております。

　この戦争政策に対して民主党は非常にアメリカに協力しております。西銘市長が民主党市長としてやつておりますが、この戦争政策に対して戦つていかなければならないと考えております。

　私たちはこういう中で市長は公共料金値上げもなさいました、公共料金値上げも予定されております。私たちは、こういつた市民を圧迫するような政策に対して反対していかなければならないと考えておるのでございますが、この物価問題に対しましては、この物価は市政の一環として市長も非常に強力に考えていつてもらいたいと要望するのでございます。

（「進行」という者あり）






○比嘉　佑直君

　本員は消防の問題と観光事業についてお伺いいたしたいと思います。

まず初めに観光事業のことでございますが、これは先ほどもその問題が出まして、昨日も出て、私の質問と重複する点がございますので、ただ１点だけお伺いいたします。

　市長は施政方針で観光事業について観光宣伝につとめ、九州観光連と緊密をはかつて観光客の誘致をすると述べておられますが、もつと観光事業を促進するために観光委員会というものをつくつて、この事業を強力に促進させたほうがいいと思いますが、これをつくる意思があるかどうか。この１点でございます。

　次に消防の問題でございます。すでに破壊消防の時代は過ぎて予防消防に力を入れなければならない時代になつておるわけでございます。そのためには立ち入り検査を徹底的に行うべきだと考えるのであります。

　現在の那覇市の周囲は危険物で取りまかれておる状態で、重民町の営業所、辻のガス会社のタンク、三重城のタンク、飛行場入口のカールテツクスのタンク、それから与儀の米軍ガソリンパイプ、こういうところの危険物、あるいは危険物を取り扱う事業体に対して立ち入り検査も行うようになつておるようでありますが、一般家庭においても小さいケロシン、プロパン等の危険物がございますが、一般家庭に立ち入り検査を行なつているかどうか。又、行なつているなら、これに対する指導はどうなつておるか、これが１点。

　もう一つは、こういう消防の行政をうんと強力に推し進めるために消防委員会なるものをつくつて、そこでいろいろ検査し事業の計画あるいは予算の獲得の研究とか、いろいろもつてもらつて消防行政をスムーズに進めるために消防委員会をつくつたほうがいいと考えますが、これに対する当局のお考えはどうでありますか、お伺いいたします。以上であります。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。観光委員会の設置についてのその意思の御質問でありますが、先ほど来申し上げておりますとおり、観光事業なるもののもつ範囲希望というものが、非常に全琉的な性格が強いということと、その内容自体からしまして那覇市自体で委員会をつくるということの内容性になつてきますが、そういつた全琉的な考え方も含めてさらに来年、新年度予定されております観光事業法人の成立等を見まして十分に検討してみたいと思うわけでございます。現在でもそういつた内容をもつ協議組織というのは、組織じやありません。協議は常に事あるごとに行なわれておりますし、今後とも観光協会とのタイアツプによりまして、そういつた協議を重ねていきたい、こう思つております。






○消防長（宮平　栄治君）

　お答えいたします。ただいまの御質問は立ち入り検査といわゆる危険物行政についての御質問だつたと思いますが、この立ち入り検査につきましては、これはわれわれ消防職員が法に基づく権限で直接あるいは一方的に立ち入つて検査するということでございますが、消防法にうたわれた、いわゆる立ち入り検査、これも若干制限がございまして、立ち入り検査をする場合においても個人の住居である場合にはその関係者の承諾を得て立ち入り検査をすると、承諾がなければできないというような法がございます。

　それから消防団員をして市町村長が火災の発生のおそれがあるとか、あるいは必要があると認めた場合に立ち入り検査をさせた場合がございます。

そういうふうにわれわれ法の権限に基づいて立ち入り検査をしておりますけれどもが、現在那覇市における防火対象物を片つぱしから立ち入り検査するということは人員その他の都合によつて不可能でございますので、防火対象物のいわゆる立ち入り検査の業態別、たとえば旅館、あるいはアパート、あるいは工場営業場というぐあいにして業体別に立ち入り検査をして指導いたしておるわけでございます。

　それから危険物、油脂燃料の集積所、あるいは市内には米軍のガソリンタンクとか、そういうものがございますけれどもが、危険物行政は、すべて警察が握つております。そして、製造販売許可、認可こういうものは全部警察でやつております関係上、われわれはたとえばガソリンタンクができたのちに立ち入り検査をしてその管理施設維持について指導助言するというふうにしかやつておりません。しかしながら警察に危険物行政が握られておるので消極的にやつているわけじやございません。

　そういう危険物を取り扱つているところあるいは危険物に指定されていないいわゆる小量のものでも火災の危険度のあるような薬品そういうものを扱つているところは積極的に立ち入り検査し、また業者を呼んで指導しております。これの一例を申し上げますと、去年の１２月でしたか、１１月でしたか、浦添村で洗たく屋の火災がございました。それから最近コザのほうで洗たく屋が燃えております。それで洗たく屋のほうではソルベントナフサーがございますが、これも危険物になつておりますけれどもが、洗たく屋においてはそれも軽い考えで使つておる。コザでもありましたが、これをアイロンの近くにおいて、アイロンのスイツチを切るのを忘れて火が燃えた、それを隣りの人が発見をしてバケツに入つているもんだから水だろうと思つて引つかけたら燃えたというふうで、その貯蔵、取り扱い、危険物に対する観念がうすいので、近く那覇市内の洗たく屋１５２軒ございますが、これを集めて指導をやろうとしたところ、これを全琉の洗たく屋の方から一つこれを消火器の取扱いについて指導してくれということがございまして、これを来たる１８日に全琉の洗たく屋にいろいろ指導する懇談会をもつようになつておりまして、それで工場、工業所とか、あるいは多数公衆の出入りする場所あるいはデパートとか、そういうところの立ち入り検査あるいは各個人のうちにに対する立ち入り検査は必要に応じて、これを実施してやります。それで成果は着々上がつているものと考えております。

　次に消防委員会の設立の件でございますが、これはわれわれ消防活動あるいは消防行政を遂行していく上において、いわゆるバツクアツプしていく、いわゆる協力団体の設立だと思いますが、現在われわれ消防をバツクアツプして下さつている団体が那覇市消防後援会というものがございます。

　これはいろいろ戦前戦後を通じて消防団長をなさつたり、消防に関係のあつた方々が集まつて那覇市消防後援会というものを設立されております。これは一昨年の出初式、１月６日に設立されましたが、実際の事業、行動はことしの３月の防火デーから初めて実施されております。

　それからボーイスカウトによるところのその地域住民への火災予防の啓蒙それともう一つわれわれが考えておりますのは危険物取り扱い業者を一つまとめて、そして危険物組合あるいは連合会と名称はいずれでもよいが、危険物を扱つておる業者の集まり、それから通り会あるいは防火隣組というふうに設立して、火災に対する啓蒙運動、宣伝そういうのを実施していこうと思つておりますが、おつしやる委員会、これも非常にいいことだと考えておりますので、研究をして今申し上げた諸団体と一緒にあるいは諸団体を含めたものをその委員会にするかどうかはまだはつきりわかりませんけれども、そういうわれわれに対する協力の団体の設立は非常にいいと思いますので、研究してそれを実施していきたいと考えております。




○比嘉　佑直君

　質問終ります。






○仲宗根　昌弘君

　きのうの施政方針に対する質疑の中で、また本日の一般質問に対する水道問題、あるいは道路行政、公園等の問題については数名の議員のみなさんで質問がなされておりました。私は別の角度から水道問題、道路行政の問題、公園等の問題等について３．４点続けて質問を行ないたいと思います。

　まず最初に水道問題について、お伺いしたいと思います。

　水の問題は申し上げるまでもなく市民生活と直結した最も重要なる施策でございまして、全市民の最大の関心事であります。昨年の夏以来久しく断水や時間給水の声も聞かず一部工事の断水はあつたようですが、比較的順調なる給水が行なわれておりますことは御同慶にたえない次第でございます。

　これは例年にくらべ時期的に降雨量が多かつた例もありましようが、当局の努力に対し、敬意を表する次第でございます。しかしながらこれから夏に向かうにあたりまして、市民の給水不安が消えたわけではない、いつ断水や時間給水があるかと常に関心の的でありますので、４点ばかりお伺いしたいと思います。

　この問題につきましては毎年度開会へき頭で一般質問でお伺いしているようでありますが、水道事業の基本的な事項でございますので改めてお伺いするわけでございます。

　市長も施政方針の中で自己水源の確保、また自己水源の開発について強くうたつておられます。そこで本員が調べた範囲内で申し上げますと１９６３年８月に泊浄水場の能力が倍加され、最大処理能力２万４，０００立方メートルの施設になつておるわけですが、これに対しまして、１９６４年から今年の４月現在までに年年自己原水の１日平均取水量は増加しております。

　これは公社原水を含めて最大処理能力に対しまして、その比率は６４年度で約５０％、６５年度で約６７％、今年度４月現在で約７７％となつております。

　現在系統別にどの程度の原水が確保されているか、また浄水施設は莫大な資金を投じておりますので、この施設が遊休施設にならないようにフルに運転できる時期はいつか、原水の増加計画があれば、それについてもまた水道公社との関連もあわせてお伺いいたします。

　質問２点はロスの問題についてでございますが、これは今回提案されております料金値下げとも関連いたしまして密接なる問題でございますが、１９６４年度のロス率は３２．７％、６５年度に３１．５％、本年４月末現在で２９．８％と毎年向上しており、当局の努力のあとが見受けられるわけですが、まだまだロス率を引き下げることによつて、湧水率を引き上げるべきだと考えますが、当局のロス引き下げについて年次計画があればお伺いしたい。

　３番目に水道料金の値下げについて経営合理化と湧水、水量の引き上げを強調されておりますが、先ほどのロス引き下げの問題とも関連して経営合理化の面について具体的に御説明願います。

　４番目、今回の料金値下げ案については昨今の物価値上がりの状況におきまして、生活必需品であります水道料金の値下げをやることはまことに時宜を得たものと喜びにたえない次第であります。

　そこで今回の値下げは一般用と営業用について値下げになつておりますが、浴場用及び共用の値下げがありませんが値下げできなかつた理由について御説明願います。

　次に道路行政について質問いたします。道路の整備、交通網の発達は都市発展をはかる一大要素だと考えます。それは申し上げるまでもなく地域住民の文化経済産業等の発展に深いつながりがあるからであります。市長の施政方針の中にもうたわれて、そして指摘されているとおり、本市の道路率は本土類似都市とくらべた場合、きわめて低率であります。本員は基本的な道路の新設及び改良事業、都市計画、マスタープランに反対するものではございませんが、現在麻痺状態にある市内の交通事情の緩和策の一環として申し述べてみたいと思います。

　車をもつものあるいは歩行者は少々回わり道しても、当然安全の高い道路を選ぶのが人情かと思います。したがいまして路面が整備され安全な歩道に通行者が集中することは容易に考えられることであります。既設の道路で通行者が敬遠するような道路では廃道にも等しく、路面の整備は現交通事情では急務中の急務でございます。

　市内の道路で舗装されておるのは１７％と聞いておりますが、今年度の道路維持費として予算に計上してある１２万９，４０９ドルのうち、排水溝、予備費を引きますと、１１万４，７７５ドルという小額であります。そして新設計画もけつこうですが、これと並行して路面の整備にもつと力を入れて悪名高き道路の追放に努めてほしいもんであります。

　もう一つ麻痺状態にある交通事情に拍車をかけているのが各地で施工されておつた下水道工事、ガス工事であります。掘りかえされたまま２．３週間も放置されている状態は市民の安全を守るのはもとより地域企業の破壊にもなつて、ゆゆしい問題だと考えます。すでに那覇、東、電々公社前で溝に落ちて事件を起こしたことからしても二度と犠牲者を出さない観点からも施工の方法を検討すべきだと思います。道路の補修工事は消防の事情を勘案し、利用度の多い地域が優先されることは当然であるが、区画整理事業による地域住民の経済的貢献度も加味して行うのが負担に対する公平なる還元だという意味から至当だと思います。

　すなわち旧区画整理地域はその地域住民の多額の負担によつて事業が行なわれた関係からも公共用施設の設置、道路の完全舗装の整備は優先して行なわれなければならない問題だと思います。特に若狭町一帯は下水道工事施工後でもあり、さらに排水溝や暗渠工事の粗漏も手伝つて路面の破損ははなはだしいものがありますが、当局といたしましてこういう状況下にある区画整理地域に対してどのような施策をもつていらつしやいますか、もし、ありますならばその時期をお伺いします。

　次は公園緑地帯の問題について簡単にお伺いいたします。現在指定されておりますところの公園及び緑地帯の大半は指定のしつぱなしで整備状態は裸同然どころか、塵かいのたまり場と化しつつあります。

　現在の市財政で新規に土地購入し公園の建設をするのは現時点では困難だと考えますので小額の予算で整備可能の個所、たとえば波の上、辻町のサンモージの緑地帯は早急に清掃整備の対策をたて市民の情操涵養のためにも当局の施策をお尋ねいたします。以上






○水道部長（玉城　定仁君）

　ただいまの御質問にお答えいたします。御質問の第１点は水量確保の現況についてでございますが、仲宗根議員がその問題を御質問なさるということはこれまでの那覇市の水道はいつも夏になると断水するんだということを繰り返えし年中行事で、常に議会で指摘されたものでございまして、去年から水量不足によるところの断水はないのであります。

　現況と将来の計画についてちよつと申し上げたいと思つております。自己水源の確保が現在７．１３２トンでございます。それに安謝、これは青小堀系でございます。それから安謝のほうで３，０３１トン、それから儀保のほうで２９５トン計１万４５８トン、公社のほうの原水７，８８４トン、合計１万８，３４２トンの原水を泊浄水場で浄水しております。

　しかし、泊浄水場の能力はフルに運転しまして２万４，０００トンまでは浄水できますけれども、まだ１万８，３４２トンしか浄水していない、そこで遊ばしているんじやないかというようなことでございますが、まことにその点に対しては、当局といたしましても努力を続けておりますけれども、遺憾に存じておる次第でございます。しかし、今年の７月いつぱいには２万４，０００トンをふるに浄水できるだけの水原の確保の自信をもつております。と申しますのは、この６月の末か７月のはじめごろに伊佐浜川の原水を取水する計画をすでに進めまして７月いつぱいには約２，５００トン取水できるようなはこびになつております。さらに公社の長田川、伊佐浜川の水が現在７，７８４トンがこの６月の中旬ごろ、近日中でございますが、約１万１．０００トン那覇市に送水することになつております。

　そうすると２万４，０００トンをフルに運転できるのでございます。さらに不足の水量につきましては公社の浄水を上間のタンクのほうで受ける計画でございます。新年度におけるところの平均配水量が３万４，２００トンを予想しております。最高４万１．０００トンの水を確保しなければいかないわけでございます。それに対しましても、当局は自信をもつておるのでございます。

　今後水量の問題につきましては、人口４０万を想定したところの水量確保で現在会社のほうが北部の水源開発を着工し、来年六月石川浄水場が完成することによつて那覇市の水の問題を永久に解消されるものだと確信をもつております。

　次に漏水防止対策の問題でございますが、日本本土においてもロスは３０％以下は不可能だと日本の技術者は申しております。しかし日本の平均は９０％でありますが、那覇市の今年のロスは２９，８％まで引き下げております。今後ともロスに対しましては市民各位の御協力を得まして、一層その引き下げに努力していきたいとこう考えております。

　まあその面につきましてはロス発見の報告を市民から受けました場合に迅速にその補修をする、もう一つには現在のいわゆる水道メーターの不感量水器を取り換えてその次に２，０００箇、１年間で２万４，０００箇を取り換える計画を現年度予算に計上しております。それによりまして、今後は毎年１％は引き下げてこの４，５カ年では２５％までにロスの引き下げをもつていく計画をしております。

　３番目に経営の合理化についてですが、先ほど申し上げましたロス引き下げそのものも一つの１例でございまして、公営企業としての経営の良否は直接市民に利害を与えるもので、経営の任に当るものとして常に念頭においているわけです。そこで具体的に申し上げますならば、手近かな問題から、小さなことでも一つびとつ改善していく方法をとつております。

　その一例としまして漏水の防止の強化、給水工事のスピード化をはかるための直営工事を廃止して１９６６年度から全面的に給水工事指定店の方に委託しております。なお、メーターの修理にいたしましても現在６０％民間会社のほうに委託しておりましたけれども、その面も全面的に委託をする計画をもつております。

　さらに経費の節減をはかる所存でありますが、その事務機械化でございまして日本の各都市ではほとんど料金業務を機械化しておりまして、本市においても今年からバロス　会計器を導入して新年度よりその操作開始をする予定になつております。これによりまして料金、調定事務、領収書を作成する事務を一元化し経費と時間の節約をはかることをもつてその余力を他の事務に強化し、事業の効果をあげる努力をする所存であります。そこで新年度におきましては、人員の増をはかることなく、現在の定数ワク内で執行していく予定にしております。なお合理化の問題につきましては要するに職員の一人一人が水道事業の現況、あり方について深く認識することが肝要かと思います。当分は毎年一回各係とひざをまじえて職場懇談会を開催して意思の疎通をはかつておるわけであります。その他機構の整備、施設の適正なる整備改善、それから配置等を適在適所にその職員の能力により配置していくことによつて経営の合理をはかつていきたいと考えておる次第であります。

　なお、今度の料金値下げにつきましては、一般用と営業用を値下げしたけれども共用、浴場用の値下げはなぜしなかつたかという御質問でございますが、共用と浴場用のほうは原価を割つての現在の値段でございますので、まだまだ安いと、一般用と営業用と比較して安いんだという観点から共用、浴場用の値下げはせずに営業と一般用を値下げしたわけであります。以上。






○建設部長（花城　直政君）

　１３番議員の御質問にお答えいたします。第１点の道路行政の問題でございますが、那覇市の道路が非常に悪いということでいつもおしかりを受けておるわけでありますけれども、その管理の方法、というようなことを質問なさつておりますが、下水道事業、ガス事業によつていつも道路が掘りおこされて、しかも交通障害をきたし、しかも事故が起きると、これをどういうぐあいに取りのぞくように考えておるかというようなことでございますが、これは若狭町、辻町の６４年度の下水道工事を繰り越して６５年に施行、６５年度の仕事を６６年度に繰り越して現在済ましたわけでありますが、その工事でやはり穴を堀つてなかなか埋め戻しがてきぱきとなされなかつたということで、いろいろおしかりを受けたわけでありますが、これは下水道も水道と同じように一応堀つて管を布設いたしましたらあとで漏水試験をやるわけであります。漏水テストをして漏水がないときは埋め戻しをするということになりまして、管を布設してから埋め戻しまでに相当期間の時日を要するわけであるが、付近住民に迷惑をかけておるわけでありまして、しかも車をもつておられる方に非常に迷惑をかけておりますが、今後は事業の方法としましては堀り上げた土はすぐその日に処分をする、そうしないと狭い道路の中で堀り上げた土地をそのまま置くということは狭い道路がなお狭くなつて自動車が通れない、人も通れないということになるので、堀り上げた土はすぐその日で処理をして、人間の通行にも自転車の通行にも、広い道路にして車が通れるような状態にしておかないと困るということで仕事を進めておるわけであります。それでもやはり障害がおきておりますので、６６年度の仕事といたしましては広範囲に１号線から西側の区画整理区域を全域を堀り起こすということになりますので、交通障害を起こさないように、ある程度業者にバン木といいますか、角材とかバン木させまして、堀つたらそこで角材をならべてバン木をならべて自動車が通れるような方法をとつていかなければならないということで措置をしております。それで、消防関係、またいろいろ保安上の問題からしても、どうしても車をとうさなければならないということに対して対処できるように準備を進めておるわけであります。それから危険防止につきましても標識をちやんと置いて前方何１０メーターのところには工事がなされておるのでこれから先には右に廻われとか左に廻われとか迂回の標識を立てる、夜間になるとランプをつけて、ここは穴を堀つてあるから危険だというような標識を立てるとか、またバリケードにしまして、重要なところはバリケードをつくつて人が、子供が落ちないような構さくも考えなくちやあならぬじやないかということをいろいろ考えておりまして、先月交通業者、それから警察当局、そことの打ち合わせをいたしまして、どうしたら住民に迷惑をかけないで済むかというようなことも十分打ち合わせをやつておりますので、今後はこの事業によつて市民に迷惑をかけないように、ある程度は迷惑はかかりますけれども、工事期間中はそういつた被害がないように十分気をつけて仕事を進めていきたいと考えておりまで。区画整理内の道路、側溝の早急整備はどう考えているかということでありますが、区画整理区域は地主の協力によりまして３０％の土地を提供してもらつて道路をつけたわけでありますので、それだけの負担をかけたところにはそれ相当の経済公共投資をしなくちあならないというふうなことを考えておるわけでありまして、ここの道路の整備については非常に気をくばつておるつもりであります。ところが、さつき申し上げましたように下水道事業が全般的に施行されますから、この事業が完了しない前に舗装工事をやりますというと、金のむだ使いというようなことでおしかりを受けるかもわかりませんので、やはり工事が済んだところから逐次舗装して整備していくというように考えておるわけであります。

　区画整理をしたけれども、路面の状態が悪い、それから排水も悪いというおしかりを受けておりますけれども、そこは下水道事業と関連してどうしても浸水状態をなくしなくちやあならないと考えておりまして、下水道事業が動き出すのが、運営が動き出すのが６８年度ということになりますので、それまでにはこういう浸水がないようにしておかないというと〝大金〟が浮いてくるというようなことになると非常にぐあいが悪いのでそれまでには区画整理区域内の浸水地域は解消していきたいと考えております。

　これは下水道事業に関連して下水道課のほうで十分調査をいたしておりますので、対策を講じておりますので、区画整理事業によつてなされた側溝が不備があるということで、あれは区画整理のほうで整備していきたいと考えております。

　それから公園計画についてでございますが、那覇市の公園は全面積の約１．５％しか決定されておりません。都市計画の理想としてはまあ５％というふうにいわれております。いままでは３％が適当だといわれておりましたけれども、最近は５％とらなければいかぬというようにかわつてきておりまして一人当りの面積が６平方米ないといかないというようにいわれております。

　ところが、那覇市の場合は一人当り２．３平方米しかございません、それでこの事業をやるには那覇市は２８箇所の公園がございますけれども、これの事業に要する費用が約４７６万もかかるのでありまして、こういつたぼう大な予算がかかりますので、一気に公園の整備をやるということは非常に困難かと思いますので、これは年次的にやらなければなりません、今までわずか８％しか公園事業というものは進行しておりません。それでお説のサンモージはどうしたか、海岸の緑地帯の緑地はどうするのかというおしかりを受けておるわけでありますけれども、こういつた莫大な予算を要する公園事業は遅々として進んでおりませんので、これは年次計画によつて整備していきたいと考えておりまして、ただ緑地帯につきましては、これは木を植えればいいように思いますが、木を植えたらいいんじやないかというようなこともいわれますけれども、若狭海岸のほうはもう何べんも木を植えては枯らして、しまいには土を入れかえたらいいんじやないかということで、土の入れかえまでやつて木を植えたんですけれども、ああいう状態で木が育たないような結果になつております。

　しかし、やはり専門家の意見では方法はあるんだというようなことをいわれておりますので、これは経済民生部の関係で向こうの方で十分検討されておいおい植樹していこうというような話しをしておるわけであります。

　そういうわけでサンモージのほうにつきましても、やはり金がかかりますので、ただそこのいろいろのゴミの点もあるんでありますけれども、そういつたものが、ゴミが捨てられていないようにちやんといつもパトロールをしてきれいな環境の整備のためにわれわれも努力していきたいというふうに考えております。




○仲宗根　昌弘君

　水道部長にお伺いいたします。先ほどの水道部長の説明により水道事業は完壁とまでいかないまでも、今後合理的に運営がなされていくものと考えますけれども、一点だけお尋ねいたします。過日新聞報道で水道水に汚染した水が出て衛生的見地から市民に不安を与えた問題が掲載されておりましたがこのような事態が起こる原因とこれに対する施策がありましたら説明を願いたいと思います。




○水道部長（玉城　定仁君）

　お答えいたします。先月新聞にもございましたんですが、市内の数箇所において浄水場の水が汚染されて、コツプに入れたら数十分後には、底に泥がたまつていたとか、フロおけに使用後非常ににごつた水があるということが新聞紙上にもありましたし、また市水道部のほうにもそういう苦情がまいつた次第でございます。その原因は、ちようどそのころ上間の配水槽、寄宮の十字路、それから寄宮から真和志支所、それに那覇病院の間の工事中でありました、一方若狭町方面でもございましたが、そこでは下水道、土木工事が行われ、その他美田地域でもございました。その原因は工事によるところの連結、その場合の水道水の汚染と、もう一つは水道の配管が循環線である場合はそういうことがないわけでありますが、ゆきずまりの場合は、たまたまそういうふうないわゆる、にごりが出るわけであります。それは真和志地区に多いのでございますが、その点につきましては、ゆきずまりのいわゆる配管線の末端のほうに消火栓を布設しまして、年に数回そこから放水する、いわゆる泥をぬくというしかけを計画をしておりますので、まあそういう施設をすることによつて、今後そういうことがなくなるんじやないかと思います。

　今後その点は十分気をつけていきたいとこう思つております。




○仲宗根　昌弘君

　質問を終わります。

○議長（高良　一君）

　１５番






○久高　友敏君

　一般質問を行ないます。私はこの度の市長の施政方針の中心である都市計画と住宅建築行政についてまずお尋ねいたします。もちろん住宅建築の場合には、市の建築確認、つまり４メーターの道路があるところには建築確認申請ができる。それでもつて市はそれを許可しているわけでございますが、市長の市政方針の中には近隣市町村、あるいは郊外にも無計画に広がりつつあるので、これを広域市構想を樹立しなければならないというふうに裏打ちされております。しかしながら、今那覇市の現状を見た場合に、実際にこの道路と建築との関係が十分に果されているかというようなことが非常に問題であります。本員が考えます場合に、この那覇市つまり市役所の裏にも、本当にいかがわしい建築があります。御承知のように政府のあの司法ビル、これでもあののきが道につき出ております、政府がこのような建築基準法の違反をしていいのか、これについて市はどういう措置をとるのか、政府と市がこのようななれ合いをした場合に市民にいかに取締りができるかということを非常に疑問に思つております。さらにほかの地域にもそういつた石垣を壁に、あるいはブロツクを壁にした建物があり、あるいは車庫ができておる箇所がかなりあります。これは那覇市の建築課にもパトロールがおるはずでありますが、これが十分取り締まられていないという感じがするのであります。これとあいまちまして、最近もちろん建物は建築課が相当目を光らせて取り締つておりますが、これに類似するようなふん墓の建設であります。墓の建設は原野、畑、そういつた地目をかまわずに、この墓地埋葬法条例によつて申請をなされて、それがどんどん建設されておりますが、しかし市長がいわれるように、将来近隣市町村あるいは郊外にこの那覇市の都市計画を進める場合に相当の支障をきたしはせぬかというふうに考えますが、市はこういつた取締はどのようにされているか、これをお尋ねいたしたいと思います。その中でたとえば建築をする場合は住宅地目が住宅地でなければ許可はできないかどうか。たとえば畑、あるいは原野、こういつたのにも建築ができるかどうか、これはできると思いますが、しかし墓の場合は、あるいは地目が宅地とか、あるいは原野に墓を作る場合はできるかどうか、これについて事務的に御教授を願いたいと思います。次に市長は施政方針の中で非常にすみよい那覇市、明るい那覇市を建設するためにはいろいろの難問題があるということは認めておられますが特に私がお尋ねしたいのは、最近那覇市の工事が非常にひんぱんに行われております。御承知のように去年の９月にこの新庁舎ができました。あるいは小祿の宇栄原に公営住宅がどんどん政府援助によつてこれが着々進められておりますことは御承知のとおりでありますが、特にこの中で新聞にも指摘されたとおり、また事実が示すとおり小祿の宇栄原団地においても公営住宅が雨もりしているということが報告されております。さらに本庁舎においても、いたるところで雨もりが生じております。これについて市長は施設あるいは工事にミスがあつたということを認められるかどうか。この点についてお尋ねいたします。３番目に市長はいろいろと那覇市の事業を行うために、自己財源を確保するために検討しなければならないということをいわれております。そのうちで私が今お尋ねするのは首里バスの問題であります。市長は３万株をもつているのをおわかりであるのかどうかこれをお尋ねいたします。知つておられるとすれば那覇市が３万株をあの会社に投資していることの目的が達成されると思うかどうか。この３点をお尋ねいたします。市長の答弁によつて質問を続けます。






○建設部長（花城　直政君）

　１５番議員にお尋ねします。そのうちで建物に対するものだけを答弁いたしたいと思います。都市計画と建築行政は非常に重要な問題でありましてお説のように建築行政がうまくゆかないというと非常におかしなかつこうになるわけでありまして、そのうち個人の住宅は手きびしくやるけれども何で政府の建物は道路に飛び出しているのか、ということでございますが、飛び出しているわけではありません。そのそばに排水溝の施設がありますが、これは道路の施設になつておりません。道路の巾員は７メートルですが、はつきり記憶しておりませんが道路じやございません。それで排水溝であつてもこれは本当はいけないと思うんでありますけれども、道路法によつて道路に飛び出すというとどんな建物もいけませんけれども排水溝であるということでありますので、道路法の違反じやないということでございます。それから宅地でなければ住宅は建てられないかということでございますが、やはり日本もそうでございます。土地制度が非常にまずいんじやないかということであります。アメリカあたりでは宅地というものは道路ができて排水ができて、電気も水道もちやんととおつておつてはじめて宅地とみなされ建築の許可がなされる。ところが日本の制度が山でも原野でも、畑でも整地して建物ができるようなところになつていれば宅地というような考え方でどんどん建築がなされておりますけれども、これは非常に具合が悪いと考えておりますけれども、現実においては宅地というように地目が変わらなくても建物が許可されております。ただ問題はそこに道路があり道路に２メートル以上敷地が接触しているかどうかということでありまして、その敷地が道路に最少２メートルでも接しておれば宅地とみなして建築ができるということでいたし方ありません。次に公共事業の建物に雨もりがあるがどうするかということでございますが監督の不十分と申しますか、また設計上の不手際と申しますか、監督者の不手際と申しますか、目の届かないところにそういつたものがあります。また、施行後相当の期間がたちますというと構造物じやなくて壁が柱と別個の場合はそこの間のつぎ目が非常にまずくてそこから雨もりがするということがあるわけでありまして庁舎の場合もそうでありますし、また公営住宅の場合もそうであります。ただ庁舎の場合の雨もりはエキスパンセンジヨイントというわけで、つぎ目がございます。この建物の構造が三つになつております。この議場側とこちらの委員会の建物、それから議員個室のところ、ここの建物は全然分離されておりますし、三つの建物になつておりそのつぎ目は雨もりがしないようにしかも地震があつても支障がないように切れないようになつております。ところがそこに施工のちよつとの手違いがありましてそこのところで亀裂を生じ、そこからもつているということでございまして、これは施工上のミスというよりは、お互いに気がつかなかつたということでございます。これは工事担当の責任者として申しわけないと思いますけれども、やはり細部にわたつて目が届かないこともありましたので、その点おわび申し上げるわけでございます。今後はそういつたことがないように十分施工管理をしてゆきたいと考えております。以上でございます。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。墳墓の建設はいかなる地目でもこれができるか、これを事務的に説明せよという御質問でございますが、これは墓地埋葬法に基づきましてふん墓の建設は墓地に許可するということになつておりまして、もし墓地でない場所にふん墓を作ろうとする場合にはふん墓の建設以前に本人の墓地申請によりまして市長の承認を得て行政主席の許可を得る、そののちにそこにふん墓の施設の許可をあらたに得ることになつております。






○市長（西銘　順治君）

　首里バスの問題についてお答えいたします。久高議員から毎年首里バスの問題について御質問を受けております。今会期においても確かに出るというふうに期待しておりました。（笑声あり）

資本の件についても十分承知しておりますし、出資しただけの効果は十分あつたと考えております。




○久高　友敏君

　先の答弁からいたしますと排水溝は道路ではない。従つて排水溝の上までは突き出てもさしつかえないということを確認いたします。それからさらに宅地は水道とか電気あるいは道路が備わつていればできるがこれが備つていなければ本当は宅地ではないけれども沖繩においてはやむを得ないというふうに説明されております。さらに、市の公共工事においてはミスとまではいかないが悪かつたと、非常にすまなかつたと、おわびをいたしますということであります。しかし、いやしくもわれわれ市会議員は市民の代表であります。このような予算を組み、そして議決してできた工事が１年あまりそこらで雨もりしたということでは市民に対して申しわけないと考えております。部長は相当の期間がたてばそういう亀裂も生ずるという遠まわしの答弁をなされておりますが、またこの建物は三つの部分からできているというふうに説明されておりますが、三つを構造するなら技術的にそれ相当の処置がなされ、当然この工事前に設計者が十分知らなければならないはずであります。私はこの三つからなる建物のつぎ目から雨がもらないような処置が技術的にできると考えます。今の答弁はただ申しわけ的な答弁ではなかろうかと考えます。次に、市長は市が３万株をもつている首里バスはそれ相当の効果をあげているというふうに説明されております。またこのことについては質問が出るだろうと説明されております。しからば西銘市長は市が３万株をもつているからというので、たつた１回でも首里バスの株主総会に出たことがあるだろうか。歴代の市長、助役あるいは総務部長は出席してその総会の意志を十分聞いている。しかし西銘市長またその代理は就任以来総会には１回も顔を出していない。それどころか白紙委任状を出している。今期の総会において１１，１０１ドルの赤字を出しておきながら市長が送つている人は拍手をもつて出している。このように赤字を出しているのに市民の代表といえるかどうか。市長は３万株だけの効果をあげているといつておりますが、もつてのほかであります。市長、助役が朝８時から９時まで実際にバスを利用したことがあるかどうか。首里から通う、あるいは松川から首里に通う人たちの朝８時から９時までのラツシユ時に混雑して乗れない事情を見られたことがあるかどうか。これをもつてしても一言につきると思います。那覇市が３万株をもつたために、これにあぐらをかいたために３期も続けて赤字を出している。しからばこの数字をもつて御説明申し上げましよう。１９５７年度の４月１日から１９５８年度の３月３１日までの１年間にバスの台数は３９台であります。その当時に３３，７４９ドル１５ヒントの黒字を出しており、那覇市は２割の利益配当をうけている。次に１９５８年度の４月１日から１９５９年度の３月３１日までに３１．５５４ドル３０セントの利益をあげ、このときの台数は４３台であります。その次の１９５９年の４月１日から１９６０年の３月３１日までの１年間に１９，７４２ドル４０セントの利益をあげております。さらに、１９６０年の４月１日から１９６１年の３月３１日までの１年間に１８，９９０ドル８６セントの利益を上げております。次に１９６１年４月１日から１９６２年の３月３１日までの１年間に１６，７９５ドル３４セントの利益をあげております。これはバスの台数は５３台であります。次に１９６２年の４月１日から１９６３年の３月３１日までに８，８２９ドル８８セントの赤字を出しております。これからは赤字を出しております。このバスの台数は５５台であります。しかしこのときには４％のバス賃の値上げをしております。これは赤字を補塡する意味においてバス協会で４％の値上げをしております。さらに、１９６３年４月１日から１９６４年３月３１日までの１年間に９，０９０ドル４３セントの黒字を出しております。これは松川にある社有地７４坪の土地を買却して９，０００ドルの黒字を出しております。１９６４年４月１日から１９６５年３月３１日までバスの台数は５７台でありますが８，８６６ドル６９セントの赤字を出しております。さらに今期１９６５年４月１日から１９６６年３月３１日までに１１．１０１ドル９０セントの赤字を出しております。これをもつてしても市長は３万株だけのことはやつているということがはつきりいえるかどうか、もう１回お聞きいたしたいと思います。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。なる程、過去においてはすばらしい実績をあげております。従つて投資した額に近いだけの利益は回収されたものとみてけつこうだと思います。ただ私が首里バスの問題について堅持している１つの考え方は経営と資本の分離ということでございます。いくら大株主であるからといつて会社の経営にいちいち口ばしをいれてはならないということであります。あくまでも総会において選出された役員を信頼してその役員の方に仕事をまかすということであります。なる程市当局は６０％の株をもつておりますがこれは総会の問題でございます。この議場でうんぬんされて赤字を出したのはまるで私の責任であるかのごとくいわれておりますけれども、これは現在のバス協会の状勢からいたしましてバス料金が非常に安い。従つてこの会計の問題も考えられましようし、従来首里バスは大いに政争の具に供されてきました。市長が変わるたびに役員が変わる、こういうことでは役員の方々が落付いて仕事に本気にとつくんでやつていけない。そういうことで社長に白紙委任状を出して社長のやりたいだけのことをさせるというのが私の行き方でございます。もちろん総会に出席して聞くこともけつこうでございますが私の気持の中には社長といろいろ相談もし、役員の方々とも相談して人選はこうあつてもらいたい、この人に役員をさせてもらいたいということはございません。たつた１人はございましたが。従来、政争の具に供されておつたものをこのたびは経営と資本の分離ということでやつておりまして、今度は循環線もとれましたし、バス料金の問題も逐次改善されると思いますので、そういつた点で現役員の一層の奮起を私は期待しておるわけでございます。




○久高　友敏君

　市長はこの首里バスの赤字をたてに、将来バス料金を値上げしようという意図があるということが感じられます。市長はすなわち政争の具に供されるから中に入つてうんぬんするということはしないといいながら赤字を補塡するためにバス料金をあげて建てなおそうとしている。しかし銀バスと沖繩バスは同じマイルで同じ燃料を使つて黒字を出しているのに首里バスは５社の中で労働者の賃金が一番最低であります。これを市長は助けるためにバス賃を値上げしなければならないということは今から意図されているということは疑う余地もないと考えます。従いまして、政争の具に供されるようなものがあるとすれば市長は今那覇市がもつている３万株を競売をしてこの資金難を打開するために他の事業にかわらせたほうが那覇市民のためになると考えますが、その点についてはどう考えておられるか。




○市長（西銘　順治君）

　お答えいたします。現在、市が保有しております株券につきましては、これを処分しようという考えはもつておりません。ただバス料金の値上げの問題については私の権限外でございまして、バス業界の現在の不振の状況からいたしましてこれを検討した場合においては現在の首里バスの経営状況等からいたしましてもある程度料金の改訂はやむを得ないと考えております。




○久高　友敏君

　市長は３万株の権限は振りまわさないということをいつておりますが、しかしながら首里バスは御承知のように５万株のうち３万株は那覇市が保有しております。従いまして、総会においては２００名以上の株主がいくらさけんでも、わめいても、市長が委任してあるために多数決で決定されるわけであります。従つて本当の民主主義的な運営がなされていないということを市長はわかつていただきたい。しいて市長が総会に参加しろとは申し上げませんが、３万株を保有しているからには首里バスの総会でどのような意見が出るのか、どういう要望が出るのか耳を傾けるぐらいのことはしていただきたい。従来は黒字を出していたが市長就任以来ほとんど赤字を続けている。このしわよせは一般株主にやつてくる。今首里地域の住民は足の不便をかこつている、さらに那覇から首里に通う琉大の教授あるいは高校生その他の職員が交通の面で非常に支障をきたしている。もし、これがおわかりでなければ役所に首里から通う職員もおるでしよう。あるいは那覇市から首里に通う人もおるでしよう。この方々からアンケートをとればわかると思います。市長は迎えの車で役所にゆけばいいんだから市民の苦労、バスの不自由、不便を感じていない。だから３万株に相当するだけのことはやつているんだというごまかしの、いかにも市会議員を無視した態度で答弁されていると思います。

　従つて、これ以上質問いたしません。市長は３万株の偉力によつてどうでもやつていただきたい。






○金城　吾郎君

　本員は３点について質問いたしたいと思います。まず第１点は市の行つております工事の施行管理のあり方について今１５番議員から庁舎の雨もり問題について質問がございましたが、最近新聞に宇栄原公営住宅の天井のしつくいが落ちて子供が怪がをした、親としては心配でろくろく仕事もできない、こういう記事がのつております。その現場を調査にまいりました。昨年８月入居したＣ棟の全棟にわたつてプラスターが落ちている。ほとんど半数以上の世帯がその被害にあつている。私は現場の係り職員に、「一体どうしてこのようなことが起こるのか、１年にもならないのにこのようなことが起こるということは設計にミスがあるのか、施行にミスがあるのか、あるいは資材にミスがあるのか」ということについて職員に説明を求めましたけれども、はつきりした返事は得られなかつた。ところでこのパーライトプラスターなるものは、小祿公営住宅にはじめて使用されたものではなく、安謝、辻、識名と各公営住宅、市営住宅に使われている。そして各住宅がそれぞれ１年もたたないうちにみんな落ちている。こういういわくつきの資材をなぜ使つたのか、これは施工だけの問題ではないと思います。建物をたくさん作つて人を入れさえすればいいということではないと思います。これについてどう思うか、またその原因はどこにあるのか、はつきりしていただきたい。さらに、新庁舎の雨もりの問題について先ほどの質問に答えて建設部長は「施行上のミスというよりお互いに気がつかなかつた」と、こういう答弁をしている。これこそ、まつたくでたらめなミスではないかと私は思います。これについてもつと明らかにしてもらいたい。

　次に、道路工事の問題でありますけれども、１９６６年度の予算に真和志６号線が政府補助によつてなされた、ところが第二助役の家に至るまでの１００メートルの工事がそのまま残されている。土木課長に聞いてみたら、「政府の補助がなされたがそれが沙汰やみになつたので１９６７年度に市においてやるようになつている。」ということである。予算をみるとなる程計上されている。ところがこういう工事のあり方によつて二重の負担がなされるということであります。同じように調査し同じように設計する、その費用も二重であればまた補助もとれない。付近住民の利便を考えるときにこのような二重の不利益を市民に与えるということは工事施行上考えなければならない問題ではないかとこう思うのであります。さらに、このことはあの観音堂から琉大女子寮間の舗装工事にもみられるとおりであります。又吉道路から観音堂にいたる道は政府道だから市ではやらないということだが、政府も当然市に補助を与えて一緒にやるべきである。こういつたようなことについて政府の補助金をもらう場合に、もつと折衝を深めて一度に工事ができるようにしたならば、二重の負担はしなくてもいいしまた、市民の不便を解消することができると、このように考えます。これについて一応説明していただきたい、こう思うのであります。

　次に、厚生会の問題でありますが、昨年６月の議会で、職員の福祉の増進を図るため、那覇市職員厚生会を設置するという条例が提案されました。その行う事業の内容についても大体このようなものであるというおおまかな説明が委員会においてなされております。本員はこれについて、一体運営の規定はないんだがこの運営はどういうふうにするのか。今後組合と市が話し合つて決めてゆくのか、どうするのかと聞きましたら、これは組合とも団交の場で今後話し合いをやつてゆきたいとこのような答弁であつたので、それではよかろうということで全会一致で通過いたしました。施行期日は付則で公布の日から起算して１年を越えない期間内において規則で定めるということで近々厚生会が発足すると聞いております。

　従つて、この厚生会をどのように運営していくのか、また残念なことには組合も今二つできており、その組合の面との話し合いは一体どのようにするのか、両方の組合と話し合うのか、このへんを明らかにしていただきたい。

　次に、埋め立て問題であります。今、奥武山地先公有水面が埋め立てられております。政府土木課に聞いたところが４月１４日に工事契約して２１日から着工するんだと、面積は１７，８００平方メートルで約５，４００坪であるということであります。これは１９６７年度の琉球政府予算の中にもさらに６，０００坪埋めると予算が計上されております。

　この埋立ては昨年９月２７日付で行政主席から那覇市に対して意見を聴取されたいわくつきの埋立地であります。

　市は昨年１０月１１日に諮問しております。議会は何回かの審議の結果、１９６６年１月１１日に、この埋め立ては支障がある。国場川の治水対策が明らかにされてない、またその用途が明らかにされてないということで支障があるというふうに答申をいたしました。

　市もおそらくこの答申に基づいて行政主席に対して意見を送つたと思う。ところが、公有水面埋立法の第３条には、行政主席が埋め立ての認可をする場合には市町村の意見を聴さなければならない、もちろん拘束力はないにしても、当該市町村の意見を聴するのがたて前だと思いますが、これを無視し１月に答申したものを４月から着工しているのは議会無視ではないか、これに対して市当局は折衝したかどうか、このいきさつについて御答弁願いたい。また、答弁によつて質問を行ないます。






○建設部長（花城　直政君）

　１７番議員の質問にお答えいたします。

公営住宅ができてまだ１年もならぬのに天上のプラスターがおちている、これは住民のために損失を与えているのじやないかということで、施工上のことをおつしやつておるけれども、どうしてこういう悪いものを使つたかという御指摘のようでございますが、安謝の住宅の場合も同じものを使つておりまして、そこの場合は大した事故はなかつたが、一部屋だけ落ちたということを聞いておりますが、そのほかはまだ聞いておりません。建築技術者の方々から、どうして宇栄原の団地の公営住宅に限つてこういつた大量な天井のプラスターが落ちたか、ということをいろいろ係から聞いたわけでございますが、Ｃ棟の３６室についてでございまして、全部ではございません。

（Ｃ棟の１、２、３、４、５号というふうに）３６室だけ落ちているわけでございます。

　これはやはり設計上のミスというよりは、施工上の結局職人の私はその材料に対する理解がなかつたんじやないかというように考えております。

　これはコンクリートの上にぬるわけでございますので、天井のコンクリートがきれいに乾いたあとでなければ、りつぱにつかないというところへもつてきて、やはりそういつた、しつかり乾いてないところへぬつたんじやないか、つまり施行の時期というころに、微妙なところにきてこういう結果になつたんじやないかというように私らは考えております。

　これは施工してしばらくしてから気がつきまして、さつそくこれは今度の雨で落ちる前に工事しなければならないということで、これを請負のほうになおすように連絡しました。それで、５棟で２人の請負師になつておりますけれども、２人のほうに連絡いたしました、それでこれを行なつておつたわけであります。

　ちようどこの雨期でもつてこういうことになつて新聞だねになつたということでありまして、これはすでにまずいところがあつたので指摘をしてやつておるわけでありますので、これが今後こういつたことがないように十分気をつけていきたいと思つております。

　これは技術者ももちろん左官屋でございます、施工する職人、これがこの材料の科学的な性質とか、そういつたものの理解の足りなさがあるかと思いますので、今後はこれを指導していきたいと思います。

　日本でも左官業の大きなものがありまして、沖繩にも大きなものがきておるようでありまして、ぬればいいというだけではなくて科学的なりつぱな技術がなければできないということを聞かされておりますので、左官業組合に入つて技術の研究をするということになつておりますので、今後はりつぱなものができると考えております。十分気をつけていきたいと考えております。

　それから、庁舎の雨もりでございますが、１５番議員にもお答えしたとおり施工上のミス、監督のミスじやなくして、監督の気がつかなかつたところもある、これだけの大きな事業ですから市職員にも、監督も、職人も十分でなかつた。請負人も十分気をつけておつたけれども、そういう見落しがあつたということでありまして、全部が監督員のミスとは私は申し上げておりません。これは接続のところでありますので、建物が動くようになつております。動くものを、たれかぶのほうでしくじつてあつたということでありまして、そこのほうが気がつかなかつたといえば、気がつかなかつたんでありまして、何といいますか、結果は雨が漏つておりますので、こういつたことは、十分今後施工、管理をりつぱにやつていきたいと考えております。

　それから、６号線でございますが、道路の終点のほうで舗装を残してある。これはどうしてかというおしかりでございますが、これは土木課長の説明が不十分だと思いますが、これはそうじやございません。あの道路を全部やる予定であつたけれども、これを今やつちや困るので、あそこはこういうカーブになつております。これはどうも道路に対してぐあい悪い、しかもバス路線だから道路の形態をなおすべきだということで政府のほうもわれわれも見解は一致しております。　一応これはカツトして３号線の繁多川の道路は陸橋にするということにしなければ、ぐあい悪いという見解をもつております。

　今すぐ金をかけてやるということはぐあい悪いから、それまでは待つておこうじやないかということでタール舗装をして待つたほうがいいんじやないかということでございまして、無計画でやつたということではございませんのでその点は御了承願いたいと思います。






○市長（西銘　順治君）

　建設部長の答弁が非常に技術的になり過ぎて、その経過等の説明があつたわけでございますけれどもまあ設計が悪かつたのか、施工の方法が悪かつたのか私よくわかりませんけれども、本庁舎の雨漏れ、あるいは公営住宅の問題については私から深くおわびを申し上げる次第でございます、遺憾の意を表します。






○第二助役（新垣　義徳君）

　奥武山公園のわきのほうの埋め立て地の点について御答弁いたします。

那覇市議会に諮問を受けて同意はされなかつたと、しかし埋め立ては始まつておる、それについて政府と折衝をやつたかということでございますが、それにつきまして政府とあたりました、事情を聞きましたら埋め立て面積が３万３，１２１，１１平方メーターで今埋め立てされておる、第１工区といつております、１万７，８００平方メーター、工期が１９６６年４月２１日から１９６６年１２月６日までとなつて、金額が７万９，９６０ドル施工者が大城重機となつております。それで埋め立ての目的でございまするが奥武山公園並びに政府、諸機関施設に供するための用地造成特にサブグラウンドのことが入つております、ということで同意はされていないということで折衝にいつたわけでございまするがそういうサブグラウンドも必要であるということはこれは認めねばいけないと思います。これは先だつても問題になりましたが、しかし残つた分はどういうことになるかということでございましたので、まあその点につきましても説明をお聞きいたしましたら、サブグランドに使つた残りの分は都市計画審議会にはかつてきめるという方針を出しましたので市当局といたしましてもサブグランドはこれは必要であると、競技場としてその残つた用地は都計審議会にはかつて使用するということでありましたのでまあ、一応不満ではありましたが、その件につきましてはそれ以来何も交渉しておりません、実はそういうことでございます。それとそれに関連いたしましてその埋め立てについて上流のほうの住民から相当の反対陳情がありましたのでこれも重ねて私お聞きしたわけでありまするが、まあ政府の計画といたしましてはその陳情に対しましてこれを埋め立てるということと、上流は浸水するという反対陳情によりまして、まあ現在あのすて石が那覇市議会でも相当問題になつたわけでありまするが幅が６０メーターございます。その６０メーターのうち４０メーターそれを６０センチ矢板を切りとつております、そういうことであと２０メーター残つておるその２０メーターといわゆる洲にはなつておりませんが流水にじやまするのでしゆんせつしなければならない個所があるということであとの２０メーターの矢板の切りとる費用、そのしゆんせつ工事費は予算に組んであるということでありますので説明を聞きましてそれもやむを得ないであろうという考え方に立つてそれ以降のことについては交渉はいたしておりません、話をうかがいますと先ほども御説明申し上げましたとおりに問題はあとの残つた用地は都市計画審議会にはかつて使うということで十分だと思います。






○総務部長（城田　清才君）

　厚生会の運営の面についてはどうなつているかという御質問に対しましてお答えいたします。厚生会につきましてはすでに当局におきましては会則に規定されました施行期日に施行できるように那覇市厚生会施行規則並びに那覇市職員厚生会規約の成案を得ておりまして、まずこの運営につきましては評議委員会という議決機関をもちまして、さらに理事会という執行機関をもつて運営をしていくというふうな構想でもつて準備を進めておりましてすでに事業計画並びに資金計画の詳細にわたつて事務当局ではつくつてございます。なお現在組合が二つあるけれども今後組合と話し合つてやつていくというふうなことであつたけれども両方の組合との関係はどうなるかということでございますが、組合と申しますのはあくまでも職員を代表する組合という意味でございまして、組合そのものではないのでございます。したがいまして両方の組合と十分話し合つて執行していきたいというふうに考えております。




○金城　吾郎君

　市の工事の施行のあり方について建設技術的な面から説明をなさつて建築技術屋の方はけつして悪くはないという考え方、また職人のミスという考え方であれば当然まずいということになるわけですが、しかし問題は市長自ら深くおわびするということでありますので今後是正していだだくということで一応終りたいと思います。それから埋め立て問題でございますけれども治水対策についてはつきりしたこれでもう十分だ、浸水しないんだという話し合いがなされたか、５月３１日、１日の豪雨で相当浸水しております、市議会では前にこれ以上埋め立てはしないんだということも話し合いがなされてその諮問にも答えておるが、そういつた点について突つ込んだ話し合いがなされたか、もう一度お伺いいたします。それから厚生会の議決機関あるいは執行体制と申しますか、それがもうきまつているということでありますが評議員会、理事会これにはどういうメンバーをどのように入れるかこのことを具体的にもしきまつておれば御説明いただきたい。




○総務部長（城田　清才君）

　もちろん案はできておりますが、これにつきましては正式にこの規則ないしは規約がきまるまでは発表の段階ではないと思いますので発表を控えたいと思つております。




○第二助役（新垣　義徳君）

　埋め立てについてお答えいたします。上流の地域は浸水しているがそれについて徹底的に話し合いしたことがあるかどうかということでございますがまあ先ほど排水につきましては説明いたしましたがそのほかに説明つけ加えるのを忘れましたが先ほどの６０メーター４０メーターこれを６０センチ切り取るとあとのすて石を６０メーターを１００メーターに拡幅すると、それと先ほど申し上げたしゆんせつすることによつて浸水しないんだという政府の見解でございます。




○金城　吾郎君

　この厚生会の理事会、評議員会の構成メンバーはきまつておるけれども発表はできないということですが、この職員から出てくる評議員、理事というのはこれはどのように選ばれてどうなつているかこれが知りたいわけであります。




○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします。評議員の定数及び選任方法でございますが、評議員会は評議員１２名をもつて構成し、そのうち６名は市長が任命しその他の６名は会員が互選ということになつております。それから役員でございますが役員と申しますと、理事者ということになるわけです、執行機関ということになるわけですが、もちろん会長は市長がなるわけですが理事は会長１人、理事６名、幹事６名という構成になるわけでございます。






○喜舎場　盛一君

　日程に掲げてあります４点につきまして逐次質問いたします。都市計画事業にもつとも重要な道路行政につきましては年々改善されていつていることは御承知の通りでございます。この道路の舗装につきまして市当局にお伺いしたいわけでございますが、いわゆる道路を舗装するという場合にどういつた基準でもつてその順位をきめていくのか、それをお聞きしたいわけでございます。と申し上げますのは、本員が考えますのにたとえば市民の福祉面の比重において順位をきめてそして道路の舗装がなされなければならないと、そういつた観点に立ちましてバス路線を真先にしなければいかないんだとかように思うわけでございますが真和志７号線、識名バス路線でございますがこの７号線は今後の新年度予算でもつて当然アスフアルト道路に予算計上されるものと付近住民のみなさんも期待しておつたのでございますが、残念ながら繁多川の公民館前までの舗装工事の予算は計上されておりますが、しかし識名小学校から上間、識名という部分については予算計上なされていないわけでございます。そういうバス路線をそのままに放置しておつて、そして首里あたりで舗装工事をやるというのはあまりにも矛盾したやり方ではないかと本員は思うのでございます。それから真和志４号線でございますが、市当局はこの４号線裏にいわゆる識名市営住宅をつくつてあります、りつぱな市営住宅はできましたけれども今先の３号線からいわゆるわかれる道でございますけれども、この市営住宅の前の４号線道路が排水溝がすごく悪い道路でございまして、せつかくりつぱな住宅には入つたけれども、前の道路の整備がなされていないという点におきましてこの問題も同様に新年度予算に計上されてございませんが、いかなる理由でそこまであと回わしにしたのか、お伺いしたいわけでございます。

第２番目に教育問題でございますが、先日２、３の学校の施設あるいは識名小学校の間仕切り校舎をみせてもらいましたけれども、その問題は後日の議案質疑の場合にいたすことにいたしまして、去つた９日定例議会におきまして、本員が市長に質しました、いわゆる真和志地域に真和志高校の新設が必要じやないかという問題でございますが、一般にこの真和志地域と申し上げましても、那覇を小禄、首里、那覇と旧那覇と真和志といつたぐあいにわけますと人口的にも一番比重の大きい地域でございます、また文教行政からいたしましてもこの真和志地域には一番中学校も多いし、小学校も多い、児童の在籍も一番多い地域でございます。残念ながらほかの３地域におきましてはおのおの公立高校がございます、しかしながらこの真和志地域において一つの公立高校もないということは教育の機会均等からいたしましてもそれに反するんじやないかと本員は思うのでございます。

また現在都市の急激な発展によりましてこの真和志地区いわゆる上間、識名、真地、繁多川というところにどんどん都市集中化されまして今どき教育長あるいは市当局が学校用地をもとめようといつたところで市内ではほとんどのぞみがないのであります。この地域では今のうちにこの地域で高校敷地あるいは新設高校をつくるんだという計画を立てにやならぬと思います。

あと２、３カ年すると高校用地の買収もできないというかつこうになるのは火を見るより明らかであります、その問題につきまして、今度教育税の一本化によりまして市当局あるいは那覇区教育委員会としても大いに連係を密にするところがございますのでその辺に努力いたしましてぜひ公立の高校を新設してもらいたい、また教育委員会にお尋ねしますが、この地域にそういつた計画があるか、あるならばいつごろ新設するのかその点をお伺いしたいわけでございます。

３番目に不良住宅街の改造ですけれども、不良住宅街の改造問題は市長の就任以来の方針でございまして、いろいろ改善されつつあります。

しかしながら市当局が不良住宅街に指定してない地域における、いわゆる不良住宅街ができつつあるわけであります。そこは識名の小又原地域でございますが、道路もない、あるいは排水もないというようなかつこうでこれそのものが不良住宅街でございます。この付近の市民が、いわゆる心配いたしまして、何とか打解策を講じようというわけで市当局に再三にわたつてこの地域の排水を整備し、その上を道路にしてもらいたいという陳情をなしておりますけれども、先ほど下水道課に問い合わせましたところ順位といたしまして、７２年度にしかその工事できないというような話でございます。

下水道課といたしましては、もちろん１号線の下水道工事もやらなければいけないでしようが小又原の住民の考えはそういつた下水道だけの用途の順位でなくしてこの地区では、この地域では下水にふたするとともに、いわゆる上を道路にしてもらいたいというのが全住民の考えでございます。

しかもまた陳情者の皆さん、あるいは地主の皆さんも４メーター５０の道をつくるなら自分たちの塀もこわして使つていいんだというりつぱな良心的な陳情でございます。そういう下水工事の、いわゆる順位、着工していく整備していく上の順位とは別箇に、やはりどれが住民のために優先するんだというような面でもつて応急にこの地域の問題を処理してもらいたいと思うわけであります。

４番目に那覇市は都市計画事業のマスタープランの中に、いわゆる識名霊園という那覇市内に散在する墓をみんな向うに統合するんたというりつぱな案をもつておりますが、実際に現在、この市内にありますところの墓をあの識名霊園の範囲内に統合いたします場合には、それがあの識名霊園におさまるかどうかそれともう一つ現在２，０００坪の整地工事がなされておりますがこの散在する墓をどういう順位でもつてあの地域に移していくのかたとえば那覇市を中心としますところの山形屋のうしろの墓から移していくのかあるいはまた、首里方面から一挙にやつていくのかどうかその辺をお伺いしたいわけであります、以上。






○建設部長（花城　直政君）

　４番議員の御質問にお答えいたします。毎年那覇市では道路新設改良の費用として１０万ドル以上の費用を出しておるけれども、その施行の順位はどういうぐあいになつておるかというような御質問でございます。

それから２番目に不良住宅街の改造というわけで識名小又原のことをどう考えておるかというようなことであります。

３番目に市内の墓の整理についてはどうするんだという識名の霊園の事業と関連してどうなつているんだというような３つの点についてお答えいたします。那覇市の道路は御存知のように６４年から道路の整備５カ年計画というものをたててタール舗装で認定道路の約半分を５カ年間で舗装するんだというようなことで進めてきております。だいたい那覇市の道路の面積が全部で４メーター未満の、まあわれわれが道路という、維持修繕をやつている市道として認定されておらぬけれども、維持修繕をやつておる４メーター未満の道路を含めて総面積が１８３万平方メーターあるわけでありまして、この中でだいたい今までにアスフアルト舗装、タール舗装が約２０％しかできておりません。それから側溝が完全に改良されておる道路、路ばんもきれいに石粉だけを入れてタール舗装ができるように整備されておる道路が１６％位、それから側溝はできておるけれども路面がまだなされておらないと、まだ石粉をきれいに入れかえて舗装ができるような準備がなされておらないような道路が約１７％、それから側溝も路ばんも全然整備されておらぬというような道路が３４．８％約３５％であります。それから４メーター未満の道路は２４％というようなパーセントテージになつておりまして、これをどういうぐあいにわれわれは整備していくかということで、毎年この予算議会で頭をしぼるわけであります。毎年１０万ドル以上の予算をどういうふうに配分していくかということで頭が痛いわけでありますけれども、おつしやるようにやはり順位としては重要な路線、都市計画で重要な路線から先にやつていく、しかも舗装というのはバス路線も優先をして私もアスフアルト舗装していくというような考えには４番議員と同じような考え方でございます。ただ路線の改良につきましては、今の側溝もできてない、路ばんもできていないというのが非常に多く３５％もありますのでこれを早く改良していかない限り、那覇市の道路というのはよくならないということははつきりしております。

これを早くなおすということが道路行政上は好ましいじやないかということでこういつたものを優先的にもつていくんだとそれだけじやなくして、やはりその交通量の問題で路ばんも改良されておるけれども、やはり徹底的に側溝はあるけれども交通量が非常に多いためにこれはどうしても路ばんを改良しなければならないというようなこともありまして、やはり交通量の問題、そこの交通量の多いところほど人口も密度が多いという関連もあり、そういつた人口の密度、需要度それが住宅街であるか商業地域であるか、工業街であるとかをいろいろ調べまして、そして順位をつけてやつておるわけであります。７号線の舗装がまだなされておらないから３号線よりも優先すべきじやないかという御意見でございますけれども、７号線は一応タールでおさえておるわけでありまして、タールでおえない前は黄塵万丈で石粉をまくとほこりだらけで大変だということでありましたが一応タールでおさえてありますので、一応はこれでまあ予算が獲得できるまでは我慢しなければならないというふうに考えておるわけであります。４号線の改修工事もこの側溝も路ばんも改良されておらないという３５％の中に入るかと思いますがこれも人口密度、車の交通というようなものから考えますと、また順位がきていないというように考えられるわけであります。これは金がたくさんあれば市民みなさんの陳情を全部やつて、道路の整備していくということも可能でありますけれども、財政の都合上、こういつた順位をつけてやらざるを得ないところに腐心がありますので御了承願いたいと思います。それから２番目のスラム街の解消でございますが識名小又原もやはり排水の問題、道路の問題で非常に困つておる、スラム街であるんだと、だから市長の方針にもスラム街の解消というものが取り上けられておるので早くそういう事業をしてもらいたいというようなことでございますけれども、那覇市のスラム街で早く改良しなくちあならないというような指定したところが約８万坪ありますけれども、それが樋川それから松尾の一部、牧志の一部、今のガーブ川の周辺、一帯を含めて指定しているわけでありますけれども、それだけがスラム街とは私らは申し上けておるわけではありません。那覇市の区画整理を施行した以外はほとんどスラム街であるというようにわれわれは考えておりまして、これを解消するためにはどうしても新しい立法措置がなされなければ順調に解消はできないというふうに考えております。それでこちらのほうは今われわれがやつております、樋川の不良住宅街とはちよつと性質を異にしております。樋川のほうは終戦後割り当て土地でもつて住宅が建つていて、道路もなくなつて、建物の質も非常に悪いということでありまして、それに傾斜地でありますので排水道路の施設はないけれども一応は水は流れて浸水というものはない、ところが御指摘の識名の小又原は排水も整備されておらない、道路はいくらか自分らで手なおしして道路にして道路は小さいながらも建築ができており、しかも建築は許可をもらつておりますので建物の程度は非常にいい、今の樋川のものよりいいんだということでいろいろ状況が違いますがやはり今の場所はそういつた都市改造法というような強力な、また補助の区分の明確にうたわれるような、そういつた立法借置をとつてあとでなければ手をつけられないというふうに考えております。それで今の排水の問題もありますけれども、やはり建設委員会のほうでも十分審議はいたしておるけれども、あすこの排水がまがりくねつておつてそれが改築すればすぐ道路に使えるというようなところじやなくしてまがりくねつておるというようなこともいろいろありまして、この件についてはスラム街の解消、そういう事業の指定をまつまでもなく排水の整備は考えていきたいと考えております。

それから３番目の市内の墓の問題でございますが市内にははつきりした数字の記憶はありませんけれども３，０００基ほどの墓がございまして、これが住宅のそばにあつたりそれから住宅にかこまれておつたり、商店街の中にあつたりして非常に風紀上から、それからまた環境も非常に悪いということでこの整備を早くしなくちあならないというふうに前から頭を悩ましておるわけでありますけれども、だいたい全部じやないけれども墓主は実際の墓は郊外のほうにつくつてこれを使用されておるのがほとんどであるわけであります。まだこれのはつきりした数字は持ち合わしておりませんけれども、やはり補償費でももらおうという考え方でそのまま残されておるのがたくさんあるわけであります。これは相当の費用をかけていかなければ整理がいかないことでありまして、今年次計画をどういうふうにたてるかということで、都計のほうで十分案を練つております。やはりこういつた墓は識名の霊園の中に収容するという方針はされておりますけれども、これは墓の主がそこを好まずにほかのほうに自分で移るというようなことも出てきますのでこれは墓地整理のときに話し合いをして識名につくつてもらいたいという方には識名につくつてもらうというふうに計画していかなければならないと思います。識名の霊園の事業は整地が済みましたので、これは約１，０００基を収容する能力をもつております、しかしこれは１基当り３平方メートルを予定しておりまして、墓地埋葬法では最底６坪そういうふうにされておるけれどもここでは１基当り１坪というふうに限定して整理していくような考えをしております。そのほかに納骨堂を１基つくりましてそれに１，０００基収容できると、約２，０００基の墓の収容能力を考えておるわけでありまして、今後市内の墓地の整理につきましては、指定された公園事業と関連させて墓地を整理していきたいというふうに考えております。

その次に地域の墓地を整理していきたいというふうに考えております、以上でございます。




○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午後３時１７分　休憩）

	（午後３時１８分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○教育長（阿波根　直成君）

　かいつまんで御説明申し上げます。ただいまの４番議員の高校新設問題につきましては真和志地区に新設してほしいという御要望と、計画があるかどうか、いつごろかというような３点でございますが、この問題は高校新設するまでの過程を御説明申し上げることによつておおかた御理解できるんじやないかと思いまして真和志地区という言葉を説明の中には省くかもわかりませんので御了承願いたいと思います。

御存知のように今のところ高等学校は政府立でありまして、したがつて高校新設は直接文教局のほうでタツチしておるわけであります。ただ新設される場合には地元の大きな協力を必要としますので、十分連繋をとりまして、今日まで高校が新設されたわけでありますが、この文教局が高校急増対策を打ち出してから４年をむかえるわけであります。この４年目になりまして、予算が全琉で２校の新設を計上されるわけであります。それに現在まで高校新設を要望している地区が３箇所ございまして、その中に那覇が入つておるわけであります。ところが那覇の高校新設の必要度から考えますというと、詳わしいことは省略いたしますが今年３月の例をとりましても、現在の中学３年生からいたしまして、高校を新設されない場合、これは推定でございますが２，５００名ぐらいの高校進学できないいわゆる、不合格の子供が出るわけであります。この問題は非常に中学校側といたしましても、大きな問題として文教局にも教育委員会のほうにも新設を強く要望されておる問題でございます。委員会といたしましても政府予算提出以前にぜひ高校新設を多くするようにという要望と、そしてそのうち那覇のほうにも、ぜひお願いするということを文教局にもお願いし、さらにまた今立法院に提案されておる、予算に対しまして２校ということがわかつておりましたからさらにまた文教局にも要望を２度したわけであります。ここで高等学校の新設につきまして、実はこんな問題があるわけであります。その中で一番大きな問題は、土地購入費だと思つております。次はどこに建てるか、文教局としてはどの地区に建てるかということも問題になろうかと思いますが那覇の場合におきましては場所の条件からいたましても、現在のこの高校の数ではとうてい那覇の中学校の生徒、全琉的にみても非常に比率が高いからそういう条件には多分那覇の場合は十分条件を満たしておると、こういうふうにしておりますが問題は土地購入の問題でございます。これが今日まで政府といたしましては、できるだけ政府で買い上げる方針をとつておるんだけれども、予算規模の都合で一部は地元のほうで何とかの形で負担してくれというてくるわけであります。浦添、豊見城の場合でも、その問題が出まして非常に強くわれわれは折衝いたしまして、最小限度の負担にもつてきたわけでありますが、したがいまして、今回もそういう問題が出るということは予想されるわけであります。

ところで委員会はそういうような際にどういう態度をもつか、つまり政府のほうに全額、土地問題を負担させるというようなことを強く折衝するがもし予算の都合で政府ができないと、いくらか負担してもらいたいというような場合において、委員会はどういう態度に出るかというようなことに対しては実はまだ協議いたしていないわけであります。それまでの準備は十分ととのえておりますが、まだ協議までにはいつておりません、しかしながら私、教育長としては今の生徒数からいたしましても必要度からどうしても那覇地区のほうに高校の新設が必要であるということを強く認めておりますので、委員会は当局にも強く折衝して、まあいろいろ問題もありますけれども、政府が全部負担するというと何も問題は起りませんが、そうでない場合は問題が起りますが、その間十分委員会と折衝して那覇地区のほうに高校を一つ新設してもらうようにしたいとこう思うわけでありますがそういうような際には市当局、あるいは議員の皆さんにも再びお願いするようなことにもなりますのでこの点につきましてはよろしくお願いをいたします。以上




○議長（高良　一君）

　次１２番。






○金城　庄瑞君

　雨期のために道路が非常に悪くなつておる関係かしりませんが、ほとんどの議員の方々が道路治水の問題に集中しておるようでございまするが道路の整備、治水対策を完全に施行することによつて明るい住みよいまちづくりが生れてくるような感がいたしますので私も市内の循環線道路の問題とスラム街の解消について簡単にお尋ねいたします。

旧市内は毎年増える車の洪水で、年間７００台も増えております。このままではあと５、６年もすれば市内の道路は麻庳すること火をみるよりも明らかであります。そこで市内のそとをまわる循環線道路を整備することによつて大きなロータリー式になるので郊外への車の捌け口がスムーズに行われると思つております。日本でも交通の激しい東京では山手線が市内のまわりを走つております。それから郊外へ各所から別れております。また、大阪でも市内循環線がまわつておりましてそれから各郊外へわかれており割りと市内の混雑が緩和されている状態であります。那覇市の場合も松川から真和志支所前、国場、壺川、旭町、辻町をとおつて若狭町、高橋にいたる、すでに循環線道路の形は作られておりますがこれを結ぶ水産高校横から安謝第１埋立地域、それから安謝橋、安岡中校前を抜けて旧鉄道線につながる道ができ上ればこれから埋め立てられる安謝のぼう大な人口を予想される土地、または近く計画されておる安謝の港とも関連いたしましてまた計画中の首里末吉の平和観音堂建設、公園地ともつながる住宅街の密集地となりつつある興南高校、真嘉比古島付近とも関連いたしますので、こういつた市内循環線道路の整備を当局は計画しているかどうか。もしこういつた計画があるとすればいつごろに予定されておるか。それから毎年ふくれ上がる人口は旧市街地と郊外地とではどちらが人口がのびつつあるかお尋ねいたします。それから、スラム街の解消について、スラム街としてでき上つている地域は戦後の悪い建物が多くすでに改造しなければならない建物が多いと思いますが、施政方針の質疑の中で赤嶺委員がのべておられましたが６７年度の建設予算のほとんどが都心部中心に予算がもられてるような感がいたします。私も同感でございます。こういつた場所で新しく作られる建物に建築許可をするとき何とか指導規制をして徐々に解決する方法はないものかどうか。ぼう大な資金を入れても住民から反対が多く、最少限度の予算で最大の効果を得るためにもこれから先スラム街となりつつある可能な地域を指定いたしまして割りに補償費工事費の安くつく郊外に指定して密集地の分散が自然に行われるよう問題を少しでも少なくして運ぶような考えはないかどうか。






○建設部長（花城　直政君）

　１２番議員にお答えします。幹線道路の整備のことをいつておられますが御指摘の道路は５６年の都市計画の決定に一部は入つております。これは安謝橋をとおつて内間橋をとおつて末吉町の前のもとのマカン道の交叉点のところから首里中校に抜ける道路こういう系統の道路として入つております。ただ安謝橋から埋立地をとおつて水産高校に出る道路の指定はございませんけれども安謝港の新設それに関連して、また埋立事業に関連いたしまして道路計画はされておりましてこれができれば御指摘のとおり環状線というようになりまして非常に有効な道路になるということは御説のとおりでございます。この埋立地を抜けて水産高校に出る道路は今度の予算にも調査費として計上いたしましてどのぐらいの費用がかかるのかということで設計をする予定になつております。これは都市計画のマスタープランの修正の中にも、この道路は若狭町の海岸道路にも連絡するようなことで今計画をしております。これがいつできるかということでございますが道路の整備は４番議員にもお答えいたしたとおりぼう大な予算がかかることでありますし今整備しなければならないのがたくさんありますし幹線道路の整備につきましては都市計画事業として政府の補助をもらはなければ那覇市の力ではどうにもなりませんのでできるだけ早く補助をいただいて整備してゆきたいというふうに考えております。これと関連いたしまして人口がどういうふうに延びてゆくかということでございますが旧那覇市の中心街はもう一ぱいでございますので延びてゆくのは当然真和志地区でございます。どの部に延びてゆくかということについては調べてはいませんけれども、４４号線にそつて延びていつたり、それから３号線にそつて延びていつたり、工業高校前の道路の沿線に延びていつたり、こういう八つ手の手みたいにどんどん道路に沿つて延びていつております。２番目のスラム街の解消で市内の密集地域を解消するためにはそこに金をつぎこんでいくよりも周辺の区画整理をして早く何とかしたほうがいいんじやないかということでございますがお説のとおりでございましてわれわれも都市周辺の郊外地の区画整理を早急にやつてそして中心街の人口を疎開するというようなことが区画整理事業のねらいでもございますのでそういう具合に進めてゆきたいと考えております。






○金城　重正君

　時間がございませんので簡単に質問いたします。まず最初に現在の那覇市は依然として雨が降ればぬかるみ、浸水騒ぎをおこし、晴天になればほこりでございます。これは河川排水の整備がいまだ不充分であるためだと本員は考えます。そこにおきまして１号線の潮渡橋とその河川の整備についてお伺いいたしたいと思います。市長は何回となく潮渡橋の改修につきましては軍と折衝をしておられると本員は考えておりますがこれを改修し排水を整備することによつて上流の浸水も妨げると思いますが軍との話し合いの進展はどうなつてるか。また、最近の新聞報道によりますれば軍が１号線を改修すると報じておりますがその時期に合わせて改修なさる計画はないものか、これが１点でございます。第２点は現在那覇市の土地事情によりまして市民が郊外のほうにどんどん移りまして住宅が延びております。特に宇栄原団地、琉生団地を中心にして住宅が延びつつありましてそれに合わせまして学校の児童数が非常な延びを示しております。しかしこれに即応する学校施設がなくＰＴＡや子供たちに非常に不便を与えている現在でございます。特に高良小学校、小禄小学校はこれ以上児童を受け入れることは学校教育の基準からしても無理だということでありますがこれに答えるべく小中学校を建設する考えはないか、あるとすればそのみとおしをお伺いいたしたい。第３点は現在南部近郊に通ずる道路は７号線１本に限られておりまして通勤時と出退時の場合においては国際通りのような混雑ぶりをしめしております。また治水対策が悪いために雨が降れば車が一時ストツプし交通止めになるという状態であります。昨今、観光沖繩、観光那覇を内外にピーアールとしておる今日、南部戦跡への唯一の観光道路としましては実にお粗末この上ないもんであると本員は考えまするが、この治水対策について当局はどう考えているか。これに合わせまして現在軍が使用しております３号線すなわちガジヤンピラから高良に通ずる３号線を軍と折衝いたしましてこれを使用することによつて１号線と７号線の交通の混雑ぶりを十分緩和することができると本員は思います。さらにまた南部に通ずる観光路線といたしまして十分いかされると思うが軍と折衝する意思はないかどうか。もし当局が軍と折衝いたしましてこれが解決をみるとするならば那覇市に財源のいらないところの２キロメートル余に及ぶすなわち政府前から安里琉映館に及ぶあの長い国際通りのような完全舗装道路が実現することになると思いますが当局としてはどういうお考えであるか３点お伺いいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　２１番議員にお答えいたします。都市の河川排水のことは環境衛生上非常に重要な問題であるけれども放置されておる。また１号線の潮渡橋は軍との交渉の結果どうなつてるかという御質問でございますが、これは前々からの懸案でございまして市長がじきじき弁務官と交渉されておりましてその命令でもつてわれわれは設計をしております。軍のほうではどういうふうにして作るのか実績を出せというようなことから、市長から命令がありましたので土木課のほうで設計をすませて私のほうにはまだきておりませんけれども課のほうではできておるということでありますので早急にこれを検討いたしまして早い時期に進達してお願いしたいというふうに考えております。それからこれは１号線の改修と同時にできないかということでございますが１号線の改修は路面の改修でありまして道路の維持管理をしておるのはポスト、エンジニヤの関係でありますので橋の新設をするということではこれはＤ、Ｅの管轄で一緒にはできないということであります。それでこれは１号線の改修と同時にできないというふうに私は想像いたしております。潮渡橋はそういうことでございますので継続的に交渉してゆきたいと考えております。３番目の那覇市の南部への交通は７号線だけでやられているので非常に交通が輻輳ししかも雨天のときは７号線のカーブのところ小禄と豊見城に別れるあの辺一帯が浸水し交通に障害をきたしておるがこれにかわるべき３号線の軍用地の中を通つている道路を軍にお願いして通行できるようにしてくれないかということとそれから治水対策はどうするかということでございますが、この３号線の通行につきましては去つた婦人会の席上でも小禄出身の方の要望がありましてこれについてもお答えいたしましたけれどもわれわれも交通対策上必要であるので十分できるような方法で軍のほうに要請したいということで返事をいたしましたけれども２１番議員からも同じような意見が出ております。われわれも本当にとおしてもらわなければ困るし沖繩の道路であるのでこれを早く交渉いたしましてそこを住民が通行できるようにして交渉してゆきたいと考えております。それから治水対策につきましてはこれは軍の、民の埋立事業によつてああいう結果を招いております。しかもこの埋立認可をするのが琉球政府であるという考え方からこの対策としては当然政府にも責任があるということでしかも７号線というものが政府道である以上、政府自体もいくらか責任があるんだから政府においてもやつてもらいたいということで要請しておりますけれどもなかなか実現いたしません。けれども今後も継続的にこの浸水が解消されるように琉球政府のほうと交渉してゆきたいというふうに考えております。






○教育長（阿波根　直成君）

　小禄方面に学校が必要ではないかというような御質問に対しましてお答えいたします。小禄のほうに公営住宅あるいは琉生団地とか琉球団地とか一連した住宅街ができましたので今後どうしてもあの一帯には小学校あるいは中学校がぜひ必要であるということは教育委員のほうも認めております。ただ、いつごろこれを実施するかということになりますというといろいろ予算の関係もありますのでその間に十分地所の選定これは地元の方々にも十分よく御協力願う面がたくさんあろうかと思いますがそういつたようないろいろな過程を経まして早ければ次の年度から予算化されると思います。こういうふうに考えております。






○黒潮　隆君

　第１番目に治水対策について、第２番目に牧志公設市場の建設について、３番目に人事管理についてというふうになつてますので順を追つて質問したいと思います。昨年８月沖繩をおそつた台風１５号によつて豪雨をもたらし従来の浸水地域に大きな被害を与え市民に大きな損害を与えております。特に農作物の被害は直接風雨によるよりも浸水による被害が大きかつたということがいわれております。そのときの農作物の被害額が、これは去年の９月定例会だと記憶しておりますが企画部長の説明で６３，３４２ドルという莫大な被害額を報告しております。この浸水による農作物の一番被害の大きかつたのは国場川流域に集中していることもそのときの報告でよくわかります。このような被害国場川流域の浸水による被害状況については琉球政府も那覇市もまた議会もこれまでの議会でとりあげられてきた問題の中からしてよく御承知のことと思います。そして先ほど１７番議員も触れておりましたが去る１日の豪雨のときも去年の８月の台風１５号による浸水のときよりももつとひどかつたといわれております。そのときには公設市場一帯も浸水しておりますが被害額も去年より上廻わるんじやないかということです。キビのはつぱが全然みえなくなつたといわれております。このように年々災害をくりかえし、被害も年々大きくなつてゆくなかで治水対策とはまつたく逆の方向に、浸水を拡大するような政策が盛んに進められているという点について本員は非常に激しい怒りを覚えますがこのような災害が毎年繰り返されるのはどこに大きな原因があるかということでございます。どうすれば被害額を最少限に抑えることができるのか、また治水対策は具体的にどうしなければならないかについては８年前からとり上げられ那覇市議にも陳情が出され４回にわたつて全会一致で決議しているのでこれは琉球政府も那覇市議会も市当局も十分知りすぎるほど知つてると本員は考えます。ところが今度１日にもそういう浸水を繰り返している、もちろんこれは安里川でもいえるしあるいはガーブ川を中心としたところもいえるしあるいは国場川もそうであります。また浦添の場合も毎年繰り返しておる。つまり従来の浸水地域がほとんど改善されてないという点であります。　そこで本員がお尋ねしたいのは特に国場川を中心としてお聞きしたいわけでございます。　この治水対策が遅々として進まない理由はどこにあるのか。　もちろん国場川の場合には政府の責任においてやらなければならない。しかしながら被害を受けるのは那覇市民であるということで市当局も真剣にとり上げていかなければならないという立場から従来折衝もなされてきたと思いますが、ところがこれが進展してないという事実でございます。それはどういつたような理由によるのか、また今度の浸水による農作物の被害額がどうなつてるのか。これが治水対策に対する最初の質問でございます。　次に、牧志公設市場についてお尋ねいたしたいと思います。西銘市長はこれまでの議会の中で市場の分散計画にもちよつと解れておりましたが、たとえば真和志地域の場合、真和志地域の人口の増加、あのようなベツトタウンの状態の中からみても真和志支所の敷地に市場を建設しなければならないんじやないかといつたようなことを触れておりましたが市場の分散計画いわゆる都市計画から見た場合総合的な計画ができ上つてるかどうか。　たとえばどこどこの地域にどれぐらいの規模の市場をどうやつて作るんだといつたような計画をお持ちであるかどうか。　さらに第２点目は上岡氏との最初の話し合いで牧志公設市場を改築することについて話し合いの中でいろいろ取りきめがあつたということが議会でも報告され、委員会でも報告がなされてきております。たとえば、この西市場を改築する場合に西市場は那覇市に改築させて従来どおり那覇市に土地も貸し、那覇市の公設市場として運営させる。ところが東市場の場合は勉強堂が作るとかあるいは現在まで入つている市場の店子さんたちをそこに収容するそしてそのときにも那覇市と勉強堂と話し合つて進めてゆく。あるいはガーブ川ぞいの道路をどうするとか巾員を縮めるとかいう話しだつたと思います。道路の問題は私は聞こうとは思いませんがこの那覇市が上岡さんの土地を返して又吉さんの土地に公設市場を作る場合には東市場との問題、たとえば現在までの業者を保護する立場から那覇市は勉強堂とも話し合つてうまくゆくように取り計らつていこうというふうな気持からそういうとりきめが、話し合いがなされたと本員は理解しておりますが勉強堂の西市場の土地を放棄した場合に東市場もいずれは開拓しなければならないと思いますがその場合にどうなつているのかそれとの関連についてお尋ねしたいと思います。次の３番目でございますが一番ここで問題点になるのは又吉さんの土地に公設市場の敷地を変更してそこに建設しこれを運営する場合に採算がとれるかどうかというのがまず問題になるし、もう一つ問題になるのは現在までの牧志公設市場を中心とする市場の発展、これは那覇市当局の力だけで発展したのではないということはこの市場の歴史をふりかえつてみる場合にはつきりするのであります。まずここで市場をはじめた商売人あるいは協力した市民もちろんその市場ができ上がる中で那覇市が市場を作る最初はテント小屋とかという形の堀立小屋でございましたが、これは現在の市場に発展する中で市の果した役割りは私は少こしも否定しようとは考えておりませんが、これは市当局の力だけではなしにここで働いている商売人の力が大きく作用して現在の市場に発展してきたという点を重要視しなければならないと考えております。そこで牧志公設市場の敷地を変更する場合にもつと慎重に考えるべきだつたというふうに考えます。そこで採算がとれるかという私の質問に対して去つた議会で市長はその点についてはやはり検討しなければならないんじやないかという意味の答弁をしておられましたが、今度、牧志公設市場の建設にあたり又吉さんの土地を購入するという議案の説明の中から感じることでございますが、土地を購入するのに３７９，０００ドルあまりもかかる。また市場の建物これを建築するのに４５５，０００ドルもかかる。さらに事業設備たとえば冷凍装置さらにエスカレーターをつけるとかそういう近代的を設備をするために２９５，０００ドルもかかる。従つて工事費だけで７５万ドルそれに土地の購入費を合わせると１１１万ドルあまりになると思います。これはこの新庁舎ぐらいの莫大な金がかかるという事実、これを深く検討しなければならないと考えます。つまり土地が１坪あたり５００ドルもかかる、建設費も内部の設備を含めると５００ドル以上かかるという計算になります。そうするとこの市場は１００万ドル以上もかかるという計算がなり立ちます。さらに今までの市場使用料はひと小間だと思いますが２ドル、高いところが２ドル３４セントぐらい。




○議長（高良　一君）

　時間延長いたします。




○黒潮　隆君

　安いところが１ドル１セントぐらい、しかし今度の計画からいたしますと１平方メートルあたり約６ドル。そうすると３．３平方メートルで１坪になりますので１坪の使用料が約２０ドルになります。２０ドルになりますと、これは普通の商売人が使用するような市場ではございません、たとえばガーブ川の水上店舗について前に坪当り５ドル位で借りていた商売人が現在では２０ドル、３０ドルになつて入れないのがたくさんおります。また新栄橋付近でございますが、そこの市場、水上店舗の使用料は坪当り１０ドルだと最上となつております。２０ドルになつておる、それでもあまり引き合わないが借りているような商売人がおります。それから見てもはつきりするように２０ドルも出して商売するということになればそこにある品物を値上げしなければできなくなるんじやないかということ、むしろ商売人が入れなくなる、どこかの業者などにそれだけ資金をもつて運営する人に貸すのかと疑いたくなる位それだけ値上げするわけです。それでも借金を返えすことができない、一般市中銀行から借り入れる、３年後は独立採算制にするという計画、こういうふうな計画でございますが、おそらく３年後にも採算がとれないと本員は考えます。辻、東市場のときにもそういうことを言つておりましたが、５年近くになつても赤字であるという事実を見てもはつきりしております。市場の場合には自然発生しているところは成功しておりますが人工的に無理につくつた市場は成功していないということがよくいわれております。

西銘市長の場合は近代的な設備をするのでエスカレーターもつくるので今の市場よりもたくさん入つてくるんじやないかという考え方でありますが私はこれはあまい考え方だと思います。市が考えているような近代的な市場にはならないかも知れません、東側、結局スラム街を解消しようという地域に近代的な市場を、そこに住む人たちが計画を進めております。また現在市が放棄しようという市場もあるいは勉強堂が衛生的にも許されるような市場をつくりかえていくかも知れないこれを手なおしていくかも知れない、そこが市場でなくなるということは誰も予想できない。そういう中で近代設備をしたらお客がたくさんいくという保証はどこからも出てきません、これは私が調査して自信をもつて申し上げるわけではありませんが、琉貿と山形屋の売り子している人に聞きましたが、琉貿はエスカレーターがついております、山形屋はついておりません、どこが多いか、それは科学的な調査ではないのでありますが依然として山形屋のほうがお客は多いわけです。エスカレーターがついたらたくさんいくというふうにみんなが考えているような方向にはいつていないようであります。したがつてこの市場は採算がとれない、あるいは商売人に高い使用料を押しつけるという中からまずい結果が出てきはしないか、ますます一般財源にしわよせがくるんじやないか。土地購入費の利子だけでも相当かかるわけです。そういつたことから考えて市長の場合にも去つた議会ではまだ採算がとれるかどうかについては自信をもつておらないようでありましたがそこに踏み切つておる、商売している市民からも引き合うかどうかいろいろ聞いたと思うわけですが、しかしながらこれは採算がとれるかということについてはむずかしい問題ではありますが、このような莫大な１００万ドル以上の金をかけてやるからには科学的にそして慎重にこの問題を検討してしかるべきだというふうに考えますが、これがそれで引き合うという、十分採算がとれるということはどういうふうなことでとれるということを言つておられるのか。もちろんこれは３カ年後であります、これについてもお答え願いたいと思います。それによつて質問を続けます。

次に３番目に人事管理の問題についてお尋ねしたいのは選挙にからんで１３名の職員を首切つた、もちろん、一人は依願退職して現在では１２名、ところが最近この１２名の中から５名を残して７名は解雇の処分を撤回する、しかしながら２カ年間は賃金を１センも上げない、いわゆる昇給をストツプするという条件だつたと本員は聞いております。これについてお尋ねしたいと思います。と申し上げますのは総務委員会で取り上げる中でも感じたのだが市長との団交にも、私も人民党の常任委員会としていきましたが、そういつた中からはつきり言えるのは去つた市長選挙にからむ首切りだというふうに深く印象づけられます。また客観的な立場から一般の市民もそういうふうに理解しております。そこで市長に対して誹謗したいわゆる市長批判じやなくして、批判を通り越して誹謗したんだというのが大きい、そういう職員は公務員としての適格性を欠くというのがおもな理由になつております。そこで批判をされるあるいは誹謗される、批判をされる場合でも、われわれでもけつしていい気持はしません。感情があるということはわかりますがしかしながら当選した市長としてはやはり施政の場ではそういうのを水に流して私はやつたほうがこの人事管理を正常に戻すために非常にいいと思います。

人事管理、これがうまく行なわれる中では、市民に利益をもたらすものだというふうに考えますし、この選挙の場合でもやはり政治活動の自由、政党指示の自由というのが保証されている以上やはりこれは認めなければならないし、また市長を批判し、市長から言わすれば誹謗したということでありますが、これも民主主義社会ではいわゆる公職にある長の場合はプライバシイの問題は非常に制限されておるということが言われております、むしろ個人的な家庭の問題を公衆の面前でもち出され家庭でもよくないようなこういうふうな長が政治をとつた場合はこれは住民のためにならないというような取り上げ方をしてもこれはプライバシイの侵害にならないと言われております。もちろん一般の市民の場合には問題になると思います。特にこういう住民から選出され公職にある長が１２名のうち７名は処分撤回しておるがもちろん撤回といつても全面撤回とは違うわけですがこの５名の首切りの理由は少し違いますが、ほとんど似かよつております、選挙運動が中心になつておるので似かよつておると思いますが５名を残して７名だけ撤回した理由はどこにあるか。それからまだ１点審議の中でわかりましたが、この市長が首切りの解雇を言い渡した１２名の中にはこれは１人、２人ではありませんが西銘市長からも表彰された職員がおります。そして宮平消防隊長から表彰された職員もおります。警察局長から表彰された職員もおります。消防協会長から表彰された職員もおります。一人で五つの表彰状をもらつた職員も含まれております。また三つの表彰状をもらつた職員もおります。いわゆる仕事もまじめでなければ私はこの表彰状はくれなかつたのではなかつたかと思います。単なる紙切れではないと思います。西銘市長がすばらしい職員だということで表彰しておりますがこれも首切りの中に入つていたという事実、これが私は不思議でたまらないわけです。その中で一人は撤回となつておりますが、表彰されたものの中にまだ撤回されていない職員も含まれております。そこで本員がお聞きしたいのはつまり市長が表彰した、あるいは宮平消防長が表彰した、あるいは警察局長あるいは警察署長あるいは消防協会長が表彰した時点ではよかつたが急に市長選挙の時点でこの職員は不適格になつたということは私は人間がそんなに変わるものではないというふうに考えますが、このような職員を切つたことはやはり間違いではないかというふうに本員は考えますが、これについてもお尋ねしたいと思います。さらにあと１点市長を悪口したからつまり誹謗したからということでほんとに職員の首が切れると本気に思つておられるのかどうか。それについてお尋ねいたします。

（「質問だけで２５分ですよ」という者あり）

（「いいじやないか」という者あり）



○第二助役（新垣　義徳君）

　８番議員の御質問に対してお答えいたします。

　公設市場の件につきましては先日の１９番議員の御質問に対してくわしく御説明申し上げたとおりであります。

ただいまは市場の分散計画はあるかという御質問でございますが、別に分散計画はもつておりません。

　ただ現在ある若狭、若松、あるいは宇栄原の公営住宅の団地に市場をつくろうという計画はもつております。それで分散計画というよりか、いわゆる将来必要なところには市場をつくる必要があるという程度の考え方はもつておるわけであります。

それと公設市場の西市場についてはきのう申し上げたとおりでありまして、ただいまの御質問の中に、では東市場についてはどういう取り決めがあつたかでございますが、東市場につきましては年月はよく党えておりませんが、先だつても御説明申し上げましたとおりに、西市場の改築につきましては地主の上岡さんと、いわゆる業者と那覇市の三者の協議会でもつてつくるという基本方針ができております。

それから仮市場に市場ができた場合採算性についてでございまするが、これはまあきのうも市長が説明されておりましたが、いわゆる私たちも立地条件についてはさして変わりはない、その内部施設をすることによつて市場が繁盛するということを考えております。

そういうことで採算性の点でございますが、従来の上岡さんの西市場につくるときにです業者との話し合いでも、新らしく市場をつくつた場合には２倍半から３倍の手数料になるということも御説明申し上げまして、そのとき業者もちやんと了解をとつております。で今の又吉さんの土地に市場をつくつても２倍半から３倍の手数料でまかなえるという基本的な考え方に立ちまして計算もそういうふうにでき上がつております。だいじようぶであります。

（「お客は向こうによくいくかという点は」「つくつてみなければわからぬよ」という者あり）

　その点につきましてはきのうも質問がありましたが、いわゆるいくかいかないかということでありましたが、いわゆる当局といたしましては希望するものは入れるということだと思います。

（「お客ですよ」という者あり）それはつくつてみなければわかりません。






○建設部長（花城　直政君）

　８番議員の治水対策についての御説明を申し上げます。どうすれば浸水から被害を防げるかそれから国場川だけでよろしゆうございますか（「はい」というものあり）

国場川の治水対策についてはもう４、５年前からでございますが、これの原因はよくおわかりだと思います。

前からなんべんも申し上げておりますのでその対策についてもなんべんも申し上げております。議会のたんびに御説明申し上げております、市でもつて対策をたてるために予算を計上いたしまして測量調査をいたしました、しかしこれは那覇市だけの問題ではなくして、これは政府の管理でございますので政府に計画をたてていただかなくちやならないということで図面を政府のほうにお上げして政府のほうで治水対策をたててもらつておるわけです。

現時点におきましてはそこのガソリンパイプの橋、そこの下のせき止めが大きな原因をなしておる。

それから漫湖のほうが浅くなつておるというようなこと、そういつたものを政府がやるようにさつきの１７番議員の質問に対して助役がお答えされたとおりすでにそういつたしゆんせつの件それから拡幅の件そういつたのは予算に組まれておりますので工事が完了すれば十分緩和されていくんじやないかと考えております。よろしゆうございますか。






○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします。先に処分されました職員のうち一部がそのまま保留され一部が解雇された理由はなへんにあるかという御質問でございますが、その後いろいろ客観情勢もかわりまして各方面からの陳情もあり、また本人の将来のことを考えまして、市長といたしましては本人に与える影響あるいは他の職員に与える影響等を勘案し訓戒的なことも考慮いたしましてその処分の裁量権は市長に属しておりますので、市長としてあたう限り最少限度の処分にとどめるという趣旨によつてかような処置をいたした次第でございます。まあ表彰された人が処分されるということは黒潮議員としては考えられないということでございますが、これは十分にあり得ることだと考えております。さらに誹謗しただけで免職処分ができるかということでございますが、これは各職員個々におきまして処分されておりまして処分の理由も全部誹謗したというだけのことで処分されておりません。

個人個人その理由が違いますので単に誹謗しただけで免職処分にされたということではないわけでございます。




○黒潮　隆君

　職員の解雇については裁判にまでなつております。

それで本員が聞いたのは市長を誹謗したというのが一番大きいわけです。

そういつたのが中心になつて争われているわけですが、それを聞いたのかどうかしらないがすでに市当局は知つておられると思うわけですが、この本土においてですね、これは八代市ですか、九州のそこでも市長の悪口を言つたということで首を切られてですね、これが裁判にまでなつてむしろ切られたほうが勝つている、そういう事件があるわけです。そういつた実例が裁判でも重要になつてくるんじやないかと本員は考えるわけです。

そういつたところからみて裁判をやつてみないとわからないんじやないかということですが、しかし法律の専門家あるいは弁護士を長くやつておられる方は大体事件の９０％は勝か負けるか、大体予想がつくそうでございます。したがつて本員としてはこれは話にならぬじやないかと見るわけです。したがつてやはり裁判で争つて白黒つける場合はますますこういう労働者と市当局との溝が深くなるわけですね。

正常な労務管理というふうな面からも市は全面撤回したほうが非常に市民のためにもなるし市長の政策を進める上にはいいんじやないかということを聞いたわけです。そういうことで全面撤回する意思がおありかどうか、さらに先ほど建設部長の説明で今年度の政府予算に組まれているというふうな説明がありましたがこれはこのガソリンパイプの通つている捨て石を撤回させるあるいは政府は３０センチ下げるとかということを言つておるが、川幅についても那覇市とは若干の食い違いがありましたね。那覇市は１００メーターまで拡げなければならないと。こういうのが市との話し合いによつてですね、市の考え方のとおり進められているかどうか、そういうふうに予算を計上されておりますかどうか。川幅を拡げて石を撤去する幅員の問題も政府と那覇市と食い違いがあつたと私は記憶しておりますが、那覇市の考え方どおり工事費の予算が組まれているかどうかということをお尋ねしたいと思います。




○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします。全面撤回の意思ありやいなやということでございますが、そういうことは現在のところ考えておりません。




○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。排水の件でございまするが、先ほど金城吾郎議員の御質問にお答えしたとおりであります一致しております１００メーターに変わりはありません。






○宮良　永昌君

　朝からずつと議員諸公の御意見を拝聴いたしまして、長時間にわたりまして疲労を感じましてですね、口角あわを飛ばして元気がなくなつたのと時間が足りないでせつかくつくつてきたのでもつたいないので、１時間も２時間も延ばすわけにはいかぬと思いますので圧縮しましてたとえば市場問題にしましても、今黒潮議員が質問したけれども区画整理についても平良真次郎議員が質問された点以外に私は私なりの俳句といいますか、短歌と申し上げますか縮めましてしばらく当局の御意向をお伺いしたいと思いますが、大体市場というのは誰のもんかという問題ですね、市場というのはわれわれややもすると錯覚を起こしましてものというものはですね、物質的な意味を言うんじやないんですよ、権利があるとか誰が管理しているとか、誰は入る権利があるということではなくして、大体那覇市の公設市場というものは誰のもんであるかといいますと、それは２６万市民のもんであるということになるわけであります。

ところがややもすると業者のもんであるかのごとく錯覚を起こしたりあるいは市役所のもんと思つて錯覚を起こした人もおりますがね、業者のもんでもなく市役所のもんでもない、それは２６万市民のもんであるとしたがつて市場の構想も賛成者を引つぱつてくるとか、反対者をけとばすとかいうような問題ではなくしまして、そういう問題を超越して２６万の市民にどういうふうにすればサービスの万全を期すかというところに市長としての市の立場としましての今後のいき方があるんじやないかと思います。

牧志市場は利害関係あい関連するところのその業者あるいはバツクで糸を引ぱつていく人がおるかどうか知れませんが、そういつたグループの市場ではない。先ほど黒潮議員がおつしやつたようになるほど長いことおりまして業者のために繁盛したかも知らぬけれども市民が買いにいかなければ繁盛しなかつた、したがつて那覇市の市民の市場であつてしかも那覇市のみじやなくしてコザからも、名護からもあつちこつちから観光客まで入つてくる、国際的な市場であるという一つの観点におきましてやはり国際都市としましては現在の市場では恥かしいからですね、また今までもめてきたのでこれを一つの環境を浄化しまして新しい新天地にもつていつて過去の因縁をばつさりたち切つて新しいアイデアやつていこうじやないかというような気持でやつておられるんじやないかと思います。そこでお聞きしたいのはこの市場が単に従来の市場と大差がないかという問題、エスカレーターがあるということはですね、デパートメントストアの内容の性格をもつものであるかどうか、現在の業者のみでスマートな運営ができるかという問題、またほかからのすばらしい商売人が入つてきてやる位のスペース余裕があるかどうかという問題今までの市場と違う点を重点的に説明願いたいと思います。

以上市場の問題でございます。次は区画整理の問題でございますが御承知のとおり区画整理の目標はどのへんにあるかと申し上げますと人道をつくるということでございます。

これが一番大きな目標でありましてその他の小さな問題もありますが、人道というのは道路も人道であれば人道とか仏道とかというてその人間の道、人間の精神的な道これも人道であります。そういう意味におきまして区画整理をするときのまず一番大事な問題は補償制度の問題とか、唯物的な問題も大事であるかも知れぬあるいは、所有権の侵害、所有権の剝奪とか、そういういろいろな法的な問題を飛び越えましてそこに市当局がですね、その所有権をもつておるもんにどういうように人道をもつて人の道を解いて説得してきたかということについてお聞きしたい。

やはり人間には煩悩といいまして執着を持つているのですよ、奪うと思つたら余計奪われまいとするその反動的な心理状態にあるわけです。それを徐々にこれは実はこういうわけで道をつくることはですね、それはたとえば国際通りにしましても、１８メーターですか、巾員を１９メーターの道路をつくるべきであつたと思うんですよところがですねその周辺の地主が理解がなくて今日こういう狭い道路になつておりまして国際通りという言葉はですねもつたいない名前であつてシマ小道路になつておるわけでありますが、こういうふうに都市計画において今後区画整理において悔を残さないような方法としましてしかも道路ができますと地価も上つていくという面、それから社会奉仕のために本当に純粋な気持で提供するというようなところまで誘導してゆくと、話せばわかるんですよ、話してわからぬ人は一人もおらぬ、私はこういう例があるんですこれは余談ですが（笑声）あのですね、これは関連した問題ですが、境界線をはさんで地主同志がけんかしておつたら裁判さたになるというわけで２年も３年も非常にもめておつたわけです。そのときに頼まれまして和解に行つたわけです弁護士じやないけれども、そのとき私はこう申し上げましたあんた方なんかはうらやましい僕らは台湾から引き上げたために全部の不動産財産を捨ててしまつて１，０００円しかもつてこなかつたと沖縄におつて財産をもつておるということはですね、われわれより幸福でしよう、もつておるためにもてる苦しみが生れてくることはぜいたくじやないですかとそうわずか１メーターぐらいの問題で訴うことなく折半して仲良くやつたらどうかとこれはしかも６７、８才の人だつたんですけれども、土地の問題よりもあんたの命のほうが短いですよというわけで所有権も大事かもわからないけれども、もつと大きな気持で所有権というのはただ登記所にそれを登記しておるという気休めにしかすぎないんだ、あつて、あの世までもつていけぬでしようと言つたら、本当は自分のものというのはないんですよというとその人いわくそれじやだれのもんかと、それは地球の一部だと、（笑声）そういうわけでそういう一つの例を上げたりしまして、道義的にですね市役所が折衝していつたらどうかただ役所的な折衝をやつたらどうかという問題その点をお尋ねしたいのです。以上でございます。

今度は埋立地の問題ですが、西銘市長の大きな構想によりまして、安謝の海が埋められまして沖縄の地図があれだけ大きくなつたということでありまして（笑声）したがつてまた海の図面、海図も修正しなければならないというような状態にありますが、それはそれとしまして実にすばらしい後世に残る歴史的な問題であると思いまして市民の一人としまして衷心より敬意を表する次第でございます。

　ただ問題は埋め立てたあとの処理、埋め立て土地をどう処分していくかという問題そこに問題があると思いますがこの普通の言葉で申し上げますと、それを売つてもうけてこの庁舎もつくつたんだとそういうことになつておるのでありますが、しかしいつまでもですね土地を埋めてそれを売つてそしてもうけていこうということは、これは個人のやることでありまして、本来なら市のやる永遠に続ける仕事じやないと私は思います。

ただ目前の利に欲ばつてそればかりでもうけようということじやないと将来も市としましては、そういう競争入札をさせまして地価をアツプさせてとれるだけとつてみようという豪欲はおやめになりまして、日本あたりにおきましてはこの一つの大きな政策といたしまして商工業地帯でありますとそこにはですね、それをこまごまとすると仕事にならぬもんですから随意契約でやるわけです。そして業態別にそれも選択しましてですね、そこで随意契約を結んでいくというような方法もあつて、いろいろ契約にはですね随意契約、競争入札あるいは無償分譲ですか、いろいろなものがありますが今まではこれでやつてこられたでしようが、将来第３次計画で３万坪の土地の埋立地ができあがるんですがそういう先のことについてですが、今後はですね、私が申し上げました重点的に長い目でみてそしてそれを那覇市の財源に還元していいんだという、那覇市の発展のためにどういう構想を市長はもつているか、以上をもちまして私の質問を終わります。

ありがとうございました。






○第二助役（新垣　義徳君）

　宮良議員の御質問に対しまして簡潔にお答えいたします。

　公設市場の件につきましては十分に説明を申し上げてまいりました、それで公設市場は業者のみのものでなく全市民のものであるということはこの公設市場の改築問題がはじまつたときから業者もよく御理解されております。それから内容の設備ですがそれにつきましては先ほどの黒潮議員にお答えしたとおりでございます。

それから区画整理の問題につきまして従来の話し合いは十分に私たちといたしましてはやつてきたつもりでありまするが、現実において問題がおきておるということになつておりますが将来もおつしやるとおりに誠意をもつて話し合いを続けていきたいと、かように考えております。

それから埋め立て地の件でございまするが、安謝地先を埋め立てております。将来もこれは継続的に埋め立てます。この処分につきましては法令条例の範囲内において処分していく考えであります。




○議長（高良　一君）

　１９番。






○又吉　久正君

　本員は三件について御質問をいたしたいと思います。

　那覇市はじまつて以来４５年にもなりますが、その間２期連続市長に当選した方は西銘市長１人だけだといわれております。それは西銘市長が前の第１期間における施政の実績が市民に認められたために第２期連続当選したことと思います。

また第２期目の当選で今回はじめての施政方針を明らかにし、はじめての新年度の予算議会でもあります。

そこで第２回目を迎えました那覇市の都市計画事業の基本方針を明らかにする時期に達していると思いますので次の質問をいたします。

那覇市都市計画事業の基本方針について、那覇市の都市計画事業が１億３，０００万ドルの莫大な資金がかかるということであるが、われわれにはその資金に対する事業費の内訳がはつきりわからない。その事業費の内訳をお知せ願いたい、１点。

また１億３，０００万ドルの都市計画事業があと何十年あとに完成する見込みであるか。３点西銘市長の任期中に１億３，０００万ドルのうち何％の事業を完成する御計画であるか、４、その事業のおもなものを御説明を願います。今の質問は対市民的にも知つておく必要がありますので明らかな御答弁をお願いいたします。第２の問題ですが都市計画事業により立ち退き者の土地問題について。

那覇市の都市計画事業を推し進めていくには相当数の立ち退き者が出ることは御承知のことと存じます。樋川の立ち退き者は古波蔵埋立地や安謝の埋立地に割り当てているが、その土地も十分に与えていない状況でございます。本員は都市計画事業によつて市が立ち退かす方々には土地がなくゆく場所もない困つておる方々には当然土地の売却か、貸し与えるかの手段を講ずるべきだと思いますが、またそうすることによつて都市計画事業がスムーズに行われると思います。

したがいまして今後立ち退きさせる方々に対する土地問題について御計画がありましたならば具体的に御説明をお願いいたします。

次に３点、住宅政策に対する敷地の購入問題について、那覇市の土地は御承知のとおりうなぎのぼりのごとく天井しらずでどんどん高値になる現状にあります。また政府では住宅公団法を制定して土地の買い上げを余儀なくする計画を進めておることと存じますが、それと並行して信託会社が２社ぐらい認可される、そうなると那覇市内の土地はますます値上りすることは当然のことと思う次第であります。

したがいまして那覇市の住宅対策について敷地の購入が先決問題だと思いまするが、当局はその計画はどうなつているか御説明をお願いいたします。






○企画部長（新里　博一君）

　１億３，０００万ドルの都市計画事業費があるんだが、その内訳について説明してもらいたいということですが霊園事業がだいたい６９万８，０００ドル、数は省略します。公園事業が３８０万９，０００ドル、上水道が１，０９０万ドル、下水道が１，０５９万ドル、道路が１，８３６万２，０００ドル、河川が４００万ドル、埋め立てが９００万ドル、港湾が１，７００万ドル、交通広場が５６万ドル区画整理が４５９万ドル、橋りようが１１３万ドル、公営住宅１，１００万ドル、市営住宅１，５００万ドル、護岸が１万ドル衛生施設４２０万ドル、排水施設１，３００万ドル、不良住宅街の改造７４万ドルその他で１４０万ドル、合計いたしましてだいたい１億２，７００万ドル、約１億３，０００万ドルぐらいかかるわけであります。

それで６６年度の予算が執行されるということになりますと、だいたい３５９万ドルぐらい執行できたということになるわけです。

そうすると１４，９％ぐらいが現在の執行率と６６年度の執行率というふうに考えております。で６７年度でだいたい４．５％ぐらいふえてゆくという考えです。６７年度になります１９％、約２０％ぐらいの達成率になるということになるわけです。あと何年ぐらいで都市計画事業ができるかということでございますが、現在の推移でいきますというと１５カ年から２０カ年かかるわけですがただわれわれといたしましては今後の問題として、琉球政府、日本政府、アメリカ政府からの援助の拡大によつてこれを短縮していこうというような計画をしているわけでありまして７０年までの事業計画からしますというとだいたい年間に４００万から５００万ドルの予算規模の増を考えて今計画を進めているわけでありますと、そうすると、今の１５カ年、２０カ年がいくらか短くなつていく。われわれとしても極力短かくするように努力しなければならないというふうに考えております。




○又吉　久正君

　市長の在任中のパーセンテージはだいたいどのぐらいですか。




○企画部長（新里　博一君）

　だから６７年度がだいたい４．５％延びるわけですから、この率で延ばしてゆくのか、われわれとしては今申し上げました援助の拡大によりこの率を引き上げていくということになりますのでしかも今の１年間の率を引き上げるために努力していきたいというふうに考えております。




○又吉　久正君

　今の御答弁でだいたい１億３，０００万ドルの那覇市の都市計画事業が明らかになつたわけでありますが、沖縄は日本に比べて、もちろん沖縄は戦争でうちひしがれたために灰じんに帰したのでありますが、大部おくれておるのは御承知のことと存じますが、それはどうしても日米援助がもつともつと責任ある国庫補助によりこの予算を執行していかなくちやならないとこう考えられるか、今の御答弁にもやはりもつと日米援助を大きくしていつて２０カ年かかるのを１５カ年にするというように縮めていきたいということでございます。

要望といたしましてはあと２０カ年で都市的都市になるわけであります。これは執行者の努力に大いに影響をいたすものと存じますのでどうしても２０年、１５年といわずあと１０年間では完全に那覇市が都市らしい都市にもつていつていただきたいということを希望いたします。






○建設部長（花城　直政君）

　１９番議員にお答えいたします。都市計画事業によつて立ち退き者の移転予定地の土地の購入問題についてどう考えるかという質問でありますがこれは今までと同様に市の土地は埋立地しかございませんので、埋立地に移すというようなことと、もう一つは住宅街として適当なところをさがして土地を購入してそしてそこに移つていただきたいというふうに進めておりますけれども、なかなかそういう適当な土地が得られないわけでございます。

問題はそこに住んでおられる方々がどこでもいいと、住宅街であれば土地さえあれはどこでもいいんだというようなことであれば非常にたやすい問題でありますけれども、住いというものから考えますというと全部非常にむずかしい問題がきますのでなかなか進捗しないわけであります。

だから今後も地主の意向をまず察知いたしましてそしてどこに移るという希望があるのかということをさぐりあててそれにむけるような方向にもつていつたほうが、非常にしつくりスムーズにいくんじやないかと考えますけれども、しかしそういう考え方では実際に実現できないのでこれは今後十分努力しなければいけないと考えております。

土地がなければ結局移転する場所がないのでそのときは完全に借地権の補償でもして移さなければならないということにもなりかねないし、日本ではそこまでやつておりますから、そういつたことが今後は問題になるかと思いますが今後十分研究を進めていきたいと考えております。

それから住宅対策に対する土地購入問題ですけれどもが、これも重要な問題でございまして６７年度の分としての住宅の予定地は全部購入してあります。

６８年度分は３，７０６坪ありまして１６０戸分は予定されておりますけれども、あと１４０戸分の土地が足らないというわけで、以来その土地さがしにわれわれは仕事を進めておるわけであります。

やはりこの土地の問題というのは非常にむずかしい問題でございますので、特に今度からは、来年度からは補償係も充実いたしまして土地購入がスムーズにいくようにやつていきたいというふうに考えます。

本土は先買い方式でもつて３年、４年前のものを今から購入しておけば非常に安くできますので、事業がそこにできてしまつてからあとに土地を拡張するということになると、非常に金がかかつてくる。できれば２万坪単位の団地をつくるように考えていきたいというふうに考えております。




○又吉　久正君

　本員が確か３年前だつたと記憶しておりますが、とうしても立ち退き者をスムーズに移転させるためにはその土地を１万坪から２万坪を安いときに確保しておく必要はないかという質問をいたしましたが、そのときにもやはり必要ではある、必要ではありますが、今のところそういう余裕がないという答弁がありました。

あの時代から現在に比較しますと、すでに倍以上になつているんじやないかと思います。３年前から現在にいたつては約倍ぐらいにいつているんじやないかとこう考えますが、今後もこういういろいろ信託会社という住宅公団ができるとなおますます土地代はあがつてくるんじやないか、本員が言わんとするところは２、３年、４、５年を見越して起債ででもして買受けたほうが都市計画事業を進めるにもうまくいくんじやないかということでございます。さらに、樋川の立ち退き者が最初は古波蔵、あるいは安謝の埋め立地には絶対いかないと言つておられましたが、あとからいかれた方は喜んでいる方もおります。だから土地さえあればそういう解決はできるんです。土地がないというと行くところがなければどうにもならないと都市計画を進められない今後も余ほど土地問題には重点をおきましてできるならば起債によつてでも購入していつたほうがずつと得になるということをこれをひとつ当局も御検討していただきたい。次に住宅問題でございますが、それも同じことでございまして土地が今どんどん上りつつありますので、適当な土地がもうなくなりつつあるということでございますので土地問題を住宅問題と立ち退き者問題、そういつた問題も十分考慮していただきたいということを要望しておきます。




○議長（高良　一君）

　１６番。






○仲本　安一君

　本員は公園関係、さらに都市計画関係の３点、さらに細分いたしまして、１４、５点御答弁を願うはずでありましたけれども、時間がございませんのでこの３点を簡潔に質問したいと思います。

まず公園関係でありますが当初与儀、奥武山の両公園の今後の具体的な対策についてお尋ねするはずでありましたが奥武山は除きます。

この与儀公園は昨日建設部長の答弁にございましたように６８年度に開催するということでございますが、この今後の具体的な計画であります。たとえばその与儀公園の中にどういうふうな施設を置くか広場はどういうものか、あるいは森みたいなものをつくるか、あるいはどういうような公衆便所をどうつくるかというような大まかな計画であります。

特に本員がここで希望したいのは新庁舎もできておりますし、いろいろりつぱになりつつあります。しかしながら国際都市、文化都市といわれておる那覇市がです、公会堂というのがございません、本土にいけばだいたい公会堂公園というものはつきものでございます。ですから今年度ということではありませんけれども、少なくとも党利党略からするならば西銘市長の任期中ではやれないで社大党の平良市長になつてからのほうがのぞましいけれども党利党略は抜きにして那覇市民の立場を考えて西銘市長の任期中にぜひこの公会堂を建設していただきたい。これは国際都市という立場からも文化都市という立場からも西銘市長が指摘されているとおりに快適な生活を営むだけの都市施設は不十分であるので与儀公園敷地内に公会堂を建設する予定がないのかどうか。次に、特に用途地域の現況についてでありますが１点だけにしぼります。いわゆる文教指定地域の問題であります。これは若狭小学校の場合でもいわゆる１００メートル以内に例の温泉マークの旅館が散在しております。さらにこれは神原小学校付近でもいろんな風俗営業がございます。壺屋小学校付近でもしかり、那覇市の小学校の周辺にはいくつかそのようなものがあります。この問題についてはどうしてこのようになつたのか、たとえば風俗営業が先にできてあとから学校ができたということであれば仕方がないということであります。しかしこれは当然誰が考えても学校が先であります。あとから風俗営業ができております。どうして１００メートル以内に作らせておるのか。もう一つはあることは事実であるけれどもこれは今後どう具体的に処置してゆくかという問題。もう一つは、聞くところによりますとホテルなんかは文教地区に作らせないということでアパートということで申請してでき上つた後に旅館に切り換えるというような、これはあくまでも話しであります。本員は確証は握つておりませんけれどもそういうような話しを事実聞いておりますが、そのようなことができるのかどうか。

これを明快にお答え願います。次に、若狭海岸の海水浴場の問題であります。きようの朝刊にのつております。従つて具体的なことは省きますけれどもこの問題は６３年の３月に議会にも地元住民から陳情がございまして若狭小学校当局からも反対陳情が出ておつたはずであります。これがお流れになつたかのような感を呈しておりますが最近再燃いたしまして確か四、五日前から私も幸いにいたしまして若狭の市営住宅に住んでおりますけれども、トラツクの四、五十台分砂をもつてきて大分テストをしておるようであります。

これについて地域住民としては非常に不安を抱いております。と申しますのは確かに文化都市として那覇市に海水浴場ができることは客観的にみて好ましいかのように見えます。しかしながら現在でもあの地域はいわゆる太陽族といいますか何族かわかりませんが夜の３時４時までオートバイを飛ばしております。警察交番に連絡してもそのときは注意しても月夜の晩にはこれが多い。ましてやこのような海水浴場ができるということになるといろいろな面で風紀上の問題、騒音、安眠妨害の問題で地域住民に害を及ぼすのではないかということであります。もう一つは小学校から海岸までは約６０メートル程の距離しかございません。そういつたような面で教育上からかんばしくないと思います。そこでお尋ねしたいのは市としてこの問題について干与できる権限はどの程度であるか公有水面の使用は政府だと思いますがこれに対してどのように考えるか。これが一つ、明快にお答え願いたいと思います。明快ということはあくまでも歯切れよくということでありましてでたらめに簡単にすますということではありませんから念のため。






○第二助役（新垣　義徳君）

　１６番議員の御質問に対しましてお答えいたします。

第１点の与儀公園につきましては５月の首都建設委員会に市長のかわりに私出席いたしましたが大体の構想図ができております。坪数にいたしまして約１５万坪でございますがこれを一応四つに割りまして今の主席公舎のほうに東恩納図書館、中央図書館と二つありますがこれ以上建物は増やさないと。向こうに電々公社があるわけでございますがその横のほうに公会堂敷地として首都建設委員会で決定されております。それから残りのひめゆり橋どおりそれは全部広場を作るがそこにはそれ以上の建物は作らせないというふうに決定されております。公会堂敷地も確保されておりますしその構想ももつております。それにつきましては企画部長をして答弁いたさせます。






○企画部長（新里　博一君）

　公会堂建設につきましては私たちのほうでは大体の案ができておりまして大体多目的使用のホールの性格をもたせ純音楽、軽音楽、邦舞、洋舞、映画、演劇、講演、会議、そういつたものにして個定席を１，５００から２，０００ぐらいにしたいという考えでその費用が大体１００万ドルぐらいかかるというふうになつております。施設計画としましては６９年か７０年に作るというような計画をもつております。１６番議員の要望もありますし任期中にぜひ片付けてみたいというような意欲をもつております。






○建設部長（花城　直政君）

　１６番議員からの用途地域の建築制限の問題と若狭海岸の海水浴場の件についてお答えいたします。用途地域については風俗営業は学校の近くには絶対にまかりならんということで規定されておりまして、都市計画上またその学校周辺を文教地域に指定したときはなおさらできないということになつております。現在できておる学校のそばにある風俗営業のものはこれは建築基準法以前の問題でありましていたし方ないと考えております。建築基準法以前は市外地建築物法というような古い法律でありましてその当時は市長に建築の許可制が与えられておりました。そのときにできておる建物でございましてその後は学校の近くには風俗営業は認めておりません。ましてやこれを改築とか新築とかというときは絶対できないわけでありましてまた、用途変更の問題も文教地域として決定されたあとは認められないのでございます。

３番目の若狭海岸海水浴場の件は風俗的にもまた文教上からも悪いと思うんだが市は考えてるか市の介入できる範囲はどこまでかという御質問でございますが、この件については市の海岸のそばにあつた緑地これまで含めて貸してくれないかということが四、五年前にありましたが絶対できないということで断わりましたら、海岸の使用だけをやるということですので、これは政府の権限で市にはないから政府に行つてくれということで政府にいかしたわけでございます。ところが政府では市の同意をもらつて来いということで復申をつけて現在借りてるわけでございます。

これが四、五年前ですが面積が６，５５５坪でありまして公有水面の使用権をもつております。それできようの新聞にありましたので私、早速上原さんに電話で問い合わせたわけでございます。新聞にあるとおりでございましてトラツク約５０台分の砂を入れて本当に金をかけて砂をおいて成り立つかどうか、技術的に砂が全部沖のほうに流されないかどうかということで６月の上旬からテストをやつてるがいろいろ検討してみると砂がこつちのほうにやつてきているが可能性があるんじやないかということでございますが、まだはつきりした結論は出てないということであります。それで市としましてはこれを同意したときもこういうことで復申をつけております。一応許可を与えるというと権利が生ずるので砂を入れてみて流れないとやはりビーチとしてできるということで貸してもらつたほうがいいというような復申をつけております。このほかに市がどの点まで介入できるかということでございますが市有地に建物は全然認めないつもりでございます。公有水面を借りて建物を、構造物を作りたいというような確認申請がくるかもしれませんがこういつた場合は十分考えていろいろな規制ができるということでございます。そのほかに文教上の問題もありましてバイクでブンブン騒音をたてながらやるということですがこれは警察当局でやる問題でありまして建築確認の件だけが市の問題になるんじやないかと思います。




○仲本　安一君

　公会堂の件については一応答弁を了解いたします。最後の若狭海岸についてこれも一応答弁を納得いたしましたが、２番目のいわゆる用途地域の問題ですがこれは今の部長の答弁では納得ゆかない点があります。すなわち建築基準法以前の問題だということでありますが建築基準法は５３年だと思いますが、最近二、三年以内に作つてるのがあります。嘘だと思つたらごらんになつて下さい。若狭小学校付近は年々これが増えてきております。先日の新聞にもありましたように業者と地元の婦人会とが街灯をつけるとかつけないとかでやつさもつさやつております。婦人会は付けなさいというし業者は暗がりのほうが商売がやりやすいからつけないといつたような事実がありますのでこの点の答弁はよろしうございますが要望としてぜひ調査して善処方をお願いいたします。

　以上でございます。






○久高　友敏君

　本員は昨日市長が施政方針の中で住宅対策として１９６１年に公営住宅法が制定施行されて以来日米琉政府の積極的な財政援助により着々その効果をあげておる、と説明されておりますが、その積極的な財政援助の内訳の説明を願つたところ資料の持ちあわせがないということであり保留になつておりますがこれについて御説明願いたいと思います。






○企画部長（新里　博一君）

　６４年から公営住宅事業をはじめております。６７年までに米国政府で５５６戸、金額にして６７９，３２０ドル、日本政府で４７４戸、５９６，６００ドル、琉球政府で３２０戸６３７，７０１ドル合計１，３５０戸１，９１３，６２１ドルとなつております。そのほかに若狭市営住宅に対しまして米国政府から５５，０００ドルの補助が前にありました。






○黒潮　隆君

　きのうから見ておりますと、きようの質問で３０分を越したのが５名、４０分を越したのが１名、議長はもつとしつかりしていただきたいと思います。いわゆる議長が自主的な運営を欠いてるということでございます。と申し上げますのは平良真次郎議員のときは議事進行の発言は１回も出てこないのにきのうもきようも儀間さんや私の場合に限つてでてくるということです。

今後は私語が出てきてもそれに左右された議会運営をやつてもらいたくない。３０分ぐらいでやろうという申し合わせはわかりますが質問が長かつたり、答弁が長かつたりすることもあります。それを庖丁で断ち切るように３０分過ぎたからということでやつてもらいたくないもつとしつかりしてもらいたいと思います。　（「賛成」というものあり）




○議長（高良　一君）

　本日の日程は全部終了いたしたのでこれをもつて散会いたしまして、６月１３日午前１０時開会いたします。



（午後５時１７分　散会）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




　上会議録を調整し署名する。




１９６６年６月１１日




議長　　　　　高良一　　㊞




署名議員　　　宮良永昌　㊞




署名議員　　　大山盛幸　㊞












第83回那覇市議会会議録




定例会







６月１３日（第４日・月曜日）





１９６６年第８３回那覇市議会会議録（定例会）




○６月１３日（４日目）

	（午前１０時　３分　開議）

	（午後　２時３７分　散会）









○出席議員（２８名）





	　１番
	安見福寿君
	１６番
	仲本安一君


	　２番
	椿秀義君
	１７番
	金城吾郎君


	　３番
	大浜長弘君
	１８番
	大山盛幸君


	　４番
	喜舎場盛一君
	１９番
	又吉久正君


	　５番
	山川正平君
	２０番
	赤嶺慎英君


	　６番
	儀間真祥君
	２１番
	金城重正君


	　７番
	瀬長フミ君
	２３番
	喜久山朝重君


	　８番
	黒潮隆君
	２４番
	平良真次郎君


	　９番
	友利栄吉君
	２５番
	高良一君


	１１番
	真栄城嘉園君
	２６番
	比嘉佑直君


	１２番
	金城庄瑞君
	２７番
	比嘉朝四郎君


	１３番
	仲宗根昌弘君
	２８番
	平良亀助君


	１４番
	宮良永昌君
	２９番
	辺野喜英興君


	１５番
	久高友敏君
	３０番
	渡口麗秀君











	○欠席議員（２名）








	１０番
	吉浜朝一君
	２２番
	赤嶺保三郎君








～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　説明員


	市長
	西銘順治君


	第一助役
	古堅宗徳君


	第二助役
	新里義徳君


	収入役
	渡口政行君


	総務部長
	城田清才君


	企画部長
	新垣博一君


	経済民生部長
	慶佐次盛宏君


	建設部長
	花城直政君


	水道部長
	玉城定仁君


	総務部総務課長
	武村盛秀君


	人事課長
	渡久地敬正君


	課税課長
	普久嶺則明君


	徴税課長
	仲里徳男君


	土地課長
	高嶺朝恭君


	市民課長
	真栄里思温君


	泊港務所長
	糸数昌秀君


	車両管理所長
	比嘉政謙君


	企画部庶務課長
	外間政彰君


	企画調査課長
	上原繁栄君


	主計課長
	平山登君


	経済民生部庶務課長
	佐久本政裕君


	商工観光課長
	小橋川秀義君


	農林水産課長
	上原義宏君


	民生課長
	玉城正次君


	保健衛生課長
	中村幸永君


	労政課長
	宮平勝哉君


	建設部庶務課長
	宜野座朝恭君


	都市計画課長
	嘉手納是敏君


	土木課長
	具志堅友信君





	建築課長
	浦崎安昭君


	区画整理課長
	当間林徳君


	下水道課長
	安里一郎君


	住宅建設課長
	国吉長成君


	水道部総務課長
	大浜用陽君


	経理課長
	比嘉良男君


	給水課長
	阿波連宗政君


	料金課長
	又吉盛弘君


	工務課長
	高良安哲君


	出納室長
	平田つる子君


	真和志支所長
	中村幸永君


	小禄支所長
	上原次郎君


	消防長
	宮平栄治君


	消防次長
	具志清一君


	消防本部総務課長
	上原太郎君


	警防課長
	高良清善君


	首里支所長職務代理者
	崎浜清君


	選挙管理委員長
	赤嶺正一君


	局長
	内間安秀君


	教育長
	阿波根直成君


	教育次長
	喜久山添釆君


	総務
	伊良波長正君


	庶務課長
	上原典雄君


	会計課長
	石嶺真栄君


	施設課長
	浦崎直信君


	書記
	国場幸忠君


	　 〃 
	源河民教君


	連合区総務課長
	糸洲朝宣君


	指導課長
	国吉順質君


	社教課長
	与那原春佳君





	教育研究所
	上江洲安雄君









○事務局出席者





	事務局長
	義永栄善君


	議事課長
	新垣襄二君


	庶務課長
	玉城三郎君


	議事係長
	屋嘉比柴達君


	調査係長
	新垣繁君


	記録係長
	山城正信君


	記録係
	長嶺善勇君


	　 〃 
	徳村政保君


	調査係
	亀島美一君


	議事係
	永山盛宏君


	　 〃 
	新垣隆君





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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第６　　　那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について

（市長提出議案第４１号）

第７　　　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４２号）
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第４　　　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第３８号）




第５　　　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第３９号）




第６　　　那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について

（市長提出議案第４１号）




第７　　　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４２号）




第８　　　那覇市役所支所設置条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４３号）




第９　　　那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４４号）




第１０　　那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４５号）




第１１　　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４６号）




第１２　　那覇市道路占用料徴収条例制定について

（市長提出議案第４７号）




第１３　　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

（市長提出議案第４８号）




第１４　　議決内容の一部変更について

（市長提出議案第４９号）




第１５　　議決内容の一部変更について

（市長提出議案第５０号）




第１６　　専決処分の承認を求めることについて

（市長提出議案第５１号）




第１７　　不当利得返還請求事件の和解について

（市長提出議案第５２号）




第１８　　市有地を随意契約で売却処分することについて

（市長提出議案第５３号）




第１９　　市有地を随意契約で売却処分することについて

（市長提出議案第５４号）




第２０　　市有地を随意契約で売却処分することについて

（市長提出議案第５５号）




第２１　　市有地（泊、安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて

（市長提出議案第５６号）




第２２　　市有財産の処分について

（市長提出議案第５７号）




第２３　　１９６７年度一時借入金について

（市長提出議案第５８号）




第２４　　市有地の売却処分について

（市長提出議案第５９号）




第２５　　公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて

（市長提出議案第６０号）




第２６　　第３次泊安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて

（市長提出議案第６４号）




第２７　　第１種公営住宅建設債を起こすことについて

（市長提出議案第６５号）




第２８　　第２種公営住宅建設債を起こすことについて

（市長提出議案第６６号）




第２９　　ごみ処理場用地購入債を起こすことについて

（市長提出議案第６７号）




第３０　　牧志公設市場用地購入債を起こすことについて

（市長提出議案第６８号）




第３１　　一時借入金について

（市長提出議案第６９号）




第３２　　那覇市下水道事業特別会計を設置することについて

（市長提出議案第７４号）




第３３　　第２次下水道事業債を起こすことについて

（市長提出議案第７５号）




第３４　　那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について

（市長提出議案第７７号）




第３５　　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定について

（市長提出議案第６１号）




第３６　　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について

（市長提出議案第６２号）




第３７　　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について

（市長提出議案第７８号）




第３８　　那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定について

（市長提出議案第７９号）




第３９　　那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について

（市長提出議案第８０号）




第４０　　那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について

（市長提出議案第８１号）




第４１　　１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算

（市長提出議案第４０号）




第４２　　１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第６３号）

第４３　　１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７１号）




第４４　　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７２号）




第４５　　１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７３号）




第４６　　１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

（市長提出議案第７６号）




第４７　　１９６７年度那覇市歳入歳出予算

（市長堤出議案第７０号）




第４８　　那覇市議会会議規則の一部を改正する規則の制定について

（議員平良真次郎ほか１０名提出議案第８２号　　）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　これより本日の会議を開きます。

本日の日程はお手許に配付してある議事日程第４号のとおりであります。

諸般の報告をいたします。

６月１３日付で「那覇市議会会議規則の一部を改正する規則制定について」議員平良真次郎ほか１０名から議案第８２号が提出されておりますのでお手許に配付してあります。

６月１１日付那建下第３３４３号「議案第７６号１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算の一部訂正について」及び６月１３日付で「議案第８０号那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程の一部訂正について」市長から文書が提出されておりますのでお手許に配付してあります。

これにより御諒承願います。

６月１１日付那覇市職員労働組合執行委員長若狭町２の６６５岸本忠三郎からの「那覇市職員の給与配分に関する陳情」は会議規則第８７条の規定により総務委員会に審査を付託します。

６月１１日付安里川沿岸市民代表者那覇市牧志町２の３７９泉八郎ほか６０名からの「安里川汜濫による水害防止及び下水道設置願い」の陳情は会議規則第８７条の規定により建設委員会に審査を付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。

本日の会議録署名議員は会議規則第１１６条の規定により議長において久高友敏君、仲本安一君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２、議案第３６号那覇市事務分掌条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　議案第３６号那覇市事務分掌条例、これはこれまでありますところの現行那覇市部課設置条例をこれにかえるというふうになつております。そこでこの各部、公室ごとの分掌事務を眺めてみました場合に現行の部課設置条例に規定する分掌事務これから増えたのが行政管理および行政監察に関する点がもちろん字句の少々の違いがありますけれどもこの一つである。特に総務部に関する問題では支所に関する事項を入れられておりこれは恐らく総務部の他の所管に属しないものということでこれまで含まれてるというふうに理解をします。また建設部に属している事項で住宅に関するのがあります。これは現行の部課設置条例は住宅建設に関する事項というふうになつております。建設が抜けておるわけでございます。そこで質問をいたしたいんですが行政管理及び行政監察に関することは一つの課を作つてなさるのかどうか、それからこれまで住宅建設だけを建設部で行つてその管理については経済民生部で行つているがこれはすべて住宅に関することは建設部で行うようになるのか。さらにこの間の説明では課の規定まで条例の中に入れる必要はないということでありましたがところが琉球政府のぼう大な機構の中においてさえ琉球政府行政組織法の中にちやんと部課をはつきりいたしております。

この分掌事務もはつきりされておりますがどうして課を条例の中にきめないでいいのか。市長の裁量によつて自由に部における課が設置されるのか。議会が関知しないということになればいろいろ支障があると思います。こういう単純な考え方をもつておりますがこれについて御説明を願いたいと思います。それからもう一つ抜かしましたが工事の検収に関するものが増えておりますこの分掌事務の中にこれまで建設庶務で行つていたものが財政部が新たに設置されるのでこれを移すということになるわけでございますか。この工事検収に関するという場合に相当技術的な面も加味されて建設部から財政部に技術屋が移るのであるか。こういつた疑問も出てきますのでそういつた点について御説明を願います。




○企画部長（新里　博一君）

　第１点の行政監察についてはお説のとおり新しく総務部に行政監察課というものを設けることになります。第２の住宅でございますが住宅は現在、建設設計これは建設部の住宅建設課においてやつておりまして管理業務を経民の庶務でやつておりましたけれどもこれを住宅課に全部移しまして管理から設計、建設まで全部一括してやるという考え方であります。それから第３点の検収でございますがただいまおつしやつたとおり検収業務が財政部に移ります。それに伴つて技術的な職員は全部財政部に移ることになります。最後になぜ今度は事務分掌条例で室と部のみを作つたかということでございますがこれにつきましては行政実例がございましてこういうのがございます。自治省第９５条第１項において、条例で必要な部課を設けることができると定めて、ここでいう必要な部課とは必要な部または課ということであり、部制をとる場合に部及び部担当のセクシヨンのみが条例事項であるからであるということがございます。それの行政実例といたしまして、「問」必要な部課とは必要な部または課か。または必要な部及び課か。あるいはそれ以外に解すべきであるか。②部に必要な分課を設ける場合にその分課についても具体的に条例で規定しなければならないか。「答」必要な部または課と解すべきである。②条例で定める必要はないということで昭和２７年７月２日行政課長回答の実例によつて今度は室と部だけを条例化したということになつております。




○金城　吾郎君

　行政実例を一応了解することにいたしまして、総務委員会でやることにいたしまして課の設置についてはこれ以上質問しませんが行政管理および行政監察に関することを司る行政監察課だけですか、この一つだけが実質的に増えることになりますか。






○企画部長（新里　博一君）

　今度の機構改革によりましていわゆる部担当が二つ増えるわけでございます。課が七つ増えます。実質的に課は１０増えるわけでございます。そのうちなくなる課が三つございまして差し引きまして七つ増えることになります。申し上げますと市室公室で秘書課が新しく増えるそれから総務部で行政監察課、用度管財課が新しく増える。それから財政部で現在までの課税課を市民税課と資産税課の二つに分けます。結局、一課増えることになります。それと今申し上げました検収課が新しく増える。それから経済民生部でごみ処理場が新しく増える。それから土木部で道路管理課が新設される。それから水道部で浄水場が新しく課に昇格する。それと消防本部で予防課と機械課が増えるということになつております。なくなる課が現在企画部の庶務課とそれから総務部の車両管理場それから経済民生部の庶務課この３課がなくなります。




○議長（高良　一君）

　ほかにございませんか。






○赤嶺　慎英君

　機構改革の大きい理由をもう一回御説明願いたいと思います。さらにもう一点は出納室の収入役に属する部が本員の勉強した範囲ではみあたりませんがどういうところで今の出納室の事務を取り扱うのか。






○企画部長（新里　博一君）

　機構改革のねらいにつきましては一昨日でしたか本会議で申し上げましたとおりまず年々人口が増えましてそれに伴つて那覇市の事業量も相当増えてるわけでございます。そうしますと事業量が増えますと勢い仕事が専門化されあるいは分業化されてきます。現在の機構では管理能力に限度があつたということと新しく増える事業に対処するためにあるいは日米琉援助の増に対処するためにどうしても今の機構を再編成しなければならないことが大きな理由になつております。次の出納室の問題でございますがこの那覇市事務分掌条例は自治省に定められております市町村の権限に属する事務を分掌させるためにこの組織と、条例を作るわけでございます。従つて、収入役というものは市町村の長の権限に属する事務からはなれまして収入役独自の事務がございますのでこの分掌条例から廃しまして新しく収入役の補助組織であります会計課を作りましてこの那覇市収入役の補助組織に関する規則というものを制定してゆきたいというふうに考えております。




○赤嶺　慎英君

　そうすると収入役の出納室というのが現行条例にあるわけでございますがこれは本質的には不合理といいますか不法ということでございますか。どういう関係におかれてるわけでございますか。




○企画部長（新里　博一君）

　現行条例からしますというと理に合わないとうことはいえるわけでございます。どうしても収入役を市長の権限に属する事務からはなれまして、現金または物品の出納とかあるいはその他の事務を独自に司る権限がございますのでその事務を分掌させる補助機関は別個に作るべきであるというのが正しいという考え方であります。






○黒潮　隆君

　ただいまの部長説明によりますと昭和２７年の行政実例と、部を置くところでは課については規則で定めればいいという実例判例があるということでございますが那覇市を見た場合課長からは労働組合に入れないようになつているというふうに聞いておりますが、いわゆる課長以上は管理職というふうになつておりますが本土においてはどういうふうになつてるか。そしてもう１点はこの実例、判例によつて本土の各市町村で部を設置しているところで課についてまで規定されている市が全然ないのかどうかその２点についてお尋ねいたします。






○企画部長（新里　博一君）

　これは組織上の問題であつて組合との問題は別だと思いますが一応管理職といえば課長以上、ところによつては普通係長も中間管理職といつておりましてその組織の面からすると係長も管理職の立場にあります。中間管理職と称しております。日本の場合は大体３６市について調査してみたんですが事務分掌条例でという名称でやつてるのが２０、約６０％はこういう条例を出しております。あとは部等の設置条例とかあるいは事務分掌組織条例そういつた名称で使つてるようでありましてこれは当然行政課長の今申し上げました回答によつて部だけを設置するという方向にいつております。さらにこれについては琉球政府の行政課とも連絡をとりましたらやはりこういうような組織を作るのがいいだろうということで全部調べ上げて現在の事務分掌条例というふうに改正したわけでございます。

（「進行」というものあり）






○儀間　真祥君

　総務部に行政管理および行政監察に関する事項を４項として新しく設けてありますがこの一箇所設けた理由はどこにあるのか。これを設けなければ管理の仕方がまずいのかどうか。






○企画部長（新里　博一君）

　管理の仕方がまずいとかよかつたとかいうよりも現在は能率係で仕事をやつております。その組織では弱いのでまた定員が増えますので事務量も増えますというと勢いこういつた行政管理面については相当力をそそがなければいけないということでこれの強化という意味でこの課を作つたわけでございます。




○儀間　真祥君

この場合にややもすると権限を逸脱する場合がある。これについては十分に行政監察課はもちろんですが管理の面を十分しなければならないと思いますがその点はどうですか。




○企画部長（新里　博一君）

　こういうことは結局行政の運営の面にあるわけでありましてわれわれとしてはこういつた機構を作ることによつてむしろ那覇市の行政は今まで以上にスムーズに能率的に進めるという考え方でありまして市長もその考えで機構を作るわけでございます。これは運営の面で十分是正してゆけると思います。






○大山　盛幸君

　今期から教育委員会の改正によりまして教育区の委員会の教育予算を市の議会に提案されることになりましたし、市長も施政方針の中に教育については今後十分に考慮してゆきたいというようなことをおおせられておりますがこの各部の事務分掌に教育に関する分担がうたわれてないのは片手落ちの感がいたします。悪くいうと教育に関する熱意のある表現がなされていないというふうにいわれる恐れもあるような気がいたします。話によりますと財政部の事務分掌の中に織りこんであるというようなことでございますがこれを何とかはつきり明文化する必要があると本員はかように考えます。そこで考えられることは今回この教育予算の審議が申し合わせによりまして経済民生部の委員会のほうにその審査が付託されるように話し合いがなされておりますがこれもはつきり経済民生委員会の付託になると縦割りの方式をとらなければいけないしそれが一番無難であると考えるわけでございます。そういうことを考えました場合に経済民生部の分掌の中の３項に社会福祉および社会教育に関することとありますのを社会福祉および教育に関することと訂正するか、さもなければ教育および社会福祉に関することというふうにして経済民生部の事務分掌の中にはつきりうたう必要がありませんか。そうすれば今後とも執行機関と議決機関が縦割の審議でスムーズにゆくんじやないか。無論、委員会のほうから提出された場合に調整にあたつては事務的な予算技術の問題から財政部のほうで調整の仕事はしなければならないと思いますがその後の実際の事務担当については経済民生部のほうに教育に関する係をおいてこの問題を審議させたほうがスムーズな運営ができるんじやないかとかように思料いたしますがその件について御意見を伺いたいと思います。もう一つは課のほうは日本における行政実例、判例によつて規則で定めるというふうになつているということですがそれはそれとしていいと思いますがすでにこの問題については当局としても十分な検討がなされ規則もできてると思いますがその点について御説明を願いたいと思います。






○企画部長（新里　博一君）

　この事務分掌条例というのはあくまでも市長の権限に属する事務を分掌させるために条例を作るわけでございまして教育行政ということになりますと自治法でいう市長の権限がないわけであります。それでこの条例の中には入れてありませんがあくまでも財政部の主計課の事務分掌の一部としてこれは教育予算の調整ということは入れてございます。ではなぜ経済民生部に入れなかつたかということでございますが、この予算の調整はわれわれとしては主体になりますのでその予算技術をしつてる財政部にもつていつたほうがいいということで入れてあります。ただ縦割り方式で財政部にあるからこれをどこの委員会に移すかということは議会の立場で議会で検討されればいいことでありますし縦割方式で必らずやらなければいかんということではないと思います。規則は案はできております。




○大山　盛幸君

　事務分掌については財政部のほうにしたほうが都合がいい、従つて議会は議会の権限であつて当局としては関知しない悪くいえばそういうような御答弁のようでございますが、こういう提案された諸問題をスムーズに運営してゆくためにはやはり執行機関と議決機関が同じような歩調であるというのが大事じやないかと思います。それで今回からこの予算審議は経民に付託され今後もそういうことになるとすればスムーズな運営はやはり縦割方式をとるというような一つのきまりを、そのとおり執行するためには経民のほうにやつたほうがいいんじやないかと思います。どうしてもそれが予算の問題が主体になるということからすると財政部でなければならないというその理由はわかりますがもしそうなれば教育問題はもつとも重要であるからはつきりうたう必要があるとかように思います。これについてもう一回御説明願います。当局として案ができておれば議会がそれに対する嘴を入れることはできませんが、しかし審議と関連してどうしても参考資料としてこれをみたいというのが各議員のお気持だと思いますので案は案としてもう１回示していただきたいと思います。




○企画部長（新里　博一君）

　事務分掌条例の中に入れなかつたのは今先申し上げましたとおり、この事務分掌条例のもとをなすのはあくまでも市町村長の権限に属する事務を分掌させるためにこの条例をつくるわけです。

また市町村長としては教育委員会法の改正によりまして予算を上程して提案する権限しかありませんので分掌条例の中には入れなかつたわけです、ところが事務部としては予算調整事務がありますのでこれを財政部の中の主計課の事務分掌の規則によつて主計課の中にこれを入れてあるわけです。

（「進行」という者あり）






○議長（高良　一君）

　これをもつて質疑を終結いたします。

日程第２、第３６号議案那覇市事務分掌条例制定については総務委員会にその審査を付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３、第３７号議案那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　３６号議案に関連している議案だと思いますが、この改正案が通りますと８０名職員がふえるということになつておりますが、この８０名を採用するについては臨時傭員からあげていくのか、また新しく採用するという意味であるかということをお伺いしたいわけです。臨時傭員の中からもあげていく、新しく採用もするという場合にはこの比率がどうなつていくか、臨時傭員から何名、新しく採用するのが何名あるいは全部臨時傭員からあげていくのか、そういう点について御説明願いたいと思います。






○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします、もちろん、臨時傭員からあがるものもあるかも知れません、そして新規採用のものも当然ございます、いずれにしても臨時傭員から採用するにしても、過去における本人の勤務状態あるいは思想状況、あらゆる面を検討いたしまして採用することになると思います。






○仲本　安一君

　ただいまの総務部長の答弁にちよつと疑問の点があります、それとあと１．２点お尋ねいたしますがまず、今の８番議員の質問に対して臨時職員から本採用するかということに対してはいろいろの面から検討する、それはけつこうです、勤務実績とか、検討するとかいうことはけつこうな話であるが、その中で思想状況ということを言われておりますが具体的に説明してもらいたい。それからもう一つは消防が５名で一般部局の職員が７５名合計８０名増員することになつておりますが、先ほどの事務分掌条例の改正案とあわせますと、企画部長の答弁では三つの課が廃止されて六つの課ができあがる、すなわち三つふえるということになりますが、そこでお尋ねしたいのはこの７５名というのはいわゆる課がふやされる部分にあてられるだけの職員であるのか、本員が聞かんとするところは現在でもたとえば窓口事務とか、戸籍とか、市民課とかというところは人手不足だといわれておりますそういつた面もプールにしてこの機構改革を契機として適正な配置をはかつていく考えであるのか、それをお尋ねいたします、２点です。






○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします。思想状況とは何ぞやということですが、要するに公務員としてりつぱに仕事をやつていける性格の持主であるかどうかということです、いわゆる自治法にいうところの地方公務員として適確性を有するかどうかということでございます。それから定数の問題につきましては各部課いわゆる仕事量に基づいて全体をプールにして配置していきたいと考えております。




○仲本　安一君

　念を押しておきたいと思います、まああとのほうの全体をプールにして総体的に考えるという点は了解いたしましたが、いわゆる言うところの思想の問題は思想信条によつて差別されないというような規定が法規にもございます、そういつたものを無視してという意味じやないですね、今言うイデオロギーという意味のものはないわけですね。




○総務部長（城田　清才君）

　その通りです。（「進行」という者あり）






○議長（高良　一君）

　これをもつて質疑を終結いたします。日程第３、第３７号議案那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４、第３８号議案那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　２点ほどお尋ねしたいと思います、この改正案によりますと平均職員のベアーのベースアツプが平均７％ということになつて配分については市の案では上に厚く下に薄いということになつて今度新しく医療保険ですか、この制度ができて給料から差し引かれるためにいくらかの賃上げがあつても実際の手取り収入ですね、これが減る職員が割りと多い、これがどれ位減るのか、何百名位そうなるのかという点とあとの２点については市長の給料が大幅に２００ドルも上げられるということになると勢い行政主席と同じ給与額になるわけです、これが沖繩の主席だというと本土でいえば県知事になる、したがつて本土の県庁所在地にあるそこの県知事の報酬と同額のものがあるのか、あるとすれば具体的に示してもらいたい、たとえば鹿児島市長と鹿児島県知事と同じか、福岡市長と福岡県知事と同じなのか、京都県知事と市長と同じ報酬なのか、もし具体的にあるとすれば示してもらいたい。






○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします。退職年金法あるいはまあいわゆる医療保険によりまして減額、まあ給与から差し引かれるということによつて７％ベアーになつても依然として従来より減る人が何名いるかということにつきましては約４４０名程度の職員がおると思います、それから県庁所在地の県知事と市長の報酬で市長のほうが多い（「同額の」という者あり）同額の県知事と市長の報酬を具体的に示せたら示してくれということでございますがただいまここに資料がございませんが委員会までには資料をできるだけまとめまして提出したいと思いますがむしろ聞くところによりますというと県庁所在地の市町村の場合はむしろ県知事よりも多いんだと、市長のほうが、そういう説明を受けておりますが一応これは調査をしてみたいと思います。






○又吉　久正君

　市長、助役、収入役三役の給料値上げが出ておりますが、要望としましては今黒潮議員から日本内地の市長、県知事とかそういう参考資料を必要とする、これは非常にいいことだと思います、それに関連しまして委員会で必要だと思いますが沖繩の有名会社の１０社位の給料これを参考資料として委員会に提出していただきたいということを要望いたします。






○儀間　真祥君

　お尋ねしたいと思います。この案をみますと議員それから選挙管理委員、監査委員その報酬改定になつておられるようですけれども、その理由ですね、

（「議案が違いますよ」という者あり）

（「進行」という者あり）






○議長（高良　一君）

　これをもつて質疑を終結いたします。日程第４、第３８号議案那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第５、第３９号議案、那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○儀間　真祥君

　今間違いましたので提案になつております、議案第３９号について、これについて今の市会の議員それから監査委員それから選挙管理委員のこの人々が報酬に書いてあります、その場合にさつき３８号議案に三役の報酬これが出ておりましたけれども、その場合に議員が５０ドルあるいはまた市長が２００ドルそれから市の助役収入役が１００ドルというふうにおのおの上がつております、その場合に上げた理由ですね、この提案理由の中では十分にわからないわけです、議員の上がつた分なんかですね、これはどういう理由ですか一応説明して下さい。






○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします。まあ議員の報酬と申しましても、これは性格的には給料的な性格をおびておりますので議員が安心して議員の職責を果せるようにできるだけ高い給料を差し上げまして大いに市政に活躍していただきたいという考え方でございます。




○儀間　真祥君

　今の説明から聞きますと要するに生活給だというふうなことはわかりますそれでその場合に今物価も相当上がつてそういうふうな関係で５０ドル上げようというふうなことだと思うわけです、その場合にそれじや今までのですね、議員も５０ドルあるいはまた市長が２００ドルあるいは収入役、助役こういう人々が１００ドルというふうに上がつてきております、このみなさんもそういうふうになつておりますが、こういう人たちは生活的な物価の値上げを、生活の範囲ですね、これが違うのか、それを御説明願います。




○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします、別に物価は職階別によつて違うということはあり得ないと思います。

（「進行」という者あり）






○議長（高良　一君）

　これをもつて質疑を終結いたします、日程第５、第３９号議案那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第６、第４１号議案那覇市監査委員事務局職員定数条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○大山　盛幸君

　議案第４１号の付則の２にこの条例中「及び」を「および」に「並びに」を「ならびに」改めるというふうな提案になつております３７号、４２号、４３号もそういうふうに漢字の及び、並びにをかなに改めるようになつておりますが、今までこれは注意していなかつたのか、今回この問題を取り入れたわけですがどうも言葉は悪いようだが行きあたりばつたりの感じがします、一貫性が欠けているような気がしますので研究のためにお聞きしますが、文部省の規定によりますと漢字でもいい、かなでもいいというふうに言われておりますが、日本の法令用語の送りがなのつけ方、公用文の送りがな用語集によりますと、かなと漢字が併用されております、それに憲法、国会法、衆参両院規則にも漢字の並びにと及びを使つております、市町村自治関係法令集も六法全書も琉球法令集でも全部漢字の並びを使用しておるのになぜ那覇市の条例、規則だけがかなの「ならびに」かなの「および」を使用しなければならないのかという理由がわからない、ひとつこれをはつきり理由を御説明願いたい。






○企画部長（新里　博一君）

　「および」「ならびに」の接続詞ですがこれはどつちを使つてもいいわけですけれども、かなに切りかえたのは琉球政府の文書取り扱い規則にしたがつてなるべくかなに改めなさいということがあつたのでそれをまあ採用しているわけであります。




○大山　盛幸君

　琉球政府のどこからの指示ですか、

（「文書取扱規則です」という者あり）

琉球政府の法令集は漢字になつているんだが自治体に対してそういうふうになつておるということですか、それだけの理由でかなを使うということですか、私申し上げます、議案の第４１号から４３号が提案になつておりますがそういうふうな議案の３９号那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定についても、この条例集によりまするとかなのおよびが一つあるんですが、漢字の及びが二つ、漢字の並びにが一つしかやつておりません、なぜこれを改正しなかつたのか、それから議案の３８号那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定についてもその条例集によりまするとかなのおよびが三つ使つておりまするが漢字の及びが一つ使われております、それから議案の３７号那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についてのこの条例集によりますと及びの漢字が一つ使われております、

それから議案の３６号の付則の３の那覇市史編集委員会設置条例を調べてみまするが漢字の及びが三つかなの及びが一つ使われております、それから４の那覇市財産評価委員会の設置条例には漢字の及びが五つも使われておりますけれども５の旧那覇市職員退隠料受給資格者審査委員会設置条例を調べますと、漢字の及びが三つ使われております。

６番目の那覇市政功労者表彰審査委員会設置条例これは調べてないんですが那覇市職員の旅費支給例の条例集を見ると漢字の及びが１７も使われておりますひらがなのおよびが一つ、漢字の並びにが一つ使われております、そうするならばなぜこれも提案の技術的な問題として付則にもちやんと出ている以上はかなの「および」「ならびに」というふうに同じように訂正しなかつたのか、悪くいうと一係職員の言うことを聞いて安易なことで提案しているような気がしますのでお尋ねいたします。




○企画部長（新里　博一君）

　および、ならびにの接続詞の調整の問題ですが、実害はないわけです、条例上の実害はありませんので関連する条例の改正の都度訂正しているわけでありまして全般的に一挙におよび、ならびにをなおすこともいいわけですけれども条例の改正の都度改正していきたいというふうに考えております。




○大山　盛幸君

　それじや３６からあと３７．８．９．までの議案と提案を一緒にやらなかつた理由がはつきりうたわれていない、提案の理由が琉球政府の文書課のほうからそういうふうにしたほうがいいというような単なる話し合いでそれを改めるということになつております、むしろ市の条例も規則も漢字の及び並びにが多く使われているからして何も改める必要がないと思う、じやほんとにそういう気持があるならばですね、教育委員会から出された六つの議案がある、六つの議案のうち、８１号議案は抜きにして残りの６１号、６２号、７８号、７９号、８０号それだけから調べまして及びの漢字が４２使われております、並びにの漢字が九つも使われております、これは市長の提案になつている以上は提案する前に委員会の案に、原文のままになつておつても、その前にそれだけはやつてしかるべきだつたと思いますが、それに注意することはできなかつたのかどうか、それをお伺いいたします。






○第一助役（古堅　宗徳君）

　お答えいたします、ただいまの接続詞の及び漢字の及びとかなのおよびの使い方でございますが、これはさつき企画部長から御説明がありましたように実害のないことでございまして現在の条文のたて方としましてできるだけかなを使うようにということが指導の源になつております、たとえばただし書きの場合に今まで漢字を使つておりましたがこれもかなのほうに切りかえつつあるわけです、それから今那覇市の条例によりますところの「および」「ならびに」できるだけまあ統一しようということで今その整備をやつております、前の議会でも要望がございまして取り扱いを統一してくれという要望がございましてそれに近づけるように今整備をしつつあります。

関連する条例の一部を修正していこうというようなことが当局の考え方でございまして現在出した以外の条例につきましても逐次修正していきたいと考えております。それから教育委員会の条例の件でございますが、これは教育委員会から出された、いわゆる市長に提出されたのは議案でございましてこれは教育委員会の決定された事項でございましてこつちとしてもそれに対する修正かれこれはできないわけでございます、しかしながら今後は事前に調整しましてまた教育委員会にも話し合いしまして字句の取り扱いかれこれに統一をはかりたいとこう思つております。




○大山　盛幸君

　当用漢字の及び、並びにがまた各日本の法令集あるいは琉球法令集もすべて漢字を使われておる、琉球政府自体も漢字を使つておる何も那覇市だけが改める必要はないと思いますのでこの点は一応総務委員会のほうで検討していただきたいと思います。






○議長（高良　一君）

　これをもちまして質疑を終結いたします。

日程第６、第４１号議案那覇市監査委員事務局職員定数条例制定についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第７議案第４２号那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第８、第４３号那覇市役所設置条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。






○又吉　久正君

　この議案は支所の管轄区域の境界の変更でございますがこの議案のとおりであると非常に事務的に便利になるとは思いますが、これはやる前に自治会長あたりとも話し合いしてうまくいつているかどうかその点をお伺いいたします。






○企画部長（新里　博一君）

　管轄が真和志支所管轄でありますので真和志支所で行ないました自治会長会にこの案を出しまして大体自治会長の同意を得ております。






○儀間　真祥君

　お尋ねいたします。現在提案になつております議案４３号これに一部を改めて従来のように通達事項これは削られております、この場合にその中にも市税を徴収するということであります、これに課税するということでありますけれども、この場合にですね、実際従来の条例にてらしあわせて見た場合に調査ですねそういうものもなくしてすぐ市税の徴収だけということになつた場合その令書が一応いきますね、それに不服があつたら調査もしなければ徴収もできないと思います。これもできると思うわけでありますけれどもその場合に一応異議申し立てなんかする場合にはすぐ本庁に行かなければならないというわけになつているわけです。そうなりますとかえつて不便になるんじやないか、これを御説明を願います。






○企画部長（新里　博一君）

　この条例の改正には現在の課税業務を全部本庁に移すことが入つておるわけです。




○儀間　真祥君

　本員がお尋ねしていますのは課税業務は全部本庁にくるわけです、その場合に、たとえば首里からあるいは小禄からそういうところからですね、課税について、私の課税はちよつと不公平という異議申し立てに行きます、その場合に支所を通じていくと時間が省けます、しかし直接本庁にくるという場合は時間的に市民が不便を感ずる、そういうことが感じられますので今さつきまでの説明で市民のサービスを前提におきますとかえつて不便になるんじやないかというふうに考えますが、その点について御説明を願います。




○企画部長（新里　博一君）

　この課税業務の異議申し立ての場合には今までのやり方としては支所に行つてその期間は異議申し立てを受けるということになつておりますが課税業務を本庁に移した場合に市民が困るんじやないかということでありますけれどもこれは課税業務といいましても、実際に課税業務と付帯する市民に対する仕事というのは家屋台帳土地台帳これの交付事務だけでありまして別にそれ以外に市民に対しての不便さはないわけです。で家屋台帳と土地台帳の現在の交付状況を見てみますというと、１年間にだいたい１００世帯に対して３４世帯これが真和志支所で扱われておる分であります、首里支所３５、小禄支所３６世帯と非常にわずかな世帯数しか利用していないということと、この課税台帳、土地台帳、資産証明こういつたのをもらうといいますというと、これはいきおいこの辺の近郊の登記所そこを利用するわけです、そこでもらいうけてこつちにくるということ、それと現在各支所で課税課の職員の一人当りの世帯受持ち件数を調べると本庁で一人当りだいたい９０７世帯、真和志で１，４８９世帯、首里で７５８世帯、小禄で８４１世帯といつて一人当りの課税業務の負担が非常に違つてきている、これを本庁にもつてくることによつて職員の適正な配置ができるということもいえるわけです。

もう一つは本庁にもつてきますので課税賦課の統一ということがこつちでなされるということも言えるわけでありますし、さらに調査区域の場合に今一本の道によつて区域が真和志と本庁が違う場合が出ますので、非常に調査員の事務が調査区域が適正を欠く場合がありますのでこれをプールにした場合に非常に調査がやりやすいと、現在那覇の本庁の管轄と真和志の管轄、だいたい両方に財産をもつておる方がたくさんおりましてこういつた場合の二重課税の防止になり、またさらに管理者の指揮監督がうまくいくのでこういつた課税業務がうまくできるというような考え方から課税業務を本庁にもつてきたわけです。




○儀間　真祥君

　今の説明でですね、なお不信に思うわけであります、といいますのは、今の首里、あるいは真和志、小禄という地域では今の資産証明ですね、あるいは家屋証明そういうものと関連してもらうのはそう大した数ではないということをおつしやつております。そして市の業務を一つにして中央に管轄にしたほうがいいということをおつしやておりますが、この場合に中央に集めめて一応管轄にするというのは非常にやすいと思うんです、その場合に統一すれば一応市の市民に対するサービスということを考えなければいかない、ただ市民がこういうところを利用するのがわずかだからこれを中央に統轄するんだということはちよつと理解が私にはいかないわけです。

もう１点ここに６号を削り従来の６号、農業林業及び水産業に関する事項というのがあつてこの文を削つて一応本庁に移してくるということになつております。この場合にもこれは中央に、この都市地区にこういう農業関係というのは多くはいないと思うわけです。おそらく首里、小禄、真和志のこの南部の農業地帯、そういうところにしか農業がありませんので、この地域からこの農業関係で直接本庁にくることになれば非常に不便を感ずるんじやないかというふうに考えますが、その点について御説明を願いたいと思います。




○企画部長（新里　博一君）

　課税業務の統合によつて一部地域住民の不便さはあるわけです、ただわれわれが考えますのはその不便さよりも便利さが比重が多いということを考えておるわけです。今の第一次産業の分を支所から取るということですが、これは今でも同じでありまして、こつちから出張して支所にいつて向うで指導行政をやつているわけです。現に予算は本庁にあります、支所には予算があるわけではありません、支所がそういう部分までタツチしておりません。

第一次産業の指導監督するだけでありまして、その部分については今でも本庁から行つてやつておりまして、ただ支所の事務としてこれをとつてそして本庁の事務として、その事務として、その事務が支所に移動していくというような考え方です。




○儀間　真祥君

　この問題については私は委員会で聞くことにいたします。






○大山　盛幸君

　この議案の中にも漢字の及び漢字の並びをひらがなに訂正する案が出ていますが条例集を見ると漢字がおのおの及びも並びにも３つづつ出ておりますがさつきの４１号議案のときにお尋ねしたときにちよつと聞きもらしたことがありますのでお尋ねいたします。

政府の文書課からの指示によつてこれを改めるというようなことをお伺いいたしましたがこの件は正式の公文書によるところの指示であつたかどうかこれをお尋ねいたします。






○企画部長（新里　博一君）

　まあこれは政府から文書がきたわけじやなくして政府に公文書の用語及び取り扱い規程がございます、これに準じて仕事をやつているというわけであります。






○久高　友敏君

　議案第４３号についてお尋ねいたします。この改正案によりますと１１号が現行条例から削除されるということになりますが、この１１号は建築申請に関する事項であります。小禄、真和志、首里あたりで従来支所で建築申請を受理して、そしてその係職員が本庁にいつてその建築課に確認申請の手続きをとつてもらつていたが、この１１号が削除されると、郊外の地域はほとんどが建築申請する場合は本庁まで足を運ばなければならないという結課になります。市長がいわれておるように市民サービスに努力するといつておりますが、もしこれがこの従来の制度よりか本庁にもつてきたほうがいろいろ市民サービスになり、さらに人件費の問題からいつても各３支所に係を置くよりか本庁にもつてきた場合は１人おいて、２人はほかのほうに回われるということになり人件費において利点があるかどうかこれについてお尋ねいたします。さらにさつきの６番議員からも質問がありましたが６号の農業林業及び水産業の事項を従来はこの改正案によつて実際には実行されておつたわけであります、つまり条例には支所の管轄になつておつたが実際には本庁に勤務して外勤という形にされていたがもしこの条例が案が通つた場合は、従来とつてきた外勤伺簿、つまり本庁にありながらほかに出張する場合は、つまり小禄の農業の係、水産業の係が小禄にいく場合外勤伺簿につけて出張する。しかしその中で外勤伺簿に伺をたてる人は７名であるが、しかもこの外勤伺簿というのは外勤をする場合に伺簿につけるべきであるが、その特殊の方々には内勤のものも書かしておつたというような制度があつたわけです。もしこの条例の改正案どおりに何した場合にこの外勤伺簿というのがなくなるのかこの２点をお伺いします。






○企画部長（新里　博一君）

　建築確認事務を各支所からとつた場合にはどつちが便利か不便かということですけれども、現在の場合は各支所の総務係でこれを受け付けておるわけです、ただ受け付け事務だけをやつておりまして、そこに建築主事がいないためにこれが本庁に送付されますというと、そこで主事が検査をします、悪いところが出てきますというと、またいちいち呼んでさらに悪いところをなおさせるというような不便があるわけです。それよりは本庁にもつてきてすぐそこで建築主事からこういうところはなおしたほうがいいんじやないかというようなことも聞いて、すぐそこで早やめに確認をもらつたほうがいいということで、これは本庁に移したほうがいいということになつております。それから外勤の問題ですがこれは当然つけるのが行政管理者としてのつとめだと私たちは考えております。これは経済民生部だけがあるんだというような話をされておりますけれどもこれはどこの部課がやつてどこがやらないというよりも外勤する者に対しては外勤簿をつけさせて出すのが建前なんです、これは琉球政府の場合にそういつたものがないためにその途中において公務傷害にかかつたことがあります。その場合に管理者としては外勤命令を出していないのでこれは公務傷害であるかないのかというところまで議論をされております。われわれが外勤する場合は当然外勤簿につけて、そして外勤をさせるということですが管理者のつとめだと思つております。




○久高　友敏君

　建築申請の受け付けは従来やつていたがしかしこの受け付けをして係の方が本庁にもつてきてその建築確認を受けるということはつまり主事のほうの確認を受けるにはいろいろ手続きがあつて、事務的にもミスがある場合はなおしたりするのでひまがかかるので直接本庁にもつてきたほうがスムーズにいくというような説明をされておりますが、私が聞いておるのは、つまりそのようにした場合に今３支所に係を置いているが、この係を全部なくした場合、本庁では一人でできるのかということです。そして直接市民がきて申請する場合はスムースにいくという説明であるのか。

もう一つ、次に外勤の問題になります、それは管理上当然必要だということを説明されておりますが、外勤伺簿というものの中に内勤という記録をつけさせるのは妥当じやない。つまり一応職員が外勤する場合は当然これは外勤伺簿、上司の許可を受けて外勤するのが本当でありますが、しかし外勤しない場合にも特定の人は外勤伺簿に内勤の勤務までつけさせておるが、これは妥当であるか。役所は外勤する場合は外勤伺簿につけるが、内勤する場合も内勤伺簿につけさせるのか。これを全部そうされるのか、お伺いいたします。




○企画部長（新里　博一君）

　建築確認についてはちよつとした足らずの点もありましたがだいたい建築確認をもらう場合は建築事務所がほとんどきてやつておりますので本人がくるというのは少ないのでそう大して必要はないと思つております。それから建築の受け付け事務は現在一人でやつております、今度の提案でも一人でやるということになつております。今の外勤伺簿の問題ですが、これは外勤に関連した分をですね、今日は内勤をさせるということでつけさせておるわけです。内勤の場合は厳密に出勤簿だけで足りるわけですが、ただ外勤との関連においてその人の事務整理をスムーズにさせるための管理者としての措置をとつておるだけであります。これは特定の人のものをやつておるわけではなくして、管理者として当然やるべき仕事だと考えております。




○久高　友敏君

　それではよくわかりましたが、特定の人に外勤簿をつけさせておるんじやないが外勤簿というのは当然つけさせるべきであるというふうな説明をされておりますがそれはいいわけであります。したがいましてその外勤簿というのは各部に備えつけられると思いますが外勤伺簿の中に謄写板にして内勤の覧をかかげてあるということがわれわれには理解に苦しむわけであるが、どこの役所でも外勤伺簿はあくまでも外勤伺簿であるが、その中に内勤の覧が設けられておるというのが異議をはさむ問題だと思います。

今後はどういうような外勤伺簿に内勤の覧を書くというのは正しくないんじやないかというふうな見解を持つております。これを統一してやつていただきたいというふうに要望申し上げます。






○黒潮　隆君

　今の１５番議員の質問に関連いたしますが、この外勤伺簿に記載させておるのは農水課だけだと聞いているが当然ほかの部課でもそれをやるべきだという説明です。また外勤する場合は公務傷害とかいろいろな問題が起きるので、当然外働伺簿に記載すべきだというふうな説明もございましたが、たとえば外勤が専門職の場合があります、水道の集金係、これも朝からずつと午後まで集金だけをして歩く、あるいは課税で調査する職員は調査ばかりする。あるいは農水課の職員農務係ですか農家を回わつてぶたの予防注射するとかいろいろな仕事でずつと回わるのがいるわけです。土木、あるいは建築課の場合でも土木の道路パトロール、あるいは建築違反を取り締まるパトロールをやつてずつと外勤する。朝から午後まで外勤をする専門である職員がいるわけです。そういつた方は外勤が本職になつておりますがこういつた方も外勤伺簿をつけさせるべきかどうか。農水課以外はやつていないがやつていないのがいけないんだという、企画部長の話がありましたがわれわれが調査しましたところ建築部関係などは以前はやつたことがあるが現在ではやつていないそしてたまに黒板に書いていく場合もある。しかし土木の場合すぐいろいろの現場を、陳情者がきてちよつと見てくれといつてよばれていつて１、２時間で帰えつてくるのでいちいちそういつたことをやつたらめんどうくさいという話を聞いております。当然外勤する場合は全部外勤伺簿につけるとなると問題はあるかと思いますがしかし市当局の考え方としてはやるべきだという。しかし一部の部課ではほとんどがやつていない。そうであればやつていないところは市長の方針どおりやらない部課長は管理者として非常に不適格だと市は見るのかこの２点についてお伺いいたします。






○企画部長（新里　博一君）

　お答えいたしましたのは農水課の話から出て、そういうのが出ておつたので当然徴収事務とか、あるいは水道の徴収事務こういつたのは外勤をしなければ仕事ができない内勤では仕事ができないわけです。ただ考え方としては管理者がこの人はどこにどういうふうな仕事で行つたという確認のできる状態にたえずもつていなければいけないということであつて、黒板に書いていつてそれを管理者が確認すればいいとか、あるいは管理者としてどうしても外勤簿に入れなければできないということであればそれでもいいわけであります。問題は仕事をやる場合にその管理者が実際この人はどこに行つてどういう仕事をやつているんだという、たえず確認をしていればいいということがいえるんじやないかと思います。




○黒潮　隆君

　もちろん私は黒板に書いていくことはいいと思つております。黒板に書かないところもある、あるいは課長が席をはずしておる場合に現場にでかける場合がある、そのときは確認されないときもある。そういうときはどうなつていくのか。やはり形式的にもやるからにはそこにちやんと記入するようにさせるべきであるのか。確認できるような状態であればいいということですが、確認できる状態というのはやはり形式的にもそういう伺簿をつくつてさせるべきであるのかですね。そこらへん、やはり完全ににぎるためにはいいかげんなことは許されないと思います。黒板にかかないのがほとんどです、たまたま書いていくのがいるということですね。




○企画部長（新里　博一君）

　管理者が部下職員の動向を把握するのが当然でありまして、だから課長がいない場合は中間管理者として係長もおります、こういうものはケースバイケースでやるということであつてこれを四角四面にはつきりどうすべきであるということじやないわけです、ただその職員がどこでどういう仕事をやつているということを確認できればいいということであります。






○真栄城　嘉園君

　議案第４３号の説明の中で部長は課税事務を本庁に統合するという理由を４、５点あげております、その中でたとえば調査世帯の均衡をはかる。それから課税の均衡はかる、それから二重課税の防止、管理者の指揮監督の強化というのを４、５点あげておりますけれども、その中で問題はたくさんあるわけでありますが特に二重課税の問題にいたしましても、本庁に課税事務を統合するだけでは事務的には私は解決しないというふうに考えますが、これは委員会の審議の中で明らかにされていくというふうに考えますが、特に課税賦課の統一ということに疑問を抱くわけであります。

課税賦課は現在統一されておるというふうに本員は理解しております。と申し上げますのは、課税賦課は市町村税法、さらに那覇市税賦課徴収条例そういつた面で規定されて課税賦課が完全に統一されているというふうに本員考えております。今さら理由として課税賦課を統一するということは結局は首里、真和志、小禄そういつた面において課税事務が不均衡を欠いていたのか、その点お伺いいたします。



○企画部長（新里　博一君）

　現在の課税賦課が均衡を欠いているということじやなくしてこれは監督が一つになります。一つの監督下に置かれて仕事がやられるので今まで以上にこれが強化されるということは当然いえるわけであつてその例をあげておるわけであります。



○議長（高良　一君）

　質疑打切り本案は４３号議案はその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第９那覇市有和牛貸村条例の一部を改正する条例制定について議案第４４号を議題として質疑に入ります。



○瀬長　フミ君

　詳しいことは委員会で聞くことにいたしまして、この貸付牛はですね、小牛の値段で払い下げるということになつておりますが、なぜ小牛の値段で払い下げるのか。



○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。小牛の値で払い下げるということになつておりますのはこれは市としてはその支出した分の金額の収入をはかるということでありまして、別にこれをふとらして売つてもうけるという商売じやなくしてあくまでも品種の向上という立場に立つておりますのでそういうことになつております。（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）



○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第１０議案第４５号那覇市有種豚貸付　条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）



○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１１、議案第４６号那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。



○大山　盛幸君

　老人福祉のために敬老見舞金を今までの５ドルを１０ドルにアツプしたいということは大変いいことだと思います。けれども特定に、８５才以上のお年よりを対象しておるのをもつと範囲を広げて８０才以上に該当する方々を対象にしたほうがむしろ老人福祉敬老という面においていいんじやないかという観点からお尋ねいたしますが今回提案された老人福祉事業の敬老見舞金は４，７００ドル、それからみますと４７０名が８５才以上だというふうに数字的にわかるわけであります、８０才８４才までの、いわゆる８５才に満たない８０才以上のお年よりが何名那覇市にいらつしやるか、御調査の結果をお知らせ願います。



○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。１９６５年の中央人口におきまして８５才以上が４７０名、８３才以上が８０５名、８０才以上はぐつと増えまして１，５００名ということになつております。



○議長（高良　一君）

　日程第１１、議案第４６号、那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定については質疑を終結しその審査を経済民生委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第１２、議案第４７号那覇市道路占用料徴収条例制定についてを議題として質疑に入ります。



○又吉　久正君

　道路占用料徴収条例についてでございますが那覇市には個人有地の潰地が１６万坪余りもあると聞いております。それでこの潰地の補償をするには那覇市の予算では現段階ではどうにもできないということは前々の議会でも論じられておりましたが政府としても最近になつて潰地の補償をやるという意思表示をしております。それで那覇市にある１６万坪余りの個人の潰地に対して占用料は当然とつていると思いますが年額いくらぐらいになるかそれについてお尋ねいたします。



○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。潰地の調査がまだ完了いたしておりません。それで潰地になつておるところの占用料がいくらかということも従つてはつきりしないわけでございます。これは琉球政府の臨時土地調査部で土地の調査が完了しないというとわれわれのほうも潰地の調査はできませんのではつきりしないわけでございます。

○又吉　久正君

　部長の御答弁ではまだはつきりしないということだがおよそ１６万坪あるということは前の議会からでも察してわかるとおりでございます。それで潰地のある電柱その他の占用料はもちろん徴収しているかどうか。

○建設部長（花城　直政君）

　ハイ。

○又吉　久正君

　その潰地はもちろん個人有地でございますが何の補償もせずに市が占用料をとつているということでございますがこの占用料は市の収入として全額受け入れていいものかどうか。将来において潰地補償のときにこれも加算してあるいはどうするお考えであるのか。この基本的考え方を御答弁願いたい。この占用料を市がとりつ切りであるとするとその後において地主に何らかの形で返えすお考えであるのか。この基本的考え方をお示し願いたいと思います。






○第二助役（新垣　義徳君）

　又吉議員の御質問に対してお答えいたします。おつしやるとおりに潰地の問題につきましてはただいま立法院議会におきましても審議されている状況でございましてその点につきましては政府にあたりましたら一応は借地方式でゆくと、将来は買い上げる方式にもつてゆきたいという段階を踏んで進めてゆく考え方のようであります。今の御質問の占用料の点につきましてはあくまでもまた潰地の補償問題につきましても那覇市の財源では到底おぼつかない問題でございますので政府の案ができ次第あるいは政府と同調しなければならないと思いまするのでその点がはつきりしないとここで今どうするということは答弁できかねますので政府の方針がはつきりするまで答弁をさしひかえたいと思います。




○又吉　久正君

　ただいまの助役の御答弁では政府の方針がきまらない限り答弁はさしひかえたいということでありますのでこれは了といたしますが市の廃道の占用料はとつているかどうか、その点についてお伺いいたします。市に相当の廃道があるわけでございます。その廃道の上に人家が立つていると思います、そういつたのをどういうふうに取り扱つてるか。




○建設部長（花城　直政君）

　資料をもつていませんが委員会のときに御答弁申し上げたいと思います。






○黒潮　隆君

　別表について疑問がありますのでお尋ねしたいと思います。たとえば、直接占用している電信柱とか街灯とかＰ－４とかは当然とるべきだと考えますが、この電信柱街灯に塗装してそこに広告を貼るとか、それに巻きつけるとかいうものまでその直接道路を占用している電柱や街灯よりも多くとるように別表ではなつていますがその場合にやはり電信柱を管理しているのは那覇では沖繩配電あるいは街灯を管理しているのは通り会とかがございますがそういつたところがとるべきじやないかと思いますがそういつたところとの話し合いができてこういうふうな別表ができ上つているのか、法的にそういうのができるのか疑問を持つわけでございます。直接この電信柱から反対側の電信柱に巻きつけて道路を横断して占用する場合にはこれは別と思いますが、電信柱をペンキで塗つて広告するだけで電信柱より多くとるということは疑問だと思いますがそういつた点についてお尋ねしたいのは塗装してまきつける場合にはとられるが貼りつけた場合にはどうなるのか。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。これは道路法の改正によりましてそういつた添加物もとるようになつております。これは道路の占用目的が違いますから目的は構造物を作るのが目的であつてそれに広告するのは別の行為ですから別の行為としてとるということでございます。これは電柱にやつた場合にやつていいかどうかという許可を配電会社からもらつてそれからこちらに占用料をおさめるということになるわけでございます。




○黒潮　隆君

　道路法の改正によつてできてるということになつておりますがその場合に電柱とかあるいは街灯などの管理者そういつた会社の場合でもとれるようになつてるというわけですね。道路法の改正によつて会社から電信柱に広告していいということになつた場合に那覇市から許可をもらつて占用料を払つて広告をするわけでございますがその管理者の場合、財産ですね、電信柱の管理をしている会社の場合ももらえるようになつてるのかですね。




○建設部長（花城　直政君）

　電柱に貼られた場合に配電会社がこれをとるかということでございますか。




○黒潮　隆君

　配電会社がこれをとるか。




○建設部長（花城　直政君）

　配電会社の考え方でとつてもいいしとらなくてもいいということでございます。






○議長（高良　一君）

　日程第１２、議案第４７那覇市道路占用料徴収条例制定については質疑を終結しその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第１３、議案第４８号那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１４、議案第４９号議決内容の一部変更についてを議題として質疑に入ります。






○又吉　久正君

　本件は若松公設市場および市営住宅建設に対する問題ですがこの中に敷地の一部について使用者との移転補償で折り合いがつかずこれを縮少したというようなことがうたわれておりますがどういうことで使用者との移転問題がこじれたのか、移転補償も前年度予算でちやんと計上されてりつぱにやつたと本員は記憶しておりますがその件についてお尋ねいたします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。借用者との関係がこじれたということではなくしてまだ話がつかないということでありますが又吉議員もすでにその実情はよく御存知のことと思います。あの地積は約６００坪ありましてそのうち４００坪の借り主と２００坪の借り主は別々であります。４００坪の借り主についてはすでに話がつきましてその業者自体で仮市場を作つて移転をして完全にあけられてあと建設するばかりであります。あとの２００坪につきましては借り主が直接その中で営業はしていないので本人はコザにおるという関係でそのへん補償方式の問題でまだ話しがつかないわけでございます。これはいずれ話し合いはつくと思いますがさしあたり完全にあけてもらつた４００坪から先に作ろうという考え方をもつております。




○又吉　久正君

　あの市場は家主が二つにわかれておりましたが部長の説明のとおり４００坪のほうの業者はすでに仮市場を作つて移転しているが残りの２００坪のものがどうしてそんなに移転が難渋しているのか。補償問題、その金額によつて難渋しているのか、それともコザに行つているので会えなくてできないのかその点お伺いいたします。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。コザにおりますが十分会つております。先ほど申し上げましたように補償方式の問題で先に移つていただいた金城善明、節雄さんの分につきましてはこちらの那覇市は地主として立ちのきを要求したわけでございます。むこうとしてはその建物の買い取り権を要求しておりそれに対して買い取りをしたわけでございます。そして仮市場は善明、節雄さんが３０名近くの店子に自分で貸しておりましたがその分は善明さんが仮市場を作つて移転させた。ところが一方のほうは直接自分が営業していない、ただ家賃だけをとつておりますんで自分が市場を作つてその店子を移すとなると金がかかるのでその分の補償金までくれというふうにきたもんですから、それはチヨツト筋が違う、店子はあなたがやつているんであつて市はあなたと土地の賃貸契約だけで店子との関係はないので市がそこまで補償するということは道理がとおらない。前のほうもそういうふうに片付いておるのでそういうふうにやつてくれませんかということでそのへんが納得ゆきませんのでだんだん時間をかけてやつてゆきたいと思います。




○又吉　久正君

　この建設資金について関連しますのでお尋ねいたします。銀行借入利子が４％から６％に上がつたために使用者の負担が１平方メートルあたり１ドル２０セントが１ドル３０セントの値上がりになつている。また３０平方メートル９坪に対する１７ドルが１８ドルに値上げになつている。つまり値上げは銀行金利が高くなつたので業者や借り手にしわよせをしているような感がいたします。さらに銀行協会といたしましては予金利子を値下げしておりますとともに貸付利子も値下げしておりますがなぜ開金が４分から６分に上げたのかその件についてお尋ねいたします。






○企画部長（新里　博一君）

　開発金融公社は新聞紙上で御承知のとおり今非常に資金が不足しているようでございます。私たちの調べたところでは６月３０日現在で大体資金が４，０００万ぐらいでございますがそのうちの貸し付けが３，９５０万いつておりましてあと４２万ドルしかないということでございます。われわれとしましてはこの若松市場の起債につきましては議決もいただいておりますので市長はじめ両助役も開金にたびたび足を運んで貸してもらうように交渉したわけでございます。しかし開金といたしましては今申し上げましたとおり非常に資金がないのでほかの銀行から借りてそれを開金が窓口になりわれわれに貸そうという話が出たわけでございます。現在調べてみますと市中銀行が大体１年から５年ぐらいまでしか貸しませんが７分３厘から７分５厘の金利でございます。われわれとしては６％で２０カ年借りるわけでございます。現在の沖繩の銀行の状態からしてこういう低利長期の条件がありませんのでこれで借りてゆこうということになつておるわけでございます。




○又吉　久正君

　今の御答弁によりますと開発金融公社の資金が十分でないということが新聞に出ているということですがこれは沖繩に対して大きな問題だと本員は考えるのでございます。今まで復興資金が開金から安い利息で融資されておりますが今後もしも開発金融公社の資金がなくて他の銀行から借りて開金がやるとすれば沖繩の復興、特に那覇市の将来の都計事業はなかなか推進しないと思います。もちろん高い利子で借りればできると思いますがこの問題は今那覇市の金利だけでも年百何万ドルいや何十万ドルにあがるとみておりますが今後いつまでそれが続くのかその点お聞きになつたらお知せ願いたい。






○市長（西銘　順治君）

　ただいまの御質問に対しましてお答えいたします。年４分償還期限２０年という低利長期の融資制度は日本にもないりつぱな制度でございましてその制度が存続されるよう期待しております。資金量の不足の関係から開発公社がアメリカ銀行から借りて那覇市に融資するということでございますが国際的な金利の動向からいたしましても７分から７分５厘の間が相場でありまして日本の政策融資を例にとつてみましても大体６分３厘から６分５厘ぐらいでこれと比較いたしますとまだ有利な条件にあるわけでございまして一日も早く開金の資金が増額いたしまして年４分しかも２０年の償還という長期低利の融資制度が存続するよう願つてやまないのであります。




○又吉　久正君

　もちろん金利においては日本内地に比較すると年４分は安いということは承知でございます。しかしながら、沖繩の現段階において戦争でうちひしがれてこれから復興する時期において金利も当然安くしないというと復興事業はできないということははつきりしております。金利で殺されるということは大へんである。金利が高くなるにしたがつて使用者もそのしわよせでやはり値上げをしなければならないということになりますがこの開金の資金の問題だがこれからずつと年６分でないといかんのか、それとも当分の間であるのか。






○企画部長（新里　博一君）

　私たちが開金との話し合いの中から承りましたのは恐らく２年から４年ぐらいは非常に資金操作に苦しいだろうというお話しでございます。






○赤嶺　慎英君

　お伺いいたします。議決の議案におきましては１３２３平方メートルかつこいたしまして専用面積が６６１平方メートルでございます。今度変更の議案におきましては面積が９８２平方メートル、差額が３４１平方メートルでございます。専用面積においてはあべこべに７３０平方メートルで大きくなるという議案が出されておりますがこれはどういうわけでそういう数字になるのかお尋ねいたします。それが１点。その次財政計画の問題ですが、もとは開金の４分の利息で６８０ドルの不足を生じて一般財源から埋め合わせてゆくというような計画になつております。ところが今度の議案におきましては坪数も少なくなる、小間も少なくなる、金利は高くなつておりますけれどもあべこべに６２０ドルの剰余を出すという計画になつておりますがそのへんがはつきりわかりませんので御答弁をのぞみます。






○企画部長（新里　博一君）

　当初の計画でわれわれは専用面積と共用面積を約半々５０％ずつみたわけでございます。ところがだんだん設計を進めてまいりますと専用面積共用面積がはつきりしまして今後は６０％専用面積がなりましてそのために当初計画よりも専用面積が増えてるわけでございます。資金面につきましては当初は市場の使用料がヘーベあたり１ドル２０セント、それから住宅が１７ドルという計算をして赤字が出たわけでございます。今度の計算からいたしますというと市場が１ドル３０セント、住宅が１８ドルにいたしますと市場と住宅を相殺いたしまして６２０ドルあまりの益金が出るという資金計画になつております。これは結局市場の使用料を１０セント、住宅の使用料を１ドルあげて専用面積が増えたことによつてこの操作が生まれてきたということでございます。







○赤嶺　慎英君

　ただいまの部長の説明からしますといろいろからくりが、使用料の値上げの問題が出てくると思います。この計算の基礎を委員会に具体的に一つ出していただくよう要望いたします。






○黒潮　隆君

　当局の説明によりますと議決内容の一部変更については年間４％で起債を起そうということになつていたのが６％になつて、６００坪のうち４００坪は解決をみているが、あと２００坪は業者との話し合いができないのでその分についてはあと廻わしにしてさしあたり４００坪について建設してゆこう、いわゆる市場と住宅の併存住宅についての建設していこうという説明がございましたがこの点については民主的に話し合いが続けられてるというふうに理解できるわけでございます。牧志公設市場、寄宮の区画整理についてもこういうふうな話し合いを押し進めてゆくべきではないかという点と、もう１点はこの開発金融公社がＢＯＡ、アメツクスから借りて那覇市に貸す、いわゆる世話をするということになつておりますがその那覇市に世話をすることによつて開金がいくら手数料といいますか、そういつたものをもらうのか。つまり開金が那覇市に６分でＢＯＡ、アメツクスから借りて那覇市に６％で借す場合、開金はアメツクスやＢＯＡからいくらで借りてくるのかその点についてお伺いしたいと思います。






○企画部長（新里　博一君）

　開金がわれわれに６分で貸すわけでございますが、これはいくらマージンをとるかはつきりしませんが新聞紙上からしますと０．５のマージンをとるというような話しであります。われわれも一応、じや、アメリカあたりの金利を調べてみましたがこれは前に市長が申し上げましたとおりアメリカ自身の金利も６％から７％ぐらいいつておりまして特別にわれわれとしては不利な条件下にないというふうに考えております。






○椿　秀義君

　若松公設市場についてですが当初の買い上げ額とそれから移転補償額についてお伺いいたしたいと思います。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。移転補償につきましては建設部のほうの査定基準がありますので、たとえばその資材の耐久年間それによつて基準がありますのでそれに基いて算定した金額になつております。当初買い上げたという金額よりは安くなつております。




○椿　秀義君

　額を教えて下さい、移転補償費と。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　ただいま資料をもつていませんしはつきり記憶しておりませんあとで資料をおあげしたいと思います。

○椿　秀義君

　要望として、今度市物建設が遅れたために仮市場で営業しておりますけれども現在の借地料と経営がアンバランスで赤字を出しております。それで現地の店子たちは一日も早く若松公設市場が建設できるように要望しておりますので当局におきましては早急にこれの建設をお願いいたします。






○議長（高良　一君）

　日程第１４、議案第４９号議決内容の一部変更については質疑を終結しその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　休憩いたしまして午后１時より再開いたします。

	（午后１２時０３分　休憩）

	（午后　零時５７分　再開）






○議長（高良　一君）

　午前に引き続き会議を開きます。

日程第１５、議案第５０号議決内容の一部変更についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第１６、議案第５１号専決処分の承認を求めることについてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１７、議案第５２号不当利得返還請求事件の和解についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１８、議案第５３号市有地を随意契約で売却処分することについてを議題として質疑に入ります。






○儀間　真祥君

　市有地を随意契約で売却処分することについてですけれども、この場合にですね、総体的にどうなつているかわからぬわけです。売却処分するのに土地の代金をどういうふうに支払つているか、何カ年契約でやるのか、その場で支払うのか、その点の説明がないんですが説明を願います。






○総務部長（城田　清才君）

　これは年度内に決裁をするようになつております。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）



○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め議案第５３号についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１９、第５４号議案市有地を随意契約で売却処分することについてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　この５４号議案は去年の６月議会に平田忠義氏に売却したすぐ隣りの土地だと思いますが、そのときに坪当り３５０ドルだつたというふうに記憶しております、さらにその前の年には一号線沿いを南陽相互銀行それから松屋レストランを経営している前田義善ですが、そこに売却したときは坪１６０ドルと２００ドルだつたというふうに記憶しておりますが南陽相互銀行の場合は１６０ドル越すというように記憶しておりますがその当時も私たちは５００ドル位したとそういうふうに記憶しております。そして去年とことしと比較した場合にも３５０ドルからすぐ５００ドルになつているわけです。去年の評価と、ことしの評価は坪４００ドルも評価されているがおととしの場合ですね、南陽相互銀行の場合はそこに建物があるというので評価よりも安く売るという説明があつたわけです。しかし去年平田忠義氏に売却したところは建物はないわけです。そうすると市が考えているより値段の大幅な変動があるわけですが財産評価委員会にかけてそうなつたのか、私たちは現在でも６００ドルもすると見るわけですが当局は当局なりに差が出たという考え方があると思いますがそれについて説明していただきたいと思います。






○総務部長（城田　清才君）

　あの差というのは高過ぎるということですか。




○黒潮　隆君

　いや、去年は３５０ドル、その前は２００ドルから１６０ドル、今度は５００ドルですね、坪当り１カ年にやはりその土地の値上がりがそうなつてくるのかということですね。




○総務部長（城田　清才君）

　この評価につきましては昨年の５月に評価したのが５００ドルになつております。この５００ドルを基準にいたしましてまた前年度琉海に売り渡した際の３５０ドルも勘案いたしまして５００ドルという値段で取りきめしたわけでございます。




○黒潮　隆君

　去年の５月にですね、評価したときは坪当り５００ドルというふうに評価されているが、しかし去年の６月議会にこの平田さんに売却したときは３５０ドルですね、ことしは５００ドルですね、去年は評価額より安く売つたが今度はぎりぎりに売るということは何かなければならないと思うが、それはどういうことですか、私は５００ドルに不満だということで聞いているわけではないんです、これからすると去年はあまりにも安く売り過ぎたんじやないかということで、同じ場所で大幅に違つている点を知りたいわけです。




○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします。去年の５月評価したのが５００ドルでございまして去年琉海に処分する際に３５０ドルで価格を決定するということは土地そのものに一部建物施設がございましてそして一号線沿の間口にも非常に小さいしすでに琉海自体があそこに借地権をもつておりますので向こうとの話し合いが３５０ドルしかつかないということで３５０ドルになつたわけでございます。今回の場合でもすでに琉海との間では賃貸借契約がございますのでさらに市といたしましてはどうしてもこの土地を処分してこの処分した金によりまして政府のいわゆる補助金に対する対応費とか、そういうのも捻出しなければならない関係上、予算編成上、どうしてもこの土地を売らなければならないということとそれから借地権が琉海にありますので売買する際にやはり価格というものは一方的に市が押し切れるものではなくしてどうしても琉海との間に話し合いをもたなければならないという関係上双方とも協議をしてお互いに理解しあつて決定された額が５００ドルだということになるわけです。




○黒潮　隆君

　昨年の５月に評価したときは５００ドルという評価ですが、毎年土地は値上がりしていくという状態の中でことしになつてから評価していないですか。してない。　　（「はい」という者あり）




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午後１時　８分　休憩）

	（午後１時１０分　再開）









○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。これをもちまして質疑を終結いたしまして、日程第１９、第５４号議案市有地を随意契約で売却処分することについてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２０、第５５号議案市有地を随意契約で売却処分することについてを議題として質疑に入ります。






○金城　庄瑞君

　今の美栄橋自練に売る今度の随意契約のほうは使用価値が最も不適当な三角地になつておりますが、前からそうなつておるか。






○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします。この土地の経過を御説明申し上げますというと現在建つておりますこの庁舎の大体この辺の位置に美栄橋自練が前あつたわけでございますが庁舎を建てるために美栄橋自練を埋め立て地に移つてもらつたわけです、その際に現地は埋め立てたばかりでだだつぴろくてわからないようなばく然とした状態であつたが一応土木課において必要な坪数を貸し付けたわけでございます、そこに美栄橋自練においては施設をしたわけですが、その後道路計画等にあてはめてみたら一応結果的にははんぱの土地が現実に生まれてきたという現状でありまして初めからそういうことでやつたということではないわけでございます。




○金城　庄瑞君

　それから最初の琉海に課された評価は前の評価であるということですがこれは最近ですか。




○総務部長（城田　清才君）

　これは最近さつた１７日の評価でございます。






○儀間　真祥君

　ただいま問題になつております、天久樋川原の１２１６番の１、１２１６番の２、１２１６番の３はいずれも三角地帯になつております。この場合に議案を見ますというとこの三角地帯ですね、１でも、２でもおのおの道に面しているわけですがこれを３６ドルで売るという根拠ですね、ほかに買う人はなかつたのか。






○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします、財産評価委員会におきましては添付された今の図面の(1)は３５ドルから４０ドル、(2)が３０ドル、(3)が４０ドルから４５ドルで評価されております、それをこの度の契約にあたりましては(1)を３５ドル(2)を３０ドル、(3)を４０ドルで契約したいということで提案いたしたわけでございます。




○儀間　真祥君

　あとの第２点ですが美栄橋自練に売りますところは随意契約で売るわけですがこの値段でほかに買う人はいなかつたのでそれでこの美栄橋自練に売つたのか、それを。




○総務部長（城田　清才君）

　美栄橋自練に随意契約で処分することについては提案理由で説明をいたしておりますが、まず美栄橋自練自体はその土地の隣接地主であるという問題もありますし、またこれらの土地を購入いたしませんというと現在のコースがいささかこの道路のほうへはみ出ているようなかつこうになつておりますので将来道路を取りつけた場合にそのコースを敷地内にはめ込むためにはどうしても今申し上げた土地を購入せぬと困るという事態にありますのでせつかくここまで援助した以上はついでにここまで面倒をみてあげたほうがいいんじやないかということで相手の願いに切なるものがありますので要求に応じたわけでございます。




○儀間　真祥君

　この場合に提案理由にもありますが対応費にするということですが対応費にするにしても高く売つたほうがいいわけですから美栄橋自練の敷地になつております練習所、その敷地がコースをとつてみるとはみ出ているということです、そうしますと、美栄橋自練は今までコースをとつていたのはこれはおそらく法に適用してつくつていると思うがこれを売らなかつた場合はコースが自分の敷地以外にはみ出てこの規則に違反するということがあつたわけですか。　（「そのとおりです」という者あり）




○総務部長（城田　清才君）

　お説のとおりであります。




○儀間　真祥君

　そうなりますと今まで美栄橋自練のコースは規則に違反して事業運営しておつたということになるわけですか、そう解釈していいですか、




○総務部長（城田　清才君）

　違反するというよりもそのコースが将来の道路にはみ出てるのでそれを敷地内にはめ込むためにはこつちのほうへ坪数を取らぬというとできないわけです、そのために必要とするということです。






○議長（高良　一君）

　これをもちまして質疑を終結いたします。

日程第２０、第５５号議案市有地を随意契約で売却処分することについてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２１、議案第５６号市有地（泊、安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２２、第５７号議案市有財産の処分についてを議題として質疑に入ります。






○久高　友敏君

　お尋ねいたします。旧と殺場の建物はと場としての価値はなくなつてすでにと殺場の使命ははたしていないが行政財産、普通財産、一般財産であつてもこの案がとおつた場合、これは坪数にして１，１６４坪５合となつておりますが財産評価からしても６，０００ドル余の財産台帳に出ておりますがこれを廃案処分した場合には法の措置はいかなる方法をとるか、それについて御説明願いたい。






○総務部長（城田　清才君）

　このと場の建物のある場所は将来都市計画道路がとおる、予定になつておりまして、したがいましていやでも応でもこの建物を買つた人は移転しなければならない立場に追い込まれるわけでございます。しかも土台は全部コンクリートでつけられておりましてこれはこわしたが最後これは使い物にならない材料ということになりますのでおそらく公入札にしても売れないんじやないかと考えられますので取りこわしの費用は別に予算化してございます。




○久高　友敏君

　ただいまの部長の説明からしますと都市計画道路が開くのでおそらくこれは取りこわしをしなければならない、したがつて取りこわす場合には取りこわしの費用もいずれ予算化したいというふうに説明されておりますが、その御説明の裏には何か個人にこれを提供しようといつたような案があるのか、これをお伺いします。




○総務部長（城田　清才君）

　それはございません、借地でありますので土地は地主にかえさなければならないんです。




○久高　友敏君

　借地であるから今までの地主のほうにただで提供しようということであるのか、公入札しても買手がないから、今までの地主に提供して取りこわしの費用をいずれ予算化して、その費用は地主に提供するつもりであるのか。




○総務部長（城田　清才君）

　ただいま御説明申し上げましたとおり取りこわしの費用は計上する予定ではなくしてすでに現年度の提案された予算に組んでございます。しかしその建物は本人にゆずる予定もございません、さらにその地区は袋廻原として区画整理をする予定になつておりますのでいずれ取りこわししなければならない運命にあるわけでございます。




○久高　友敏君

　今の部長の説明からすると取りこわしの費用はすでに予算化されておる、そうするとこの案からすると市自体で取りこわしするのか。これはもちろん土地は個人有であるからこの案がとおれば市が予算をもつて取りこわすという考えであるのか。本員が聞いておりますのはこの市有財産は少なくとも財産表に６，０００ドル余の財産としてあるがただ議会の議決を得れば予算を投じて、取りこわしてそれじやこれを捨てるのか。もちろんコンクリート建もありますが、一部はバラツクになつております。これを予算化してただくずにするのか。その地主に今までの恩恵があつたためにその地主に提供するという意味か。取りこわしの資材は今までの地主のほうに提供したいという考えであるのか。これをお尋ねしているわけです。




○総務部長（城田　清才君）

　もちろん市の経費によつて取りこわしはいたしますが、当然使える資材につきましては取つておきまして他日使える場合には活用するというふうに考えております。






○議長（高良　一君）

　質疑を終結し日程第２２、第５７号議案市有財産の処分についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２３、議案第５８号１９６７年度一時借入金についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２４、議案第５９号市有地の売却処分についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○黒潮　隆君

　市有地を売却するわけですが値段の問題ではなくして電力公社は民政府の一機関じやないかと思いますが、アメリカに土地が売買できるか、そういつた機関にアメリカの領土になつてしまうわけですがそういつた点をお聞きしたいわけです。






○水道部長（玉城　定仁君）

　お答えいたします。その土地は牧港発電所の東側にありましてその土地は電力公社が買うようになつております。話し合いついております。




○黒潮　隆君

　それを聞いているわけじやないんです、アメリカにそういうのが売れるかどうかということです。電力公社は民政府の一機関じやないですか。それをどういう法的な根拠でできるかということです。独立国の場合は日本本土でアメリカ人がですね、個人の土地売買、そういうのはできるんじやないかと思いますが、ここではどういうふうになつておりますか。法的にどういうふうになるか、強制収用で借りるということはわかるわけですがね。




○水道部長（玉城　定仁君）

　この土地につきましては電力公社と随意契約になつていることはなつておりますが電力公社としても那覇市と随意契約で買い取ろうということで実際は電力公社のほうが用地が別にあるわけです、電力公社の土地がその近くにあるわけです、それをある業者がどうしても電力公社の別にある土地を使用しなければ事業できないというようなことでその点は業者との関係で手続上は電力公社とやる予定でございます。




○黒潮　隆君

　私が聞いているのはその内容ではないわけです。そういうふうに布令で買えるようになつているのかですね。結局貸すことはすぐわかるわけですね、売買ができるかということです、疑問があるわけですからお尋ねしているわけです。




○水道部長（玉城　定仁君）

　電力公社がアメリカの機関であるということに対して取得に対して別に法的な関係はないと思つております。






○議長（高良　一君）

　これをもつて質疑を終結いたします。日程第２４、第５９号議案市有地の売却処分についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２５、第６０号議案公営住宅建設用地と市有地とを交換することについてを議題として質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　この土地は６７会計年度で建設する予定地になつておる第１種公営住宅の用地であるのか、あるいは将来、建てられる予定の土地であるのか、この辺を御説明を願います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。６７年度において第１種公営住宅をつくる予定になつております、３棟建てる予定になつております。






○儀間　真祥君

　６０号議案についてお尋ねします、この土地はですね、現在の久場川住宅、あそこの角のほうに泉があります。あの付近と図面では見ますがそれに相違ないかどうか。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。井戸の敷地は入つております。






○久高　友敏君

　首里久場川町２丁目にあるこの土地と安謝の市有土地と交換するということになつておりますが、市としては今後いろいろ土地を取得して今後の公営住宅の建設に備えるためには土地が必要になつてくることはわかりますが、この案から見た場合に３カ年前にこの土地は上原清善氏が尚家から購入して９日間で測量替をして７，８００坪を那覇市と契約して売つた土地の余りだと考えます。あのときは確か４ドルだつたと記憶しておりますがその残つた土地がこの１，６２２坪であると本員は考えるのであります。そのときに４ドルで購入したのが今度は５０ドルに評価されて市の土地が１５０ドル評価されて交換したというふうになつておりますがもちろんこれは上原清善氏がもうかるというのは向うの勝手でありますが、内容においてもちろん尚家から７，８００坪の土地を買い込んで那覇市に同じく７，８００坪を売つてもまだそこに１，６２２坪の土地が残つたというのはその測量の結果だと記憶しております。したがつてこの土地を市の土地と交換するよりか５０ドルで買取ることはできなかつたかこれについて説明を願います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。売つてくれというように相談したわけでありますがどうしても土地を交換してくれというようなことで買収には応じなかつたわけであります、以上であります。






○黒潮　隆君

　この市有地と上原清善氏の土地交換については上原清善氏は３年前ですか、尚家から坪当り２ドル５０セントで買つて那覇市に４ドルで売つた土地でありますが、これが５０ドルというふうに評価されております。評価委員会の評価がどういうふうにいつ評価されたかという点と、さらに那覇市の埋立地の場合には、そこは坪当り１８０ドル、２００ドルで売つた安謝橋１号線に近い所であります。図面で見ますと。そうしますと、そこが実際売つた値段ですね、２００ドルあるいは１８０ドルというふうに見た場合の差額、つまり上原清善氏は３カ年ぐらいで前にも１万ドル余りもうけましたがこの土地は結局那覇市に売つて余つた土地なんですね、ただもうけの土地、それがいわゆるすぐ３カ年で１坪５０ドルももうけるということになり、向うは那覇市と値段で交換するために、そのもうけが約１０万ドルぐらいになると思います。今までのいきさつからして前の上原清善氏の土地を購入する場合にも市当局は坪当り４ドルで買つて、那覇市に４ドルで売つておりますというふうに本会議で説明しておりましたが実際調べてみたら２ドル５０セントでしか買つていない、４ドルで買つて４ドルで売るブローカーはいないんじやないかということを聞いたときにいや那覇市の、そういつた事業に協力するために買つた値段で売つていいんだという説明がありました。そのとおりだとすればこれはやはり協力するという意味からすれば交換差額、これはそんなに私はもうかる必要もないんじやないかというふうに考えますが、これを評価するときにそういう点は勘案されなかつたのかまた幾ら評価されたか、それについてお尋ねしたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします、評価委員会は３月１５日に評価いたしております。評価額は４０ドルです。埋立地のほうは１５０ドルの評価でございます。これは評価委員会の評価額のとおりであります。それから前にもうかつたのでもう少し安くしてもいいというような評価はあり得ないと思います。評価は現時点における評価じやなくちあならないということであります。






○議長（高良　一君）

　質疑打ち切ります。本案はその審査を建設委員会に付託します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２６、議案第６４号第３次泊安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。






○又吉　久正君

　本議案の埋め立て面積はいろいろありますが堀り内が８４０坪、２，７７６平方メートル堀り内になつておりますが、これは何にお使いになる計画であるのか、あるいは一般質問のときに市の都計事業によつて立ち退きされる方々の用地としてこれをお使いになるお考えであるかどうか、その点を御答弁願います。






○企画部長（新里　博一君）

　これは埋め立てする場合に全部は売らないわけなんです。というのは次の埋め立てする場合の道路の関係、こういつたものがあつて一部埋め立ては残さなければならない土地がございますのでその分でございます。




○又吉　久正君

　本員はこの堀り内は多分都計事業による立ち退き者に対する割り当ての分だと理解しておりましたが、今の部長の説明では次の道路問題とも関連しますのでそれを残すとおつしやつておりますが一般質問のときにも本員申し上げましたが、都計事業を推し進めていくにはどうしても立ち退き者に対する移転先の土地がないことには進まないどうしても那覇市の埋め立て地を幾らかでもとつておくべきだと本員は思つておりますが、今度埋め立てすることによつて、前の埋め立てのときは幾らかその割り当てがあつた、今度の場合にはそれを考慮に入れてないがどういうお考えであるか、全然今後とらない考えであるのか。




○企画部長（新里　博一君）

　今度の場合の埋め立てでだいたい護岸、緑地そういつたのを引きまして、７５ドルで処分する計画をしておりますので、その処分した場合総額７０万幾らかになるわけですが、実際売つた場合にこれ以上で処分できるんじやないかという考えをもつております。そうなると予算はオーバーしていくことになりますのでもし那覇市の６７年度の今後の事業と関連しまして余計に処分しなくても今後の追加事業ができるという見通しがあれば都市計画用地として残しておくという考えはございます。




○又吉　久正君

　まああらかじめ６５ドルで売つて、それ以上売つたならばそれにあてるというような考え方のようでございますが、坪６５ドルするのを平方メートルにすると１平方メートル２２ドル７０セントで売つた場合には１３５万７，０００ドルという収入がありそのうちから銀行支払いをして残金がここにあるわけであります。だからそういうふうな莫大な収入があるわけです。そこに１，０００坪ぐらいでも立ち退き者に対する用地を確保しておく必要があると思いますが将来そうしない限り別のほうで購入してあげるということはむずかしいということははつきりしていますから、最初からそういうふうな計画があるべきだと思うが、都計事業の立ち退き者の用地を確保するというお考えはおもちになつていないか御質問をいたします。




○企画部長（新里　博一君）

　７５ドルを坪当りで売りますと財政収入があるわけです。この財政収入が一応われわれが予算に盛られております対応費こういつたものにいくわけですが、もし実際以上に売ることができて、しかも今後の予算補正の財源の余裕があればそれだけ売らぬでも都市計画用地として保留することができる、これは売却の段階にきてどのぐらいで売れるか、あるいはわれわれが今後補正源としてどのぐらいもつていなければならないということを検討して売却の時点において検討していきたいと考えております。






○儀間　真祥君

　提案になつております、６４号議案この点についてお伺いします。

この安謝地区を埋め立てた場合に、現在そこに相当施設もあります、そうした場合に、現在あすこに造船所が１箇所、船たまり場もあります、そういう施設の移転をするとか、あるいは補償するというふうなことがこの起債の中に含まれているか、その点をお尋ねします。






○企画部長（新里　博一君）

　この点につきましては提案理由の説明の中でも申し上げましたとおり、埋め立て事業費は９４万９，０００ドル、それから造船所の移転が３万８，８００ドル、船揚げ場は昇降路工事２万９，８３９ドル合計１０１万６，０００ドルあまりかかるわけでありますが、今度起債する分はそのうちの埋め立て工事の９４万９，０００ドルを起債いたしましてあとは一般財源で補償するという考えであります。




○儀間　真祥君

　船たまり場の件でありますが、この点については予算のとき質問いたしたいと思います。






○議長（高良　一君）

　質疑打ち切り本案は総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２７、議案第６５号第１種公営住宅建設債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２８、議案第６６号第２種公営住宅建設債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２９、議案第６７号ごみ処理場用地購入債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。






○久高　友敏君

　本件についてお尋ねいたしますが、ごみ処理場購入債を起こすことについては問題はないわけですが、この起債金額については１１万５，１２７ドルを借り入れるというふうになつておりますが、この金額でどの程度の用地を購入したいと思つていますか、さらにごみ処理場ということになりますが、今回は聞くところによるとコンポスト工場ができることになつておりますが、将来は年次的に事業を拡張して、広めるために土地を今のうちに購入しておくのか、この内容についてだいたいにおいてどの程度の用地を購入しようと考えていますか。それを説明願います。






○企画部長（新里　博一君）

　だいたい１万７，０００坪ぐらい購入する予定であります。５０トンのコンポスト工場でありまして、あと８０トンの焼却炉をどうしてもつくらなければなりませんのでそういつたことも含めてこの面積を購入したいと考えております。　　（「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３０、議案第６８号牧志公設市場用地購入債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。






○平良　真次郎君

　議案の６８号についてお尋ねいたします。現在の公設市場が地主並びに業者の協力がなくて、現在の仮設市場に建設するという、そういう意味の市債でありますが、この件についてはたびたび各議員から質問があつたと思いますが、予算の問題、財政問題並びに東市場の問題についてしぼつてお尋ねいたしたいと思います。委員会でも質問いたしましたが、まだはつきりしませんので西市場建設するにあたつて上岡氏は、やはり業者、市、地主この３者が集つて、つまり３者協定によりまして、東市場を地主に返えしてもらい西市場を市に貸すというようなことに相なつたわけでありますが、その後那覇市のほうで、結局場所を変更したというようになつておりますが、しからば東市場については市のほうも地主、業者三者のほうで建物をつくると、そこに収容するということで東、西ともにそういつた考え方で西市場を貸すというようなことになつたわけでありますが、西市場を移動するにあたつて東市場を一体どういうふうにするかということであります。

せんだつての建設委員会で上岡氏証言によりますと、やはり東市場のほうに収容するためには、都市計画道路を変更してもらいたいと、そうしないというと現在の売り子は全部東市場に収容できないというようなことで、いわゆる東市場を返えし、西市場を貸すというような証言をされております。ところが市のほうといたしましては東市場の問題についてはせんだつての私の一般質問でもむつみ橋から四条橋に至る都市計画道路をどのようにしていくかと、あるいは広域都市計画においてどのようにこれを修正していくのかということについて答えがなされていないわけであります。現在のマスタープランにおいても、いわゆる計画にしてもやはり平和通りとそれから水上店舗から両方はさんで都計道路が決定されていると、そういうことから道路網の整備ということがこれは大切なことだし、ことに市街の中心地である以上そこには莫大な補償並びに工事費がかかるものと思われるわけでありますが、そういうふうな意味から都市の、１号線、国際通り、姫百合通りこの線を結ぶ線についてどういう工合にしていくかということが、問題であるがこの面についてはつきりしていないわけであります。したがいましてこの東市場の建設にあたつてもこれをどのように変更されるのか、これについてはつきりした御答弁がなされていないわけであります。ただ市のほうも勉強堂のほうも地主、業者のほうも三者で協議してやるんだという抽象的なことでは東市場の問題は解決しないと思います、そういうふうな意味から一体西を計画しあるいは東のほうをどのようにして収容していく計画であるのか現在のまま放つておくのか地主もそれについては、道路を変更してもらわなければこの問題はどうしても解決できないということをはつきり言つておられないわけであります。これについてどういうような具体的に、あるいは今後どういうような方法でこれを解決していくのか、このへんをお尋ねいたしたいと思つています。それから財政問題であります、約１２０万ドル程度の起債で１１２万９，９９０ドルになりますか、この起債で土地並びに建築費をまかなつていく、それに金利を考えますとだいたい１４０万ドルぐらいになるかと思います。そういたしますと現在の地域ではどうしても道路網を整備しなければいかない。すると、その密集地においてこれを立ち退き、あるいは補償する場合に莫大な金がかかるわけであります。これは開南から平和橋にいたる補償についても１６万ドルも要るというような実情からいたしまして、莫大な資金が要るものと予想されますがその間計画はどういう工合になつているか、いわゆる市場建設するにあたつてどれだけの金額が要るのか。たとえば新庁舎をつくる場合は１００万ドルで建設するんであれば最終的な完成までいくら使うのか、こういうような目途というものをはつきりしないというと、財政面からいろいろのしわよせがくるわけであります、したがいましてそれに投ずる金によつて、やはり採算という問題も十分検討を加えなければいかないと、こう思うわけでありますが、この点についてはふれておりませんし、あるいは委員会での問にいやこれは区画整理の予算でやるということでありますがしかし市場を建設するには早急に道路網を整備しなければいかない。そういう意味にたつならばやはり付帯的な工事としてこの市場を中心としてどれだけの資金が投入されるかということをわれわれとしては関心をもち検討しなければいかない、そういう意味からどれだけの資金が要るか、その点について一つお答え願いたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。東市場のところにある都市計画道路の７メーター２０をこれをどうするかということでありますが、これは土曜日の本会議のときにも申し上げましたように都市計画道路として現在決定されておりますのでこれを変更するかということは何とも申し上げられません、やはり決定されたとおりにわれわれは今事務を進めておるわけであります。この道路の必要性は車が通らないから道路は必要ないということじやないと私は考えております。そういうわけでこの７メーター２０の道路は現在敢然として都市計画道路として決定されています、以上であります。

それからこの道路をどういう方法で開通するかということでありますがこれは道路を改修するには用地を買収してそして立ち退き補償をして建物をのかして築造する場合と、区画整理方式で全部やる場合、また都市改造法の方法でもつてスーパーブロツク式にやつていく方法があるわけでありましてこれはやるときにいろいろ有効な方法をあみ出してやつていきたいとこう考えております。それから変更された西市場の周辺の道路計画はどうなつているかということですがこれも土曜日の本会議のとき１９番議員から質問もありまして、ここの道路は市場をもつていつたから道路計画をしたわけじやございません、３年ほど前の市長の方針によりましてスラム街の解消をするんだということで約８万坪の区域を調査いたしまして、いろいろ道路計画をしたわけであります、その中に入つておる道路がありましてその道路にかこまれた分についてちようど今の変更しようとしている市場の用地があるわけでございまして、その道路は市場をそこに変更したので計画したというわけではありません。それでいくらかかるかということでございますが概算としては１８７，０００ドルぐらいかかる見当になつております。これはこの道路がなければ市場も発展しないとまたお客さんにも不便を与えるということでございますので当然これは道路がなくちやならない、道路を早くつけてくれということが本当の趣旨だと思います。それでこれは助役の答弁にもありましたようにできるだけ早い時期にこれを提案いたしまして仕事を進めてゆきたいというふうに考えておりますが何も市場の費用の中にこれまで考える必要は何もないと思います。当然市場がなくてもそこに市場が設置されなくてもスラム街の解消としてはどうしても道路をつけなければならないはずでございますのでそういう具合に解釈していただきたいと思います。




○平良　真次郎君

　むつみ橋から四条橋間の都計道路でございますがこれについて一応今後の広域都市をどのように修正してゆく考えであるか、修正計画があるかということをお尋ねしたわけでございます。これに対してまだ答弁がなされていません。さらに結局工事の順位そういつたような予算こういうふうな面から見ましてもあるいは今後の地下道開発とこういうふうな面ともにらみ合わせ地上物件を取り除くあるいは買収するそれだけの金額といわゆる地下道開設をする、たとえば国際通りと浮島通りを結ぶとかこういうようなことによつてもやはり通過路、パーキングというようなものが出てくると思います。こういうようなものをとり入れてこの市街のものすごい高価の地域に対するいわゆる道路設計あるいは都市計画の問題についてどういうふうな考えをもつているかお尋ねしたいと思います。それからただいま部長のほうでは又吉氏のところの市場計画をしているところは道路計画があつて別に市場であるから道路をうんぬんということがございましたが、これは一つの弁証的な説明でありまして、やはり那覇市では那覇市の工事の順序があると思います。今まで再々発表されております。そういうようなことからいたしましてやはり市場を作る以上一年でも半年でも辛棒しておけとその辛棒している間に遠いところにいつてしまう。私はその地域をどういうふうにすればいいということをもう少しはつきりおつしやつてもいいと思います。５カ年後にやるのか、３年後にやるのかという計画をすることによつて早速やらなければいけないというようなことをもう少しはつきりお聞きしたい。もちろん、市場建設費であるのかないのかとは別であります。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。都市計画の修正の中にどういう具合に取り入れられておるかという御質問でございますが現在の修正案の中には今の市場の両側に道路を変更するようにしてはおりません。最初は水上店舗を作らせないという方針だつたんですけれども水上店舗が現実にできておりますのでこの取り扱いをどうしたものかということで話し合いは現実にやつておりますがどうしたほうがいいということは出ておりません。いろいろ今後の問題として修正案の中でもこの問題は取り上げられるということになると思います。それから２番目のもう少し意欲的にそこの開発計画を立てればいいんじやないかということでございますがそういう意味でわれわれはスラム街解消の中に道路計画をしております。今にはじまつたことではなくしてあの周辺の計画は前からやつておるということでありましてかえつて私たちとしては意欲的にあのへんの開発計画をしているものと考えております。




○平良　真次郎君

　東市場の今後の問題です。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。東市場の件につきましては先だつての一般質問の中においても私申し上げておきましたが確か１９６４年の７月２８日だつたと覚えております。場所は日光ホテルでございます。もちろん地主の上岡さんと業者の代表の方々、市当局で話し合いいたしまして東市場につきましては先ほど申し上げましたとおりに３者の協議をもつて進めてゆきたいという基本方針が出来ておりましてその具体案につきましてはどうなつてるかということになりますというとあれ以来まだ協議会をもつておりません。これからでございますので具体的なことについては協議をもつことによつて具体化してゆくものと考えております。




○平良　真次郎君

　助役の答弁は結局先ほどの建設部長の答弁とも関連いたします。つまり都市計画道路を変更しないということは現在の東市場が約半分に縮少されるということであります。そうしますというとこれは３者の協議によつて建設した。ところがやはり１階は半分しか収容できないというようなことになるわけでございます。そういうようなことからまだ具体的にどうするというようなことができないとおつしやつていますが勉強堂のほうとしても地主のほうとしてもこの問題についてむしろ３者協定は一応東市場敷地を返えすことによつて全部御破算の状態というようなことに感じられたわけでございます。それでこの問題についてはさらに委員会でお尋ねいたしたいと思つておりますので今後東市場の問題をどのように取り扱つていかれるのか、あるいはこれは道路の問題とも関連があると思います。今度の都市計画道路ということが一番私は関連が深いと思つております。その点もあわせて一つ委員会でお尋ねいたしたいと思つております。質問を終ります。






○金城　吾郎君

　この議案の提案の仕方について５７号議案と大体同じような提案になつておりますが問題をかもしている公設市場のことだけに慎重にやつてもらはなければならんと思うのであります。この議案内容からするならば坪５００ドルになつてる、ハツキリ単価が割り切れます。そうすると地主の又吉さんとほぼ話し合いがついたというふうに理解されるわけでございます。とするならば起債の議案を提案すると同時に取得の議案も出すべきではないのか、これが第１点。さらに、この議案からするならば牧志公設市場用地となつておりますが牧志公設市場というのは条例にももちろん１丁目としか書いてないが当然現在の牧志公設市場のものだと思います。そうすると予定地ではないのか。牧志公設市場建設予定地ならばわかるけれども現在いわれる牧志公設市場は営業をやつているところであるがこういう点についてどう考えてるか、現在の牧志市場は都市計画指定市場であるがこの指定の問題についてはどうなつてるか。






○企画部長（新里　博一君）

　第１点についてお答えいたします。これは取得の議案と一緒にやります場合には予算外義務負担の分が出るわけでございます。それでわれわれといたしましてはこの起債議案がとおりますというと次に臨時議会を招集いたしまして取得の議案と契約の議案を一緒にもつてゆきたいということであります。今取得の議案を出しても契約をする場合に臨時議会を開かなければいけないのでそういうことで別々にしたわけでございます。それから牧志市場用地購入債というふうになつておりますが、これは考え方が今の又吉さんのところに牧志市場を作るんだということでこう書いたわけでありまして、たとえば公営住宅の敷地を購入する場合あるいはコンポスト工場の敷地を購入する場合、予定地購入ということは使つておりませんのでこれをそう表現したわけでありまして別に他意はありません。




○金城　吾郎君

　もちろん自治法第１７１条の２の規定の債務負担の制限の意味はよくわかりますがこれを検討した中でそれに触れるか触れないかということで議会の事務局長ともいろいろ話し合いをしました。触れるという見解も出てくるでしよう。しかし常識的な問題として先ほどの公営住宅建設用地と市有地とを交換することについてという議案もこれは取得の議案でああいうふうにあえて話しがついていれば一緒に出すべきではないか。私が申し上げているのは話しがついておるとすれば当然一緒に出してもいいという考え方であるが債務負担が生ずるからあとで出してもいいということは逃げ道としか考えられない。しかもこの起債の議案を出して４９号議案のように去年の議案に出された若松市場の起債の問題は、現場に行つて説明をきいた。これは地主との話し合いはどうなつてるか、店子との話し合いはどうなつてるか、近々移るようになつてるか、間違いはないか、間違いない話し合いはついていることで全会一致でとおした。それを１年後に議案を改めなければならないというところに問題がある。それほど地主と店子との話し合いはむずかしいということであります。ですから話しがついておつたとすれば当然一緒に出すべきだということであります。地主との話し合いがこじれるかもしれませんしそこをはつきりしてもらいたい。１年かかつてやつとかたがついたと思つたら若松の場合は変更しなければいけない、しかもせばめられる。こういうことから慎重を期してもらつて提案の方法を考えてもらいたいということであります。もし、これについて当局としてどうしてもとおさなければならないということであればこれは委員会の場でもつと慎重に審議していただきたいと思うわけでございます。　　（「進行」というものあり）






○議長（高良　一君）

　日程第３０、議案第６８号牧志公設市場用地購入債を起こすことについては質疑を終結しその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３１、議案第６９号一時借入金についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第３２、議案第７４号那覇市下水道事業特別会計を設置することについてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３３、議案第７５第２次下水道事業債を起こすことについてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第３４、議案第７７号那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３５、議案第６１号那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定についてを議題として質疑に入ります。



○黒潮　隆君

　費用弁償についてお尋ねしたいと思います。費用弁償が１カ月間に１０ドルというふうにこの別表になつておりますが費用弁償の考え方からした場合に出席したときの実際に使つた費用を弁償し支給するという考え方に立つて那覇市議会の場合にも１日２ドルというふうになつております。ところがこれをみた場合にたとえば教育委員会が開かれる場合でも月によつては随分違うんじやないか。四、五日ですむ場合もあるしあるいは１０日ぐらいかかる場合もあります。もちろんこれは出席したときに那覇市の議会なみに２ドルずつ支給するとした場合に現在の一カ月間１０ドルという支給額よりも増えるかもしれないがやはり考え方としては出席したときにいくらというふうに支給するほうが私はいいのじやないか、那覇市のとつているような方法に改めてゆくべきじやないかと思います。これについて見解をお伺いしたいと思います。






○教育委員会事務局総務（伊良波　長正君）

　おおせのとおり費用弁償はその実費の支給の性格でございますが教育委員会としてはずつと定額支給の線でやつておりまして将来市役所の方式でこれを支給することについてはなお教育委員会で検討しようと思つております。




○黒潮　隆君

　ただいまの教育委員会の説明では今後検討してゆきたいということでありますがやはり実費弁償という考え方についてはただいまの答弁のとおりでありますが那覇市当局にお尋ねしたいと思います。こういう議案が提出される場合には予算を調整なされると同じようにやはり調整してそういう正しい方向にもつてゆくべきだと考えますが今後これを改めさせるために教育委員会とそういう話し合いをしていかれるかどうかお尋ねしたいと思つております。






○企画部長（新里　博一君）

　予算編成上の今後の問題についてはいろいろ話し合いをしております。今の問題についても一応ただいま伊良波先生からお話しがありましたとおりでありましてただ当初でありましてできる限り今の労働条件と申しますかそういつたものに触れないというような考え方で話を進めてきたわけであります。次年度からは一応検討してゆきたいと思つております。






○議長（高良　一君）

　日程第３５、議案第６１号那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定については質疑を終結しその審査を経済民生委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３６、議案第６２号那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３７、議案第７８号那覇教育区教育委員会職員定数規則制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３８、議案第７９号那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定についてを議題として質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　この旅費支給条例の別表の２琉球外旅行の旅費についてお尋ねしたいと思います。この場合にやはり報酬と違つて実際にそういう旅行を操作する場合に要した経費を支給すべきだという考え方から去る３月の議会で今度のそういつた宿泊料を計算して改正がなされております。これからしますと日当とか宿泊料について那覇市の旅費支給規定に比較すると随分の開きが出ております。もちろんバス賃、鉄道、船賃の場合は実費になつておりますのでその点についてはそれでいいわけでございますが教育委員の報酬についてはその市町村の議会議員の報酬を越えてはならないというふうな規定がありましてやはりそういううけるべきものは大体その市町村の議員と同じような額でいいというふうな考え方かと思います。従つて、旅費の場合も教育委員あるいは教育長だから同じ旅館に市会議員や市長よりも安く泊れるということはないと思います。従つて、そういつたのも同じような方向に改正してゆくべきじやないかと思います。今回の場合は先ほどの御説明にもありましたとおり市町村に予算が一本化されてはじめであるために不十分な点はあつたかと思いますがこの旅費支給についてはずつと以前からのものであるのか、最近改正されたのか、さらにもう一点やはり那覇市の旅費支給条例規定に近付けてゆくというふうな考え方があるのかその点についてお尋ねいたします。






○教育次長（喜久山　添釆君）

　お答えいたします。ただいま旅費の額につきましては私たちとしては大方が政府公務員が学校関係が多いので政府公務員に準ずるということにしておりまます。また、改正は最近やはりこちらに出さなければいけない範囲のものでございます。






○議長（高良　一君）

　日程第３８、議案第７９号那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定については質疑を終結しその審査を経済民生委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３９、議案第８０那覇教育区立幼稚園教育給与等に関する規程制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４０、議案第８１号那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４１、議案第４０号１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を経済民生委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４２、議案第６３号１９６７年度那覇市水道事業特別会計才入才出予算についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４３、議案第７１号１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４４号、議案第７２号１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第４５、議案第７３号１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算についてを議題として質疑に入ります。

（「委員会付託、質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４６、議案第７６号１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４７、議案第７０号１９６７年那覇市歳入歳出予算についてを議題として質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託し才出第４款は建設委員会に才出第６、７、８款は経済民生委員会にそれぞれその審査をお願いいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第４８、議員平良真次郎ほか１０名提出議案第８２号那覇市議会会議規則の一部を改正する規則の制定についてを議題として提案理由の説明を求めます。




○平良　真次郎君

　一応提案理由を御説明申し上げます。

議会運営委員会で一応８２号議案になつております事件を審議した関係で一応提案理由を御説明申し上げます。那覇市議会会議規則一部を改正する制度についての改正の要点を４点だけ申し上げたいと思います。

１点は委員会に付託した事件の審議順序及び委員会の審査を承諾した際事件の審議順序を新に規定し現行の第３８条第４０条を削除いたしました。

２点、市町村自治法の一部改正に伴う３４条の２でございますが請負人など等となることの禁止規定を挿入しました。３点会議録の保存年限を規定したこと、第４点条文の制定が形式に不備があつたのでこれを整備いたしました。

この４点から議案に盛られている点を一応委員会で審議して提案した次第でございます。各員のほうで一つ読んでいただいて御検討していただきたいと思います。以上簡単に申し上げまして提案の理由にかえさせていただきます。




○議長（高良　一君）

　ただいまの提案理由について質疑ありますか、

（「委員会付託」という者あり）




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午後２時３２分　休憩）

	（午後２時３６分　再開）









○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　本日はこれをもつて散会いたしまして次は２７日午前１０時より再開いたします。






（午後２時３７分　散会）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




上会議録を調整し署名する。
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議長　　　　高良一　　㊞
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１９６６年第８３回那覇市議会（定例会）議事日程第５号

１９６６年６月２１日（火）午前１０時開議







第１　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　議案の撤回について




第３　　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第８３号）




第４　　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第８４号）




第５　　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第８５号）




第６　　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第８６号）




第７　　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第８７号）




第８　　　予算外義務負担について

（市長提出議案第８８号）




第９　　　１９６６年度予算の繰越しについて

（市長提出議案第８９号）




第１０　　１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて

（市長提出議案第９０号）




第１１　　１９６６年度水道事業特別会計予算の繰越しについて

（市長提出議案第９１号）




第１２　　１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算

（市長提出議案第９２号）




第１３　　収入役の選任の同意について

（市長提出議案第９３号）




追加第１　選挙訴訟裁判及びサンマ課税裁判の民政府裁判所への移送命令に抗議しその撤回を要求する決議

（議員安見福寿他２６名提出決議案第６号）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○会議に付した事件




第１　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　議案の撤回について




第３　　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第８３号）




第４　　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第８４号）




第５　　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第８５号）




第６　　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第８６号）




第７　　　工事請負契約を結ぶことについて

（市長提出議案第８７号）




第８　　　予算外義務負担について

（市長提出議案第８８号）




第９　　　１９６６年度予算の繰越しについて

（市長提出議案第８９号）




第１０　　１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて

（市長提出議案第９０号）




第１１　　１９６６年度水道事業特別会計予算の繰越しについて

（市長提出議案第９１号）




第１２　　１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算

（市長提出議案第９２号）




第１３　　収入役の選任の同意について

（市長提出議案第９３号）




追加第１　選挙訴訟裁判及びサンマ課税裁判の民政府裁判所への移送命令に抗議しその撤回を要求する決議

（議員安見福寿他２６名提出決議案第６号）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○議長（高良　一君）

　本日は休会の日でありますが会議規則第１０条第３項の規定にもとづいてこれより会議を開きます。

本日の日程はお手許に配付してある議事日程第５号のとおりであります。

諸般の報告をいたします。

６月１３日付、那総総第３４４４号「議案第５３号の字句訂正について」及び６月２０日付、那企主第３５８６号「議案の訂正について」市長から文書が提出されております。

写しをお手許に配付してありますのでこれにより御諒承願います。

６月２０日付那企庶第３６３１号をもつて市長から議案が追加送付されておりますのでお手許に配付してあります。後刻、それぞれ上程して御審議願うことにいたします。６月２０日付那水経第３６２７号をもつて「議案の撤回について」市長から文書が提出されておりますので、後刻、上程して御審議願うことにいたします。

６月１４日、垣花小中学校長平良真吉同校ＰＴＡ会長宮里敏慶からの「山下町内下水溝の新設について」

６月２０日、那覇市山下町区画整理地区地主会委員代表の那覇市崇元寺町１の８２平良勇太郎からの「非細分地料の一部を区画整理の費用に充当することについて陳情」

６月２０日、那覇市樋川交友会長、那覇市樋川６４番地玉城道夫からの「那覇市の新幹線道路開南より神里原に通ずる第一期工事区における下記２項目に対する反対陳情」

６月２０日真嘉比地主組合長　那覇市字真嘉比５７島袋盛吉からの「区画整理地区指定の取消陳情」

以上４件は会議規則第８７条の規定により建設委員会に審査を付託します。

６月１７日琉球新報社長池宮城秀意ならびに沖縄タイムス社長上地一史からの「新聞事業に対する事業税の免税措置方について」は会議規則第８７条の規定により総務委員会に審査を付託します。

６月２１日　那覇市若狭町１の２６６伊野波盛栄からの「那覇市有建物の一部を払い下げ方について陳情」は会議規則第８７条の規定により総務委員会に審査を付託します。

　議案第７０号　１９６７年度那覇市歳入歳出予算中歳出予算第６款、

　第７款、　第８款は経済民生委員会に審査を求めてありましたが建設委員会との協議の結果、第６款社会及び労働施設費中２項４目保育所建設費、９項２目公園建設費、１０項３目市営住宅建設費、１０項４目公営住宅建設費第８款産業経済費中、３項２目公設市場建設費は建設委員会において審査することになりましたので御諒承願います。

　議案第４０号　１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算の参考資料として、「豊見城高等学校敷地買収費負担契約書」の写しをお手許に配付してあります。

４月中旬、本土の都市行財政視察にいかれた議員１０名中、黒潮隆君が病気のため、６月議会終了後旅行の予定でしたが会計年度が余すところ３日間では視察調査ができないので現年度の派遣を見合せ７月初旬に出張することを承認したいので、ご諒承願います。

なお、旅費１人分の予算については後日要求することにいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。

本日の会議録署名議員は会議規則第１１６条の規定により議長において、金金城吾郎君、又吉久正君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２、議案の撤回について説明を願います。






○水道部長（玉城　定仁君）

　日程第２　議案の撤回について御説明申し上げます。

　議案第５９号「市有地の売却処分について」さきの提案理由説明でも申し上げましたとおり水源用地として将来使用する見込みがなく、琉球電力公社用地に囲まれております関係上同公社と随意契約により売却処分することでありましたが、１９６５年９月１０日立法第１１０号「非琉球人による土地の恒久的権利の取得を規制する立法」により民政府の一機関で法人組織された琉球電力公社がこの立法でいう非琉球人か否かについて政府関係職員の意見も聴取したがなお疑義があり公社の土地取得については十分検討すべきであると思考されますのでこの議案については撤回したいと思います。

なお今後このようなことがないよう十分注意いたします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの説明に対し承認することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　異議なしと認め議案の撤回についてはこれを承認することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第３　議案第８３号　工事請負契約を結ぶことについて、議案第８４号、工事請負契約を結ぶことについて、議案第８８号工事請負契約を結ぶことについて、議案第８６号工事請負契約を結ぶことについて、議案第８７号工事請負契約を結ぶことについて以上５件については関連しておりますのでこれを一括上程し当局の説明を求めます。






○建設部長（花城　直政君）

　ただいま上程になりました議案第８３号から８７号までの議案につきましては関連しますので一括して説明いたします。

那覇市における下水道の必要性は緊急を要しその改善策として、民政府が立案した中部沖縄下水道計画に基づき第二期工事として、西本、久米町、松下町、久茂地町、西新町および重民町一帯の下水道管敷設工事を施行するため、６６年４月１９日民政府へ補助金の交付申請をしましたところ６６年５月２１日に補助金交付の指令を受理したのであります。この補助事業は建設局長が別に指定する業者によつて指名競争入札に付すよう条件が付されていますので、去る６月１６日に建設局長が指定した１４社をもつて指名競争に付したのであります。その結果お手元に配布してあります議案のとおり落札者が決定しましたので去る２０日に仮契約を締結したのであります。

今回の施行計画は第一期工事の辻および若狭町地内に引続き西本町に４，１０３メートルと久米町に５，５７５メートル、松下町に６，０１０メートル、久茂地および西新町に３，２９９．２０メートルと重民町に６，５３９メートル合計２５，５２６．２０メートルを第二期工事として施行することになつております。

なにとぞよろしく御審議くださいますようお願いいたします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。

（「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め議案第８３号工事請負契約を結ぶことについて、議案第８４号工事請負契約を結ぶことについて、議案第８５号工事請負契約を結ぶことについて、議案第８６号工事請負契約を結ぶことについて、議案第８７号工事請負契約を結ぶことについて以上５件についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第８　議案第８８号予算外義務負担についてを議題として当局の説明を求めます。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第８８号　予算外義務負担について御説明申し上げます。

　本案は下水道管敷設工事請負契約関係議案と関連して提案したものでございます。那覇市の下水道事業につきましては、第一期工事として辻および若狭町の下水道管敷設工事を１９６５年度に着工したのでありますが、１９６６年度におきましては、第二期工事として西新町工事区ほか４工事区の下水道管敷設工事を事業費総額７９０，０００ドルでこのうち７００，０００ドルは政府補助を得て実施する計画であります。

この第二期工事につきましては政府の補助指令に指令書受理の日から３０日以内に事業着手しなければならないとの条件が付されておりまして、１９６６会計年度内に債務負担行為を起こすため、今回追加議案として提案されております下水道管敷設工事請負契約関係議案のように仮契約を締結したのでありますが、これに伴つての予算処置として本案を提出した次第であります。

よろしく御審議の程をお願い申し上げます。

○議長（高良　一君）

　ただいまの当局説明に対して質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め議案第８８号予算外義務負担についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第９　議案第８９号１９６６年度予算の繰越しについてを議題として当局の説明を求めます。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第８９号　１９６６年度予算の繰越しについて御説明申し上げます。

まづ予算繰越しとなりました事業は、

第２款　役所費で

車両修理工場新築工事　　　　　　　　　４，９８０ドル

庁舎６、７階増設工事　　　　　　　　　５，６０２ドル

庁舎屋根防水工事　　　　　　　　　　　５，０５９ドル

那覇市史資料編印刷　　　　　　　　　　１，８００ドル

第４款　土木費

傷病軍人会館前道路工事　　　　　　　　２，７５０ドル

新世紀前道路工事　　　　　　　　　　　４，５５８ドル

奥武山競技場前排水工事　　　　　　　　　　８２０ドル

平良橋災害復旧工事　　　　　　　　　　８，２８０ドル

城北小校入口橋災害復旧工事　　　　　　２，１７０ドル

久茂地人道橋工事　　　　　　　　　　１６，９９０ドル

泉崎橋下流護岸工事　　　　　　　　　　９，０００ドル

第６款　社会及び労働施設費では

樋川および安謝保育所へい工事　　　　　１，５７０ドル

安謝住宅補修工事　　　　　　　　　　　　　９３１ドル

久場川住宅内石積復旧工事　　　　　　　３，２４０ドル

第８款　産業経済費

真嘉比川原埋立地分割測量　　　　　　　　　４５０ドル

末吉増田原農道工事　　　　　　　　　　２，４３２ドル

真地～１日橋間農道工事　　　　　　　　２，００４ドル

識名東原農道工事　　　　　　　　　　　１，１６２ドル

末吉農道土留石積工事　　　　　　　　　　　７７７ドル

田原市場ガラス戸取付工事　　　　　　　１，３２８ドル

以上で予算繰越額　合計が７６，００３ドルとなつておりますが、これの事業費総額は１１３，５５３ドルでこのうち６６，９％の予算繰越しであります。

これらの事業は現在執行中でありますが、先だつての集中豪雨のため工事の進行が遅れたことによりましてまた那覇市史資料編の印刷につきましては、さく引の編集方法を変更し原稿の一部を添削したため年度内の執行が見込めなくなつたので市町村自治法第１６８条の２の規定にもとづき、翌年度に予算を繰り越して事業を執行するため本案を提出いたしました。

よろしく御審議のほどを御願い申し上げます。




○議長（高良　一君）

　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。

（「委員会付託」「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め議案第８９号１９６６年度予算の繰り越しについてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１０、議案第９０号１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについてを議題として当局の説明を求めます。






○建設部長（花城　直政君）

　議案第９０号１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて御説明申し上げます。

まず区画整理費の繰越しについて説明致します。この工事は高橋工事区内の一部排水渠改修工事でありますが連日の豪雨のため工事ケ所の浸水又は土砂崩れ等のため工事ができず年度内に完了の見込みがないので１，４０５ドルの予算繰越しをしたわけでございます。

又調査測量費に２，０９０ドルを繰越しすることになつていますがこれは次期区画整理地区の真嘉比、古島並びに山下地区の調査費となつております。

真嘉比、古島地区の対照図作成については琉球政府臨時土地調査庁において作成した実測図の求積委託の際日本本土において図面を借用し対照図を作成する計画でありましたが調査庁において発注が遅れたため年度内に完了する見込みがないので予算繰越しをしたわけであります。

山下地区の調査測量については２月末日までに区画街路を決定しその後測量を実施する計画でありましたがこの決定が遅れたため年度内に実施不可能となり予算繰越しをしたわけでございます。

よろしく御審議下さるようお願い致します。




○議長（高良　一君）

　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め議案第９０号１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１１　議案第９１号１９６６年度水道事業特別会計予算の繰越しについてを議題として当局の説明を求めます。






○水道部長（玉城　定仁君）

　議案第９１号　１９６６年度水道事業特別会計予算の繰越しについて、御説明申し上げます。

１９６６年度予算の繰越しにつきましては、浄水用薬品、液体塩素の購入分８５８ドル後原川および青小堀水源導水管保護復旧工事費３，０５７ドル那覇港船舶給水配水管布設工事費１，２００ドルおよび上間配水そうから市内真和志支所前並びに那覇病院前間配水管布設工事費２４，８４５ドル、計２９，９６０ドルの予算繰越しとなる見込みであります。

第１款水道事業費の原水及び浄水費関係における浄水用薬品液体塩素につきましては、空ボンベを内地に送りこれに充てんして納品させるのでありますが船舶等の都合により７月中旬頃になる見込みであります。

後原川および青小堀水源導水管保護復旧工事につきましては、４月下旬から雨期となり予想以上の降雨量をもたらし導水管保護の護岸工事が予定より遅れているのであります。

次に第２款建設改良費の水道改良費における那覇港船舶給水配水管布設工事および水道拡張費の上間系統配水管布設工事につきましては、各々配水管の敷設工事は完了しましたが、先にも述べましたとおり長期間にわたる雨期でアスフアルト道路復旧工事等が年度内に完了する見込みがないので次年度に繰越し工事を執行するため予算繰越の議案を提出したのであります。

　簡単ではありますが、よろしく御審議くださるようお願い申し上げます。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。（「質疑なし、委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認めこれをもつて終結いたします。本案はその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１２　第９２号議案１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算を議題として当局の説明を求めます。






○企画部長（新里　博一君）

　議案第９２号　１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算について御説明申し上げます。

本追加予算は、１９６６年度の事業として予算を計上したもののうち、諸種の事情により事業を執行することができず、　未執行に終る事業をそのまま未執行とすることなく、１９６７年度において事業を執行するための追加予算でありまして、事業別に説明申し上げますと、まづ、役所費では、庁舎庭園内にある噴水池のフエンス工事費として６５０ドルを追加してあります。

　土木費関係では道路工事２件とそれに伴う物件補償費等合せて２２，２８６ドル、安里川改修工事による潰地買収費として４１，５３４ドル、指帰橋際護岸の災害復旧工事８，７９６ドル都市計画事業として不良住宅街道路新設工事、政府補助事業である開南～平和橋間の物件補償費等で４３，３３０ドルと、土木費は１１５，９４６ドルの追加となつております。

港湾費は、北岸シートパイル補修工事、南北岸のビヤーライト改修工事で、４，５３０ドル追加してあります。

産業経済費では政府補助事業として農業基本施設である石嶺排水路改修工事７，９４１ドルを追加してあり、追加総額といたしましては１２９，０６７ドルとなつております。

これの財源といたしましては、開南～平和橋間の物件補償に対する補助金、２，０００ドル、石嶺排水路改修工事に対する補助金６，２４０ドルと、繰越金を１２０，８２７ドル充当してあります。

以上で説明を終ります。よろしく御審議下さるようお願い申し上げます。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。　（「委員会付託」という者あり）






○議長（高良　一君）

　これをもつて質疑を終結いたします。

本案については総務委員会に付託し、第４款を建設委員会に第８款を経済民生委員会にそれぞれその審査をお願いします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１３　第９３号議案収入役の選任同意についてを議題としてその提案理由の御説明を求めます。






○総務部長（城田清才君）

　議案第９３号収入役の選任同意を求むることについてその提案理由を御説明申し上げます。

自治法第１０５条の規定によりまして収入役の任期は４年となつておるのでありますが、現収入役は１９６２年７月１６日に選任し、来たる７月１５日で任期満了となりますので任期満了に伴ない現収入役が最適任と思いますので引き続き選任いたしたく市町村自治法第１０５条の規定によつて議会の同意を得るためこの案を提出いたした次第でございます。

よろしく御審議の上御協力下さいますようお願いいたします。

（「満場一致」という者あり）






○議長（高良　一君）

　満場一致御異議ないようですから本案については原案どおり同意することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　収入役のあいさつがあります。




○収入役（渡口　政行君）

　ごあいさつ申し上げます。私本議会におきましてみなさまの収入役選任御同意をいただきましてまことにありがとうございました。

今後とも誠心誠意職務に専任したいと思います。なおこの任期中はみなさま方の御指導によりまして無事に任期をはたすことができましたことをありがたくお礼申し上げます。

（拍手あり）




○議長（高良　一君）

　これをもつて休憩いたしまして議会運営委員会のお集まりをお願いします。２０分間休憩いたしまして１１時に再開いたします。

（午前１０時４１分　休憩）

（午後１２時４９分　再開）

○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。

ただいま安見福寿議員ほか２６名から決議案第６号選挙訴訟裁判及びサンマ課税裁判の民政府裁判所への移送命令に抗議しその撤回を要求する決議案が提出されております。この際これを日程追加しただちに議題といたしたいと思いますが、御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　御異議なしと認め日程追加第１として上程し提案者の説明を求めます。






○平良　真次郎君

　提案理由を説明する前にちよつとミスプリントがございますので訂正して下さい。２枚目の下から３行目琉球立法院と書いてありますが、これは琉球政府立法院にして政府の２字を挿入していただきます。

決議案の第６号選挙訴訟裁判及びサンマ課税裁判の民政府裁判所への移送命令に抗議しその撤回を要求する決議について提案理由を申し上げたいと思つております。

わが沖縄は平和条約第３条によりまして、日本本土より切り離され、司法、立法行政の３権が米国の管理下におかれてから２１年、沖縄の県民の悲願であります祖国復帰実現の拡大を要請し続けてきたわけであります。

琉球政府立法院におきましてもまた当那覇市議会におきましても再三にわたりこれを強く訴え続けてきたのであります。

かかる実現の拡大を叫ぶさなかにおきまして、第２９区の選挙当選無効並びにサンマ課税裁判の民政府裁判所への移送命令が高等弁務官より６月７日発せられたわけでありまして、これは県民の等しい不快をかつておることでございます。那覇市議会におきましても議会運営委員会を開きまして、みなさまのお手元におくばりしてあります決議文によつて本日の本会議においてこれを全会一致可決していただきたいと、こういうように考えております。内容につきましては文案にございますので一応本文を朗読させていただきます。




選挙訴訟裁判及びサンマ課税裁判の民政府裁判所への移送命令に抗議しその撤回を要求する決議




　琉球上訴裁判所は６月１６日同裁判所において審理中の第２９選挙区当選無効事件及びサンマ課税事件を民政府裁判所に移送したと発表し、その理由は高等弁務官の移送命令によるものであるとしている。

高等弁務官が移送の理由として挙げている大統領行政命令にうたわれた「合衆国の安全財産又は利害に影響を及ぼすと認める特に重大な事件」にこの２つの事件が該当するものではない。

大統領行政命令は「高等弁務官がこの命令を実施するに当つては民主主義国家の人民が享受している基本的自由を保障しなければならない」とうたつており、高等弁務官は沖縄県民の人権を尊重して施政に当る義務を負わされている。

然るにこのたびの移送命令は明らかにそれに反するばかりでなく、国連憲章や世界人権宣言の崇高な精神にも違背するものであり、アメリカの軍事優先政策、軍事的植民地支配の実態を暴露したものである。

琉球政府立法院はもとより那覇市議会はこれまで機会ある毎に沖縄の政治前進の基本をなす自治権の拡大を要請し訴え続けてきた。

このような沖縄県民の強い要求を無視し、民裁判権を取りあげ司法自治を侵害する高等弁務官の暴挙は断じて許せるものではない。よつて那覇市議会は市民の総意を代表し高等弁務官が人権を無視した非民主的な移送命令を発したことに対し、強く抗議するとともに速やかに撤回するよう、強く要求する。

１９６６年６月２１日

那覇市議会

提案者は全議員にお願いするようにしてございます。なお発送先につきましては高等弁務官、並びに行政主席、立法院議長にそれぞれその写を送ることにいたしております。

よろしく御審議のほど全会一致でもつて可決していただきますようお願い申し上げまして提案の説明を終わります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの説明に対し質疑討論省略して採決に入ります。

本案につきましては原案どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認め本決議案は可決されました。　（拍手）

以上もちまして本日の会議日程は全部終了いたしました。本日はこれで散会します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



（午後１時０分　散会）




上会議録を調整し署名する。




１９６６年６月２１日




議長　　　　　高良一　　㊞




署名議員　　　金城吾郎　㊞




署名議員　　　又吉久正　㊞
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１９６６年第８３回那覇市議会（定例会）議事日程第６号

１９６６年６月２７日（月）午前１０時開議




第１　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　議案第３６号　那覇市事務分掌条例制定について

（総務委員長審査報告）




第３　　　議案第３７号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第４　　　議案第３８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第５　　　議案第３９号　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第６　　　議案第４１号　那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について

（　〃　　　　　〃　）

第７　　　議案第４２号　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第８　　　議案第４３号　那覇市役所支所設置条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第９　　　議案第４４号　那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について

（経済民生委員長審査報告）




第１０　　議案第４５号　那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第１１　　議案第４６号　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第１２　　議案第４７号　那覇市道路占用料徴収条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１３　　議案第４８号　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第１４　　議案第６１号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定について

（経済民生委員長審査報告）




第１５　　議案第６２号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第１６　　議案第７８号　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第１７　　議案第７９号　那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第１８　　議案第８０号　那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第１９　　議案第８１号　那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第２０　　議案第４９号　議決内容の一部変更について

（総務委員長審査報告）




第２１　　議案第５０号　議決内容の一部変更について

（　〃　　　　　〃　）




第２２　　議案第５１号　専決処分の承認を求めることについて

（　〃　　　　　〃　）




第２３　　議案第５２号　不当利得返還請求事件の和解について

（建設委員長審査報告）




第２４　　議案第５３号　市有地を随意契約で売却処分することについて

（総務委員長審査報告）




第２５　　議案第５４号　市有地を随意契約で売却処分することについて

（　〃　　　　　〃　）




第２６　　議案第５５号　市有地を随意契約で売却処分することについて

（　〃　　　　　〃　）




第２７　　議案第５６号　市有地（泊、安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて

（　〃　　　　　〃　）




第２８　　議案第５７号　市有財産の処分について

（　〃　　　　　〃　）




第２９　　議案第５８号　１９６７年度一時借入金について

（建設委員長審査報告）




第３０　　議案第６０号　公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて

（　〃　　　　　〃　）




第３１　　議案第６４号　第３次泊、安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第３２　　議案第６５号　第１種公営住宅建設債を起こすことについて

（　〃　　　　　〃　）




第３３　　議案第６６号　第２種公営住宅建設債を起こすことについて

（　〃　　　　　〃　）




第３４　　議案第６７号　ごみ処理場用地購入債を起こすことについて

（　〃　　　　　〃　）




第３５　　議案第６９号　一時借入金について

（　〃　　　　　〃　）




第３６　　議案第７４号　那覇市下水道事業特別会計を設置することについて

（建設委員長審査報告）




第３７　　議案第７５号　第２次下水道事業債を起こすことについて

（　〃　　　　　〃　）




第３８　　議案第７６号　１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

（　〃　　　　　〃　）




第３９　　議案第７７号　那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について

（　〃　　　　　〃　）




第４０　　議案第８３号　工事請負契約を結ぶことについて

（建設委員長審査報告）




第４１　　議案第８４号　工事請負契約を結ぶことについて

（　〃　　　　　〃　）




第４２　　議案第８５号　工事請負契約を結ぶことについて

（　〃　　　　　〃　）




第４３　　議案第８６号　工事請負契約を結ぶことについて

（　〃　　　　　〃　）




第４４　　議案第８７号　工事請負契約を結ぶことについて

（　〃　　　　　〃　）




第４５　　議案第８８号　予算外義務負担について

（総務委員長審査報告）




第４６　　議案第８９号　１９６６年度予算の繰越しについて

（　〃　　　　　〃　）




第４７　　議案第９０号　１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて

（建設委員長審査報告）




第４８　　議案第９１号　１９６６年度水道事業特別会計予算の繰越しについて

（　〃　　　　　〃　）




第４９　　議案第６８号　牧志公設市場用地購入債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第５０　　議案第６３号　１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算

（建設委員長審査報告）




第５１　　議案第７１号　１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

（　〃　　　　　〃　）




第５２　　議案第７２号　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

（　〃　　　　　〃　）




第５３　　議案第７３号　１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

（　〃　　　　　〃　）




第５４　　議案第７０号　１９６７年度那覇市歳入歳出予算

（総務委員長審査報告）




第５５　　議案第９２号　１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算

（　〃　　　　　〃　）




第５６　　議案第４０号　１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算

（経済民生委員長審査報告　）




第５７　　議案第８２号　那覇市議会会議規則の一部を改正する規則制定について

（総務委員長審査報告）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○会議に付した事件




第１　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　議案第３６号　那覇市事務分掌条例制定について

（総務委員長審査報告）




第３　　　議案第３７号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第４　　　議案第３８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第５　　　議案第３９号　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第６　　　議案第４１号　那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第７　　　議案第４２号　那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第８　　　議案第４３号　那覇市役所支所設置条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第９　　　議案第４４号　那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について

（経済民生委員長審査報告）




第１０　　議案第４５号　那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第１１　　議案第４６号　那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第１２　　議案第４７号　那覇市道路占用料徴収条例制定について

（建設委員長審査報告）




第１３　　議案第４８号　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について

（　〃　　　　　〃　）




第１４　　議案第６１号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定について

（経済民生委員長審査報告）




第１５　　議案第６２号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第１６　　議案第７８号　那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について

（経済民生委員長審査報告）




第１７　　議案第７９号　那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第１８　　議案第８０号　那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第１９　　議案第８１号　那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について

（　〃　　　　　　　〃　）




第２０　　議案第４９号　議決内容の一部変更について

（総務委員長審査報告）




第２１　　議案第５０号　議決内容の一部変更について

（　〃　　　　　〃　）




第２２　　議案第５１号　専決処分の承認を求めることについて

（　〃　　　　　〃　）




第２３　　議案第５２号　不当利得返還請求事件の和解について

（建設委員長審査報告）




第２４　　議案第５３号　市有地を随意契約で売却処分することについて

（総務委員長審査報告）




第２５　　議案第５４号　市有地を随意契約で売却処分することについて

（　〃　　　　　〃　）




第２６　　議案第５５号　市有地を随意契約で売却処分することについて

（　〃　　　　　〃　）




第２７　　議案第５６号　市有地（泊、安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて

（　〃　　　　　〃　）




第２８　　議案第５７号　市有財産の処分について

（　〃　　　　　〃　）




第２９　　議案第５８号　１９６７年度一時借入金について

（建設委員長審査報告）




第３０　　議案第６０号　公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて

（　〃　　　　　〃　）




第３１　　議案第６４号　第３次泊、安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第３２　　議案第６５号　第１種公営住宅建設債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第３３　　議案第６６号　第２種公営住宅建設債を起こすことについて

（　〃　　　　　〃　）




第３４　　議案第６７号　ごみ処理場用地購入債を起こすことについて

（　〃　　　　　〃　）




第３５　　議案第６９号　一時借入金について

（　〃　　　　　〃　）




第３６　　議案第７４号　那覇市下水道事業特別会計を設置することについて

（建設委員長審査報告）




第３７　　議案第７５号　第２次下水道事業債を起こすことについて

（　〃　　　　　〃　）




第３８　　議案第７６号　１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

（　〃　　　　　〃　）




第３９　　議案第７７号　那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について

（　〃　　　　　〃　）




第４０　　議案第８３号　工事請負契約を結ぶことについて

（　〃　　　　　〃　）




第４１　　議案第８４号　工事請負契約を結ぶことについて

（　〃　　　　　〃　）




第４２　　議案第８５号　工事請負契約を結ぶことについて

（　〃　　　　　〃　）




第４３　　議案第８６号　工事請負契約を結ぶことについて

（　〃　　　　　〃　）




第４４　　議案第８７号　工事請負契約を結ぶことについて

（　〃　　　　　〃　）




第４５　　議案第８８号　予算外義務負担について

（総務委員長審査報告）




第４６　　議案第８９号　１９６６年度予算の繰越しについて

（　〃　　　　　〃　）




第４７　　議案第９０号　１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについて

（建設委員長審査報告）




第４８　　議案第９１号　１９６６年度水道事業特別会計予算の繰越しについて

（　〃　　　　　〃　）




第４９　　議案第６８号　牧志公設市場用地購入債を起こすことについて

（総務委員長審査報告）




第５０　　議案第６３号　１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算

（建設委員長審査報告）




第５１　　議案第７１号　１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算

（　〃　　　　　〃　）




第５２　　議案第７２号　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

（　〃　　　　　〃　）




第５３　　議案第７３号　１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

（　〃　　　　　〃　）




第５４　　議案第７０号　１９６７年度那覇市歳入歳出予算

（総務委員長審査報告）




第５５　　議案第９２号　１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算

（　〃　　　　　〃　）




第５６　　議案第４０号　１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算

（経済民生委員長審査報告）




第５７　　議案第８２号　那覇市議会会議規則の一部を改正する規則制定について

（総務委員長審査報告）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～











○議長（高良　一君）

　これより本日の会議を開きます。

　本日の日程はお手許に配付してある議事日程第６号のとおりであります。諸般の報告をいたします。６月２５日付で総務委員長、経済民生委員長建設委員長から会議規則第７１条の規定による「閉会中の継続審査申出書」及び第７３条の規定による「委員会審査報告書」が提出されておりましたのでそれぞれの写しをお手許に配付してあります。

６月２７日付で議員安見福寿ほか６名から議案第６１号「那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定について」に対する修正案が提出されておりますのでお手許に配付してあります。

６月２２日安岡中学校ＰＴＡ会長前田朝助ほか５名からの「水害防止対策銘苅橋改築についての陳情」は会議規則第８７条の規定により同日付で建設委員会に審査を付託しました。

　これより議事に入ります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。

本日の会議録署名議員は会議規則第１１６条の規定により議長において、安見福寿君、椿秀義君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２、議案第３６号那覇市事務分掌条例制定について総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第３６号　那覇市事務分掌条例制定について審査の結果を報告いたします。本案は人口都市集中化による人口の増大と、日米琉政府の援助の増大に伴ない行政事務が拡大されるのでこれを円滑に執行し市民のサービスを期する観点から行政組織を改めるため提案されております。

本条例の制定によつて那覇市部課設置条例が廃止されますが、現行の５部制が７部制に改められ７課１４係が現行よりふえるということであります。

　また現行の出納室を本案から除外したことにつきましては収入役の職務権限は市町村自治法第１０７条によつて、出納その他会計事務の執行については独立の権限を有するので、日本本土の例にならい本条例から除外し、別に規制を設けるのが好ましいという見解のもとになしたとのことです。

　次に総務部の中の(4)「行政管理及び行政監察に関すること」と監査委員の職務との関連につきましては、監査委員の職務が執行結果の是非を監査するのに対し、総務部における行政監察は執行上の指導監察を行うということであります。

　以上のとおり当局の説明を聴取し討論に入つたのであります。

まず反対討論については、当局は事務能率を上げるため、組織の細分化をするということだがそれが必ずしも能率を上げるとは限らない。

　また当局は行政実例をもつて、部の設置のみで足りるんだと説明されているが、市町村自治法第９５条によつて部課を設置するときは課の設置も部の設置同様、議会の議決を要すべきだと思う。というのは当局の裁量のみによつて課の設置ができるとしたら粗製濫造になりかねない。したがつて本条例を制定しても事務能率が上がるとは限らないので反対する。

次に賛成討論は、反対討論で述べております部課設置の議決うんぬんにつきましては、行政実例によつて明確にされておりますように部設置のみを議決すれば足りるようになつております。また本案の制定趣旨は日米琉政府の援助と、人口の増加にともない、市の行政事務も拡大されたので行政組織を強化し市民へのサービスをよりよくするためのものであり、本案に賛成するとのことであります。

採決の結果、賛成多数で本案については原案どおり可決すべきものと決定いたしました。各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○儀間　真祥君

　この条例によつて従来まであつた部課設置条例が廃止になり新しくこれは設置されるわけでございますが、これが承認された場合には市長の独断でもつて課がいくらでもできますが、これについて審議なされたかどうか。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お答えいたします。委員長報告にも反対討論でしかじかということを詳しく説明しております。

本委員会におきましても市町村自治法によりまして部課を設置するということは部だけじやなくて課も議会の議決を経るべきだというのが反対の趣旨と報告しております。そういう観点から本委員会においても課も設置すべきだという主張が多くありましてその問題は十分取り上げられて検討されております。しかしながらあくまでも判例によりまして課うんぬんということは明記しなくても課は市長の権限で規則で制定されるかもしれませんけれども職員の増ということは職員定数条例にあるということから休憩中の話し合いでもなされ賛成多数でこれを了として可決されたわけであります。




○儀間　真祥君

　この条例がとおることによつて今の説明からすると議会みずからが自分の権限を縮少して市長権限に移すということが考えられますがそういう点についての質疑はなされたかどうか御説明願います。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　繰り返すようでありますがこの問題は相当質疑がかわされております。しかしながらその趣旨を了として賛成多数で可決になつたということを再度繰りかえして御報告申し上げます。




○儀間　真祥君

もう１点でございますがこの条例を承認しますというと必然的に定数も多くなる。定数が多くなるに従つて課も増えてゆくという結果になりますが、現在の経常財源が人員とアンバランスであります。こういうふうになつた場合にこの財源でまかなえるかどうかその点について審査なされたかどうか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　今の御質問に対しましては定数条例としてあとで出てきますのでそのときに報告することにいたします。

本件につきましては具体的にそういう質疑はかわされておりません。

（「進行」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○仲本　安一君

　議案第３６号　那覇市事務分掌条例制定について反対討論をいたします。本案は那覇市の機構改革に伴う議案でありますけれども委員会におきましても本員は反対いたしました。機構を改革することの目的は提案理由の主なものからいたしますと那覇市の財政規模が増大しそれに伴ない事務執行上機構を改革するというようなことをいつておられます。確かに那覇市の財政は年々増大いたしております。しかしながら唯単に機構を変えたからといつてそれが能率的に執行されるという保証はどこにもないわけであります。

もちろんこの機構改革の中にこの条例改正に伴ういわゆる規則の中で行政監察課とかあるいはまた土木関係の課が設置されるのでございますがこういつた面についてはなるほどというふうに納得できますが全般的に何かしら単なる形式的な部課の配置整備というような感がしてならないのであります。このようなことでは実質的な能率の向上ということは決してあり得ないしまた保証もできないとこう思います。

第２点は先ほど６番議員の質問にもございましたように従来、部課設置条例には御承知のとおり部も課もちやんと条例でもつて規定されてございます。

ところが今回のこの条例の改正には部だけにとどめ課は規則において制定する。すなわち市長において任意に課を増やしたり減らしたりいわゆる設置することが自由にされております。こうなりますと自治法の中にも規定されておりますように部課というふうに明記されておる以上部及び課も条例制定事項にすべきではないかと考えるわけであります。部のみをこの条例で規定し議会が同意し課以下は規則によつて市長が自由に作れるということになるとこれは課の粗製濫造にしかならないと思うのであります。こうなると確かに市長としては自分勝手にやれるかもしれないけれどもやはりわれわれとしてはあくまでも市民の代表として課までも従来どおり議会の審議事項としたほうが議会の権限上、市民代表としての立場上のぞましいし今さき申し上げました課の粗製濫造を防止するということもできるわけであります。しかしこの案が部だけにとどまつているということはまことに残念であります。そこで本員が申し上げたいのはこの那覇市事務分掌条例はあくまでも当局が自由自在な機構改革に陥りやすい、粗製濫造に陥りやすいという懸念もございますのでむしろ課まで条例規定事項にすべきではないかとこう考えます。そこで本案には賛成できかねるわけでございます。従つて本員は議案第３６号には反対いたします。






○喜舎場　盛一君

　議案第３６号について賛成討論をいたします。第８３回那覇市議会において西銘市長は、再度市長に選任された重責と１５項目にまたがる重点施策を発表しておりますが特にこれらの諸問題解決にあたつては誠意と勇気をもつて２７万市民の付託にこたえるということも新たにされました。特に近年那覇市の発展はいちじるしく年次的な予算をみましても明らかでございまして８００万台から１０００万余台にふくれあがつております。そこで考えられますことはこのぼう大な事業計画と予算をスムーズに施行してゆくにはそれなりの近代的なかつ合理的な内部体制の改革がおのずから必要とされるわけでございます。

民主的な基本理念でありますところの市民サービスに一段の努力を払らい効率的な市政運営は市長の施政方針の一環でもあり本員は原案以上の抜本的な機構改革がなされるものと期待しておりましたがしかしながら委員会審議の中で現時点においては原案どおりでこと足りるがいちじるしい事業量あるいは手数の増加が生じた場合にこの時点において調整してゆくということであります。さらには反対討論の中で部課設置も明確にすべきだとのこともございますが自治法の実例判例によつて何ら異議をはさむものではないということもはつきりしておるわけであります。よつて本員は議案第３６号に賛成するものでございます。皆さんの御賛同をお願いいたします。

（「進行」というものあり）




○議長（高良　一君）

　討論を終結し採決に入ります。

　議案第３６号　那覇市事務分掌条例制定について委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　多数であります。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第３、議案第３７号那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第３７号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について、審査の結果を報告いたします。

本案は機構改革なびに事務量の増加に伴い職員の定数を増員する必要があるとして提案されております。この改正点は第２条職員の定数でありますが、

(1)　一般事務部局の職員が現行の、○吏員６１５人を３４人増員し６４９人に改め　○その他の職員３５１人を４１人増員し３９２人に改め、計現行の９６６人を７５人増員して１，０４１人に改める。

(2)　水道事業職員は現行と同じで２３２人

(3)　消防職員は現行の、○吏員１０４人を５人増員して１０９人に改め

　○その他の職員は現行と変らず計１１１人に改める。したがつてこの改正は現行の１，３０４人を８０人増員して１，３８４人に改めることになつております。増員される８０人の内容は、○機構改革によるもの２６人、○新規事業によるもの１４人、○事務量の増加によるもの４０人と云うことであります。以上のとおり当局から説明を聴取し討論に入つたのであります。先ず反対討論について申し上げますと、この改正によつて８０人が増員されますがその中、事務量の増加に伴うもの４０人新規事業に伴うもの１４人が含まれておりまして、この件につきましては納得できますが、機構改革によつて２６人が増員されますので機構改革の議案第３６号に反対している趣旨から本案について反対する。

また賛成討論といたしましては、機構改革をするからにはそれに伴う人員の配置はなされるべきのが当然で定数条例の改正もすべきであり賛成すると云うことであります。採決の結果賛成多数で本案は原案どうり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　ただいまの委員長報告の中に出ております機構改革に伴う人員２６名、本員は先ほど可決されました議案３６号事務分掌条例が上程された際に質問いたしましたが従来も部課設置条例の中に定められている各部の事務分掌の中で増えてるのは行政管理および行政監察に関すること、さらに工事の検収これは建設部の庶務課においてなされておつたこれが財政部に移されておる。２６名というたくさんの人が改革によつてどうして増えなければならないのか。事務量の自然増による増員が４０人おる。しかも新規事業の増員も１４名組まれておるとすれば単に改革だけで２６名という増員があるべきでないと考えます。自然増ということであれば話はわかるけれども単なる改革によつてどうして２６名増えなければならないのか。行政監察に関することだけあるいは工事検収の人員が増えたにしても２６名は増えないはずであります。このことについて総務委員会ではどのような審査がなされたのか。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　委員長報告でも申し上げましたが機構改革によるもの２６名、新規事業によるもの１４名、事務分量の増によるもの４０人は再度の答弁でありましてそれに到達するまでには単にそれだけをもつてくるだけではなく今の課からほかの課に移動する職員これもかみ合わせておるのであります。

数字を出すために相当時間をとつております。それで機構改革による２６人の増について質問をなさつておりますが機構改革によつて新しく増になるものは秘書課、行政監察課、用度管財課、さらに検収課、資産税課、ごみ処理場、道路管理課、浄水場というふうに相当機構が改革されまして行政事務をスムーズに内部規制してゆきたいという建前からこれだけの改革をされております。こういうことも本委員会においては十分審査されておるというふうに委員長として報告しております。




○金城　吾郎君

　課が７課増えることはわかりますが、ところがこれまでの部課設置条例による事務分掌と今度新たに制定される事務分掌条例の中に規定される事務分掌については大差ないということであります。私がいうのは同じ仕事を課を多くすることによつてスムーズにゆくのか、機構改革というのはそういうものではないと思うのであります。事務分量が増えるならば増えたものに応ずる自然増４０名が含まれておる、しいて課を増やして人間を増やさなければ仕事ができないのか、こういうことについて審議されなかつたのか。私は事務分掌条例の中に出てくる事務分掌をみてこれは課を七つ増やす必要がないという観点に立つておりますが、これについて審議はしなかつたのか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　ただいまの御質問については本委員会においては質疑はかわされておりませんが少なくとも委員会の質疑の内容においてはそういうことが中心になつて審査をされておると思います。あらゆる角度からこれだけの事業量に対してこれだけの増員がされることは同じような職員で同じような事務分量で同じような機構でこれだけしか変らないのだということで今の各部の機構改革によるもの何名、それから事務量の増加によるもの何名、新規事業によるもの何名というふうに各委員の方が質疑をかわされたその論点は吾郎議員が質問された内容をつきとめるための質疑と本員は考えます。それで委員長としてこれを報告申し上げて各位の御賛同を得たいと思つて御報告をしたわけでございます。




○金城　吾郎君

　私の質問の趣旨はそれがおりこまれて審議をされて結論がこう出されたということですか。




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○黒潮　隆君

　議案第３７号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について反対討論を申し上げます。先ほど可決されました議案３６号に伴ない定員を８０名も増やしてゆきたいという内容の議案でありますがこれに対する私たちの反対理由はこのように大巾に職員を増やさなくても仕事がやつてゆけるんだというのが基本的な考えであります。もちろんそのうちで新しく事業を行う、たとえば保育所を設置するために保母をやとはなければならないとか、あるいはコンポスト工場を設置するためにそれだけ職員を増やさなければならないとか、またごみ処理車を２台購入することによつて６名の職員を増やさなければならないというような新規事業に伴い人員を増やすということに対しては納得できますがそれ以外については納得できないのであります。

たとえば那覇市位の本土の都市の場合は３倍、あるいは５倍の予算をもつ、それだけ事業も多いわけです。ところが五つの大体那覇市位の都市の定数を見ますと那覇市より多いところは下関、函館市、大分市、佐世保市も那覇市よりは職員の定員が少ないということです。もちろんこの比較は単純比較したのではなしに、たとえば市立病院とか、那覇市にないような事業に従事している職員は除いております。

このような比較をしてございますが、大分市でも現在１，１４５名の職員でやつております。また佐世保市でも１，０６０名の職員でちやんと仕事をやつているということです。那覇市は今でも１，３００名を越しております。

定員をふやさなくても仕事ができるということは市民も議員も御承知かと思いますが、あの市長選挙の時点でほとんどの部課ががら空きになつていたということ、これを見てもですね、それだけゆとりがあるということをはつきり証明していると本員は考えます。このような中でいたずらに職員をふやしていくということはむしろ経常経費に大きく食い込んでいくと考えるし、今の那覇市の貧困財政を考えた場合にこのような大幅な職員をふやしていくということには真向こうから反対いたします。

　むしろ選挙のときに市役所に入れてやるんだというようなことが私は実現されつつあるのではないかということまで考えたくなります。

そういつた観点から議案第３７号については真向こうから反対いたします。






○喜舎場　盛一君

　議案第３７号に賛成の討論を申し上げます。この議案は先ほど可決になりました３６号にちなみましてぜひとも機構改革をいたしました場合にそれ相当の職員を割り当てしなければいけないことでございましてただいま反対討論の中で財政規模における本土類似市の実例をあげておりましたけれども、私は本土の類似市の人口に対する比例からいたしまして本土においては１９３名の人口に対しまして一人の職員というような比率になつておりますが、わが那覇市の場合はこれ以下になつておるわけでございます。

けつして機構改革によりまして８０名の増員というのは無駄ではなく適正な配置のためになさなければならない最低限であるということを切に申し上げまして第３７号議案に賛成するものであります。




○議長（高良　一君）

　これをもつて討論を終結します。

議案第３７号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について採決に入ります。

本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第４　第３８号議案那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第３８号那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について、審査の結果を報告いたします。

本案の審査に当たり本案が那覇市職員の給与に関する条例の別表１、２を改正するのがその内容でありますので別表１につきましては本土の類似市の特別職の給料月額調べ、ならびに沖縄の主要民間会社代表者俸給調べも当局から提出させ審査し、また別表２については、那覇市職員労働組合から提出されております「那覇市職員の給与配分に関する陳情」とも併せて審査をなし、討論に入つたのであります。

反対討論といたしましては当局の配分方法は上に厚く下に薄くと云う配分であり、上は１０パーセントも上るのに下は１パーセントしか上らない、７月１日からは医療保険、退職年金、厚生会等の負担金も引かれるのでベースアツプのため春闘をしたものの赤字になるのが５４４人も出る。

さらに税金を差引いた場合１，０７１人が実質賃金の低下となる。これに対し、市長、３役は大幅増額をしている。また当局は市長給与を電々公社総裁と比較しているが職員を比較した場合、電々公社は平均１００ドル台に入つている。さらに地方の宮古、八重山、糸満の市町村においても職員の給与は８０ドル台に入つている。

那覇市のみがこのような配分をしていたのでは地方の市町村にも越される。

　また立法院においても、人事院の勧告より１号給上積の議決をしている。また市長給与５００ドルと云うのは当局提出の資料からしても本土の類似市より高いし、市の財政からしても５００ドルにすることは好ましくなく本案に反対する。

次に賛成討論といたしましては反対討論の中にこの案は上厚下薄の配分だと述べられておりますが、沖縄の民間企業と比較すると民間企業の平均給与が６７ドル３６セント、那覇市は毎月定まつて支給される給与が８２ドル６１セントとなつている。

今回の改正で那覇市の平均給与８８ドル１１セントとなる、民間企業との差は少なくとも１１ドル余の差がある。

また今度の７％調整を基準にして琉球政府と学歴別に初任給を比較いたしますと、

琉球政府　　　　　　那覇市

高卒　　＄　４７．１０　　　　＄　５０．００

大卒　　＄　６６．５０　　　　＄　６８．００

係長　　＄　９７．４０　　　　＄１０２．４０

課長　　＄１４２．２０　　　　＄１３５．６０

部長　　＄１８３．１０　　　　＄１６７．７０

で那覇市の方は決して上厚下薄とは云えない、また本土の類似市と同様に比較いたしますと、

　浦和市　　　　　　　　鹿児島市　　　　　　　　熊本市

中卒　　＄　３３．６１　　　　＄　３９．４４　　　　＄　３８．０５

高卒　　＄　４６．４４　　　　＄　４２．９４　　　　＄　４０．８３

大卒　　＄　５７．３６　　　　＄　５３．５５　　　　＄　５１．３８

このように那覇市の方がはるかに高いのであります。

したがつて那覇市の方も琉球政府ならびに本土の給与体形にもつて行くべきだと考え本案に賛成する。と云うことであります。

採決の結果、本案は賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。






○儀間　真祥君

　お尋ねいたします。

去つた本会議において本土と那覇市と同じような規模で主席と同等な額、本土でいえば知事と同等な額をとつている市長が何名おるかということを尋ねた場合、相当数おるということを答えております。実際には何名おるか、審議されましたらお尋ねいたします。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　ただいまの御質問の趣旨は主席と同額の人ということですか。




○儀間　真祥君

　本土でいえば県知事と市長と同額の人、沖縄においては主席と那覇市長、同額の人、現在は主席と那覇市長同額になるわけです。本土においては同額の人が相当数おるということを前の委員会で説明がなされております。

何名おつたか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　ただいまの儀間議員の質問の内容については本委員会では審査されておりません。ただし本土の沖縄における、今の答弁取り消します。

類似県の特別職の給与の月額調べというのを取り寄せて市当局に資料を提出してもらつております。それからいたしますと、長崎、熊本、宇都宮、千葉、金沢、下関、高松、鹿児島、浦和、高知というふうにそれぞれ知事、市長、副知事、助役、出納長、収入役というふうに調査しております。

それを読み上げますと市長の場合、長崎・４７２ドル２２セント、熊本・４４４ドル４４セント、宇都宮・５４１ドル６７セント、千葉・４４４ドル４４セント、金沢・４４４ドル４４セント、下関・４１６ドル６７セント、高松・３７５ドル、鹿児島・４１６ドル６７セント、浦和・３７５ドル、高知３４１ドル６７セントということになつております。

知事を申し上げますと、長崎５００ドル、熊本５００ドル、宇都宮５５５ドル５５セント、千葉４８６ドル１１セント、金沢３６１ドル１１セント、下関４４４ドル４４セント、高松５００ドル、鹿児島５００ドル、浦和４７２ドル２２セント、高知４４４ドル４４セントというふうになつております。さらに沖縄における民間の調査資料をまとめましたところ、電々公社５００ドル、琉球銀行６００ドル、沖縄銀行５００ドル、琉球石油７７０ドル、沖縄配電５７０ドル、琉球たばこ４６５ドル、沖縄バス４００ドル、沖縄タイムス４５０ドル、琉球新報３５０ドル、山形屋４５０ドル、琉貿４３０ドル琉球海運４８０ドル、琉球生命６００ドル平均が５０５ドルというふうになつて本委員会でも審査されております。




○儀間　真祥君

　本員は株式会社は何もそれとは比較しなくてもいいと思います。なぜなら株式会社は利純を追求する会社でありますのでそれはいいとして初めに説明がありました本土における類似県そこにおきましては市長と県知事が妥当な額というものはほとんどない、しかしながら本会議においてはですね、当局の答えでは相当数おると、これはあとに説明しますといつていた。実際問題として今類似県ではないにしても相当人口も多い、その場合にも同じようなところが一つもない、それに対してですね、当局はどういうふうに答弁されたか、その点を御説明願います。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　ただいまの質問の内容についての答弁は委員会ではしてもらつておりません。　（「答弁ありますよ」という者あり）

黒潮議員に一つ変わつて、委員会での答弁を黒潮委員が記憶しておりますから補足して下さい。（「進行」という者あり）




○儀間　真祥君

　これはですね、委員会の報告というのは総括的にやるんじやないです。

だからその点は事務局にもあると思うんですから答えてもらいたい。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　委員長の報告にはありませんけれども黒潮議員が、その質疑をしたということでありますので黒潮議員で補足して下さい。






○黒潮　隆君

　私が当局に対してこの本会議のときに、大体沖縄県と同じ位の県と、しかも県庁所在地が那覇市と同じ位の人口の都市と比較した場合、そこの県知事とそこの知事と同じ報酬額があるかと、質問したところ「あると思いますがあとで資料を出したい、ということで委員会に資料が出てきました。出てきたところやはり知事と市長と同じ額であるというところは当局の出した１０県のうちですね、金沢市だけがわずかに多い。そこの場合でも知事の給料が３６１ドル１１セントなんです。

したがつてほとんどですね、県知事のほうが県庁所在地の市長よりはるかに高いがなぜ那覇市は同じ額にしたかという質問に対して人事課長は科学的な根拠はありませんが、直観的に見て主席と市長の給料は同額がいいと思いますというふうにただそれだけなんです。

直観的に見ていいと思いますと、こういうことなんです。




○儀間　真祥君

　今の当局の説明からすると資料を出して見ると実際問題として１県しかない、これも知事が３００ドルあまり市長が４００ドルあまりでわずかに多いわけです。そうしますとその場合当局の説明では直観的に見てそういうふうに感じたということをおつしやつておりますが、その直観的ということを御説明願います。どんなものですか、議長、もし委員長がお答えできなかつたら当局のほうで説明願います。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　委員長といたしましてはそういうただいまの質問に対する補足説明は黒潮委員にしてもらいましたけれども直観的という答弁は委員会では審査されておりませんので当局に答弁を求めます。






○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします。直観的という言葉は大所高所からこれを判断すべきものだというふうに解釈をしております。したがいまして沖縄の場合でございますというと行政主席あるいは局長こういつたものも勘案しなければならないもんだというふうに解釈いたしますし、さらに三役の増俸にあたりましてはたとえば市職員の場合でも１９６１年度を１００といたしまして、現在までに約５０数パーセントの増になつております。

これに対しまして三役の場合は市長が５００ドルと仮定いたしまして１６６％、それから助役が１４０％、収入役が１５０というふうな率になりまして、まあ一般職員との関係を見ても符合しているというふうにみますので妥当だというふうに考えております。




○儀間　真祥君

　妥当かどうかということはあとで出ますが今の場合説明によりますと、直観的というのは大所高所から判断すべきだということですが、大所高所というのはどういうところから出てくるのか、（「進行」という者あり）

それを説明して下さい。






○金城　吾郎君

　先ほどの報告の中に那覇市の中卒、高卒、いわゆる号給の低いほうの初任給は本土類似都市に比べてはるかに高いというふうな説明がございました。もちろん討論の中で述べられているのか、あるいは委員会の結論として出されておるのか、その辺のところはわからないけれども、委員長報告の中に出ている初任給の比較は私はあたらないと思う、本土においては物価が３割も安いといわれております。

さらに諸手当もある、そういつたものまで勘案しての比較であるのか、そういつた点まで総務委員会では検討されたかどうか、お尋ねいたします。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お答えいたします。ただいまの質問の内容は委員会で審査されたかということでございますが、これは賛成討論の中に出た数字であります。

よつてこの内地の物価と初任給の比較対照は本委員会では審査されておりません。




○金城　吾郎君

　これは委員長の報告として出てくるからには単なる討論だけであつたとは私は考えたくない。少なくとも那覇市の号給の低い職員のとつている初任給が本土よりもはるかに高いということだが、委員長報告の中に出てくることはこれは解せない、はるかにということはあたらないと思う。少なくとも本土はこちらより物価は安いあるいは諸手当もある。

そういつたものまで勘案して那覇市の号給よりはるかに本土のほうが安いのか、こういつたことはもつと慎重に検討してほしかつた。はるかにという言葉が入つている以上その比較というのをどういうふうにするのか、その辺は総務委員会はもう少し慎重に検討してしかるべきだと思います。

委員長はどう見解をもつておられるか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お答えいたします。本委員会といたしましては十分検討されてこういう結論を出したものとあくまで委員長としては信じております。その点につきましては十分に各位の質疑をかわされておるわけでございまして何ら無理もなかつたと本員は考えまして十分審査はつくされておると思います。

しかしながらも主観的に一つの議案に対してこれが十分に審査されたかどうかということは各議員のいろいろな角度からのことがありますので今後総務委員会でも、さらに努力は続けるということはできると思います。

（「進行」という者あり）




○議長（高良　一君）

　これをもちまして質疑を終結いたします。討論に入ります。






○仲本　安一君

　議案第３８号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について反対の討論をいたします。

本案は那覇市長以下職員の給与の改定に関する議案でありますけれどもその中で提案理由の中で近年諸物価高、生産費の上昇、民間及び琉球政府の給与等を考慮し、市長、助役、収入役、及び一般職員の給料を改定する必要があるのでこの案を提出するということになつております。

そこでまず物価高の問題でございますけれども、これは委員会の中においてもるる検討されましたけれども、その物価の伸びる率に比例して一般職員の給与が引き上げられてないという事実であります。

さらに本員がここであえて力説したいのは確かに平均７％上がつております。これはあくまでも平均であつて下は４０セントであります。さらに上は１７ドル８５セントということになります。このような開きがございます。それに対してまして那覇市職員労働組合からせめて一率７％にしてくれというような陳情もありましたし、それに沿つて本員は一率７％の線で給与の改定をなすのが妥当な線ではなかつたかというふうに考えます。

たとえばこの給与表からいたしますと４３３名が実際手取は従来よりも赤字になる人々がおります。さらに特別会計も含めますと、５４４名すなわち那覇市職員の半数近くが実際手取りは赤字になる。なぜ赤字になるかというとことしから医療保険さらに退職年金さらに更生会、こういつたような負担がございます。医療保険が平均いたしまして１ドル３２セント退職年金が３ドル４５セント、更生会が４１セントだというふうにいたしまして合計５ドル１８セントの平均公課負担が出されております。このように見て参りますと、実際平均７％引き上げられましても、これだけまた新たに公課負担がなされ手取りの上においては従来より赤字が出てくることは妥当じやない。確かに財政難であります。財政の苦しいことはわかるけれども、せめてこの公課負担分だけでも補なつて実質的に赤字がないように給与の改定をはかるべきではなかつたかと、このように考えます。

　そこで本員は那覇市職員労働組合から出されたところの陳情をすみやかに採択しその旨に沿つてこれを修正可決すべきだと主張いたしましたけれども、これが入れられなかつたので原案については反対するものであります。






○喜舎場　盛一君

　３８号議案に賛成いたします。

那覇市職員の給与体系は下に厚く上に薄くなつてる。このことは職員の給与はその職務と責任に応ずるものでなければならないとする給与の根本基準に照して矛盾があり、すみやかにこれを是正しなければならないと考えるものであります。

　市当局がこの給与体系を那覇市のために数年来努力し続けていることはまことに時宜を得たものであると思います。

ちなみに琉球政府と那覇市の職員の給与を比較した場合、職種別、労働別、年令別、ラスパイラス計算方式によれば１９６５年５月において本市職員の給与が政府職員の給与を４．６％上回わつており、また政府の新給与表だと、第３８号議案による市の改正案との比較においても市は下に厚く上に薄いことが判然としている、すなわち高校卒で那覇市は５０ドルに対して政府は４７ドル１０セントで市が２ドル９０セン高く、大学卒で那覇市が６８ドルに対し政府は６６ドル５０セント市が１ドル５０セント高いわけであります。

　さらに係長で那覇市が１０２ドル４０センに対しまして琉球政府が９５ドル７０セントで市が５ドル高くなつている、しかしながら課長においては那覇市が１３５ドル６０セントに対して政府が１４２ドル２０セントで政府が６ドル６０セントも高く、部長においては那覇市が１６７ドル７０セントに対して政府が１８３ドル１０セントで政府が１５ドル４０セントも高い、また本土の浦和市、鹿児島市、熊本市と本市職員の給与を比較して見ると、下級職員は本市が高く上級職員は本土都市が高いわけでございます。

　さらに本案により市長、助役収入役の給料を各々５００ドル３５０ドル、３００ドルに改正することにつきましては、むしろ時期を失したうらみさえあると私は思うのでございます。

　本市と同等な人口規模を有する本土都市においても和歌山市が５５５ドル５６セント、宇都宮市が５５５ドル５５セントとなつております。よつて５００ドルを越える都市があり沖縄の首都那覇市の市長はあくまでも公選市長であります、間接選挙によりますところの琉球政府の主席の給与と比較うんぬんすることは道理にあわないものと本員は思うのでございます。

　よつて市長以下三役の職責の重大さを思うときその給与を引き上げて市民の福祉の向上のために大いに活動してもらうということで本案に賛成するものでございます。よろしく御賛同をお願い申し上げます。






○黒潮　隆君

　議案第３８号に対する反対討論を行ないます。

ただいまの賛成討論の中に本土の労働者と那覇市の職員と比較してはるかに初任給については本土の労働者よりも那覇市の職員が高いんだという単純比較をしております。これは大きなあやまりであります。なぜかと申し上げますと基本給だけを比較すると大きなあやまりをおかすと思います。というのは本土の場合には沖縄に比較して社会保障制度がはるかに充実してきている点さらに先ほどの１７番議員からも質問がありましたとおり、物価についても３割の差があるといわれております。

さらに通勤手当あるいは家族手当、そういう物価手当等があるがこの沖縄では採用されていない制度がたくさんあるということ。したがつて実質手取り賃金の場合には那覇市の職員と本土の自治体の職員とは比較にならないということなんです。

　そこで私が大きな問題だと考えるのは職員１，３００名のうち平均７％上つたところで医療保険制度、あるいは退職年金そういうのが７月１日から差し引かれるために実質手取り賃金、税金などを含めた場合には１０８名の職員が実質手取り賃金が減るということ、これを重要視しなければならないと考えます。

　ここで一番問題になるのは三役の大巾給与の引き上げであります。職員の給与体系については１６番議員から討論がありましたので本員は三役の報酬大巾引き上げが妥当であるかどうかについて討論を進めたいと思います。

　先ほど４番議員喜舎場盛一議員は沖縄の主席は間接主席だから直接公選の市長の給料と比較するのはあたらない、みずから一歩前進だといつているが公選にもつていくのではなしに、前進だといつて、沖縄のほとんどの県民の反対を押し切つて警察官を導入してまで、民主主義を踏みにじつてまで間接選挙を行ない、みずから否定したことはすでに民主党の理論の破綻だと本員は考えます。

　そこで私は何も琉球政府の主席だけを比較しておるのではありません、これは那覇市当局の出した資料の中にもはつきり伺えるようにたとえば熊本県、長崎県の知事の給料はなるほど５００ドル、沖縄の今まで任命主席だつたかいらい主席が、５００ドルこれからみても沖縄の主席の給料が今でも高いということがはつきりいえると思います。

　本土と沖縄の財政規模を比較する場合には話にならないという点は議員のみなさんが一番よく知つておると思います。そうであるのに本土の人口も多く、財政も豊であり、国県支出金もはるかに多い知事と松岡主席が同じ給料をとつているということなんです。そういうでたらめな報酬をとつている主席と那覇市の市長は直接公選だから同じ額でよろしいということは理窟は合わないと思います。

　しからば熊本県知事も長崎県知事も直接公選、長崎の市長も熊本の市長も同じ公選であります。それでは同じ額なのか聞きたい、そうでないわけです。そしてだいたい那覇市ぐらいの都市の市長の給料は４００ドルぐらいが多いわけです。西銘市長の給料は現在３００ドル。ところがだいたい那覇市ぐらいの人口のある類似の都市と比較してみた場合ただ人口だけを比較してはおかしいわけです。

　一番大きく比較しなければならないのは財政規模だと本員は考えます。それからすると現在の那覇市の市長の給料は３００ドルでは高いということです。なぜかと申し上げますと、たとえば高知県の県知事給料は４４４ドル４４セントで松岡主席より低いわけなんです。

市長の給料は３４１ドル６７セントで那覇市長よりも４１ドル６７セントは高いわけなんです。高松市の場合にも知事の給料、これは香川県です。ここの知事の給料が５００ドル、市長の給料が３７５ドル当局の出した資料でもこういう調子なんです。確かに有利になるような資料しか出していないと本員は考えます。那覇市当局の出した資料にはいかに市長の給料を５００ドルにもつていくことが不当であるかということがここで明確になると本員は考えます。

　ちなみに財政を簡単に比較してみますともちろんこれは教育費の問題は本土と制度が違うためにそれは取り除いてあります。単なる単純比較ではございません。市税を見てまいりますと、函館市が４８１万２，０１９ドルこれは昭和４０年度の予算の比較であります。那覇市の市税が１５７万７，０００ドル１４セント、いわゆる市税だけでも函館市は那覇市より４倍も多い税収があります。これはけつして市民税が高いということではないと本員は考えます。

　すなわちタバコ消費税、軽自動車税、木材引取り税そういつた今琉球政府が吸い上げている税金が本土では市町村におろされているからであります。

　さらに市町村交付金の場合にはもうお話にならないくらいです。たとえば函館市の場合には２０７万８，４６９ドル、那覇市の場合にはたつた３２万１，５０５ドル５０セントで市町村交付税、これが那覇市の７倍もあるということなんです。

　さらに政府支出金の場合、沖縄の場合には日本政府、琉球政府、民政府からの補助金の合計であります。

　本土の場合には国県支出金、こういう政府支出金が函館市の場合は３２８万４，７１８ドル２５セント、那覇市の場合には１１４万６，２８７ドル１７セントで約３倍ぐらいの開きがございまして、これからみてもはつきりするとおり、ただ本土の類似県、あるいは類似都市と単純に比較してはならないということがはつきり言えると思います。そうであるのに市長の給料が５００ドルになる。今那覇市が委員会に出した資料からするとこの資料の中で２番目に高い報酬をもらう市長ということになります。

本員は委員会の中でも本会議の中でも賛成なさる方々の中から当然修正案が出るものだというふうに委員会では期待しておりましたが、これも出てこない、私は本会議でやはり報酬値上げを認める議員の中でもそういうふうに本当に妥当な額まで修正していくということがあつてしかるべきだと思います。

　結論から申し上げますと、やはり現在の市長の報酬は３００ドルでよろしいというふうに本員は信じます。こういう観点から労働者の賃金を低くおさえながら、市民税を大巾に上げながら三役の報酬を大巾に引き上げて自分のふところをふとらせるような議案に真向うから反対いたします。

（拍手あり）




○議長（高良　一君）

　討論打ち切りまして採決に入ります。

　日程第４、議案第３８号那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について原案に御賛成の方起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　多数御賛成であります。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第５、議案第３９号那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について、総務委員長の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第３９号　那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について審査の結果を報告いたします。

　本案の主なる改正点は議員報酬月額１００ドルを１５０ドルに改めることであります。また選挙管理委員会の委員長及び委員の報酬につきましては、本土並びに沖縄の各市町村と比較して那覇市のほうが高いので改正しなかつたという当局の説明があり若干の質疑をかわし討論に入つたのであります。

　反対討論としては、市長の給与と比較して議員の報酬が低いのはわかるが、選挙中において、議員報酬はあげるべきじやないと答えている議員が多いし公約は守つてもらいたい。

　また現在の市の財政からして議員報酬のみを本土並みにもつていくことは賛成できない、よつて本案に反対する。

　賛成討論としては、議員の職務も名誉職的なものではなく市民への奉仕も十分できるよう生活給を支給する観点から諸物価の値上がりした現在、議員報酬を増額すべきであると考え本案に賛成する。

　とのことであります。採決の結果、本案は賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。






○儀間　真祥君

　お尋ねいたします。この３９号議案これは那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定になつておりますがこれに関連して議員が選挙のときに公約した実例があります。

　それによりますと私たちはこの資料をもつておりますが、候補者中８名は賛成、１６名反対しております。総務委員会の中で議員の報酬値上げに反対する人は１０名の中で６名になります。もちろんこれは選挙の時点の問題であります。１人は保留、残り３名は賛成した報酬値上げにですね、これから見た場合に非常に不思議だと思いますが、これがどういうふうにきまつたのかそれを御説明を願います。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　新聞の報道を対象にして委員会に対してどういうふうにきまつたかということについては委員長は答弁できかねます。




○儀間　真祥君

　それではですね、今の委員長の説明によりまして委員会できまつたことはですね、結局十分な審議がなされてなくて採決に入つたということを本員は確認します。　（「進行」という者あり）




○議長（高良　一君）

小用がありますので副議長とかわります。

（議長降壇　副議長登壇）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑打ち切り討論に入ります。






○瀬長　フミ君

　議案第３９号議案に反対の討論をいたします。

新年度から税率が大巾に引き上げられようとしております。それに伴つて地代、家賃その他の諸物価の値上りがあるような傾向にあります。

議員は今度の報酬値上げに物価の値上りを理由で賛成しておりますが、私たちはこのような物価の値上げに対して税金の引き下げをするようにしたいのであります、そしてこういう物価の値下げの運動をするのじやなくして自分たちの報酬を値上げすることに賛成しかねます。

　当局は雀の涙ほどの水道料金を値下げして税金を大巾に値上げしました市民は重い税金に苦しんでおります。苦しい生活を営んでおる市民の声を無視して議会議員は大巾な報酬値上げをしようとしております。

　そういう中で当局は予算がないということで低賃金で働いておる労働者や、あるいは失業対策事業の労務者のもち代要求の申請に対しましても予算がないということで年間たつた１０ドルしかあげておりません、お盆５ドル、年末５ドルというふうに年間１０ドル、しかもそれが恩きせがましくあげておるような状態でございます。

　昨年も今年もこの期末手当、あるいはもち代を増額してもらいたいという陳情がきておりますがこれもけられました。私たちはこういつた労務者の賃金を上げてそしてもち代を値上げしてもらいたいと考えております。

　それに保育所も現在の働く婦人たちのためには絶対数足りません。そういつた中で議員が一人５０ドル上りましたら年間１万８，０００ドルになります、そういうふうな金で保育所を一つぐらいはできると考えております。そういう観点から私たちは保育所でもつくつてもらいたいというふうなことで議員の報酬値上げには反対いたします。






○山川　正平君

　３９号議案に賛成いたすものであります。時代の進歩と文化の発展に伴ないわれわれ那覇市の市会議員の報酬はすでに生活を保障する月給、すなわち生活給でなければいかないと思います。

　現在の報酬は６年前に制定されたものでございまして、６年前と現在の経済情勢を比較検討しました場合、今日の経済の成長は著しく発展をとげております。

　ここにおいて議員報酬の１５０ドルは今日の議員の生活給として当然かと思うのでございます。那覇市におきましてはわれわれ以外に市会議員として有能な人材がたくさんいると私は考えております。こういつた方々も生活給を与えてはじめて、たとえば政府、市職員あるいはその他の会社関係におる有能な方々もふるつて市会に出るという意欲を与える意味においても賛成するのでございます。

　これにつけ加えまして本土の２、３の類似都市を御紹介申し上げますならば福山市の人口は１８万２７８２名でございます。市会議員の数は４０名となつております。香川県の高松市の人口は２３万７，６３２名市会議員の数は４４名となつております。大分県の大分市の人口は２０万７，１５１名でありまして市会議員は４４名となつております、三市の市会議員の報酬を見ました場合、もちろんこれは夏期、年末手当も含めての平均でございますが２２０ドルから２３０ドル平均でございます、わが那覇市の人口は２７万人にならんとしておりまするが現在の市会議員の数は３０名でございましていかに本土三市より市会議員の仕事の比重があるかということが伺えるのでございます。

　こういつた意味におきましても原案の１５０ドルアツプしましても議員各位の議会活動を活発にし責任ある活動をしていただくということにおいて、また先ほど申し上げました有能な人材が那覇市の発展のために市会につぎからつぎえと送り出されりつぱな那覇市市政ができることを要望いたしまして賛成いたすものでございます。よろしく御賛同をお願いいたします。






○黒潮　隆君

　議案第３９号に反対討論を申し上げます。

　ただいま賛成討論に立ちました山川議員も含めて市会議員選挙のときに私は報酬値上げに反対しますというアンケートに答えた議員がここで経済成長の発展とか有能な人材を那覇市議会に当選してもらうために市会議員の給料を上げるんだともつともらしい討論をしております。

　これに対して私は反論をこころみたいと思います。先ほどから申し上げておりますように本土の都市と比較するのはばかげているということ。先の三役報酬値上の場合にも申し上げましたとおり本土の市はたくさん事業をやついるわけなんです。また国県支出金も多いこれを詳わしく繰り返えして申し上げませんが、そういうふうに比較するのは私はあたらないと思います。

　委員会の審議の中でもわかりましたが１５０ドルしか報酬を取つていない市もあります。それからみても今の那覇市の議員の１００ドルはけつして低くないと本員は考えます。しかしながらこういう討論でこれを押しとうそうというのがありますので、私は具体的にここで明らかにしたいと思います。もちろん選挙の時点において市民に約束したことは私は任期中はこれを守つてしかるべきだと思います。

　また立候補した時点に市会議員の給料が１００ドルであるということを候補者はみんな知つているわけです。もちろん自分のアンケートを出すときにすでに知つていると思います、賛成討論の山川議員は６年前に１００ドルに報酬をきめたことまでくわしく知つておるようです。それから考えた場合にその給料でもよろしいということで立候補したからには私はこれは４カ年間守つていただきたいと思います。この中で社大党の議員、あるいは公明会の議員は今の給料ではいけない上げるべきだということを堂々と市民に言つております。こういうふうに市民に公約した議員が上げなさいというふうに主張するのは私は理解できます。

　もちろん無所属の中にも民主党の中にも給料を上げるべきだという議員もおります。たとえば新風会に所属しておる議員の中でもお二人は上げるべきだと堂々と選挙の時点で言つております。

ところがそれでももちろん当選しておると、したがつてただフダをかせぐためにふだをかすめとるために、市民をだますために心にもない公約をした議員がどういうふうになつてるかここで明らかにする必要があると思います。たとえば渡口麗秀議員は報酬値上げに対しては現状維持でよろしいというふうにアンケートにこたえ、報酬を上げるよりも年１回自由に本土へ勉強するための費用が必要だと思うということをいつております。もちろんこれは委員会でも前回のときにも主張しておりこれは渡口議員の持論であります。さらに、（「個人攻撃はやめろ」というものあり）

個人攻撃ではない新聞に発表したではないか。平良亀助議員は報酬値上げは１８日会で反対ときめたので私は反対だといつております。これからみた場合に皆さんは本当のことをいわれるのは耳が痛いようですからあとはいいませんが、こういうごまかしの公約で市民をだまして、そのときのアンケートでは那覇市議会はさみだれ議会だという批判がございました。そのときも市会議員に当選した皆さまは今後一生懸命議会活動もします、欠席遅刻はいたしませんとほとんどの議員は公約しております。なるほど選挙が終つたじきは非常によかつたが最近では委員会をみても本会議をみても欠席する議員がある。あるいはちよつと顔をみせてまるで忍びのものか忍者みたいにいつのまにかいなくなる、そういう不まじめなものがいる。現在の市会議員の報酬では生活ができないとおつしやつておりますが皆さんは今でも生活していると本員は思います。そういつた点から一般職員の報酬を上げる、その要求にこたえてゆくという態度、市民の付託にこたえてゆくというのをまず先にやるべきではないか。新しく議員が当選してはじめての予算議会で自分の報酬を５０％も値上げしようというのは問題だと思います。こういつた点から一般質問の中でも本員がなぜ大巾に値上げするかということに対して市長は喰つてかかつておられました。人民党は議員報酬の値上げに反対しながらとつていると、これはいけない、とるからには全会一致で認めてもらいたいとこういうことをいつております。これはどういう意味かとさらに聞くと、とるからには反対しないほうがよろしいということでございます。そうなると私たちは今植民地重税に反対して戦つております。たばこ消費税が上がるときにも反対してたたかう、ところがこれが押し切られて税法としてそれが決定された場合にはわれわれは反対したから反対したものには税金をさしひいて売るということはないわけでございます。しかし道義的にといつております。しからば道義的ということを本員は申し上げたいと思います。市民の税金を大巾に値上げしながら自分の懐をふやすのが道義的なのか、さらに反対している人民党の議員に報酬が値上げされてもとつてもらいたくなければ、ここで否決していただきたいと思います。そういう観点から私はまむこうから反対いたします。そしてこのことについては市民の前でも明らかにしていきたいと思います。以上。






○又吉　久正君

　議案第３９号はおもに議員諸候自体の報酬値上げの問題でございますが本員はその報酬値上げにつきましては一人の反対者もなく全会一致の線でなければいけないということは前々から主張してきたのでございます。残念ながら去る委員会でも全会一致の線が見出せなかつたので本員は委員会におきましても退場いたしたのでございますが、しからばなぜ全会一致の線でいかなければいけないかということの理由を申し上げたいと思います。沖縄の諸物価の値上りやまた議員が十二分に活動できる意味において当局の提案している額には異議はないのでございますが、この報酬を生活給的に考えた場合、反対する議員が１００ドルで生活できるのに賛成する議員が１００ドルで生活できないということはあたらないのでございます。それでは１５０ドルの値上げの理由は成りたたないのでございます。また、この議案が賛成多数によりまして議会を通過したならば議員平等の原則にのつとつて賛成者も反対者もみんな１５０ドルの値上げ額を受けとることになるわけでございます。そうすると相手のふんどしで相撲をとつたことになるわけでございます。ただいま賛成討論も反対討論もありましたがいろいろ理由はあるわけでございますが、強く反対している議員もいるようでございますが、この議案が通過すれば先ほど申し上げましたとおり誰しも１５０ドル受取るわけでございます。私は１００ドルでいい５０ドルは返すということはあり得ないとこう考えるのでございます。さらに、この議員報酬値上げ問題におきましては政争の具に利用していることは皆さんよく御承知のことと思います。過去におけることからしてもよくおわかりのことと本員は思うのでございます。あらゆる弊害をなくする意味からもあるいは議員平等の精神、また同じような生活をしてゆくような意味から考えましても全会一致の線がのぞましいと本員は考えるわけでございます。そこでこの問題は議員自体の報酬値上げでございますし全会一致の線が見出せないので本員はこの議案の採決に加わることはできませんので残念ながら退場いたす次第でございます。

　（又吉久正議員退場）（「進行」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午前１１時４０分　休憩）

	（午前１１時４２分　再開）




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○久高　友敏君

　討論を行います。討論になつた場合は賛成であるのか反対であるのかというのが討論の趣旨だと本員は心得ております。しかしながら那覇市議会において恥ずべき趣旨で何が何やらわからんで退場ししかも人のふんどしで相撲をとるということをいつております。もしあの本旨がつまり全会一致にしたかつたということでありますが、それじや全会一致で否決したかつたのか、また全会一致で賛成にしたかつたのかということを考えた場合に本人は全会一致でとりたかつたというふうに本員は考えます。従いましてこの議案に対しては何も恥ずべきものじやないからあくまでも堂々と市民に訴えてとるべき考えがあるならば堂々と賛成をし、また反対であれば堂々と反対すべきのが議員の責務だと本員は心得えております。従いまして、先の反対討論の中にもありましたとおりもちろん物価の値上りにおいてこの議員の報酬、市長の報酬、あるいは職員の給料を値上げするという提案理由は読んでわかりますが、しかし本員は立候補の時点において立候補した場合４カ年という任期は十分わかつての上で立候補したわけであります。従いまして、この現時点において那覇市の議員の報酬は１００ドルであるということはよくわかつての上で立候補したものと考えます。

本員もあの立候補の時点においてなるほど役所の職員からいつた場合に議員の手取りが少ないようだけれども、しかしながら議員は常勤でないということ、役所の職員は常勤である、だから役所の職員以上にとるということは自分の立場からすればいいんだが、議員というのは他に職をもつております。従つて名誉的なものでないにしても１００ドルで生活ができないというならばあらかじめ立候補は断念すべきじやないかと思います。

（「そのとおり」というものあり）

従いまして、もし心境の変化をきたしてもし上げるとすればその議員は辞退して次の１５０ドルの時点において立候補すべきだと思います。よつて議案第３５号については先の反対討論にもありましたとおり市民に対して任期中公約を十分まつとうするという立場からして当然この現時点において増額するということに基本的に反対し賛成の方はその趣旨を十分披瀝されておりますので本員は反対の意思を表示いたしまして討論を終ります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　討論を終結し採決に入ります。議案第３９号、那覇市報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例制定について委員長報告どおり可決することに御賛成の方の起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第６、議案第４１号那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について日程第７、議案第４２号那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定については関連いたしますので一括して上程し総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第４２号「那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について」議案第４１号「那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について」審査の結果を報告いたします。

まず議案第４２号について申し上げますと、この主なる改正点は、監査委員の事務を補助する事務局を設置することであります。その理由といたしましては、従来監査委員の監査事務の補助を主計課並びに出納室の職員がやつておりますが、予算を直接執行する部局の職員が、監査の事務を補助するということは好ましくなく監査委員の独立した補助機関として市町村自治法第１３５条の規定により書記を置くことができるので事務局を設置したいということであります。次に議案第４１号について申し上げますと、議案第４２号の事務局設置に伴い、職員の定数を定める必要があるので提案されております。この定数を３人に定めたのは、これまで監査事務の補助は２人ないし４人で主計課の職員が行つておりましたので、この実績から３人と定めたということであります。議案第４２号、第４１号については以上のとおり当局から説明を聴取し討論に入つたのであります。反対討論といたしましては、本案は議案第３６号の機構改革と関連するので反対すると云うことであります。

採決の結果、議案第４２号、第４１号については賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○大山　盛幸君

　４１号議案と４２号議案について前の本会議におきまして漢字の「及び」、「並びに」ついて仮名のおよび、ならびにに改めることについて質問いたしましたがこの件につきましては総務委員会において審議したはずでありますが非公式に市長、助役もこれはしいて改めなくてもよかつたという発言もございましたが委員会におけるこの件についての審査の報告を願います。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　御答弁申し上げます。本委員会においてはただいま大山議員からの御質問の内容は検討されております。ところが今回に限らず条例の改正をするたびごとにその都度この職旨の改正はされておる。審査の過程で条例を改正するたびごとにこの及び、並びには直しておる。これは大山議員からの統一すべきではないかという御要望にこたえてやつておるというような委員会の審査でございます。それで原案どおりということになつております。




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑を終結し討論に入ります。

（「討論なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　採決に入ります。議案第４１号那覇市監査委員事務局職員定数条例制定について、議案第４２号那覇市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について委員長報告どおり可決することに御賛成の方の起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　多数であります。よつて議案第４１号、議案第４２号は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第８、議案第４３号那覇市役所支所設置条例の一部を改正する条例制定についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第４３号「那覇市役所支所設置条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。

本案の主なる改正点は、

１．首里支所の移転に伴い第２条の表、那覇市役所首里支所の項中「那覇市首里大中町１丁目１番地」を「那覇市首里当蔵町２丁目１０番地」に改めること。

２．従来真和志支所の管轄下にあつた「銘苅（字）安謝（字）天久（字）上ノ屋（字）」を本庁管轄下にもつてくること。

３．従来各支所で扱つていた課税事務を本庁に移すこと。

以上であります。

特に課税事務を本庁に移したのは、(1)　これまで本庁並びに各支所で扱つている課税事務職員１人当たりの受持件数は本庁９０７世帯　首里７５８世帯、小禄８４１世帯、真和志１４８９世帯であり、真和志支所のごとき職員の受持件数の多いところはときどき本庁から応援に行つている状態である。従つて職員の事務分量の均一化をはかること。

(2)　一管理者の統轄の下に職員を配し課税客体の評価の統一をはかること。

(3)　各支所で課税すると二重課税をするおそれがあること。等であります。

　また１９６５年７月から同年１２月までの６カ月間における各支所の資産証明願い並びに家屋証明願いの１カ月平均件数は、

　△　資産証明願い、真和志４３９件、小禄８６件、首里１１３件計６３８件でこれを世帯数で割ると月平均０．２回となります。

　△　家屋証明願い、真和志１１６件、小禄２１件、首里２０件計１５７件でこれを世帯数で割ると、月平均０．０５回となります。

　次に第３条から６号を削ることによつて農業林業及び水産に関する事項が各支所から本庁に移され地域住民は不便をきたすのではないかという意見もありましたが、このことについて当局はその件に関する予算は本庁にあり、支所で異議申立を受けても本庁でしか処理できないので、実質的には現行と変わらないということであります。以上の当局説明を聴取し討論に入つたのであります。

　反対討論といたしましては、本案の改正趣旨の一つとして課税課職員の事務量均一化をすることが説明されております。事務上は中央にもつてくることはわかるが市民の便宜をはかるように努力するのが良い市政であつて、支所を形式的単なる連絡機関にすることは市民サービスとは逆行するものであり本案に反対する。とのことであります。

採決の結果本案は賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○久高　友敏君

　議案第４３号に対して反対の討論を行います。この条例の趣旨は那覇本庁を中心としてすべて予算化しておるのであります。小禄、真和志、首里の３支所に従来、農水関係もあるいは課税徴収課こういつたのがあつたわけであります。この条例を改正して徴収課のみをおいて課税課は本庁にもつてくる。すべて土地台帖、家屋台帖こういつた取り扱いがほとんど本庁になるために従来小禄、真和志、首里地域に住む方々が家屋証明あるいは資産証明にこういつたのを各支所で簡単にできたのがわざわざ本庁に足を運ばなければならないということになるわけでございます。従いまして特に本庁を中心とする人ならばそう大した変わりはないわけでございますし従前どおりであります。特に首里支所管内、真和志管内、小禄管内におる市民はいちいち自分の証明をとりに支所で十分できたのが今後は本庁に足を運ばなければならない。これをしいて少ない予算でもつて効果をあらわす趣旨ならばわかりますがこういうような各支所に配置された職員を全部本庁に引き上げると同時に本庁の職員が大巾に増員になる。従いまして、役所としては仕事がしやすいかもしれませんが市民としてはこの条例を改正されることによつて不便である。こういう結果になると本員は考えております。市長は施政方針の中でも特に職員の資質の向上、事務の改善をし市民サービスに一段の努力を払らい効率的な市政運営を行う所存でありますというふうにいつております。しかしこのような支所の事務分量を本庁に引きあげるとむしろその地域、郊外におる市民に対するサービスの精神に逆行するんじやないかというふうに本員は考えます。従いまして議案４３号には地域住民の立場に立つて反対いたします。




○副議長（辺野喜　英興君）

　討論を終結し採決に入ります。議案第４３号那覇市役所支所設置条例の一部を改正する条例制定について委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興君）

　多数であります。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　中食のため休憩いたし午後１時再開いたします。

	（午後１２時０３分　休憩）

	（午後　１時　１分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。日程第９、第４４号議案那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定についてを議題として経済民生委員会の審査報告を願います。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　議案第４４号、「那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告いたします。改正条文の内容は牛の貸付期間は４カ年だが納入についての規定を現行条例第９条のほかに貸付牛によつてその普及度が高まつたと認める場合の現金納入による措置を規定しております。審査は主もに本条例施行後の経過並びに現況について質疑が行われました。初回の貸付が１９６０年に２３頭、６１年に４３頭を貸し付け、あとの納入牛４５頭、計８８頭となるが貸付期間満了による払らい下げ牛は繁殖不適格牛が４１頭あつて現在の貸付牛は４７頭以上のほか将来における貸付牛について質疑がかわされ改正の必要を認めて、討論を省略して全会一致本案は可決すべきものと決定しましたのでよろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。






○久高　友敏君

　本案について委員長のほうにお尋ねいたします。

　１９６３年に和牛貸付の条例を制定して広く農民に貸し付けておられるようですが、現在の市の貸付和牛は４８頭だという御説明がありますが、現在那覇市内においてこの和牛は総頭数で何頭飼育されているか、それと乳牛もこれとあわせて何頭飼育されておりますか、これをお調べになつたかどうか。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　現在市で貸付けておる牛は４７頭でございます。それからそれを含めて現在那覇市に養なつているのは何頭かという質疑はありませんでした、したがつてそれは当局のほうに答えさせますか。




○久高　友敏君

　今委員長の御説明によりますと、私の質問に対してはまだ委員会で審議されてないから当局から説明を受けてくれということですが、委員会に変わつて当局のほうで御説明願いたいと思います。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。現在黒毛和牛が１１９頭乳牛が２４９頭そのうち貸付牛が黒毛和牛４７頭となつております。




○久高　友敏君

　今部長の説明で種類ごとに御説明になつておりますが、この現在報告された牛の中で現在那覇市が普及している。すでに農民に貸し付けている和牛、この牛は何頭いるかもう１回御説明願います。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　これは全部黒毛和牛であります。

（「進行」という者あり）




○議長（高良　一君）

　議案第４４号　那覇市有和牛貸付条例の一部を改正する条例制定については、これをもつて質疑を終結し、採決に入ります。

　本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１０、第４５号議案那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定についてを議題として経済民生委員会の審査報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　議案第４５号「那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告します。本案の改正主旨はその普及度が相当高まつたと認める品種について貸付期間中であつても現金納入によつて措置できる規定となつております。審査の主なる点は本条例施行後の豚種の改良、繁殖率等について質疑、答弁が行われ、その主なる内容としては６１年２月にチエスターホワイト種を貸し付けたが６カ年間にこの品種は相当普及したものと認められる。また、農家がランドレースを欲する理由としては現在保有するチエスターホワイトと交配し優良品種に切り換えるために、逐次ランドレース種に切り換えて畜産業の振興をはかりたい。以上のほか若干の質疑がかわされ改正の必要を認めて討論を省略して全会一致、本案は可決すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。






○久高　友敏君

　本案についても議案４４号のようにこの種類の豚がかなり普及したので逐次これを払い下げたいというような趣旨で審議を進め、また当局の説明もそういうふうにあつたと聞いておりますが、現在那覇市内に飼育されている豚の頭数は何頭でありますか。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　記録を手元にもつておりませんので当局のほうにもう１ぺん説明させてもらいます。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。１９６５年１２月末現在で１万１，５１４頭となつております。




○久高　友敏君

　お尋ねいたします。ただいまの部長の御説明で１万１，５１４頭ということを説明されておりますが、この中でチエスターホワイトの種類、ランドレースの種類は何パーセントにあたるか、これを御説明願います。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えします。この中でチエスターホワイトが約８０％、残りの２０％がほかの品種でございますが、その中に市のほうで普及したのがランドレースが１１２頭となつております。






○金城　吾郎君

　養豚熱というものは市のこういつた種豚貸付によつてずいぶん伸びてきているということはよくわかるわけでございます。それに付随して衛生面からの問題、住宅建設が農村地帯に伸びていくことによつて衛生面からいろいろ問題になつている地域がございます。そういつたものについてこれと関連して話し合いがあつたかどうかさらにもう１点は４４号議案にも同じようなことが書かれておりますけれども、借受人に貸付当時の子豚相当の金額で払い下げることができるとなつておりますが相当の価格でということであればわかるんだが、なぜ貸付当時の子豚価格とし、しいて規定をしたのか、そういつたことに審議はどういうふうになされたのか、お尋ねいたします。






○経済民生委員長（慶佐次　盛宏君）

　最初に豚舎と住宅の問題ですが特に古波蔵地域あそこに豚舎が非常に集中していますが、また近ごろ住宅がおびただしくふえているが、したがつて環境衛生上よろしくない。これをどうするかということに対しては当局は実際問題として、実はそこは住宅が侵食する以前にあの地域なら住宅と離れているからということであの辺にできたものであるが、それがあとあとになつて人間が豚のほうへ寄つていつたという現状であるという説明がありましたが、したがつてどこかに移転をさせたいんだが、そうなると移転費用やら、いわゆる補償費やらでそういう問題でいきなやんで、それはわかつているんだがそれができないで困つている現状であるということです。それからもう一つ何だつたですかね。




○金城　吾郎君

　子豚価格相当の金額で払い下げることができる、いわゆる払い下げる当時の相当価格ではなしに貸付当時の小豚価格相当の価格というふうに規定したのは何か理由があるのか。




○経済民生委員長（安見　福寿君）

　これは当局の説明ではあくまでも利潤を追求してやつている事業ではなくて、いわゆる、普及が目的であるということでありしたがつて普及が高まりつつあつてそれにしたがつて払い下げる状態のときには利潤は考えていない、購入したときの値段で農家に払い下げるんだという説明でございます。




○久高　友敏君

　経済民生委員長にお尋ねしますが、所属している瀬長さんの説明によりますと現在ランドレースが２４頭、チエスターホワイト８８頭というふうに説明なされておりますが、その通りであるか。




○経済民生委員長（慶佐次　盛宏君）

　貸付頭数は品種別にただいまのお話の通りであります。




○久高　友敏君

　これを合計いたしますと１１２頭になるわけであります。財産表からすると１２７頭というふうになつているが、その区域外はどういうふうになつているか。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　これは財産台帳にのつけた当時の時点と、それからただいまの数字をつくつた時点の相違でありましてその数字は財産台帳の数字にあとで訂正されるわけでございます。（「進行」という者あり）




○議長（高良　一君）

　議案第４５号　那覇市有種豚貸付条例の一部を改正する条例制定については、これをもつて質疑を終結し、採決に入ります。

　本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１１　第４６号議案那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定についてを議題として経済民生委員会の審査報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　議案第４６号「那覇市敬老年金条例の一部を改正する条例制定について」審査の結果を報告します。本案の改正点は現行条例第４条に規定する年金額５ドルを１０ドルにするということであります。審査の内容は主として増額理由ならびに他の関係法規との関連性その他について質疑がかわされました。理由として現在、立法審議中の「老令年金に関する暫定措置法案」と相まつて８５才以上の高令者に対して祝福と尊敬の意をもつて一層老人の福祉面を促進するために増額したい。

他の法規との関連について、老令年金法はいずれ立法施行されると思うが本法案では７０才以上の老令者を対象に６８年７月施行の予定ときくが暫定法であり、同法の規則制定とともに那覇市敬老年金条例との関連性については老令年金法、老人福祉法、老令年金暫定措置法をもとに年金の支給形式その他について総合的に検討し、適用年令の引き下げを行い底辺を広げていきたい。その他について暫定措置法は社会保証的性格のもので拠出制度になつており敬老年金条例は無拠出制度で老令者の福祉と敬老思想の高揚を図るにあるのでいささか趣きを異にする。以上のほか対象年令等について質疑を行い、討論を省略して本案は全会一致可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１２、第４７号議案那覇市道路占用料徴収条例制定についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。

（「休憩して下さい」という者あり）




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午後１時２２分　休憩）

	（午後１時２３分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　ただいま黒潮議員からおつしやつたことはごもつともだと思います。

実は委員長がみえて実は私は血圧関係で審議することも無理だしいつ帰えるかわからぬから変わつて君やつてくれぬかということがありましたので建設委員会の方にこうこうという事情で私が代行しますから御了承お願いしますと了解を得て今までずつとやつてきたわけです。




○議長（高良　一君）

　休憩しますか。




○黒潮　隆君

　記録に残したほうがいいと思います。副委員長の報告でわかるわけです。これはやはり２日、３日の委員長が欠席した期間ならわかるわけですよ。ところがそれがですね、委員長は審議に加わつておるわけです。最初この提案されておりますですね４７号議案を審議したときは委員長は多分休んでいたんじやないかと思うわけです。これについてはやはり答弁は比嘉副委員長が変わつていいわけです。

ところがその後委員会の審議に加わつた時点からは委員長にやつてもらわなければ困るわけなんです。

ちやんと審議して誰が発言どうしたということはわかるわけです。答弁できるわけなんです。そうしていただきたいと思います。今のは私いいと思いますがね。




○比嘉　朝四郎君

　今会期中を通じて委員会でやつたことは委員長に変わつて報告するということですよ。




○黒潮　隆君

　２日か、３日委員長が欠席しましたね、委員会をその時点で審議された議案については副委員長がそういうことを答弁もしていいわけなんです。

その後の場合は条例からしてできないわけです。ただいま２８番議員ですか２７番議員ですか、今期中だといつておりますか、そういう決定をした覚えはない。と申し上げますのはこの病気がいつなおつて出席できるかわからないわけなんですね、ですから出席したときにはですね、副委員長はすぐ交替をしなければならないんですね、法の趣旨は欠席したときまたは事故があるとき欠けたときとはつきり明文化されておりますので自治法のとおり委員会運営、議会運営をしていただきたいということです。

（「休憩して下さい」という者あり）




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午後１時３０分　休憩）

	（午後１時４０分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○建設委員長（平良　亀助君）

　失礼ですけれど、実は最近高血圧で医者からちよつと静養しないと危ぶないということを注意を受けましてちよつと休みなさいということで３、４日休みましたけれども、高血圧という病気は熱病ともかわつて人からみてもあまり病気らしくないわけです。そういう関係で議会中でもあるし一応勉強のためにも出席をしようということで委員会にもお願いいたしまして今度はこういう事情だから副委員長にかわつて審議を進めてもらうようにお願いしたら委員会のほうも納得してもらいまして今度は委員長という立場での審議は行なつてなかつたわけでございます。そういう関係で副委員長にお願いして委員会運営してもらいました関係で今度の場合は副委員長に委員会報告させてもらいますようお願いいたします。

（「異議なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　そういう事情で今回は副委員長に報告させてもらいたいという了解を求めておりますので御了承願います。




○黒潮　隆君

　一応問題はありますがねあとで解明することにして今度の場合は副委員長でいいです。




○議長（高良　一君）

　それではみなさんの御了解を得ておりますので委員長報告を求めます。




○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　以上のような理由で副委員長が代行いたしますので御了承願います。

その前に訂正する箇所があるそうです。




○建設部長（花城　直政君）

　審議願う前に訂正していただきたいものがありますのでお願いいたします。条例案の別表の次のページの備考という字句がありますが、この備考を削つてもらいたいということ、それからカツコ(5)の字古波蔵のＳ５５号線（琉球煙草株式会社前）というふうに場所を指定してありますけれどもこの字句と次の（沖縄煙草株式会社前）とあるのをこの字句を削つていただきたいと思います。以上であります。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第４７号　那覇市道路占用料徴収条例制定について、委員会における審査の経過と結果を申し上げます。

本案は道路法が去る１９６５年７月に全面的に改正され１月１９日から施行されたのでそれに伴い市の条例は１９５９年６月に制定されたもので今回全面的に改正したいとの当局の説明を聴取したのであります。

本件に対する質疑の主なるものを申し上げますと、

１．各通り会の街灯が減免になつている理由

２．潰地で占用料金はとつているか、とつているなら地主へいつ返還するか、

３．電柱に紙を巻きつけたのも徴収するか

４．道路標識は徴収するのか

答　１．については第３条の８項により、スポンサーが申請した場合は一回限り減免することができる

２．潰地の使用料については現在政府で潰地を調査中であり、地主や坪数がはつきりしたら検討したい。

３．電柱にはりつけた紙ははげるので徴収できない。

４．については現在とつていないがこれは市長の裁量で決める。以上のような質疑が交わされたのち別表中の１級地、２級地は次のとおりとする。は決定事項であるため、上段の備考を削除したい。尚５項の（琉球煙草株式会社前）（沖縄煙草株式会社前）は特定の企業会社名を条例に挿入することは好ましくないので、削除したいとの申し出があり、これについては本会議において改めて訂正したいとの説明を了とし本議案については全会一致可決すべきものと決定いたしましたので、よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。






○仲本　安一君

　別表中の占用料金の問題なんですが電柱の広告、すなわち添加したもの塗装したもの巻きつけたものというふうにございます。

これは月あたりまた一箇あたり一級地については１０セント、２級地が５セントとなつておりますが、たとえば塗装したものあるいは巻きつけたものという場合には電柱が立つておりますね、これについてはトタンやあるいはその他のうすぺらのもので巻きつけたものもあり得ると思います。また電柱それ自体にペンキを塗つていわゆる塗装した場合もあると思うが、そのようなものも那覇市が別表にさだめられた料金を徴収してもいいということですか。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　左様でございます。




○仲本　安一君

　これは総務委員会でも関連いたしまして多少問題になりましたがいわゆる電柱があつてそしてそれからとび出した場合はこれは地上の占有になるから考えられるとして、電柱は一応ある配電会社に貸してある配電会社の電柱の分については占用料を５セントないし３セント取つているわけです。

さらに広告したらさらに市がとるということになると二重になつてこれはまかり間違えば不当利得になりかねないと思いますが、そこら辺についてはどのように審議なされましたか。




○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　それはとられます。






○黒潮　隆君

　ただいまの１６番議員の質問に関連して、委員長の説明では取るようになつたということですが道交法何条にどういうふうに規定がなされているかそれをお答え願いたいと思います。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　そこまで審議はされておりません。当局から説明を願います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。添加の物件については取るようになつております。ただ電柱をペンキで塗りかえる、これは添加物にならぬわけでありますので、これは取らない、ただし、そこに広告を書いたり何かありますというと交通上も事故を起こすかもわからないこれは（聴取不能）取られるわけでありまして、それからそういう添加物については法の第３２条５項、それから規則の第１２条に規定されておりましてそれ以外のものは法第３４条の規定により新たな占用となり占用物件と見なすということになつております。






○大山　盛幸君

　別表の次の備考の一級地とはの２項に牧志町、壺屋町、字松尾、泉町３丁目とありますが泉町３丁目について委員会で審議の対象にならなかつたですか。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　やつていないです。しかし泉町はあることはあります。ハーバービユーのところです。




○議長（高良　一君）

　質疑打ち切ります。討論はないですか、討論省略し採決に入ります。

　日程第１２、議案第４７号那覇市道路占用料徴収条例制定については委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第１３、議案第４８号那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定についてを議題として建設委員長の報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第４８号　那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定について委員会の審査経過と結果をご報告申し上げます。

本案について当局の説明によると使用水量の適正把握及び漏水防止対策の強化を努めた結果、多年の懸案である水道料金を値下げし経営の合理化と有収水量の引上げ等で水道料金を改正したいとのことであります。質疑の主なるものを申し上げると、

(1)　水道料金の引下げで予算面に支障はないか、又引下げによる減額はいくらか。

(2)　将来尚引下げる見通しはあるか。

(3)　水道公社よりの受水費の値下げはできないか。

(4)　那覇市と類似する本土都市の料金はどうなつているか。

答　(1)今度の値下げは一般用７．５％であり営業用で６％の引下げで、金額にすると９４，３１１ドル１４セントの減額となつており、６６年度からは加入栓が相当延びを示しているので予算に支障はない。

(2)今度の引下げは５年計画で、その後は尚検討したい。

(3)水道公社にその都度折衝しており、尚全島水道協会でも積極的に働きかける。

(4)那覇市が今回値下げしても本土都市よりは二倍も高い。しかし本土都市は人口の集中と工業企業の発展に伴い値上げしないといけない状態にきている。以上のような質疑応答の後、本件については全会一致可決すべきものと決定いたしましたので、よろしく各位の御賛同を得たいのであります。（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。日程第１３、議案第４８号那覇市水道給水条例の一部を改正する条例制定についてただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１４、議案第６１号那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定についてを議題として経済民生委員長の報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　議案第６１号「那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定について」審査の結果を報告します。

審査の方法を逐条審査にして慎重を期し、各条文毎に質疑が交されましたが特に別表において各委員の意見が集中いたしました。その第１点は「教育委員の費用弁償を月額１０ドル」と規定することは費用弁償の意義からして日額とすべきである。

第２点費用弁償の規定中に「旅費支給規則を準用する」と規定することは例規制定技術の上から性格の異なる規則の雑居は好ましくない。

第３点は費用弁償を日額にすることによつて第３条中の「及び費用弁償」の６字を削る。以上３点について主管部課の見解を聴取したのち、本案に対する結論として全会一致をもつてお手許に配付してある修正案を提出することになり議案第６１号は修正して可決すべきものと決定いたしました。

よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　議員安見福寿外６名より本案に対する修正案が提出されておりますので提案者の説明を求めます。




○経済民生委員長（安見　福寿君）

　修正案を読み上げ提案理由にかえさせていただきます。

修正案の提出について

　次の議案に対する修正案を別紙のとおり市町村自治法第５５条の２及び会議規則第１７条の規定により提出します。

那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則制定について

那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則に対する修正案

　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を次のように修正する。

　第３条中の「及び費用弁償」を削る

　別表中費用弁償　　　　月額１０弗を「日額２弗」に改める。

　公務のため旅行するときは、那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給規則を準用　　　　　　　　　　の次に　　　　　　　　　　　　　　し、「前記以外の職務にあるもの」の旅費に相当する額を加える。

以上のような修正案でございます。




○議長（高良　一君）

　ただいまの説明に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。ただいまの修正案に御賛成の方御起立を求めます。多数賛成であります。よつて本修正案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第６１号は先に修正可決された部分を除いたものについておはかりします。本案に御賛成の方の起立を求めます。

多数賛成であります。よつて議案第６１号は修正可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第１５、議案第６２号那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定についてを議題として経済民生委員長の報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　議案第６２号「那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定について」本委員会における審査結果をご報告いたします。

本案については逐条的に審査を行つたのであります。その質疑の主なる点を申し上げますと、

問１．第１７条現金取扱業務を主とする事務局職員に対して出納手当として月額４ドル支給するとあるが、その理由を示せ。

答　理由は現金取扱をするにあたり、不足額を生じた場合、弁償する責任があるので特別手当として支給している。

問２．第１８条の手当の場合は危険手当という意味か。

答　お見込みの通り、ただし第１７条の出納手当とは意味が異なる。

問３．第１９条の夜間勤務手当と関連して教員の超過勤務手当について検討したことがあるか。また日本本土における例を示せ。

答　教員の方に対しては気の毒ではあるが現在のところ予算計上までは到つていない。更に本土における例は、はつきりしたことは調査していないがある一定額は支給されていると思う。

問４．別表の給料月額について説明せよ。

答　現在の委員会職員の給料は政府職員の給料に準じているが、別表は政府案を参考にして改正前のものに６．８をかけたものであり、これについては人事院勧告によるものである。ということであります。

　以上の当局の説明に対し、各員これを了承しなお委員より手当の支給に対して出納手当４ドル、運転手手当４ドル、ミルク作業手当４．２０セント、補修学級出納手当４．２０セントとなつているが、このままでは一貫性を欠くので将来そのでこぼこを是正するよう検討してもらいたいという要望があり本案については全会一致可決すべきものと決定いたしましたので、よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　採決に入ります。議案第６２号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則制定については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１６、議案第７８号那覇教育区教育委員会職員定数規則制定についてを議題として経済民生委員会の審査報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　議案第７８号「那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について」審査の結果を報告します。一応内容の説明を聴取し逐条的に審査を行いましたが第２条が本案の骨子であることから、次表中の「総務」「調査員」「世話人」「図書館事務職員」の地位、その職名の意義について質疑応答がかわされました中に、特に「総務」について明確な説明を求めたところ、教育長は区委員会事務局を統轄し、教育長が事務局長になつている。さらに、６教育区の教育長もかねておるのでその補佐役として総務１名をおいた。事務局全体が総務部であり事務局長とか総務部長の呼称ではスツキリしないので「総務」とした。なお、総務をおいてある教育区は那覇教育区のみで他の教育区にはない。この説明に対して、「教育長の職務権限と事務局長とは事務の統轄面などから一線を引くことによつて明確化されると思料するがこれでは制度上工合が悪い。監督者と被監督者を一つにすることは合理性にとぼしいので検討されたい」との要望があり、質疑を終結し、討論を省略して本案は原案どおり可決すべきものと決定しましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　先ほどの議案と関連しておりますが職員の定数はなるほどはつきり出されております。ところがこの職員の規定、職員とはどういうものである、その職名はどういうものである、これが明らかにされておりません。職名規則あるいは規定というものがないわけでございます。従つて同じ書記にしても一方では、たとえば那覇教育委員会の給与規則については書記、幼稚園書記と別にいたしております。ところがこの職員定数規則の中には書記で集約して幼稚園書記何名、学校書記何名とある。どうしてこうなつてるのか。職員の給与に関する規則とこの定数規則に規定する書記とはどう違うのかはつきりしないのであります。さらに第１項にきめる庶務課何名、会計課何名とありますがこれには書記がおるのか、書記補がおるのかわからない。ただ小学校、中学校、幼稚園、補習学級の職員についてのみ職名がある。別にこれから職員名規定を別におきめになるのか、こういつたものについては御審議されなかつたのか。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　ただいまのことについてはくわしく質疑はしておりませんでした。






○教育委員会事務局総務（伊良波　長正君）

　ただいまの御質問にお答えいたします。定数の規則でありまして別にそれぞれの職種の事務については事務局設置規則これがありましてそれにいちいち規則でうたつております。




○金城　吾郎君

　私が聞いておるのはもちろん事務分掌の規定はありましよう。ありましようがこの第１項にきめる事務局の職員と第２項に定める小学校、中学校、幼稚園、補習学級の職員、あるいは学校給食調理場の職員これはいずれも那覇教育区教育委員会の職員であるはずであります。ところが第２項以下においては職名を明らかにして何名となつておりますが第１項は職名があるのは総務だけである。そうであるとすれば１項のほうに２項についてもどういう係何名そして職名はどういうものであると統一した職名をふさなければならない。那覇区教育委員会職員の給与に関する規則の中に定める第２条の書記、あるいは幼稚園書記これは別になつている。この規則において職員とはうんぬんと書いて別になつているけれどもこの定数規則においては一つになつている。こういうものをはつきりしていただきたいというわけでございます。




○教育委員会事務局総務（伊良波　長正君）

　あとで委員会でよくはかつてお答えいたします。

（「進行」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。

（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　討論なしと認め採決に入ります。議案第７８号那覇教育区教育委員会職員定数規則制定について委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　多数であります。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第１７、議案第７９号那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定についてを議題として経済民生委員会の審査報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　議案第７９号「那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費に関する規則制定について」本委員会における審査結果をご報告いたします。本案について当局の説明を申し上げますと、現行では給与旅費及び諸手当に関する規則を一本化して規程された旅費規則を独立させるとともに適用範囲を教育委員、事務局職員、学校教職員及びその他の教育区教育委員会所管に属する職員も含めて規程化したのである。

なお現行においても手続規程がなかつたのでその分も含めて改正し、また旅費額については琉球政府公務員の旅費に関する規程に準じた。

以上の説明に対し逐条審査が行なわれたのであります。その主なる点を申し上げますと、

　問１．第９条１日の旅行において日当または宿泊料について定額を異にする事由が生じた場合には額の多い方の定額による日当または宿泊料を支給するとあるが、定額を異にする事由が生じた場合とはどういう意味か。

　答　ある職務の者が、その出張中において役職がかわつた場合別表第２の琉球外旅行旅費規程により高い方の額を支給するということである。

　問２．第２５条で航空賃及び車賃の額は別表第２の額によるとしてあるので備考欄３車賃については別表第１によるとあるのをわく内に欄を一つもうけ鉄道賃航空賃の間に車賃を欄内に入れるべきではないか。

　答　そのようにしたい。以上の当局説明に対し各員これを了承し本案については全会一致原案を承認し可決すべきものと決定いたしたのでよろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。






○久高　友敏君

　委員長にお尋ねいたします。この案の目的はこの規則は公務のため旅行する那覇教育区教育委員会教育委員及び職員かつこ以下職員というに対し支給するということになつておりますがこの中で第２条３項出張、職員が公務のため一時その在勤所を離れて旅行し、または職員以外のものが公務のため一時その住所または居所を離れて旅行することをいうというふうになつておりますがこの職員以外というのは何か御説明を願います。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　第２条４項、遺族、職員の配偶者、子、父母、孫、祖父母、及び兄弟姉妹並びに職員の死亡当時職員と生計を一にしていた他の親族をいう。

この人たちが前の職員の旅行中事故が発生した場合にはその現場に派遣する、そのときに旅費を支給するということでございます。この職員以外とはこの人たちであります。

（「進行」というものあり）（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　採決に入ります。議案第７９号、那覇教育区教育委員会教育委員及び職員の旅費支給に関する規則制定については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　多数であります。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１８、議案第８０号那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定についてを議題として経済民生委員会の審査報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　議案第８０号「那覇教育区立幼稚園教員給与等に関する規程制定について」本委員会における審査結果をご報告いたします。本案について当局の説明によると、現行では幼稚園書記も含めた規程であるのを適用範囲を教員のみとし書記については那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則に含めて規程化した。

なお幼稚園教員給与規程を独立させたのは免許資格所持により給与額査定基準が定められていることと、初任給査定のさい、本規程第５条にもあるように教員経験年数社会経験年数等による一定基準があり、また給与については職階制をとつた。ということであります。

以上の当局説明に対し、逐条審査を行ない若干の質疑が交わされたのでありますが、本案については各員これを了承し全会一致可決すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑、討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１９、議案第８１号那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定についてを議題として経済民生委員会の審査報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　議案第８１号「那覇教育区教育委員会職員の初任給に関する規程制定について」審査結果をご報告いたします。

本案について当局の説明によると、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規程第４条にもとづき制定した。

　従来は内規によつてそのつど初任給を定めていたのであるが、これを規程化し、給与を職種によつて公平にするとともに情実をなくすため明文化した。また初任給の基準は政府公務員法一般職のものに準じた。ということであります。以上の説明に対し、若干の質疑が交わされたのでありますが、各員これを了承し、全会一致可決すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２０、第２１は一括上程いたします。議案第４９号議決内容の一部変更について、議案第５０号議決内容の一部変更についてを議題として総務委員長の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第４９号「議決内容の一部変更について」議案第５０号「議決内容の一部変更について」審査の結果を報告いたします。

(1)　第４９号議案について申し上げます。本案は、若松市場および市営住宅建設債について敷地の一部が使用者との移転補償でおりあいがつかず、建物規模を縮少し、さらに借入れ先と協議の結果、利率を変更する必要があるとして提案されております。

また、市場一階の総面積が縮少されているにかかわらず専用面積は逆に大きくなつております。このことは当初、共用面積と専用面積を５０対５０に見積つておりましたが具体的に設計ができて、共用面積２５．７パーセントで２５２ヘーベ専用面積７４．３パーセントで、７３０ヘーベ計９８２ヘーベになつたためであると云うことであります。

さらに、使用料につきましては、独立採算の趣旨からいたしますと住宅については３０ヘーベあたり月額２４ドルになりますが、これを公営住宅の算定に準じて月額１８ドルとし、また市場使用料を１ヘーベあたり月額１ドル３０セントにいたしますと年間の収支の差は市場で４，１４３ドルの剰余となり、住宅は３，５２３ドルの不足額で差引合計６２０ドルの剰余になると云うことであります。本案はその他若干の質疑を交わし、討論に入つたのであります。反対討論といたしましては、本案は、開金の財源難から利率が高くなつているが、これはアメリカの戦争拡大に影響されたものであると見る。

また、この住宅の使用料についても独立採算の観点からすると月額２４ドルになるがこの計画では月額１８ドルしか見積られてない。この不足額は市が特定の人々に補助することになる。しかも、ここに入居できる階層は高所得者のみである、住宅難緩和対策は真に困つている低所得者を収容できるよう政府補助による公営住宅を建設すべきである。よつて本案に反対する。ということであります。

採決の結果、本案は賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。次に、

(2)　第５０号議案について申し上げます。宇栄原市場建設については、当初平家として計画したのでありますが、将来は団地集会所等の公共施設を増築できるよう基礎工事を強化するため建設費が４，７３０ドルの増となり、また借入れ先と協議の結果、利率を変更する必要があるとして提案されております。本案については、若干の質疑を交わし、討論に入つたのであります。

△　反対討論といたしましては、本案は将来団地の教養集会所を建設するために基礎工事を強化するとなつておりますが、先に首里支所建設にあたつては、青年会から支所の一部を使用させてもらいたいと云う陳情があつたが、同陳情を採択すると他の団体からも同趣旨の申請が続出して収拾がつかなくなるとして同陳情は不採択になつております。

同じ市民でありながら一方には使用させ一方には使用させないと云うことは納得しがたいので本案に反対するということであります。

採決の結果、本案は賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。以上報告申し上げ、各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

（「質疑なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○黒潮　隆君

　議案第４９号、議決内容の一部変更について反対討論を行います。この議案が変更されない前、以前に提案されたときも私たちは反対の理由をあげてまいりましたが今回の反対理由も基本的には変らなのであります。ところが前の議案よりも今度の一部変更は前に４％であつた利子が６％に値上げされております。これは今まで那覇市が開金から金を借りていたところ開金の資金が不足しているということで開発金融公社がＢＯＡ・アメツクス等の外国銀行から開発金融公社を窓口にして仕事をし、そして０．５％のマージンをとるというふうに当局は説明しておりますが、これはアメリカの金融政策、利子引き上げ政策に手を貸すことになると考えます。委員会でも申し上げましたとおりアメリカでは今ドル危機だといわれております。これはアメリカの予算をみればはつきりするとおり８０％が軍事費といわれております。ベトナム侵略戦争これに関連して、国家資本さえ隷属するという方向にきていると考えます。そして沖縄でも収奪していかなければ間にあわないということがこの議案ではつきりしていると思います。そこで今の住宅不足に対して那覇市はたくさんの住宅を作らなければならないわけでございます。

これはあくまでもうちを作れない階層を優先して貧しい人々を入れてゆくというふうな政策を優先しなければならないと考えます。この市営住宅の建設にあたつては独立採算制にもつてゆかなければならないがこのような計画から見てまいりますと独立採算制をとると家賃が約２４ドルになるが、しかしこの使用料を１８ドルにするというのが那覇市の考えであります。公営住宅第１種、第２種の場合には政府の補助金があつて比較的低所得者も入れるわけでございますがここに入るのはやはり比較的所得の多い市民が入ることになります。そうなりますと今那覇市では２５，０００世帯ぐらいがハジグワーを借りております。その中にはボーダーライン層もたくさんおります。しかしながらこういう階層の人々こそ那覇市は補助すべきであるにもかかわらず今の制度からして家賃の補助という制度がとられていない。ところがこの第３種市営住宅に入る場合那覇市の計画からしますと１世帯６ドル１２セントを補助するという形になります。これは年間をとおして１世帯あたり７３ドル４３セントの家賃を補助するというふうなことになります。従つて私たちは補助のない全額起債による市営住宅を作るのではなしに第１種、第２種といつた法の裏付けによる補助金のある住宅を優先して作つてゆくべきであると思います。こういうふうな立場から議決内容の一部変更については反対いたします。

（「進行」というものあり）

○議長（高良　一君）

　討論を終結し採決に入ります。

　日程第２０、議案第４９号議決内容の一部変更については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の起立を求めます。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　多数であります。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２１、議案第５０号議決内容の一部変更については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の起立を求めます。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　多数であります。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２２、議案第５１号専決処分の承認を求めることについてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第５１号、専決処分の承認を求めることについて、審査の結果を報告いたします。本案は昨年９月新庁舎落成記念事業期間中に中村泔君が６階から落ちた事件に対して、損害賠償調定事件が提訴されたので申立人の主張する申立の価格に異議の申立てをする必要があつたが議会を招集する暇がなかつたので市町村自治法第１１４条の規定により専決処分をし、異議の申立てをしたとのことであります。本案については若干の質疑を交わし、全会一致承認すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２３、第５２号議案不当利得返還請求事件の和解についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第５２号「不当利得返還請求事件の和解について」委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。本案については瀬長市長時代に原告は本件公有水面が訴外大城正義と被告市間の那覇市辻町第５工区整地工事請負契約中における埋立費用の請求であり、崎浜秀善は大城正義の下請で埋立をし、市も埋立工事完了によつて土地として造成される頃まで適法に公有水面埋立免許を得ていないため法的にはその所有権が市に帰属しない区域であることをしり埋立免許申請をした。

その後、整地工事を完了した崎浜秀善より２，５００坪の埋立整地費として提訴され既に５年を経過しているが、このまま推移すればなお相当期間に亘り抗争が継続されるので和解したいとの当局説明を聴取したのち質疑が行われたのであります。質疑の主なるものを申し上げますと、本件を続行した場合敗訴になると思うかと質したところ兼次元市長の証言によつて埋立費用の還付については話したことがあるとのことで崎浜が有利となつている。被告、市は原告に対し和解条件として１２，５００ドルを支払うことになつているが、この予算はどこから支出するのか、ということに対し地域を対象とする第一地区区画整理特別会計予算から支出するとのことであります。

以上の他、なお若干質疑が行われたのでありますが、結論として表決の結果賛成多数で原案を承認すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。




○議長（高良　一君）

（「質疑なし、討論」という者あり）

　討論に入ります。






○儀間　真祥君

　議案第５２号に対しまして反対をいたします。その理由は、この事件の内容を見ますと和解するんだという意見書で委員長報告にもありましたとおり、本件は抗争を継続すればさらに時日を要するということであります。

結局これによりますと市側の費用をこれ以上出していけないということであります。本員たちはこの問題につきましてこれが正しいかどうかということにつきまして第一審でははつきりこれは那覇市が勝訴しております。これをまた上告したためにこういうふうになつております。

和解合意書にも書いてありますとおり問題になつております。

２，５００坪の土地これについてはです崎浜秀善さんが請負する場合にこの人は下請でありますが第１の大城さんから受けた場合に契約の内容に入つているんだということを説明しております。これは和解合意書の中の辻町第５工区整地工事の請負契約中に入つていたということをこれにもはつきりうたわれております。だからしてこの場合にはまだまだ継続していなければはつきりと結論が出ないわけであります。そういう意味でこれは和解するのではなくてまだ提訴を継続すべきじやないと思いますので議員諸公も、賛成していただくよう反対討論を申し上げます。






○金城　庄瑞君

　議案第５２号議案に賛成討論を申し上げます。

１９５７年瀬長市長時代に辻町第５工区整地工事として請負された場所でございまするが、当時請負契約には地域範囲に工事面積の坪数がはつきり示されていない、そのままに工事が進められておりまして、工事完成後に実際の測量によると２，５００坪になつている。この坪数は当然埋め立て認可をもらうべきであるが何ら手続きがなされていないままに埋め立てられている。

　それでこの抗争によつて那覇市は第一審において敗訴になつておる、上訴によつて差戻しになり現在抗争中でありまするが前の那覇市の最高責任者である兼次氏も参考人として呼ばれたときに那覇市に不利な証言をなされております。先ほどの委員長報告にあつたとおりでございます。

すでに訴訟費も８，５００ドルも出資している。また那覇市のこの事件を取り扱つている専門家の方も那覇市が不利のようであるということを言つておられる。これ以上訴を続けることは那覇市にとつて不利であると思いますので本員はこれに賛成いたします。

みなさんの御賛成をお願いします。




○議長（高良　一君）

　これをもつて討論を終結します。

議案第５２号　不当利得返還請求事件の和解について採決に入ります。

本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第２４から第２８までは一括上程いたします。第５３号、第５４号、第５５号、市有地を随意契約で売却処分することについて、第５６号議案市有地（泊・安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて、第５７号　市有財産の処分について総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

△　議案第５３号、市有地を随意契約で売却処分することについて。

△　議案第５４号、市有地を随意契約で売却処分することについて。

△　議案第５５号、市有地を随意契約で売却処分することについて。

△　議案第５６号、市有地（泊・安謝間公有水面第２次埋立地の一部）を売却することについて。

△　議案第５７号、市有財産の処分について。審査の結果を報告いたします。

１）第５３号議案について申し上げます。本案は、那覇市字安謝義理地原６７９番及び６８０番の市有地２，０１１坪４合５勺を随意契約により、坪当たり平均７２ドル４１セントでスピリア・ボート株式会社社長屋富祖正英に売却し、その資金を都市計画事業、市営及び公営住宅の建設、埋立事業等の建設事業費その他政府補助事業の対応費に充当するため、提案されております。

また、同社に売却するに当たりましては、議会においても同社の公益性を認めて、同社から提出されております旭町市有地の売却願いの陳情を１９６３年６月２８日付をもつて、採択した旨本人に通知書が送られております。その後、旭町のほうからボートを運び出すことは困難であるとして、安謝埋立市有地を売却してもらいたいという申請がなされたので、同社の公益性と事業計画を検討し、２，０１１坪４合５勺売却する。

また、売却坪数２，０１１坪の算定につきましては、同社の計画が△事務所設置用地２４坪、△展示即売場２０７坪、△ボート置場７２１坪、△工場建設用地５００坪、△屋外作業場４００坪、△乾燥場３０坪、△材料置場１２８坪となつており、２，０１１坪４合５勺売却するということであります。

次に売却土地の評価につきましては、６８０番の幹線道路に面したところが坪１００ドル、その北側が８０ドル、６７９番は５５ドルと評価委員会の評価がなされております。したがつて６８０番と６７９番の平均評価が７２ドル４１セントとなり、この評価額によつて売却する。また、相手方の支払能力については中央相互銀行が営業部長の名において安謝埋立市有地購入資金として１３万ドル貸付るという証明書が発行されております。

以上のとおり当局から説明がなされ本案については同意すべきものと決定いたしました。

２）第５４号議案について申し上げます。本案は那覇市前島町２丁目１３２番地、１１４番の２，１１２番の１の市有地３４１坪を随意契約により坪当たり５００ドルで琉球海運株式会社社長平田忠義に売却し、その資金を第５３号議案と同じく都市計画事業等に充当するため提案されております。また随意契約に付した理由といたしましては、該地に対しましては琉球海運株式会社の借地権が８年前から発生し、さらに同社から購入申請がありましたので、同社の公益性を勧案し随意契約に付したということであります。本案についてはその他若干の質疑をかわし討論に入つたのであります。

△反対討論といたしましては市の財産を処分するに当たつては一般競争入札に付するのが原則である。

琉海のみが公益性をおびているものではない、これまでにも公益性を理由に随意契約で売却した土地が、その後切り売りされている例がたくさんある。また、この評価は昨年５月になされたものであり、一年を過ぎた今日では６００ドルに評価されるものと考える、よつて本案に反対する。次に賛成討論といたしましては、琉海の性格については当局がるる説明なされているように、同社が那覇市に果したこと、沖縄経済に貢献したことは議員の皆さんも御承知のことだと思う。

また土地の評価につきましても昨年の評価とは言え、専門家の話を聴取いたしましても該地周辺は坪当たり５００ドルが相場だと申されております。さらに同社は８年前から借地権を持つておりますが社屋の建設用地を求めて同市有地の売却申請を出しておりますので、公益企業を育成する観点から同社に売却すべきであると考え本案に賛成するということあります。

採決の結果本案は賛成多数で同意すべきものと決定いたしました。

３）第５５号議案について申し上げます。

本案は那覇市字天久樋川原１，２１６番の１のうち、１，２１６番の２、１，２１６番の３の市有地７０２坪７合９勺を随意契約により坪当たり平均３６ドル１２セントで美栄橋自動車練習所代表者浜川恵亮に売却し、その資金を第５３号、第５４号議案同様都市計画事業費等に充当するため提案されております。また随意契約に付した理由は、該地が美栄自練と隣接し、図面の１と２については外郭を整えるため、また３については同所の現在のコースが計画道路にまたがり、さらにコースとして狭いので拡張する必要があるとして、隣接地の図面の「３」も購入したいと申請がなされておりますので随意契約に付したということであります。

次に土地の評価につきましては、図面の１が坪当たり３５ドル、２が３０ドル、３が４０ドルと評価委員会の評価がなされております。

その他若干の質疑をかわし討論に入つたのであります。

△反対討論といたしましては、本案の別紙図面１と３については他の方法で処分すべきであると考える。特に３については道路計画とも関連するが、都市計画道路用地との交換用地としての確保も考えられるのである。

また市が公入札に付すると地価の高騰を招くということも聞かれるが、市の財産処分は原則として一般競争入札に付すべきである。したがつて本案に反対する、ということであります。採決の結果本案は賛成多数で同意すべきものと決定いたしました。

４）第５６号議案について申し上げます。

本案は那覇市字安謝義理地原６８５番の市有地のうち、２３４坪を一般公入札により売却し、その資金を第５３号、第５４号、第５５号議案と同様都市計画事業費等に充当するため提案されております。また土地の評価につきましては評価委員会の評価によるとなつております。本案は全会一致同意すべきものと決定いたしました。




５）第５７号議案について申し上げます。

本案は旧小禄と場の建物が老朽化し、使用不能になつておりますので廃棄処分するため提案されております。本建物は１９５１年６月に建てられ、と場として使用しておりましたが、１９６１年３月３０日にと場の廃止をし、その後は用途を変更して１９６５年１１月まで民間に使用させ収益を上げておりました。また該地は個人の土地を賃借して、借地料年間３１０ドル２０セント支払つておりますが、契約条件の中に「返還するときは、原状に回復して返えすこと」となつております。したがつて本案は全会一致同意すべきものと決定いたしました。

以上報告申し上げましたとおり、第５３号、第５４号、第５５号、第５６号、第５７号議案につきましては、それぞれ同意すべきものと決定いたしました、よろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑なし」「討論」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑はないようですからこれをもつて終結し、ただちに討論に入ります。






○黒潮　隆君

　議案第５３号、第５４号、第５５号の三議案について反対討論を行ないます。西銘市長が最初当選したときから那覇市の市有地がほとんど資本家にしかも安く切り売りされてきました。そのときから私たちは一貫してこのような市有地の随意契約にはほとんど反対して参りましたが今回も基本的な理由としては同じでございます。公益性をもつ事業だからその事業の保護育成のために土地を安く売るという理由はあたらないと思います。

やはりそういう事業を保護育成する場合でもあたり前の値段で土地を売却すべきだと、こういうふうに信じます。

たとえばこの議案の中の５４号議案について申し上げるならば琉海の平田忠義社長に泊ターミナル向こうの一号線沿の土地を坪５００ドルで売るというふうになつておりますが、この５００ドルという財産評価委員会の評価した時点はいつかということになると去年の５月でございます。

すでに１カ年も評価した時点から経過しているという点が重要だと思います。と申し上げますのはこの地域は今から４年前ですか。南陽相互銀行、松尾レストランの前田義善さんに売却した地域でむしろそこよりも地の利のいい土地でありますがそのときは南陽相互銀行にはすでに建物が建てられているということで坪当り１６０ドルで売却し、前田さんにはまだ建物がたつていないということで同じところを２００ドルで売却したところであります。ところが去年の６月議会に、今提案されている５４号の土地とすぐ隣りの土地を３５０ドルで売却しております。

去年の５月には５００ドルをするというふうに評価委員会が評価なされているのに去年は３５０ドルで売却し、ことしは去年の評価額で売却しようとしております。そこにも私たちは大きな問題があると考えます。それでその時点でも反対しましたが、先ほどの委員長の説明の中で賛成理由として専門家の意見を聞いたところ５００ドルが適当だと、５００ドルしかしないというのがございましたが、私たちも専門家の意見を聞いてみました。去年からすでに６００ドルしているということであります。こういうことから考えますとやはりこれは安く切り売りされているというように理解します。委員会の場合にも申し上げましたが、公益事業だからといつて旭町の埋め立て地と安く切り売りしたとき、その後ほとんどそういう事業をしないで、もちろん購入したときの考えどおり事業してあるのも中にはおりますがほとんど切り売りされているということなんです。それは那覇市と資本家のなれ合いによつて市有地が切り売りされているという事実だと考えます。

したがつてそういうなれ合いの随意契約をするのではなしに一般競争入札あるいは指名競争入札という形をとつて土地の処分をしなければならないと考えます。したがつてこのような随意契約の議案の三議案には反対し、次の５９号の一般公入札の議案は認めていいというふうに考えます。以上です。






○辺野喜　英興君

　先ほど委員長報告にも出まして上程になりました五つの議案に対しての賛否はすでにくわしく述べられており、そういう関係であえて討論を省略したいと考えておりましたが、あまりにも先ほどの黒潮議員との見解の相違がございますので一言だけ討論につけ加えたいと思います。

先ほどの討論の中にいかにも資本家と結託してこの土地を売つておると、こういうことを述べておるわけであります。

われわれとしてはけつしてそういうことはないとはつきり断言いたしたいわけであります。これは前にもこういう議案が出たときに意見の相違があり、これはものの考え方の違いであります。

以前旭町の土地を処分いたしましたときにもかような観点に立つてまつこうから意見の対立があつたのであります。今回のまず琉海に売る土地でありますがこれも以前の議会ではつきり申し上げましたように、また私たちも理解しているように、あの土地は８年前から琉海と那覇市との間に賃貸契約がなされているということであります。だからそういう場合には、ある程度さら地、空地とは幾らか値段が違うということは何人も否定できないもんだと私はかように考えるもんであります。これが１点であります。

すでに８年前に賃貸契約がなされているが、かといつてべらぼうに安くは売つていないのであります。５００ドルです。こういう観点から妥当な価格である。市と個人の取引とはおのずから考え方は違わなければいかぬ。いたずらに高く売ろうということもまたどうかという考えも立つわけです。

そういう意味からけつして資本家と結託しているまたわれわれはそういうもんに賛成するものではないということをここではつきり申し上げたいと思います。さらに今度の議案に出ておりますスピリヤボートこの件でございますが、これも前の議会におきましてそこからの申し出によりましてすでに旭町の敷地に譲渡してもよろしいという議会の了解を得ているわけであります。

しかしながらこのスピリヤボートのいわゆる計画といいますが事業内容の発展といいましようか、そういうもんによりましてこれは変更をきたさなくちやいかぬのでありますし旭町のほうにもつていつた場合には今のように明治橋がいかにも不都合になりボートをおく敷地や何かでかれこれからいうと不適当な場所であるからこの際安謝のほうが適当であると思うからそこにかえてくれという議案になつているわけです。

すでにそういうことも了解している以上私たちも審議した結果、適当だとかように考えてこれを了解するわけです。以上あえて討論を省略したいと考えておりましたが、あまりにも見解の相違がございますので討論にいたしたいと思います。以上でございます。

（「進行」という者あり）




○議長（高良　一君）

　討論終結し採決に入ります。

　日程第２４、議案第５３号市有地を随意契約で売却処分することについて委員長報告どおり同意することに賛成の方御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　多数賛成であります。よつて本案は同意することに決定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２５、議案第５４号市有地を随意契約で売却処分することについて、委員長報告どおり同意することに賛成の方御起立を求めます。




○議長（高良　一君）

　多数賛成であります。よつて本案は同意することに決定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２６、議案第５５号市有地を随意契約で売却処分することについて委員長報告どおり同意することに賛成の方起立を求めます。




○議長（高良　一君）

　多数賛成であります。よつて本案は同意することに決定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２７、議案第５６号市有地（泊・安謝間公有水面第２次埋立地の一部を売却処分することについて、委員長報告どおり同意することに賛成の方起立を求めます。




○議長（高良　一君）

　多数賛成であります。よつて本案は同意することに決定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２８、議案第５７号市有財産の処分について、委員長報告どおり同意することに賛成の方起立を求めます。




○議長（高良　一君）

　多数賛成であります。よつて本案は同意することに決定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２９、議案第５８号１９６７年度一時借入金についてを議題として建設委員長の報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第５８号「１９６７年度一時借入金について」委員会における審査の結果をご報告申し上げます。本件については年度当初で予算執行の経常経費が必要なため一時借入れしたい。

その理由は水道使用料の集金、検針、調定等がある程度期間を要するため年度当初収入に期待できず、手持金を勘案して貸付けによる手形借入れをしたいとの当局説明を委員会は了とし、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　休憩します。

（午後３時　６分　休憩）

（午後３時１９分　再開）

○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。

　日程第３０、議案第６０号公営住宅建設用地と市有地とを交換することについてを議題として建設委員長の報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６０号　公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて、委員会における審査の経過と結果を申し上げます。本案に対する質疑の主なるものを申し上げると、交換渡地、交換受地双方の土地の評価が果して適正であるかどうかが問題であり、この土地を入札させた場合いくらで売れるか問題と思うがこれについて当局の見解を質したのであります。

当局の説明では双方とも評価委員会の評価によつて渡地は坪当り１５０ドルであり入札した場合は入札しなければわからない又交換受地は評価委員会の評価が４０ドルになつているが地主は当初８０ドルだつたのを５０ドルに引下げた需要、供給の場合どうにもならなかつたとのことであります。ところでこの久場川の土地は当初久場川公営住宅を建設する場合一括して購入しておけば３年以前の評価で安く買えたのに何故当時は買わなかつたかということに対しその当時は実測の結果余つたので地主に還元したが道路排水の関係で是非必要になつたとのことであります。以上のような質疑が交わされた後討論に入つたのであります。

反対　久場川のこの土地は尚家より上原が１，８００坪坪当り２ドル５０セントで買入れその後市が上原から４ドルで購入し坪当り１ドル５０セントの利潤を上げ総坪数７，８００坪から１７，０００ドルを９日間で利得したことになるしかもこの７，８００坪を実測してみると今の交換する土地の１，６２３坪が余つていたわけでこの土地からも７７，０００ドルの利潤を得たことになる、又上原氏の土地は評価委員会では４０ドルになつているにも拘わらず１０ドル上げて５０ドルにしたこれは道義上といつているが解せない。安謝の埋立地は実際に入札させた場合は１８０ドルで売れる。こういつた評価で交換し一部の特定の人に利潤を与えることはいけないので本案に反対する。

賛成　本件は都市計画の一環である久場川公営住宅建設のためどうしても確保しなければいけない土地である。即ち道路排水施設をするためにも是非必要にせまられた土地で交換条件のものであり、たゞ評価委員会が評価した４０ドルを５０ドルになつたことは不満もあるがこれは需要供給から当然のことで公営住宅団地建設のための見地から賛成するものである。以上のような討論ののち表決に入り賛成多数で本議案は承認すべきものと決定いたしましたので各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。






○久高　友敏君

　委員長にお尋ねいたします。ただいま委員長の説明によりますとこの土地は公営住宅建設のための取得交換だということはわかるわけでありますが、問題は財産評価委員会が決定した金額よりか、あの首里久場川にある１，６２８坪ですかこの土地を財産評価委員会が決定した４０ドルよりか坪当り１０ドルも引き上げて交換したということ、つまり１万６，０００ドル余の値上りという結果になるがこの財産評価委員会の決定した額で交換ができないとするならば、さらに財産評価委員会にかけてやるのが妥当じやないか。つまり財産評価委員会というのは一応市長の諮問機関であるにせよ一応目途をつけるのが財産評価委員会の使命だろうと思います。なぜ一坪１０ドルも上げて交換をしたのか、これについて審議されたかどうかこれをお答え願います。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　お答えいたします。この土地は評価委員会では４０ドルになつておりますが上原さんはこれは７、８０ドルという値を打つてきたそうでございます。それでいろいろ相談して４０ドルでは絶対売らない私は１００ドルで売つてみせると豪語されて、結局５０ドルにもつていつたという当局の説明でございました。




○久高　友敏君

　今の委員長の御説明によりますと上原氏はこの土地は５０ドルでも安い、もし売るとするならば１００ドルで売つてみせるといつておられるというが委員会に招致してそういう証言がなされたのか。




○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　お答えいたします。これは委員会での上原さんの証言じやございません、建設部長がじかに聞いたことを建設委員会で言つたわけでございます。




○久高　友敏君

　もちろん当局の説明を委員会において信用してそのとおりだと了承されて１００ドルでも売れる土地を５０ドル程度評価して買えたという結果になりますと、むしろ５０ドルと安く評価して買つたということになりますと、この財産評価委員会の決定というのは半分の値段しか評価していない、半分以下の評価しかしていないという結果になりますが、問題は上原清善氏がもうかるとか損するかという問題じやなしに今までの財産評価委員会のあり方はあまり高く評価すると市民の地価をつり上げるという結果になりかねないというので適正の評価、あるいは地形の状況により評価されてると思いますが、しかし実際の評価額と実売買の実例からするとかなりのかけ離れがあると思う。たとえて申し上げますと安謝の埋立地あれでも８０ドルを評価されたのが公入札の結果１８０ドル以上も入札があつたそうであり財産評価委員会はでたらめな評価をしているじやないかというような声も聞れたわけであります。

しかしながら今度は逆に市が取得しようと交換しようという土地をあべこべに実際は１００ドルもするのを４０ドルで評価したことに問題が出ておると思います。

今後こういうような問題がある場合にはつとめて議会で紛糾させないようにしてもらいたい。これが妥当な線であるかどうかということは今まで再々あるわけであります。市が財産評価委員会の決定した額で取得できない場合には再評価した実例もあります。

また入札に付しても落札者がいなくて再評価して下げた実例もあります。だからこうなりますと、この財産評価委員会というのはまるつきり市長にげたをあずけられたようなことになりかねない。公営住宅を建設する趣旨はわかります。しかしこういう安い地域において１０ドルも坪当り違うということになりますと非常に問題が残ると思います。

それについて委員会のほうでは審議されなかつたと思いますが当局に今後の方針について一つ御説明を願いたいと思います。






○総務部長（城田　清才君）

　お答えいたします。

　評価につきましてはごく最近の評価でございますので上原氏のほうが、どうしても４０ドルではぐあいが悪いということでしたが、しかし上原氏個人の言によつて再評価する必要はもうとうないと思つております。

したがいまして市が評価した評価は絶対に正しいのでありましてただ売買の関係というのは需要供給との間においてきまるものでございますのでこの関係においてはあくまでこの問題は市と上原さんの間においてさだまるものでありますので事情万やむを得ないものと考えております。

（「進行」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑打ち切り討論に入ります。






○儀間　真祥君

　議案第６０号　公営住宅建設用地と市有地とを交換することについての議案に反対いたします。

その理田を申し上げます。ただいま議題になつております久場川公営住宅の敷地は３年前に僅か９日間で上原という土地あつせん業者に１１，７００ドルの利潤を上げさせたいわくつきのものであります。すなわち当時上原氏が尚家からこの土地を買うときに台帳坪数で買つたが実際にはかつてみると１６２３坪以上あつたのであります。今回この土地と安謝の埋立市有地とを交換しようということであります。金額にいたしますと確か８０，０００ドル余りで金額は問題ありませんが、しかしこの１，６２３坪については今申し上げましたように３年前に那覇市が４ドルで買つた、その前にこの土地は尚家の土地として買う場合に台帳面では７，５００坪、実測してみると１，６２３坪余つている。この１，６２３坪はただ儲であります。

それと今度はこの土地を売る場合には普通は財産評価委員会で評価をやるわけだが、その評価が４０ドルになつている。４０ドルという値段は評価委員会できまつたがそれを１０ドル上げている、この理由は今の説明からすると上原清善氏が４０ドルでは売らないということなので１０ドル上げたといつているが委員会における本員の質問に対しては上原氏の土地から那覇市の公営住宅へ下水道のヒユーム管を通してあるので一応道義的にこうなつたということでありました。しかし、ヒユーム管の通つている坪数がいくらかというと僅か４０坪であります。この４０坪について１坪１０ドルあげると４００ドルである。しかし１，６００坪ということになると１０ドル上げると１６，０００ドル余りになる、そうなるとべら棒な儲けということになります。

評価は非常に高くなつてきます。那覇の市有地これは安謝の市有地であります。これは１号線に面しておりますがこの市有地が５４１坪これを財産評価委員会では１５０ドルの評価になつている。しかしこれを実際に入札してみると１８０ドルに売られている。この交換しようという場所は１８０ドルで売られた場所よりも条件はいい、そういうことからいいました場合に１８０ドル以上に売れるものと考えなければならない。そういうことからして市有地を評価する場合には安くして、相手の土地を評価する場合には高く評価しており結果としては向こうが儲かるということになります。それでこの土地をどういうふうに取得したんだ、要するに久場川の土地がどういうふうに那覇市の市有地と交換されたかという過去のいきさつはわかつている。だからその場合に断然こつちの立場は優先するわけであります。それを西銘市長は受身の立場に立つてこういうふうな交換をやつている。そういう意味におきましてもこの議案に賛成することはできないということを申し上げて反対いたします。






○比嘉　朝四郎君

　議案第６０号につきまして賛成するものであります。

本件は都市計画事業の一環であります久場川公営住宅団地建設のためにどうしても確保しなければならない土地でありまして、すなわち団地の排水、並びに道路を施設するためにこの土地がなければ機能を発揮することができないという必要にせまられた交換であります。ただ、本員が不満に思うことは土地評価委員会が評価された４０ドルを上廻わる額でいわゆる需要供給の原則から押し切られたうらみはありますが、しかしながらこれも公営住宅団地建設という大きい目的のためにはやむを得ない処置と思うのであります。ただいま人民党の儀間議員から特定の人に利潤を与えたということでありますが、こういうことは経済の原則をしらない人のもののいい方でありまして物価というのはあくまでも需要供給の原則によつて左右されるものであります。以上申し上げて議案第６０号に賛成するものであります。

　（「進行」というものあり）




○議長（高良　一君）

　討論を終結し採決に入ります。

議案第６０号公営住宅建設用地と市有地とを交換することについて委員長報告どおり可決することに御賛成の方御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○議長（高良　一君）




　日程第３１、議案第６４号第３次泊・安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて、総務委員長の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第６４号第３次泊・安謝間公有水面埋立事業債を起すことについて、審査の結果を報告いたします。

本案は第３次泊・安謝間公有水面埋立て事業として１９６７年度で商工業および住宅地域として３１，９３２坪を埋立てる計画であり、その埋立工事費を市債で充当するため提案されております。

埋立単価につきましては、第１次埋立単価１１ドル７３セント、第２次埋立単価は１９ドル６１セントでありましたが今回は本護岸面積の増大ならびに水深が深くなつているため埋立単価は３０ドルになつております。

また償還ならびに収益につきましては、その埋立地を売却して償還する計画でありますが、坪当り平均７５ドルで売却できるものとみて、第３次泊・安謝間公有水面埋立財政計画書にもありますとおり、２９万ドル余の収益があるものと当局はみております。

次にこの第３次埋立計画地内には、現在の造船所もありますがこの件につきましては、第３次埋立地内に８４０坪の保留地を確保して、そこに移転する計画であります。この移転補償費は３８，８００ドル計上されております。

結論といたしましては、本案はその他若干の質疑を交わし討論に入つたのであります。

反対討論といたしましては、本埋立事業そのものに反対するものではないが今回の場合これまでの融資条件と異なつて、利率は年７．３パーセント以内となつている。

この融資のあり方に異論がある。これまでの融資は年４パーセントであつた。開金の方が苦しくなつたからといつて今回は７．３パーセントになつた、このことは要するにベトナム戦争の拡大に影響するものであり、また沖縄の復興はアメリカの義務である。本案を認めることによりアメリカの沖縄政策を認めることになる。

また当局は２年ないし４年後は融資の条件も良くなるとみておりますが、最近コザ市の方も初めて公営住宅を建設するため開金から融資してもらつているが、これも６パーセントでしか借入れできなかつた、したがつてこのような利率の高い融資の前例を作ることは好ましくない。また７．３パーセントの利率でも独立採算が成立つから早くやらすべきだと云う意見もあるが自こ財源を確保する観点から安い利率で本事業は施工すべきであり本案に反対する。次に賛成討論といたしましては４パーセントの低利率で借り入れたいことはよくわかりますが、当局から説明がなされておるように開金の財源難から今回は７．３パーセントの利率になつております。

７．３パーセントで借るにいたしましても当局の財政計画からおわかりのとおり、埋立単価が３０ドルといたしましてもこれを坪７５ドルで売却すれば、２９万ドル余の収益が上ることが明示されております。

したがつて早く事業を完了し、市民にその利益をかんげんすべきであると考え事業に賛成すると云うことであります。

採決の結果、本案は賛成多数で原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。（「質疑なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○儀間　真祥君

　議案第６４号、第３次泊、安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについて反対いたします。この問題ににつきましては従来はこういう多額の起債をする場合には一応開金から借りていたが、開金の資金量は今のベトナム侵略戦争を遂行するために資金量が非常に不足しているのでこれを琉銀に切り換えるということであります。この問題を考える場合この開金の資金はわれわれ県民からしぼりとつたものであります。なぜかといいますと一応余剰農産物を沖縄県民に売つてそれから出る収益を開金の資金量にしております。それを戦争に使つている。このためにわれわれにしわよせがきます。そういう意味におきましてこれは結局こういうことに賛成することはアメリカ帝国主義戦争に賛同し協力するものであると考えます。第２番目に安謝地先の公有水面埋立についてでありますが、現在のくり舟溜り場が埋め立てをすることによつてなくなるがこの点について委員会で、「安謝の漁業者は舟たまり場で自分の財産を保護して何とか生活している。今第３次事業が進められて埋め立てられた場合漁業者を一体どこに移すのか」と質問したら、当局は「実際に完成しなければどこに置くかわからないが舟あげ場は巾４メートル長さ２キロとつてある」といつております。しかし、これは海岸線伝いの道である。道で財産を保護するということは非常に間違いである。西銘市長はこれをやることにおいて市民の福祉を促進するということを前提においておりますけれども実際問題としてこういう零細なくり舟業者の生活を根こそぎ引つこ抜いてそしておびやかしているというのが事実であります。埋立事業の計画はよくわかりますが、そういう意味におきまして本員は反対するものであります。






○山川　正平君

　議案第６４号に賛成するものであります。泊、安謝間公有水面埋立事業につきましては港湾を含めて１２４万５，０００平方メートルの埋立計画がなされておりますけれども第１期、第２期工事によりまして約２９万平方メートルの埋め立てを完成しております。この事業は那覇市の都市計画事業としまして非常に重要な事業の一つでございます。沖縄の経済が発展し輸出入も年年増大の一途をたどつており那覇港と泊港の両港はすでにバースが狭くなつている現状でありますので本事業の早期の完成を希望するものであります。１９６７年度におきまして第３次工事が計画されこれを充当財源として市債を起すわけでございますが、これまでの埋立事業関係に対し琉球開発公社から資金を年利４％の低利で融資をうけて事業が施行されております。今回は７．３％で琉球銀行から借入れをする予定でございまするが当局の説明によりますと２，３年間は開金の融資難のため埋立事業の融資をうけることが困難であるということでございます。そこで開金の融資が好転し事業実施を待つことになると、それだけ埋立事業の完成が遅れることになるわけでございますしまた港湾建設も遅れるわけでございます。つまり第１次、第２次の埋立地を購入しました市民の皆さんも将来の港湾と埋立計画を予想して埋立地を購入したのであります。従つて港湾を含めた総合的な第３次埋立事業は早急に実施すべきであると考えます。利率が４％から７．３％になることでございまするが、これによつて埋立事業の収益は少なくなるわけでありまするが、埋立事業は収益のみを目的にして事業を施行すべきものではない。利率が７．３％になりましても独立採算として採算のとれる事業でありますので先に述べた理由によりまして早急に本事業を実施すべきものであると考えますので本案に賛成いたします。




○議長（高良　一君）

　討論を終結し採決に入ります。日程第３１、議案第６４号、第３次泊、安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについては委員長報告どおり可決することに御賛成の方御起立を願います。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて議案第６４号第３次泊、安謝間公有水面埋立事業債を起こすことについては原案を可決することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第３２、議案第６５号　第１種公営住宅建設債を起こすことについて日程第３３、議案第６６号　第２種公営住宅建設債を起こすことについてを一括して上程し総務委員会の審査報告を求めます。








○総務委員長（赤嶺　慎英君）

○議案第６５号第１種公営住宅建設債を起こすことについて

○議案第６６号第２種公営住宅建設債を起こすことについて

審査の結果を報告いたします。

政府補助を得て１９６７年度に第１種公営住宅を久場川に１５２戸、第２種公営住宅を小祿宇栄原に１４４戸を建設する計画があり市負担分のうち建設工事費および宅地造成費の分を市債で充当するため提案されております。

第１種公営住宅１５２戸、第２種公営住宅１４４戸の政府補助の内訳につきましては、

第１種公営住宅　米政援助７２戸　　日政援助７２戸

琉政援助　８戸　　計　　１５２戸

第２種公営住宅　米政援助４８戸　　日政援助９４戸

琉政援助　２戸　　計　　１４４戸

であります。次に琉球政府の第１種公営住宅建設標準単価の２０８ドル３３セントに対し、予算は２２９ドル１７セント計上してあり、また第２種公営住宅建設費についても政府の標準単価２１０ドルに対し予算は２４３ドル５０セント計上されております。結論といたしまして当局の説明を了承し第６５号、第６６号議案はそれぞれ原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第６５号、議案第６６号についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認め議案第６５号、第１種公営住宅建設債を起こすことについては委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　議案第６６号、第２種公営住宅建設債を起こすことについては委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第３４、議案第６７号　ごみ処理場用地購入債を起こすことについて総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第６７号、ごみ処理場用地購入債を起こすことについて審査の結果を報告いたします。

本案は政府補助を得て塵芥処理施設、コンポストプラントを設置するため、その用地と将来のごみ焼却炉設置の用地購入費を市債で充当するため提案され、これの償還は一般財源で充当する計画になつております。

次にこの計画には政府補助金として３５６，９４０ドル補助されていますが、その内訳は日政援助２５６，０００ドル、琉政援助１００，９４０ドルであります。

結論といたしまして、本案は若干の質疑に対し当局の説明を了承し全会一致原案通り可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑、討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて議案第６７号、ごみ処理場用地購入債を起こすことについてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第３５、議案第６９号一時借入金についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第６９号、一時借入れ金について、審査の結果を報告いたします。

本案は人件費および諸物件費は　その時期において歳計現金以上と　なつているのでその支払資金に充当するため、提案されております。

本案につきましては若干の質疑を交わし原案どおり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第３６、議案第７４号　那覇市下水道事業特別会計を設置することについてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第７４号「那覇市下水道事業特別会計を設置することについて」委員会の審査経過と結果を御報告申し上げます。当局の説明によりますと那覇市下水道事業を円滑に行なうため、特別会計を設置したいとのことであります。

　質疑の主なるものを申し上げますと

問１．何年次から収入が見込まれるか。

問２．将来設立される予定の下水道公社によつて運用されるが市自体が特別会計をもつて歳入歳出の収支をとるということと下水道公社が運用するということとは、どういう関係にあるのか。

問３．下水道料金の配分について下水道公社と市の配分はどうなつているのか。

　ということに対し当局の説明は

答１．下水道事業は独立採算制を原則としているので一応収入は１９６９年度から計上される。実際に収入によつて支出がまかなわれるのは１９７７年以降でそれ以後は収入が上まわる。

答２．下水道公社が運営する部分は他市町村の分と那覇市以外の者が関係する単渠（単線）と下流の分である。その幹線に接続する準幹線から上流の方は那覇市が運営する。

答３．下水道料金は下水道公社が設立されてから話し合わないとはつきりしない。

以上の他若干の質疑が交わされた後、結論として本案は賛成多数で原案どうり可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第３７、議案第７５号　第２次下水道事業債を起こすことについて建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第７５号「第２次下水道事業債を起こすことについて」委員会の審査経過と結果を報告いたします。

当局の説明によりますと本議案は政府補助を得て、下水道事業の第３期工事を実施する計画であるが、これに要する市負担分について市債で充当するため、提出したとのことであります。

　主なる質疑を申し上げますと

１．据置期間を３ケ年とおいたのはどういうわけか。

２．琉球開発金融公社から８万ドルを年利息４％で借りるということだが、利息が６％になる可能性があり、もし６％になつた場合の市当局の対策はどうか。

との質疑に対し当局の答は。

１．３年目から収入が入る計画であり、それによつて償還していく。

２．少なくともこの８万ドルについては年利息４％で琉球開発金融公社と強力に交渉していきたい。もし６％になつた場合は更正予算で措置したい。

以上の外なお若干の質疑が交わされた後、討論に入つたのであります。

反対討論

１．下水道公社と下水道法が出来ないうちに下水道工事だけ進めるということは、既成事実をつくることになり市が勝手なことをする恐れが充分ある。

２．琉球開発金融公社から８万ドルを年利息４％で借り入れるということだが、利息が６％になる可能性が充分あり、６％になつた場合の市の態度があいまいである。

という以上２点の理由で、反対する。

以上討論の後、表決の結果賛成多数で原案通り可決すべきものと決定いたしましたので、よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　定刻でありますので会議時間を延長いたします。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○議長（高良　一君）

　日程第３８、第７６号議案　１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算を議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第７６号、１９６７年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算について　委員会の審査結果を報告いたします。

本案については歳入歳出ともに款項を逐つて詳細な説明を聴取したのち質疑に入つたのであります。質疑の主なるものを申し上げますと歳入では

(1)　２款１項１目一般会計繰入金８９，４３７ドルは何に使うのか。また、いつまでに繰出しするのか、ということに対し当局説明は、

特別会計を設置しても当分の間は収入がないので繰入金でもつて事務経費に充てる。又繰出金については繰り戻すのが原則であるが収益のあがる時点で検討する。

また歳出については

(1)　２款１項１目２２節の委託料３０，０３０ドルがボーリング調査費とあるがどこの調査か、その費用の算定基礎について。

(2)　職員の割りふりはどうなつているか。

ということに対する当局答弁は

(1)　これは下水道工事地区のボーリング調査であり、１，４３０箇所で１箇所の費用が２１ドルかかる。

(2)　８月１日より５７名増員され、そのうち３０名は特別会計、２７名は一般会計でまかなわれる。

以上質疑が交わされたのち討論に入つたのであります。

反対討論

前の特別会計を設置する議案の場合に意見を申し上げたとおり、将来つくられるであろう下水道公社によつて運営させられると、その運営の方法がどういうものであるかわからない。更に市民の負担する料金の問題、下水道料金の中から市が取るべきもの、あるいは下水道公社がとるべきもの、その運営の具体的面についてまだ明らかにされておらない。こういつた中で既成事実をつくり工事を続行したらどうにもならないような立場に追い込まれる恐れがあるので反対する。

賛成討論

すでに６５年より２０万ドルの予算を消化して工事も完了、更に６７年度においても６９万ドルを入札し工事をする段階にきている。市民の環境衛生の上から一日も早く整備させるべきものと考えるので賛成する。

以上の討論の後表決の結果賛成多数で本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　採決に入ります。　本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第３９　第７７号議案　那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置についてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第７７号　那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について委員会の審査結果を報告いたします。

当局の説明によりますと山下地区土地区画整理事業を円滑に行うため特別会計を設置したいとのことであり、１９６７年度から６９年度までの３カ年計画になつているとの当局の説明を了として原案どおり可決すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。






○仲本　安一君

　山下地区の区画整理地区を円滑に行うため特別会計を設置するということになつておりますが、これは円滑に行なわれることはまことにけつこうですけれども地主のほうはどうなつておりますか、その話し合いがなされたというふうに聞いておりますが、地主も納得しているかどうか。委員会で審議されたかどうか。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　お答えいたします　山下町の地主は今のところ集まつた分に対してはみんな賛成だという表言はしておるそうです。市当局地主の間に委員会なるものがつくられてそこで市の意向も地主の全部に伝えると、地主の意向も市に伝えるという中間の機関がつくられておりまして今後もこの山下町の地主関係はほかの地区と違つて順調にいくんじやないかという考えを私もつわけであります。（「進行」「異議あり」という者あり）




○議長（高良　一君）

　これをもつて質疑を終結します。

議案第７７号那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計の設置について採決に入ります。

本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第４０から第４４まで一括上程いたします。

第８３号から第４４号まで工事請負契約を結ぶことについてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

議案第８３号「工事請負契約を結ぶことについて」

議案第８４号「工事請負契約を結ぶことについて」

議案第８５号「工事請負契約を結ぶことについて」

議案第８６号「工事請負契約を結ぶことについて」

議案第８７号「工事請負契約を結ぶことについて」

以上五件は一括して審査したのであります。五件についての委員会の審査経過と結果を御報告申し上げます。

当局の説明にによりますと本案は第一期工事の若狭町、辻町に引き続き西本町４，１０３メートル、久米町５，５７５メートル、松下町６，０１０メートル、久茂地町及び西新町３，２９９メートル、重民町６，５３９メートル、合計２５，５２６メートルを第２期工事として施行したいとのことであります。

質疑の主なるものを申し上げますと

１．第一期工事において工事費は変らないが距離が縮まつたことがあるが、この工事にはそのような設計変更はないか。

２．工事費は変らないが距離がちぢまり設計変更となつた場合議会の同意を得なければならないと思うがどうか。という質疑に対する答は。

１．本工事はボーリングした上の設計ではないので今度ボーリングをして岩盤が出たり、地下埋設物につき当つた場合には多少の変更がある。

２．工事名、契約の方法、契約金額、工期契約の相手方の５項目の議決を得ればさしつかえない。工事内容が大きな変更ではないので議会の議決は必要でない。

以上の他若干の質疑応答が変わされた後、要望として、工事金額は変らないが距離がちぢまつた場合の問題は自治法その他の判例にもないが良心的に市政を執行するには議会に報告すべきである。

本工事は９割以上が政府補助であり、もし市の予算工事で短縮問題が出た場合大きな問題になり、都市計画上支障をきたす恐れがあり当局は充分この問題を解明して議会に報告してもらいたい。

以上の要望を付した後、表決の結果賛成多数で議案第８３号、議案第８４号、議案第８５号、議案第８６号、議案第８７号はそれぞれ同意すべきものと決定いたしましたので、よろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」「異議あり」という者あり）




○議長（高良　一君）

　議案第８３号　工事請負契約を結ぶことについて採決に入ります。

本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成特別多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　議案第８４号工事請負契約を結ぶことについて採決に入ります。

本案は特別多数議決であります。本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。




○議長（高良　一君）

　出席議員２６名、賛成２０名、反対６名で、賛成特別多数であります。

よつて本案については委員長報告どおり可決されました。




○議長（高良　一君）

　議案第８５号工事請負契約を結ぶことについて採決に入ります。

本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。




○議長（高良　一君）

　賛成２０名で、賛成特別多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　議案第８６号工事請負契約を結ぶことについて採決に入ります。

本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。




○議長（高良　一君）

　賛成２０名で賛成特別多数であります。よつて本案については委員長報告おり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　議案第８７号工事請負契約を結ぶことについて採決に入ります。

本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。




○議長（高良　一君）

　賛成２０名で賛成特別多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第４５、第８８号議案予算外義務負担について、総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第８８号、予算外義務負担について審査の結果を報告いたします。

本案は第２期下水道管敷設工事の第８３号、第８４号、第８５号、第８６号、第８７号議案の工事に伴ない予算外義務負担をするため提案されております。本案については若干の質疑を交わし討論に入つたのであります。

反対討論といたしましては、

下水道法の立法は今立法院を通過する見通しも立つておりませんし、下水道使用料並びに配管工事費等個人の負担する費用が明らかにされてない。現在下水道事業は執行できないと考え本案に反対する。

ということであります。採決の結果、本案は賛成多数で原案通り可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　採決に入ります。本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第４６　第８９号議案１９６６年度予算の繰越しについてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第８９号「１９６６年度予算の繰越しについて」審査の結果を報告いたします。

本案は、１９６６年度において執行中の工事が先だつての集中豪雨のため進行が遅れ、また、那覇市史資料編の印刷は、さく引の編集方法を変更し原稿の一部を添削したため、年度内に執行することができなくなつたので、翌年度に予算を繰り越して事業を執行するため提案されております。

まづ、予算繰越しとなりました事業は

◎　第２款　役所費で　　△　車両修理工場新築工事

△　庁舎６，７階増設工事

△　庁舎屋根防水工事

△　那覇市史資料編印刷

◎　第４款　士木費で　　△　傷夷軍人会館前道路工事

△　新世紀前道路工事

△　奥武山競技場前排水工事

△　平良橋災害復旧工事

△　城北小校入口橋災害復旧工事

△　久茂地人道橋工事

△　泉崎橋下流護岸工事

◎　第６款　社会及び労働施設費で

△　樋川および安謝保育所へい工事

△　安謝住宅補修工事

△　久場川住宅内石積復旧工事

◎　第８款　産業経済費では

△　真嘉比川原埋立地分割測量

△　末吉湧田原農道工事

△　真地～１日橋間農道工事

△　識名東原農道工事

△　末吉農道土留石積工事

△　田原市場ガラス戸取付工事

以上であります。

これらの事業費総額は１１３，５５３ドルでこのうち、６６．９パーセントの７６，００３ドルを翌年度に繰越こすことになつております。

結論といたしまして、本案は、次の要望を付し、全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。




要望

△　本来、予算はその年度内に執行すべきである。ことに本案の那覇市史資料編等は集中豪雨とは何の関係もなく、事務上の変更により遅れたものであり、今後は天災によらないものは、その年度内に執行してもらいたい。

以上報告申し上げ、各位の御賛同を得たいのであります。

（「休憩して下さい」という者あり）




○議長（高良　一君）

　休憩いたします。

	（午後４時２３分　休憩）

	（午後４時２５分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第４７、第９０号議案１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越しについてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第９０号　１９６６年度那覇市土地区画整理事業特別会計予算の繰越について、委員会における審査結果を申し上げます。

本件は区画整理第一地区内の排水渠改修工事および次期区画整地域の基礎調査を年度内に執行不可能なため予算の繰越をしたいとの説明を聴取したのち質疑に入つたのであります。まず工事費の道路及び整地費１，４０５ドル繰越について予算及び執行額について質したのに対し予算計上額６，９６３ドルで執行額が５，４９５ドルあつたが残額で高橋町内の排水改修工事が今年度で執行不可能なため予算を繰越したとのことであります。又調査測量費の２，０９０ドルについて質したが真嘉比、古島地区の現況、地籍対照図作のための６９７ドルと山下区調査測量費１，４１０ドル政府に依頼したが年度内に出来ないので繰越したとのことであります。

委員会は以上のような当局答弁を了とし本件については原案どおり可決すべきものと決定いたしましたので各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第４８、議案第９１号　１９６６年度水道事業特別会計予算の繰り越しについてを議題として建設委員長の報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第９１号「１９６６年度水道事業特別会計予算の繰越しについて」委員会の審査経過と結果を報告いたします。

本案は浄水用薬品購入費、後原川及び青小堀水源導水管保護工事費、那覇商港船舶給水配水管布設工事であるが長期の雨により予定通り工事が年度内に執行する見込みがないので予算の繰越しをしたいとの当局の説明であります。質疑の主なるものを申し上げますと、

１．各工事はいつ頃完成するのか。

２．工期延長の議案を議会に出す必要はないか。

との質疑に対する当局の答は

１．浄水用薬品購入が７月１３日、後原川及び青小堀水源導水管保護工事、那覇商港船舶給水配水管布設工事及び上間系統配水管布設工事が７月３１日までに完成する予定です。

２．この予算の繰越しによつて自然と工期延長したものとなる。

以上の他、若干の質疑応答が交わされたのち表決の結果、全会一致原案通り可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午後３時３４分　休憩）

	（午後３時３５分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。日程第４９、議案第６８号牧志公設市場用地購入債を起こすことについてを議題として総務委員長の報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第６８号「牧志公設市場用地購入債を起こすことについて」審査の結果を報告いたします。

本案は牧志公設市場建設用地購入費を市債で充当するため提案されております。当局の説明によりますと、本公設市場は、当初現在の西市場に建設する計画のもとに地主並びに業者との話し合いを進めてまいりましたが、折り合いがつかず、延び延びになつておりましたところ地主の上岡作太郎さんから土地買い取りの請求の文書が１９６６年２月２２日に来ており、また時を同じくして、仮設市場の地主又吉世沢さんからも同趣旨の文書が来ましたので当局といたしましては、上岡さんにお会いし、地価を尋ねたが上岡さんは自分の地価については答えないで周囲の土地は１，０００ドルもしていると話している。また又吉さんの土地は坪５００ドルであるので財政上又吉さんの土地を購入し、そこに公設市場を建設する計画に変更したということであります。

また、当の又吉さんは本案が提案されてから亡くなつておりますが、その後の取得につきましては、初７日に助役が御家族の方とお会いし、確認いたしました結果、又吉さんの御家族は世沢さんの意思を尊重して、この土地は市に売却するということであります。

次に市場建設と道路開設の件でありますが、当局はこの市場に３本の道路を布設する計画であります。

これに要する工事費並びに補償費は約１８万ドルかかると申しております。

また、今の西市場を返還した後、もし上岡さんがそこに私設の市場をつくり市の公設市場と二つの市場ができたとしても成り立ち、採算がとれるし、この起債にかかる償還計画に支障はないとのことであります。

当局に対しましては以上のほか、若干の質疑をかわし、さらに賛成、反対の業者の意見も聴取いたしました。

結論といたしまして、本案については、これだけ紛糾しているし、市民の総意も聴くべきであり、今会期中において結論を出すべきではないので議会閉会中の継続審査に付してもらいたいという動議が提出されたが、賛成小数で本動議は否決され、討論に入つたのであります。

反対討論のおもなるものを申し上げますと、

(1)　当局として又吉さんの土地を購入する客観的な確証があるかということに対しては内面的な自信があるということだけであつて、仮りに客観的な確証があつて又吉さんの土地を購入することが自信があつても、はたしてりつぱな那覇市民のためになり、ひいては業者のためになるような公設市場が成り立つかどうか疑問である。

(2)　業者からの意見も不十分ながら一応は聞いたが、さらに客観的な市民の立場あるいは学識経験者の意見も聴取した上でこのような重要な議案は結論を出すべきである。したがつてここですぐ結論を出すということは賛成できない。

というのであります。

さらにもう一つの反対討論は、

(1)　４カ年の統計をとつて見ても独立採算がとれないということは、はつきりしている。なぜならば金融政策をみてもわかるとおり、この市場は莫大な金がかかる。２００万ドルや３００万ドルかかるかも知れない。

それは道路を開けるのに土地買収費が１００万ドル越すということが常識である。したがつて又吉さんの土地につくつた場合に安くつくということは言えない。

(2)　建物についても地下をつくるべきでない。近代的な鉄筋コンクリートを建てるべきでない。１階か２階でいいと考える。２００万ドルあまりの金をつぎ込むだけの那覇市の財政はゆとりがない。

(3)　１ヘーベー６ドルの家賃を出すということは商売人として引き合わないしたがつて品物をいくらか上げて売らなければならなくなる。そうなるとしわよせは２７万市民にくるし、また商売人の生活はどうなるか考えなければならない。

(4)　道路を開けてもらわなければならないということがあつたが、それは土地の取得や立ち退き補償の目途がついていない今日大きな困難である。

(5)　当局の説明に勉強堂の土地は借りられない、向こうにつくれないということだが、議員はあくまでも執行機関でなく議決機関である。

去年土地をかえしてもらいたいという場合に全会一致でかえさないんだということで、この陳情を不採択にしておる。これを今度はかえすんだということは市長の政治力がないからである。政治力があればあの土地を借りることができると信ずる。

(6)　沖縄が日本復帰した場合は国庫支出金がもらえるのがはつきりしておる。したがつて銀行からたくさん金を借りる必要はない。そういう時期になつて近代的な市場が必要であるならばつくるべきである。今の那覇市の貧乏財政ではこういうばかげた計画は必要ない。よつてこの議案に対して真向こうから反対する。

ということであります。次に賛成討論のおもなるものを申し上げますと、

　賛成反対といううちに地主からの土地返還、土地買い上げ、陳情とそれに追いうちをかけて浮島通りと水上店舗を囲むスラム街の建設等があつて、これが実現できる見込みがない。

いつまでたつても市民の大望するところの公設市場は実現できなくなり、いつつくれるという見通しもたたなくなるということは政治の後退である。

市の建設計画を見ると

(1)　独立採算がとれる。

(2)　収容については心配がない。

(3)　立地条件がいい。

(4)　浸水がない。

(5)　住民にサービスできる近代的な設備ができる。

(6)　新しい市場が完成するまでは現市場を使用することを上岡さんと話し合いがついている。

以上の観点に立つて現業者にもしわよせがない。那覇市の発展を考えるならば２７万市民にサービスできるりつぱな市場を早く実現できるよう要望して賛成する。

というのであります。

さらにもう一つの賛成討論は、

市場として成り立つかどうかということであるが現在の市場に業者あるいは上岡さんが、そこに建築するとしても、どうしても１カ年位はかかる。その間にはお客さんはすでに新しい市場に足を向けて新しいところで買うのは常道である。さらに１カ年後には、もう新しい市場として成り立つことになるなぜならば今那覇市に各方面からどんどん移動してきて市場が非常にせまくなつている。

そういうことから考えて、その一帯、変更された場所、あるいは現在の場所を含むそこら一帯が市場となれば、おのずからりつぱな市場が両方とも一つになるというような見解に立つて今の場所もりつぱになり立つと考える。

今の変更した場所をもしも買い上げなかつた場合は上岡さんも貸さない、売りもしないということになれば公設市場はつくれないということになり、困つてくるのは市民である。したがつてどうしてもその敷地を購入すべきである。

　要望として

(1)　改築後は現業者を全部入れること。

(2)　道路用地を早急に買い上げて市場建築と併行して道路をひろくする。

(3)　用地買い受けのときは市有財産取得管理処分条例第７条のとおり取得前の調査を十分にし、新民法にしたがつて万全をきしてもらいたい。

(4)　借り入れ利子の引き下げに努力してもらいたい。

との要望を付して本案に賛成するということであります。

以上の賛否両論をかわしたのち、採決に入つたところ賛成多数で原案通り可決すべきものと決定いたしました。議員各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。






○平良　真次郎君

　土地の購入資金が３７万９，０９０ドル、利息７万５，８７０ドル、しめまして４５万４，９６０ドルということになるわけでございます。

さらに建物建築費として今予定されているのが７５万ドル、利息が３９万６，２９４ドル、土地建物をしめまして１６０万１，２３４ドル、こういうふうな金額になるわけであります。これはこの６８号議案に書いてあり、さらに本会議で私の質問に対しまして付近道路の開設が１８万７，０００ドルかかるというふうな部長の答弁でありますが、そのときに特にこの地域については、土地代についても高価であるし、さらに建物補償についても相当の金額を要するけれどもこの１８万ドルでできるということだが、こういう面について委員会において十分検討していただきたいことを申し上げたわけでありますが、委員長の報告では１８万ドルになるということでございますが現在開南から平和橋間の道路工事におきましても最初の１１万ドルから現在はもう１９万ドル余の補償、土地代がはね上つており、そういうふうな実情からいたしましてもこの１８万ドルというのは何に基づいて算出したのか、あるいは現在この市場予定地には車両の両面交通が困難な状態にあるが、まず何といつても道路の問題が一番大切なことだと思うわけでありますが、この点について委員会ではどのような審議がなされたか、お尋ねいたします。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お答えいたします。本委員会におきましてはあくまでも牧志公設市場の用地に要する起債を議案として審議は交わされております。その起債の審議にあたりましてはなぜ今までの西市場からここに変更されたかということが中心議題になり、そしてそのときの収支の財政論を吟味されて本結論を出したわけでございまするが、１８万ドルという数字は企画部長の答弁でありまして、ほり下げた内容の技術的な面においては本委員会では審議されておりません。総務委員会といたしましてはこれは予算のほうは建設委員会に付託されておるので向うに行つてほり下げて検討すべきであるというふうな趣旨もお互に話し合われておりますので、総務委員会においてはその技術的な面においてはつつ込んで審査されておりません。もし御要望であれば当局に説明させてもらいます。




○平良　真次郎君

　こういつたような施設をつくると多額の資金を要する。こういうふうな施設をつくるには要するに設計計画完成後のすべての資金並びに計画を一応はつきりしなければいかぬということは私はたびたび本会議において申し上げておるわけであります。

たとえば市庁舎をつくるには一体計画から最後の完成まで幾らかかるかということ、これがもつとも大切な市の財政計画でなければいかないと思うわけであります。単なる建物をつくると、これだけでこの問題が解決するのではなく、いわゆる那覇市の総体的な財政の中でこの比重がどれだけあるかということが、まず私は総務財政という意味においてもきわめて重要な問題じやないかと思うわけであります。しかも委員会におきましてこの予算について審議する段階でございましたが、これが都合によりましてこれができなかつたわけでありますが、この予算について当局にお尋ねしたいと思つております。なお収容にあたりまして使用料が２倍半から３倍になるというふうに数字が見受けられるわけでありますがこの点については委員会ではどのように御審議されたか。




○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　お答えいたします。本委員会におきましても使用料が２．５倍から３倍程度に上るということは審査の過程に出ております。その点は建設委員会で、お互の陳情を審査したときにも資料として取り寄せて各員に説明しております。ところがあくまでもこの議案が起債の議案であるので、これが執行段階になると、臨時議会を招集して具体的に提案をしたいというふうな当局の説明でありますので、内部的な小間の問題、そして平方米当りの単価、そういうことはつつ込んで総務委員会では質疑は交わされておりません。以上お答えいたします。






○大浜　長弘君

　継続審査の動議を提出いたします。（「質疑を打ち切つて下さい」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑を打ち切ります。




○大浜　長弘君

　継続審査の動議を提出いたします。（「賛成」という者あり）




○議長（高良　一君）

　動議は成立しております。説明を求めます。




○大浜　長弘君

　本６８号議案は去つた総務委員会においても審議され委員長から報告のあつたとおりでございますけれども、那覇市の公設市場の建設は、市民の保健衛生を守り、環境衛生を向上せしめて市民と業者の共同の利益をもたらすものであり、その改築には当局もむろん業者も議会側も市民も異論をはさむものは一人もありません。むろん本員も諸手を挙げて賛成するものであります。しかし収容方法について、業者とのおり合いがつかないままに３年来も紛糾を続けているのでありますけれども、西仮市場に敷地購入起債を起こすことについて二転三転とぬかるみにはまつたような感じがいたします。３年来紛糾し続けてきたのは、あくまでも現市場の改築の問題であり、今回の仮市場での建設は前者の引き続きは全くない。いわゆる白紙の立場にかえして審議すべきであると本員は思うのであります。

なぜなれば立地条件が全く違うしまた一方は浸水するし、一方は浸水しない。また収容力の問題においても双方とも異なつていますがゆえに那覇市１００年の大計をあやまらさないためにも慎重に審議をなすべきであるというように本員は思うのであります。

また一方から考えてみました場合に１００万ドル余の巨費を投ずる事業の実施にあたつては、また市民の金を使うという立場から考えてみましても簡単に善悪をきめるという軽卒は厳にいましむべきだと思います。

当局は議案を押し通すために強行採決に持ち込んでいるし、業者は死活問題として実力行使に出て不祥事件まで誘発せしめたことは那覇市当局はむろん議会の汚点であると思います。

最近世論もようやく高まりテレビでの対談、新聞は社説として市場問題を取り上げて公開討論等を提唱しております。このような世論も高まりつつある現状でその声に耳をかそうともせず、強行採決に持ち込むことは、もはや“数の暴力”としか考えられません。“民の声は天の声”という諺があります。大衆の声を無視して行う政治は、すでに市民不在の政治であり、権力政治につながるものでなかろうかと、このように考えられます。民衆の声ほど強いものはないし民衆の怒りほどこわいものはない。民衆の声はどのような権力でも封じ切れない真実の叫びであり、歴史を変えさせる大きな力があつたことは過去の歴史が物語つているものであります。

政治は話し合いであり妥協であります。話し合いのない政治は暗黒の政治であり、権力政治にもつながります。妥協のない政治は一歩の前進もないと本員は思うのであります。

このような時点に、われわれは襟度と自重と寛容をもつて、われわれはただ目先の事象に混惑されずに那覇市１００年の大計を考えるべきであるとこのように思うのであります。また市場問題の民主的解決は私たちの立候補当時の公約でもあり、このような強い反対の中において改築は民主主義自体も踏みにじることである。このように思料されます。

市場問題を今一度継続審査をやつて真に当局と業者が話し合いをもたれるまであとしばらくの間６８号議案を採決するのをのばしていただきたいと思います。

もしこれが採決になるようでありますならば本員は不本意ながら退場いたします。以上提案します。




○議長（高良　一君）

　ただいまの継続審査の動議に賛成の方御起立を求めます。

遺憾ながら少数でありますので本動議は否決されました。




○議長（高良　一君）

　討論に入ります。






○仲本　安一君

　議案第６８号牧志公設市場用地購入債を起こすことについて反対討論をいたします。

本員は総務委員会におきまして、いろいろ審議をしておる中において問題点が惹起しております。

特に当局においては、ただ現在の公設市場は本来改築すべきものであるけれども、業者との折り合いがつかないためあえて又吉氏の土地に市場を建築するというような計画でございます。

しからばその又吉氏の土地の購入についての見通しはどうかという点については新垣第二助役をはじめ、さらに建設部長、企画部長の今日までの答弁はいわゆる自信があるということでありました。しかしながらその間において不幸にして又吉世沢さんは亡くなられておるわけであります。その間いろいろ相続関係で問題もございますし、また聞くところによると相続を予想される方は那覇市には土地を売らずして自分でパーキング場をつくるというような話も聞いております。この問題について市当局に質しましたところ企画部長はいやその後も折衝した結果市に協力するんだということをはつきり言つておりますというようなことを言つておりますけれども、まだ確証がないわけであります。

たとえば現在の公設市場の地主である勉強堂の上岡さんにしましてもあるときは買取つてくれといつてみたり、あるときは返還してくれと言つてみたりいろいろ違うわけであります。

したがつてこの問題については３年来非常に重要な問題であるがゆえに簡単にはかたずかない問題があろうかと思います。特に勉強堂から返還の請求があるということを言つておりますけれども、総務委員会における企画部長答弁は上岡さんの、いわゆる返還請求には期限がないということであります。少なくとも返還請求には何年何月の何日までに返えしてもらいたいといつて期限をつけるのが原則であります。期限をつけない返還請求というのは、単なるできるならば返えしてくれぬかという程度のものであつて、正式な返還請求とはみなされないというふうに本員は考えます。

したがつてあくまでも公設市場というのは歴史的にみても、また市長の当初の方針からしましても、あくまでも現在の非衛生的な施設を改築するんだというような線で、現市場を改築するように努力をすべきだとこのように本員は考えます。その努力をせずして、あえて強引に又吉氏の土地に建築するということには賛成できかねるわけであります。

なぜならば現在の公設市場の業者、これの３分の２の方々が市の現在の方針には反対いたしておるわけであります。少なくとも３分の２が反対するというこの事実を市当局及び与党の方々はどう見るかということです。これはただ単に西銘市長に感情的に反対しておるから、この人たちのいうことを聞かなくてもよろしいというふうにかたずけられるものではないと思うんです。少なくとも今一度市長及び与党の方々も胸に手をあてられてこれだけの反対者がおるけれども、問題は奈辺にあるかということを反省してもらう必要があるのではないかとこのように考えます。申し上げなくても政治はあくまでも話し合いで、そしてときと場合によつては妥協というのもしなければならないと本員は考えます。

しかしながら現在の市当局の態度というものは、あくまでも一端計画した以上は強引にこれをやれというようなことであるけれども、このような態度こそが、いわゆる公設市場問題をこじらし、さらにその他の区画整理に見られるようにいろいろ問題をこじらせておる原因だと思います。

なぜ当局の案に進んで積極的に喜んで賛成できないのか、なぜ反対するのか、その原因は奈辺にあるのかということを今一度反省しなければならないと思います。ただ自分が正しいから押しつければなんとかなるだろうということではいけないと思います。そこで少なくも総務委員会において休憩中非公式に市当局案に賛成する業者の代表、反対する業者の代表の意見を聞いたのでありますが市当局案に賛成する業者でさえ最初のうちはとにかく現在の公設市場の場所に改築してもらいたいというふうに再三市当局にもお願いした。しかしながらそれが無理だとするならば市にはその他の事業でやることもたくさんあるのでひとまずこの又吉さんの土地に作ることに賛成であります。そのかわりいわゆる本流といいますか、本条という表現をされておりましたが、第一この土地が現在の場所にある以上はそのままではいわゆる発展の見とおしはない。従つて本流をそこに移すにはその周辺の道路もすべて整備しなければならない、そうすれば又吉さんの土地でもなり立つんだというふうなことを賛成派の徳元さんもいつております。

それから見ましても又吉さんの土地にすぐ建物をたてて市場が繁昌し市民の便に供するということにはならないわけであります。従つて将来の問題についてはこれは予想の問題であり、いうなれば仮定の問題であつて現実の問題ではないのであります。先ほど２４番議員も質問されておりましたが一旦そこに建物を作つたにしましてもその周辺の道路整備をいかにするかという点については企画部長は「将来考えます」ということであつて具体的にどこからとういうふうに道をあけてどうするというような明快な解答は出てまいつてないのであります。そこら辺にも問題があろうかと思います。さらに、また本員が申し上げたいのは少なくとも市場はあくまでも市民の便利ということも第一義でありますけれどもやはりそこによつて立つところの業者の立場も考えなければならないと思います。特に本員がここで申し上げたいのはいわゆる市が市場を作る、たとえば公営住宅みたいのを作つてそこに条件をつけて入居しあるいはそこに入つて事業を営むというような業者であるならば契約切れだから出てくれということも簡単ではありましようけれども、あの公設市場は歴史的にみてもおわかりのとおりいわゆる古い歴史をもつております。開南のイイマチグワー時代からのあるいはシタマチグワー時代からの流れをくんでおります。従つて今、公設市場で働いておられます賛成者、反対者をふくめて業者が今日まで市場を盛り立てて来た苦労は並大低のものではないと考えます。あえてこれを前例に出すわけではないけれども少なくとも市場をりつぱにしたところに入つてきたのではなしに現在の業者こそがこの公設市場の周辺を都市化し市場化してきた努力のたまものであろうと思います。そのような点からすればせめて市長は今一度自分の案に固執せず業者のいい分をじつくり聞く必要があるのではないか。ややもすると曲げた宣伝がなされ、曲げた報道がなされますけれども本員がいつておるのはあくまでも現在の牧志市場を改築すべきだという線に立つておるわけであります。また、業者もそうであります。いわゆる改築もしくは建設にまつこうからこれを否定し反対するものはだれ一人いないわけであります。少なくとも業者のことも考え、そして市民の便利も考えてもらわなくちやならないと思います。私は、又吉さんの土地に市場を作るという市長の目的がどんな目的でこれを作るのか、だんだんわからなくなつてまいつたのであります。本来は改築すべきであるが何かしら一旦計画したからには反対者がおればおるほどますます意地になつて、そしてどうしても又吉さんの土地に作つてやろうというような意地といいますか、感情といいますか、面子といいますか、こういつたようなことがあるような気がしてならないのであります。やはり政治は意地や感情、面子でやつてはいけないと思います。市長が施政方針の中にも述べられましたように誠意と勇気をもつてあたつてこそ真の人間性のある、血のかよつた、あたたかみのある政治というものができるんじやないかと思います。そしてそのときにこそ真に党派を抜きにして主義主張を抜きにして、やはり西銘市長はりつぱな政治家だといわれるときもきましようけれども、現在のような立場で主義主張が違うということだけで強引にものごとを押しつけるということ自体は恐らく市民のためにもならないし、市政の発展のためにもならない。西銘市長個人ののちのちの名誉になるどころかむしろ不名誉になるのではないかと考えます。本員が申し上げたいのはあくまでもこの問題は今一度白紙に戻し冷静な立場で再検討してしかるべきではないかとこう考えます。もし万が一又吉さんの土地に１００万ドル近くの金をかけて市場を作り採算か成り立たない場合、たとえば東町の下駄ばき住宅この市場、こういつたのは開店休業であります。市場を作つても借りる人は誰もいない、赤字であります。このような点から考えますと、１００万ドル近くの大金を投じて市場を作つてもそれが成り立たない。業者が１人去り２人去りといつたことになつたら一体誰が責任をとるのか。西銘市長の任期はあと３年であります。仮りにこの議案がとおつたにしても、この市場を建設するのにあと２，３年はかかりましよう。そのときに市場が成り立たないとしたらその尻ぬぐいは誰がやるのか。西銘市長がやるのではない、その後継者がやるわけであります。ですから、西銘市長が今これを強引にとうそうというのであれば、それだけの責任、これをもつて真剣に考えるならば、そのような強引な態度は出てこないと思います。本員はこのような点から本案を認めるということは那覇市の全体のためにもならないしまた業者のためにもならないという観点に立つて反対いたしますどうぞ全員の御賛同をお願いいたします。






○金城　重正君

　本員は議案第６８号、牧志公設市場用地購入債を起こすことについて賛成討論をいたします。那覇市の公設市場改築は３年有余の懸案事項であり今日まで現業者との折り合いがつかず改築が難行して今日に到つておるのでございます。この改築ができなくなつた原因は設計と小間の取り方について当局と業者との見解の相違があつたからでございます。この西市場は戦後の自然発生的産物であり、それが戦後２０余年改築できなかつたことは那覇市の政治の貧困を如実に証明してきたものであると本員は考えます。そこにおきまして西銘市長が勇気をもつて那覇市が近代都市としてはじない公設市場計画を構想しこれに着手する計画はわれわれ２７万市民もろ手をあげて賛成すべきでございまするが、一部の反対者が出て収拾がつかなかつたことはまことにいかんでございます。本員は公設市場はあくまでも２７万市民のものであり一部の方々の市場であつてはならないと考えております。一部の方々の反対によつて公げの市場が改築できないということは由々しい問題であり、そのしわよせは２７万市民にくるということをよくしらなければならないと本員は思うのでございます。当局案は業者にとつても市民にとつても近代的な市場に改築しようということであり、これこそ政治の前進であり那覇市の発展であると本員は考えます。今日までの審議の過程をみましても賛成者も反対者も市場改築に賛成しておりながら小間、設計の問題で今日まで反対するということは納得ゆかないのでございます。そのような状態ではいつまでたつても平行線をたどり近代的な公設市場はのぞめないのでございます。なお今日、日時の経過によりまして若干情勢がかわり現西市場に改築できないということはいかんではありますけれども、しかし今先委員長の報告とダブルかもしれませんが、これは反対、賛成といううちに地主の土地返還問題、買上げ陳情、それにおい打ちをかけて連合会から浮島通りと水上店舗を囲む西市場隣接のスラム街を含めた総合計画の陳情等があつたからでございます。もしこれを了といたしましてもそのような総合計画は那覇市の財政の現状からいたしまして不可能であることは明らかでございます。もし、このような調子でゆけば、いつ市民待望の公設市場が実現できるであろうか、公設市場は今後作れないということになると本員は考えます。それこそ那覇市の政治の後退だと本員は考えます。また、当局の説明と建設計画をみますと一つ採算がとれる、２番目に収容については心配がない、３番目に現業者を多くいれる、４番目に立地条件がいい、すなわち浸水がないということで５番目に市民にサービスできる近代的設備をする。今さきの反対討論の中にもございましたけれども今までおる業者、この方々は自然発生的にできたと、この市場を今まで営々として築いてきた功績があるということをおつしやつておつた。その方々は市場を改築することによつて商売ができないということを反対討論しておつたんでございまするがこれは当局の説明によりますれば心配はないということでございます。すなわち６番目でございます。新しい市場が完成するまで現市場を使用させることも勉強堂と話し合いがついておるということでございます。新しい市場が完成し今の市場から移れば何も現在の業者にしわよせが来ないのであります。以上の観点に立つても現業者の建設中におけるしわよせもまた建築後のしわよせもないと本員は考えます。従つて反対する理由がなりたたないのでございます。委員会の質疑にもありましたが反対した議員の中に現在の西市場になぜ作らないのかという発言をやつており、当局に説明を求めているが本員は愚問もはなはだしいと思います。なぜならば以前に西市場に市が計画し設計費用も計上したがこれに反対したものは誰であつたか、いわずとしれております。これを今ごろ現市場に作れとは本員は何をかいわんやだといいたいのであります。委員長の報告の中にもあつたように委員会における反対討論の中に日本復帰すれば国庫負担で市場は作れると発言しておりますが現在の沖縄は日本復帰の目途がない今日、これはぼた餅が落ちてくるまでわれわれの市場改築は待つておつてくれということでございまして裏をかえせば日本復帰するまで那覇市の復興はなくてもいいということでございます。これこそ那覇市の１００年の大計を誤らしめるものであると本員は考えまして反対せんがための反対では政治の前進はなく党利党略だといわれても過言でないと本員は考えるのであります。そこで本員は本当に那覇市を思い、那覇市の発展を思う議員であるならば当局が早目に公設市場を改築し花も実もあるりつぱな市場として２７万市民にサービスできる場所が一日も早く実現すべきだというように考えまして議案第６８号に賛成いたします。






○平良　真次郎君

　大浜議員の出された継続審議に賛成いたしまして私、あえて討論をいたしたくないのでございますが討論をいたしたいと思います。この市場建設が問題をかもしてから３年になるわけでございます。その間、偉らくくちはばつたいことを申し上げるようですけど私はどうして現在までこのように市場問題が混乱したのか、これを早急に調整いたしたいということで一昨年の９月にいわゆる当局並びに業者の方々とこの問題についていろいろ検討し提案もしてきたわけでございます。いわゆる私の仲裁案といいましようかそういうような形で当局並びに業者の方々とともども私を中においてその案を発表したわけでございます。と申しますのは現在の市場自体の生い立ちにいたしましてもいろいろと皆さん御存知の通りでございまして平和通り並びに浮島通りこれを含むこの地域のいわゆる地域開発ということがもちろん大切でございます。さらに、直接問題になりました点が２点ございます。これは要するに収容の問題、どこに収容するかという問題と、また花屋通りの収容の問題この２点が紛糾したのでございます。つまり、花屋通りを西市場の１階に収容するということとさらに精肉、鮮魚の一部を地下に収容するというようなことがからみあつてぐるぐるまわつたのが現在のこの市場の問題であります。これを何とかしたいもんだと思い私は当局と業者との間に入りましていわゆる当時当局が打ち出しておりました地下１階、２階、３階というようなことで１階に現在の市場の方々をより多く収容しさらに地下２階についてはそれぞれ施設をしてこの方々の希望もあわせ、なお収容については業者間で話し合いをさせてこの問題の収拾をはかるべきではないかというようなことで提起したわけでございますが不幸にしてこれはいれられなかつたわけでございます。こういうようにこの問題が紛糾の度を増し、結局それにかわる地主の問題等が渦を巻いて現在に到り又吉さんの土地にどうするというようなことになつたわけでございますがこの問題はやはり市政の大きなポイントだとこういうふうに思います。そういうような意味におきましても市長も先ほどの議員に対する説明で誠意と勇気をもつてやられるということでありますので私はその業者の気持をいく分でもくみとつてゆけるような考え方に基いてこの市場問題を収拾いたしたい。この件については議長にもしかるべき話をし、議会運営委員会においてもこれが問題として取りあげられてきたわけでございます。こういうように私たち委員は、この案について賛否ということを提案の前に当然やらなければいけない。金城重正議員のいい分もやはりりつぱでございます。ところがそういうような過去の遠因をとおしましてこれを３０名の議員がともどもになつてやはり白紙に返つてぜひこれを収拾しなければならぬ義務があるんじやないかとこういうふうに考えます。決して反対のための反対ではなく、賛成のための賛成ではなくあくまでもそういうような立場によつて現段階をいかに収拾するかということはわれわれに課せられた義務と任務であると思料いたします。そういうような意味におきまして、やはり当局もそういつたような気持になられれば必ずや解決できると思います。いわゆる持論を固執せずに、また市場の皆さま方が今後喜び手をとり合つてゆくような政治が欲しいわけでございます。そういうような意味で何らかの方策によつて解決できるんじやないか。つまり去年の９月に先ほど私が申し上げましたように１階を基準として収容しそして地下、２階へ収容してゆく。そういうような考え方に立つて業者にその配分をいかにすべきかということで互いに話し合つてゆく。将来は市場というものの経営あるいは配分については今後次第に調整してゆく。建設の段階においてこれを次第次第に当局の考えている市場というものに業者と話しあつてゆく。そして現在の市場の方方をいかに収容するか、市が考えている建物の中にいかに収容してゆくかということが大切なことであり、収容の問題あるいは市が考えている配置計画については二義的に徐々に改善されてもいいんじやないかと考えておりますしもはやこの議案にまむこうから口角泡をとばすような時代じやないと思います。また一部の方もそういうようなことはしたくないはずであります。そういうような立場に立ちまして私は大浜議員からも提案がございましたが、この事態を収拾する意味で将来業者の方々がいがみ合いあるいはまた別に市場もできましようがこれが互いに混乱ししのぎを削り業者自体が経済的な不利をきたすことを憂慮するものであります。そういうような意味でも私は今の段階において３０名の議員がお互いに手をとり合つて、市と業者との問題について裸になつてお互いに話し合いをすればこの市場をいずれの場所につくろうが解決できると思います。しかし現在の状態ではこれは未解決の問題として７月に臨時議会があるかもしれませんがまた９月にあるかもしれませんがさらに２年、３年とこの問題が続くかもしれません。こういうようなことをわれわれが議席をもつている時代にさせていいのかどうかということを私はつくづく反省し皆さんにこの問題を訴える次第でございます。先ほど継続審議という立場で否決にあつたわけでございますが、あえて反対というようなことは申し上げませんがただ形式的な立場に立ちまして反対のやむなきにいたつたわけでございます。どうぞそういうような意味におきまして議案はいずれかに処理されるかもしれませんけれども今私が申し上げた点については過去２ヵ年有余にわたりまして一部の方々は私を市場連合会の支持者だというようなことをお考えになつてるかもしれませんが私は少なくとも良心的にそういうような考え方はもつていなかつた。それを最後まで収拾するのは私ではできなかつた。あるいは議員の方々もそれを頼まれてやつた方もおりますが、ところができなかつた。私議長にもきようも申し上げましたが、そういうような意味で全議員が市長を中心としてこの問題にとりくんでいただきたいという要望を申し上げ結論としては反対せざるを得ない状態に立ちいたつている次第でございます。これで討論を終ります。

（「進行」というものあり）






○又吉　久正君

　議案第６８号、牧志公設市場用地購入債を起こすことについて討論をいたします。牧志公設市場の問題は３年前からもみ続けて実現せず壁にぶつかつているわけでございますが、いかにしてこの壁を打ち破つて実現するかということがわれわれに与えられた課題じやないかと思うわけでございます。その改築問題に対しまして市当局、議会、業者、市民と各方面にわたつてそれぞれの立場から微に入り細にわたつて慎重なる検討をしてまいつたのでございます。２年前も市場改築問題に対しまして特別委員会を設置し本員もその委員の一人としてあらゆる面で検討を加え業者の４条件に対し市当局の計画している設計図をもとに業者を一人でも多く１階に入れるため出入口や階段の問題、車寄せや隣接商店との境界問題を検討し、さらに１０坪余りの便所が１階にあるのをこれを水上店舗と市営市場の間の道路の下に変更させ市当局案を大巾に修正し１人でも多く１階で商売ができるようにしたが業者の強い反対にあつて実現できなかつたことはいかんにたえない次第でございます。２年前に業者が反対せず現在の場所に改築しているならば今ごろはりつぱな市場ができ上つて商売も繁昌したことと本員は推察いたす次第でございます。そこで去る１３日の本会議におきまして市場用地の変更について新垣助役から現在の市場地主の上岡、照屋、上原３氏とのいきさつ、変更場所の地主の又吉氏とのいきさつについてくわしい説明がありましたとおり、市場敷地を変更せざるを得ない立場においこめられてることが明らかになつたわけでございます。従いまして現在の非衛生的な市場をいつまでもそのまま放置することはゆるされないと思います。今のうちに敷地を買いとらないと地主の方が後日売りもしない貸しもしないということになりますというと公設市場は建設できなくなり市民に対して大きな迷惑をかけなければいけないことになると本員は思うのでございます。那覇市の公設市場は那覇市民だけの市場ではない。沖縄全住民の中央市場だと思う。対外的面からも衛生的かつ文化的りつぱな市場を建設することは市当局や議会に与えられた大きな義務でありこの際議員諸公は勇気をもつて改築すべきではありませんか。

この場合まず第１に検討することは変更場所は適当な場所であるか、その場所では商売が成り立つかということ。

第２点は現業者の全員が適当なスペースを与えられるかどうか。

第３点に消費者に十分なるサービスができるかどうか。

第３点にしぼつて検討した結果変更場所は現在の市場と５．６０メートルしか離れていないので、衛生的近代的な市場ができましたならば商売繁盛することは間違いないと確信いたします。

理由は変更場所に全業者が協力して移つた場合、現在の市場はなくなるのでその間には充実されみんな変更場所の新しい場所にくることは間違いないのでございます。かりに現在の市場敷地に上岡氏や他の業者が市場をつくつた場合には建築日数が１カ年はどうしてもかかるので変更場所の市場はすでにその１カ年の間には充実することは間違いないと思うのでございます。

また現在の敷地に市場ができあがつたと仮定した場合は市場の形態が広くなり道路での立ち売り業者やその他の業者が入るので現在混雑している市場の緩和策ともなり消費者に対しサービス面もよくなりスペースも十分緩和することができるのであります。

以上申し述べましたとおり今のうちに変更場所を購入しないと他に適当な場所はなく結局市の公設市場はつくれなくなるので次の要望を付して原案に賛成いたします。

改築後は希望者は全員受け入れて適材適所に配置しスペースも公平に割り当てること。また本議案は独立採算的な立場から予算との都合もありますので建築中に現業者のうちの希望者を申し込ませて業者の確認を得ること。一つ予算書にもありますとおり借入利子を初めの３年は年６．７％で４年後は４％となつております。

４年後は年４分に利子の引き下げをしなければ大きな赤字を出すことになるので、その点当局は十分努力してもらいたい。

一つ道路用地を早急に買い上げて市場建築と同時に並行して道路を広くすること。

一つ、用地買受のときは市有財産の取得管理及び処分条例の第７条にしたがつて「取得前の調査を十分にし、他の権利の設定その他特殊の義務があるときは所有者または権利者にこれを消滅させまたはこれに関し必要な処置をしなければならない」となつておりますので十分気をつけてもらいたいと申し上げますのは御承知のとおり不幸にして所有権者の又吉世沢氏が最近おなくなりになりましたので相続関係の権利者が新民法によつて相当出てくると思いますので、当局はその点十分なる措置をしていただくよう要望いたしまして議案第４８号に賛成いたしますので議員諸公の御賛同をお願いいたします。討論終ります。




○議長（高良　一君）

　これをもつて討論を終結いたします。採決に入ります。

日程第４９、第６８号議案　牧志公設市場用地購入債を起こすことについて原案どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。

（賛成者起立）






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案は原案どおり可決せられました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第５０、第６３号議案　１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算、建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第６３号、１９６７年度那覇市水道事業特別会計歳入歳出予算について、委員会における審査の経過と結果を申し上げます。

本件については歳入歳出款項を逐つて当局の説明を聴取し質疑に入つたのであります。まず歳入については

水道使用料収入１，３０４，８９８ドルと一般会計からの消火栓設置、補修等の繰入金７，２９４ドルと琉球政府から水道施設に対する補助金１００，０００ドル、企業債１ドルで合計１，４１２，１９３ドルになつており

歳出については

人件費が３７２，７３２ドル、受水費３７１，５４４ドル、企業債元利金１２２，４３９ドル、配管工事費２３４，６２７ドル、営業設備費７５，３４１ドル、その他維持経費として２３５，５１０ドルで計１，４１２，１９３ドルになつております。質疑の主なるものは今回の料金一部改正により９４，３１１ドルの減額になるが事業上支障はないか、ということに対し新規加入数および生活水準の向上による使用水量の増等過去の実績を勘案し、検討した結果支障はない。また、水道公社からの受水量は原水１日平均７，８８４トン受水しているが自己水源を早目に求めるべきだがこれに対し当局の見解をただしたのであります。これに対し１９６７年度の配水量は１日平均３４，２００トンを予想し、人口の増加と生活水準による需要量増による対策に万全を期すために前年度より１１，０００トンの原水受水が必要であり、なお自己水源を銘苅川上流一帯の水源調査を行うため５，６５５ドルを計上しているとのことであります。政府補助金として１００，０００ドル計上されているがその使途についてただしたところこれは歳出第２款、１項の請負工事費として配水管布設工事箇所のペリー、小祿、国場、安謝、埋立地通堂町１号線沿い等１８，０００メートルにわたる分に使用するとのことであります。以上のほか若干の質疑がかわされたのでありますが、結論として本案については原案どおり可決すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第５１、第７１号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算、建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第７１号　１９６７年度那覇市土地区画整理事業寄宮地区特別会計歳入歳出予算について委員会の審査経過と結果を申し上げます。

本件については歳入歳出の款、項を逐つて当局の説明を聴取したのち反対地主に対する当局の説得、経過等について質したのであります。

まず歳入の

替費地処分収入の１５，５８０ドルについて質したところこれは事業費の内、地主負担分を前年度から、繰越したもので４４５坪１合７勺の坪当り３５ドルの算定によるものである。

又政府補助金の７５，７００ドルについて質したのに対し１３，７００ドルは本年度の政府補助金で前年度の未執行分６２，０００を合せて計上したとのことであり、繰入金４４，１７６ドルについても前年度の未執行分２６，９５３ドルと本年度分１７，２２３ドルを以つて計上したとのことであります。

歳出については

１款２項の事業３１節農作物補償１６，４１９ドルについて質したところこれについては農作物の補償基準により算定してある。即ち収穫当時を勘案し諸収入から原価を差引き算定した。

以上のような質疑を行つたのち今まで反対していた地主との折衝経過について質したところ９０名はまだ賛否を決定していないが３０名を個人折衝したところ３名が反対し１９名は賛成しており残り８名は早く施行してくれとのことだつた。

一部反対者の圧力もあるとのことを聞いたが市としては賛成多数であるという確信を得ているとのことであります。

その他若干の質疑が行なわれたのでありますが結論として本件は賛成多数で原案通り可決すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。（「質疑討論なし」「異議あり」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め、本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第５２、第７２号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算、建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第７２号「１９６７年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算について」委員会における審査経過と結果を申し上げます。

質疑の主なるものを申し上げますと、

まず歳入では替費地処分収入の４４，１１３ドルについて質したところ那覇教育区教育委員会と売買契約したものであり、開南小校、久茂地小校、泊小校、前島小校、那覇中校の５ケ所の替費地収入となつて前年度より１６，２５５ドル増になつているのは増換地を替費地にしたため地積が増えたとのことであります。次に清算金は各家庭によつて支払い不可能な実情もあると思うがその場合、当局は如何なる措置をとるかと質したが、清算金は当初仮清算金で徴収し、分割払いをなし地主にできるだけの時間のゆとりを与え極力支払いできるよう努力しているとのことであります。

歳出については１款２項１目の道路及び整地費の中に排水改修工事費がありこれは一般会計の土木でやるべきではないかというのに対し区画整理工事区内のものであり、大きく壊われたりして手に負えないものは一般会計でやつておる。

又国県有地の換地折衝経過について質したところ財産管理課では図面書類もでき上つており、ユースカーと会合の上弁務官に提出すべく進めているが期日ははつきりしないが、早急に提出するよう努力する。

以上の他、若干質疑が交わされたのち、委員会としては原案通り、可決すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第５３、第７３号議案　１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算、建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　議案第７３号「１９６７年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算」について審査の結果を報告します。当局の説明によると

山下地区の軍用地が解放されたので該解放地と密集地域を併せて区画整理してくれとのことで区画整理地域に指定して去る４月に計画ができ上り、１９６７年度より３ケ年計画で総面積２万２千坪総工事費４１万ドル

６７年度は４万８千８８４ドルで施行したいとのことであります。

主なる質疑を申上げると

１．公共減歩、費用減歩はいくらか。

２．地主を相手にしないで地主代表の委員会だけと話合うということはないか。

３．減歩りつの最高最低はいくらか。

という質疑に対して

１．総工事費４１万ドルのうち、政府負担がその４０％１６万４千ドル、市負担が４０％の１６万４千ドル、地主が２０％負担の８万２千ドル、公共減歩は１８，０５％、減歩りつは平均２１．７０％

２．そのようなことはない。地主とも納得のいく線で施行したい。

３．未だ地主個々の減歩率が７月１０日頃にできるので、それから地主会を開いて発表したい。

以上のほか若干の質疑が交わされた後要望として

区画整理がいかにむつかしいということについては寄宮地区でもわかるとおり山下地区の区画整理地域にも密集住宅地の地主と解放地区の地主という二面があるので地主代表の委員会を設けて委員会で充分地主と打合せ、また地主の意見も聞入れてやつて頂きたいという要望がありました。

表決の結果、賛成多数により本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしましたので、よろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」「異議あり」という者あり）




○議長（高良　一君）

　異議がありますので・・・・・・　採決に入ります。

本案については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第５４、第７０号議案　１９６７年度那覇市歳入歳出予算、総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第７０号　１９６７年度那覇市歳入歳出予算について　審査経過の中間報告をいたします。本案審査にあたりましては、歳入歳出別款を逐つて審査いたしました。その主なるものを申し上げます。まづ歳入から

△　１款１項「普通税」の１，６１４，２７０ドルの増につきましては

１目　市民税の伸びは２０パーセント

２目　固定資産税は　　７パーセント

３目　事業税は　　　２０パーセント

４目　不動産収得税は１５パーセント

で平均１７パーセントの伸びである。さらに各年別の伸びにつきましては、６２年度１６パーセント、６３年度８パーセント、６４年度１９パーセント６５年度２５パーセントの伸びである。また、滞納繰越の算定につきましては、

△　市民税は１０９，４９３ドルの２２パーセント

△　固定資産税は１６５，６０４ドルの２８パーセント

△　事業税は１６２，６１７ドルの２７パーセント

△　不動産取得税３６，５６７ドルの２３パーセント

△　その他４９ドルの１０パーセント

　　　　　　　計　４７４，３３０ドルの２５．８パーセントを計上したと云う

ことです。次に、７款「政府支出金」で特に変つた点について申し上げます。

(1)　都市計画補助金としてガーブ川周辺排水工事８５，７００ドル

(2)　清掃施設設置補助金３６１，１４０ドル

(3)　宿所提供施設建設補助金６０，０００ドルの補助が新年度から初めて入つて来たものです。

△　次に歳出について申し上げます。

　第１款「議会費」の増については、その主なるものは議員報酬の改正による分と議員の出張はこれまで任期中１回となつておりましたが議会運営委員会の決定により議長から要請のありましたように任期中２回出張するということでその分の予算を計上されております。

　第２款「役所費」の増につきましては、職員の給与条例の改正に伴う分と機構改革に伴う８０人の増員職員の人件費、さらに△公務退職年金負担金、医療保険負担金、厚生会負担金、市史編集の印刷製本費がその主なものであります。

　第３款「消防費」の増につきましては、職員の給与改正と５人の増員の人件費、さらに施設費の人命救助車、消防車２台の購入費であります。

　第１３款「教育費負担金」は市負担分として新年度から１，０２２，３４０ドル計上されております。

次に経済民生委員会に係わる歳出、第６款社会及び労働施設費（除く２項４目、９項２目、１０項３目、１０項４目）、第７款保健衛生費、第８款産業経済費（除く３項２目）については、原案どおり可決すべきものと決定。

△　建設委員会に係わる件については、歳出第４款土木費、第６項２目２４節工事請負費２２９，７５７ドルの内、四条橋～神原橋間道路新設工事費の２，６６３ドルを削除、第６項２目５節職員手当３，４２６ドルの内から３９ドルを削除、計２，７０２ドルを第１４款予備費に組入れるということで修正可決すべきものと決定した。

○　理由

　本件については神原小・中校長、ＰＴＡ会長、からの反対陳情もあるが当局との話し合いが充分なされていないため削除し、予備費に組入れ、充分に話し合いをなし処理してもらう。

○　要望

(1)　安謝の第３次埋立事業に関連して地元漁業組合等とまだ舟溜場、舟揚場の件について納得のいく話し合いがないので、充分話し合つてもらいたい。

(2)　開南交番～平和橋間の都計道路計画に関して移転補償等の反対陳情もあるので地域住民とよく話し合いあらゆる角度から検討の上開通してもらいたい。

(3)　四条橋～神原橋間道路新設工事については反対陳情もあることから陳情者と充分話し合いをすることによつて学校側も協力できるし　又河川の掩蓋、人道等をつくるにしても問題の解決をはかれるものと思うので早急に話し合つてもらいたい。

歳出第６款２項４目保育所建設費、原案どおり可決すべきものと決定。

歳出第６款９項２目公園建設費、原案どおり可決すべきものと決定。

歳出第６款１０項３目市営住宅建設費、原案どおり可決すべきものと決定。

歳出第６款１０項４目公営住宅建設費、原案どおり可決すべきものと決定。

歳出第８款３項２目公設市場建設費、については諸種の事情により審査しなかつたので通知する。

という通知を受けております。

以上のように歳出第８款３項２目公設市場建設費については、諸種の事情により審査しなかつたので、結論といたしまして、本案は以上のとおり中間報告をいたしますので、本会議において処理していただきたい。

以上報告いたします。






○比嘉　佑直君

　修正動議を提出いたします。（「賛成」という者あり）

先に総務委員長から御報告がありましたとおり建設委員会の否決によりまして１９６７年度那覇市歳入歳出予算中歳出第４款、土木費をお手元に配布いたしてあります修正案どおり決定いたしましたので修正案提出動議についてよろしくおとりはからい下さいますようお願いいたします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの会議規則第１７条の規定によつて本案に対し比嘉佑直外９名より修正動議が提出されました修正案は印刷の上お手元に配布してあります。よつて本案を合わせて議題として提案者の説明を求めます。




○比嘉　佑直君

　修正案の説明をいたします。修正の理由といたしましては、先に神原小・中校長並びにＰＴＡ会長からの反対陳情もあり、当局との話し合いも十分になされてないので第６項２目２４節工事請負費２２万９，７５７ドルのうち四条橋から神原橋間の道路新設工事費の２，６６３ドルを削除し、第６項２目５節の職員手当３，４２６ドルのうちから３９ドルを削除、計２，７０２ドルを第１４款の予備費に組入れて修正いたしたいので提案いたします。




○議長（高良　一君）

　それではただいまの修正案どおり修正することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本修正案は可決いたしました。

（「議長」という者あり）






○金城　吾郎君

　予算修正の動議を提出いたします。（「賛成」という者あり）先ほど総務委員長の報告にもありましたが第８款３項２目公設市場建設費につきましては建設委員会で審議しなかつた、したがつて本会議でやれということである。ところが本問題は先ほど３番議員の継続審議の動議にもありましたように慎重を期すべきであり、こういう意味で２目公設市場建設費のうち２２節委託料１万８，０１０ドル、２８節施設費３７万９，０９０ドルを削除して第１４款予備費に組入れる、こういう修正動議を提案いたします。

（「賛成」という者あり）




○議長（高良　一君）

　ただいまの会議規則第１７条の規定によつて本案に対し、金城吾郎外１０名より修正動議が提出されました修正案はみなさまのお手元に配布してあります。よつてこれを本案と合わせて議題とし提案者の説明を求めます。




○金城　吾郎君

　ただいま議題となりました修正案につきましてその理由と内容について御説明を申し上げます。

公設市場建設につきましてはここ数年来の懸案事項であり、これまで議会の中でも十分と議論されてまいりました。しかしながら昨年の３月議会において結論が出ないままに一応４条件のもとに建設しようということでございました。その後議会においても市場建設促進の委員会をつくり、６月の定例議会においては、市当局のもつている案では現段階では改築できないんだという結論を議会自体で出しました。その後業者との間に話し合いを進めていくべきであるという要請も議会の立場からなされました。ところが今年３月１９日にいたりまして、市は突然、市場敷地の変更を打ち出しました。そしてその変更の理由については総務委員会においても建設委員会においても検討がなされました。先ほど起債議案の際に討論の中であらわれておりました。しかし継続審議の動議を提案した３番議員の趣旨説明の中にもございましたように、これはもつと話し合いをすべきであると、民主主義的なルールをふむべきである、こういうことが強調されておつたのであります。

いつまでまつてもラチがあかないのでやるべきであるという問答無用の方法ではよくないのではないか、こういつた立場に立つものでございます。

賛成反対の理由につきましては、先ほど討論の中でいろいろくわしくだいたい述べられております。そういうはつきりした結論の出ないままでやるということは私としては賛成いたしかねるのであります。

建設委員会でもそういう意味におきましてお手元に配つております。４議員が継続審議すべきである。慎重にすべきであるという立場から予算もこれは修正をして、一応予備費に組み入れておいてのちに結論が出た際にまたあらためて公設市場を改築してもおそくはないということで修正案を出しておるわけであります。そこで第８款の産業経済費は６０万４，７４３ドルから２０万７，６４３ドルになります。比較増減になります４万６，８００ドル、３項市場費は５１万５，２６５ドルから１１万８，１６５ドル、さらに増減の覧にいきましては減が３万７，４２３ドル、２目公設市場建設費は５０万３，４７１ドルから１０万６，３７１ドルに減り、増減３万８，０３０ドルと、そして２２節委託料１万８，０１０ドルを削除、２８節施設費３７万９，０９０ドルを削除することになります。この合計が３９万７，１００ドルを予備費に組み入れるわけでありますが先ほど建設委員長からの修正によつて予備費は１万２，７０２ドルとなつておりますので８款３項２目の３９万７，１００ドルの分を組み入れると予備費は４０万９，８０２ドルになります。差し引き増減３９万９，８０２ドルとなり４３節の予備費とも４０万９，８０２ドルとなります。

以上が修正の内容となつております。公設市場の問題をスムーズに進める上からもこの予算を予備費に組み入れて慎重にもつと検討すべきであるという観点にたつて修正案を出しております。議員各位の御賛同を得たいと思います。（「賛成」という者あり）




○議長（高良　一君）

　ただいまの動議は成立しております。おはかりします。本修正動議に賛成の方御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　少数であります。よつて本動議は否決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第５４、議案第７０号　１９６７年度那覇市歳入歳出予算について採決に入ります。先ほど修正案が可決になりました部分を除いた原案についておはかりします。本案に賛成の方御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　多数賛成であります。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第５５号議案第９２号、１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算を議題として総務委員長の報告を求めます。




○議長（高良　一君）

　休憩します。

（午後６時１５分　休憩）

（午後６時１７分　再開）

○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。先ほど当初予算が修正可決になりましたので追加予算の修正になりますので局長をして説明いたさせます。






○事務局長（義永　栄善君）

　議案第９２号　１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算の当初既決予算が修正になつておりますので、追加予算に対する数字の訂正を申し上げます。２ページ４款既決訂正予算額、なお数字を申し上げます。２０３万１，８２９ドル、計が２１４万７７７５、一ページあけて下さい。３ページ６項都市計画事業費５４万８，５６１ドル、計５９万１，８９１ドル、事業費２目５３万６，２６３ドル、計５７万９，５９３ドル以上であります。




○議長（高良　一君）

　ただいま局長をして数字の訂正の説明したとおり修正することに御異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めさよう訂正をします。委員長の報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第９２号「１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算」について審査の結果を報告いたします。

本案の審査にあたつては、歳入歳出別款を逐つて審査いたしました。本案は６６年度において執行予定の事業を年度内に執行することができなかつたがこれを未執行にせず、６７年度において執行するため提案されております。歳入については、７款政府支出金、開南交番より平和橋間の道路開設の都市計画事業補助金と石嶺排水路改修工事の農業施設事業補助金さらに１０款、前年度繰越金であります。次に歳出

第２款　役所費については、庁舎の噴水池、フエンス工事費６５０ドルが計上されております。

△　また　建設委員会に係わる歳出、第４款土木費については次の要望を付し原案どおり可決すべきものと決定した。

要望

　予算の操作において未執行にして繰越すよりは最初から継続事業費として措置すべきであり、今後その点検討してもらうよう要望する。

△また経済民生委員会に係わる歳出第８款産業経済費については原案どおり可決すべきものと決定した。旨通知を受けております。

結論といたしまして、本案は、議案第７０号「１９６７年度那覇市歳入歳出予算」が諸種の事情で結論が出なかつたので、したがつて本案は本会議において処理してもらいたい。　以上報告いたします。

（「質疑討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論省略し採決に入ります。議案第９２号　、１９６７年度那覇市歳入歳出追加予算については修正可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は修正可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第５６、議案第４０号　１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算を議題として経済民生委員長の報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　議案第４０号「１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算」について審査の結果を報告いたします。

まず、歳入歳出ともに各款別の内容説明を聴取し諸資料をもとに各款にわたつて多角的な質疑が行われ別紙、さらに歳出予算第４款第１項第２目「豊見城高校負担金」４，２４８ドルは市町村財政法第２条第１項、第２号および同法第１２条第１項、第２項の１号、４号の規定に触れるとの解釈から不当性が指摘されたのであります。諸負担金の予算計上にいたるまでの経過についての説明によりますと、豊見城教育委員会が６６年１月２１日に１６９，３９５ドル１５セントの区債を越こし豊見城高校を設置するにあたつて起債の負担配分を琉球政府が２６，６９３ドル５０セント負担、その残額１４２，７０１ドル６５セントの利息の４分の１づつを豊見城教育委員会と南部連合会振興会がそれぞれ負担しさらにその残額７１，３５０ドル８０セントの利息を那覇教育委員会が負担されたいとの要請を再三交渉の結果お手元に配付いたしました契約書（写）のとおり元金５０，０００ドルに対する利息日歩１セント８厘の５カ年分を負担する契約がなされて６７年度分負担額として４，２４８ドルを計上してあり、５カ年分の利息総額が１６，４２５ドルとの説明であります。財政法との関係について出管部の解釈は、この契約は行為当時の法律に照らし合わせて瑕疵はないものと解する。それが法の改正により議会に持ちこまれて疑点になつているが財政法１２条の法意に反する行為ではなく区委員会としては政府からおしつけられて負担したのではなく該高校設置を積極的に誘致することにより公益上大きくプラスするとの観点に立つてなした負担に対して改正教育委員会法に基づいて市は負担の義務が生ずるのでただちに財政法の規定に触れるとは考えられない。この解釈に対して両委員会のなした契約は一応成立するがその履行が実現するのは議会の議決によつてしか効力を発しない。よつてこの契約は「停止条件付契約」であり、さらに契約にあたつて文教局長の立ち会いはその性格から連帯保証的意味をもち市において負担することは不当である。このように委員会の審査過程においては日政援助の拡大をはかり、小中校の付属施設にあたつてはＰＴＡの負担によることなく政府の責任において積極的にこれらを推し進め市町村財政にその負担をせしめることなく法の趣旨にのつとりこれを施行すべきであるという点に関しては全員思考の一致を見、討論に入つたのであります。すなわちその概要を申し上げますと、

反対討論

４，２４８ドルの豊見城高校負担金を市が負担することは市町村財政法第１条に規定する立法趣旨に違背し同法第１２条の規定に反する措置である。すなわち政府の責任においてなさるべき高校敷地買収費を市町村が負担することは地方財政の健全な運営を阻害し弱体化するものであり、さらに改正教育委員会法の立法が昨年８月１９日、契約締結が本年１月２１日、改正法の施行が本年４月１日となつておることからも明らかに違反する。不当な予算措置がなされているので議案第４０号に反対する。

賛成討論

反対討論の論旨にも若干の同調点がある。教育委員会法を昨年８月改正して本年６月に議決を求めているがもつと慎重にすべきであつた。事務ふなれの点もあるが財政法第１２条に照らして「豊見城高校負損金」については特に留意すべきである。政府から徴収すべき性格の金は強力に要求し歳入面の確保に努力するとともに将来かかる予算措置がないよう、強く要望を付して原案に賛成する。

採決の結果、賛成多数により議案第４０号は原案を可決すべきものと決定いたしました。よろしく各位のご賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　われわれは経済民生委員を出してありませんために質疑は山ほどありますけれども、基本的な問題だけをお伺いしたいと思います。

この予算の中にあらわれている父兄の負担すべき金額、こういつたものは補習学級であるとか、幼稚園であるとか、こういつたものに使われている。ところが教育問題に関する協議の際にもいろいろ論ぜられましたが、那覇市における小中学校の教育費、実際に負担している額、これは政府が幾ら負担しているのか、また教育委員会が負担しているのか、あるいはＰＴＡが幾ら負担しているか、こういつた学校教育に関する負担の区分が明らかにされているかどうか、それをなぜ私がお伺いするかと申しますと各学校によつて負担の率が非常に違う教育の機会均等からするならばこういつたことを是正されなければならない。学校差、あるいは地域によつて、あるいはその地域に住んでいる貧富の差により学校教育に大きな影響を与えてはならないとこういつた観点から那覇市の場合はどういうふうになつているか。これが委員会の中で審議されたかどうかまずお伺いしたいと思います。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　経民委員会には審議の際に資料が届けられておりますが那覇教育区歳入歳出予算案参考資料その１頁にくわしく出ております。市負担金が１１５２，０６２ドル２３．２％でございます。分担金及び負担金１２４，１７３ドル２．５％政府支出金３５４５，１４２ドル７１．４％、使用料及び手数料１２２０５０ドルで２．５％、諸収１７，０１７ドル３％、繰越金５，０００ドル１％になつております。




○金城　吾郎君

　それに出てきている分でありますが、これはわかります。ただ、これに計上されないＰＴＡの負担の分が多々あります。そういつた負担がどの程度いつてるのか、教育委員会で資料をもつておられないのか。と申しますのは各学校施設を廻わりました際に水呑場であるとか、給食調理場とか、その他図書室が、ＰＴＡのいろいろ負担においてこれがなされているという事実がはつきりしております。これがどの程度負担になつてるのか教育委員会では把握されていなければならないが、これが委員会で審査されておるかどうか。




○経済民生委員長（安見　福寿君）

　個々には審査されましたが総括的にはまとめませんでしたので事務局に伺つていただきたいと思います。






○教育委員会事務局総務（伊良波　長正君）

　ＰＴＡの負担でございますが、そのＰＴＡの負担の金額は議会事務局の調査で議員の皆さんに父兄が負担する教育費の調査、小学校、中学校別に学校名、教員数、生徒数、学級数、給食費、学級費、ＰＴＡ会費こういう調査事項がいつてると思います。それでＰＴＡ会費の金額は１５セントからありましていろいろ学校によつて違いますが４０セントまでございます。それで小学校中学校あわせて父兄の数が小学校の父兄が２３，５００人、中学校の父兄が１３，４００人、ＰＴＡの予算総額が１３，３００ドルの経常的な費用が出ます。パン加工賃も出ますがこれは自分の食糧費でございますのでこれには入れてありません。以上申し上げます。




○金城　吾郎君

　私がお伺いしているのとは大分遠い御答弁であります。これはのちほどくわしくお伺いして調べたいと思います。なぜ私がそれを伺つてるのかと申しますとこの財産表をみますと父兄の負担においてなされたもの、あるいは政府の補助金においてなされたもの、教育委員会自体で支出したもの、こういつたものが建物として施設として現在あるものがこれに出てないものがあるかと思うとＰＴＡだけで作つたものがのつてる場合もあるしはつきりしないんです。この財産表それから先ほど財政法違反の問題が出ておりました浦添高校校地の問題についてはくわしく申しのべませんが、その他にも教育委員会の所有の土地があると思います。これに出てないのがそういつたような財産の管理というものを明らかにしていただきたい。学校にある財産は、建物はあるいはその他の施設は教育委員会のものであるのか、あるいは学校の同窓会の所有物もあるのか、そのへんが明らかにされておらないのでありますが経民委員会ではこれが審議されたかどうか。




○経済民生委員長（安見　福寿君）

　予算上に出てないところまでは及びませんでした。




○金城　吾郎君

　予算の中から支出されている金があるわけでございます。その財産がどのようになつてるかということをまず調べる場合にこれはもちろん浦添高校の校地は財産としてあげられております。ところが今まで教育委員会から補助したもの、さらにＰＴＡが負担したもの、政府の補助によつてなされたものが教育委員会の予算の中には計上されなくて寄付金として入れられないので財産の中に出てきてるものがあります。こういつたような予算措置、決算措置というのは好ましくない。今まで教育委員会がどういう取り扱いをなされてきたかしりませんけれどもこれはもつと慎重にやつていただかなければ困ると思います。これについては追つて教育委員会に伺つていろいろお聞きしたいと思いますけれどもそのほかに連合教育区の負担金というものがあるがこういつたものは市で一体審議の権限があるのかないのか、そういつた問題も委員会で審査されたかどうか。




○経済民生委員長（安見　福寿君）

　予算面に出ております。




○金城　吾郎君

　この内容について市議会は審議する権限があるのか、ただ負担金として出せばいいのか、どういう役割りを果たすのかということについてはまだいろいろ疑問がありますけれどもこれは審議なされたかどうか。




○経済民生委員長（安見　福寿君）

　その先の内容にあたつては審議いたしておりません。（「進行」という者あり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○瀬長　フミ君

　議案第４０号の教育委員会予算の中に計上されております豊見城高校の負担金支払いに対する反対討論をいたします。教育委員会の予算に豊見城高校敷地購入起債の利子の支払らい負担金４，２４８ドルに対していろいろ疑議があり市町村財政法に政府が違反していることによつて反対するものであります。すなわち市町村財政法第１２条に市町村が処理する権限を有しない事務を行うために要する経費については、立法または規則の定めるものを除くほか、政府は市町村に対しその経費を負担させるような措置をしてはならない。２項、前項の経費は左に揚げるようなものとする。１．政府の機関の設置維持及び運営に要する経費４．政府の教育施設及び研究施設に要する経費というふうに財政済にはつきりうたわれております。市町村財政法第１条に、この立法は市町村の財政の運営、政府の財政と市町村財政との関係等に関する基本原則を定め、もつて市町村財政の健全性を確保し、市町村自治の発達に資することを目的とするとはつきりこの立法の趣旨、目的が示されております。政府の責任において支出しなければならない高校敷地買収の費用を市町村自治体に負担させることは市町村財政法に対する違反であり、市町村財政の健全な運営を阻害するものと本員は考えます。法以前の問題だという意見もあるが教育委員会法の改正立法は昨年８月１９日であり契約がかわされたのは今年の１月２１日であります。法の執行が４月１日からとなつていても、すでに立法化されてのちに契約がかわされ教育委員会の予算が市町村財政に一本化されるということを十分に承知の上で行われているということであります。当局はこの負担金は出しつぱなしではなくて将来政府は支払らいをするということを口頭で契約したので出したのだという答弁をしているが、しかも浦添高校の校地買収にしてもそのような口頭契約をしたということでありますが政府は返済どころか教育委員会の財産として登録された土地に対してもすでに２カ年を経過した現在において借地料も出しておりません。こういう事実からしましても政府が将来返済するからという口頭約束は信用できないということははつきりしております。しかも、法に違反し市民の血税でなされる多額の費用を軽々しく口頭契約でなされたことは教育委員会としても軽そつであり、なれ合い政治という感がいたします。法解釈におきましても主計課長はこれはあくまでも押しつけではなく訓示的な法の趣旨であつて拘束するものではない。教育委員会が自主的になされたものに対しては違法だとは認められないと。しかし、教育委員会としては何回もお断りしたけれども政府は金がないからということでありましたので仕方なくお引きうけしたということであります。これは明らかに押しつけであります。市町村財政法の第２条第２項に政府は、市町村財政の自主的なかつ健全な運営を助長することにつとめ、いやしくもその自立性をそこない、または市町村に負担を転嫁するような施策を行つてはならないと市町村財政の基本目的がうたわれております。市町村財政の健全な運営を助長することにつとめなければならない政府が市町村に負担を転嫁するような施策は市町村財政に圧迫を加えるような結果になり、これがはつきりと予算面に現われております。一例を申し上げますと幼稚園園室１５教室を作るように予算書にのつておりますが１教室１，２００ドルかかるけれども６００ドルしか計上されておりません　あとの６００ドルはどうするのかとお尋ねしますと、ＰＴＡ負担であると。それに各学校とも要求額から予算が削られたのでＰＴＡの寄付金募集が計画されているということであります。現在那覇市内の各小学校、中学校の教室の不足数が２５０教室、便所の不足が３２棟、その他備品や施設の不足は相当あります。このようにして義務教育である小学校、中学校の校舎建築や備品や施設に支障をきたしております。これも政府の責任において出すべき費用を市町村に負わせたために生じたわけであります。市町村財政法第１２条の２市町村は、会社その他の法人の債務については、保証契約をすることができない。と保証契約の禁止がうたわれております。市町村が法人である教育委員会の債務について義務を負う必要はないわけであります。以上のような理由により義務教育の面にしわよせさせられております。事実からして教育委員会が力をそそがれんことを要望しまして高校への市町村負担に反対いたします。






○大山　盛幸君

　教育委員会法の改正のため今年度からはじめて那覇教育区歳入歳出予算すなわち教育予算の審議をさせていただき法規その他教育行政についての研究をすることができることをうれしく思うのであります。予算審議をとおして特にうれしく感じたことは日政援助増額のおかげで２２の小学校、１１の中学校の児童生徒に対して教科書の無償配布が実施されること。松川小学校の図書館、那覇中学校体育館、上の山中学校水泳プールがＰＴＡの負担をなくして建設され次年度も次々と計画されているということを聞いて日本人を教育する沖縄の教育界に対する当然のいなむしろ遅すぎる日政援助とはいえ教育振興の見地から欣快なことと存じます。この予算にはなお慎重に検討を要する点がありますが次の要望事項をつけまして原案をとおすことに賛成いたします。その理由を要約いたしますと第１に教育予算に対する従来の甘さから生じたマンネリ性を即時打破する態度に出るよりは要望を付して注意勧告し次年度から改正させるよう当局の努力をうながすことが妥当な処置だと信ずるからであります。具体的な一例を申し上げますと議案第６１号の費用弁償月額１０ドル、提案された現行法の教育委員会報酬及び費用弁償規則の第３条から解釈いたしましても月額１０ドルは費用弁償ではなく報酬であると認められましたので先刻議会でも修正したのでありますが教育予算は日額２ドルにして５日間出勤したために修正をしなくてもよかつたわけであります。教育委員の中には民主党の方、あるいは社大党あるいは人民党から出られた代表もおりますがこの件を見逃がしたということはやはり教育委員会にも甘さがあるわけでございます。第２の理由は、教育委員会がわにも調整する市当局がわにも最初のことでありますので事務的なふなれもありましようし、時間的余祐が少ないということもみとめたいと思います。そこで次年度からは十分な日時をかけて立案し調整するよう御注意申し上げたほうが穏当な処置と思います。このことは各議案に誤字、脱字が多く委員会で審査中たくさん指摘されたことからでも推察されるのであります。しかしこの教育予算に反対する先ほどの討論では要望を付して反対するとおつしやいましたが失礼ですがそれでは責任ある御意見とは考えられないのであります。教育予算の原案の中にこれこれの点が反対であるという理由ならば、それに対する修正案を提案してこそ教育予算に対する真摯な態度だと思います。そこで委員長報告とダブル点もあると思いますが五つの要望事項をのべます。第１、浦添高校の学校敷地のうち２，５１１坪は委員会の財産として登録してある以上借賃安定法により坪あたり９０セントを次年度から財産収入として計上できるよう努力してもらいたい。なお那覇、浦添両教育委員会が共同借地している１，１１７坪は政府に名義換えするよう努力してもらいたい。豊見城高校負担金は次年度から削除するよう強力に折衝してもらいたい。１９６６年６月２１日に那覇、豊見城両教育委員会の取りかわした契約は議会で承認しなければその法律効力は発生しないとの停止条件つき双務契約である。よつて両委員会は解約によつて政府に支弁させるよう努力すべきであるとこう思います。以上の２点は市町村財政法第１２条の法規に抵触するため申し上げたのであります。第３に教育委員会法第１３６条第３項の規定によると義務教育諸学校の校舎建築に要する経費は全額政府の負担とする。とありますので便所や図書館、体育館、給食室等の校舎建築にＰＴＡの負担をかけさせないことはもちろん委員会も負担しないよう全額政府に負担させるようその実現に努力していただきたい。第４人口の都市集中のため那覇市における小中学校の増設は必然的な大きな問題であります。琉球政府は全琉的な視野に立つ教育行政によつてこの解決にあたる責任がある。那覇教育区教育委員会はこれに協力して早期実現をはかる義務があると解するのが妥当だと思います。よつて委員会は独自の要求もさることながら市や議会あるいは教育諸団体の援助を得てこれに対処する要望します。特に高校新設については急施を要する問題として万全の努力をしてもらいたい。もちろん市町村財政法第１２条の法規に抵触しない範囲ないにおいて強力な誘致計画によつて折衝を今から展開していただきたい。第５提案者である市長とともに努力してもらいたいことは教育委員会法の第６５条の５第１項の改正であります。議会に提案する議案に対して市長は責任があり従つて自信をもつて提出しなければならないと思います。しかるに、市町村の負担を伴うすなわち教育予算と関連する規則や規定の制定または改正が調整もされずに原案のまま議会に提出されなければならないということは明らかに不都合な規定でありますのですみやかに改正させるように折衝してもらいたい。教育に関する日政援助の額を大巾に増額させるためにも政府に訴えるべきことは筋をとおして訴えるべきであり現状では仕方がないとあきらめることは大衆的な見地から教育の進展をはかる良策ではないと信じます。その意味において５件を要望申し上げまして１９６７年度予算を承認する討論といたしまして終ります。




○議長（高良　一君）

　討論を終結し採決に入ります。議案第４０号、１９６７年度那覇教育区歳入歳出予算については委員長報告どおり可決することに御賛成の方の御起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第５７、議案第８２号　那覇市議会会議規則の一部を改正する規則制定についてを議題として総務委員会の審査報告を求めます。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第８２号「那覇市議会会議規則の一部を改正する規則の制定について」審査の結果を報告いたします。

本案審査にあたつては逐条審査をいたしました。その中で特に問題となりましたのは、この改正によつて後日解釈論で紛糾しないためにこの立法の意図するところをただしました。

まず、第４条第１項中「会議にはかりこれを」を削ることにより議員の議席は議長専権になりますが、この場合規則の意図するところは、議長独断で決定するのでなく、事前に各会派の代表者に諮る。

次に第１３条の出席催告の通知は、規則には「文書又は口頭」とあるが、原則としては文書をもつて行うこと。

また、第６５条の委員外議員の発言の「許否を決める」と云うことは、委員外議員の発言を数で封鎖すると云うことでなく、民主的に委員会に諮つて決めると云うことを確認いたしました。

結論といたしまして、本案は全会一致原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

よろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり可決することに御異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　以上をもちまして本日はこれをもつて散会いたします。



（午後６時５８分　散会）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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１９６６年第８３回那覇市議会（定例会）議事日程第７号

１９６６年６月２８日（火）午前１０時開議




第１　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　識名小又原地内道路及び排水溝の改善について（請願）

（建設委員長審査報告）




第３　　　鳥堀町及び汀良市場間の側溝設置方について

（　　　　〃　　　　）




第４　　　水道配水管布設工事方について陳情

（　　　　〃　　　　）




第５　　　道路新設についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第６　　　牧志町２丁目の側溝改修方について

（　　　　〃　　　　）




第７　　　ブーゲンビル島地域遺骨収集派遣団員並びに慰霊塔建立の助成方について

（経済民生委員長審査報告）




第８　　　那覇市の私立保育所に対する補助金交付について陳情

（経済民生委員長審査報告）




第９　　　待遇改善に関する陳情

（　　　　　〃　　　　　）




第１０　　国場川治水対策について

（建設委員長審査報告）




第１１　　樋川通り太平楽（食堂）横下水溝改修並びに道路工事方について

（　　　　〃　　　　）




第１２　　大中町内排水溝設置方について

（　　　　〃　　　　）




第１３　　神原橋、四条橋間ガーブ川沿いの道路新設計画の廃止方について（那覇教育区教育委員会の分）

（　　　　〃　　　　）




第１４　　神原橋、四条橋間ガーブ川沿いの道路新設計画の廃止方について（神原小学校の分）

（　　　　〃　　　　）




第１５　　神原橋、四条橋間ガーブ川沿いの道路新設計画の廃止方について（神原中学校の分）

（　　　　〃　　　　）




第１６　　校地割当について

（　　　　〃　　　　）




第１７　　牧志公設市場改築についてのお願い

（　　　　〃　　　　）




第１８　　赤平町内道路復旧方について

（　　　　〃　　　　）




第１９　　寄宮地区土地区画整理に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第２０　　道路潰地補償に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第２１　　字樋川内排水溝開設方についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第２２　　水害防止対策銘苅橋改築について

（　　　　〃　　　　）




第２３　　河川氾濫による水害防止及び下水道設置方について

（　　　　〃　　　　）




第２４　　安里川氾濫による水害防止及び下水道設置方について

（　　　　〃　　　　）




第２５　　旭ケ丘公園造園促進についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第２６　　区画整理地区指定の取消陳情

（　　　　〃　　　　）




第２７　　山下町内下水溝の新設について

（　　　　〃　　　　）




第２８　　非細分地料の一部を区画整理の費用に充当することについての陳情

（建設委員長審査報告）




第２９　　那覇市の新幹線道路開南より神里原に通じる第１期工事区における下記２項目に対する反対陳情

（　　　　〃　　　　）




第３０　　水害防止対策銘苅橋の改築について陳情

（　　　　〃　　　　）




第３１　　牧志公設市場改築についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第３２　　沖繩精神衛生協会に対する賛助会費（１９６７年度）の予算計上方について陳情

（経済民生委員長審査報告）




第３３　　教育予算の大巾増額要請

（　　　　　〃　　　　　）




第３４　　講和前補償に対する課税阻止について

（総務委員長審査報告）




第３５　　講和前損失補償金に対する免税措置の要求について

（　　　　〃　　　　）




第３６　　不当不法免職の撤回について（請願）

（　　　　〃　　　　）




第３７　　那覇市職員労働組合執行委員長岸本忠三郎以下同組合員１２名の不当な免職の撤回について（請願）

（　　　　〃　　　　）




第３８　　那覇市職員労働組合員の首切り撤回要求について

（　　　　〃　　　　）




第３９　　泊港における荷さばき上屋倉庫に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第４０　　泊港構内における当社専用荷さばき倉庫新設に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第４１　　泊港滞貨処理に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第４２　　市有地譲受賃借願いについて

（　　　　〃　　　　）




第４３　　埋立地譲渡（有償）申請について陳情

（　　　　〃　　　　）




第４４　　クラブ敷地貸与方についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第４５　　那覇市有建物の一部を払い下げ方について陳情

（　　　　〃　　　　）




第４６　　新聞事業に対する事業税の免税措置方について

（　　　　〃　　　　）

第４７　　那覇市議会委員会条例の一部を改正する条例制定について

（議員平良真次郎ほか１０名提出議案第９３号）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○会議に付した事件




第１　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　識名小又原地内道路及び排水溝の改善について（請願）

（建設委員長審査報告）




第３　　　鳥堀町及び汀良市場間の側溝設置方について

（　　　　〃　　　　）




第４　　　水道配水管布設工事方について陳情

（　　　　〃　　　　）




第５　　　道路新設についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第６　　　牧志町２丁目の側溝改修方について

（　　　　〃　　　　）




第７　　　ブーゲンビル島地域遺骨収集派遣団員並びに慰霊塔建立の助成方について

（経済民生委員長審査報告）




第８　　　那覇市の私立保育所に対する補助金交付について陳情

（　　　　　〃　　　　　）




第９　　　待遇改善に関する陳情

（　　　　　〃　　　　　）




第１０　　国場川治水対策について

（建設委員長審査報告）




第１１　　樋川通り太平楽（食堂）横下水溝改修並びに道路工事方について

（　　　　〃　　　　）




第１２　　大中町内排水溝設置方について

（　　　　〃　　　　）




第１３　　神原橋、四条橋間ガーブ川沿いの道路新設計画の廃止方について（那覇教育区教育委員会の分）

（　　　　〃　　　　）




第１４　　神原橋、四条橋間ガーブ川沿いの道路新設計画の廃止方について（神原小学校の分）

（　　　　〃　　　　）




第１５　　神原橋、四条橋間ガーブ川沿いの道路新設計画の廃止方について（神原中学校の分）

（　　　　〃　　　　）




第１６　　校地割当について

（建設委員長審査報告）




第１７　　牧志公設市場改築についてのお願い

（　　　　〃　　　　）




第１８　　赤平町内道路復旧方について

（　　　　〃　　　　）




第１９　　寄宮地区土地区画整理に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第２０　　道路潰地補償に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第２１　　字樋川内排水溝開設方についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第２２　　水害防止対策銘苅橋改築について

（　　　　〃　　　　）




第２３　　河川氾濫による水害防止及び下水道設置方について

（　　　　〃　　　　）




第２４　　安里川氾濫による水害防止及び下水道設置方について

（　　　　〃　　　　）




第２５　　旭ケ丘公園造園促進についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第２６　　区画整理地区指定の取消陳情

（　　　　〃　　　　）




第２７　　山下町内下水溝の新設について

（　　　　〃　　　　）




第２８　　非細分地料の一部を区画整理の費用に充当することについての陳情

（　　　　〃　　　　）




第２９　　那覇市の新幹線道路開南より神里原に通じる第１期工事区における下記２項目に対する反対陳情

（　　　　〃　　　　）




第３０　　水害防止対策銘苅橋の改築について陳情

（　　　　〃　　　　）




第３１　　牧志公設市場改築についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第３２　　沖繩精神衛生協会に対する賛助会費（１９６７年度）の予算計上方について陳情

（経済民生委員長審査報告）




第３３　　教育予算の大巾増額要請

（　　　　　〃　　　　　）




第３４　　講和前補償に対する課税阻止について

（総務委員長審査報告）




第３５　　講和前損失補償金に対する免税措置の要求について

（　　　　〃　　　　）




第３６　　不当不法免職の撤回について（請願）

（　　　　〃　　　　）




第３７　　那覇市職員労働組合執行委員長岸本忠三郎以下同組合員１２名の不当な免職の撤回について（請願）

（総務委員長審査報告）




第３８　　那覇市職員労働組会員の首切り撤回要求について

（　　　　〃　　　　）




第３９　　泊港における荷さばき上屋倉庫に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第４０　　泊港構内における当社専用荷さばき倉庫新設に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第４１　　泊港滞貨処理に関する陳情

（　　　　〃　　　　）




第４２　　市有地譲受賃借願いについて

（　　　　〃　　　　）




第４３　　埋立地譲渡（有償）申請について陳情

（　　　　〃　　　　）




第４４　　クラブ敷地貸与方についての陳情

（　　　　〃　　　　）




第４５　　那覇市有建物の一部を払い下げ方について陳情

（　　　　〃　　　　）




第４６　　新聞事業に対する事業税の免税措置方について

（　　　　〃　　　　）




第４７　　那覇市議会委員会条例の一部を改正する条例制定について

（議員平良真次郎ほか１０名提出議案第９３号）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○副議長（辺野喜　英興君）

　これより本日の会議を開きます。

本日の日程はお手許に配付してある議事日程第７号のとおりであります。

諸般の報告をいたします。

６月２７日那覇市公設市場連合会長の那覇市松尾６７番地吉浜実璋ほか４２８名からの「牧志公設市場改築についての陳情」は会議規則第８７条の規定により建設委員会に審査を付託し閉会中の継続審査を行わしめることを御諒承願います。

６月２７日大道小学校ＰＴＡ会長西平守栄ほか１名からの「教育予算の大巾増額要請」は会議規則第８７条の規定により経済民生委員会に審査を付託し、閉会中の継続審査を行わしめることを御諒承願います。

４月中旬出張した議員平良亀助ほか８名から報告書が提出されておりますのでお手許に配付してあります。

これより議事に入ります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。本日の会議録署名議員は会議規則第１１６条の規定により、議長において、大浜長弘君、喜舎場盛一君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午前１０時０７分　休憩）

	（午前１０時０８分　再開）







○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。

先ほど申し上げましたように委員会条例の改正の必要がありますのでこれから休憩いたしまして議運委を開きたいと思います。休憩します。

	（午前１０時０９分　休憩）

	（午前１０時５０分　再開）







○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。日程第２識名小又原地内道路及び排水溝の改善について請願を議題として建設委員長の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　識名小又原地内道路及び排水溝の改修についての請願本請願についての委員会における審査の結果を御報告いたします。

本請願における紹介議員喜舎場盛一氏の説明を概略申し上げますと該地域は不良住宅街となつており、しかも現在排水の設備が不完全で且つ整備なく道路の巾員も１ｍ程度しかなく一朝有事の際消防車の出入もできない不衛生の場所で伝染病が発生した場合を考えたら安心して生活をすることができないので市において早急に該地域の道路及び排水溝を改修してもらいたいとのことであります。委員会は早速現場を視察し該地域の対策について当局の見解を質したのであります。これに対し当局の答弁は該地域の排水溝を改修するには道路を整備した後でなければいけない然し該地域には幹線道路もあることからそれに直結した方が理想だが不良住宅街であり区画方式でやるか又は都計道路として真中から道路を開けるか慎重に検討し計画を樹てたい尚予算の都合もあるので早急にはできないが検討の上善処したいとの当局説明を了とし委員会としては早急に計画案を樹て出来るだけ本請願の主旨に応えてもろうよう全会一致で採択すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑に入ります。






○喜舎場　盛一君

　委員長にお尋ねいしますが、同地域の問題は今度が初めではなく兼次市長時代からいろいろ陳情請願があつた問題で委員会で審査になつておりまして、この地域の整備はもちろん不良住宅街となつておりますので当局との話し合いでは予算の裏づけと慎重に検討しなければならないというような御返事であるようでありますが、たとえば何年度に実際にやつてもらうのか、どういう方法でやつていただくか、というような突つ込んだ話し合いはなされなかつたのか、その点を一つ。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　お答えいたします。この地域は御存知のとおり非常に複雑きわまるところでありまして排水の面、道路の面について委員会でも突つ込んだ質疑がなされました。排水についてヒユーム管をとおして道路を計画しているようであります。下水道のほうをやつてから次々やるという計画らしいです。

いつやるかはまだきまつておりません。早急にやつてもらうよう、要望しております。（「進行」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第２識名小又原地内道路及び排水溝の改善について（請願）はただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件については委員長報告どおり採択することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第３鳥堀町及び汀良市場間の側溝設置方について建設委員会の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　鳥堀町及び汀良市場間の側溝設置方について委員会の審査結果を報告いたします。

本件は１９５９年と１９６４年に側溝が設置されたが中央の一部の側溝が未だ設置されてないのでその部分の側溝を設置してもらいたいとのことであります。当局の見解としては該地域は年次的な計画で１９６９年度に施行するということを委員会は了承し降雨のさい土砂で側溝が埋まる箇所がありその部分を早急に改修してもらいたいという要望を付して全会一致採択すべきものと決定いたしました。よろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）

○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第４水道配水管布設工事方について陳情を議題として建設委員長の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　「水道配水管布設工事方についての陳情」について委員会における審査結果を報告いたします。本陳情箇所は首里寒川町並びに金城町の下道で石川酒造所から金城橋までで、現地視察した結果該地域には工場や住宅が急速に増えつつあり、又市施設のし尿槽もあり、衛生的な面からも水道管布設は必要であると認めた。これに対する当局の見解としては、一応１９６９年度に執行する計画であつたが該地域の復興がめざましく住宅がどんどん建築されているので、１９６６年９月の議会に予算を計上したいとのことであります。委員会としては以上のような市当局の確信ある答弁を信頼し、全会一致本陳情については採択すべきものと決定いたしましたので各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第５道路新設についての陳情を議題として建設委員長の審査報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　「道路新設についての陳情」委員会の審査結果をご報告いたします。

本件は与儀の看護婦学校建設により道路を失い、排水も悪いので道路新設をしてもらいたいとのことであります。当局の説明では該箇所の工事は１９６７年度予算に計上されており委員会は全会一致採択すべきものと決定しましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質議討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午前１１時２分　休憩）

	（午前１１時３分　再開）







○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。日程第６牧志町２丁目の側溝改修方について陳情を議題として建設委員長の報告を求めます。






○建設副委員長（比嘉　佑直君）

　牧志町二丁目の側溝改修方について委員会の審査結果を報告いたします。本陳情の主旨は、該地域の道路は児童の通学路としての利用度が高いにもかかわらず側溝がないため通行に不便をきたしているので側溝の改修方の陳情であります。当局説明では本件陳情箇所の側溝改修費を新年度予算に計上してあるので施行したいとの説明を委員会は了承し採択すべきものと決定しました。各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第７、ブーゲンビル島地域遺骨収集派遣団員並びに慰霊塔建立の助成方についてを議題として経済民生委員長の報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

ブーゲンビル島地域遺骨収集団員並びに慰霊塔建立の助成方についてお願い

について本委員会における審査結果を御報告いたします。当局説明によりますと、遺骨収集団の出発は７月２日となつている。しかし陳情者としてはこの陳情書の運びが荏苒たることについて非常にいかんに思つている。その遅延した理由はこの陳情書を市町村会に提出したが総会が５月１３日に開催され、市町村会が各市町村に足を運びその実情を訴えたためである。以上の事情により遺族会としては７月中に補助をしてもらいたいということであるので新年度の予備費から充用して補助したい、ということであります。

以上の当局説明に対し若干の質疑がかわされたのであります。その主なる点を申し上げますと「該陳情によると７月末までには御援助下されんことを重ねてお願いいたしますとあるが、予算に計上されてないものを７月末までに支出するということについて具体的にどのような処置をとるつもりか」ということに対して当局説明は「主計課とこの問題の取り扱いについて協議した結果、やむを得ないので予備費を充用してこの支出にあてるということになつている」ということであり、結論として本陳情については全会一致採択すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位の御賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第８、那覇市の私立保育所に対する補助金交付について陳情を議題として経済民生委員長の報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　那覇市の私立保育所に対する補助金交付について陳情

の審査結果を報告いたします。

本陳情とも関連する政府の保育料増額について、主管部の説明によると、私立保育所の保育料の増額を６月１日付で認可して４月１日から遡及適用し、乳児は現行の１２ドルを１６ドルに、２才から３才までは現行の８ドルを１１ドルに、３才以上は現行の６ドル５０セントを９ドル５０セントに、増額を認めている。　　ということであります。

質疑に対する応答の主なるものとしては

①　主管部課において各保育所の収支予算書、決算書を検討したところ、人件費や施設費を増額しこれに対する補助要請となつているが改訂保育料で計算すると大した赤字ではなく、むしろ黒字に近い計算になる。

②　私立保育所は７カ所あつてそのうち一カ所は事業はしているが未認可である。それぞれの社会的信用度については確答できない。

③　経営については全財産を投入している保育所もあるようで経済的に苦しいことはわかるが施設に対する補助は福祉法に規定されている。

以上のほか、若干の質疑が行われたのち討論に入りました。討論の要旨は

（反対討論）

　各保育所の赤字としている経費は５０％前後の保育料の増額によつてガバーすることにより経営は成り立つ。中には経営難の保育所もあると思われるが経営について主管当局の適切な指導助言により立ち直るものと思料するので本陳情は不採択とすべきである。

（賛成討論）

　保育料の増額は実質的な値上げにはならない。保母の低賃金からみても奉仕的な立場にあることはしのびない。より多数の児童を平等に保護育成するためにも公立保育所の少ない現在、私立保育所に対しても補助すべきである。表決の結果、賛成少数により本陳情は不採択とすべきであると決定いたしましたのでよろしく各位のご賛同を得たいのであります。

（「質疑なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑を打ち切り討論に入ります。






○瀬長　フミ君

　私立保育所の補助金申請について討論をいたします。

本申請は経営困難という理由で訴えられております、政府にもこのような申請が出されておりますが、政府は補助金を出さずに保育料を値上げしてもいいという認可を与えそれで責任をのがれようとしております。市当局も保育料が値上げされたんだからむしろ黒字になるんだという非情の計算でこれを拒否しました。認可された文書の中には給食費も含めるようにとの趣旨であり、給食費を含めますと、実質的にあまりかわりません、もちろん乳幼児は５０％上がりましたけれども、乳幼児を扱つていない保育所は非常にむずかしいのであります。実質的にあまり上つておりません、また給食費も相当に物価が値上げされておりまして、この給食費も非常にこの物価値上りに影響しております。人件費にしましても保母の給料も低賃金で奉仕的に働いておるといつた人たちであります。しかし保母の生活を守る上からも賃金を上げますと、施設の増築や修理などむずかしい、結局児童にしわよせがきます。昨年１２月ブランコがたおれて児童がその下敷になつて死亡した事例からみましても、施設の充実をはかり子供たちの安全のためにも私立保育所の保護育成はもつとも重要でありまして、もちろん働く婦人たちの切実な要求によりまして、日本政府の援助によりようやく公立保育所ができました。しかしそれも未就学児童３万余りの児童に対してわずか０．１％というお寒い収容能力であり、戦後このような婦人たちの要求により私立保育所もできたわけであります。南部地区私立保育所における実態調査にみられるように保母の労働時間が一週６０時間で、働いても過勤手当はなく、有給休暇もない。給料月額３６ドルないし４５ドル程度、公立の場合は保母が平均５９．５５ドル、保母補が５４．５２ドルであります。その開きが１０ドルないし２０ドル内外であります。毎年昇給もし、８時間勤務で過勤手当があり、盆と年末手当がありこのようにして公立の場合は労働条件もよく保母の身分が保障されております。公立の場合は保育料も安く今年の保育所管理費に一般財源から１万５，９１９ドル計上されております、赤字経営でこれだけ補てんされていることは市民の税金で児童も保護され父兄も補助を受けているということになります。そういう観点からほかの児童はそういう市民の税金で保護されていないという実情であります。私たちは私立保育所の場合は児童や父兄がそのような恩典によくしていないということ、赤い羽根からの配分もほんのわずかであります。児童福祉法に政府及び市町村は児童の保護者とともに身心ともに児童をすこやかに育成する責任を負うという、すべて児童は等しくその生活を保護され愛護されなければならないとうたわれております。ともかせぎの夫婦にとり保育料値上げは大きな痛手であります。私たちは保護者に大きな犠牲と負担を負わすことじやなくして、すべての児童や父兄が等しく守られなければならないという立場から安い保育料で安心してあずけられるように、私立保育所を保護育成する上からも当局はもつと保育所に力を入れてもらい、私立保育所の実態を把握して援助してもらいたいことを要望するとともに本陳情に賛成するものであります。




○副議長（辺野喜　英興君）

　討論を終結し採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり不採択することに賛成の方起立を求めます。






○副議長（辺野喜　英興）

　多数であります。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり不採択と決定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第９、待遇改善に関する陳情を議題として経済民生委員の報告を求めます。






○経済民生委員長（安見　福寿君）

　待遇改善に関する陳情について

本委員会における審査結果を御報告いたします。

本件について質疑の主なる点を申し上げますと問、該陳情の４項目中、見舞金として夏季２０ドル、年末２０ドルの要求をかかげているがこの見舞金という字句の解釈について説明せよ。また、僅かな見舞金を要求するよりも現在、就労日数が１００％ということであるし賃金をアツプすることにより遙かに待遇の改善がはかれると思うがその点についてはどう考えるか。

答、見舞金という字句は陳情者が表現したものであり、当局としてはこの陳情書の取扱いについては扶助費ということで処置している。また、賃金アツプについての権限は政府にあり、当局としては側面的にこれを要請するほかはない。いずれにしても気の毒な方々に対して扶助費という形で処置するということである。

ということであります。

以上の当局説明に対し各員これを了承しなお、各項目については当局においてそれぞれ陳情の趣旨にそうよう努力してもらいたいという委員会の要望を付して、本陳情については採択すべきものと決定いたしましたのでよろしく各位のご賛同を得たいのであります。

（「質疑討論なし」という者あり）




○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本件についてはただいまの委員長報告どおり採択することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件についてはただいまの委員長報告どおり採択と決定されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○副議長（辺野喜　英興君）

　日程第１０より日程４６まではそれぞれ主管委員長から議会閉会中の継続審査の申し入れがありますがさよう取りはからうことに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認め日程第１０より４６までは議会閉会中の継続審査をなさしめることに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　６月２８日付で議員平良真次郎ほか１０名から那覇市議会委員会条例の一部を改正する条例制定について議案が提出されておりますのでお手元に配布してあります。

ではただちに上程いたしまして御審議願うことにいたします。

日程第４７那覇市議会委員会条例の一部を改正する条例制定についてを議題として提案者の説明を求めます。






○平良　真次郎君

　ただいま上程されました議案第９３号について提案理由を御説明いたします。この議案は那覇市議会委員会条例の一部を改正する条例制定についてでありますが昨日の本会議で市長提案の３６号那覇市事務分掌条例が議決決定されたわけであります。並びに教育委員会法の一部改正で委員会の条例を改正する必要が生じましたのでお手元におくばりいたしました案どおり改正いたしたいということで議会運営委員会においてこれを審議提案した次第でございます。ちなみにこの条例は６６年８月１日から、３６号議案が施行されることになりますので日月をそれに合わせて８月１日にいたしたいと思つております。以上お手元に議案がございますのでこれによりまして説明を省略させていただきます。

（「質疑討論なし」という者あり）

○副議長（辺野喜　英興君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案については可決することに御異議ありませんか。

（「異議なし」という者あり）






○副議長（辺野喜　英興君）

　御異議なしと認めます。よつて本件については可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩します。

	（午前１１時２５分　休憩）

	（午前１１時３６分　再開）







○副議長（辺野喜　英興君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。それでは建設委員長の報告を求めます。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　建設委員会を開きまして平良委員長の辞任届をみなさまにはかりこれを受理いたしました。次いで委員長選任の方法をはかり推せんでやりたいということでありましたので推せんの方法によることにいたしまして委員長に比嘉佑直、副委員長に金城庄瑞が当選いたしました、以上御報告いたします。

（拍手）




○副議長（辺野喜　英興君）

　ただいまの御報告のとおりであります。お二人からそれぞれごあいさつがあります。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　平良亀助委員長が健康上のことで委員長を辞任され、先の委員会で推せんにより不肖私が委員長になりましたが今後は委員会条例にのつとりあくまでも民主的に委員会の運営にあたりたいと思いますので一つよろしくお願いいたします。（拍手）






○建設副委員長（金城　庄瑞君）

　推せんによりまして未熟ながら金城庄瑞、副委員長になりましたけれども皆さま方の御協力によりまして今後は委員長を補佐しスムーズに委員会の運営にあたりたいと思いますからよろしくお願いいたします。（拍手）




○副議長（辺野喜　英興君）

　長い期間にわたり慎重審議して下さいましてありがとうございました。

以上で議事は全部終了いたしましたので第８３回定例会を閉ずることにいたします。御苦労さまでした。



（午前１１時４０分　閉会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




　上会議録を調整し署名する。




１９６６年６月２８日







副議長　　　　辺野喜英興　㊞




署名議員　　　大浜長弘　　㊞




署名議員　　　喜舎場盛一　㊞
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